
信越化学工業80年史





素材革新への挑戦

有機・無機化学品、電子材料、機能材料を核に

多彩な製品群を擁する侶越グループは

エレクトロニクス、通倍、自動車、建築、医薬ほか

幅広い産業分野に、高度な品質と機能を備えた

素材・技術を提供しています。

現代産業の革新を支え、次代を拓く

付加価値の高い素材づくり

これが私たちの永遠のテーマです。

ー一そして、未来へ



有機・無機化学品 塩ビ シリコーン セルロース誘導体 合成性フェロモン 合成香料 メタノール クロロメタン

か性ソーダ 金属ケイ素など

シリコーンゴム
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塩ビ（塩化ビニル樹脂） セルロース誘導体

独自技術で製造プロセスを革新し、世界最大の生産能力

で高品質製品を安定供給しています。

主な原料：工業塩、エチレン

主な用途：バイプ、窓枠・外壁材、電線被覆、農業用フィルム

粉末状の塩化ビニル樹脂とベレット状のコンバウンド

■用途例 外壁材と窓枠

シリコーン

植物繊維を原料に、水に溶けるセルロース誘導体を製造。

用途に応じてさまざまな機能を付与しています。

主な原料：パルプ、か性ソーダ、メチルクロライド

主な用途：医薬品、建築用外壁材、コンクリート混和剤、シャンプー・リンス

錠剤にコーティングされるセルロース誘導体

~ 
■用途例 建築用外壁材に使われる押出成形品

合成性フェロモン

有機、無機双方の特長を備え、オイル、レジン、ゴムなどの

形状と多彩な機能で、広範なニーズに対応しています。

主な原料：金属ケイ素、メチルクロライド

主な用途：電子部品、輸送用機器、建築材料、化粧品、食品

シリコーンオイル

各種農業害虫の性フェロモンを人工的に合成し、生態系

への影響の少ない害虫防除剤を生み出しています。

主な原料：アセチレン
主な用途：農業害虫交信撹乱剤

■用途例化粧品 合成性フェロモンの入った「ティスペンサー」（果樹園での使用例）
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電子材料 半導体シリコン レア・アースマグネット フォトレジスト エボキシモールディングコンバウンド 半導体・LED用コーティングレジンなど

回路が書き込まれたシリコンウエハー
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半導体シリコン 封止材料

単結晶製造からウエハー加工までを手がけ、世界のトップ

メーカーとして市場をリードしています。

主な原料：金属ケイ素

主な用途：メモリー用甚板、マイクロプロセッサー用基板

＼ 、-•• 

300mm径のシリコン単結晶とウエハー

レア・アースマグネット

環境に配慮したグリーン封止材料の実現や、低応力、

低a線性など高度な条件に応える製品を送り出しています。

主な原料：エポキシ樹脂、シリコーン、シリカ

主な用途：半導体素子、白色LED

エボキシモールディングコンパウンドの粉体とタブレット
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白色LED

フォトレジスト

付加価値の高い製品づくりで、電子部品の小型・軽量化、

高特性化、省エネ化などに貢献しています。

主な原料：レア・アース

主な用途：ハードディスクドライブ、光ピソクアップ、ハイブリッド車、各種家電

各種マグネット（前列）と磁気回路組み立て品（後列）

最先端の微細な半導体回路の書き込みに使用される各種

感光性樹脂を開発・製品化しています。

主な原料：フェノール誘導体、アクリル誘導体

主な用途：フォトリソグラフィー

ウエハーに途布されるフォトレジスト
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機能材料その他 合成石英 光ファイバーコート材 レア・アース 液状フッ素エラストマー「SHIN-ETSUSIFEL」
ペリクル 酸化物単結晶 (LT) 光アイソレータ フレキシフル銅張積層板など

光ファイバー用合成石英プリフォーム
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合成石英 液状フッ素エラストマー 「SHIN-ETSUSIFEL」

世界で最初に、天然石英よりも純度の高い合成石英の量

産化に成功、各種合成石英製品を送り出しています。

主な原料：クロロシラン、水素、酸素

主な用途：光ファイバー材料、液晶表示装置用大型フォトマスク基板、LSI用

フォトマスク甚板、ステッパー用レンズ材料

合成石英フォトマスク基板

レア・アース

世界で初めて液状フッ素エラストマーの開発に成功。加熱す

るとゴム状になり、自動車や電子機器の部品として使われます。

主な原料：フッ素樹脂

主な用途：自動車のエンジンルームの各種部品、電子部品の封止・保護
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ペースト状の「SHIN-ETSUSIFEL」
C>  

■用途例 ゲル状（左）、コム状成形品（上）、接蒲剤

ペリクル

高度な分離•精製技術により高純度の各種レア・アース＊

を製品化しています。

＊ランタノイド族元素とイットリウム、スカンジウムを加えた17種の元素の総称

主な原料：レア・アース濃縮物

主な用途：薄型テレヒや照明等の蛍光体、機能性セラミックスの焼結助剤

半導体製造工程などに使われるフォトマスクの防塵カバー。

優れた耐光性、透過率均一性を実現しています。

主な原料：フッ素系樹脂

主な用途：半導体・液晶バネル製造用フォトマスクの防塵カパー
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各種レア・アース

■用途例 薄型テレビ ペリクル（後方）
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ごあいさつ
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2006年9月、当社は創立80周年を迎えま

した。これを機会に『信越化学工業80年史』

をとりまとめ、刊行する運びとなりました。

経済環境が急速に変転し、企業間競争

が激化するなかで、当社は「遵法に徹し公

正な企業活動を行い、素材と技術を通じて、

暮らしや産業、社会に貢献する」を企業理

念として経営を進めてまいりました。

事業内容は、塩ビやシリコーンなどの「有機・

無機化学品」事業、シリコンウエハーなどの「電

子材料」事業、合成石英などの「機能材料

その他」事業であり、現代社会の基盤を支

える高品質な素材の安定供給に努めており

ます。また、新規製品の研究開発、既存製

品の用途開拓や品質のさらなる向上、製造

技術の革新などに力を注ぎ、世界各地で成

果を上げています。

このような事業展開によって、連結当期純



利益においては1996年3月期以降、2008年

3月期まで継続して最高益を更新することが

できました。これは経営者と従業員が一体と

なって、日々新たな挑戦を続けてきた結果で

あり、また株主、お取引先、地域社会の皆様

など、数多くの方々からのご支援の賜物で

あると存じます。

皆様とともに歩んでまいりました足跡を、社

史として記録にとどめ、感謝の気持ちを込め

てお届けしたいと存じます。本社史が当社

グループをより深くご理解いただく一助とな

れば幸いです。

最後になりましたが、編纂にあたってご協

力くださいました皆様方に心より御礼申し上

げます。

日――

2009年3月

代表取締役社長 ／合~JTJ1"4

11 



12 
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序章 創業から60年間の経営 (1926~1986年）
～事業基盤確立までの道のり～

I窒素肥料から化学分野へ
「信越窒素肥料株式会社」設立

生産一時休止から自営再開

新規事業開拓と磯部工場の設置

「信越化学工業」として新たな出発

軍需体制下での事業展開

武生工場の発足

II戦後の復興と新規事業の育成
復興の第一歩は肥料増産

z建設による設備の近代化
新規事業の育成と中央研究所

QCへの取り組みとデミング賞受賞
石灰窒素の展開と主力事業の交代

III塩ビ、シリコーンの事業化と成長
シリコーンの事業化と基礎固め

塩化ビニル樹脂、事業化へ

半導体シリコン事業の起点

メチルセルロース、酢ビ・ポバールの事業化

信越ポリマーなど、関係会社の設立

シレスの設立と海外事業の展開

研究開発と安全操業の体制整備

経営近代化に向けた組織改正

w半導体シリコンと新規事業の展開
塩ビ鹿島工場、南陽工場の発足

シリコーン事業、売上高100億円達成へ

半導体シリコン事業の成長

有機合成およびレア・アースの展開

新規事業への進出と合弁会社の設立

米国に第一歩をしるしたシンテック

グループ事業の再編・強化と事業本部制の導入

直江津、武生両工場再建の取り組み

トップ交代と直江津工場の爆発事故

V 経営効率化と海外事業の発展
小田切新太郎社長就任

経営効率化への苦闘

市場拡大を進めるシリコーン事業

好調な海外事業とシンテックの全株式買収

高付加価値製品群の健闘

VI既存事業の強化と成長分野への進出
塩ビ事業の抜本的改革を実施

改革の進展と業績回復
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塩ビ事業再構築に向けて尽力 69 

シンテックの成長と国際事業本部の発足 73 

シリコーン事業の発展と生産能力増強 73 

信越半導体の国際展開と白河工場建設 75 

電子材料、有機合成事業の展開 76 

経営陣の交代と創立60周年 79 

〈コラム〉国内塩ビの苦難突破 67 
ケイ素事業育成の功労者、田村副社長 77 

第1章 国際変動化のなかで (1987~1989年） 81 

～変化に強い企業体質づくりを推進～

I V字回復の先を見通して
収益力を復元せよ 82 

直江津工場の中期ビジョン推進 84 

グリニャールセンター構想を実現 86 

松井田工業団地への進出 87 

塩ビ集約計画と鹿島工場の増強 88 

南陽工場の生産終了 89 

武生工場の生産体制増強 90 

鹿島工場・波崎分室の建設 90 

企業開発部を新設 91 

研究開発体制の整備と強化 92 

生産現場の自動化、省力化 93 

過去最高の業績ヘ 94 

II塩ビ事業の国内再編・海外増強
国際競争力のある塩ビ事業の育成 96 

鹿島工場「K-JIプラント」建設 97 

国内塩ビメーカーのトップへ 97 

シンテックの第4次、第5次増設 99 

ダウケミカルの「最大の需要家」 100 

世界のトップブランド「信越塩ビ」 101 

IIIシリコーン事業、国内外へ拡充
磯部工場の増強 104 

シリコーンモノマー第2プラント 105 

「三位一体」でマーケットを開拓 107 

「台湾信越シリコーン」の設立 107 

米国、欧州での拠点づくり 109 

w半導体グループ、収益力改善へ努力
半導体不況と収益力回復の取り組み 110 

高品質・大口径化への対応 111 

米国の業績回復と欧州の生産増強 113 

v新規事業の成長
次代の柱となる事業を育成 114 

ネオジム磁石の伸長 114 

レア・アース精製設備の増設 116 

EMC事業の本格化 117 

光ファイバー用プリフォームを事業化 117 
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フォトマスク基板の大型化・高品質化 119 

医薬用セルロースの成長とアスカクリーン 119 

世界へ舞台を拡大したフェロモン交信撹乱剤 120 

第2章新たな挑戦の始まり (1990~1994年） 123 

～抜本的改革で企業体質の強化へ～

I金川社長就任と経営改革の始動
小坂社長急逝、社葬で見送る 124 

金川副社長が新社長に就任 125 

「営業資金効率化小委員会」を設置 127 

活力ある会社に向けて 128 

「z委員会」で新規事業のテーマを選定 129 

「G委員会」、コスト削減への取り組み 131 

採用人員はゼロベースで考える 132 

高まる当社への評価 133 

〈コラム〉ドイツ誌企業ランキングでも「No.l」 135 

11時代に先駆けた組織改編
特定フロンをいち早く全廃へ 136 

全社体制で環境問題に取り組む 137 

品質•安全への飽くなき追求 139 

時代の変化をにらんだ組織の整備 141 

欧米、アジアヘ拠点拡大 142 

皿世界最大の塩ビメーカーへ

急ピッチで進んだシンテックの増強 144 

K-Bin、8年間で生産能力17倍に 147 

バブル崩壊下で健闘する国内事業 147 

塩ビ環境問題に対するアピール 149 

塩ビ市場拡大への期待 151 

完成した中国の第2プラント 151 

〈コラム〉シレスOBにポルトガル政府から勲章 153 

w用途、需要大きく拡大するシリコーン
松井田モノマー第2プラント完成 154 

群馬事業所、コストダウンヘ努力 155 

シリコーン上市40周年、第2の創業へ 157 

アジア市場、欧州市場での展開 158 

米国拠点をアクロンに集約・強化 159 

研究開発機能を松井田に集約 161 

1990年代後半の事業計画を検討 163 

V 大口径化に向かう半導体事業
8インチ景産と「次世代」にらみ増設 164 

米・欧でも現地需要に対応 166 

マレーシアに8インチ専用工場新設 167 

台湾に「信越光電」を設立 168 

SOIウエハー、長野電子工業で生産 169 
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VI新分野へのビジネスチャンス
精密材料事業部の設置 172 

レア・アースマグネットの高品質化 173 

VCM分野の成長と分業体制の構築 174 

EMCで通産大臣発明賞受賞 175 

光ファイバー用プリフォームの量産化 175 

液晶用大型フォトマスク基板の開発 177 

セルロース事業の基盤強化 177 

フェロモン事業、世界へ進出 180 

アドマテックスを設立 181 

第3章次代と世界を見据えて (1995~1999年） 183 

～機敏な変化対応で躍進～

I世界が注目する優良企業へ
創立70周年、最高益を更新 184 

連結純利益10億ドルを目指して 186 

偉大な先達を相次いで失う 189 

「経費効率化委員会」の設置 191 

「営業資金効率化委員会」と「G委員会」 192 

21世紀に向けた積極投資 193 

世界の優良企業として評価 198 

活力ある組織のために人事制度刷新 200 

将来の姿を描く「プロジェクト21」発足 203 

〈コラム〉キラリと光る世界企業 201 

II企業の社会的責任を果たすために
連結決算を重視して事業を再絹 204 

製造物責任法への対応 205 

相次いで「IS014001」を取得 207 

直江津工場、TPM優秀賞受賞 209 

直江津NR工場事故と安全対策の強化 209 

阪神・淡路大震災に迅速に対応 211 

全社に根づくボランティア精神 213 

社会に目を向けた70周年記念事業 215 

コンピュータ2000年問題への対応 217 

〈コラム〉阪神・淡路大震災で送った社長メッセージ 213 

III日米欧3極体制を実現した塩ビ事業
シンテック新工場建設計画、始動 218 

米国ルイジアナナトIアデイスに新工場 219 

シンテック操業25周年を迎える 221 

欧州塩ビ事業を拡充 222 

塩ビ環境問題で“いわれなき逆風” 225 

競争力確保を目指す国内塩ビ 227 

〈コラム〉循環型社会に向けた塩ビのリサイクルシステム 227 

W シリコーン、日米で着実に地固め
情報収集力でシリコーン拡販へ 230 
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米国のシリコーン事業を強化 231 

顧客満足度の向上に向けて 232 

シリコーン海外子会社の成長 234 

シラン類の成長と生産拡充 235 

〈コラム〉世界のシリコーンメーカーが日本に集合 235 

v改革に取り組む半導体事業
海外でも拡大する半導体事業 238 

信越半導体G委員会が始動 240 

300mmウエハーの新工場棟完成 243 

VIZ委員会の成果と多彩な事業の成長
エキシマレーザー用フォトレジスト開花 246 

フォトレジスト、ペリクルに新規参入 248 

量産化が進むzテーマ 250 

急拡大する光ファイバー市場に対応 251 

直江津工場の合成石英増強 253 

大型フォトマスク基板の展開 254 

質、量ともに世界トップとなったLT 255 

マグネット事業、アジア市場に積極対応 256 

EMC、海外生産をスタート 258 

事業構造の再編を進めたレア・アース 260 

右肩上がりのセルロース事業 261 

評価高まるフェロモン交信撹乱剤 263 

第4章世界市場への新たな布石 (2000~2003年） 265 

～大型投資を進め国際競争力を強化～

Iスピードと大胆さで変化の大波に挑む
300mmウエハーはじめ大型投資を推進 266 

Zテーマなど新規事業へ投資 269 

経営効率化の推進 269 

大手化学会社初の外国人取締役 271 

小坂善太郎相談役の逝去 272 

セカンドライフ支援制度を導入 274 

連結決算中心の情報開示を開始 276 

「東洋経済賞」「財界・経営者賞」受賞 278 

経営の選択と集中 279 

8期連続で最高益更新 280 

〈コラム〉「創業家」の自戒 273 

11安全と信頼を求めて
リスク管理強化策を実施 282 

「安全・環境第一」の環境保安活動 283 
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経営編





B 
1926~]986 

創業から60年間の経営
～事業基盤確立までの道のり～

1926年、信越窒素肥料株式会社として発足した当社は、その後、金

属マグネシウムなど新規事業に進出。事業領域の拡大に合わせて

1940年に信越化学工業株式会社と社名を変更した。

戦後も、シリコーン、塩ビ、半導体シリコンなど、その後の当社グルー

プの基盤となる新規事業の育成に努め、技術・プラント輸出など海外

事業にも力を注いだ。そして、当社は一段と経営改革を進め、経営

資源を十全に生かした「変化に強い国際企業」を目指した。
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完成問近の直江津工場

22 

D窒素肥料から
化学分野へ

「信越窒素肥料株式会社」設立

当社の前身である 「信越窒素肥料株式会社」

は、 1926(大正15)年9月16日、信濃電気60%、

日本窒素肥料（現・チッソ）40%の共同出資に

より設立された。

信濃電気は1903(明治36)年5月、‘‘須坂の

製糸王"(須坂は現在の長野県須坂市）と謳わ
こしじゅさぶろう

れた越壽三郎が中心になって設立した電力会

社で、長野県で発電・送電事業と余剰電力を

利用したカーバイドの生産・販売を行っていた。

日本窒素肥料は、わが国で初めてカーバイド

の国産化を成功させた藤山常ーと、水力発電

事業に取り組んでいた野口遵が、 1908年に起

こしたカーバイドや石灰窒素などの生産・販売

会社であった。

電力業界では、大正期に入ると長距離送電

技術の確立を背景に全国で再編が進み、電力

会社の統合や吸収合併が相次いでいた。この

ような事業環境のなかで活路を探る信濃電気

は、自社のカーバイドから石灰窒素を生産する

ことを計画した。しかし、そのための技術を持

たない同社は、カーバイドを扱う商社の斡旋に

より、日本窒素肥料と提携した。

新設された信越窒素肥料は資本金500万円、

本社所在地は長野県長野市大字吉田の信濃電

気吉田営業所とし、社長には越壽三郎が就任



した。工場の建設候補地には新湯県の直江津

（現・上越市）が挙げられた。

直江津が工場の候補地となったのは、 26万

州に及ぶ日本石油直江津製油所の広大な跡地

があったからである。ほかにも原料、労働力、

交通、電力供給といった各方面から検討を進

めた結果、信越窒素肥料はこの製油所跡地を

購入し、 1926年11月に工場建設を開始した。こ

れが現在の直江津工場のルーツである。

なお、原料となる石灰石の安定確保を図る

ため、信越窒素肥料は1927(昭和2)年4月か

ら新渇県の親不知（現・糸魚川市）に採掘地を

開発した。

約1年にわたる工事の末に直江津工場は完

成した。電気炉6基、窒化炉24基、カーバイド

タンク6基、電極設備などを備えた同工場は、

1927年10月にカーバイド工場の操業を開始し、

翌月には石灰窒素工場が稼働した。

ところが、 1927年3月に始まった金融恐慌

と、それに端を発した農村不況の進行で肥料

価格は下落、石灰窒素事業は販売不振と価格

下落という厳しい状況に追い込まれた。この間

も、信越窒素肥料は年間2万5000~3万tの

石灰窒素生産を継続しつつ、化成肥料など新

製品の発売、石灰窒素の輸出といった経営努

力を続けた。しかし、 1930年1月の金輸出解禁

の影響で石灰窒素の価格は暴落し、業績は悪

化の一途をたどった。

こうした状況下で、越社長は、本業の製糸事

業も不振に陥り、また高齢と病を得たこともあ

って、信越窒素肥料と信濃電気の経営から退

くことを決意、小坂順造に両社の経営立て直し

を託して、 1930年6月までに両社社長を辞任し

た。小坂は長野電燈の前社長であり、当時、長

野県選出の衆議院議員で、拓務政務次官を務

めていた。

生産一時休止から自営再開

長野電燈は1897年 5 月、小坂順造の父•小

坂善之助が設立した電力会社で、翌年には長

野県で初の発電を行い、長野市内の電灯用に

送電を開始した。信濃電気と長野電燈は当初、

長野県の電力市場において競争関係にあった

が、 1924年12月には共同出資で「梓川電力株

式会社」を設立するなど協調関係が確立され

ていた。小坂順造は1923年9月に長野電燈の

社長に就任し、 1929年7月に濱口雄幸内閣の

拓務政務次官に就任するまでその職にあった。

信越窒素肥料の再建を託された小坂は、す

ぐさま友人で富士電機製造（現・富士電機）社

長の名取和作に、信越窒素肥料の社長就任を

要請した。

1930年7月に社長に就任した名取は、同年

11月に石灰窒素の4割操業短縮と人員整理を

決定。翌年にかけて直江津工場の操業短縮、

親不知の石灰石採掘休止、 3次にわたる人員

整理を実施した。

翌1931年4月の濱口内閣総辞職により、小坂

は拓務政務次官を辞任し、同年5月に小坂自身

が信越窒素肥料の社長に就任した。このとき

同社は本社を東京府東京市麹町区丸ノ内（現・

東京都千代田区丸の内）の丸ビルに移転した。

序章 創業から60年間の経営(1926-1986) 23 



磯部金属試験所・第1工場の上棟式
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当時の石灰窒素業界は不振を極めており、

信越窒素肥料も借入金や未払金など巨額の債

務を抱えていた。小坂社長は経営を存続させ

るため、直江津工場の一時生産中止とほぼ全

従業員の解雇の決断を余儀なくされ、 1931年

12月にこれを実施した。その後1937年まで、信

越窒素肥料は休業状態に入った。

この間、直江津工場は理研マグネシウム、日

本曹達、電気化学工業の3社に分割貸与され

た。 1932年10月には信越窒素肥料に直江津工

場管理所が設置され、上記の3社を同管理所

に所属するマグネシウム部、合金鉄部、肥料部

とする形で工場は運営された。

わが国では1931年9月に満州事変が勃発し、

戦時色が日増しに強まった。信越窒素肥料の

親会社の一つ、日本窒素肥料は、新興コンツェ

ルンとして急成長を遂げていた。

同杜は肥料事業では硫安に注力していたた

め、構造的な不況下にあった石灰窒素に対し

ては事業継続の意欲がなく、信濃電気に信越

窒素肥料の全株式の売却を申し出ていた。

これに応じて1937年6月、信越窒素肥料は

自社で日本窒素肥料保有の株式4万株を買い

入れ消却した。また、日本窒素肥料出身の役員

は全員退任した。

一方、 1937年3月には、信濃電気と長野電燈

が対等合併して、新たに「長野電気株式会社」

が発足し、長野電気が信越窒素肥料の親会社

となった。

信濃電気が保有していた信越窒素肥料の株

式6万株については、これを1万2000株に減

資して、同時に7万4000株の増資を行い、この



増資分の全額を長野電気が引き受けた。

このような経営体制の再構築を経て、信越

窒素肥料は累積損失の解消、借入金の返済に

目途を立て、操業再開にこぎつけた。工場を貸

与していた各社とも円滑な工場返還の合意を

取り付け、 1937年10月1日、信越窒素肥料は直

江津工場の自営再開を果たした。翌年から当

社は、この日を創立記念日として、幾多の困難

を経て実現した事業の自営再開の記憶を長く

歴史にとどめている。

新規事業開拓と磯部工場の設置

1937年の慮溝橋事件に端を発した日中戦争

は長期化の様相を呈し、国内経済は各分野で

国家統制の度合いを強めた。肥料生産につい

ては、 1936年に重要肥料業統制法が成立して

おり、肥料製造業組合が販売価格、取引条件

を一括して決定することになった。

そのようななかで自営を再開した信越窒素

肥料は、再開直後の石灰窒素の販売が好調に

推移し、第23期決算(1937年6月1日~11月30

日）では次期繰越利益を計上し、第24期決算

(1937年12月1日~1938年5月31日）では初の

配当を実施した。

また、新規事業の開拓も進められ、合金鉄生

産の拡大が図られた。1939年に日本曹達から

返還された電炉を合金鉄の生産に充て、ケイ

素鉄、金属ケイ素、マンガン鉄の生産に取り組

むとともに、鉄鋼の脱酸脱硫を目的としたカル

シウムシリコンの生産にも成功した。

その前年1938年の6月から、新規事業の一

っとして、直江津工場では金属マグネシウムの

試験生産を開始していた。金属マグネシウム

は、当時、航空機用ジュラルミンの配合原料と

して大きな需要があった。直江津工場は理研

マグネシウム時代の経験を生かしつつ、既存の

特許に抵触しない信越方式の開発を進め、生

産性の高い製法を確立した。本格生産に入っ

たのは1939年3月のことである。

さらに、電炉を使った高純度の金属マンガン

の生産にも取り組んだ。金属マンガンは金属マ

グネシウムとともに、航空機用ジュラルミンの

配合原料であった。しかし当時は輸入に頼って

いたため、重要軍需物資として国産化が強く求

められていた。

信越窒素肥料では、これを事業化するにあ

たり、長野電気の送電地域内でもっとも東京に

近い群馬県南部に工場を新設することを決定

した。複数の候補地から選定されたのが群馬
うすい あんなか

県碓氷郡磯部町（現・安中市）で、 1938年12月

に磯部金属試験所を開設した。これが現在の

群馬事業所磯部工場の始まりである。

1939年1月には第1工場が操業を開始し、金

属マンガンの需要の伸びに対応するため建設

した第2工場は同年9月に完成。さらに1941年

11月には第3工場が完成した。

1939年6月には金属ケイ素用の電炉の設置

を決定し、直江津工場でその生産に着手した。

金属ケイ素の生産にあたっては、高品質のケイ

石を確保するため、国内の優良な採石所の調

査を行った。これにより、良質のケイ石が確保

できたため、純度の高い金属ケイ素の生産が

序章 創業から 60年間の経営 (1926~1986) 25 



戦時中の従業員手帳
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可能になった。

「信越化学工業」として新たな出発

信越窒素肥料が1939年以降、新たに生産・

販売を開始した金属マグネシウム、合金鉄など

は、季節による需要の変動を受けず、しかも軍

需物資でもあったため安定した需要があった。

従来生産していたカーバイド、石灰窒素といっ

た肥料関連製品が季節変動を被っていたのに

対し、これらの新規製品は経営の安定化に大

きく寄与した。

信越窒素肥料の売上げ全体に占める新規製

品の比率は急速に伸び、このような事業の実態

から見ると 「窒素肥料」の名はふさわしいもの

ではなくなりつつあった。売上高も年間400万

円に達し、化学会社としてみれば中堅クラスの

水準にあった。これらの事情を勘案し1940年

3月に開催された臨時株主総会で、信越窒素

肥料は社名を「信越化学工業株式会社」と改

めて、新たなスタートを切った。

同時に、この株主総会では資本金を1000万

円に増資することも決議された。増資分は自家

発電所および受電設備の建設に充てることと

し、生産増強はもとより、生産に不可欠な電力

の安定受給を目指した。

電力の安定受給は信越窒素肥料の自営再開

時からの重要な課題であり、再開1年前の1936

年10月には自営再開に備えて北野川、釜川（と

もに長野県の志久見川水系）の水利権を取得

し、 1939年10月に志久見川第1. 第2発電所の



着工を計画していた。

しかし、この頃になると戦時色はさらに強ま

り、生産諸分野から労働、国民生活に至るまで

国家統制下に組み込む、いわゆる総動員体制

が進行していた。電力はエネルギーの主軸とし

てとりわけ重視され、 1938年4月には電力管理

法、日本発送電株式会社法が公布されて電力

の国家管理が強化された。

志久見川発電所についても、発電した電力

はいったん日本発送電に売り渡し、そこから信

越窒素肥料が買い戻すことが求められた。1940

年11月、このような状況のもとで、志久見川第

2発電所が完成、翌1941年10月に同第1発電

所が完成した。

電力事業の国家統制は次第に強化され、既

設の火力発電所、送電設備、一部の水力発電

所は、その設備を日本発送電に現物出資の形

で譲り渡すことになった。また、 1941年8月に

は配電統制令によって、配電事業は全国9つの

配電会社に統合された。

このような電力統制強化のなかでは、長野電

気も事業の継続を断念せざるをえず、全設備

を日本発送電および中部配電に譲渡して、1942

年5月に解散した。さらに1944年12月には、当

社の志久見川発電所も日本発送電への譲渡を

余儀なくされ、ここに当社および関係会社によ

る電力事業の歴史は幕を下ろした。

軍需体制下での事業展開

直江津工場で生産していた金属マグネシウ

ムは、生産技術、製品の品質ともに需要家から

高い評価を受けていた。このため、軍当局から

朝鮮における事業化の要請を受け、 1940年

7月の役員会で事業化を決定、 1941年1月に

「朝鮮重化学工業株式会社」を設立した。

しかし、 1941年12月に太平洋戦争が始まる

と資材や労働力の確保が思うにまかせず、エ

場の建設はなかなか進まなかった。また、試運

転でもトラブルが続発し、実際に操業を開始し

たのは1942年10月であった。

事業化を急ぐ軍当局は三菱系企業に事業へ

の参画を求めた。その結果、朝鮮重化学工業

の経営は1942年12月に三菱系の日本化成工業

に移管され、社名も三菱マグネシウム工業に変

更された。朝鮮における金属マグネシウム事業

には当初から消極的であった当社は、こうした

経緯を経て同事業から完全に手を引いた。

当社の国内事業はカーバイド、石灰窒素、金

属マンガン、金属マグネシウム、金属ケイ素、

ケイ素鉄を主力製品として、太平洋戦争開戦以

後も順調に業績を伸ばした。なかでも金属マン

ガン以下の製品は軍需物資として増産が求め

られ、これらの製品の伸びが収益拡大に大きく

寄与した。

その一方で生産部門への国家統制は強化さ

れ、金属マンガンを生産する磯部金属試験所

は1941年1月に陸軍の監督工場に指定され、

工場の経営に関して、ことごとく軍当局の干渉

を受けた。直江津工場でも生産計画への軍当

局の統制が強まった。

序章創業から60年間の経営(1926-1986) 27 



武生工場の発足
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大同化学工業と合併当時の武生工場の遠景

戦時下で増大し続ける当杜主力製品の需要

に対応し、直江津工場では、 1942年、 1943年

と生産設備の増強が行われ、磯部金属試験所

でも1943年に増設が行われた。

1943年10月に軍需会社法が公布されると、

当社も翌1944年1月、 4月の2度にわたり軍需

会社指定を受け、直江津、磯部の全部門とも軍

需工場の指定を受けた。生産に関する軍当局

からの干渉は強化されたが、そのなかにあって

も当社は、自主的に増産計画を立てて当局に具

申するなど経営努力を続けた。

一方、ケイ素鉄の増産を求める軍需省は、福
たけふ

井県武生町（現・越前市）でケイ素鉄を生産し

ていた大同化学工業と当社の合併を命じた。

当社は1945年5月、大同化学工業を吸収して、

ここに武生工場が誕生した。

大同化学工業は1917年に福井県出身の山本

条太郎によって設立され、発電、カーバイド、

石灰窒素、ケイ素鉄などの生産を手がけてい

た。当初、軍需省は同社にケイ素鉄の増産を命

じたが、設備が老朽化しており、増産に必要な

原料、労働力確保も困難であった。軍需省は当

社に同社への協力を要請し、最終的には吸収

合併を命じた。

戦火が拡大し統制が強化されるとともに、海

外からの原料調達も相次いで途絶し、わが国

の総力戦体制は自壊寸前の状況にあった。し

かし、幸いにも直江津工場、磯部金属試験所、

武生工場は空襲による被害を免れ、 1945年に

入っても主要製品は前年の水準を維持して順

28 



調に生産を継続した。磯部金属試験所では超

低炭素マンガン鉄の生産に成功し、 1945年6

月以降生産量を増加させるなど、新たな成果さ

え生まれていた。

このようななかで1945年8月15日、終戦を迎

えた。これから日本はどうなっていくのか、国民

が不安に打ちひしがれているとき、小坂社長は

当社の平和産業への転換をいち早く各工場に

指示した。
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磯部工場の電炉工場

30 

m戦後の復興と
新規事業の育成

復興の第一歩は肥料増産

終戦翌々日の1945(昭和20)年8月17日、直

江津工場は早くも石灰窒素の生産を開始した。

同工場が終戦直後の混沌としだ清勢のなかで

電炉の火を落としたのは、わずかに1日だけで

あった。終戦後の最大の課題は食糧増産であ

り、そのため肥料増産が不可欠となることを予

測した小坂社長が、真っ先に石灰窒素の生産

再開を指示したからである。同様に武生工場も

軍需物資であるケイ素鉄の生産を中止し、少量

ではあるが石灰窒素の生産を続けた。

この年は夏の冷害と秋の風水害で大凶作と

なったが、それが予想された9月時点で農林省

（現・農林水産省）と連合国軍最高司令官総司

令部(GHQ)は、食糧増産に向けて工場を指

定して肥料増産を進めた。しかし、日本国内は

空襲などによって生活や産業基盤が壊滅的な

状態に陥っており、増産要求に対して石灰窒素

の生産は稼働率が低い水準にとどまっていた。

直江津工場も例外ではなく、 1945年の生産量

は1万6500t程度にすぎなかった。

1946年5月、当社はGHQおよび県知事に直

江津工場増設の許可申請を行った。その内容

は窒化炉16基を増設して、石灰窒素2万tを増

産するというものであった。この申請が許可さ

れ、翌1947年5月までには新式窒化炉12基が



完成して、生産能力は年産6万5000tにまで高

まった。

直江津工場では石灰窒素以外の軍需物資の

生産を中止したため、それに代わる新規事業を

見出すことも急務であった。そこで酸素の生産

や電気製塩を手がけ、親不知の石灰石の採掘

設備を増強し原料確保に努めるなどした。

磯部金属試験所の場合は、終戦まで軍需物

資だけを生産していたので、戦後の民需転換

には多くの困難がともなった。まず、仕事がな

いので、 1945年8月に314名の従業員のうち

173名を帰休させた。 10月1日には名称を磯部

工場と改め、再建に漕ぎ出したものの、残った

従業員に与えられた仕事は、農機具の修理、鍋

や釜など家庭用鋳物製品の生産などであった。

仕事らしい仕事が始まったのは1946年2月

からで、磯部工場にマンガン鉱石の大量在庫

があったことから、マンガン鉄の生産を再開し

た。国内経済政策では、この年の暮れから1947

年にかけて、重点生産物資として鉄鋼、石炭な

どを指定し、そこに集中的に資材および資金を

投入して再建を図る「傾斜生産方式」が取り入

れられた。そのため、鉄鋼生産に不可欠なマン

ガン鉄などの脱酸脱硫剤の生産・販売が増加

していった。

このほか、 1940年4月に有機薬品を生産する

目的で設置した有機実験室の流れをくんだ医

薬品のほか、大型鋳物、変圧器ケースなど、多

様な製品の生産も試みられ、これらにより業績

は徐々に好転した。

武生工場は、 1945年5月に大同化学工業を

吸収合併して発足後、わずか3カ月で終戦を

迎えただけに、戦後になっても軌道に乗るまで

には長い苦難の道のりが続いた。そもそも生産

設備の刷新や電炉操業技術の水準向上を進め

るために、当社の高い技術・ノウハウが求めら

れて合併に至った経緯があった。

このため、戦後の石灰窒素生産においても、

需要に応えるだけの品質と生産量を確保する

には、直江津工場から従業員を派遣して、技術

の向上と設備の改善を図る必要があった。しか

も行政当局の厳しい増産要求にも応えなけれ

ばならなかった。

こうして、ついには保証窒素成分を下回る製

品が出荷される「低成分事件」（注）が発生した。

そのうえ、 1948年6月28日にはマグニチュー

ド7.1という福井大地震に見舞われ、 12基の窒

化炉が操業不能に陥った。この結呆、武生工場

では生産設備の更新が急務となった。

（注）保証窒素成分を下回る製品を出荷したことで、 1948年2月、

当社は福井県肥料検査所によって告発され、起訴された。1952

年4月、対日平和条約発効による恩赦により免訴となった。

z建設による設備の近代化

1948年から1950年にかけて、 窒素系化学肥

料の主流となっていた硫安、石灰窒素の国内

生産量は、戦前の最高水準を上回るようになっ

た。 14年間続いてきた肥料の生産・供給統制は

これを機に解除されることになり、自由な価格競

争が始まろうとしていた。このため当社は1949

年、直江津工場および武生工場の設備更新を

実施した。

1948年から1949年にかけて、武生工場では
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直江津工場のゼーダーベルグ式電炉
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福井大地震で破損した窒化炉に代わる新式の

窒化炉8基を新設し、直江津工場ではカーバイ

ド電炉の改良とともに、ベルトコンベア、集塵

装置、倉庫などの荷役設備の合理化工事を

行った。

これらに加えて、両工場では石灰窒素生産

の中心設備となるカーバイド電炉を、新式の

ゼーダーベルグ電極方式（以下、ゼ式）に転換

する工事を行った。ゼ式への転換と電炉の大

型化は、当社でも早い時期から検討を進めてき

たこともあって、自力での設計、建設が可能に

なっていた。

この工事はゼ式の頭文字のZをとって 「z建

設」と名づけられた。 Zには日露戦争の日本海

海戦で決戦の意志を込めて旗艦 「三笠」に掲げ

られた「Z旗」の意味も含められており、まさに

社運を賭して設備刷新に取り組んだ。

Z建設の第1期工事(Z-1建設）は1949年9

月に着工、翌1950年4月に完成した。直江津工

場では旧1、2、3号炉を撤去して、電気容鼠

が旧炉のおよそ150%となるゼ式電炉を2基建

設した。武生工場では3号炉の電気容量を拡大

い電極工場の合理化、窒化炉の増設を行った。

引き続き1950年8月に着工したZ-2建設で

は、直江津工場が旧4、5、6号炉を撤去して

ゼ式3、4、5号炉を建設、また武生工場では、

電気容量を拡大した3号炉をゼ式に転換する

とともに、 4号炉もゼ式に切り替えた。 Z-2建

設は1951年4月に完成した。

直江津工場では、このゼ式炉の導入と荷役

設備の合理化などの効果でコストの大幅削減

を実現した。また、新型設備では高温下での電



極交換作業がなくなったほか、原料投入も自動

化されるなど、従業員の作業環境が大幅に改

善された。

新規事業の育成と中央研究所

主力事業のカーバイド、石灰窒素の増産と

並行して、新規事業の育成にも力を注いだ。当

社が新規事業の柱と目していたのは、医薬品と

シリコーンであった。医薬品は1946年11月、磯

部工場でスルファチアゾールの試験生産とし

て始まり、シリコーンの研究は1949年10月に磯

部工場でスタートした。

1950年5月には、東京都港区青山に中央研

究所を設置した。当社の研究部門としては1949

年6月、磯部工場の研究室を昇格させた東京研

究所が本社に設置されていた。しかし小規模

であり、実際の研究は研究者を通商産業省（以

下、通産省：現・経済産業省）の東京工業試験

所や民間の研究機関に派遣して行っていた。

新研究所は、これらの研究機関から引き揚

げてきた従業員と新規採用者により体制が整

えられた。ここでの研究テーマは、当初は医薬

品、レッペ化学ーアセチレン高圧合成、石灰窒

素誘導体、有機ケイ素化合物、製袋など7テー

マであった。

研究を進めていく過程で、重要研究対象が

シリコーンと流動法による石灰窒素に絞られ、

1950年代前半にはシリコーンの事業化の見通

しがついた。

1952年4月、磯郁工場のスルファチアゾー

ルの生産を打ち切り、人材を有望なシリコーン

部門に集中して投人した。そして、シリコーン

は1953年に事業化された。

これに続く新規事業の開発に向けて、中央

研究所の体制拡充も進められ、 1955年3月に

は本社から独立した組織となり、同月、東京都

大田区の大森に移転、拡張した。

翌1956年3月、長期計画の基礎となる新研

究について社長の諮問に答える「新研究総合

委員会」が本社で発足した。同委員会は小坂

徳三郎副社長を委員長に、常務、中央研究所

の各部長、工場長で構成され、既存設備による

生産性向上と品質改善、天然ガスおよび電炉

ガスの利用、新合金、軽合金、アセチレン誘導

体、新肥料の研究や技術の向上をテーマとし

て研究を推進することを決定した。

続いて1956年6月には、酢酸ビニル（酢ビ）、

ポリビニルアルコール（ポバール）の研究室を

設置した。さらに同年7月には、が性ソーダ、塩

化ビニル（塩ビ）の生産と、天然ガス塩素化計

画を発表するとともに、直江津工場で電解と塩

ビ生産設備の建設を開始した。

QCへの取り組みとデミング賞受賞

1950年代に入ると、経営近代化に向けてQC

（品質管理）への取り組みが本格化した。まず

1950年6月には「事務能率刷新委員会」を、同

年9月には「経営能率刷新委員会」を設置し、

QC実施の前提となる事務分析、工程分析を

経て改革案が策定された。
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直江津工場を視察するデミング博士（中央）
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そして、 1951年4月から1956年3月までを第

1次QC5カ年計画として、 1951年中に本社お

よび3工場に管理室を設け、 QCを推進する体

制を整えた。

直江津工場では、 1950年12月から1951年5

月までの半年間にわたってQC導入の先行実

験を行い、製袋工場の生産時間短縮、作業配

置の改善、工程改良により年間1000万円の合

理化が可能との結論を得た。同様に武生工場、

磯部工場でも試験的なQCの導入が行われ、

大きな合理化効果が得られた。

これらの試験的導入の成功は、工程および

作業の科学的なマネジメントに対する自信を深

める結果となり、従業員も新手法の導入に期待

を寄せるようになった。

QCを推進するためには、生産現場にQC手

法を十分に理解し、同時に指導力を持ったリー

ダーが存在することが不可欠であった。そこで

若手従業員を研修に参加させるなどしてリー

ダーの育成に取り組んだ。また、従業員には杜

内外の講習会への出席を奨励した。

同時に全工場で作業標準書、 作業指図書の

作成に取り組み、 1953年4月にこれらを制定し

た。さらに同月、本社には「中央管理委員会」、

各工場には「工場管理委員会」を設置し、製品

の社内規格、購入原料の規格、品質および作

業の準則、検査制度の運営などを検討した。

このようなQCに対する取り組みの進展を踏

まえ、当社は1953年5月にデミング賞委員会に

報告書を提出し、審査を受けることになった。

同委員会の2次にわたる審査を経て、同年11月

に第3回デミング賞実施賞を受賞した。



さらに第1次QC5カ年計画の終了を間近に

控えた1955年12月、直江津工場を視察したデ

ミング博士(Dr.W.Edwards Deming)から、

「私がいままで見てきた世界中の会社、工場の

なかで、この直江津工場ほど立派に統計的品

質管理を実行しているところはない」との高い

評価を得た。

QC活動はその後、 1956年4月からの第2次

5カ年計画に引き継がれ、徹底した品質管理に

取り組む組織的な士壌が形成された。

石灰窒素の展開と主力事業の交代

1950年8月、肥料配給公団が廃止され、肥

料の統制が撤廃された。当社が自営を再開し

た1937年には、すでに肥料の統制制度が実施

されており、自由販売は初めての経験だった。

当社はこの自由化に備え、 1950年の年初か

ら販売の組織化に取り組み、農業協同組合（以

下、農協）で資材購入を行うための全国組織、

全国購買農業協同組合連合会（以下、全購連）

との提携を進めた。この時期、農協は経営的に

不安定な要素を抱えていたが、いち早く農協系

機関との連携を明確に打ち出した当社の方針

は農協系機関から好感され、その信頼関係は、

その後の肥料事業に大きく貢献した。

1951年、 1952年は、朝鮮戦争を背景とした

特需景気によって肥料の需要も増加し、石灰

窒素の利益が、よう成燐肥、粒状石灰窒素の

製造研究、カーバイド電炉の増改築に充てら

れた。

1953年には耕士培養法が施行され、石灰窒

素の土壌改良効果が認められて、その使用が

奨励されると、生産は順調に伸びた。 1955年に

は、当社および業界全体の石灰窒素生産量は

ピークに達した。

しかし石灰窒素業界は、好調な事業の伸展

が過剰な設備投資を招いて市況が低迷し、と

きには輸出による調整も迫られた。これに追い

打ちをかけたのが、 1956年、 1961年に政府、全

購連によって実施された石灰窒素から尿素、

塩安への転換運動であった。

当社の石灰窒素事業が売上裔全体に占める

比率は1950年代後半、徐々に減少し、 1960年

度(1960年6月1日~1961年5月31日）には新

規事業である塩ビとシリコーンの売上高合計

が肥料、合金鉄の合計を上回った。こうして当

社事業の主力の座は、 1960年を境に肥料から

シリコーン、塩ビヘとバトンタッチされた。
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皿塩ビ、シリコーンの
事業化と成長

シリコーンの事業化と基礎固め

当社のシリコーン開発の第一歩は、 1949(昭

和24)年1月、メチルクロロシランの直接合成

法を研究していた東京工業大学に技術者を派

遣し、学ばせたことに始まった。そして、研究

を本格化させるため、同年10月に7名の技術者

を選抜し、磯部工場で研究を開始した。

翌1950年5月、当社は中央研究所磯部分室

を設置し、 7月には戦後わが国のシリコーンエ

業の推進役となった文部省（現・文部科学省）
けいそ

の外郭団体、学術研究会議の 「珪素樹脂委員

会」に加盟した。

当社はシリコーン製造の第一関門となる安定

的なシラン合成の実現に向けて、昼夜兼行の

実験を続けた。その結果、 1951年5月に珪素樹

脂委員会でシラン合成の成功を発表し、 6月に

磯部工場でパイロットプラントを完成させた。

委員会参加企業のなかでシラン製造に最初に

成功したことで、評価が一気に高まった。

これらを背景に、当社は日立製作所と共同研

究を行うことになり、同社との 「第1回珪素樹

脂打ち合わせ会」を1951年11月に行った。その

後、日立製作所はシリコーンの製造研究を中止

して製品評価と応用研究に専念することとし、

当社は引き続き製造研究を行うという役割分

担の合意がなされた。このときの合意は、その



後、シリコーンの販売協定へと発展し、シリコー

ン事業成長に大きく寄与した。

とはいえ、シリコーン事業化の前には、米国

のダウコーニング社、ゼネラルエレクトリック社

(GE)の擁する200件にものぼる特許が立ちは

だかっており、必ずしも平坦な道のりではなか

った。この難関を打開すべく、 1951年4月、小

坂徳三郎副社長が渡米し、特許実施権の譲渡

について両社と交渉を行った。

しかし、シリコーンは軍需物資でもあり、まだ

知名度もない当社への特許実施権譲渡には両

社とも極めで消極的で、交渉は容易には進まな

かった。

それでも1952年になって両社の姿勢に変化

が見え始めた。まず同年10月に、ダウコーニン

グのバス博士(Dr.Shailer L. Bass、のちダウコー

ニング社長）が磯部工場の視察に訪れた。一方、

GEからは12月に特許実施権譲渡の契約書草

案が送られてきた。そして1953年1月、 GEと

の契約調印が東京で行われた。

この間、当社は1951年12月に臨時珪素樹脂

部を設置し、本格的な生産・販売体制を固めた。

1952年9月には当社初のシリコーン製品として

一升瓶に詰めたオイルを出荷し、 1953年10月

には中央研究所磯部分室の試作部門を、新設

の正式な製造部門である磯部工場化成課とし

た。同時に、臨時珪素樹脂部を珪素樹脂部に

昇格させてシリコーンを事業化した。

販売対象分野が広いこともあって当社とし

ては初めて商社を起用し、東京貿易（現・三菱

商事）、第一通商（現・三井物産）と総合代理店

契約を結び、本格販売を開始した。工場では増

設が進められ、オイル、ワニス、撥水剤、消泡剤

など約20種の製品を送り出すまでになった。

ところが1954年になると、不況のあおりを受

けてシリコーンの販売が不振に陥り、 1954年

12月から1955年2月まで、在庫調整のため操

業を一時停止した。その一方、操業停止直前の

1954年11月、当社は日立製作所と同社へのシ

リコーンの供給・販売に関する協定を結んだ。

当時、日立製作所は国内の電気絶縁物関連に

大きなシェアを有しており、シリコーンの安定

需要家としてまたとないパートナーであった。

その後、景気は回復してシリコーンの需要も

好転、 1955年4月には月間売上高1000万円を

達成した。さらに1955年以降、いわゆる「神武

景気」を背景に、シリコーンは工業用モータ、火

力発電所、新型鉄道車両などの重電部門のみ

ならず、家電製品にも普及して、活躍の場は大

きく広がった。

これに対応して、当社は立ち後れていたシリ

コーンゴム分野に注力し、 1954年8月にドイツ

のバイエル社と高強度シリコーンゴムに関する

技術協定を締結、 1956年9月にはゴム工場を

完成させた。

1957年1月、 第1期増設工事(「K-1工事」）

として、シロキサン換算で月産20tの生産能力

を持つ本格的なシリコーン量産工場の建設が

決まった。 K-1第1期工事は1957年10月、 K-1

第2期工事は1959年10月に完成した。

この工事が進行中の1957年5月、ダウコー

ニングの副社長となったバス博士が再び磯部

工場を訪れた。これを機にダウコーニングとの

特許交渉が進展し、 6月には契約に調印し、特
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許実施権を取得した。

当社はGE、ダウコーニングの特許を基礎に

独自の製品開発が可能になり、開発・生産が一

段と強化された。また、輸出についてはこれま

でサンプル程度だったが、 1957年8月にはオー

ストラリア向けにシリコーンオイル1.8tと、初め

てまとまった量を出荷した。

このように拡販体制が整ったにもかかわらず、

1958年の「なべ底不況」の影響はシリコーンに

も及び、社内では「シリコーン盆栽論」が議論

された。これは、シリコーン事業に注力しても

「盆栽」程度の小規模にとどまることを危惧す

るものであったが、景気の回復と、国産シリコー

ン育成の気運の高まりを背景とした拡販努力

により克服することができた。

その後、 1960年3月にはシリコーンの月間売

上高は1億円を突破した。このような成長を背

景に、 1960年6月に磯部工場でK-2工事が完

成、続いて1961年8月にはK-3工事が完成し

た。また、1960年7月には磯部工場内にシリコー

ン技術センターも新設され、応用加工、品質改

良、新規用途開発などに取り組んだ。そこから、
はくり し

剥離紙用シリコーン、ウレタンフォーム用整泡

剤、二液型シリコーンRTVゴム、建築用シリ

コーンシーラントなどが次々と送り出された。

塩化ビニル樹脂、事業化へ

1953年10月、当社は中央研究所調査部を新

設した。同部は採算の悪化した肥料事業に代

わる新規事業の調査を開始したが、そこには特



命事項としてアセチレン系誘導体の合成事業

の可能性を探るという任務も含まれていた。直

江津、武生両工場におけるカーバイド事業の見

直しが急務となっていたからである。

1954年4月、直江津、磯部両工場で小坂副

社長により経営の甚本方針についての説明が

行われた。そこで示されたのがシリコーンの量

産化、アセチレン系有機合成事業への進出、新

合金および純粋金属の工業化という 3つのテ

ーマであった。

これを受け、 1954年の6月から8月にかけて

本社および工場から若手技術者を委員に選

び、アセチレン系有機合成事業が有望かどう

かの本格的な調査•検討が行われた。その結果、

塩ビ、酢ビ・ポバール、酢酸エステルは採算可

能な事業分野であるという結論が得られた。

この調査と並行して、新日本窒素肥料(1950

年に日本窒素肥料から社名変更）と共同で塩ビ

を事業化する計画が進められていた。 1955年

1月、両社は「日信化学工業株式会社」の設立

に合意し、契約調印の運びとなった。

当社は同年3月に設立されたこの日信化学

工業を、アセチレン系有機合成事業の第一歩

となる塩ビ事業化の出発点と位置づけた。エ

場立地に選ばれた武生では1955年5月に塩ビ

生産設備の建設を開始し、翌1956年1月に完

成した。同時期、日信化学工業にアセチレンを

供給するための生産設備が武生工場に設置さ

れ、 1956年1月から操業を開始した。

一方、当社は1956年3月に新研究総合委員

会を設置し、従来の肥料事業に依拠した事業

構造から脱却すべく、塩ビ生産の自社事業化も

視野に入れていた。そこで浮上したのが直江

津工場に電解設備を建設する構想であった。

塩の電気分解によって塩素を確保すれば、シリ

コーンの原料となるメチルクロライドの生産に

活用できる。そのメチルクロライドの回収塩酸

とアセチレンを原料に塩ビが生産される仕組

みである。

これはカーバイド、金属ケイ素、天然ガスと

いう直江津工場の持つ3つの資源を有効活用

して同工場を発展させるばかりでなく、シリ

コーンを生産する磯部工場との連携を深め、全

社的な生産体制を構築する「直江津一磯部コ

ンビナート」形成をも意味した。

1956年7月、直江津で新プラントの建設が

始まった。この塩ビ自社生産では、塩ビモノマー

は自社技術で生産できたが、電解については

呉羽化学工業（現・クレハ）から、塩ビ重合につ

いては日信化学工業から技術を導入した。こう

して建設された塩ビ月産500tの直江津新プラ

ントは、 1957年5月に完工式を挙行し操業を開

始した。

当社は硬質製品に重点を置く販売策をとっ

たが、 1950年代後半のなべ底不況下で硬質分

野の需要が減退し、当社の塩ビ操業開始後間

もない1957年、 1958年に塩ビ業界は深刻な不

況に陥った。そうした状況下で、 1957年10月に

は輸出カルテル、翌1958年11月には初の不況

カルテルが結成された。当社も1957年末から

米国、ドイツなどへの輸出を開始した。

1958年秋になると景気が同復し、これにとも

ない硬質パイプ用の需要も徐々に回復し、さら

には拡大基調に転じた。そこで、 1959年には生
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産能力を月産1700tと当初の3倍を超える規

模に増強することになった。

不況を脱すると、塩ビ業界では過剰な設備

投資を避けるため通産省主導による設備投資

調整が行われ、各社の設備増強は“増設枠”内

に収められた。それでも当社の生産能力は、

1965年末の段階で操業当初の8倍の月産4170t

に達した。

この間、塩ビの新用途、新製品が続々と生ま

れた。塩ビの販売力を高めるには、技術サービス

を含む技術面の強化が欠かせないため、 1959年

11月、中央研究所プラスチックサービスセン

ターを設置した。また、新製品開発でも、塩ビ

と酢ビの共重合樹脂、ペーストレジンなどの研

究や試作を進めた。

こうして、硬質塩ビ製品の急速な需要の伸

びも幸いして、当社の塩ビ事業は活路を開いて

いった。

半導体シリコン事業の起点

1954年4月に経営基本方針のテーマの一つ

として掲げられた「新合金、純粋金属の工業化」

により、特色ある新合金の開発と、金属の純度

を高めることによる新規用途開発に取り組むこ

とになった。

これより前、金属関係では、すでに1948年8

月から武生工場がケイ素鉄の生産を再開、また

磯部工場では1946年2月からマンガン鉄の生

産を再開していた。磯部工場では、 1952年6月

から新たに自動車部品などに使われるノジュ



ラー鋳鉄添加合金（シリコンマグネシウム合金）

の生産も開始していた。

1950年代後半に人り、当社は次代の金属工

業に関する調査を行った。その結果、クロム、

タンタル、そして高純度シリコン、レア・アース

が、次の事業の候補として浮かび上がった。こ

のうちクロムについては、諸般の事情から事業

化を見送ったものの、タンタルは1959年9月に

事業化を決定し、同年12月から磯部工場で生

産を開始した。また、 1960年6月には武生工場

再出発の拠点としてメタルセンターが開設さ

れ、その後のレア・アースおよびマグネット事

業の母体となっていった。

その頃わが国では、 一部で整流器やトランジ

スタ用の高純度シリコンが注目されていたが、

1950年代半ばには技術面、市場面でまだ解決

すべき問題も多く、事業化の動きはほとんどな

かった。

ところが、 1957年11月、日本電気(NEC)か

ら当社に、高純度シリコンの生産要請が舞い込

んだ。当社が原料となる金属ケイ素を生産して

いること、シランに関する豊富な知識と実績を

有しシリコーンの事業化にも成功している、と

いった点が要請理由であった。しかし、トラン

ジスタ用の高純度シリコンは、極めて裔い純度

が求められる。その量産化が果たして可能か

否か、まず技術情報の収集から始めなければ

ならなかった。

当時、高純度シリコン製造ではデュポン法が

知られていたが、そのほかにペシネー法、シー

メンス法なども開発されており、なかでもシー

メンス法はもっとも純度が高いシリコンの量産

化を可能にするものだった。

そうしたさなかの1958年10月、シーメンス社

と古河電気工業が共同で設立した富士電機製

造から、シーメンス法の技術導入を行わないか

という打診があった。当杜はこれを受け、 1958

年12月、中央研究所内に高純度シリコンの研

究グループを立ち上げた。

その後、 1959年8月に研究グループを本社

半導体部として独立させるとともに、 10月には

シーメンスと技術導入契約を締結し、本格的に

高純度シリコンの生産に取り組むことになっ

た。そして、同年12月には磯部工場に隣接する

工場予定地で起工式が挙行された。

半導体磯部工場は1960年7月に完成した。

多結晶シリコン、 FZ法ほ1)単結晶の製造装置

はドイツから空輸され、磯部で図面を頼りに組

み立てたものであった。 9月には総勢約50人で

試運転を開始し、 10月には「スーパーシリコン」

の商品名で初出荷を行った。

さらにその後、当社は米国のメルク社と業務

提携を行い、 1961年3月から同社製品の輸入

代行販売を行うとともに、同社のFZ法単結晶

製造装置を導入して単結晶の大口径化への取

り組みを開始した。また、 1962年12月にはウエ

ハーヘの加工もスタートした。

ところが米国では1962年にデュポンが、 1963

年にはメルクが相次いでシリコン事業から撤

退した。シリコン事業は販売価格の大幅な下落

から低利潤となったため、従来どおりの事業体

制では利益が得られなくなり、大D径化や、多

結晶生産の低コスト化などが不可欠であった。

一方、市場には、のちにIC(集積回路）に使
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用されるCZ法（注2)単結品も存在していたが、

この分野では他社が先行しており、当社は最後

発であった。しかし当社は、日米の装置メーカー

からCZ法単結晶製造装置を購入し、将来を見

越した経営陣の強力な開発方針と関係者の努

力により、まったく白紙の状態から、独自の技

術をつくり上げることができた。

その後、 1964年から1965年にかけて、わが

国でも半導体シリコンの販売は大幅に落ち込

んだ。従来の整流器をはじめとする産業用の需

要が不振に陥ったからである。

この窮状を救ったのが1965年末から電機メ

ーカー各社が一斉に開発を始めたトランジスタ・

テレビであった。これにより当社は、日立製作

所、富士電機製造、東京芝浦電気（現・東芝）

などから大量の半導体シリコンを受注できた。

半導体シリコン事業はその後、 ICを主用途と

する民生用のCZ法単結晶に重点を移して、事

業基盤を確立していった。

（注1)F Z法：棒状多結晶シリコンの先端を高周波加熱コイルで

溶かす。小さなタネ単結晶を融液に接触させてから融解部分を

徐々に移動して、棒全体を単結晶化させる。

（注2)CZ法：粗く砕いた多結晶を石英るつぽに入れて加熱炉で

溶かす。小さなタネ単結晶を融液に接触させてから徐々に引き

上げて、単結晶を成長させる（温度や引き上げスピードを調節し

て直径を制御）。

メチルセルロース、

酢ビ・ポバールの事業化

1955年4月、当社は、新潟県で天然ガスの

採掘に成功した帝国石油とガス受給契約を締

結し、同年7月から直江津工場が天然ガスの供

給を受けた。



この天然ガスを、燃料だけでなく工業原料と

しても使用することを目的とした天然ガス塩素

化計画が具体化し、 1958年10月にはそのため

の工場建設「G工事」が正式に決定された。

天然ガス塩素化計画とは、天然ガスを塩素

化してメチルクロライド、メチレンクロライド、

クロロホルム、四塩化炭素を生産しようとする

もので、そのなかのメチルクロライドはシリコー

ンの原料として磯部工場に供給し、その他3品

目は当社の新規製品として販売を予定してい

た。 G工事は1958年11月に着工、 1959年4月

に完成し、試運転を開始した。

天然ガス塩素化設備は順調に稼働し始めた

が、このうちメチルクロライドは、当時、シリコー

ン原料以外の用途がないため、早急に新規用

途を開発する必要があった。そこで、当社はメ

チルセルロースに着目し、市場調査を行って事

業化を模索した。メチルセルロースの原料は、

メチルクロライド、パルプ、か性ソーダであり、

パルプを除くとすべて自給できることが、事業

化の大きな動機であった。

1959年9月、当社はメチルセルロースの事業

化を目指して、その製造技術を有する米国のダ

ウケミカル社と技術導入契約を締結し、 1960

年6月には政府の認可を得た。

それを受け、直江津工場に月産50tの工場

を建設することが決まった。工場は1961年3月

に着工、 1年後の1962年3月に操業を開始し、

製品は「メトローズ」の商品名で上市された。

その後、メトローズは用途開発を継続的に進め

ながら、有機合成事業の一角を占める製品と

なっていった。

一方、塩ビと並ぶアセチレン系有機合成事

業として、当社は1959年12月、直江津工場で

酢ビ・ポバール工場の建設に着工し、 1960年

12月に同工場の操業を開始した。

酢ビの用途は当初、ほとんどがポバール向け

であった。ポバールは、戦後の衣料不足に対応

した合成繊維の一つであるビニロンの原料と

なる合成樹脂である。

当社では、それに加えて土壌改良剤用ポバー

ルに着目し、工場着工前の1959年4月には、試

作した土壊改良用ポバールを「ソイラック」の

商品名でサンプル出荷を始めていた。他のメー

カーも土壌改良剤分野を新規用途と見て参入

し、にわかに脚光を浴び始めた。

しかし、需要の掘り起こしは思ったように進

まず、結局市場性に欠けるとして数年後には各

社とも撤退を余儀なくされた。当社も1962年7

月にソイラックの販売を中止し、ビニロン用ポ

バールを着実に販売することを基本とした。

その路線に基づく営業の結果、当社はビニ

ロンの大手メーカーであった大日本紡績（のち

ニチボー、現・ユニチカ）にポバールの供給を

行うことになった。その後、同社との信頼関係

は次第に深まり、 1968年12月には合弁会社を

設立するまでになった。

信越ポリマーなど、関係会社の設立

1960年9月、当社はプラスチック加工を行う

全額出資子会社「信越ポリマー株式会社」を設

立した。加工メーカーに製品を供給している樹
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脂メーカー自らが加工分野に進出することは、

固難であるばかりかタブー視されていた。しか

し、プラスチック応用加工を実際に行うことで、

当社の合成樹脂製品の品質向上や新規用途の

開発、新材料の発見などに大きく寄与できると

判断して、子会社の設立に踏み切った。

信越ポリマーは、埼玉県大宮市（現・さいた

ま市）に東京工場を建設し、 1961年7月から塩

ビ波板およびパイプの生産を開始、その後、床

タイル、塩ビコンパウンド、射出成形品などの

生産もスタートさせた。

1962年12月には、当社と信越ポリマーの共

同出資により「信越協同建設株式会社」（現・信

越アステック株式会社）が設立された。その主

な事業内容は、農村を中心とした建築、土木設

計、工事請負、監督、そして資材調達であった。

信越ポリマー製品の販売強化のために、全購

連の協力を得て農村部の市場開拓を固ること

が設立の目的であった。

その後、グループ企業の見直し・再編の一環

として、 1965年2月に信越協同建設は「信建産

業株式会社」と改称し、従来の事業に加え、当

社各工場の製品荷づくり、倉庫・運輸・厚生業

務などを手がけた。

直江津工場の天然ガスアセチレン計画（通

称： OA計画）（注）のなかからは、 1962年8月に

「信越石油化学工業株式会社」が誕生した。こ

の会社は、天然ガス化学から将来的には石油

化学分野への進出を目指し、帝国石油から20%

の出資を得て設立された。

しかし、イタリアのモンテカテイニ社から導

入した天然ガスからアセチレンをつくる技術に



問題があったため、当初に設定された生産能力

を出せなかった。 1960年9月に技術導入契約

を締結してから、工場の操業を軌道に乗せるま

でには多大な人員、資金と歳月を要した。 1965

年頃にはアセチレン収率が上がり、稼働率も改

善されて塩ビ用、酢ビ用のアセチレンを安定的

に供給できるようになったが、 1967年4月にグ

ループ再編の一環として、当社は信越石油化

学工業を吸収合併した。

（注） 1950年代後半、アセチレン源であるカーバイドは電力不足

や電力料金の上昇によってコスト高になったため、カーバイド生

産設備の増強を図る企業が減り続け、需給は逼迫した。折から

塩ビの増強、酢ビ・ポバールの事業化に取り組んでいた当社に

とって、カーバイド不足は深刻な問題であった。そこで、天然ガ

スをカーバイドに代わるアセチレン源とする計画が立案された。

これは天然ガスを高圧下で一部燃焼し、分解させてアセチレン

を合成し、その排ガスからメタノールを合成し、さらにその排ガ

スを使って発電するというシステムであった。 1961年2月、直江

津工場で火力発電所を含む一連の工場建設を開始、 1962年10月

には総合試運転にこぎつけた。

シレスの設立と海外事業の展開

1960年11月、当社にとって初の海外事業と

なった合弁会社の「シレス社」がポルトガルに

設立された。そのきっかけは、海外での塩ビの

技術サービスと販路の拡大を図るにあたり、

1959年に三井物産のサポートを受けて技術者

を欧州に派遣したことであった。

ポルトガルはその一環として訪れた国の一

つであったが、同国には塩ビの国産化に取り組

み、すでに政府の認可を受けている企業グルー

プがあった。それはポルトガル最大の電力会杜

UEP社で、傘下企業が生産しているカーバイ

ドを原料にした塩ビ生産を計画していた。

この情報を得て、三井物産、現地の商社とと

もにUEPと交渉を重ねた。その結果、ポルトガ

ル側出資比率50%、当杜と三井物産が各25%

の合弁会杜を設立することで合意に達した。エ

場はポルト市南方のエスタレージャにある塩酸

工場に隣接した場所に決まり、 1962年10月に

完成、 12月から本格生産に入った。

シレスでの取り組みを踏まえ、 1961年にイン

ド、フィリピン、 1964年にペルー、バキスタン、

1965年に台湾、韓国へと、技術・プラント輸出

を進めた。なかでもペルーでは、プラスチック

加工メーカーであるペループラスト社から各種

プラスチック加工と技術指導の要請を受け、当

社が資本参加するとともに経営指導も行った。

そして同社は、中南米における当社の技術・プ

ラント輸出事業の拠点となった。

これら海外事業の推進役として1960年12

月、社長室海外事業班が設けられ、同班が海

外事業計画の立案および事業開発・管理を

行った。 1962年1月にこれが海外事業部とし

て発展•独立し、当社グループの海外事業の牽

引役となった。

研究開発と安全操業の体制整備

1957年11月、有機合成事業の本格展開を控

え、これまで社内で培ってきた諸種の技術を再

結集するため、「技術研究委員会」が設置され

た。同委員会は中央研究所や各工場の技術・

研究部門などが連携を深め、操業技術の向上

と新規技術の開発を進めることを目的とした。

さらに翌1958年6月には、新規事業開拓に
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向けた調査活動を一元化するため、開発本部

が設置され、これに連動して中央研究所は全

面的に改組された。

1961年3月には常務委員会の諮問機関とし

て「研究開発委員会」、「化学工学会議」が組

織された。同年11月には中央研究所を発展的

に解消し、高分子研究所、化学工学研究所が

発足した。続いて1962年8月には、肥料部に土

壌肥料研究所、半導体部に電子材料研究所を

設置し、市場に密着した研究開発の推進を目

指した。

また、 1950年代になると社内に蓄積された

技術・ノウハウの保護にも目を向けるようになっ

た。 1955年5月には「特許連絡会議」を設置し、

発明、特許出願の奨励および特許に関する事

務処理などの一元化を図った。当社は新たな

有機合成事業を計画しており、より適切な特許

施策と管理が必要になったためであった。

その後、 1960年8月に本社に設置された特

許室によって、特許および実用新案に関する調

査や出願事務、特許係争の処理、報償などが

処理された。

一方、安全操業の確保に向けて、 1960年9月

に「中央安全委員会」を設け、安全管理の全社

的統一を図った。同委員会は安全計画、生産設

備の建設・保全に関する安全管理を審議し、安

全意識の向上と徹底を促した。翌1961年6月

には、同委員会と排水等処理対策委員会が統

合し、「安全審議会」が発足した。同審議会で

は安全監査制度を導入し、同年10月以降、毎

年1回、各工場の安全管理方針および管理状

況の監査を実施した。



経営近代化に向けた組織改正

小坂順造社長は1954年7月に当社社長を退

任した。その後、空席となっていた社長には、

1956年7月に小坂徳三郎副社長が昇任し、小

坂順造は最高顧問に就任した。ただし小坂最

高顧問は社長在任中に、すでに経営の実権を

小坂副社長に譲っており、ときに助言すること

はあっても実際の経営に関与することはほとん

どなかった。

1960年10月16日、小坂最高顧問は79歳の生

涯を閉じた。これは当社にとって大きな悲しみ

であっただけでなく、広く政財界からもその死

を惜しむ声が相次いだ。

当社は、小坂副社長が実質的に経営をつか

さどるようになった1950年代前半に経営近代

化の基礎固めを進めていたが、 1950年代後半

からは相次いで新規事業に着手した。これら新

規事業進出にともない組織改正も実施された。

これは米国企業の視察などを参考に、トップ

マネジメントの機能強化、権限の委譲と責任の

明確化、情報の集中、人心の一新を図るもので

あった。1958年12月に設置した「常務委員会」

は、全般的視野から業務の運営を統轄するも

ので、社長、副社長、専務、常務に加え在京役

員をメンバーとし、社長室を事務局とした。

また1959年1月には、現業部門を製品別縦

割り組織として、肥料部、カーバイド金属部、

化成部、珪素樹脂部の4部門に改組した。これ

ら現業部門は、製品の販売計画、原料調達計

画を独自に立案し、各製品の品質向上、生産設

備、操業技術などに関する事項も統括する広

範な権限を有した。将来の事業本部制導入を

見据えた措置であった。

このような一連の組織改革を進めるなかで、

1960年4月には本社を丸ビルから、同じく東京

都千代田区丸の内の東銀ビルに移転した。丸

ビルには1931年以来、このときまでおよそ30年

にわたって本社が置かれていたが、手狭になっ

たために移転した。また、この本社移転に合わ

せて、それまで銀座の木挽館にあった珪素樹

脂部も東銀ビルに移し、ここに文字どおり全社

一体となった本社が誕生した。

こうした陣容で、当社は大量生産・大量消費

が本格化する1960年代後半から1970年代へ

と向かうこととなった。
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団半導体シリコンと
新規事業の展開

塩ビ鹿島工場、南陽工場の発足

1965 (昭和40)年11月、当社は日信化学工業

の全株式を取得して全額出資子会社とした。

この結果、塩ビ業界における地位は大きく向上

した。同じ頃、三菱油化（現・三菱化学）を中心

に茨城県鹿島地区で国内最大級の石油化学コ

ンビナートの建設計画が進められており、当社

はそこへの参加を求められた。

直江津工場のアセチレン法による塩ビモノ

マーは近い将来競争力がなくなることが予想さ

れたため、当社はこれに参加する方向で検討を

進めた。

エチレンと塩素を原料とする石油化学方式

のエチレン法塩ビモノマー工場の建設は、 1社

では対応できない投資規模になることから、三

菱油化、旭硝子、旭電化工業（現・ADEKA)、

鐘淵化学工業（現・カネカ）および当社が共同

出資して「鹿島電解株式会社」、 「鹿島塩ビモ

ノマー株式会社」を設立することで、 1967年5

月に最終合意に達した。一方、塩ビポリマーは

当社独自の工場を建設することとした。

このとき、鹿島電解と鹿島塩ビモノマーにつ

いて、両社で生産される塩素、が性ソーダ、塩

ビモノマーの引き取り量と価格について、出資

会社間で契約を締結したが、これがのちに大き

な問題を引き起こすこととなった。



鹿島工場には130n-iという、当時としては破

格の容量を持つ塩ビの大型重合器が設置さ

れ、生産能力は年産20万tであった。当時の重

合器の容量は通常20m'程度で、大型化が難し

いとされた大きな理由の一つは、重合後の重合

器の内壁に付着するスケール（重合製造残滓）

落としに危険がともなうことであった。当杜は、

スケールを発生しないようにするノンスケール

技術を世界に先駆けて完成することで、重合

器の大型化を実現した。

また、重合器の大型化により発生する膨大な

反応熱を除去するための改良が加えられ、操

業はすべてコンピュータ制御による全自動方式

が採用された。 1970年8月、同時に完成した鹿

島塩ビモノマーから原料供給を受けて、鹿島工

場は操業をスタートさせた。

鹿島進出計画と並行して、 1967年11月から

山口県南陽町（現・周南市）の南陽工場建設も

進められていた。これは東洋曹達工業（現・東

ソー）からモノマーの供給を受けて塩ビを生産

する計画で、月産2000tの工場は鹿島工場より

一足早く1968年7月に本格操業を開始した。

こうして当社は生産能力を大幅に増強した

が、その直後に、 1971年のニクソンショックと

原油価格高騰に見舞われた。

塩ビ業界では、 1972年1月に再び不況カル

テルを結成し、過剰設備の廃棄が決定された。

当社はそのなかで鹿島への生産集中計画を打

ち出すが、 1972年後半から国内では列島改造

ブームが起こり、塩ビの需要が急伸した。さら

に、 1973年には通産省からパイプ用塩ビの緊

急増産要請が出された。

この結果、塩ビ業界による業界再綱構想は

不十分なまま立ち消えになり、その後の2度に

わたるオイルショック以降、塩ビ業界は長い不

況にあえぐこととなった。

シリコーン事業、売上高100億円達成へ

シリコーン事業は、 1967年6月にダウコーニ

ング、 GEの基本特許の多くが期限切れとなる

ことを機に、新規参入や事業提携を検討する

企業もあり、競争激化の時代に入った。

しかし、当社は独自路線の追求を決断、 1966

年7月に売上高倍増計画を決定し、 5年後の

1970年度(1970年6月1日~1971年5月31日）

に売上高を倍増させることを目指して、工場設

備の増強、独自技術の育成、新規製品の開発

などに力を注いだ。この頃からシリコーンの需

要先は、それまでの重電、繊維分野に、急速に

成長を遂げた電子工業が加わり、この比重が

年々増していった。

シリコーンにはさまざまな新しい機能が求め

られたが、研究棟の増設と研究員の増強を図

ることで技術開発体制を強化して、市場の要

請へのきめ細かな対応に努めた。

そうした努力のなかから、カラーテレビのオ

ールトランジスタ化に寄与した低温硬化型液

状ゴムやシリコーンモールデイングコンパウン

ド、ジャンクションコーティングレジン、熱収縮

ゴムチューブなどの電子工業向け新規製品が

次々と生み出された。

さらに1969年から1971年にかけて40億円を
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投資し、柳瀬川南部地区への磯部工場の拡張、

用水・排水設備の改善などを行った。こうして、

営業、製造、研究が一体となって市場への対

応を強化した結果、 1972年度(1972年6月1日

~1973年5月31日）には目標としていた売上高

100億円を達成した。

半導体シリコン事業の成長

1965年1月からシリコーン事業に加えて半

導体シリコン事業担当となった田村喜八取締

役は、シリコーン事業で技術提携し親しい関係

にあったダウコーニングと、相互の事業展開に

ついて討議を続けていた。その結果、 1966年、

ダウコーニングとの間で半導体シリコンに関す

る合弁会社設立の合意に達し、 1967年3月に

電子工業用シリコンの製造、販売を目的とした

「信越半導体株式会社」が発足した。出資比率

は当社55%、ダウコーニング45%で、資本金は

3億円であった。

当初、半導体シリコンの需要の伸びは緩や

かであったが、 1970年代に入る頃からカラーテ

レビ、コンピュータ、電卓などの急速な普及に

ともない、同社の生産量、売上げも拡大した。

このような好調な販売推移と需要の伸びを

背景に、信越半導体磯部工場は1969年以降、

大規模な設備投資を行い、多結晶シリコン、単

結晶シリコンの生産能力を増強した。さらに、

1970年には多結晶シリコンを手がける直江津

工場、 CZ法単結晶を手がける武生工場も生

産を開始し、需要の急増に対応した。



当社の半導体シリコン事業は、その初期にお

いてCZ分野に立ち後れがあったが、信越半導

体は発足当初からCZ分野の増強に努め、後

れを取り戻していった。そして、その後、 FZお

よびCZ法単結晶の大口径化に取り組み、技術

開発と設備増強に力を注いだ。

単結品シリコンの切断や研磨といった加工

部門では、すでに1964年8月に不二越機械工

業と共同出資で「長野電子工業株式会社」を設

立し、加工製品の品質向上、コスト引き下げに

努めていた。

長野電子工業は、その後、設備増強を進め

たが、 1960年代末からの急激なウエハー需要

の伸びに対処するため、当社は長野電子工業

と共同出資で「直江津電子工業株式会社」を

設立（出資比率：当社90絋長野電子工業10%)、

1970年2月から切断、研磨加工を開始した。

信越半導体は1970年代に入ると、需要家の

要請に応えて付加価値の高い製品づくりを目

指した。たとえばウエハー加工分野では、三益

産商（現・三益半導体工業）に加工を委託して

いたポリッシュドウエハー (PW)の新しい鏡

面研磨方法や、ケミカルエッチング技術などが

生まれた。さらにエピタキシャルウエハー (E

PW)の生産にもいち早く取り組み、 1973年8

月には磯部工場に専用設備を立ち上げた。

有機合成およびレア・アースの展開

1968年12月、当社はニチボーとの共同出資

により「信越酢酸ビニル株式会社」、「ニチボー

ケミカル株式会社」（のち、ユニチカケミカル）の

両社を設立した。前者は酢ビを、後者はポバー

ルをそれぞれ生産することを目的として、大阪

府堺市に工場を建設し、 1970年7月には両杜

工場の合同完工式を行った。こうして有機合成

事業の一つの柱と位置づけた酢ビ・ポバール

事業は、堺に拠点を得て新たな歩みを始めた。

有機合成事業では、直江津工場で生産して

いるセルロース誘導体の新製品開発が活発に

進められた。すでにメトローズの商品名で上市

されていたメチルセルロースに、錠剤のバイン

ダー、食品の添加剤などの新規用途が加わり、

さらに新製品として左官用セメントモルタル添

加剤「hiメトローズ」や、「TC-5」など医薬

用フィルムコーティング剤も開発された。こうし

た新規用途開発で、 1970年には月産lOOtの体

制を確立し、セルロース事業を軌道に乗せるこ

とができた。

また、武生工場では1960年8月、メタルセン

ターに金属研究室を設置してレア・アースの研

究に取り組んでいたが、カラーテレビの赤色蛍

光体の原料として酸化イットリウムが注目され

るようになった。そのため、当社も1960年代後

半、武生工場にイオン交換法のパイロットプラ

ントを設けて試作に取り組み、 1967年6月から

本プラントでの生産を開始した。

しかし、需要は思ったように伸びず、 1970年

以降、レア・アースの応用製品としてレア・アー

スマグネットの事業化が検討された。その成果

として、 1973年には時計用のセリウム・コバル

卜磁石の量産を開始し、翌年にはサマリウム・

コバルト磁石を上市した。
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新規事業への進出と合弁会社の設立

当社は、 1960年代後半に事業構造の大転換

を期して、塩ビ、シリコーン、半導体シリコンな

どの積極的な事業拡大を進めた。そして、1970

年代に入るといっそうの経営強化に向けて、既

存事業の拡大だけでなく、付加価値の高い新

規事業への進出を目指した。

そのための臨時組織として1970年10月に、

常務委員会に属する「70年代開発委員会」と、

新規事業の調査・研究に取り組む「テーマ選

択委員会」を発足させた。テーマ選択委員会は、

石英ガラス、レア・アースマグネット、薄膜フィ

ルムなどを事業化すべき有望なテーマと認め、

以下に紹介する信越石英および信越フィルム

の誕生につながった。

半導体用単結晶シリコンの生産が本格化す

るのにともない、信越半導体では生産工程で用

いる石英るつぽをはじめとした石英ガラス製品

の購入量が増加した。それらは、いずれもケイ

素関連製品であることから、当社は事業化の可

能性を模索し、購入先のドイツのヘレウスクワ

ルッグラス社（以下、ヘレウス）に日本での事業

化に向けた提携を働きかけた。そして、 1972年

2月に、ヘレウスとの折半出資で「信越石英株

式会社」を設立した。

同社は1972年8月、埼玉県入間市に加工工

場を設置して、石英ガラスの加工から始まり、

同年11月には信越石英武生工場を建設して石

英るつぼ、チューブの生産を開始した。当時は

半導体産業が発展の緒についた時期であり、

その後、半導体産業の急成長とともに広く需要



家の開拓を進め、業績向上に努めた。

一方、薄膜フィルムについては、 1973年12月

に、当社とGEの折半出資で「信越フィルム株

式会社」が設立された。この薄膜フィルムは、

1971年10月にGEと締結したOPPフィルム輸

入販売契約に基づき市場開発を進めていたも

ので、テーマ選択委員会の決定により、武生に

工場を建設することとなった。

これは、当時、需要拡大が見込まれた最先端

の高圧電力用「All-PP(ポリプロピレン）タイプ」

コンデンサーに不可欠な「ヘイズ(Haze)フィ

ルム」（くもりのあるフィルム）を生産するのに最

適なプラントで、この新フィルムは同社が世界

で初めて量産化に成功したものだった。

ニクソンショックやオイルショックの影響で、

操業開始は当初の計画より遅れて1976年7月

となったが、安全性が問題になり始めたPCB

を使わないAll-PPタイプコンデンサーとヘイズ

フィルムは日本、台湾、韓国、インドで採用され、

その後イタリアなど全世界で採用されたため、

事業は順調に成長した。

信越フィルムには1976年1月に三菱レイヨン

が資本参加し、当杜および三菱レイヨン各42.5

%、GE15%の出資比率となったが、 1977年

8月に当社の全額出資子会社となった。

1978年12月には、中国でも、この新フィルム

の製造技術は世界最先端と認められ、中国技

術進口総公司との間でヘイズフィルム製造プ

ラント輸出契約に調印した。そして1980年10

月、四川省綿陽市に工場が完成した。

米国に第一歩をしるしたシンテック

1967年9月、当社はニカラグアに合弁会社、

「ポリカサ社」を設立し、中米市場向けに塩ビ

および塩ビコンパウンドの生産をスタートさせ

た。ポルトガル、ペルーに続く第3番目の海外

合弁会杜であった。

その後1970年代に入ると、鹿島工場の大製

重合器を使った塩ビ製造新技術は、世界の注

目を集めるようになり、先進国向けの技術輸出

が相次いだ。

重合器内にスケールが付着しない独自のノ

ンスケール技術、コンピュータ制御による完全

自動制御、大型プラントを安全に操業するノウ

ハウ、優れた品質などが高く評価された結果で

あった。当社の塩ビ技術・プラント輸出は、国

内の塩ビ事業が厳しい環境下に置かれた時期

も、業績を支える重要な役割を果たした。

当時、一連の合弁会社設立や技術・プラント

輸出の陣頭指揮を執っていたのは、金川千尋

海外事業本部長であった。金川事業本部長は

1971年のニクソンショック以降、国際通貨危機

の際には円建て方式を採用してリスク回避に

努めるなど、契約条件をきめ細かく配慮したう

えで海外企業との交渉にあたり、成果を上げて

いた。

また金川事業本部長は、技術・プラント輸出

を通じて、ダウケミカルのブランチ氏(C.Benson 

(Ben) Branch : ダウケミカル社長、会長を歴任）

や、ポーランドのオルシェフスキー氏(Jerzy 

Olszewski: ポーランド経済企画庁長官、化学

工業大臣、貿易海運大臣などを歴任）をはじめ
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とする国際的人脈を築いていた。

金川事業本部長がとりわけ注目していたの

が、米国での事業展開であった。わが国の化学

メーカーが、化学工業先進国の米国に進出する

ことなど、ほとんど考えられない時代であった

が、ポリカサヘの塩ビモノマー供給などで当社

と親交を深めていたダウケミカルは、当社の技

術力や実績を高く評価し、米国の塩ビ事業へ

の参入を勧めていた。

そのような折、米国最大手の塩ビパイプメー

カーであったロビンテック社から当社に提携の

申し入れがあった。金川事業本部長はこれを

受けて渡米し、交渉にあたった。当時、当社内

には、国内外の経済情勢の悪化から慎重論も

あったが、ダウケミカルとの長期にわたる原料

の供給契約をはじめ、周到なリスク回避対策を

進め、事業計画の具体的な見通しを立てて契

約交渉を進めた。

交渉開始から1年を経た1973年7月、塩ビの

生産・販売を行う合弁会社の設立に関する契

約調印が行われた。ここに出資額500万ドル、

当社とロビンテックとの折半出資で、両社が対

等の立場で経営にあたるという条件のもと、「シ

ンテック社」が発足した。

同社はテキサス州フリーポートにあるダウケ

ミカルのコンビナート隣接地に工場を建設し、

当社は新技術を供与するとともにプラント設計

から建設、操業に至るまでの一切の指導にあ

たった。生産能力は年産10万tで、これは当時

の米国塩ビメーカー21社のうち13位であった。

工場は翌1974年10月に操業を開始し、 12月

には竣工式を迎えた。式当日には工場建設の関



係者に加え、米国の塩ビメーカーや当社の塩ビ

新技術に関心を寄せる多くの企業からも出席

者が集まり、盛大な船出となった。

グループ事業の再編・強化と

事業本部制の導入

1960年代後半、シリコーンおよび半導体シ

リコン事業が成長していくなかで、当社は既存

のカーバイド・石灰窒素事業の合理化をはじめ

とした事業の見直しを進め、前述のとおり事業

構造の大転換による高効率経営を目指した。そ

して、直江津、武生両工場の体質強化、グルー

プ各社の強化などに取り組んだ。

グループ会社には当時、日信化学工業、信越

ポリマー、信建産業、信越金属工業、信越半導

体などがあった。各社は当社との連携を強化

し、グループ全体の経営効率化を図るとともに、

それぞれ目標を掲げて体質強化に励んだ。

また、石灰石の採掘にあたっていた親不知

鉱業所の合理化を進めていたが、 1970年に武

生工場の石灰窒素と日信化学工業の塩ビが生

産中止となり、さらに1973年10月28日には直江

津の塩ビ工場で爆発事故があったため、石灰

石は塩ビ用アセチレンの原料としての需要が

ほとんどなくなった。当社およびグループ会社

への石灰石供給先は、直江津工場の石灰窒素

用のみとなったため、当社は1974年1月、親不

知鉱業所を閉鎖した。

こうした一連の事業の再構築とともに、 1968

年6月、事業本部制の導入を決定した。これは

経営の効率化と迅速化を図り、各組織ごとに

経営マインドをもって事業に取り組むことを目

的としたもので、化学、有機合成、珪素、海外

の4事業本部と工務本部からなり、各事業本部

は営業・製造・研究の機能を備えていた。

また、各工場は事業内容ごとに事業本部に

属することとなった。このような抜本的な組織

改定は当社始まって以来のものであったため、

6カ月間の準備期間を置いて、同年12月から正

式に発足させた。

人事面では、 1960年代後半から始まった鹿

島、南陽、堺といった新拠点への進出にともな

い、既存工場から新工場への人員の移動が不

可欠となった。人員の異動や事業構造の大転

換を労使の信頼関係のもとで円滑に進めてい

くため、 1968年10月には労使間で完全雇用に

関する協定を結び、会社と従業員の倍頼関係

の上に立った事業の推進に努めた。

直江津、武生両工場再建の取り組み

当社は事業休制の整備とともに、直江津、武

生両工場を中心に体質強化に取り組んだ。とり

わけ武生工場は、 1970年5月の石灰窒素生産

の直江津工場への集中、 1971年7月のカーバ

イドの生産中止によって主力事業を失い、早急

な体質転換が求められた。

このため、 1971年10月に「武生対策委員会」

が設置され、既存事業、新規事業、人員対策の

検討が進められた。同委員会は現有製品のな

かでは、レア・アースを積極的に育成する方針
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を示し、武生工場では前述の酸化イットリウム、

次いでマグネット事業を本格化させた。

また、 1973年にはシリコーン事業（一液型シ

リコーンRTVゴムおよびオイルコンパウンド

生産）も導入し、再建計画の一翼を担うことに

なった。これと前後して、 1970年7月に信越半

導体、 1972年11月に信越石英、そして1976年

7月に信越フィルムが、相次いで武生に工場を

完成させ、グループ一体となった武生工場の支

援も進められた。

一方、 1972年3月には「直江津対策委員会」

も設置され、堺への進出にともなう酢ビ・ポバー

ルの撤収、天然ガスアセチレン工場の停止、石

灰窒素合理化の方針が打ち出された。

既存事業のうち塩ビは特殊塩ビに特化する

ことで収益を改善し、セルロース誘導体、トリ

クロロシラン、金属ケイ素の収益増加を図るこ

ととなった。

トップ交代と直江津工場の爆発事故

事業構造の改革が進んでいた1971年7月、

小坂徳三郎社長は政界進出にともない取締役

最高顧問となり、小林周蔵副社長が社長に、小

田切新太郎専務が副社長にそれぞれ就任した。

同年8月には本社を東京都千代田区大手町

にある朝日東海ビル（現・朝日生命大手町ビル）

に移し、事業拡大とともに分散していた事務所

の集約化が図られた。

こうして、さらなる改革に向かおうとしてい

た矢先の1973年10月28日午後3時30分頃、直



江津で塩ビモノマー工場爆発事故が発生し

た。被害は半径2km以上に及び、従業員1名

が死亡、 6名が重傷を負った。また、近隣住民

を含め17名の軽傷者があったほか、民家、公共

施設約660戸で窓ガラスが割れるなどの被害

が出た。

小林社長が陣頭指揮を執り、 10月29日に現

地に総合対策本部を設置し、事故後、被災住

民への陳謝、補償などに迅速に対応した。同時

に、小林社長の判断により直江津工場の全部

門の操業を停止し、根本的な事故原因の究明

に取り組んだ。

さらに通産省の「事故調査委員会」も設けら

れ、設備管理、日常の教育・訓練などに対する

厳しい指摘がなされた。そのほか、通産省立地

公害局、新潟県などから保安管理体制にさま

ざまな改善勧告、改善指示を受けた。

当社は、これらの指示、勧告を全面的に受け

入れ、保安対策の再構築に力を注いだ。そして、

直江津工場以外の全工場、全部門でも保安対

策の見直しを進め、安全教育、 操業指導の強

化を図った。

この事故後、安全操業の再確認を進めなが

ら、 1974年2月までに塩ビを除く直江津工場の

全部門は操業を再開したが、 1976年2月、当社

は直江津工場での塩ビ工場再建計画の中止を

決定した。

このような経営環境のなかで当社は1970年

代後半を迎えた。オイルショックなど内外の経

済情勢は激しく変動し、よりいっそう厳しい姿

勢で局面打開に努めることになった。
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謹経営効率化と
海外事業の発展

小田切新太郎社長就任

1973(昭和48)年10月の直江津の塩ビモノマ

ー工場爆発事故後、その対応と操業再開に向

けて全力を傾けた小林社長は、塩ビ工場を除

く直江津工場の再開を果たすと1974年7月に

退任、そのあとを受けて小田切新太郎副社長

が社長に就任した。

小田切家は長野県須坂市の旧家で、当社の

前身「信越窒素肥料」の初代社長となった越壽

三郎の生家でもある。

創立50周年を目前に控え、小田切社長は、原

料やエネルギーの高騰という時代環境を踏ま

え、これらの有効活用を図るとともに、次の50

年間を展望する新しいプロジェクトを確立する

ために、全社一丸となることを求めた。しかし、

1974年秋以降不況は深刻さを増し、原料、エ

ネルギー価格の高止まりで産業活動が低迷し

たことから、当社も販売不振を余儀なくされた。

この深刻な事態に対応すべく1974年10月、

小田切社長は「緊急対策会議」を設置し、設備

投資の全面凍結を決定。続いて1975年1月に

は、変動の激しい経済環境を総合的に判断し、

迅速に対応していくため、従来の企画部と社長

室とを合体した社長室を設置した。

さらに1975年12月には、緊急対策会議を発

展的に解消して、社長、副社長、社長室担当役



員をメンバーとする「経営会議」を発足させた。

これによって事業全般にわたる社長の指揮機

能を高めることで、トップダウンで施策を推進

していくことになった。

1976年の創立50周年にあたり、小田切社長

は売上高1000億円以上、経常利益20億円以上

（単独ベース）という業績目標の達成と、将来の

柱となる新規事業への着手などを骨子とした

1976年度経営目標を掲げた。この新方針発表

と歩調を合わせて、 1976年9月以降、事業部組

織の再編、 4研究所の新設といった大幅な機

構改革が実施された。

新組織では、事業部ごとの採算を重視して

権限委譲が強化された。各事業部では経営マ

インドをもって積極的な事業展開を図る一方

で、電子材料、セルロースの各事業部は早急に

主力事業としての基盤を固めることを目指した。

また、研究拠点として、塩ビ技術研究所（鹿

島）、シリコーン電子材料技術研究所（磯部）、

合成技術研究所（直江津入磁性材料研究所（武

生）が設けられた。南陽工場を除く各工場に研

究所が配置されたが、各研究所は社長直属の

組織とされた。

経営効率化への苦闘

1973年の第1次オイルショックは当社にも甚

大な影響を及ぼし、経営は危機的な状況に陥っ

た。特に塩ビ業界は、第1次オイルショックに

起因する仮需と、それによる価格高騰がもたら

した製品の先取りで、 1974年の塩ビ業界全体

の生産・出荷量は過去最高を示したが、その後、

急速に低下した。 1976年から1977年は各社と

も稼働率が50%近くまで低下し、 1977年5月に

は不況カルテルが結成された。

また、基幹工場の一つである直江津工場の

不振も経営に深刻な危機をもたらした。塩ビモ

ノマー工場爆発事故以降、直江津工場の赤字

額が膨らんだため、 1975年8月には社長室長

をリーダーとする「直江津自立化推進チーム」

を発足させ、人員合理化、赤字事業からの撤

退など、再建策を答申していった。

さらに武生工場、鹿島工場でも構造的な不

振が続いたため、第99期(1976年5月期）決算

は大幅な減益となった。この危機を打開するた

め、 1977年11月に打ち出されたのが 「非常事態

打開のための緊急対策」である。このときの緊

急対策では、退職者を募らざるをえない事態と

なった。

従業員の理解と協力を求めて労働組合との

交渉に入り、翌12月にはその同意を得た。 1978

年1月までに退職に応じたのは全社で602名。

この人員削減は当社の収支改善に著しく寄与

したが、雇用維持を果たせなかった点は、その

後の経営に大きな教訓を残した。

さらなる経営効率化の一環として、 1976年

4月にはエ務本部を独立させ、当社全額出資

子会社の「信越エンジニアリング株式会社」を

設立した。

当社は高度経済成長期に既存工場の増設を

積極的に進めるとともに、鹿島、南陽と相次い

で新工場を立ち上げるなど、活発に設備投資

を行った。このような状況で工務部門は繁忙を
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極め、エンジニアリング技術やノウハウは着実

に蓄積された。

またこの時期、海外への技術・プラント輸出

が極めて好調であったため、海外でのプラント

建設・運営に関する多くのノウハウも保有して

いた。さらに、 1970年代に入り、公害、環境問

題への社会的関心が高まると率先して公害防

止技術の開発に取り組み、エ務本部では外部

からの注文を請け負うまでになっていた。

このような特色ある能力を生かして信越エン

ジニアリングは発足し、当社グループだけでな

く、外部からの受注や海外事業部と連携しだ海

外事業などにも積極的に取り組んだ。

一方で、緊急対策の一環として、石灰窒素と

カーバイドなどの生産を、 1978年2月に設立し

た全額出資子会社「シンエツ化成株式会社」

に移管した。なお同社は1981年10月、カーバイ

ドの生産を中止した。

また、当時すでに安価な輸入品の使用率が

高まっていた金属ケイ素についても、1978年1月

に生産中止となった。

市場拡大を進めるシリコーン事業

塩ビ事業などが不振に陥るなかで、シリコー

ン事業への依存度が高まった。シリコーン事業

は1974年度に売上高の落ち込みがあったが、

翌年以降回復し、 1976年度、 1977年度と売上

高は前年比2ケタ成長となった。

当社は、シリコーンの新規製品の売上比率を

20%以上に維持することや、幅広い分野に製



品を供給することなどを事業の基本に据え、需

要家の要請に合わせて用途開発や製品改良を

続けた結果、 1975年頃には品種数が1000を超

えるまでになった。

しかし、シリコーン市場は次第に競争が激化

しており、当社はその地歩を固めるため、研究

開発力と営業力のいっそうの強化を図った。

研究開発では先述のとおり、 1976年9月に

磯部工場内にシリコーン電子材料技術研究所

を設置し、生産技術の改良によるコストダウン

と新製品の開発に取り組んだ。営業力強化で

は、 1977年8月にシーラントの販売を行う独立

の営業部「シーラント部」を設置。また、 1977年

4月からシリコーン事業本部が販売促進の目的

で発行を始めた『シリコーンニューズ』は、現

在までその役割を果たし続けている。

そして、シリコーン発売25周年を迎えた1978

年11月には、東京・大手町の経団連会館で「全

国販売店経営者会議」を開催し、長年にわた

りシリコーン市場拡大に尽力した代理店経営

者に感謝の意を表すとともに、さらなる販売カ

向上に向けて連携の強化を呼びかけた。

このように営業、製迪、研究が一致協力して

シリコーンの普及に努めた結果、 1970年代後

半に、シリコーンの用途はいっそう拡大した。

たとえば、複写機のロール、自動車部品、建築

資材、ガスケット、剥離紙、コンタクトレンズ、

リンス入りシャンプーなど、この時期に発売さ

れた新製品の一端を挙げても、産業用から民

生用にわたる幅広い分野にシリコーンが浸透

し始めた様子が見てとれる。

好調な海外事業と

シンテックの全株式買収

シリコーン事業とともに1970年代の当社の

利益を支えていたのが、塩ビの技術・プラント

輸出を行っていた海外事業であった。

当社は、独自に開発して鹿島工場で採用し

た塩ビ生産の新技術（序章第N節参照）を、

1971年7月にスウェーデンのケマノルド社とス

イスのロンザ社へ供与した。これを皮切りに

1973年4月に米国のテネコケミカルズ社、 7月

にシンテック、 10月にハンガリーのケモコンプ

レックス公団、そして1975年9月にはポーラン

ドのポリメックスセコプ公団と、相次いで塩ビ

新技術の供与とプラント輸出を成約した。

その後も1976年5月にシレス、 1977年3月に

米国のファイアストンタイヤ＆ラバー社、 8月に

フランスのシェルシミー社、 1978年12月に中国

技術進口総公司、 1979年5月にメキシコのプリ

メックス社と、塩ビ新技術とプラント輸出契約

を締結した。

当社が国内の業績不振による経営危機に瀕

していた1970年代中頃、これら技術・プラント

輸出の売上高および利益への貢献は極めて高

いものであった。なかでも1975年のポーランド

のポリメックスセコプ公団向け技術・プラント

輸出がもたらした技術料収入が、当時、業績の

大きな落ち込みで無配の危機にあった当社を

救い、配当継続を可能にした点は特筆に値する。

この契約は、金川海外事業本部長が1967年1月、

ポーランドに天然ガスアセチレン技術を輸出し

た際に築いた、オルシェフスキー氏との信頻関
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係に基づくものであった。

1974年に米国で塩ビポリマーの生産を開始

したシンテックは、操業初年度から利益の計上

を果たす好調な滑り出しで、その後も順調に業

績を伸ばした。

しかし、シンテックの共同出資会社であるロ

ビンテックは、塩ビモノマーや電解事業などに

進出したいという思惑を持っており、シンテッ

クの経営に関しても、塩ビポリマーに専念すべ

きとする当社と意見の食い違いが見られるよう

になった。

そうした折、1974年後半から米国の塩ビパイ

プ市場の市況が急激に悪化し、積極経営を続

けてきたロビンテックの経営が傾き始めた。同

社は、保有するシンテック株を譲渡したいとの

意向を示した。

世界最大の塩ビ市場である米国での事業展

開の重要性に着目していた金川事業本部長は、

1976年、当社でこれを全株買い取ることを決

断し、社内に提案した。

当時はオイルショックの渦中であり、まだ日

本企業の米固進出例もわずかしかなかったこ

とから、社内ではこの提案に根強い反対意見

があった。だが、小田切社長は、シンテックの

他社に秀でた生産性や顧客開拓力、米国の塩

ビ市場の成長性などを総合的に判断し、金川

事業本部長の提案のとおり、株式買い取りを決

定した。

この結果、 1976年7月に株式譲渡の調印が

行われ、シンテックは当社の全額出資子会社と

して再出発することとなった。株式の買い取り

価格は1000万ドルで、これは当社の第99期



(1976年5月期）当期純利益12億6900万円を上

回る金額であった。

当社は米国での事業の経験がなかったため、

当初は金川事業本部長がシンテックの会長と

なり、経営の実務は現地の市場をよく知る米国

人の社長に任せることとした。

しかし新任の社長は、塩ビのような汎用製品

の事業を行った経験がなく、金川事業本部長

が示した少数精鋭による効率経営という方針

が実行に移されなかった。そこでシンテックの

経営の強化を図るため、違約金を支払って辞

任してもらい、金川事業本部長が直接、経営の

指揮を執る体制に改めることを決定した。

金川事業本部長は1978年3月にシンテック

の社長に就任し、以後、シンテックは金川社長

のもとで、販売強化、少数精鋭、組織の簡素化、

経費の節減、現地での資金調達を基本方針と

して、収益の拡大に邁進した。

1978年7月にはかねてより計画していた生

産設備の50%増強が完成して年産15万tとなっ

た。また、販売活動も積極的に展開して、販路

は全米からカナダヘと広がった。同時に、優良

顧客の確保に努め、 1978年には30社を超える

安定需要家を確保することができた。

高付加価値製品群の健闘

当社は早くから、シリコーン、半導体シリコン、

セルロース誘導体などの高付加価値製品の開

発•生産に取り組んできた。

これらの製品は利益率が高く、また、 エレク

トロニクス産業の成長という時代環境に対応し

た事業でもあるため、当社の次代を担うものと

して大きな期待が寄せられていた。

1970年代後半の当社の電子材料の主力事

業は、半導体シリコンとシリコーンモールデイ

ングコンパウンド、ジャンクションコーティング

レジンなどであった。半導体シリコンは需要家

との密接な連携のもとで製品づくりを進めてい

たが、これが電子材料の販路の開拓に役立っ

た。当時、エレクトロニクス産業向けに単独の

事業部を設けて事業を開拓している化学会社

はほとんどなく、当社の電子材料への取り組み

は他社に先枢けたものであった。

半導体の封止材料であるシリコーンモール

デイングコンパウンド、コーティング材料であ

るジャンクションコーティングレジンは、いずれ

も1975年前後から本格的な生産を開始した。

さらに、各種グレードの開発によって、パワート

ランジスタ、サイリスタ、ダイオードなどに販路

を拡大していった。

1970年代後半になると次々と新しいエレク

トロニクス製品が生まれ、それにともない半導

体シリコンの需要も拡大した。また、コンピュー

タの開発競争も激化し始め、代表的な半導体

デバイスであるDRAM(記憶保持動作が必要

な随時書き込み読み出しメモリー）の主流は、

1975年以降1979年までに従来の1キロビット

から4キロビット、 16キロビット、 64キロビット

と急速に集積度を高めた。このように半導体の

多様化、高集積化が進むなかで、半導体シリコ

ンにはたゆみない品質の向上、大口径化などが

市場から求められるところとなった。
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半導体シリコンの生産に取り組む信越半導

体は、技術改良、工程の合理化、コストダウン

を積極的に進め、 CZ法単結晶の品質および生

産性向上に成功した。また、事業の多角化に向

けた取り組みとして、シーメンスから技術導入

を行い、 1975年には化合物半導休のガリウム・

リンのエピタキシャルウエハー(EPW)生産を

開始し、 1977年12月にはガリウム・リン単結晶

の生産もスタートさせた。また、直江津電子工

業では1976年、トランジスタのコレクタ拡散技

術を導入し、拡散ウエハーヘの進出を図った。

信越半導体は、外国のIC生産企業による日

本への直接投資と、 ICの国内への輸入自由化

が1974年12月に実施されるのに備え、 1973年

7月に「SEHマレーシア社」を設立して、ポリッ

シュドウエハー(PW)の生産を始めた。さらに

1975年3月には、同社でスライス、エッチング

工程も稼働させ、製品の対米輸出の順調な伸

びを背景に業績を伸ばした。

セルロース事業は順調に市場を拡大してい

た。 1970年代後半に直江津工場の収益が悪化

するなかで、これらセルロース誘導体は大きな

収益源として期待され、 1976年9月には第2エ
場(MC-Il工場）が完成した。この年は建築関

係の需要が低迷していたが、医薬用、化粧品用

の国内販売が好調に推移した。加えて輸出が

急増したためフル生産となった。





塩ビ技術研究所
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団既存事業の強化と
成長分野への進出

塩ビ事業の抜本的改革を実施

第102期(1979年5月期）決算において、当社

の売上高は1014億円（単独ベース）となり、創

立50周年の目標として掲げた売上高1000億円

を達成した。売上げ構成は、シリコーン、半導

体シリコン、電子材料、セルロース誘導体が全

体の4割を占めた。

一方、経常利益ではその大半をシリコーンに

負う形で、海外事業、セルロース誘導体、半導

体シリコンがこれに続いていた。そのなかに

あって、塩ビ事業の赤字の改善が大きな経営

課題となっていた。

国内塩ビ業界は、 1973(昭和48)年の第1次

オイルショック後の需要低迷により、 1970年代

後半は長く業績不振にあえいでいた。

当社は1978年5月に、塩ビ自立化対策を検

討する常務委員会を鹿島工場で開催、生産性

の向上や他社からの生産受託を含む鹿島工場

での集中生産などが検討された。 1979年1月

には旭硝子からの生産受託が実現、鹿島工場

は稼働率の上昇によって採算向上を図る努力

を続けた。

そのようななかで1979年に発生した第2次

オイルショックは、仮需を生んで生産・出荷量

の一時的拡大をもたらしたが、 1980年以降、そ

の反動で一気に需要が落ち込んだ。



そのため1981年5月、国内塩ビメーカーは不

況カルテルを結成して在庫調整を実施し、 8月

には塩化ビニール工業協会（現・塩ビ工業・環

境協会）が「構造改善委員会」を設置して、危

機打開策を模索していった。

業界全体の危機的状況に加え、当社では「優

先塩素」が大きな負担となっていた。鹿島コン

ビナートでは、鹿島電解が生産する塩素を原料

に鹿島塩ビモノマーが塩ビモノマーを生産し、

これを原料として当杜、旭硝子、鐘淵化学工業

が塩ビポリマーを生産していた。

鹿島電解から塩素の供給を受けるにあたっ

て、当社と旭硝子、旭電化工業の3社は塩素引

き取り枠を設けていたが、鹿島進出当初から当

社は他の2社よりも塩素の使用量が大きいた

め、引き取り枠を超えて塩素を優先的に引き取

る特別枠が設定されていた。そして、この枠に

応じて鹿島電解、鹿島塩ビモノマーの固定費負

国内塩ビの苦難突破

国内塩ビ事業の再建について、金川社長は

のちに次のように語っている。以下は2004年

8月に開催された、直江津工場旧合成一課（塩

ビ製造部門）第6回OB会に寄せられた、金川

社長の挨拶の一那である。

「この取り組みに私とともに身体を張って

取り組んでくれましたのが、故・小柳俊一副

社長（当時常務で塩ビ技術研究所長）、研究所

長代理をしておられた北村肇顧問、急遠帰国

され副本部長に就任された遠藤良治顧問、本

部長室で課長職だった須田哲雄顧問、同じく

担も行っていた。

塩ビ需要が右肩上がりで伸びている時代に

は、原料となる塩素の優先的確保は、当社にメ

リットをもたらした。しかし、いったん塩ビ不況

になると固定費負担が過重になるとともに、必

要以上の塩素の引き受けが塩ビ事業の採算を

さらに悪化させる要因となった。

第104期(1981年5月期）の当社の国内塩ビ

事業は大幅な赤字となった。このため、 1981年

6月に「塩ビ再構築委員会」を設置して対策を

講じたが、第105期(1982年5月期）も国内塩ビ

事業は大幅な赤字を累積させ、当社の存亡に

関わる深刻な状態となった。社内の一部からは、

国内塩ビ事業からの撤退や事業売却という声

さえ上がった。

このような状況下、国内塩ビ事業の再生に強

い信念をもってあたったのが小田切杜長であ

った。小田切社長は、当時、海外事業本部長兼

デリバリー担当の笠原武夫主査でした。これ

らの方々は3年間にわたって休日返上で出勤

し、私に販売と拡販成果、稼働率上昇のため

の受注生産引受量の拡大、販売直接費合理化

の進捗状況について詳細に報告し、その場で

次週の目標を決め、さらに先に進むことを根

気強く続けてくれました。

一方、小柳常務と北村塩ビ技術研究所長代

理の指導のもとで、工場では合理化を研究部

門と製造部門が一体となって推し進め、目鴬

ましい成果を上げ始めていました」。
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■塩化ビニル共販会社（設立時）
社名 設立年月日 参加会社

呉羽化学工業

第一塩ピ販売 1982年3月12日
サン・アロー化学

住友化学工業

日本ゼオン

信越化学工業

中央塩ビ販売 1982年7月15日 旭硝子

化成ビニル

鐘淵化学工業

日本塩ビ販売 1982年7月15日
電気化学工業

東亜合成化学工業

三井東圧化学

セントラル硝子

チッソ

共同塩ビ販売 1982年8月11日 東洋曹達工業

徳山積水工業

日産化学工業

（参考資料）「塩化ビニル工業30年の歩み」塩化ピニール工業協会
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シンテック社長であった金川専務に、国内塩ビ

事業立て直しの全権を委任することを決断。金

川専務に、抜本的かつ迅速な改革の執行を託

した。こうして1982年7月、常務委員会の賛同

を得て、金川専務が塩ビ事業本部長を兼務す

る新体制が始まった。

金川事業本部長はさっそく、鹿島コンビナー

ト基本契約の改定、販売方式の見直し、人事や

組織の見直し、生産の合理化、販売直接費の

低減などについて具体的に踏み込んだ方針を

掲げ、本社・支店・営業所、工場、研究所が一

体となった再建を推進した。

改革の進展と業績回復

国内塩ビ事業の改革における最大の課題

は、鹿島コンビナート基本契約の改定であった。

当社はすでに1980年秋から、優先塩素やエチ

レン価格決定方式などに関する基本契約の見

直しを求めており、鹿島コンビナートでは1981

年10月、参加企業各社で構成する「鹿島コンビ

ナート再構築委員会」を設置して、この問題を

論議していた。

しかし、各社の利害が相反することから、交

渉は容易に進展しなかった。そこで小田切社長

は、交渉の長期化も視野に入れて、主要金融機

関への理解を求めるなど交渉支援の体制を整

えた。金川事業本部長は、新たに練り上げた鹿

島コンビナート基本契約改定案を携えて、関係

各社に優先塩素の引き取り辞退を申し入れた。

極めて困難な交渉であったが、場合によって



は係争をも辞さない強い決意のもとで粘り強く

交渉を重ねる当社の姿勢に、関係各社は次第

に理解を示すようになり、契約改定作業の場が

設けられることになった。

こうして1983年7月に成立した新契約では

当社の主張が全面的に取り入れられ、長年の

懸案であった優先塩素枠の廃止とエチレン価

格決定方式の改定が実現した。

この契約改定作業とともに、本社では物流、

販売の徹底した合理化に取り組んだ。鹿島工

場でも世界でトップレベルの品質の達成と製

造原価の低減を目指し、製造と研究が一体と

なって合理化を進めていた。

これら一連の努力により、海外からの低廉な

塩ビモノマー原料（二塩化エチレン=EDC)と

塩ビモノマーの輸入に加えて、徹底したコスト

削減を実現し、当社は他社に先駆けて国際市

場での価格競争力を回復した。

1983年には中固向けを中心に輸出も積極的

に行われるようになり、フル生産とフル販売を

推進し、確固とした利益基盤をつくり、世界に

通用する塩ビ事業に向かって大きな一歩を踏

み出した。

一方、塩ビ業界では、 1982年2月に不況カル

テルの期限が切れたあとも、構造改善策の検

討が進められていた。 1982年には、販売面での

過当競争の解消、国際競争力強化に向けた販

売チャネルの集約化に向け、第一塩ビ販売、中

央塩ビ販売、日本塩ビ販売、共同塩ビ販売の

塩ビ共同販売会社4社が設立された。

当社は旭硝子、化成ビニル両社とともに中央

塩ビ販売に参加した。各共販会社は物流合理

化、販売経費削減、グレードの統合、生産受委

託の拡大などに取り組み、コスト削減を目指した。

また、 1983年5月に公布された 「特定産業構

造改善臨時措置法（産構法）」によって塩ビ樹

脂事業は特定不況業種の指定を受け、塩ビ

メーカー16社は協定を結んで、一部設備の廃

棄または休止処分を実施することとなった。

当社は、将来の事業展開を考慮して1984年

2月から鹿島工場の重合器l基を休止とし、南

陽工場の重合器2基を廃棄処分とした。

1982年7月に新体制で国内塩ビ事業の改革

に着手した当初、金川事業本部長は3年間で

赤字からの脱却を目指していたが、 1983年6月

に国内塩ビ事業は黒字に転じ、新体制発足後

1年4カ月経過した第107期上期(1983年6~

11月）決算で利益を言十上した。その後、当社の

収益を支える主力事業の一つに返り咲いた。

塩ビ事業再構築に向けて尽力

国内塩ビ事業の再構築を主導した小田切社

長は、 1988年に発行された『信越化学鹿島グ

ループ20年の歩み』のなかで、「塩ビ事業再構

築にあたって私の心を支えてくれたもの」とい

う表題のもと、当時の取り組み内容と心境をつ

ぶさに披泄している。不退転の決意で塩ビ事

業の再生に取り組んだ小田切社長自身の貴重

な証言として、ここにその全文を紹介する。

「当時を振り返ってみますと、第1次オイル

ショックと直江津工場のプラント事故などの難

局を切り抜けるため、昭和53年に身を切る思い
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鹿島工場の塩ビモノマーバース
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で勇退者まで募って、血の滲む合理化を実施

しました。多少目途が立ち始めていた昭和55

年には、追い打ちをかけるように第2次オイル

ショックが起こりました。原燃料が暴騰し、資

源国とのコスト格差が急激に拡大し、エネル

ギー多消費型産業、石油化学工業を中心に世

界的な大不況に見舞われた時代でした。

当社におきましても、 5工場中4工場が赤字

となり、大変な経営難に直面いたしました。

なかでも鹿島工場の赤字は莫大で、シリコー

ンがいくら頑張っていても、このままでは当社

全体の経営を危うくするレベルに達しており、

この工場の立て直しが経営の最優先課題に

なっていました。

鹿島コンビナートは、昭和43年に発足した日

本における最新鋭の国際規模の石油化学コン

ビナートで、立地条件、公害対策、港湾設備な

ど、他に類を見ないほど優れており、かつ参加

各企業の各事業も日本最強の事業集団であり

ました。

しかし、昭和43年に締結された企業間の契

約は、「鹿島コンビナートのコストが、日本のみ

ならず国際的に見ても最大の競争力を持ち続

けうる』ことを根底においた『物の流れ中心』の

内容と体制になっており、各企業の努力や市場

原理がまったく働く余地のないものでしたが、

原油価格の暴騰により、この根底が覆されたわ

けですから手の打ちょうがありませんでした。

当社は、いわゆる「優先塩素』、『エチレン価

格問題』など基本問題を抱え、他社とは比較に

ならない大きな鍛寄せを受け、塩ビ事業は致命

的な痛手を被ったのです。



この難局打開のため、社内に塩ビ再構築委

員会をつくり、全社の関係者で塩ビ事業再建に

関する墓本問題を鋭意検討していただきまし

たが、その結果、昭和43年当時と状況の一変

した現在、コンビナート契約を新しい事態に対

応したものに改正することが不可欠であるとの

結論に達し、コンビナートの関係各社にコンビ

ナート契約の改定を繰り返し強く申し入れ、改

定のためのテーブルに着くように要請し続けま

した。

しかし、石油化学全般が不況のさなかにあ

り、各社の利害が相反するため、遅々として進

まず、『信越は身勝手すぎる。信越さえ契約を

守れば何の問題もない』として日増しに関係各

社の当社に対する感情は悪化し、当時は、関係

各社の人々に会うことすら苦痛の日々が続きま

した。

このような状況下、私の心の支えとなり、私

に勇気を与えてくれたものが、①杜内でできる

あらゆる血の滲むような合理化に黙々と取り組

んでくれた、勤勉で誠実な皆さんがおられたこ

と、②当社の優秀な塩ビ製造技術は、海外事

業本部の優れた営業力により、世界の強豪ライ

バルメーカー（当時のローヌプーラン社、ヒュ

ルス社、 BFグッドリッチ社など）を相手に次々

と競争に打ち勝ち、塩ビ製造設備の技術輸出

を成功させ、第1次オイルショック以後の経営

難を救うべく大きな貢献をしていたこと、③シ

ンテックが創業（昭和49年）以来、競争の激し

い米国において、あらゆる苦難を乗り越えて立

派に経営を続けてきた、その当社経営者の経

営力でした。

本来のコンビナート精神は、参加各企業が、

それぞれ経営努力し、その努力が、その企業に

繁栄をもたらすとともに、コンビナート全体の

繁栄をも、もたらすものでなくてはなりません。

したがって塩ビ再構築委員会は、『個別企業の

努力の限界を越えた不平等を発生させた新事

態に対して、早急に手を打ち、厳しい経済環境

下で生き残りをかけで必死に努力している他コ

ンビナートに打ち勝つことこそ大切である』と

訴え、やれるすべての交渉を辛抱強く行ったの

ですが、膠着状態を脱するには至りませんでし

た。このような経緯から、見方を変えて、国際

感覚をもって交渉にあたる以外に手がないと

考え、私は、シンテックの経営と海外事業本部

長として繁忙極まる金川（当時専務取締役）さ

んに無理を承知で、当社の塩ビ事業を担当し

てもらうことを決断したのです。

金川さんは、私が不退転の決意で臨んでい

ることを十分理解され、連日、鋭意交渉にあたっ

てくれましたが、当社に対する非難の声が強ま

るだけで、進展は見られず、暗礁に乗り上げた

状態が続きました。この間に、これまで進めて

きた交渉方法では解決できないと判断し、最悪

の事態に対する準備をも始めてもらいました。

一方、私は、当社主要金融機関に対し、事情

を説明し、当社の行動について理解をいただ＜

とともに、長期戦に備え、支援をお願いして回

りました。

このような舞台裏の準備のもとに、十分に練

り上げた契約改定要請の文書を関係各社に届

けるとともに、鹿島電解よりの優先塩素引き取

り辞退の行動に出たのです。
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■当時の鹿島コンビナートにおける塩ビ生産までの流れ
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塩ビ 塩ビ
モノマー モノマー

塩化ビニル塩化ビニル 塩化ビニル

樹脂 樹脂 樹脂

関係各社は、当社の並々ならぬ決意と万全

の体制を察知してか、また、三菱油化の吉田正

樹社長および亀井俊彦常務という大層よき理

解者を得たこともあって、当社の主張に耳を貸

していただけるようになりました。ようやく旧契

約に基づく権利、義務をいったん棚上げにし、

新契約作成のテーブルに着いてもらうことがで

きたのです。

このような経緯で、 昭和58年にできあがった

新契約は、当社の主張が取り入れられ、市場原

理が働き、各企業の努力がそのままその企業

に利益をもたらすとともに、コンビナート全体

の発展にも繋がる本来のコンビナート精神が

発揮できる形となりました。その結果、今日の

鹿島コンビナートの繁栄となって関係各位に

皆、喜んでいただいており、われわれの主張と

新契約が正しかったことを証明していると思い

ます。

冒頭に申し上げましたように、鹿島コンビナ

ートは、もともと立地条件、各種施設に恵まれ

ているうえ、その後の関係各社のご努力により、

ユーティリティコストの低減、原料コストの低

減が進み、各種施設もいっそう充実いたしまし

たので、新生鹿島の国際競争力は、大変向上し

たと思います。

当杜におきましても、南陽工場の塩ビプラン

トの鹿島への集約、原料対策、研究所の充実な

どに大きな投資を行って、国際競争力強化に不

断の努力を行っておりますし、米国のシンテッ

クも飛躍的な発展を続けておりますので、当社

塩ビ事業は、国際的にも最強の立場にあると考

えます。
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たしかに塩ビ事業は、国際市況に大きく左右

される難しい事業だと思いますが、世界トップ

レベルの技術力、生産設備、営業力、経営陣と、

この事業の再建を、先見性と周到な準備のもと

に勇敢に立ち向かわれた金川さんとともに成し

遂げた、苦しみを知り尽くした皆さんで運営に

あたれば、いかなる苦難をも乗り越えて、ます

ます発展できると確信いたします」。

シンテックの成長と国際事業本部の発足

米国で塩ビの生産・販売に取り組むシンテッ

クは、 1976年に当社の全額出資子会社となっ

て以降、「全生産量を売り切る」という金川社

長の方針のもとで積極的な販路の拡大に努め、

米国内外でシェアを拡大した。

これに対応した設備増強も1978年、 1981年、

1984年と3年刻みの急ピッチで行われた。しか

も、その間もフル生産、フル販売という方針は

堅持され、北米のみならず中南米、欧州、中近

東と、 全世界で市場拡大に挑戦した。

シンテックの成長を支えたのが、先に挙げた

販売重視、少数精鋭を基本とした徹底した合

理化、ダウケミカルとの良好な関係に支えられ

た合理的な価格による安定した原料確保で

あった。好業績を背景にシンテックは財務体質

を強化した。また、 1985年8月には米国で硬質

用塩ビコンパウンドなどを生産する「K-Bin 

社」を設立するなど、投資にも力を注いだ。

当社の海外事業本部は1984年9月に国際事

業本部に改編され、技術・プラント輸出に加え、

輸入および一部国内事業も手がけるようになっ

た。この間も大型塩ビ重合技術・プラント輸出

は増加し、ノルウェー、オランダなどへの技術

輸出契約を締結した。

シリコーン事業の発展と生産能力増強

1970年代後半、当社の利益を支えていたの

はシリコーン事業であったが、米国での競争が

激化するなど国際市場は大きく変化しようとし

ていた。このような環境変化を受け、利益率の

維持・強化に向けて、 1980年1月に「長期計画

検討チーム」がシリコーン事業本部に設置され

た。同チームは1985年度に売上高を倍増させ

るという基本目標を掲げた。

売上げの高い伸びを支えるには、シリコーン

モノマーから製品に至る生産能力を早急に増

強しなければならなかったが、シリコーンの生

産拠点の磯部工場では増設に限界があること

が明らかで、立地を選定して新工場を建設す

ることが必要だった。

検討を重ねた結果、磯部をシリコーンの総合

工場として再開発するとともに、 1981年10月、
ごうばら

磯部工場に近い郷原（安中市）の安中工業団地

内に用地を購入し、シリコーンRTVゴムを中

心とした2次製品工場を設置することを決定

した。

また、シリコーンモノマー生産では、従来の

撹拌流動床法に代わる流動床法を採用し、コ

ンピュータ制御で運転管理を行う大型設備(M

R-8)が1982年8月に完成し、大幅な生産能
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力増強とコストダウンを実現した。

その後も競争力の強化に向けて増設が続け

られ、磯部工場に次ぐシリコーンモノマー第2

プラントの建設計画が本格化した。その頃、磯

郎工場に近い松井田地区（群馬県碓氷郡松井

田町、現・安中市）に群馬県が工業団地を開発

しており、同県からの要望もあって1985年頃か

ら松井田での建設計画が検討された。

ユーティリティ多消費型のシリコーンモノ

マー工場を、水資源の乏しい内陸に集中するこ

との是非が問題となったが、既存のプロセスで

ユーティリティ原単位を引き下げるなどの工程

改善によって条件が満たされることが確認さ

れた。そして1987年3月に、松井田工業団地を

一括購入した。

また、 1984年以降、直江津工場の原料立地

を生かして、 CFシランやレジンなどを磯部エ

場から直江津工場に移管して集中生産するこ

とが進められた。

この間、新製品の開発も積極的に進められ、

品種数は1980年代には約3500種と急速に増

加した。この背景には、化粧品のように新製品

が相次いで開発された結果、それぞれの製品

に合うようにシリコーンも改良が求められたこ

とや、電子材料のように高集積化や高機能化に

ともなって、シリコーンに要求される特性が

年々厳しくなったことが挙げられる。

このような既存製品の高機能化とともに、一

般的な製法である「直接法」では製造できない

特殊な高機能シランの開発など、従来にない特

色を備えた新製品の開発や新規用途開発も活

発に進められた。加えて1980年代末にかけて、



最終製品のライフサイクルが著しく短くなっ

た。シリコーンも新製品への交代までの期間が

ますます短縮された。

一方、コモデイティ製品となったシーラント

の販売促進に向けて、 1986年3月に「信越シー

ラント株式会社」を設立し、新規需要家の開拓

をはじめ販売力の強化を図った。

このように営業、製造、研究の強化を継続的

に進め、徹底したコストダウンと新製品による

市場開拓を両輪として競争力を高めていった。

また、国際展開も視野に入れ、 1970年代後

半から1980年代前半にかけて、ロンドン(1978

年）、ソウル(1979年）、台北(1979年）、ロサン

ゼルス(1982年）、シンガポール(1984年）と次々

に駐在員事務所を設置した。

さらに1985年12月には、米国カリフォルニア

州ロサンゼルスに販売会社「シンエッシリコー

ンズオブアメリカ社」を設立、 1986年8月には

生産販売会社「韓固信越シリコーン株式会社」

を設立した。なお、ロンドン駐在員事務所は

1984年8月に閉鎖され、その後、欧州には1988

年1月にアムステルダム駐在員事務所を設置

した。

信越半導体の国際展開と白河工場建設

1979年1月、当社は信越半導体の共同出資

会社であったダウコーニングから合弁解消の

申し入れを受け、同年6月に12年に及ぶ合弁関

係を解消することになった。信越半導体は当社

の全額出資子会社となり、これまでダウコーニ

ングが担当していた欧米地域への輸出も直接

手がける必要が生じた。

その結果、信越半導体は自らの手で国際市

場を切り開いていくこととなり、 1979年3月に

信越半導体の全額出資子会社の「SEHアメリ

カ社」を、同年9月にはフランスに「SEHヨー

ロッパ社」を相次いで設立した。

さらに信越半導体は、 EE1村喜八社長のもと

で1979年7月に長期計画を策定し、米国での

CZ法単結晶およびPWの生産拠点設置など

を決定した。計画どおりSEHアメリカは1981

年2月にワシントン州バンクーバーでパイロッ

トプラントを稼働させ、 1984年2月には本プラ

ントが操業を開始した。

また欧州では、 1984年5月に事業拠点を英

国スコットランドに移し 「SEHヨーロッパ(U.

K.)社」を設立、販売とともにウエハー加工を

行うことになった。さらにアジアではSEHマ

レーシアが1981年2月に第2工場を完成させ、

1983年には第1工場が6インチウエハーに対

応するため全面的に設備を刷新した。

1980年代前半ば情報化、効率化、省エネル

ギー化などを背景に電子機器の需要が高まっ

たことに加え、 TVゲーム、家庭用VTR、パソ

コンの普及などが続き、半導体市場が活況を

呈した時期であった。

急増する半導体需要に対応するため、信越

半導体は国内の生産能力の増強も図った。同

社は福島県の白河（福島県西白河郡西郷村）に、

単結晶からウエハー加工までの一貰工場を設

置することを決定し、 1983年10月、「白河工場

建設本部」を設置した。第1段階として単結晶
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月産15t、ウエハー50万枚の能力を備えた同エ

場は1984年10月に完成し、 12月に操業を開始

した。

また研究開発体制の拡充に向け、 1981年に

は磯部工場開発部を改組して半導体研究所を

発足させ、品質要求の高度化、大口径化への

対応、新製品の開発に取り組んだ。

1985年に入ると半導体市場は急速に冷え込

み、いわゆる「シリコンサイクル」の下降局面に

入った。これに対応するため、組織と人員の効

率化、原単位の向上など合理化を積極的に進

めたが、同社の収益は白河工場の大規模な投

資負担もあって大幅な減益となった。

さらに、単結晶の大口径化やウエハー加工

技術の高度化などによりシリコンサイクルの克

服に向けて奮闘しているさなかの1986年4月

12日、田村信越半導体社長（当社副社長）が急

逝するという不慮の事態に見舞われた。信越

半導体は、この不況期の苦難の時代にも、大口

径化など顧客の要請への対応を続けた。

電子材料、有機合成事業の展開

磯部のシリコーン電子材料技術研究所では

1970年代半ばから合成石英の独自製法の開発

を進めてきたが、 1979年にその事業化が決ま

り、同年10月には、直江津の合成技術研究所で

インゴy卜とフォトマスク基板の生産を本格的

に開始した。この合成石英フォトマスク基板を

IC用として最初に採用したのがNECであり、

その後、他の日本のICメーカーが順次これを



採用した。このことが、日本が米国とのIC開

発競争に勝つ端緒となった。

1979年から1985年まで、直江津工場では増

設を続けた。このような活況を背景に1981年2

月には精密材料部が設置され、リチウムタンタ

レートなどの酸化物単結晶も手がけていくよう

になった。

レア・アース事業では、主力製品となってい

た酸化イットリウムが、 1980年代に入って高演

色蛍光灯に用いられるようになり、飛躍的に需

要が高まった。

また、 1978年11月には独自技術による溶媒

抽出法(SX法）プラントを立ち上げ、ガドリニ

ケイ素事業育成の功労者、田村副社長

1986年4月12日、出張先の韓国で急逝した

田村喜八副社長は、シリコーン、半導体シリ

コン、合成石英といった当社のケイ素関連事

業の「育ての親」であった。ここで田村副社長

の事跡を簡単に振り返る。

田村副社長は1916年、群馬県安中市に生ま

れ、 1941年に北海道帝国大学理学部を卒業

後、海軍技術大尉となり終戦を迎えた。 1948

年に当社に入社し、主にシリコーンの研究開発

に従事し、1959年に珪素樹脂部長に就任した。

1964年に取締役となり、シリコーンおよび

半導体シリコンの開発責任者となった。その

後、常務、専務を経て、 1983年に代表取締役

副社長に就任し、シリコーン、半導体シリコン、

電子材料事業の責任者となった。また、 1972

年には信越石英と信越半導体の社長に就任

し、陣頭に立って当社グループの事業育成に

あたった。

ウム、サマリウム、ユウロピウムの高効率生産

を実現していた。 1983年以降は酸化サマリウ

ムの需要が急激に伸び、酸化イットリウムを上

回るまでになった。こうした状況もあり、国内レ

ア・アース市場には国内外から新規参入が相

次ぎ、競争が激化した。このため当社は、ネオ

ジム、テルビウムといった新製品の開発を目指

した。

1976年6月から本格生産を始めたレア・アー

スマグネットは、小型で強い磁力を発揮できる

ことから、電子機器などのいわゆる軽薄短小化

のトレンドに適合する製品となり、売上げは着

実に伸びた。これは当社のサマリウム・コバル

田村喜八副社長

シリコーン事業では草創期から中心的役割

を務め、半導体事業では国内外の拠点づくり

を主導するなど精力的な活動を重ねた。さら

に信越石英の設立に際しては、共同出資会社

であるドイツのヘレウスクワルッグラス社と

の交渉にあたり、初代社長に就任した。

技術者、研究者として出発した田村副社長

は、やがて優れた執行能力と指導力を生かし

て数々の事業の責任者となった。田村副社長

の功績に対しては、正五位勲三等瑞宝章が追

贈された。
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卜磁石が優れた磁気特性で高い評価を得たこ

と、さらにコストダウンを図るために、サマリウ

ム・コバルト磁石のなかのサマリウムの一部を

セリウムに置き換えた新製品を開発するなど、

積極的に需要を開拓した結果であった。

このような需要拡大に対応するため、 1982年

3月には武生に第2工場を建設し、サマリウム・

コバルト磁石の増産を進めた。その後、コン

ピュータのハードデイスクドライブ(HDD)の

ヘッドの駆動に使われるボイスコイルモータ

(VCM)の組み立てにも取り組み、売上げは急

速に拡大した。 VCMの組み立て体制は、 1984

年5月の朝日分工場（福井県丹生郡越前町）の

完成、 1985年1月の「株式会社信越マグネッ

ト」の設立によって確立された。

この間、サマリウム・コバルト磁石より強力な

磁気特性を有するネオジム磁石が登場したた

め、当社は1986年4月にその特許実施権を取

得し、ただちに生産に着手した。このネオジム

磁石が、 1990年代以降のマグネット事業の主

役となっていった。

一方、セルロース誘導体は1980年代に入っ

て医薬用の新製品開発が進み、充実した製品

群を擁して急速に売上げを伸ばした。建材用

でも1980年代後半にかけて住宅建設がブーム

となるなかで需要が急増した。その他、セラミッ

クス用バインダーや感熱紙用など工業用途で

もセルロース誘導体の需要は高まった。こうし

てセルロース事業は高成長を続けた。

さらに有機合成事業では、農業害虫の防除

剤であるフェロモン交信撹乱剤と、合成香料の

一つである青葉アルコールを開発し、事業化し



た。環境への関心が高まるなか、大量の殺虫剤

散布を行わずに害虫を防除するフェロモン交

信撹乱剤は次第に注目を集めて、 1987年には

米国農務省がその効果を高く評価した。当社

では、 1985年3月に第1号製品として「ハマキ

コン」の出荷を開始、これが同年度の日本経済

新聞社主催「日経・年間優秀製品賞」を受賞

した。

経営陣の交代と創立60周年

1980年代の当社は、不況と経営危機を克服

して、新たな成長の基盤を確保していく時期を

迎えていた。小田切社長は1978年10月に「新

商品開発委員会」を発足させ、営業、製造、研

究ともに全社的なコミュニケーションの確立に

取り組んだ。

直江津工場では自主的な再建に向けて1976

年1月から「PAIR-N」をスタートさせ、職場ご

とに目標と実行計画を掲げて全員が改革に参

加する小集団活動を展開した。このような小集

団活動は、 1980年代に入ると全工場に拡大し、

TQCの推進役を果たした。

1970年代の経営危機を乗り切り、新たな発

展の目途がついた1983年8月に、小田切社長

は経営者の若返りを決断して社長を退任して

会長となり、新社長に小坂雄太郎専務、副杜長

に田村、金川両専務がそれぞれ就任した。第

107期(1984年5月期）には初めて売上高（単独

ベース）が2000億円を突破した。

こうしたなかで1986年10月1日、当社は創立

60周年記念日を迎えた。これを機にCI(コー

ポレート・アイデンテイティ）が導入され、 1988

年10月に当社はシンボルマークを一新した。

1980年代後半は、激しく変化する杜会環境に

柔軟に対応できる体制の確立と、国際競争力

の強化を大きな経営課題として、よりいっそう

の成長を目指した時代であった。そしてこの間

の順調な業績拡大を背景に、積極的な設備投

資が進められた。
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1987--..., 1989 

国際変動化のなかで
～変化に強い企業体質づくりを推進～

円高不況に加え、未曾有の半導体不況に見舞われ、当社第109期(1986

年5月期）は、連結決算開始以来初の減収となる厳しい結果となった。

そのため、収益力の回復とさらなる成長に向け、塩ビ、シリコーン、半

導体シリコンをはじめとする中核事業の再編・強化とともに、次代の

柱となる新規事業育成に注力。国際競争力を高めるべく、営業、製

造、研究が一体となって取り組んだ。
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賀詞交歓会で挨拶する小坂社長（左）
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DV字回復の先を
見通して

収益力を復元せよ

1987 (昭和62)年1月 。前年に創立60周

年を迎え、さらなる成長を期して新しい年を迎

えた当社を取り巻く経済環境は厳しいものだっ

た。 1985年9月のプラザ合意は円高による輸出

不振をもたらし、国内では円高不況の出口が見

えないままであった。加えて、いわゆるシリコン

サイクルによる半導体不況が1985年から続い

ており、 1987年1月時点ではまだ回復の兆しが

見られなかった。

小坂雄太郎社長はこのような情勢を踏まえ

て、従業員への年頭の挨拶をこう切り出した。

「今年はなんとしても皆さんとともに半導体不

況の重圧をはねのけ、信越グループの収益力

を再び高い水準に復元させたい」。そして「信

越の際立った特徴＝個性を生かし、信越グルー

プを支える事業の柱をさらに増やして、変化に

強い企業構造を築きたい」と続けた。

この年頭の挨拶の背景には第109期(1986年

5月期）以降の厳しい状況があった。第109期

は多くの部門で売上高が前年度の実績を下回

り、とりわけ半導体不況の直撃を受けた半導体

事業の落ち込みが大きかった。連結売上高は

3418億円と第101期(1978年5月期）の連結決

算開始以来、初めて前年度を下回り、当期純利

益は65億円で前年比65%の大幅減益となった。



単独ベースでも売上高が2163億円と前年比

9.3%減となったのをはじめ、営業利益、経常

利益、当期純利益ともに減少した。

このような状況に対処するため、 1986年に

「昭和60年代の課題」として、

1. 強い体力と高い収益力を持つ個性ある優

良企業となって社会に貢献し、広く国内

外から高い評価を得る企業となること

2. 国際企業としてワールドワイドに活躍す

る企業となること

を掲げ、この課題の遂行を3期に分け、 1986年

度から1988年度を第1期として以下の5項目を

挙げた。

①半導体不況、円高不況を乗り越え、信越

グループの収益力を早期に修復し、 1988

年度までに1984年度連結決算ベースに復

元させる。

②国際企業として活躍する強固な経営基盤

を築く。

③社会の変革期に適合した柔軟で効率的な

経営体制を築く。

④得意な技術、素材、市場を組み立て、新た

な事業の基盤づくりをする。

⑤変化に強い情報体系と経営計算体系を組

み上げる。

1987年は、ここでいう第1期の成否を分ける

重要な年だった。同年年初の常務委員会で小

坂社長は、年頭の挨拶の「変化に強い企業構

造」を特に強調した。そして、すでに年間100億

円以上の売上高がある塩ビ、シリコーン、半導

体、国際事業をより強化しながら、さらに新た

な柱を何本か立ち上げることで、「いかなる環

境下においても耐えられる全天候型の事業体

系を築き上げたい」と述べ、 1987年を「全天候

型国際企業への第一歩の年」とする決意を表

明した。

また、小田切会長は「『信越グループの収益

カの復元』が強調されている社長の年頭挨拶

の趣旨を経営陣として全杜、グループを通じて

強力に推進し、実践することが重要」と述べ、

さらに「不透明で読みにくい状況ではあるが、

一段と厳しさが予想されるだけに、成り行き任

せではなく、常に警戒心を持って日頃の努力を

積み上げて対応策を用意し、予期せぬ困難を

積極的に乗り切っていくこと」を求めた。

1987年年頭の各事業の状況を概観すると次

のとおりである。

塩ビは、この年、直江津工場で生産を開始し

てから30周年にあたる節目の年を迎え、鹿島工

場では第llO期(1987年5月期）上期に累損を

一掃して、新たなスタートを切ろうとしていた。

シリコーンは、シリコーンモノマープラントの

増強、群馬県松井田地区への工場進出計画、

海外生産拠点づくりなど、いっそうの成長に向

けて経営判断を下すべき課題が目白押しに

なっていた。

半導体シリコンは先述のとおり、シリコンサ

イクルによる需要減少のさなかにあって、経営

の効率化、スリム化を図ると同時に、世界トッ

プシェアの維持と向上が急務であった。

研究開発では光ファイバー用プリフォーム、

フレキシブル銅張積層板などが事業化に向

かっており、シリコーンや塩ビの技術を生かし

たフッ素系ポリマーの研究なども進んでいた。
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■直江津工場「N•P-UP運動」の組織図
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それらはいずれも、急速に高度化しているエレ

クトロニクス分野などの品質要求を満たす材

料で、独自の技術やノウハウを生かしたもので

あった。

国際事業では米国でシンテックが好調に販

売を増やし、 1986年（暦年）の生産量、販売量

は過去最高の実績を上げ、売上高、利益とも大

幅な伸びを示した。この順調な成長を背景に、

シンテックは新たな増設計画を始動させようと

していた。また、同社の経営多角化に向けて設

立したK-Binは、 1986年12月からシンテック

のフリーポート工場敷地内で、塩ビコンパウン

ドの生産を開始したところであった。

直江津工場の中期ビジョン推進

この時期の大方針となった収益力回復の大

きな柱は、生産体制の強化・拡充であった。と

りわけ、円高不況、半導体不況、割高な電力料

金などを背景に不振に陥っていた直江津工場

の再建強化が急務であった。当時、直江津工

場は、トリクロロシランや合成石英の減産、電

解やクロロメタンの国際競争力の低下などか

ら、第108期(1985年5月期）をピークに年々利

益を減少させていた。

こうした状況を打破するために、直江津工場

では、小坂社長による直江津工場の収益改善

指示のもと、全員参加の 「N・P-UP(Naoetsu-

Profit, Power, Potentiality-Upturn)運動」を立

ち上げ、 1987年1月に和田修一工場長を委員

長とする「N•P-UP委員会」 を設置した。



同委員会では、年度別利益計画の策定とフォ

ロー、コストダウン対策の策定と実施、「自動化

委員会」や「事務効率化委員会」、および各種

検討会の実施状況の確認と集約を進めた。

また、新規事業化計画を推進する「N・新商

品委員会」の設置や、 N•P-UP委員会が統括

する委員会や検討会の活動内容に収益改善運

動を盛り込むといった取り組みを進めた。推進

にあたってはチームごとに3カ年計画を策定し、

それに基づき年度単位で実施プログラムを設

け、成果を検証しながら改善に取り組んだ。

さらに、直江津工場の「中期ビジョン」を策定

し、 3年後の第113期の売上高300億円、売上

高利益率9%以上、新規製品寄与率10%を目

標に、工場再構築に取り組んだ。具体的には、

メチルセルロースの年産l万t体制確立、トリ

クロロシランの自立化、合成石英の収益改善、

そして余剰人員の受け入れ先などを整備して

各生産部門のスリム化を図るといった点に格段

の力を注いだ。

直江津工場による再建の取り組みに対して、

経営陣も協力を惜しまなかった。 1987年3月に

は、この問題を検討する臨時の会議が開かれ、

経営陣から多くの提言があった。そのなかで金

川副杜長は次のように述べている。

「縮小均衡では事業は成功しない。企業経営

の基本はいかに拡大均衡を図るかにある。中長

期的に拡大均衡を図れない事業については、事

業そのものに疑問を抱かざるをえない。かつて

塩ビ事業の再建では、決して縮小均衡策をと

らずに、あらゆる合理化を徹底して実施した」。

「収益力が低下すると新規事業に活路を見

出しがちだが、これが必ずしも成功しないのが

実清だ。ただし、研究開発は将来の発展に向け

て不可欠であり、好不況にかかわらず着実に推

進していくべきものである。研究費を削減する

よりも、むしろテーマ選定と研究開発の進め方

を考えなければならない」。

また小田切会長は、「直江津工場は10年前

に比べ事業が変容し、厳しい時代を経て体質

もかなり強化されてきている。このようにまだ

行き詰まっていない現在、将来の飛躍のための

対策を考えようとしている」、「より収益力が高

い将来の明るい工場を目指し、計画を柔軟に進

めていくことが大切である」と述べ、直江津工

場に関する取り組みに対して謝意を表した。

こうした議論を踏まえて、小坂社長は同会議

で、「①直江津工場の中期ビジョンの早期実現

を目指し、工場および研究所は一体となってス

リム化を含めた自助努力をまっとうすること。

また、状況変化への柔軟な対応を図りながら、

着実に計画を推進すること。②事業部門をはじ

め全社的な支援・協力を強化すること」という

社長指示を出した。

そして、具体的な課題や取り組み方につい

ては、第1の柱としてセルロース事業の年間売

上高100億円の早期達成、第2の柱として直江

津工場のシリコーン関連事業で年間売上高100

億円の早期達成を挙げ、そのほか最重要テー

マヘの経営資源の集中による研究成果の事業

化の促進、排水対策などのユーティリティの改

善・合理化といった目標を提示して、その早期

実現を促した。
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直江津工場NR工場の竣工式
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グリニャールセンター構想を実現

直江津工場の中期ビジョンの柱の一つが「グ

リニャールセンター構想」であった。

直江津工場のシリコーン事業における位置

づけは、シロキサン以外のシラン誘導体の事業

化推進センターであり、その一環として、すで

にCF(カーボンファンクショナル）シランの生

産などが、磯部工場から直江津工場に移管さ

れていた。直江津工場では合成香料や合成性

フェロモンの研究および生産に取り組んでお

り、グリニャール反応（出をはじめとする有機合

成技術が蓄積されていた。

この技術を駆使した特殊シラン製品が、直江

津工場の重要な事業になるものと期待された。

それまで特殊シラン製品の開発は、シリコー

ン電子材料技術研究所と合成技術研究所の

2カ所で個別に試作が進められてきた。これら

を合成技術研究所に新たに建設する多目的パ

イロット装置に集約し、 1990年度を目標に品揃

えの目途を立てて、直江津工場にグリニャール

センターを構築する構想であった。

1987年3月、合成技術研究所から報告を受

けた小坂社長は 「（この構想は）極めて前向きの

意欲的な研究計画である。スペシャルテイケミ

カル製品として販売の見通しもついており、ま

た、直江津工場の中期ビジョン達成のための柱

の一つでもあるので、早期戦力化に積極的に取

り組んでもらいたい」と述べた。

1987年7月には合成技術研究所Aパイロッ

トプラント（特殊シラン製造多目的パイロット装

置）が完成。さらに直江津工場のシリコーン生



産の新たな柱となるNR工場が1988年4月に

完成したあと、 1989年7月には同工場にグリニ

ャール製品の生産設備が設置された。 NRエ
場は、特殊シランをはじめ、現有製品を含むシ

ランの多目的プラントで、グリニャールセンター

構想はここに実現した。

さらに直江津工場では、この時期にメチルセ

ルロースの第3工場(MC-III工場）建設に着手

し、 1989年2月に竣工式を迎えた。同時期に、

医薬用錠剤や顆粒剤の腸溶性コーティング剤

「HPMCP(ヒドロキシプロピルメチルセル

ロースフタレート）」の増設、医薬用結合剤「H

PC(ヒドロキシプロピルセルロース）」生産ラ

インの新設、医薬用錠剤の結合剤・崩壊剤「L-

HPC(低置換度ヒドロキシプロピルセルロー

ス）」の増設といった、医薬用セルロース製品の

一連の設備増強を進めた。

さらにシリコーンやメチルセルロースの原料

となるメチルクロライドの生産増強に向けて、

メタン精製設備の増設などが進められた。

これらの取り組みを推進することで、直江津

工場は売上高、利益の改善を進めた。

（注）グリニャール反応：クリニャール試薬（一般式R-Mg-X)を

用いて、アルキル基をカルボニル化合物に付加させたり、ハロゲ

ン化ケイ素をアルキル化ケイ素に変換する反応。

松井田工業団地への進出

磯部工場はシリコーンの需要拡大を背景に

設備増強を続けたため、すでに設備拡張の余

地はなくなっていた。

当時、シリコーン事業の長期計画と磯部工場

の将来計画が進められていたが、そのなかでも

シリコーンモノマーの生産と、需要が急速に伸

びているシリコーンRTVゴムの生産をどこで

行うかが課題となった。磯部工場は内陸部にあ

るため、原料や製品の輸送などを考えると、磯

部工場周辺にこだわらず、直江津工場や海外

に立地を求めることも選択肢に含まれていた。

そのような折、群馬県では磯部地区と隣接す

る松井田地区に新たな工業団地を造成してお

り、当社にシリコーン事業の拡張計画があるこ

とを知った県側から、松井田工業団地の一括

購入についての打診があった。磯部工場との

連携を考えれば松井田地区は魅力的であった

が、工業用水として上水道を使わなければなら

ないという問題があった。

このため、松井田地区で工場を建設するに

は、磯部工場が有していた碓氷川からの取水

権を上流に移すことが必要であった。一級河川

である碓氷川の水利権の移動には困難もあっ

たが、交渉の結果、認められた。さらに、不足

する水量を補うため、磯部工場では生産工程

で使用した冷却水の匝収率向上を図るなどし

て工業用水を確保した。

こうして当社は1987年3月に、総面積21万

2000州の松井田工業団地を購入し、松井田分

工場を設置して、インフラ整備工事や生産設

備、研究棟の建設を次々と進めた。

一方、磯部工場でもシリコーンモノマーの増

設や、信越半導体磯部工場のエピタキシャル

ウエハー (EPW)の増設などが活発に進めら

れた。これにともない、磯部工場では変電設備

の能力増強が必要となったが、従来の変電所
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南陽工場
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には増設の余地がないため、場外に取得して

いた事業用地 「西地区」に、信越半導体と共同

で受変電設備を移転、更新した。

塩ビ集約計画と鹿島工場の増強

1986年11月に、塩ビ生産の効率化、合理化

に向けて生産集約の方針が決定し、これを 「K-

II計画」と称することとなった。これまで鹿島工

場と南陽工場で行っていた塩ビ生産を、鹿島に

一元化することにしたのである (K-II計画の推

移については次項参照）。

鹿島工場では1987年9月、「K-IIプラント」

（鹿島第2工場）の起工式を行った。ここに南陽

工場の生産工程を移すことで、鹿島工場は付

加価値の高い特殊塩ビを含む、総合的な塩ビ

工場に生まれ変わることになった。

この頃、 「これからは“ファイン化、スペシャ

ルティ化の時代”である」という見方が多く、汎

用品である塩ビは「市況変化の影響を受けや

すく利益を上げることが困難」といった見方が

され、国内外とも塩ビの大規模な設備投資を

行う企業は見当たらなかった。

しかし、当社の塩ビ事業を率いていた金川

副社長は、こうした大勢をよそに、生産性を上

げ価格競争力を高めることで、塩ビは今後も世

界を舞台に発展する有望な製品であるという

確信を持っていた。

さらに、国内の塩ビの生産集約については、

社報 『信越化学』1988年1月号のインタビュー

で次のように述べた。



「日本は昭和58年に産構法（特定産業構造改

善臨時措置法）ができて、塩ビは不況業種の指

定を受けました（注）。したがって増設は禁止され

ています。ですからマーケットの実情に合った

経営方針で、現在ある設備を合理化し、競争

力を高めるようにするしかありません」。

「米国では大量生産で世界最強のコスト競争

力をつけ、日本でも国際競争力をつけるために

南陽の塩ビを鹿島に移すことにしました」。

「常にコストで優位に立つことが生き残りの

条件なのです。南陽工場は、約20年も経過して

かなり老朽化しており、いまここで南陽に大き

な投資を続けるよりは、思い切って鹿島で行う

ほうが、信越の長い将来のためにはいい。南陽

の従業員の方々のことを思えば、この決定は心

情的には忍びない点もあるのですが、今から10

年、 20年、 30年後に振り返ってみたら、やはり

移 してよかったということになるのではないで

しょうか」。

鹿島工場のK-II計画と並行して、鹿島塩ビ

モノマーの二塩化エチレン(EDC)分解工程

増設工事や、既存の鹿島第1工場の生産性向

上対策工事も同時期に実施された。

（注）特定産業構造改善臨時措置法による不況業種指定は1988
年3月に解除された。

南陽工場の生産終了

一方、 K-II計画によって生産を移管すること

になった南陽工場では、 1987年初めに従業員

に向けた説明が行われ、 1月に労使間の合意が

成立した。同工場の従業員は、基本的に生産移

管とともに鹿島工場に転勤してもらう計画で

あったが、その多くは地元採用で、実際にはそ

れぞれの事情を聞く必要があった。

従業員の大半は鹿島への転勤に同意したが、

さまざまな事情から現在の居住地から遠い鹿

島に赴任することができず、地元に残らざるを

えない従業員も、少数ではあるがいた。当社は、

生産が終了したあとの働く職場を確保するた

め、研究開発関係の仕事などを用意した。

このような労使間の話し合いにあたって、労

働組合も協力を惜しまなかった。かつて南陽工

場は、生産の開始にあたって、武生工場の従業

員が多く転勤してきたため、南陽工場の組合員

は信越化学労働組合武生支部に所属してい

た。そのため、組合の武生支部委員長は南陽

工場を訪れて従業員と話し合いを行い、勤務

先の移転にともなう従業員の不安や動揺を解

消することに一役買った。

また、 1987年10月には金川副社長も南陽工

場を訪れ、 K-II計画を直接説明するとともに、

従業員との質疑応答を行った。

こうしてK-II計画は軌道に乗ったが、南陽

工場も繁I亡で、 1987年6月まではフル生産だっ

た。その一方で、南陽工場では、生産終了のた

めの準備をしなければならなかった。塩ビの生

産に使っていた溶剤や薬品類の処理、設備の

洗浄など、関係者は速やかに作業を進めた。

1988年7月、南陽工場のすべてのラインで

生産を終了した。南陽工場では感謝奉告祭が

執り行われ、役員、従業員一同、 20年間の無事

故操業に感謝した。
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武生工場の生産体制増強

武生工場ではマグネット事業の好調な推移

を背景に、関連設備の増設を続けていた。これ

らは主にボイスコイルモータ(VCM)の受注能

力増を目指しており、大型VCMの生産を可能

にする磁場成型機の導入、マグネット製品の生

産工程の省力化を実現する新機種導入などを

柱としたものであった。

さらに1988年に入ると、いっそうのマグネッ

ト事業の成長に向けて、武生工場の生産体制

の再構築を図った。当社は武生市の池ノ上エ
いけのかみ

業団地に用地を取得し、池ノ上分工場の建設

を決定。 1988年9月に小坂社長と武生市長は、

立地協定の調印を行った。

池ノ上分工場には、これまで武生工場で行っ

ていたマグネットの基本工程、加工工程、およ

びVCMなど磁気回路製品への組立工程のう

ち、最終の組立工程を移管して、主にVCMの

生産拡充と品質向上を目指した。

1988年10月には敷地面積4万7000州の新

工場の第1期工事に着工し、 1989年4月に完

成。組立工程を完全に独立させたことで粉塵

対策が万全となり、高性能のクリーンルームで

高品質のVCMの生産を開始した。

鹿島工場・波崎分室の建設

このような既存製品の生産能力の拡充に加

え、新規事業の展開に向けた生産体制の構築

も進めた。その一つが、高分子機能性材料研



究所で開発に取り組んできた塩ビ収縮フィル

ム、フレキシブル銅張積層板などの事業化に向

けた波崎分室の設置である。

1987年3月、鹿島工場の南約8kmにある茨
はざき

城県の波崎第2工業団地（茨城県鹿島郡波崎
かみす

町、現・神栖市）に2万6800州の用地を取得し、

ここに工場および研究施設を建設することとし

た。その第1期工事として、 1987年12月に塩ビ

収縮フィルム生産設備と高分子機能性材料研

究所の研究設備の建設に着工し、 1988年12月

に完成した。

また、高分子機能性材料研究所で開発した

フレキシブル銅張積層板も、すでに販売実績を

上げており、その後もさらに拡大が見込まれた

ことから、本プラントでの生産が検討されてい

た。このような動向を背景に、 1988年には、さ

らに波崎分室の西側隣接地3505州を購入し、

将来の展開に備えた。

企業開発部を新設

1988年9月、既存事業の強化と新規事業の

積極的な展開に向けて、「企業開発部」を新設

した。同部の役割は、当社の事業展開上必要な

企業買収・合併(M&A)、事業提携（資本提携、

業務提携、技術提携など）、および、それにとも

なう投資に関する調査、検討、計画立案であっ

た。企業開発部長には太田四郎取締役国際事

業本部副本部長、担当役員には、海外事業を

通じてそれらの業務に精通している金川副社

長が就任した。

同部では基本方針として、①案件の選定に

あたっては当社がこれまで取り組んできた事業

や研究テーマと直接、間接に関係がある業種に

紋り、②好況期に過大な投資を行って不況期

に負担とならないようにタイミングを図り、③株

主への責任の重大性を十分認識し、不成功に

終われば致命的な影響が及ぶような案件を避

けるとともに、 M&Aにともなうリスクや当社の

財務状況を踏まえた投資限度額を必ず設ける、

という3点を掲げた。

シンテックの経営の成功もあって、当時、シ

ンテックや当社には米国企業などから多くの買

収案件の引き合いが寄せられていた。

シンテックでは1984年からベンチャーキャピ

タルやベンチャー企業への投資を行っていた

が、 1988年4月にはベンチャー企業への投資

専門会社「K-Sun社」を設立し、最初の投資

先として、エキシマレーザー発生装置の開発に

成功したサイマーレーザーテクノロジーズ社に

投資を行った。

こうした流れのなかで、法務、財務、技術な

どの高度な専門知識やノウハウが求められる

M&Aを積極的に進めていくために、各分野の

専門家やグループ各社との連携を図る窓口と

して企業開発部が発足した。

1989年9月、当社はヒュルスアメリカ社の電

子材料部門を買収し、米国に新会杜「マイクロ

サイ社（現・シンエツマイクロサイ社）」を設立

した。それまでこの事業部門は、工場をペンシ

ルバニア州ブリストルに、研究開発・テクニカ

ルサービスセンターをアリゾナ州フェニックス

に有していたが、買収後は全拠点をフェニック
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スに移転統合するとともに、当杜の各研究所と

の相互協力を進めた。

研究開発体制の整備と強化

当社は1985年5月に、小坂社長を委員長とす

る「PF委員会（フッ素ポリマー開発委員会）」

を設置して、フッ素系樹脂「Kポリマー」の研

究開発に取り組んでいた。 Kポリマーは強度お

よび化学的安定性に優れ、開発に成功すれば

将来大きな市場に成長することが見込まれる

素材であった。そこで、 PF委員会の検討結果

を踏まえ、高分子機能性材料研究所とシリコー

ン電子材料技術研究所で担当分野を定め、両

者が連携しながら開発を進めたのが1980年代

後半のことである。

高分子機能性材料研究所では高圧重合を用

いる分野を担当し、塩ビで培ってきた技術を生

かして、底圧重合技術の確立、市場開拓のた

めの試作品製造、市場動向や需要動向の収集

を行った。また、シリコーン電子材料技術研究

所では、低圧反応を用いる分野を担当し、シリ

コーンの技術を生かしてKポリマーとシリコー

ンのハイブリッド化の研究に取り組み、 Kポリ

マーのゴム、液状物、樹脂、そして製品加工の

開発を進めた。

このほかにも、各研究所で設備増強を行い、

研究開発の強化を図った。

磁性材料研究所では1988年8月に新研究棟

を完成させ、それまで武生工場内の7カ所に分

散していた研究施設を統合。クリーンルームな



どの設備を導入し、レア・アース、レア・アース

マグネット、ファインセラミックスなどの研究開

発に力を入れた。

高分子機能性材料研究所では、先に触れた

波崎分室を新設して研究開発機能を拡充する

とともに、 1988年7月には塩ビ重合パイロット

プラントの増強工事を完了させ、塩ビ生産技術

の革新に取り組んだ。

1988年4月にはシリコーン電子材料技術研

究所から精密機能材料研究所が独立した。こ

こでは、光ファイバー用プリフォームなど光通

信材料、リチウムタンタレートなど酸化物単結

晶、薄膜技術を応用した機能材料、窒化物セラ

ミックスなどの開発を進めた。

1989年7月には、高分子機能性材料研究所

から塩ビ技術研究所が独立。塩ビ重合研究、プ

ロセス研究、ノンスケール剤研究などを担当し、

塩ビ生産技術のさらなる向上に力を注いだ。

こうして1980年代の末には、塩ビ技術研究

所、高分子機能性材料研究所、シリコーン電子

材料技術研究所、合成技術研究所、磁性材料

研究所、精密機能材料研究所という 6研究所

体制が築かれた。

これに加え、 1989年7月には神奈川県川崎

市の「かながわサイエンスパーク」内に、当社

で初めての基礎研究所となる「コーポレートリ

サーチセンター」を設置した。同センターでは、

新規事業の核となる基礎研究とともに、既存事

業の技術向上のための基礎研究も集約して行

い、探索基礎研究（新技術の発掘）を含めた目

的基礎研究（応用開発のための研究）をベース

に、光エレクトロニクス材料、ケイ素化学、新

機能性物質、セラミックスの基礎研究、コン

ピュータサイエンスなどに取り組んだ。

生産現場の自動化、省力化

1980年代後半は、生産技術の向上に力を注

いだ時期でもあった。当社初の技術系出身の

社長であった小坂杜長は、 1986年度経営目標

に「（昭和）61年度を自動化元年とし、グループ

全体として自動化、省力化を着実に進める」こ

とを掲げ、粘り強く取り組むことで「圧倒的に

優位なコスト」を実現して需要家の要求に応

え、厳しい国際競争を勝ち抜くことを目指した。

また、 TQC活動にも積極的に取り組み、 T

QC杜長診断を1987年12月の直江津工場の医

薬用セルロース製造部門を皮切りに、 1988年

は磯部工場、 1989年は武生工場で実施した。

これに応えて各工場とも、生産効率の向上、

設備や品質のトラブル防止、生産品目に応じた

自動化、省力化などを積極的に行った。なかで

も直江津工場は、医薬や電子材料関係の製品

が増え、品質要求が急速に厳しくなったため、

新しい品質保証棟の建設に着手し、 1987年5

月に完成した。

武生工場のマグネット関連部門は、「寸法精

度」など多くの品質項目が求められるなかで需

要が急増したため、在庫や納期管理の精度を

より高める必要があり、自動化や効率化が求め

られた。このため1989年11月から2年間にわた

り、外部コンサルタントによる改善研修を実施

するなどの取り組みを進めた。
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過去最高の業績ヘ

製造や研究部門の一連の取り組みと、次節

以降で取り上げる各事業部門の営業努力、そ

して経済環境の好転もあって1987年以降、当

社グループの業績は）II頁調に推移した。

1987年6月から始まった第111期(1987年6

月1日~1988年3月31日）は、決算期をそれま

での5月31日から3月31日に変更したため、 10

カ月間決算となったにもかかわらず、連結経常

利益278億円、連結当期純利益148億円となり、

前年度の数字を上回った。

翌112期(1989年3月期）には、さらに国内の

設備投資、個人消費が拡大し、それら内需の

好調を背景に業績は順調に推移、連結売上高

4034億円、連結経常利益488億円、連結当期

純利益278億円と過去最尚を記録した。単独

ベースでも、売上高2472億円、経常利益225億

円、当期純利益109億円となり、こちらも過去

最高の業績となった。





が べ. 冷炉 ... 
＆ 

K-11プラントが完成した鹿島工場
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m塩ビ事業の
国内再編・海外増強

国際競争力のある塩ビ事業の育成

1987 (昭和62)年、塩ビ事業はすでに1980年

代初頭の危機的な状況を脱し、当社の収益を支

える重要な事業となっていた。これは、 1980年

代以降、大きな改革を進めた成果であった。

その推進役となったのが、 1982年7月に塩

ビ事業本部長に就任した金川専務であった。

金川専務は当時、海外事業本部長であり、シン

テック社長も兼務していた。この人事を主導し

た小田切新太郎社長は、のちにこう語っている。

「（オイルショック以降の）世界的不況のなか

で、塩ビは世界各国どこも赤字でしたが、その

なかで唯一、シンテックだけは黒字経営を維持

していました。シンテックには、かつてダウケミ

カルの社長、会長を経験されたブランチさんを

役員に迎えていますが、この方が金川社長のシ

ンテックの経営を“まさに世界の奇跡,,であると

激賞されていました。こうして金川さんに、世

界の不況を克服してきた経験を塩ビ事業の再

建に生かしてもらおうと、（昭和）57年から塩ビ

事業本部の担当をお願いすることにしたので

す」（『信越化学鹿島グループ20年の歩み』）。

円高不況を脱したわが国は、 1987年央には

好況期を迎えた。経済環境の好転にも後押し

され、国内の塩ビ生産・出荷量は順調に伸び、

1987年度は過去最高を記録した。このため通



産省は、 1988年3月、塩ビの産構法による不況

業種指定を解除した。

前節でも触れたが、塩ビはすでに成熟産業

であるとして、その将来性に疑問を抱く向きも

少なくなかった。しかし、そのなかでも金川副

社長は、 1988年当時、日本の塩ビ需要は過去

10年間平均で伸び率5.9%に達していることな

どから、住宅資材などの用途を中心に、需要は

安定的に増大すると見ていた。

そして、塩ビのように国際的な景気動向に影

響を受けやすい国際市況製品が成長していく

ためには、「①安定的に競争力のある原料を入

手すること、②最高のプロセス技術を改良、開

発すること、③製遥コストを世界的にもっとも

競争力あるものにすること、④品質の安定化と

絶えざる改良を行うこと、⑤最強の販売力を保

持すること、⑥物流コストを最小限にすること」

（『信越化学鹿島グループ20年の歩み』）などが

重要として、それらの実現に取り組んだ。なか

でも生産の効率化・合理化は緊急の課題であ

り、 K-II計画はその大きな柱であった。

鹿島工場「K-11プラント」建設

K-II計画によって、それまで南陽工場で行っ

ていた特殊塩ビなどの生産機能を移すことに

なったK-IIプラント（鹿島第2工場）は、急ピッ

チで建設が進められ、 1988年9月に竣工式を

迎えた。

1987年9月の起工当時はまだ、塩ビ事業が

産構法による制約下にあったため、 K-IIプラン

トのメインとなる重合設備の容量は南陽工場と

同一とされた。それでも、重合設備の設計、建

設については、当社が培った塩ビ生産技術を

十分に取り入れるべく、鹿島、南陽両工場のみ

ならず、高分子機能性材料研究所、国際事業

本部、信越エンジニアリングなどが参画し、最

新のコンピュータ制御技術などを随所に取り入

れた。その結果、 K-IIプラントは高度に自動化

された最新鋭の設備となった。

K-IIプラントでは、従来南陽工場で手がけ

てきたコポリマー、高重合度ポリマー、 GR(つ

や消し）レジンなどの特殊塩ビを中心に生産し、

操業には南陽工場から鹿島に転じた従業員が

中心となってあたった。

鹿島工場に塩ビ生産を集約するというK-II 

計画によって、原料ソースの多様化、最新技術

の導入による設備の改善・合理化、鹿島第1エ
場との一元運営による間接コストの低減、研究

所および営業部門と製造部門の連携強化が実

現した。こうして鹿島工場は、汎用品から特殊

品までを生産する塩ビ総合工場となった。

国内塩ビメーカーのトップへ

鹿島工場の塩ビ生産量が増大するなかで、原

料となる塩ビモノマーの需要も急速に拡大し、

鹿島塩ビモノマーの生産体制はすでに設備能

力いっばいとなっていた。このため1987年2月、

鹿島塩ビモノマーは、塩ビの鹿島集約にともな

い、従前規模では能力の不足が見込まれる分

解工程の増設を決定した。
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ノンスケール剤の使用例（右）
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分解工程は、二塩化エチレン分解炉、分解

ガスの冷却設備、そして分離設備からなる大

規模なもので、ここでも最新の技術とそれまで

培った設備管理のノウハウを盛り込んだ。

増設工事は1987年12月に基礎工事を開始し

た。鹿島の地ではK-IIプラントと並行して2つ

の大型工事が進むことになったが、そのような

光景は、数年前の塩ビ不況期には思いもよらな

いものであった。 1988年7月には分解工程増

設工事が完了し、塩ビモノマーの生産能力は

大幅に増大した。

生産体制の拡充には高水準の塩ビ生産技術

が活用された。塩ビはともすれば新たな研究開

発の余地がないと思われがちであったが、当社

は重合技術やプロセス改良など、塩ビ生産技

術の研究開発を重視していた。

たとえば、当社が世界に先駆けて開発したノ

ンスケール技術についても、新たなノンスケー

ル剤の開発に成功している。このノンスケール

剤は塩ビの重合工程を改良するもので、重合

時の反応熱の除去能力を高めて重合サイクル

を短縮して、生産性の向上を可能にした。また、

従来のノンスケール剤よりも多種の重合触媒

や重合添加剤に適用できるため、塩ビの品質

改良が容易となった。

当社では塩ビ不況期にも、研究開発部門が

さまざまな取り組みを続けていた。こうした研

究開発の努力は、 K-II計画でも大きな実を結

び、鹿島第2工場完成後も、さらなる技術革新

に向けた積極的な研究開発が続けられた。

営業、製造、研究が一体となった塩ビ事業の

体質改善、そして拡大成長への取り組みは、着



実に成果を上げた。 1987年から1989年にかけ

て、国内の塩ビ生産は3年連続で最高記録を

更新したが、そのなかで当社はシェアを大幅に

拡大した。

1990年6月14日の日本経済新聞は、同紙に

よる「1989年の主要商品・サービス100品目シ

ェア調査」の結果を発表した。その塩ビ部門で

は当社がシェア16.7%を確保し、三菱化成ビ

ニル（現・ヴイテック）に代わって国内トップに

立ったことが報じられた。

シンテックの第4次、第5次増設

海外の塩ビ事業では、シンテックが引き続き

好調に業績を伸ばしていた。1986年7月から12

月までの1987年6月期上期決算は過去最高の

業績となり（シンテックの決算月は1986年度ま

で6月で、 1987年度よりこれを12月に移行し

た）、 1986年12月には、シンテックの経営多角

化の一環として設立したK-Binが、同社テキ

サス）・1-1フリーポート工場の敷地内で塩ビコンパ

ウンドの生産を開始していた。

1987年1月から6月にかけてもシンテックの

業績は好調で、 1987年6月期は生産量、販売

量売上高、税引前利益、純利益のいずれもが

過去最高を記録した。また財務内容も極めて

優れ、自己資本比率は、初めて60%を超えた前

期を3.8ポイント上回る65.8%となり、長期負債

を完済、流動比率は280%に達した。

この背景にはシンテックの経営努力に加え、

それまで変動が激しかった米国の塩ビ市況が

1986年から需給バランスの均衡により安定す

るようになり、 1987年には高値で推移したとい

う外部環境もあった。シンテックでは、この成

果に甘んじることなく、一段とシェア拡大を図

るため、第4次増設計画を決定した。

同社はすでに、 1978年、 1981年、 1984年と

3次にわたって増設を行っており、単ープラン

トとしては世界最大の年産45万tの生産能力

を有していた。シンテックが当社の全額出資子

会社となった1976年時点の実績と比較すると、

1987年1年間の生産量、販売量は約8倍の規

模に成長していた。

これをさらに引き上げるため、第4次増設計

画では、生産能力を1988年10月までに12万t

増設し、完成後、引き続き1990年までに既存設

備の補強により12万tの能力増強を行い、1990

年には従来の55%増の年産70万tに拡大する

構想が立てられた。

1987年秋から進められた第4次増設工事は、

1988年7月にフリーポート第2工場の増設が

完了、 8月から本格操業に入り、この時点で生

産能力は年産約60万tとなった。

この工事は、大型重合器が搬入されてから、

わずか90日で工場が稼働するという極めて急

ピッチなものであった。 10月には、予定を早め

て進められた補強工事も完了し、生産能力は年

産68万tに拡大、早くも50%の生産能力増強

が実現した。

第4次増設工事完成から間もない1988年11

月には、米国の塩ビ需要の長期安定拡大基調

に対応するために、 1990年完成を目標にフリー

ポート第3工場を建設し、シンテックの生産能
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力を年産90万tとする大規模な第5次増設計

画を決定した。

直ちに第3工場の設計や機器発注などに着

手するとともに、完成後の経営について準備を

進めた。その方針は、米国だけでなく全世界に

及ぶシンテックの既存の需要家との信頼関係

をより良好かつ緊密にすることと、欧州の優良

需要家への積極的な拡販を推進するというも

のであった。

第5次増設工事は予定どおり1990年12月に

完成。この結果、シンテックの米国での生産能

カシェアは19.3%で第1位となった。前年10月

に操業15周年を迎えたシンテックは、こうして

米国最大の塩ビメーカーとなった。

この間シンテックは、生産拡大だけでなく販

売の拡大にも大きな力を注ぎ、生産量の全量販

売、在庫ゼロという実績を積み重ねた。第4次、

第5次増設工事を進める間も、増設工事の完成

と同時に、その全生産量を売り切るべく販売の

拡大に努め、 1988年、 1989年と連続して過去

最高の生産量、販売量を更新した。

ダウケミカルの 「最大の需要家」
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ダウケミカルから贈られた 「友好の額」

増設工事を進める一方で、シンテックは将来

の生産拡大に向けた布石も周到に打っていた。

用地の獲得である。 1987年にフリーポート工場

に隣接する土地約32万mをダウケミカルから

購入したあともフリーポート工場隣接地の購入

を続け、 1990年初めにはシンテックの工場所

有地は96万rri以上となったが、引き続き土地
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の購入交渉を進めていた。

シンテックのフリーポート工場は、ニカラグ

アのポリカサに塩ビモノマーを供給していたダ

ウケミカルの強い勧めもあって、ダウケミカル

のオイスタークリーク工場群に隣接して建設さ

れ、同社の塩ビモノマー生産ラインから直接パ

イプラインで原料の供給を受けられるように

なっていた。1974年10月のシンテック操業開始

後も、両社は友好関係を深めており、フリーポー

ト工場の拡張用地取得は、そのような両社の親

密な関係に基づくものであった。

順調に生産・販売の拡大を続けたシンテック

は、 1989年の1年間に、ダウケミカルから10億

ポンド（約45万t)を超える塩ビモノマーを購入

するまでになった。単一会社が年間で10億ポン

ドを超える量を購入したという例は、ダウケミ

カルの全化学製品のなかでも過去になかった。

ダウケミカルは、空前の記録を達成したとし

てシンテックに感謝の意を表し、 1990年4月に

は同社のポポフ社長(FrankPeter Popoff)主催

の感謝パーティーを開催、シンテックの金川社

長、ブランチ取締役ほか幹部を招待するという

出来事もあった。

ポポフ社長は、 1990年度の米国化学工業界

年間最優秀経営者賞を受賞し、当時、米国の

代表的な経営者の一人に数えられていた。そ

のポポフ社長から心づくしのもてなしを受け、

和文と英文で記された両社の「友好の額」を贈

られたことは、シンテック15年間の成長の証を

示すもので、関係者一同にとって感慨深いもの

であっただけでなく、当社グループに対する社

会的評価を大きく高めることとなった。

枇界のトップブランド 「信越塩ビ」

そのほかの塩ビ海外事業も活発な動きを見

せていた。

中国・山東省では、 1988年6月に山東斉魯コ

ンビナートの塩ビ工場が完成し、本格操業を始

めた。中国におけるプロジェクトは、 1978年12

月に当社と中国による塩ビ製造技術・プラント

輸出契約が締結されたあと、 10年にわたる曲折

を経て完成したものであった。

同プラントを運営する斉魯石油化学公司は、

当時中国で最大の石油精製工場を持ち、 1987

年からポリエチレン、芳香族化合物、合成ゴム、

メタノールなどの生産を行っていた。これに加

えて、当社が手がけた塩ビ工場を含む塩素系

化学製品のコンビナートを所有しており、年産

20万tの生産能力を持つ塩ビ工場も中国最大

であった。

当社は、契約に基づいて、工場の建設から稼

働開始までを手がけるとともに、稼働に先立つ

1987年には、同工場の操業の中心となる14名

の研修生を受け入れ、 8月から10月までの3カ

月にわたり、鹿島工場を中心に塩ビプラントに

関する技術実習を行った。

技術・プラント輸出では、このほかにも、 1989

年4月にオランダのシェルネーデルランド社と

年産23.5万tの塩ビ製造技術・プラント輸出契

約を交わした。

塩ビ生産プロセスにおける「信越」ブランド

への信頼は極めて高いものがあり、公称生産能

カで見ると、全世界のおよそ15%を「信越塩ビ

プロセス」を用いた工場が占めていた。
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鹿島工場で実習を受ける中国の研修生
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こうした塩ビ事業の海外進出で、その先駆

けともなったポルトガルのシレスは、 1990年の

創業30年および1993年のEC(欧州共同体）市

場統合を控えた1989年12月に、生産能力を

年産8万5000tとする第1次増設工事を完成さ

せた。さらに1990年には、 2年後に年産12万t

への増設を目指す第2次増強計画もスタートさ

せ、原料輸送コストの削減、安全性強化に向け

たパイプラインの建設、事業構造の改善による

体質強化などを進めた。

1990年代を迎えた時点で、国内の鹿島工場、

海外のシンテック、シレスを合わせた当社グ

ループの塩ビ事業は、世界最大の規模に達し

ようとしており、「信越塩ビ」は世界のトップブ

ランドとなった。





磯部工場のメチルシラン合成設備「MR-10」

104 

IIDシリコーン事業、
国内外へ拡充

磯部I場の増強

シリコーン事業は1980年代初めにはすでに

国内トップとしての地位を確立し、当社の重要

な収益源となっていた。

ただし、原料となるシリコーンモノマーは、

既存の設備でフル生産しても自社で賄いきれ

なくなっていたうえ、シリコーンの事業環境も、

円高による市場構造の変化、海外メーカーの日

本市場進出などで、先行きは楽観を許さないも

のがあった。

成長の確保には、国内生産体制の再編成が

最重要課題となり、当社はメチルシランを中心

とした磯部工場の増強、シリコーンモノマー第

2プラント計画、 CFシランの直江津工場への

移管、高付加価値製品の開発、海外展開、そし

て松井田地区への進出計画など、将来の事業

の行方を左右する大きな意思決定を次々と迫

られていた。

とりわけ急務となっていた磯部工場の増強

計画の中心は、メチルシラン合成設備 「MR-

10」の新設であった。 MR-10は、 MR-6を撤

去した跡地に新設され、 1988(昭和63)年8月

に完成した。

この最新鋭の設備は、装置が大型化された

だけでなく、安全性を徹底すべく全面的にコン

ピュータ制御を取り入れ、自動化率を大幅に向



上させた画期的なものであった。

増設工事により、磯部工場のシリコーンモノ

マー生産能力は月産6000tとなり、従来の1.3

倍に高まった。また、同時期にはメチルシラン蒸

留工程の増設、コージェネレーション設備の新

設、変電所の移転更新工事なども実施された。

これら一連の増強工事によって、磯部工場

の生産能力は急速に拡大したが、『磯部工場グ

ループ50年史1938~1988』には、「大げさにい

うなら工場内の景観が一変するほどの新設工

事が目白押し」と当時の工事の様子が描かれ

ている。また、シリコーンの増産に向けた取り

組みについても、同『50年史』には「大型設備

をいくら建ててもきりがないほどの需要がシリ

コーンにあるいま、長期展望に立ち、攻守両面

を兼ね備えた強力な企業基盤を確立すべき」と

きであると記され、活気あふれる磯部工場の雰

囲気を伝えている。

磯部工場の分工場である郷原分工場でも増

設工事が行われた。

1983年7月に完成した郷原分工場は、大型

連続生産設備と最新鋭の自動充填・包装設備

を備えた、シリコーン一液型RTV(室温硬化）

ゴム工場(B-I工場）であった。その後1985年

7月にはシリコーンニ液型RTVゴム工場(B-

II工場）を加え、同分工場はシリコーンRTVゴ

ム専用工場としての地歩を固めた。

1980年代末には一成分形シーラント（シーリ

ング材）とLIMSほ）材料が著しく伸び、シリ

コーン一液型RTVゴムの増産が不可欠となっ

た。そのため、郷原分工場ではB-I工場の増

築工事に着工、 1991年12月に完成した。

（注）LIMS = Liquid Injection Molding System (液状シリコーンコ
ム射出成形システム）：液状のシリ コーンゴムを精密•安定的に

射出する成形機ヘポンプで移送し、金型内で硬化させることで

成形するシステム。混合から成形までを自動化でき、工程を簡略・

短縮化しながら高品質な製品を成形することができる。

シリコーンモノマー第2プラント

磯部工場の増強が進むなか、シリコーンモノ

マーの供給拡大に向けた第2プラント計画も、

具体的に動き出した。

地理的なメリットが大きく、水資源の懸案も

解決した松井田工業団地を1987年3月に当社

が一括取得したのは、本章第I節で述べたとお

りである。用地は中央を通る道路によって東地

区、西地区に分かれており、東地区はシリコーン

モノマー、各種シリコーン製品などの既存製品

と、ユーティリティ設備の展開を予定していた。

また西地区は、シリコーン電子材料技術研究所

や開発中の製品、および将来の新規事業のため

の用地として確保することが計画された。

1987月7月、まず西地区で、シリコーン電子

材料技術研究所のパイロットプラントの建設

が始まった。西地区には、その後、光ファイバー

用プリフォーム工場やセラミックス工場などが

相次いで建設された。

東地区では、 1988年12月に松井田地区で初

の本格的なシリコーン工場となる「P-I工場」

に着工した。P-I工場はシーラントの主原料と

なるシリコーンオイル生産を中心とするもので、

1989年9月に竣工した。

続いて、シリコーン生ゴムとシリコーン熱加

硫（熱硬化）ゴム（硬ゴム）の一貫生産工場(P-
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シリコーンRTVゴムの使用例
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II工場）が1990年8月に完成し、試運転を開始

した。 P-II工場はP-I工場で生産した環状シ

ロキサンを原料に、シリコーン生ゴム、シリコー

ン熱加硫ゴムを一貫生産するシリコーンゴムの

最新鋭工場であった。工場の完成によって、シ

リコーン熱加硫ゴムの生産能力は従来の1.6倍

に増強された。

最重要課題であったシリコーンモノマー第2

プラントについては、 1989年8月に「シリコー

ン第2プラント推進委員会」(「Mプロジェクト

委員会」）が発足し、宮坂勝郎専務取締役シリ

コーン事業本部長を委員長、日浦致取締役磯

部工場長を副委員長として、自社技術による第

2プラント建設案の検討に入った。

Mプロジェクトは1年間にわたり検討を重ね、

シリコーンモノマー第2プラント新設の具体的

計画を策定した。投資額は総額約200億円、生

産能力は磯部工場のシリコーンモノマープラン

トのおよそ7割とされ、第1期工事として1992

年度上期に完成させることとなった。

1990年8月には日浦工場長を本部長とする

「M建設本部」が設置され、 1991年2月に着工

した。

工事は予定どおり進捗し、 1992年3月、シロ

キサン換算で年産2万2000tの最新鋭の設備

が新たに加わり、磯部工場の年産3万3000tと

合わせて、生産能力は年産5万5000tとなった。

Mプラントの稼働後については、次章で述べる。



「三位一体」でマーケットを開拓

多彩な機能を付加して、多様な要求に応え

ることのできるシリコーンは「産業の調味料」と

呼ばれ、すでに幅広い分野に用途を広げてい

た。とりわけ1980年代以降、エレクトロニクス

技術が長足の進歩を遂げるなかで、シリコーン

の活躍の場は急速に拡大した。

かねてよりシリコーンの大きな需要家であっ

た家電や自動車産業は、 1988年以降の景気拡

大で成長の一途をたどった。しかし、既存製品

のなかには価格競争の時代を迎えたものもあ

り、シリコーン事業における利益拡大には、付

加価値の高い新製品の開発と、生産規模の拡

大や生産技術の改良などによるコストダウンが

不可欠になっていた。

当社では、磯部工場における生産体制の拡

充を進め、製法の改良、新規設備の導入、自動

化・省力化による生産性の向上を図るとともに、

収率の向上や操業技術の改善による原単位の

向上に積極的に取り組んだ。

また、需要家の要望をいち早く取り入れた高

付加価値製品の開発に取り組んでおり、当社の

シリコーンの品種数は1970年代後半に1000種

を超えたあと、 1990年頃には約3500種となっ

た。

内需拡大が進行した1980年代終盤にかけ、

シリコーンはシーラント、自動車用ガスケットな

どの産業用から、化粧品、ヘアケア用品などの

民生用まで、一段と幅広い市場が開かれた。こ

うした動向に積極的に応え、営業、製造、研究

の3部門が一体となって新規用途、新規需要の

拡大に取り組み、活発な研究開発のなかから

多くの画期的な技術が生まれた。

また、 1973年3月にシリコーン事業本部が発

足して以来、その基本的な組織体制はほとん

ど変わっていなかったが、 1989年4月、大幅な

改正を行い、国内営業、海外営業、管理の3部

門に再編成し、責任体制の明確化、組織の活

性化、将来構想の充実を図った。

「台湾信越シリコーン」の設立

1980年代後半、シリコーン事業において重

要な課題の一つとなっていたのが海外展開で

あった。当社は、すでに国内でトップシェアを

確保し、台湾、韓国においても最大手として優

位を占めていた。

その一方で、欧州、米国市場においては、現

地の有カメーカーに比肩しているとは言い難い

状況にあった。こうした海外におけるシリコー

ン事業の実情を踏まえ、台湾、韓国では、国内

同様に圧倒的な優位性を維持すること、欧米

市場では競争力を高めることが当面の課題で

あった。

当時、台湾のシリコーン市場は、円高基調の

定着にともない日系メーカーの進出が急増し、

当社の台湾向け輸出も激増した。台湾が新興

工業地域として急成長を遂げつつあった頃で、

台湾市場をめぐる欧米シリコーンメーカーとの

競争も次第に激化していた。

そこで、台湾でのシリコーンの地歩を確たる

ものにしていくために、 1987年に合弁会社「崇
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信シリコーン股扮有限公司」を設立した。出資

会社と比率は当社20%、信建産業40%、崇越

貿易40%であった。崇越貿易は1982年に設立

された現地商社で、当社が9%の資本参加を

しており、シリコーンを中心に当社製品を台湾

で販売していた。

崇信シリコーンは、台北郊外の新竹拡大工

業区に工場を設置し、シーラントの充填とシリ

コーンエマルジョンの生産から出発した。工場

は、すでに台湾で事業を展開していた信越石

英と崇越貿易との合弁会社、崇越石英股扮有

限公司（現・崇越石英製造廠股1分有限公司）に

隣接して建設された。

その後、崇信シリコーンは第2期計画として、

当時、急速に販売量が伸びていたシリコーン熱

加硫ゴムの現地生産を開始すべく、 1988年4月

に当社全額引き受けによる増資を実施した。こ

れにより当社の出資比率は86.6%に高まった。

崇信シリコーンは、 1988年9月10日に社名を

「台湾信越シリコーン」と改め、さらに最新鋭の

シリコーン熱加硫ゴム大型生産設備を完成さ

せて新たなスタートを切った。

韓国では、 1986年8月に当社と三星物産の

折半出資によって設立された韓国信越シリ

コーンが、翌1987年4月にソウル市内で九老エ

場の操業を開始させた。

韓国信越シリコーンはシリコーン熱加硫ゴ

ム、シリコーンRTVゴム、シリコーンエマル

ジョンなどの生産を手がけたが、韓国経済の発

展にともなう自動車や電気・電子産業の急成長

を受け、韓国のシリコーン市場が拡大を続けた

ため、工場はフル生産となった。



米国、欧州での拠点づくり

世界最大のシリコーン市場である米国にお

いて、当社は1982年10月、ロサンゼルス駐在員

事務所を開設した。さらに1985年12月には現

地販売会社、シンエッシリコーンズオブアメリ

力を設立し、米国での事業を強化してきた。

その結果、販売実績も順次上昇したことか

ら、営業と一体となって技術サービスや顧客対

応を迅速、的確に行う目的で、 1987年3月、当

社の全額出資子会社「シンエッテクニカルサー

ビス社」を設立した。

同社は、販売会杜であるシンエッシリコーン

ズオブアメリカとは別会社とし、実質的にはシ

リコーン電子材料技術研究所のロサンゼルス

分室として運営し、同研究所から技術者を派

遣した。

同社の建屋はロサンゼルス郊外のトーラン

ス市のトーランス工業団地内に建設し、顧客

サービスに必要なLIMS用成形機器をはじ

め、最新鋭の実験研究設備を設置した。同じく

米国西海岸でシリコーン事業に取り組んでい

たロサンゼルス駐在員事務所とシンエッシリ

コーンズオブアメリカも同所に移転し、 3拠点

が常に情報交流を行い、営業と研究開発が一

体となって米国市場開拓に臨んだ。

1988年12月には、この合同新社屋のオープ

ニングセレモニーを開催した。トーランス市長

のほか、米国の顧客や代理店の代表を招き、当

社の優れた技術力に裏打ちされたシリコーン

製品と充実したサポート体制を印象づけるとと

もに、地域社会との交流も図った。

一方、米国と並ぶ大きな海外市場である欧

州においても、市場開拓に向けた取り組みが始

まっていた。

当時の欧州は1993年に控えたEC市場統合

に向けて域内経済も活性化していた。また、ハ

イテク産業の急成長で、シーメンス、フィリップ

ス、オリベッティなどの在欧の有力企業に加え、

世界の有力企業が欧州市場の開拓に向けて相

次いで進出した。

このような環境下、当社は1988年1月に、ま

ずオランダにアムステルダム駐在員事務所を開

設、欧州市場の情報収集、販売活動などを進め

た。続いて、 1989年11月には、オランダに「シ

ンエッシリコーンズヨーロッパ杜」を設立した。

同社は販売会社として発足したが、欧州に進

出している日系の自動車、電機、事務機器メー

カーなどからのシリコーンRTVゴムの需要が

急増した。そこで、約2万5000州の用地をア

ルメーレ市に確保して工場を建設し、 1990年

10月に完成した。
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団半導体グループ、

収益力改善へ努力

半導体不況と収益力回復の取り組み

1980年代前半まで好況であった半導体関連

事業は、 1985(昭和60)年に入るとシリコンサイ

クルと円高不況に見舞われた。さらに、翌1986

年も深刻な状態が続いた。信越半導体グルー

プは、米国のオーチャード工場(1984年2月稼

働）をはじめ、福島県の白河工場（同年12月稼
さいがた

働）、新潟県の犀潟工場（同年12月稼働）と、大

型投資を実施した直後であっただけに、厳しい

対応を迫られた。

1986年10月、信越半導体グループの問題を

検討する会議の席上、小坂社長は、深刻な半

導体不況が当社グループ全体にとってもっと

も重要な問題であるとの認識を示した。そして、

「信越半導体グループは、 1986年度は経常利

益を前年度比35億円改善、 1987年度は経常利

益を同50億円改善する」という数値目標を提

示して、その早急な実現を指示した。

これを受け信越半導体グループは、酋業、製

造、研究が一体となって世界市場におけるシェ

アの確保を図るとともに、生産性や品質の向上

による競争力の強化に取り組んだ。

その一環として信越半導体は1986年11月に

組織改編を実施し、営業本部と技術本部を新

設、技術本部が営業本部を強力にサポートし、

顧客の要望に合う製品を迅速に供給する体制



を整えた。さらに同社は、各工場の位置づけや

役割分担の見直しと明確化を図った。

この結果、磯部工場は本社機能をあわせ持っ

た工場となり、半導体研究所という研究開発機

能を擁するとともに、エピタキシャルウエハー

(EPW)の生産基地として位置づけられた。

また、武生工場はCZ法単結晶の量産工場、

白河工場はCZ法単結晶からウエハーまでの

一貫生産工場であると同時に、加工研究機能

を擁する工場となった。

海外の工場については、 SEHマレーシアは

ポリッシュドウエハー(PW)の量産工場であり、

円高状況を有利に活用できる生産拠点である

こと、 SEHアメリカは海外市場向けの生産・

販売基地であるとともに、日本国内およびマレ

ーシア向けCZ法単結晶の供給基地、日本国内

向けのEPW供給基地であることを確認した。

犀潟工場と磯部工場で行っていたFZ法単

結晶の生産は、犀潟工場に集中した。

信越半導体グループは、 1987年5月期決算

で、小坂社長から示された利益改善目標を達

成した。引き続き1987年後半以降も回復基調

は維持され、 1988年5月期には改善目標をクリ

アするとともに、信越半導体グループ全社が黒

字に転換した。

高品質・大口径化への対応

半導体市場は1987年後半には需要回復の

兆しが見られた。 1988年は国内ではパソコン

の販売が好調で、 4M(メガビット）DRAMの

増産への期待ともあいまって活気を取り戻して

いった。しかし、 1980年代前半に多くの企業が

新規参入したこともあって、依然として激しい

競争の渦中にあった。

シリコンウエハーは大口径化が急速に進ん

でおり、主力は直径6インチから8インチヘと

移行しようとしていた。同時に半導体デバイス

の微細化が進むなか、単結品、ウエハーともに

高度な品質を要求された。

このため信越半導体グループは、ウエハーの

需要が伸び始めた台湾と、半導体デバイスメー

カーの成長著しい韓国というアジア市場への

対応を強化するとともに、研究と生産の両面か

ら大口径化、高品質化への対応を進めた。

また、長期的視点に立った技術開発を推進

し、独自の技術を躯使した高機能、高品質の製

品づくりを通じて、競争力の確保に力を注いだ。

なかでも倍越半導体磯部工場で生産してい

るEPWは、その将来性を予見した同社がいち

早く事業化し、 1967年3月には所掌のEP課も

設置された。 1987年になると、いっそうの能力

増強が必要になったが、すでに同工場には新

たな敷地がなく、このため老朽化しつつあった

磯部工場1号館（以下、旧1号館）を取り壊し、

その跡地に新たな生産工場（以下、新1号館）

を建設することとなった。

旧1号館は、 1960年、当社が半導体シリコン

生産工場として建設したもので、いわば半導体

事業発祥の地であった。そして、 1967年3月に

信越半導体が設立されると、旧1号館は同社に

引き継がれ、同社磯部工場の顔となった。

同工場では、 CZ法単結晶、 FZ法単結晶な
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どの基礎を確立し、 CZ法単結晶は武生工場、

白河工場、SEHアメリカに引き継がれた。

FZ法単結晶は、犀潟工場への生産集中が

決定したため、磯部工場での生産は1987年3

月に終了し、同年7月に解散式が行われた。

1988年1月に旧1号館が解体されると、引き

続き新1号館の建設が進められ、同年11月には

新1号館の落成式を迎えた。

新1号館は、高品質EPWの生産を目指して、

グレードの高い空調や超純水を供給できる最

新鋭のユーティリティ設備を備え、クリーンルー

ムの清浄度（注）も従来のクラス10000からクラス

1000に向上した。また、自動搬送システムや生

産設備の自動化や省力化も推進された。新エ

場（新1号館）は、 1988年12月に火入れ式が行

われ、本格稼働した。

新1号館では、埋込拡散工程で世界で初め

て6インチウエハーのアンチモン拡散に成功し

た。 1989年3月にはサンプル出荷を行い、拡散

ウエハーの分野でも大口径化を実現した技術

力を大いにアピールした。

一方、 1989年には、白河工場の敷地内でウエ

ハー加工を担当する半導体白河研究所の建設

を開始した。同年12月に建屋が完成したあと、

クリーンルームの設置や研究機器の据付けエ

事を行い、翌年6月には竣工式を迎えた。

当時、半導体デバイスの微細化が進むなか

で、単結晶だけでなく、ウエハーでも高クリー

ン度、無歪性、高寸法精度などの要求が高まっ

ていた。同研究所では、加工技術の高度化、加

工工程の自動化などの研究を進めた。

こうして信越半導体は磯部、白河の2研究所



体制となった。半導体磯部研究所はシリコンと

化合物半導体の結晶、 EP、結晶性評価を担当

し、半導体白河研究所は加工、表面特性評価

を担当するという形で分担し、需要家の要望に

効率的かつ迅速に対応する体制を整えた。

白河工場は、 1990年1月に、生産性を高めた

8インチ専用の大型引き上げ機を導入し、 8イ

ンチ時代の本格的な到来に備えた。

（注）清浄度：クリーンルームにどの程度の粉塵を許容するかの

指標。1立方フィート当たりの空気に粒径0.3μm(マイクロメー

トル）の粉塵が何個あるかを数字で表す。マイクロメートルは国

際単位系(SI)の長さの単位。 lμmは0.001mm、1000nm(ナ

ノメートル）となる。

米国の業績回復と欧州の生産増強

米国でも、シリコンサイクルによって半導体

市況には振幅の大きな波が襲った。 SEHアメ

リカは、こうした外部環境の変動に加え、オー

チャード工場建設に着手後、需要が急増した

ため、計画を変更して生産能力を2倍近くまで

拡大させた経緯があった。 SEHアメリカは収

益改善へ継続的な努力を重ね、市況も1987年

に入ると徐々に回復の兆しを見せ始めたもの

の、大型投資の影響は払拭されず、厳しい経

営状態を脱することはできなかった。

そのようななか、小坂社長は、当社グループ

にとってSEHアメリカの収益の早期改善と累

損一掃が最大の課題であるとして、引き続き経

営努力を求めた。これを受け、同社は品質の向

上、顧客との信頼関係の構築、生産性向上など

に努め、着実に収益力を改善し、 1988年3月期

決算で黒字に転換した。

一方、 SEHヨーロッパは、 1985年1月から

英国スコットランドのリビングストン市のリビン

グストン開発公社所有の工場建屋で、ディスク

リート用シリコンウエハーの生産を行っていた。

しかし、 1987年に入って欧州の半導体市場が

好転したこともあり、欧州での事業拡大を目指

して自社工場の建設を決定した。

その背景には、当時、スコットランド省がハ

イテク産業を熱心に誘致しており、米国西海岸

のシリコンバレーのような「シリコングレン」（「グ

レン」はスコットランド古語で「渓谷」の意）の

形成を推進していたことがある。リビングスト

ンは、そのシリコングレンヘのシリコンウエハー

供給に好適の地であった。

自社工場では、引き続きデイスクリート用シ

リコンウエハーの生産を進めるとともに、 IC用

への進出も視野に入れた計画がなされた。これ

を受け、欧州でのIC用PW拡販に向けて、P

Wの検査設備と洗浄工程が新設された。

こうしてリビングストン工場は約1年のエ期

で第1期工事を1988年11月に完成、 12月から

本格操業に入った。新工場への期待は高く、

1989年4月に開催された開所式は、スコットラ

ンド省や在英日本大使館からも来賓を迎え、盛

大なセレモニーとなった。

アジアではSEHマレーシアが健闘していた。

同社では日本、米国、欧朴lに比べ低コストでウ

工ハー加工が行えるため、自社では単結晶を生

産せずに、ウエハー加工のみを行って、世界各

地に輸出した。1990年には生産能力が月産100

万枚(4インチ換算）を超え、世界のシリコンウ

工ハーの10%を供給するまで拡大した。
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謹新規事業の成長

次代の柱となる事業を育成

1988 (昭和63)年9月、当社は「創立70周年

を目指した長期経営目標」を決定した。その内

容は第119期(1996年3月期）に、売上高5000

億円、売上高営業利益率10%以上、自己資本

比率50%以上（単独ベース）を達成し、かつ、

連続増収増益を維持するというものだった。

売上高5000億円のうち、4000億円は現有事

業によるものとされた。これを達成するために

は、すでに当社の柱であった塩ビ、シリコーン、

半導体、国際事業に加えて、次代の当社の一

角を担う新たな事業基盤の確立が不可欠で

あったが、有望な事業群が成長しつつあった。

これらは、いずれも当社が得意とする素材や

市場に関連したもので、これまで培ってきた技

術やノウハウで優位性を生かせる分野を追求

した成果であった。

ネオジム磁石の伸長

マグネット事業は、創立70周年を目指した長

期経営目標の「中期3カ年計画」で、塩ビ、シリ

コーン、半導体、国際事業に次ぐ第5の柱とな

るものと期待されていた。

エレクトロニクス製品が技術革新によって急

激に小型化していくなかで、小型モータやハー



ドデイスクドライブ(HDD)の重要な部品とな

るボイスコイルモータ (VCM)などの用途に、

小型で強い磁力を発揮する磁石としてサマリ

ウム・コバルト磁石は高い需要があった。

当社は、 1970年代半ばからサマリウム・コバ

ルト磁石の事業化に取り組み、生産増強を続け

て、 1986年には国内最大のシェアを占めるまで

になった。しかしサマリウムは産出量がそれほ

ど多くなく、また、高価なコバルトを多く使用す

るため、原料の確保や安定供給の点に問題が

あった。そのため、この頃から、サマリウムに比

べて産出量が多く、磁気特性が優れているネ

オジム磁石が注目を集めるようになった。

当社は、その基本特許を有している住友特

殊金属（現・日立金属）と交渉を進め、 1986年

4月にネオジム磁石の特許実施権を取得後、す

ぐに事業化に向けて製品開発を進め、サンプル

出荷も行った。

磁性材料研究所では、サマリウム・コバルト

磁石と比べて先に挙げた長所を持つ一方で、

温度特性や耐候性では劣るというネオジム磁

石の問題点を解決すべく研究開発を進め、温

度特性などの向上を図った。また、磁気特性の

向上にも注力し、「二合金法」を開発して、磁

気特性の競争でも優位を占めた。

そうした努力の結果、ネオジム磁石において

も独自の製造ノウハウと表面処理技術を確立

し、 1989年にはネオジム磁石の売上高がサマ

リウム・コバルト磁石を上回った。

また、マグネットの生産拠点である武生工場

は、精力的に自動化・省力化に取り組んだ。

レア・アースマグネットの磁粉は酸化や着火

しやすい性質があるため作業環境を低温にす

る必要があること、磁場成型機を使用するため

コンピュータの利用に制限があることなど、自

動化を進めるうえでは難しい点も少なくなかっ

た。しかし武生工場は、信越エンジニアリング

などとも連携して、基本工程、加工工程、組立

工程の各工程で自動化を進めた。

当時、 HDDの需要は急速に伸びており、 V

CMの需要も急増していた。当社は、いち早く

そこに着目して、基本工程、加工工程、組立工

程ともに増設を続け、 1989年5月にVCMの組

み立てを行う池ノ上分工場を完成させた。

1989年8月にはヨーク加工を行う「有限会社

信丸磁工」（福井県坂井市、現・信武磁工丸岡

工場）を設立するなど、 一貫してVCM生産体

制の強化を図った。 VCMの需要の急激な高ま

りとともに、同業他社との競争も激しくなった

が、当社は他社にはない高品質、高付加価値の

VCMづくりを追求した。

また、顧客の海外展開に合わせたマグネット

事業の国際展開を進めるため、 1988年10月、

「シンエツマレーシア社」を設立した。

この頃、 一般消費者向けパソコンの急速な

普及により、 HDDメーカーはシンガポールな

ど東南アジアに生産拠点を展開していた。そこ

で当社は、マレーシアに小型VCMの組立工程

を集中させて現地供給を行い、需要家の要請

に機敏に対応した。

SEHマレーシアの協力も得て工場建設地

の選定などを進め、同社設立に先立つ1988年

8月には、シャーラム工業団地に約6万5000州

の土地を取得。 1989年には同地に工場を建設
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武生工場レア・アース設備が、日本経済新聞社「全国優

秀先端事業所賞」受賞(1987年）

して、同年11月からVCM組立工程を本格稼働

させた。事業は順調な滑り出しを見せ、さらに

マグネットの加工工程を加えた一貰生産体制

の確立を目指した。

レア・アース精製設備の増設

当社のレア・アース事業は、 1980年代に入っ

て順調に売上高を伸ばした。その主力となった

のは蛍光体の材料として用いられる酸化イット

リウムと、先に述べたレア・アースマグネット用

の酸化サマリウムであった。酸化イットリウム

は、 1980年代中頃からのカラーテレビの大型

化・高級化と、 3波長蛍光灯の普及にともない

需要が大きく伸びた。

当社はレア・アース原料の安定確保を図るた

めに、米国、カナダの企業と契約を結ぶ一方で、

武生工場のレア・アース精製設備の増設を進

め、 1987年4月に完成した。

この新設備は、最新の操業システムと分析

システムを備え、独自に開発したソフトによる

コンピュータ制御によって、ほとんど無人に近

い状態でレア・アースを分離・精製するもので、

品質の向上と省力化が大幅に進んだ。

この設備が高く評価され、武生工場は同年10

月、日本経済新聞社主催の1987年度「全国優

秀先端事業所賞」の「ファクトリ一部門賞」を受

賞した。その後、 1990年代に入っても需要は伸

び続け、工場の増強を重ねた。



EMC事業の本格化

現在も半導体デバイスの封止材として広く

使われているエポキシモールデイングコンパウ

ンド(EMC)を当社が事業化したのは、磯部エ

場にEMCのパイロットプラントを設置した

1978年にさかのぼる。 1983年には量産設備を

完成させ、事業を本格化させた。

従来、半導体デバイスの封止用樹脂として

使われていたエポキシは、硬化するときに収縮

する性質があるため、内側を締めつける力（応

カ）が発生して、封止材やチップに亀裂が入る

という問題があった。

そこで当社は、エポキシをシリコーンで変性

させる「低応力化技術」を開発した。 1985年頃

からはノート型パソコンなどに対応して、 ICの

小型化や薄型化が進み、封止材にも厳しい特

性が求められたが、当社は超LSIにも対応し

た高品質のEMCを開発し、その評価を高めた。

少しあとのことになるが、 1991年度の全国発明

表彰で、当社の「エポキシ樹脂の低応力化技

術」は「通商産業大臣発明賞」と「発明実施功

績賞」を受賞した。

また、合成シリカや球状シリカの製造技術を

取り入れた低a線タイプEMC「VAシリーズ」

も、他社に先駆けてDRAMメーカーに採用さ

れるようになった。

こうした独自の製品開発によって、付加価値

の高いEMCを世に送り出し、事業の基礎を固

めていった。

1987年以降、半導体市場は急速に回復し、 I

Cの生産量が急増した。これにともないEMC

の需要も急速に伸長したため、 1988年3月、磯

部工場ではEMCの新生産ラインを完成させ、

生産能力を増強するとともに、最新の自動化・省

力化技術を取り入れて生産性の向上を図った。

当社のEMC技術は海外でも高く評価され、

1989年6月にはスイスのチバガイギー社にE

MCの製造技術を供与した。

同じく1989年には、シンガポール駐在員事

務所に営業担当者を派遣した。 1980年代中頃

から、世界の半導体メーカーが半導体デバイス

の後工程を東南アジアに移して、生産コストを

削減する動きを活発化させたことに対応したも

ので、需要家の近くで積極的に営業活動と技

術サービスを行うとともに、新製品開発に向け

だ情報収集を進めた。

光ファイバー用プリフォームを事業化

シリコーン電子材料技術研究所では1977年

9月から、正式な研究テーマとして合成石英の

開発に取り組んだ。直接合成(DQ)法合成石

英についてはIC用フォトマスク基板として、

1979年から直江津工場で量産を開始した。

光ファイバー用の合成石英プリフォームで

は、気相軸付(VAD)法合成石英によるプリフ

ォームの材料研究と製造プロセスの開発に取

り組んでおり、これを1986年度に現業部門に移

管して、事業化することが経営方針として確認

された。当時、日本電信電話(NTT)が日本全

国に光通信網を敷設する計画を明らかにして

おり、近い将来、光ファイバーは大きな市場を
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■光ファイバーの構造

光（信号）

クラッド

コア

光ファイバー用プリフォームを生産する松井田第8工場

形成することが期待されていた。

当社が生産した光ファイバー用プリフォーム

は、電線メーカーでの加工（線状に引き伸ばす

「線引き工程」）を経て、最終的には光ファイバー

ケーブルとなる。

直径125μmの極めて細い石英ガラス製光

ファイバーの「線」の内部は、光の屈折率が異

なるコア（芯）を、クラッド（鞘）が包むという構

造になっている。クラッドよりコアの屈折率を

高くすることで、コアの部分に光信号を伝送さ

せる仕組みである。

効率よく正確に信号を伝えるためには、プリ

フォームの段階から精密な構造設計が要求さ

れ、同時に各電線メーカー個別の加工条件に

合わせた製品づくりが求められた。

当杜は電線メーカーと緊密な連携をとって、

材料設計とともに独自の製造装置の開発に取

り組んだ。実際にサンプルをつくつて電線メー

カーに納入して評価を受ける、というプロセス

を繰り返しながら開発を進め、各社からは早い

時期に高い評価を得ていた。

また、需要も拡大し、研究所から工場に移管

すべき生産規模に達したため、 1988年4月、磯

部工場に光材料課が設置された。

同年10月には松井田分工場に新工場（第8

工場）が竣工し、本格操業を始めた。光ファイ

バー用プリフォームの生産には長い工程を要す

るが、これまでの経験から新工場では、作業性、

効率性を考慮した一貰生産ラインを取り入れた。

その後も光ファイバー用プリフォームの需要

は伸び続け、これに対応するために生産能力を

増強するとともに、 営業、 製造、研究が一体と



なって製品づくりに取り組む体制を確立した。

フォトマスク基板の大型化・高品質化

当社は1979年に、世界で初めて合成石英の

IC用フォトマスク基板の量産化に成功した。

合成石英のインゴットからフォトマスク基板ま

でを生産するメーカーは数少なく、 1980年代に

入ってフォトマスク基板の需要が急増するなか

で、当社は増設を重ねた。

IC用フォトマスク基板は、 1985年から1986

年の半導体不況の影響を受け、一時期伸び悩

んだが、その後はICの高集積化とともに、フォト

マスク基板の大型化、高品質化が進んだ。

フォトマスク基板は、シリコンウエハー上に

微細な回路を描くためのものであり、基板自体

に歪みがないのはもちろんのこと、加熱されて

も膨張変形が極めて小さいことが要求される。

従来の青板ガラスや低膨張ガラスに比べる

と、合成石英ガラスは熱による膨張が極めて小

さいうえに、化学薬品に対して安定している。

さらに紫外線透過率が高いなどの特色を持ち、

精度と信頼性を求められるフォトマスク基板の

材料には最適であった。

高品質な合成石英インゴットを生産するた

め、当社は研究開発を続け、その開発技術から、

1980年代後半にステッパー用レンズ材料とし

ての合成石英が商品化された。

フォトマスク基板は、当社がインゴットを生

産し、直江津電子工業でこれを切断、研磨する

体制であったが、 1986年2月に同社のフォトマ

スク基板部門が 「直江津精密加工株式会社」

として独立。直江津精密加工がフォトマスク基

板の切断、研磨を手がけるようになった。

医薬用セルロースの成長と

アスカクリーン

当社のセルロース事業は、医薬用が建材用

と並ぶ大きな柱に成長し、 1985年4月には、セ

ルロース部から医薬材料部が独立した。

医薬用セルロース製品は、 1970年代に入っ

てから「TC-5」、「HPMCP」、 「L-HPC」、

「HPC」が量産化された。さらに1980年代後

半に入ると、水系の腸溶性コーティング剤「イ言

越AQOAT(ヒドロキシプロピルメチルセル

ロースアセテートサクシネート）」、徐放性コー

ティング剤「EC(エチルセルロース）」が加わり、

医薬材料部は販売強化に向かった。

また、建材や塗料用では、 1982年から「HE

MC(ヒドロキシエチルメチルセルロース）」の

生産が始まっていた。

セルロース製品を生産する直江津工場では、

本章第I節に記述のとおり、セルロース事業の

年間売上高100億円達成を工場再構築の第1

の柱としており、 1986年には「MC(メチルセ

ルロース）プロジェクト」を立ち上げた。同プロ

ジェクトは、直江津工場のセルロース製造部門

や合成技術研究所が中心となり、信越エンジ

ニアリングや本社技術部、有機合成事業部な

ど関連部門の協力を得て、生産能力の増強や

製品の品質向上に取り組んだ。
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そして1980年代後半、メトローズ総合自動

倉庫の建設や、各種医薬用セルロース製品の

新増設、従来のプロセスを大きく変更した「M

C—皿工場」の建設などを手がけた。

セルロースのもう一つの用途である建材用

では、 1980年代後半にかけ、本州四国連絡橋

や関西国際空港など大規模な公共投資が相次

ぐなかで、水中不分離性コンクリート用混和剤

「アスカクリーン」が注目されるようになった。

アスカクリーンは1983年に上市されたもの

で、水中でもコンクリートの材料分離を抑える

ことができるため、コンクリートの強度の低下を

防ぐとともに水質汚湯を低減できる。このため、

本州四国連絡橋の一つである明石海峡大橋

や、関西国際空港の連絡橋で「水中不分離性

コンクリート工法」が採用された。

このエ法は、コンクリートの材料にアスカク

リーンを添加して粘り気（粘桐性）を高め、流動

性や充填性など改質を加えることで、高品質で

均質なコンクリートをつくることができる特徴

を備えていた。これを生かすことで、従来工法

では実現できなかった設計どおりの水中強度

を保つ施工が技術的に可能となった。

世界へ舞台を拡大した

フェロモン交信撹乱剤

有機合成技術を活用した製品開発のなかで、

1980年代以降、着実に市場を切り開いたのが、

合成性フェロモンを使ったフェロモン交信撹乱

剤であった。



通常、夜間に活動する蛾などは、雌が雄を誘

引するために、性フェロモンと呼ばれる化学物

質を放散している。フェロモン交信撹乱剤は、

この誘引物質を人工的に畑一面に高濃度に充

満させることで雄雌の交信を撹乱して交尾を

防ぎ、その発生数を抑え、対象となる害虫の次

世代密度を低下させるものである。

殺虫作用がなく、使用者にも消費者にも安全

性が高く、農作物への残留などの問題もないこ

と、また、対象となる害虫のみを防除することが

でき、他の生物に影響を与えないことなどが、

従来の殺虫剤とはまったく異なる特徴であった。

当社は1979年から合成研究を続け、農林水

産省と協力してフィールドテストなどを実施、

世界で最初に各種の蛾類の合成性フェロモン

の原体と製剤の量産化を実現していた。

フェロモン交信撹乱剤は海外で注目を集め、

1986年には、綿花の害虫用フェロモン交信撹

乱剤「PB-ROPE」の評価試験が米国、メキ

シコ、ブラジル、エジプトなど9カ国で行われ、

その他の地域からも各種サンプルを求める声

が高まった。なかでもエジプトでは、 1987年か

ら、日本でも人気の高いエジプト綿の生産地で

継続的にフェロモン交信撹乱剤が利用され、当

社フェロモン事業成長の一翼を担った。

しかし、フェロモン交信撹乱剤への注目が高

まるにつれ、殺虫剤メーカーなどから、各種の

妨害的な行動が行われるようになった。このた

め、米国農務省は独自に調査を実施し、 1987

年、適切な実施条件を設定して集団的に大量

に使用すれば、フェロモン交信撹乱剤は極めて

有効であるという報告をまとめた。

折しも1980年代後半には、食品の安全性や

環境保護、自然界が本来持つ力を活用する農

法の再評価などの観点から、農業での殺虫剤

の大量使用を見直す動きが世界各地で起きた。

米国農務省の報告は、フェロモン交信撹乱剤

の実効性を公的機関が確認したもので、その

使用拡大を後押しするきっかけとなった。当杜

は世界各国で農薬登録を進め、国内および海

外で積極的な営業活動を展開した。

1989年4月には、海外での事業の拡充を図

るため、オーストラリアの「バイオコントロール

社」に資本参加した。同社はオーストラリア政

府が進めてきた桃の害虫を防除するフェロモン

交信撹乱剤の研究を継承した会社で、「Isomate

（アイソメイト）」のブランド名でフェロモン交信

撹乱剤の生産、販売を行っていた。

同社への資本参加は、海外販売の拡大のた

めに同社の販売網を活用でき、同社の所有して

いた「Isomate」の商品名が使用できるようにな

るほか、新規に農薬登録を取得するのに要す

る期間も短縮できるメリットがあった。

その後、当社は引き続き、国内外の需要家か

らの要望を取り入れて、多様な品種の開発を進

めるとともに、実際にフェロモン交信撹乱剤を

使用する場所まで赴いて、需要家と一体となっ

て使用法の研究を行うことで、着実に成果を上

げた。その結果、原体、製剤ともに世界最大の

合成性フェロモンメーカーとなった。
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新たな挑戦の始まり
～抜本的改革で企業体質の強化へ～

金川社長のもとで経営改革が始動。自動化、省力化を基盤に据えた

生産性の向上、資金の効率化、組織の簡素化など時代を先取りした

経営体制の再構築が進められた。

また、シンテックの増強、シリコーンのモノマー第2プラント建設と海外

展開、半導体のマレーシア新工場建設など、世界規模で事業展開を

推進。さらにZ委員会を設置して新規事業育成も本格化し、成長力

の創出に向けた挑戦が始まった。
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D金川社長就任と
経営改革の始動

小坂社長急逝、社葬で見送る

1990 (平成2)年8月21日、小坂雄太郎社長

が東京都中央区の国立がんセンター病院（現・

国立がんセンター中央病院）で永眠した。 70歳

であった。 1983(昭和58)年8月に小田切新太

郎杜長からバトンを受け継いで7年、経営環境

の荒波を乗り切り、当社グループの業績を安定

させた矢先の出来事であった。

ここに小坂社長の略歴を紹介する。

小坂社長は1920(大正9)年3月に長野県長

野市に生まれ、 1943年に京都帝国大学工学部

を卒業後、日本海軍技術将校に任官した。当社

に入社したのは、終戦後の1945年10月である。

当社においては磯部工場長、寵江津工場長

などを経て、 1966年7月に取締役に就任、その

後、常務取締役、専務取締役を歴任し、 1983

年8月に代表取締役社長に就任した。

7年間にわたる在任期間中、国内は円高不況

から内需拡大を背景とした好景気へと絶え間

なく変化し、海外においても米国経済の退潮、

東欧諸国の崩壊など、戦後長く続いた冷戦構

造が急速に終焉に向かい、変転を極めた。

このようななかにあって小坂社長は、既存事

業の収益構造の強化と新規事業育成を図ると

ともに、生産現場に対しても品質管理や安全管

理などのきめ細かな目配りを欠かすことはな



かった。同時に、個々の製品・サービスの質を

高めることに力を注ぎ、国内外におけるブラン

ドカ向上に大いに貢献した。

また、 1986年4月以降は、信越半導体社長も

兼任するなど、先頭に立って当社グループを牽

引した。

1986年から1987年の円高不況、半導体不況

という厳しい経営環境を乗り切り、亡くなる直

前の第113期(1990年3月期）決算は、前年に引

き続き過去最高の売上高を記録した。また、電

子材料事業の育成と同時に海外展開も積極的

に進め、国際企業への新たな歩みも促した。

人間ドックで異常が認められたのは、そうし

たさなかの1990年3月のことであった。4月に

手術を受けたあと、体力の回復を待って社業に

復帰すると、例年どおり6月の定時株主総会で

は議長を務め、猛暑となった7月も社内の重要

会議には欠かさず出席するなど職責を果たし

た。しかし、 8月に入り再び体調を崩して入院、

周囲の願いもむなしく不帰の客となった。

小坂社長急逝の報は、各界に驚きと悲しみ

をもって伝えられた。わが国の化学工業界およ

び日本経済の発展に尽くした小坂社長の功績

を顕彰して、 8月21日付で勲二等瑞宝章が贈ら

れた。

通夜と葬儀は8月24日、 25日、東京都文京区

の護国寺桂昌殿において、小坂家の菩提寺で

ある長野市の浄土宗終南山菩導寺の吉水圏晋

住職を導師として荘厳に執り行われ、両日とも

多数の弔問客が駆けつけた。

9月27日には東京都港区の増上寺で、当社

と信越半導体による合同社葬が執り行われた。

葬儀委員長は小坂徳三郎最高顧問が務めた。

午後1時より始められた葬儀には、親族、取引

先、当社グループをはじめ各界から弔問客が参

列し、増上寺の広い前庭が埋め尽くされた。化

学工業界を代表して、日本化学工業協会会長

の森英雄住友化学工業社長から弔辞が捧げら

れた。

金川副社長が新社長に就任

小坂社長逝去にともなう後任人事決定のた

め、当社は1990年8月25日、臨時取締役会を開

催した。その結果、代表取締役社長には筆頭

副社長であった金川千尋副社長が選任された。

さらに、 9月の取締役会では菅原太郎、橋本

正身、小柳俊一の各専務が、代表取締役副社

長に選任された。これにより当社の副社長は、

同年6月に選任されていた若杉史夫副社長と

あわせて4名という体制になった。

金川社長は、当社の設立と同じ1926年の生

まれで、東京大学法学部を卒業後、極東物産

（現・三井物産）に入社。1962年に当社に入社し、

塩ビの技術・プラント輸出に手腕を発揮すると

ともに、国内の塩ビ事業の再建を果たして黒字

化させるなど、当社グループの業績の改善と向

上に大きく貢献した。シンテック社長として、同

社を全米トップの塩ビメーカーに育て上げ、そ

の経営手腕については米国においても高く評

価されていた。

金川杜長は就任にあたり、当社が経営の「基

本目標」として第113期(1990年3月期）から掲
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げていた、 「創立70周年を目指した長期経営目

標の実現に向け、さらに“守り”を固めつつ“攻

め”に徹し、真の国際企業への革新を進める」

ことの継承を確認した。

この経営方針の策定に副社長として参画し

ていた金川社長は、「“守り"を固めつつ“攻め”

に徹する」について次のように説明した。

「強調したいのは、昨日の繰り返しのままであ

っては“守る”ことにならないことです。日に日

に競争は熾烈なものになるでしょう。したがっ

て、これら（塩ビ、シリコーン、半導体シリコン、

セルロース誘導休、マグネット、合成石英など）

の分野においても“攻め即守り"ということを忘

れてはなりません。これらの製品の周辺用途を

広げる研究開発や、生産コストの削減は大切で

すし、生産性の向上に結びつく効率化・自動化・

省力化も、競争に勝つためには欠くことができ

ません。しかし、現在の製品のみに固執すれば、

21世紀に向かっての大きな飛躍は考えられま

せん。そこで“攻め”の主体は新規事業となる

でしょう。これらは社内に“活力と夢”を与えま

す。新規事業については、社内の中堅クラスの

方々や、若い人たちと情熱を持って進めたいと

思います」（杜報『信越化学』1990年9月緊急

増刊号）。

当時の主要事業について市場での位置づけ

を見ると、塩ビでは、シンテックをはじめとする

当社グループが世界でトップシェアを占めてお

り、シリコンウエハーも世界最大のメーカーで

あった。また、シリコーンは国内でトップシェア

を有し、世界でもダウコーニングやGEに次ぐ

規模となっていた。



これらに加え、医薬や建材分野で実績を伸

ばしているセルロース誘導体、 IC用フォトマ

スク基板で実績を上げ、さらに光ファイバー用

プリフォームヘの用途が有望視されていた合

成石英、 VCM向けが好調なレア・アースマグ

ネットなどの事業も着実に育っていた。

金川社長は、さらなる増収増益を目指して、

積極的に既存事業の基盤強化と新規事業の育

成に力を注ぐことを基本方針とした。

「営業資金効率化小委員会」を設置

1990年8月にイラク軍がクウェートに侵攻し

た。そのため国際情勢はさらに先行き不透明感

が増し、国内経済もすでに景気の過熱感が生

じていた。金川社長はこうした内外の動きにつ

いて、次のように見ていた。

「当社は今年初めに転換社債を有利な条件

で発行しましたが、オイル高からインフレ、高

金利、株式市場の長期低迷などが続きますと、

二度とこのような有利な条件でのエクイティ

ファイナンスは困難になるでしょう。したがっ

て、これからは手持ちの資金は大切にしなけれ

ばなりません。すでに増設を決定した工事は急

いで完成させ、建設中のものは、一刻も早く生

産開始へ持っていき、販売に結びつける必要

があります。新たな投資に関しては、不急なも

のは凍結や見直しが必要です」（社報『信越化

学』1990年9月緊急増刊号）。

その後、実際に金融情勢に変化の兆しが見

え、企業の資金調達が厳しくなるなかで、松井

田分工場のシリコーンモノマー第2プラントを

はじめとする設備投資計画を予定どおりに進

めていくと、第116期(1993年3月期）に手元資

金が底をつく可能性があった。この事態に対応

して金川社長は、 1990年10月、資金の効率化

について検討・立案するよう経理・財務部門に

指示した。

秋が深まるにつれ、数年来の好況に沸いて

いた国内経済が陰りを見せ、それまで高収益を

謳歌していた化学メーカーのなかからも、経営

体質改善に着手する会社が出てきた。

経理・財務部門は、各事業部門と打ち合わ

せを重ねて検討した結果、「棚卸資産在庫の

圧縮」「売上代金の回収期間の短縮J「立替金・

前払金、その他資産の見直し」などを重点目標

とした営業資金効率化案を提案した。

これを受け、金川社長は具体的推進機関と

して「営業資金効率化小委員会」の設置を決定

し、 1990年12月、和田修一常務を委員長に、経

理•財務部門を事務局として正式に発足させ

た。同小委員会は、日々の業務の改善によって

資金を効率化する具体策を策定するために、即

刻、各事業部や工場などと検討を進めた。

また、この活動には取引条件の変更が必要

となるため、その点で取引先に誤解や迷惑を

与えないよう慎重に進めた。加えて、製品在庫

の圧縮により、需要家への安定供給を損なわな

いように、格段の注意を払った。

同小委員会では、各事業部および工場でヒ

アリングを行い、具体的な改善目標金額の算定

に入り、 1991年4月、在庫圧縮、代金回収日数

短縮などによる93億円の目標額を提示した。
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金川社長を囲んで実施した営業資金効率化小委員会の

「デリバリー担当者会譲」

その後、営業資金効率化小委員会は、目標

達成に向けて、年間スケジュールに沿った継続

的な活動を進めた。各工場や支店でも委員会

や勉強会を開催し、これらの会合には必ず和田

委員長をはじめとする委員が出席した。委員が

本社から出向くことで、営業資金効率化活動を

文字どおり全社的なものとし、従業員一人ひと

りが日常業務のなかで改善すべき課題として

取り組む環境づくりを進めていった。

こうした積み重ねが実り、営業担当者は売上

債権の早期・完全・確実な回収という原則を再

認識するとともに、工場では生産量が増加して

も在庫は増えず、注文を受けてから納品までに

要するリードタイムも短縮されるといった成果

が見られた。

さらに同小委員会は、活動範囲を販売直接

費や物流費の削減にまで広げ、後述するG委

員会と共同で、全社的に経費節減と収益改善

に取り組んだ。

第115期(1992年3月期）末までに、改善金額

は140億円に達した。その結果、 1992年6月に

償還期を迎えたワラント債を借り入れに頼らず

償還することが可能になり、手元資金も増加す

るなどの多大な成果を上げた。

この活動は一過性のものであってはならず、

継続した努力が必要であることから、このあと

も絶えることなく続けられた。

活力ある会社に向けて

社会や経済が大きく転換するなかで迎えた



1991年1月の社報『信越化学』の「新春インタ

ビュー」で、金川社長は、営業、製造、研究が一

体となった「三位一体体制」の重要性について、

従業員に次のように語った。

「景気が悪くなったり、需給関係が崩れると、

売れなくなったり値が下がったりします。つく

る側がどんなに苦労してコストを削減しても

（値下がりや不良在庫が）それを吹き飛ばして

会杜の利益を減らしてしまうのです。これを防

ぐためには、『お客様との関係を、普段から他

社よりもいっそう強くしておくこと』。また、『不

況に抵抗力のある尚品を絶えず開発していくこ

と』、『他社よりも低コストで高品質なものをつ

くること』などが、基本となると思います」。

また、事業構造については、塩ビ、シリコーン、

半導体シリコンの 「三本柱」に関して、トップ

シェアを維持するには、年々進歩する技術革新

を先取りし、裔品質なものを低コストで生産す

ることが大切であり、顧客の要望に応えた製品

を送り出さなければならないとした。このため

研究開発、生産設備の更新・増強を進めるとと

もに、生産した製品を必ず完売する販売力を持

つことが何よりも重要であると指摘した。

この「必ず完売する販売力」は金川社長の経

営の根幹をなすものであった。

金川社長はシンテックを全米最大の塩ビメ

ーカーに育てたが、それは販路拡大と生産増強

のサイクルを繰り返し行い、拡大成長を図った

結果である。増設を行う際には、その完成直後

から生産量の全量を完売するという方針を採

り続け、増設工事の最中から、営業担当者は増

設分の販売先の確保に走るという徹底した販

売活動を行った。

「z委員会」で新規事業のテーマを選定

杜報「信越化学』1991年1月号の「新春イン

タビュー」で金川社長は、「当社が現在持って

いる事業だけにいつまでも頼っていたのでは、

さらなる発展が見込めませんので、次の柱とな

りうる新規事業を育てなければなりません。新

規事業への取り組みは、次代を背負う大型なも

のも含めて、今後は皆さんとともに検討してい

くつもりです」と、新規事業育成へ向けた抱負

を述べた。

その言葉どおり1991年9月、新規事業に向

けたテーマ選定のための「z委員会」が設置さ

れた。これは、 5~10年後に当社を支える新規

事業に育つような大型の新しい研究テーマ(Z

テーマ）を選定するための取り組みであった。

委員長には金川社長、副委員長には小柳副

社長と和田正専務が就任し、以下8名の委員

で構成された委員会は、企業開発部が事務局

となった。 z委員会では全社を挙げてテーマ探

索を行うこととし、委員は委員会発足直後から

全工場や研究所を訪問してヒアリングを実施

した。

当初、検討に値するテーマとして取り上げら

れたものは115件に達し、市場性と成長性の観

点から第1次スクリーニングをかけて絞り込み

を行った結果、 1991年10月末時点で残ったの

は26テーマとなった。さらに当社が培った技術・

ノウハウなどとの関連性という視点で第2次ス
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生産技術の向上と水平展開を目指して実施した「製造・

技術交流会議」（第1回1993年12月）

クリーニングを行い、 1991年12月末には10テー

マまで絞り込まれた。

最終的な検討作業を行う評価委員は、専務

以上の役員と、事業部、工場、研究所の責任者

など、合わせて32名だった。評価委員へのプレ

ゼンテーションは1992年3月初めに実施された

が、それまで半年にわたるZ委員会の取り組み

を総括すると、会合53回、研究所訪問15国、社

長ヒアリングは7回にのぼった。

このようなテーマ選定が進む間も、景気後退

色が鮮明になっていった。当社は経費節減へ

の取り組みを進めたが、そのなかにあっても、

将来の当社を支えるZ事業は決して中止しな

いという方針を堅持した。

新規事業は、取り組み始めてから5年から10

年間は利益を生み出さないが、景気の変動に

かかわらず推進すべきであるという認識のも

と、新規事業への投資を継続するために、現有

事業の強化による基礎体力の向上を進めた。

1992年2月、 Z委員会の報告を受けた小田

切取締役相談役は、「信越の将来のための新

しい柱づくりを目指し、社長みずから委員長と

なって鋭意検討のうえテーマを絞り込んでもら

い感謝する」と述べた。

そして1992年4月、第116期の始まりにあ

たって金川社長は、 Z計画について次のように

従業員に語りかけた。

「懸案であった新規事業のテーマも、 Z委員

会を中心として決まりましたので、今後は腰を

据えて取り組みたいと思います。このZ計画は

時間をかけ、また当社の全員参加の結果できた

内容の濃いテーマです。これで現業を中心とし



たテーマと新規の長期テーマの両輪が定まり、

将来へ向けた当社の目標をはっきりとさせるこ

とができました」。「この不況時にあえて5年や

10年は収益をほとんど生まない長期テーマに

取り組む会社の姿勢、そして21世紀を本当に真

剣に考えている姿勢を理解していただきたいと

思います」（社報「信越化学』1992年4月号）。

「G委員会」、コスト削減への取り組み

営業資金効率化小委員会、 Z委員会など、

1990年から1991年にかけて、さまざまな分野

における新たな動きをここまで見てきた。社会

一般から聞こえる声も 「平成大好況」から「バ

ブル崩壊」へと急転し、時代の大きなうねりを

肌で感じた多くの従業員は、緊張感を持って変

化に対応する姿勢に変わっていった。

こうしたことが功を奏し、第115期(1992年3

月期）は、同業他社が軒並み大幅な減収に陥り

赤字に転じる企業もあったなか、当社は連結決

算、単独決算ともに、過去最高の売上高を達成

した。

だが、経済情勢はさらに悪化し、第116期

(1993年3月期）は当社も減収減益を余儀なく

される見通しが濃厚になった。金川社長は1992

年4月、常務委員会で次のように要請した。

「販売価格は企業の生命線ゆえ、単価設定に

際しては担当者任せとせず、事業部長が直接

関与して、収益構造の是正と合わせ、事業とし

て成り立つよう責任を持って対処すること。ま

た収益の落ち込みを本社、工場、研究所のあら

ゆる部門で経費節減などの合理化努力でカ

バーしてもらいたい」。

また、小田切取締役相談役は「たとえ現在の

不況が長期化しても、不況にも強い優良企業と

しての真価を発揮すべく、経営目標どおり営業

を最優先に増収増益への挑戦をお願いする」

と述べた。

1992年5月には小柳副社長を委員長とする

「G委員会」が設置され、コストダウン推進への

取り組みを開始した。同年7月、小柳委員長か

ら次のような報告がなされた。

「5月20日の発足以来10回以上にわたる綿密

な協議・検討の結果、現段階で第116期として

34億円のコストダウン目標を設定するととも

に、本目標達成を確実なものとするため、今後

の自動化、省力化、合理化投資計画を策定し、

即効性のあるものから逐次提案、実施する」。

これを受け、同委員会は、各工場での「実績

検討会」実施による計画のフォローアップ、自

動化・省力化工事の実施、分科会の設置など

を順次進めた。

ただしG委員会の対象は、技術面の改善が

主体であり、目標達成に必要な自動化、省力化、

合理化投資を積極的に進めた。安全確保に不

可欠な修繕費は決しで惜しまない、一般管理

費削減は極端には行わないといった方針も打

ち出され、声高にコスト削減を叫んで従業員を

萎縮させるものではなかった。

1992年12月、小柳委員長は「各工場の並々

ならぬ合理化努力により、 G委員会の第116期

コストダウン目標34億円は40億円に上方修正

となった」と報告した。
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金川社長はこれを受け、「対外発表の第116

期予想経常利益175億円に対して、 G委員会の

コストダウン目標40億円が持つ意義は極めて

大きい」と述べた。続けて「とかく合理化とな

ると工場の雰囲気が暗くなりがちだが、当社の

場合、各工場とも活気にあふれ、自動化・省力

化投資への意欲も高まっている。こうした合理

化努力は手を緩めず、今後とも知恵を絞り工夫

を加えながら持続させてもらいたい」と、 G委

員会の意欲的な取り組みにいっそうの期待を

表明した。

採用人員はゼロベースで考える

G委員会の設置に見られるように、第116期

(1993年3月期）の期初における経営見通しは

極めて厳しいものであった。

新たな不況期の到来に対し、企業体質の強

化という正面からの対抗策で臨んだ当社に

とって、さまざまな改革を進めていくうえでもっ

とも重要なことは、あらゆる面での意識改革で

あった。なかでも人員や人事施策に対する意識

改革に力を注いだ。

それは、 1991年8月、次年度の定期採用方

針策定の時点にさかのぼる。金川社長は全社

的に以下の3点を要請した。

①人員の絶対数を極力絞る。

②技術系はもちろん事務系を含め、質のよ

い大学新卒者採用のため、人事部だけで

なく全社的に協力する。

③採用された新人に対して、ヒューマンクリ



エイトなどによる研修に加え、各部門の部

長、課長、係長がOJT(現場で部下を指

導すること）を通じ、将来役に立つ人材の

指導、育成を徹底して行う。

さらに、1992年4月にも再度この問題に触れ、

「全社に要請する」として、こう指示している。

「近年の人員増加は当社の将来に大きな問題

を残す。このため、下記に関し組織の末端まで

徹底させる必要があるが、これには各責任者

の意識革命が必要である」。

このとき取り上げたのは以下の4点である。

①現在の人員が真に有効に活用され戦力化

されているかどうか、また、思い切った減

少の可能性がないか、すべての仕事の原

点に戻って徹底的に見直す。

②特に本社管理部門をスリム化させ、少数

精鋭で効率運営に努める。

③新規採用については、これまでの採用方

針を根本的に改め、大幅削減を前提に、

本当に優秀な新人の採用に限定する。

④現在の従業員を大切にすることを基本と

したい。そのためには、新規採用を含め、

人材の鋭意育成・活用に注力すること。

この席上、小坂善太郎取締役相談役は、「全

く同感である。現在の人員を大切にし戦力化に

注力するとともに、新人採用も厳選のうえ、少

数精鋭で勝負してもらいたい」と述べた。

景気後退がはっきりとしてくると、引き締まっ

た企業体質の構築を目指す金川社長は、募集

人数を縮小するよう指示を出した。会社として

責任を果たすためには、不況を理由に安易に人

員削減はできないので、少数で生産性の高い

組織を目指すためであった。

しかし、定期採用で各部門から最初に提案

された採用希望人数は例年どおりの数字で

あった。そのため慣例を捨てゼロベースで、本

当に必要な人員だけを採用するという方針

の徹底を図った。その結果、かつて600名を超

えた本社、支店、営業所、および各工場の新卒

採用人数は絞り込まれ、 1993年度は139名、

1994年度は160名であった。

高まる当社への評価

第116期(1993年3月期）決算は予測どおり

の減収減益となったが、単体の経常利益と売

上高経常利益率で、当社は国内化学業界で前

年度の2位から1位にランクアップした。

1993年5月、格付機関のムーデイーズインベ

スターズサービスは、当社の社債を「A2」に格

付けした。バブル崩壊後、日本企業の格下げが

続いていたなかで、当社の安定した財務内容

や、企業体質の強化に取り組む経営姿勢が高

く評価された結果であった。

金川社長の経営手腕に対する社会的評価も

次第に高まっていった。 1992年11月には、わが

国の塩ビ産業の発展と国際競争力強化などへ

の貢献が認められ、藍綬褒章を受章した。

また、1993年3月には、毎日新聞社主催の「毎

日経済人賞」を受賞した。同賞は毎年、優れた

経営手腕で企業の発展と業界に新風を送り、

日本経済の活性化や国民経済の発展に貢献し

た経営者を表彰し、その努力に敬意を表すると
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ともに、企業の社会的責任の大きさを社会に改

めて認識してもらうことを目的に創設されたも

のである。その第13回(1992年度）受賞者とし

て金川社長が選ばれた。

金川社長は、独自の国際的な視野と当社の

高い技術水準を生かして、積極的に国際展開

を進めた点、特にシンテックの事業を発展させ

て、当社グループの塩ビの世界シェアをトップ

に押し上げたことが高く評価された。また、シ

リコンウエハーでも世界トップシェアを確保し、

シリコーンもトップクラスであり、大手化学メー

カーが苦戦を強いられているなかで、特段の業

績を上げている点が注目された。

同賞については毎日新聞の紙面で大きく取り

上げられ、当社の社会的評価の向上に大きく貢

献した。



ドイツ誌企業ランキングでも 「No.I」

ドイツの有力な経済誌「マネジャー・マガ

ジン(managermagazin)」は1994年1月号で、

同誌と調査会社のボストンコンサルティング

グループが共同で集計した企業ランキング

「DiebestgefUhrten Untemehmen der Welt(世界

でもっとも業績がよい企業）」を公表した。こ

れは、株価がある程度は企業の業績を反映し

ているという前提に立ち、一定期間における

株の値上がり益と配当金を合計した「総合利

回り (TotalShareholder Retum=TSR)」に基

づき、各国の経済状況などの影響を調整して

同誌が独自に算出した「相対的総合利回り (R

elative TSR=RTSR)」を算出したもので、世

界14カ国の上場企業について比較している

（調査対象期間：1990-1993年）。

その化学部門で、当社は世界トップにラン

クされた。多くの日本企業はこの時期、バブ

ル崩壊後の不況の影響を受け、掲載されたラ

ンキング表から逆算すると、日本のTSRは

0.6弱であった。そのなかで当社のRTSRは

1.69と国際的に見ても極めて高い数値となっ

ていた。その背景には1990年以降の順調な業

績推移と、株式市場における高い評価があっ

た。日本経済が危機に瀕するなかで、当社が

改革を進めて、着実に成果を上げてきたこと

が、欧州でも高く評価された。

同年4月の入社式で、金川社長はこの記事

を例に挙げて、「当社はハイテク企業、グロー

バル企業というのが、もっぱらの外部の評価

だ。ごく最近、『マネジャー・マガジン』とい

うドイツの有名な経済誌で、信越化学は世界

の化学企業のトップにランクされた。大変に

名誉なことで、創業以来の立派な経営者と、

非常に勤勉な従業員の方々が、いっしょに

なって士台を築いた結果だと思う」と語った。

経営改革を進め、業績を高め続けることで、

「国際優良企業」という新たな当社像が生まれ

つつあった。
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m時代に先駆けた
組織改編

特定フロンをいち早く全廃へ

1990年代は地球環境の保護が大きくクロー

ズアップされた時代であった。そのさきがけと

して、 1980年代後半、オゾン層の破壊が国際問

題として取り上げられ、1987(昭和62)年には「オ

ゾン層を破壊する物質に関するモントリオール

議定書」（モントリオール議定書）が採択された。

日本でも、同議定書に基づき1988年に「特定物

質の規制等によるオゾン層の保護に関する法

律」（オゾン層保護法）が制定・施行された。

当社は工場の安全操業とともに、工場内外の

環境保全に力を注いでおり、各工場では毎年、

環境保安監査を実施してきた。第114期(1991

＝平成3年3月期）の経営目標にも「設備保全

への一歩踏み込んだ対策と地球規模の環境問

題への実効ある取り組み」という項目を設け、

社会的な環境意識の高まりに先んじた対応を

目指した。

オゾン層破壊物質のうち特定フロンは、当社

の各種プラントでも、冷凍機や空調機の冷媒あ

るいは半導体シリコン洗浄用という形で使用さ

れており、迅速な対応が必要であった。

1989年10月、当社グループの横断組織とし

て「フロン規制対策委員会」を立ち上げ、使用

実態の調査を進めるとともに、全廃に向けた道

筋の検討に入った。



同委員会は、翌1990年5月、経営陣に対して

「1995年までに特定フロンを全廃する」という

フロン規制対応削減計画と、「フロンのみなら

ず（モントリオール議定書締約国会議では）メ

チルクロロホルムなどの規制強化もあり、地球

規模の環境問題の重要性に鑑み、今後の進め

方として、本委員会を『地球環境問題対策委

員会』と改め、取り組みの強化を図りたい」と、

活動内容の拡充に向けた答申を行った。

特定フロンを全廃するためには、これを使用

する冷凍機の場合、単に冷媒を入れ替えるだ

けではなく、機器自体を更新する必要があ

った。それには約17億円の投資が必要になる

と、同委員会は答申にあたって試算した。答申

を受けた経営陣はこれを了承し、当社は化学業

界のなかでもいち早く、特定フロンを全廃する

計画を実行に移した。

同時に、答申どおり、フロン規制対策委員会

を地球環境問題対策委員会に改組し、二酸化

炭素や産業廃棄物などから引き起こされる問

題についても積極的に取り組んだ。

この決定を受けて、社報『信越化学』1990年

8月号に「他社に先駆け環境保全へ注力！

特定フロンを95年までに全廃へ」のタイトルで、

特定フロン規制問題の基礎知識と当社の取り

組みに関する記事を掲載した。まず従業員に

対する啓発活動を行い、全社的に意識を高め

たうえで、一段と強固な取り組みを実現するた

めであった。

それと同時に、特定フロン全廃計画の対外

発表も行い、当社の環境問題への姿勢をアピー

ルすることに努めた。

また、この特定フロン規制は、製品や生産工

程にも関わるものであった。当社はそれまで、

特定フロンの原料である四塩化炭素を生産、

販売していたが、フロン規制によって、もはや

その生産は不要となった。

しかし、四塩化炭素は、塩化物を生産する反

応工程で、他の塩化物と同時に生成されるた

め、四塩化炭素が不要になったからといって、

その生産だけを取りやめることはできなかった。

そのため当社では、特定フロン問題が起こる

と真っ先に塩化物の生産工程の改善を図り、他

の塩化物の生産に支障を来さずに、四塩化炭

素を工程内で処理できるように、新たな技術お

よびシステムを確立した。

全社体制で環境問題に取り組む

このような流れのなか、各工場では、生産活

動による環境への負荷を少しでも軽減する取

り組みを進めた。

たとえば発電設備に関しては、信越半導休

白河工場では1988年に、発電機から得られる

電力と、発電機の排熱を利用した蒸気を同時

に活用する「コージェネレーションシステム」を

導入した。コージェネレーションシステムは、発

電コストの低減や、重油など化石燃料の消費

抑制に役立つだけでなく、地球温暖化の要因

である二酸化炭素の排出抑制にも寄与するこ

とから、信越半導体白河工場に続いて当社で

も、 1989年に磯部工場、 1990年に直江津工場

で取り入れた。
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廃棄物処理に関しても、この時期、各工場で

処理能力を一段と強化すると同時に、環境面

への配慮を重ねた。

直江津工場では可燃性廃棄物の処理能力を

高めるべく、 1991年に最新技術を取り入れた

焼却炉を導入し、 7月に火入れ式を行った。こ

れにより廃棄物焼却能力は従前の2.5倍に高ま

り、環境保全への備えを固めた。

また、群馬事業所(1992年8月に磯部工場、

松井田工場、郷原分工場を合わせて管轄する

群馬事業所を新設。詳しくは後述）では、産業

廃棄物処理能力を増強するため、 1992年に長

谷津最終処分場の拡張工事を計画した。地域

社会の了解を取り付けるとともに、地元自治体

および関係官庁の認可を受け、 1993年3月、磯

部工場の南側に位置する長谷津地区で、その

第1期工事が始まった。

同工事は1994年1月に完了した。処分場は

全体を遮水シートで覆い尽くし、場内の水分が

地下に浸透するのを防いだ。また、その水分を

集めて排水処理施設に誘導する集水機能を設

け、一括して浄化する仕組みとした。

処分場の周辺数力所に観測井戸を設けて、

周辺への漏水のチェックも怠りなく実施し、廃

棄物には埋め立て厚約3mごとに50cmの覆

土をして、飛散を防いだ。

このように廃棄物を自社で責任を持って処

理し、周辺地域の環境負荷を最小限に抑える

姿勢は、 地域社会や関係官庁から高い評価を

受けた。

その後、群馬事業所では、同処分場を順次

拡張し、地域社会への環境負荷削減に一貰し



て取り組んだ。

当社は、こうした生産現場での環境保全を

進めつつ、よりグローバルな視点から、地球環

境保護運動への支援活動にも取り組んだ。

1991年10月には、三菱信託銀行（現・三菱U

FJ信託銀行）が、その年6月に地球環境保護

を推進する目的で創設した「ちきゅう信託」に、

当社と信越半導体、信越ポリマーで合計

6500万円を基金委託した。この資金は5年間

運用され、そこから得た運用益は全額、財団法

人地球環境財団偉）に寄付するものであった。

また、 1991年4月には、信越半導体、長野電

子工業、直江津電子工業、三益半導体工業、お

よび化合物半導体の各社が、「信越半導体グ

ループ地球環境対策委員会」を発足させた。同

委員会は、化学品部会、化合物半導体部会、ウ

工ハープロセス部会、産業廃棄物対策部会を

設け、それぞれの課題に対処する研究開発を

進めた。

（注）地球環境財団：1987年に設立された公益法人で、自然環境
に関連する分野で活動する団体、研究機関、研究者への支援と

助成をはじめ、燥境保護活動のための普及啓発に努めている。

品質•安全への飽くなき追求

1990年から1994年にかけ、当社は品質や生

産性向上への取り組みをいっそう強化した。

1990年には直江津工場が、「TPM (Total 

Productive Maintenance: 全員参加の生産保

全）」の手法を導入すべく講演会を実施するな

ど準備作業を開始し、 1990年6月に「TQC/

TPM推進室」を設置した。

TPMとは、生産システムの効率化を徹底し

て追求する企業体質づくりを目標としたもの。

生産システムのなかのあらゆるロスを未然に防

止する仕組みを現場で構築するために、生産

部門をはじめ全部門のトップから第一線に至る

全員が参加し、小集団によってロス・ゼロ達成

を目指す取り組みである。

1991年4月、直江津工場はTPMキックオフ

大会を開催し、その取り組みを正式にスタート

させた。スローガンは「チャレンジTPM21世

紀に通用する生産システムヘの挑戦」で、基本

方針に「TPM活動(TQCの一環として）でさ

らなる企業体質の強化を図る」を掲げた。

TPMキックオフ大会に出席した小柳副社

長は、「工場が一丸となりTPMに邁進する決

意をうかがって感銘しました。しかし、推進の

過程では数多くの障害を乗り越える努力と、な

し遂げる覚悟が必要です。人も設備も見違える

ほど素晴らしい工場になることを期待します」

と一同を激励した。

歴史が古い同工場では、新旧の設備が混在

するため、古い設備は効率が低く故障の発生

率が高い、新鋭設備は構造が複雑というよう

に、解決すべき問題も一様ではなかった。

このような状況を踏まえて、設備に関しては、

「全員参加のPMで“災害ゼロ”“公害ゼロ”“故

障ゼロ”“クレームゼロ"を目指し、設備総合効

率の極限を追求する」、人に関しては「全員の

意識改革と活性化を行う。特に品質と設備に

強い人づくり」という両方針を策定し、堅実な

取り組みをスタートさせた。

また、各工場およびグループ各社は、国際標
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信越半導体磯部工場のIS09002認定証

準化機構が1987年に制定した品質システムに

関する国際規格「IS09000シリーズ」への対

応も進めた。

当時、 IS09000シリーズは多くの国で国家

規格として採用されており、当社の製品にも、

もはやこれを無視しては国際的な事業が成り

立たないものが増えていた。

当社は毎年11月を「品質月間」として品質に

対する意識向上を図っている。 1992年11月の

第33回品質月間では、 IS09000シリーズ取得

に向け、品質システム（品質管理を実施するう

えでの組織、責任、手順、工程、経営、資源）を

明確にし、文書化することが求められた。

これを受けグループー丸となった取り組みに

より、 1994年3月に信越半導体磯部工場が、国

内シリコンウエハーメーカーとして初めて「IS

09002」を取得。信越半導体では同年6月に武

生工場と犀潟工場、 8月に白河工場が同規格

の認証を取得した。

またシリコンウエハー以外では、 1994年4月

に群馬事業所の「半導体封止用エポキシ樹脂

の製造」と武生工場の「高性能レア・アース永

久磁石およびそれを利用した磁気回路構造物

の製造」、 9月には直江津工場の 「セルロース誘

導体製造」で相次いでIS09002を取得した。

この動きは1995年以降さらに広がり、当社各

工場の多くの製造部門およびグループ各社が

I S09000シリーズの認証を取得した。

一方、安全確保について、当社は1993年か

ら、化学プラントに適用される安全性評価手法

の一つである「HAZOP(Hazard and Operability 

Study)」の全社的な展開をスタートさせた。
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HAZOPとは、「化学プラントは意図された

とおりに設計・運転がなされれば安全であり、

設計意図からの逸脱が生じることによって危

険が発生する」という前提に立ち、逸脱の防止

とともに、逸脱が発生した際、影響拡大防止策

を確実に実施することで、危険の発生を最小に

する、という手法である。

このHAZOP手法の活用度については、1994

年11月に各工場で行われた特別安全監査で重

要な評価項目となった。

時代の変化をにらんだ組織の整備

本社および各工場や研究所における組織の

増強・整備も続けられた。

まず1991年10月に、法務部が設置された。企

業活動を取り巻ぐ法律や契約などの問題が年を

追って高度化・複雑化したことに対処するため

である。独占禁止法の改正や運用強化、製造

物責任(PL)の法制化、不正競争防止法の改

正、特許をはじめとした知的財産権への注目度

の高まりや、大手メーカーのココム（注）規制違反

事件が話題になるなか、対応すべき問題は山

積していた。

1992年2月には「リーガルリスクマネジメン

ト(LRM)委員会」が発足した。若杉副社長を

委員長とするLRM委員会は、副委員長に渡瀬

昌彦法務•特許部長、ほか 7名の委員で構成さ

れた。

委員会設置の目的は、「社内各部における法

務意識の高揚、法務情報の伝達・配布、ならび

に法務研修の実施などを通じて、事業のいっ

そうのグローバル化および多様化にともなって

増大する各種リーガルリスク（特に独禁法、 P

L、ココム、特許侵害、トレードシークレットな

どに関わるもの）に対するマネジメント（法的予

防、対応能力の充実、強化など）の推進を固る」

ことであった。本社、支店、営業所、工場、研究

所の各部門でもLRM推進責任者を置き、部

門ごとにリーガルリスクマネジメントを推進す

る体制を整えた。

事業部関連では1992年1月、それまで電子

材料事業本部にあった精密材料部、無機材料

部を独立させて、精密材料事業部を新設した。

同事業部は、事業部長室、精密材料部、無機材

料部で構成され、それまで電子材料事業本部

が手がけてきた合成石英、酸化物単結晶、金

属無機材料、ファインセラミックスなどに関す

る業務を担当した。

これらの事業は、いずれも着実に歩みを進め

ていたが、さらに、収益責任体制の明確化、意

思決定の迅速化、マーケティングの強化、事務

の効率化を進め、変化に迅速に対応できる営

業体制を確立するものであった。

なお、 1993年4月には、市場の変化に合わせ

てシリコーン事業本部も組織改正を行ったが、

この詳細は本章第N節に譲る。

工場関連では、それまで、鹿島の塩ビ技術

研究所で進めてきた塩ビ加工製品と各種の収

縮フィルムを事業化するため、 1991年10月、鹿

島の波崎地区に波崎分工場を設置した。

また、 1992年8月には、群馬事業所を新設し

て、従来の磯部工場、郷原分工場および松井
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田分工場を統括した。これにともない松井田分

工場は松井田工場となり、群馬事業所に磯部

工場（郷原分工場を含む）と松井田工場が並列

に置かれる形となった。

（注）ココム：対共産圏輸出統制委員会。共産主義諸国への軍事

技術や戦略物資の輸出の規制を行っていたが1994年に解散し、

ココム規制も廃止された。現在、 日本では「安全保障輸出管理規

制」で、通常兵器や大量破壊兵器の拡散を防止するための輸出

規制が行われている。

欧米、アジアヘ拠点拡大

海外展開では、 1993年の市場統合を控えて

いた欧州地域の販売および投資活動の拠点と

して、 1990年3月、「シンエツインターナショナ

ルヨーロッパ社」がオランダのアムステルダム

に設立された。アムステルダムは、欧州の物流・

情報拠点の一つであり、当社もすでに駐在員事

務所を置いていたほか、シンエッシリコーンズ

ヨーロッパがアムステルダム近郊のアルメーレ

に工場を設置していた。

シンエツインターナショナルヨーロッパは、

当社グループの塩ビおよび加工製品、電子材

料などの販売からスタートし、販路を開拓する

とともに、販売活動を通じで情報を収集し、市

場統合で活気づく欧州で合弁事業やM&Aな

どの機会を見出すことを使命とした。

従業員は、開設当初は日本から必要に応じて

派遣する体制をとっていたが、事業の拡大にと

もない常駐体制に移行した。

同社設立の翌月の1990年4月、シンガポー

ルに現地法人「シンエッシンガポール社」が設

立された。こちらは、東南アジアでのシリコー



ンと電子材料の営業力強化を目指し、躍進著し

いアジア新興工業諸国・地域での新規マーケッ

ト開拓、テクニカルサービス、日本からのデリバ

リー状態の把握などを行うものであった。

当社はすでにシンガポール駐在員事務所を

置いていたが、当社の顧客であり、東南アジア

への工場進出を加速させていた日本の電子・

電機メーカーなどから、現地での営業とテクニ

カルサービスを行う拠点の設立を求める声が

高まっていた。

このように、 1990年代の初め、欧州、東南ア

ジアと激しく変化する地域に拠点を設けること

となったのは、事業の国際展開を通じて成長し

ていく当社の姿を象徴していた。

各事業における海外拠点も、この間に拡充さ

れた。 1991年7月には、シンエッシリコーンズ

オブアメリカが、米国の合成樹脂メーカー、ノ

バコアケミカルズ社と合弁で、「シンコアシリ

コーンズ社」をオハイオ州アクロンに設立した。

米国の電子材料や自動車産業向けシリコー

ン製品の生産・販売を手がける同社は、当社の

シリコーン事業で初めての米国における生産

拠栽となった（第2章第W節参照）。

1994年には、カリフォルニア州トーランスの

シンエッシリコーンズオブアメリカとシンエッ

テクニカルサービスをオハイオ州アクロンのシ

ンコアシリコーンズの隣接地に移転し、事業規

模の拡張を決定、同年10月に新事業所建設に

着工した。

その結果、アクロンにシリコーンの営業、製

造、研究の機能が集約され、米国におけるシリ

コーン事業の拠点が強化された。

また、マグネット部は米国カリフォルニア州

にロサンゼルス駐在員事務所を開設して、米国

での販路拡大に努めてきたが、 1992年9月に

事務所をシリコンバレーの中心であるカリフォ

ルニア州サンノゼに移した。米国では好調なパ

ソコン出荷を背景に、 VCMの需要が高まって

いたため、需要家であるHDDメーカーが集ま

るシリコンバレーに拠点を移し、顧客サービス

の向上を図った。

移転後、事業は順調に拡大したため、 1993

年10月には、サンノゼ駐在員事務所を現地法

人化し、 「シンエツマグネティクス社」を設立し

た。営業担当者の増強、テクニカルサービス機

能の拡充も行い、顧客への対応能力が一段と

向上した。

信越半導体は、 1993年、当時主流であった

6インチウエハーから8インチウエハーヘの移

行を見据え、マレーシアのシャーラム工業団地

に8インチ専用加工工場の新設を決定した。

「SEHシャーラム社」が同年6月に設立さ

れ、シャーラム工業団地に約20万州の土地を

取得、月産13万枚の加工能力を持つ工場が建

設された。同工場は1995年9月に完成し、記念

式典を挙行した（第2章第V節参照）。

このように、当社およびグループ各社は海外

拠点を拡充し、国際的な視野を持って商機の

獲得に力を注いだ。

シンテックもこの時期にさらに積極的な設備

増強を進めたが、この点については次節に詳述

する。
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ロ
シンテックのフリーボート第3工場スタートアップセレ
モニー

1[1世界最大の
塩ビメーカーへ

急ピッチで進んだシンテックの増強

1990(平成2)年当時、当社、シンテック、シ

レスの当社グループ3社の塩ビ生産能力は、

1990年12月完成予定のシンテック第5次増設

分を含め年産130万tに達しようとしていた。こ

れは世界の塩ビ生産能力の6%を超え、フラン

スー国の生産能力に匹敵する規模であった。

シンテック第5次増設工事は、 1990年12月

に予定どおり完成し、生産能力が年産90万tを

超える米国最大の塩ビメーカーとなった。

この第5次増設工事によって、フリーポート

第3工場が建設された。この結果、シンテック

は独立した3つのプラントを擁することになっ

た。万が一、いずれかのプラントで生産が停止

する事態が生じても、他の2プラントは生産を

継続できるので、より強固な安定供給体制が確

立された。このことは需要家の信頼をさらに高

めることになった。

1990年の米国塩ビ市況は軟調に推移し、1991

年も景気低迷が懸念されていた。それにもかか

わらず、シンテックの1990年の生産、販売量は

過去最高となった。また、財務面でも1990年12

月期の流動比率は520%、自己資本比率は83.3

％に達しており、米国の化学メーカーのなかで

群を抜いた存在となっていた。

不況下にあった1991年初め、金川社長は1993



年春頃には米国の景気が回復期に入ると判断

し、不景気の時期に増設を行い、好況期に備え

ることがもっとも効果的であるとして、この頃

から第6次増設計画（第3工場の増設）に着手

した。

1989年以降の米国の塩ビ不況で、同業他

社のなかには塩ビ部門の売却やプラント閉鎖に

よる事業撤退の動きもあり、市場は一段と寡占

化が進むと予測された。この間にシンテックは

生産能力を増強し、シェアを高めることで、成

長力拡大を図った。

1991年も米国の塩ビ市場は不振を極めたが、

シンテックは1990年末に完成した第3工場で

フル生産を行って内販、輸出とも伸ばし、 1991

年の販売量は前年を上回った。米国では塩ビ

の価格下落が続いていたにもかかわらず、販

売量を拡大させることで、 1991年12月期は前

年比増収増益を達成した。

特に輸出においては、すでに50カ国以上に製

品を出荷しており、シンテックの塩ビは、世界

でもっとも著名で信頼できる製品であるという

評価を得たブランドとなっていた。世界市場で

トップシェアを確保することは、価格決定力の

確保や有用な事業情報の獲得につながるため、

極めて重要な意味を有している。この点を鑑

み、シンテックでは、米国市場での拡販ととも

に、輸出にも力を注いだ。

シンテックの第6次増設は1992年9月末に

完了、生産能力は年産90万tからllO万tに高

まり、米国での生産能カシェアは20.9%に達し

た。これによって当社グループの塩ビ生産能力

は、鹿島工場の年産37万t、シレスの年産13万t

を加えると160万tに達し、世界最大の塩ビメー

カーとなった。

シンテックでは、この第6次増設においても、

従前どおり工事完了直後からフル生産フル販

売に取り組み、この年の販売量は1976年に全

額出資子会社化した時点の13.2倍、 1人当たり

の生産性は4.4倍と、シンテックの少数精鋭主

義の実績を上げていた。

1992年に出された米国商務省統計によると、

日本企業の過去5年間の対米直接投資におけ

る利益率は平均0.8%にすぎず、「米国を買い

占める日本」といわれた1980年代に米国に進出

した日本企業の多くは苦戦を強いられ、撤退す

る企業もあった。

このような状況を考えると、シンテックの業

績の伸びは極めて異例のことで、それだけに、

その経営に米国でも注目が集まっていた。

塩ビ事業では市況変化への的確な対応が必

要だが、シンテックでは需要家からの受注のパ

ターンなど、日々の小さな変化も見逃さず、市況

変化の兆しを注意深く読み取っていた。

月前半にオーダーが集中しているときは、需

要家はフル生産だが、需要家の操業度が落ち

てくると、需要家はそれでも契約量を消化しな

ければならないので、月後半にオーダーが偏っ

てくると推定することができた。

このようなきめ細かな市場への対応と読みを

総合することで、フル生産フル販売が実現し

た。もちろん、この成長は、営業、生産、出荷な

ど各部門を担当する従業員一人ひとりの努力

の成果でもあった。

1994年に入ると、米国では旺盛な住宅建設
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を反映して、塩ビパイプ、サイデイング（外壁）

材、窓枠などの用途で硬質塩ビが顕著な伸び

を見せ、同年のシンテックの販売星は前年比

11%増と、それまでの実績をさらに伸ばした。

1994年12月期は、売上高、税引前利益、税

引後純利益とも過去最高となり、税引後純利益

を円換算すると、 1995年3月期の当社単体の

当期純利益をしのぐほどになっていた。

また、 1990年当時、シンテックは生産増強に

合わせて原料の安定確保を図るため、ダウケミ

カルと長期購入契約交渉を進めていた。ダウケ

ミカルがフリーボート地区で塩ビモノマーの増

設を計画していたからである。お互いに隣接し

ていることから、シンテックはダウケミカルから

パイプラインで塩ビモノマーの供給を受けてい

た。このパイプライン輸送による塩ビモノマー

を確保することで、塩ビモノマー輸送時のリス

クが解消され、ますます安全で安定した操業

が可能であった。

シンテックとダウケミカルとの関係は良好で、

1990年4月にはダウケミカルの最大の需要家

として、同社の迎賓館で催された感謝パーティ

ーに、金川社長をはじめシンテック幹部が招か

れたことは、第1章第II節で触れた。

その後、第6次増設工事が完了すると、シン

テックのフリーポート工場は、塩ビ単一工場と

しては世界に類のない年産110万tの生産能力

を有するに至り、ダウケミカルの最大の需要家

となった。 1993年8月にはダウケミカルのポポ

フ会長宅に金川社長が招かれ、親交を深めた。

その後も、米国や日本で両トップは会談を重ね、

強固なパートナーシップを築いた。



K-Bin、8年間で生産能力17倍に

シンテックが1985年に設立したK-Binは、塩

ビボトルなどに使われる硬質用塩ビコンパウン

ドの生産、販売を手がけてきた。

1991年6月には年産4万5000tへの増設工

事を終え、汎用から特殊グレードにわたる生産

体制を確立した。 1992年11月末にも増設工事

が完成し、年産11万 tに生産能力を拡大した。

その後も増設を続け、 1994年6月には年産

17万tに達した。 1986年12月の生産開始時に

年産1万tだったことからすると、 8年間で17倍

という能力増であった。

このK-Binで製品販売マネジャーを務め、米

国陸軍の予備役中佐でもあった従業員が、1991

年2月、湾岸戦争に召集された。このとき、シン

テックの指導のもとで、 K-Binはこの従業員に

従軍期間中も給与を支給し続けたほか、その

担当職務を他の従業員が協力してカバーした。

米国陸軍はこれに対し同年8月、従業員が祖

国を守るために召集された場合の雇用主の模

範であるとして、シンテックの社長である金川

社長に感謝の額を贈った。また従軍した従業

員からも「従軍中に金川社長、シンテックおよ

びK-Binの皆さんから多くの精神的励ましと援

助をいただき、後顧の憂いなく軍務に従事でき

たことを、心から感謝します」との感謝の言葉

が寄せられた。

シンテックは、従業員への処遇においても、

米国社会に対して敬意を払い、地域に根ざし

た企業活動を進めるべく、きめ細かな配慮を怠

らなかった。

バブル崩壊下で健闘する国内事業

一方、国内塩ビ事業は岐路を迎えていた。当

社の1989年度の塩ビ生産量は業界平均を上回

る伸びを示し、国内トップシェアを維持してい

たが、 1990年5月、塩ビ事業本部長として塩ビ

事業を主導していた金川副社長は、経営陣に

対し、日本の塩ビ市場に関するいくつか危惧す

べき点を述べた。

第1に挙げたのは原油問題で、原油価格が

高騰すると鹿島コンビナートは競争力を失うた

め、増設計画は慎重に考えなければならないと

いうものであった。

そして第2は韓国、台湾企業の台頭で、この

増設計画が予定どおりに完成すると、日本と東

南アジアの塩ビ市場に波乱が起こることも予

想された。

第3には、今後も塩ビの競争力を維持するた

めには、原料確保に向けた新たな投資が必要

であるということだった。

そのうえ、この頃になると、食品包装に使用

されている塩ビ製品の廃棄物が環境に悪影響

を及ぼすのではないかという説に、社会的な注

目が集まり始めていた。

金川副社長は、廃棄物問題の顕在化で需要

構成が変わってしまう可能性があるので、比較

的業況のよいうちに、ゼロ成長になっても利益

を出せる事業基盤の構築に取り組まなければ

ならないと指摘した。

1990年後半になると塩ビをはじめ多くの製

品で市況が悪化するなかで、金川社長は景気

の基調が大きく変化し始めたことを看取してい
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■酸性雨の大気化学プロセス

沈着

影響

一発生源
H+,so,2-.No3― 

受容域（土壌／植生、陸水、器物・建造物、人体など）

SOが二酸化硫黄、出so,:硫酸、 SO在：硫酸イオン、 H十：水素イオン
NOx: 窒素酸化物、 HNO,:硝酸、 No,-:硝酸イオン

出典：（財）日本環境衛生センター・酸性雨研究センター1999.3「酸性雨と環境」

た。景気の先行きに危険信号が灯ったとして、

各事業部に長期安定需要家への販売拡大、ス

ポット販売、輸出などあらゆる営業努力を重ね

るよう指示するとともに、工場には原単位を向

上させ、かつ生産性を高めるよう指示した。

塩ビ事業本部も、この方針のもと、需要家へ

のきめ細かな販売活動を進めるとともに、生産

性の向上に一段と力を注いだ。

それまで9年連続で拡大し続けてきた日本

の塩ビ生産量は、 1991年度にマイナスに転じ

た。当社は販売拡大に力を注ぐことで、 1991年

度はわずかながらも出荷量を伸ばし、国内塩ビ

生産量シェアも拡大した。

しかし、 1991年2月の湾岸戦争終結以降、塩

ビ市況は低迷しており、収益力を高めていくに

は生産量の全量販売に向けて引き続き全力を

挙げるとともに、値上げを視野に入れる必要も

迫っていた。

なお、塩ビ価格の決定は、当時、いわゆる価

格後決め方式（注）がとられており、 価格安定に

対する障害になっていた。この商慣行是正問題

は、その後も長く塩ビ業界の課題として残り、

2004年まで、需要家との間で折にふれ交渉課

題として浮上することになった。

1992年からは、いわゆるバブルの崩壊によっ

てわが国経済は深刻な不況に陥った。塩ビ市況

が下落する一方で、輸入原料(EDC、エチレン）

価格が上昇し、採算悪化に直面した。

当社は、前述のあらゆる営業努力を重ねると

いう方針に従って、国内市場では需要家への

密接な対応を図った。同時に、フル生産を維持・

継続するために輸出にも力を入れ、シンテック



と連携して海外市場拡大に取り組んだ。

鹿島工場ではこの時期、環境対策にも積極

的に取り組んでいた。これは塩ビモノマー排出

量の自主管理基準の改正に対応するもので、

1991年には塩ビモノマ一環境対策3年計画を

立ち上げ、第1工場の密閉化を進めた。

また、塩ビ生産工程における環境負荷の削

減は避けて通れない課題であったが、環境対

策を単にコストアップ要因と捉えるのではなく、

むしろ生産性向上の一つの契機と捉える積極

的な取り組みも行われた。

こうして、 1994年には環境対策としての密閉

化工事も完了し、新たな時代に対応する生産

体制を整えるに至った。

（注）価格後決め方式：塩ビ業界特有の商慣行で、販売単価を毎

年3月と9月末にそれまでの6カ月分をさかのぼって決める方式。

塩ビ環境問題に対するアピール

前述のとおり、 1990年前後から塩ビ廃棄物

の問題が注目を集めるなど、国内塩ビ事業全

般にとって、環境問題は次第に重大なテーマと

なっていった。

だが、その多くは塩ビに対する誤解に端を発

した塩ビ排斥論であり、当社は塩ビ事業の存

亡をかけて、塩ビに関する正しい知識の普及に

努めた。

また、塩化ビニル工業協会と足並みを揃え

た啓発活動の一環として、社報『信越化学』で

「地球の環境問題を考える一優れた『塩ビ』の

特性を見つめなおそう」と題した1991年10月

特別号を発行した。

当時、塩ビをめぐっては、①塩ビ廃棄物の焼

却が酸性雨の原因になる、②塩ビ廃棄物がご

み焼却の際にダイオキシンを発生させる主原

因である、③石油成分を原料の一部として使う

ことから、塩ビ製品の多用は資源・エネルギー

の浪費につながる、などの大きな誤解があった。

第1の酸性雨問題は、欧州の流通企業が、以

前から欧州で問題となっていた酸性雨対策の

一環として、塩ビ製の包装材料の使用自粛を

発表したことに始まり、日本国内の製造業など

にも、塩ビを他のプラスチックに置き換える動

きが広がった。

しかし、酸性雨の原因物質としては、この頃

すでに自動車、火力発電所、各種工場からの排

ガス、火山ガスなどに含まれる硫黄酸化物、窒

素酸化物や、中国からの影響に起因するものが

ほとんどであり、塩ビを焼却した際に発生する

塩化水素は全体の2~3%であることがわかっ

ていた。

しかも、塩化水素が廃棄物焼却から発生す

るのは、当時、焼却炉の排ガス対策が進んでい

なかった結果であり、その後、日本ではすべて

のごみ焼却炉で排ガス対策が実施され、ごみ

焼却炉の排ガスで塩化水素が問題になること

はなくなった。

第2のダイオキシンについても、塩ビを含ま

ない都市ごみを焼却してもダイオキシンが発

生することが明らかになり、ごみに塩素が含ま

れていても、適切な焼却条件によりダイオキシ

ン発生は防げることが研究の結果判明し、焼却

炉の整備が進んだ。

そして第3の省資源、省エネルギーの論議で
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中国石油化工総公司の代表団が鹿島工場を訪問

(1986年2月）

は、原料の6割が塩から得られる塩素であり、

石油成分は4割にすぎない塩ビは、石池化学

系プラスチックのなかではもっとも石油使用量

の少ないものであり、しかも建築材料その他の

分野で長期間にわたる使用に耐えることから、

資源の浪費を防ぐ材料といえた。

さらに、回収、リサイクルにも塩ビ業界とし

て力を人れ始めており、農業用塩ビフィルムは

1991年当時、すでに40%が回収され、床材や

サンダルの原材料として再利用されていた。

すなわち、他の石油系プラスチックよりも石

油資源への依存度が格段に低い塩ビを、他の

プラスチックなどに置き換えることは、むしろ

環境負荷を高めることにつながるといえた。

1991年10月の社報『信越化学』特別号では、

以下のようなデータを挙げて、塩ビの環境負荷

について検証している。

たとえば、ミネラルウォーターを運ぶ場合、

ガラスびんと塩ビボトルを比べると、ガラスび

んは、それ自身の重さだけで全体の43%を占め

るのに対し、塩ビはわずか7%で済むため、同

じ容量の水を運ぶなら塩ビのほうがずっと軽く

なり、トラックの燃料を39%節減できる。この

結果、窒素酸化物や硫黄酸化物の排出量も、

それに応じて抑制できる。

また、製造時の環境負荷については、直径100

mmの下水道管100mを生産する場合の石油

消費量を、塩ビ管と鋳鉄管で比較すると、塩ビ

管が154kgであるのに対し、鋳鉄管では1970

kgにのぼる。

この記事ではこうした実例を挙げて、省エネ、

省資源といった面で優れだ性能を有し、生産か
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ら消費廃棄までのさまざまな場面で環境への

負荷を小さくしている塩ビの実態を伝えた。

当社は、塩ビの実際の姿を広く伝える努力を

重ねたが、 1990年代後半に向かって、塩ビへ

の誤解が広がる傾向にあった。

そうした誤解を解いて、塩ビの環境に対する

優れだ性能を杜会的にアピールしていくため、

1991年10月に塩化ビニルの製造や加工に関連

する業界団体が 「塩化ビニルリサイクル推進

協議会（現・塩化ビニル環境対策協議会）」を

発足させて活動を開始した。こうして、塩化ビ

ニル工業協会をはじめとする、業界を挙げての

取り組みが進められた。

塩ビ市場拡大への期待

社報『信越化学』1994年1月号の「新春イン

タビュー」で、塩ビ事業本部長であった遠藤良

治常務は、こう述べている。

「（塩ビにとって環境問題は極めて重要だが）

特に注目すべきことは、環境問題、廃棄物問題

で一番関心の深い米国が、 1992年に10%(塩

ビ需要が）伸びているのです。これは驚くべき

ことです。そのはかに極東地域は世界でもっと

も伸びが著しい。ですから、塩ビはいろいろ問

題を含んでいるといわれますが、世界的に見る

と着実に伸びているのです」。

当時の日本では、下水道の普及率がまだ40

％程度であったため、将来的に下水道用の塩

ビパイプの需要が期待できた。加えて、すでに

米国で大きな市場を形成していた塩ビのサイ

デイング材は、国内では法規制の問題からほと

んど使われていなかったが、これから新たな市

場の形成が期待された。

このような点から、塩ビ事業の将来性に対し

て、当社経営陣は期待を持って積極的な事業

展開に取り組んだ。

完成した中国の第2プラント

当社の1961年から1992年までの技術・プラン

卜輸出の実績は、累計で取引相手国28カ国、同

企業44社、同件数83件に達していた。

この間、 1990年4月には、中国の上海市で年

産20万tの塩ビプラントが操業を開始した。こ

のプラントは1978年12月に、「第1プラント」

(1988年に完成した山東省斉魯のプラント）と

ともに成約したものであった。

契約締結当時、「第2プラント」と通称されて

いたこのプラントは、建設場所に江蘇省南京市

を予定していた。 1981年2月には、第2プラン

ト向けの機器が出荷された。ところが同年9月、

中国側の事情により、南京の第2プラント建設

は中止となった。

しかし、 1982年10月に小田切社長が訪中し

て友好的に補足議定書を交わしたことで、当社

は契約上の諸責任を負うことなく、工場完成ま

での指導に協力することとなった。

1986年2月、中国石油化工総公司の代表団

が訪日した。第2プラントが上海市に立地を移

して建設されることが決まったのである。代表

団は小田切会長と会談して、工場建設および
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ポルトガルのシレス
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操業への協力を改めて要請した。

ここからプラントの建設が進み、操業開始ヘ

とこぎつけた。この間、 11年4カ月という異例の

期間を要し、プラントを運営する組織名も 5回

の変更を経ている。

このプロジェクトを担当していた国際事業本

部の渡辺康彦副本部長代理は、プラント完成ま

での紆余曲折を振り返り、社報『信越化学』1990

年4月号に寄せた記事をこう締めくくっている。

「当社の今回のプロジェクトの場合も、 中国

側の度重なる経済調整の影響から、建設工程

は大幅に遅れたにもかかわらず、所定の業務

管理を貫き通せたのは、当社の技術陣、鹿島工

場および信越エンジニアリングの本プロジェク

トに参加した方々の質の高い仕事の成果であ

り、心から感謝申し上げたい」。

ポルトガルのシレスでは、 1993年に予定され

た欧州市場統合を控え、 1989年12月に設備更

新と生産能力増強を行う第1期合理化工事を

完成させて、年産8万5000t体制の構築を進

めていた。

続いて第2期として、1992年2月に年産13万t

体制を確立。また、アベイロ港からエスタレー

ジャの工場まで約23kmのパイプラインを敷設

し、塩ビモノマー輸送コストの低減と安全性の

強化を図った。さらに、需要家と競合しない分

野での樹脂加工への進出などに取り組み、統

合後激化が予想される欧州の塩ビ市場におい

て一段と競争力の向上に努めた。



シレスOBにポルトガル政府から勲章

ポルトガルは1974年の革命によって社会

体制が一変し、その後、経済再建などに苦難

の時代が続いた。松本好弘が海外事業本部か

らシレスに出向したのは、革命から 2年後の

1976年のこと。ポルトガルの世情はまさに困

難の真っ只中にあった。

松本は1977年、現地で定年を迎えるが、そ

の後も海外事業本部欧州部長、国際事業本部

長付など立場を変えながらもシレスと関わり、

同社の発展に尽くした。

このように、 16年間にわたりポルトガルの

人々と苦楽をともにして、同社と産業界の発

展に寄与し続けたことが、ポルトガル政府の

高く評価するところとなり、 1992年12月、松

本に産業功労勲章が贈られた。

授与式は12月11日にシレスで挙行され、ポ

勲
章
を
授
与
さ
れ
た
松
本
好
弘

ルトガルのミラ・アマラル(LuisFernando Mira 

Amaral)工業大臣をはじめ現地の行政関係者

や、平岡千之駐ポルトガル日本大使らの来賓

が出席した。

当社は優れた技術・プラントだけでなく、こ

のような従業員一人ひとりの誠実で真剣な仕

事への志を世界に届けることで、多くの地域

や社会の信頼を勝ち得てきた。
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当社シリコーンが採用された浅虫水族館（青森県）のト

ンネル水槽

団 用途、需要大きく

拡大するシリコーン

松井田モノマー第2プラント完成

1990年代に入ると、磯部工場松井田分工場

は2つの大きなプロジェクトが完了し、シリコー

ン中核工場としての体裁が整えられた。

1990(平成2)年8月に完成したシリコーン生

ゴムとシリコーン熱加硫ゴム（硬ゴム）の一貰

工場であるP-II工場では、大幅な省力化に向

けて生産工程の自動化が進められ、 1人当たり

の生産性は従来のシリコーン熱加硫ゴム工場

（磯部工場G工場）の約3倍に高まった。

シリコーン熱加硫ゴムの市場は、自動車や家

電、事務機などの用途に国内外で拡大してい

た。需要増への対応を進め、多品種にわたるシ

リコーンゴム製品を送り出してきた磯部工場で

は、もはや用地の確保が困難で、生産設備の増

強や増設工事はもとより、省力化や自動化対策

も難しい状況にあった。松井田分工場における

P-II工場の建設は、さらなる成長に欠かせな

いものだった。

P-II工場完成と前後して、 1990年7月には、

松井田分工場でのシリコーンモノマー第2プラ

ントの建設を決定した。

磯部工場におけるシリコーンモノマーの生産

能力は、第1章第皿節で触れたように、 1988年

8月のMR-10の完成によって、従前の1.3倍に

まで高まり、シロキサン換算で年産3万3000t



に達していた。

しかし、シリコーンの需要は、電子材料をは

じめ建設、自動車などの成長分野でますます旺

盛になっていた。そのため、これに対応してシ

リコーン製品の生産を拡大するには、その中間

原料であるモノマーの生産能力の増強が不可

欠であった。そもそも松井田の用地取得は、シ

リコーンモノマー第2プラント建設に向けた検

討から始まったものであった。

1991年2月の同プラント起工式には、金川杜

長をはじめ、菅原、橋本、小柳各副社長、和田、

宮坂両専務など当社関係者に加え、群馬県企

業局や松井田町ほか官公庁や工事関係者が多

数参列した。起工式で日浦磯部工場長は、「今

同のモノマープラントの建設は、松井田分工場

の中核となるもので、完成すれば松井田地区も

本格的な戦力になります」と挨拶し、同プラン

トヘの期待と、その重要性を語った。

1992年に入ると1月にユーティリティ設備の

試運転が完了し、続いてモノマープラントの部

分試運転を開始した。 3月には総合試運転を実

施し、メチルシランの合成がスタートした。

こうしたプロセスを経て工事は完了。最新の

自動化、省力化技術を投入して、少人数でプラ

ントの稼働状況を監視しながら生産ラインを管

理できる、極めて生産性の高い新鋭モノマープ

ラントが誕生した。このプラントの竣工式は

1992年5月に行われた。

このシリコーンモノマー第2プラントの完成・

本格稼働によって、松井田分工場が工場とし

ての機能を拡大させたことを受け、磯部工場、

郷原分工場、松井田分工場の組織休制の見直

しが行われ、 1992年8月に群馬事業所が設置

されたのは前述のとおりである。

磯部工場と併置された松井田工場は碓氷郡

松井田町にあり、安中市の磯部工場と近接して

いたが、両工場の行政区分は異なっていた

(2006年3月、松井田町と安中市は合併）。そこ

で、松井田工場は、分工場ではなく独立した組

織として行政への対応を図ることになった。高

圧ガス取締法などの法的な対応においても、組

織を独立させ管理体制を整備することが適当

と判断した結果であった。

磯部工場には従来の製造部門と郷原分工場

が置かれ、それまで磯部工場の組織であった

品質保証部、事務部、環境保安部、原動部、エ

学技術部は群馬事業所の直轄となった。

また、工場長室は事業所長室と改称されて

群馬事業所の直轄となり、事業所長には日浦常

務（磯部工場長兼務）が就任した。

群馬事業所、コストダウンヘ努力

磯部工場では、この間もシリコーン生産部門

の増強を進めていた。

1991年12月には7期にわたって行われたA

工場の再編・増強工事が完成し、新規試作品

や小規模高付加価値品の生産体制が確立する

とともに、ジャンクションコーティングレジンの

生産設備をA工場に移設した。

また、郷原分工場では、現状の約3倍量のシ

リコーンRTVゴムの生産・出荷体制を構築す

る将来構想に基づく、 B-I工場の増設工事が
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1991年12月に完了した。建屋を2倍の規模に

増築するこの工事は、 1983年の郷原分工場設

置以来3回目となる大規模なものであった。完

成後はシーラント、 LIMS材料、高強度シリ

コーンRTVゴムの生産を開始、量産品生産工

場としての機能が拡充された。

このように1990年から1992年にかけて、当

社のシリコーン事業は、モノマーから製品まで

生産体制の拡充を図ったが、国内ではバブル

が崩壊、海外ではイラクのクウェート侵攻から

湾岸戦争へと推移し、景気は後退した。

シリコーン事業本部の宮坂事業本部長は、経

営陣に対して、 「シリコーン事業は現在まさに

胸突き八丁にあるのが実情である」(1991年11

月）、「経済減速とMプラントの完成スタートが

並行して、苦難が予想される年」(1992年1月）

と報告した。

事業環境への厳しい認識から、シリコーン事

業本部は、さまざまな対応策を実施した。工場

における省力化などの合理化、営業部門も含

めた総合的な経費節減はもとより、新規需要の

開拓、既存製品のシェア向上と国際競争力の

確保、営業・製造・研究が一体となった収益改

善努力、アジアにおける基盤強化と欧米拠点

の自立化などであった。

新規需要の開拓については、 1991年4月に

国内営業部門に「市場開発部」を新設し、マー

ケティング活動の強化に一段と注力した。こう

した努力により新製品の開発・完成が加速さ

れ、シリコーン事業の特長でもある多品種化も

進み、販売量は1992年度も拡大した。

しかし、この時期、円高や競争の激化、品種



構成の変化などによって販売単価は下落傾向

にあり、厳しい対応を迫られていた。群馬事業

所では、旧磯部工場時代からの取り組みである

「Iプロジェクト委員会」や、 G委員会の活動な

どを進めた。

1991年に発足したIプロジェクト委員会は9

つのグループを編成して、生産プロセスの合理

化、物流の効率化、産業廃棄物対策、品質保証

の効率化、事務管理部門の効率化を推進した。

また1993年1月からは、一段の合理化を目的

として、外部講師による1年間にわたる研修が

実施され、 1993年は製造部門の課長・係長ク

ラス、1994年は作業長・組長クラスが受講した。

ここでは工程改善、自動化推進、 4Sなど、生

産現場の合理化を目的とした講義やグループ

討議が行われ、その成果が現場に取り入れら

れた。

1992年5月にはG委員会発足によって、エ

場ごとにコストダウン目標額が設定された。

群馬事業所では、 G委員会の目標額達成に

向けた自動化・省力化投資に加え、より進んだ

物流情報システムの構築と、充填・荷造り・配

送の自動化・省力化、分析・検査作業の自動化

などに取り組んだ。

こうした状況下でも、各種シリコーンエマル

ジョン製品を製造するE工場では、省力化と生

産効率の向上を目指し、 1994年3月に第1期再

編・増強工事を完成させた。また、郷原分工場

でもシーラント充填包装設備の更新増強工事

を進め、 1996年1月に完成するなど、設備増強

と自動化・省力化への取り組みは継続的に進め

られた。

シリコーン上市40周年、第2の創業へ

1993年、シリコーンは上市40周年という記

念すべき年を迎えた。

宮坂事業本部長は、この年を名実ともに第2

の創業年とするために、①顧客第一主義の基

本を再確認して売り抜く、②総合力を発揮しや

すい体制づくりをして進む、③グローバル化に

いっそう注力する、という 3点を年頭の抱負と

して経営陣に表明した。

1993年4月に、シリコーン事業本部は大規

模な組織改定を実施した。その主な目的は次

の4点であった。

①営業部門をさらに小回りのきく組織とし

て、コスト•利益重視の組織体質づくりを

いっそう推進する。

②国際化対応の強化のため、国内営業、海外

営業の運営一体化を図る。

③デリバリ一部門を各営業の直轄として、顧

客サービスの向上を図る。

④管理部門を再編して、事業戦略機能を強

化する。

具体的には以下のような改編がなされた。

①総括部門を設け、同部門に事業の管理統

括にあたる「本部長室」と、長期事業計画

の作成・調整にあたる「企画部」を新設。

②営業部門を「フルイド部門」（シラン、オイ

ル、エマルジョン関連）と「エラストマ一部

門」（シリコーンゴム関連）に分け、両郁門

に3つの営業部と、デリバリーなどを手が

ける業務部を設置。

なお、各営業部とも国内販売と輸出の双方を
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手がけることとし、その輸出業務を補佐・調整

するために「海外推進部」を新設した。

また、主に加工製品の開発、販売、技術サー

ビスを行っていた国内営業第四部は、その実態

に合わせて「開発製品部」と改称した。

1994年の杜報『信越化学』 1月号の「新春イ

ンタビュー」で、宮坂事業本部長は、「組織改

定の根本にあるものは「ニーズ志向、ニーズオ

リエンテッド』を目指した組織づくりである」と

説明している。

この新たな体制で、シリコーン事業は上市か

らちょうど40年となる1993年10月を迎えた。

過去40年間の累計販売数量は、シロキサン

換算で約41万tに達し、上市直後は20品種だっ

たシリコーン製品も、約4000品種にまで増えて

いた。だが、シリコーンを取り巻く環境の変化

には、新たな対応が必要であり、さらなるチャ

レンジが求められた。

先に引用した1994年1月の社報インタビュ

ーで、「最後に一言」と求められた宮坂事業本

部長はこう答えている。 「やはり、チャレンジ」。

アジア市場、欧州市場での展開

1990年から1994年にかけては、シリコーン事

業が海外展開を強化した時期でもある。

国際市場では、米国のダウコーニングが群を

抜いたシェアを確保しており、そのほかにも米

国、欧州に有カメーカーが存在していた。

1980年代に本格的な海外展開を始めた当社

は、 1990年の販売量ベースの輸出比率は30%



であった。アジアでは現地法人を軸とした販売

体制の再構築、米国では事業基盤の確立と現

地生産の推進、欧州では現地生産の早期軌道

化に取り組んだ。

アジア市場では、韓国で米国の有カメーカー

が現地法人を立ち上げて、市場攻勢を強めた。

当社はシェアを確保するため、韓国信越シリ

コーンを軸に体制の再構築を図るべく、 1991年

3月に韓国駐在員事務所を閉鎖し、所員を韓国

信越シリコーンに移籍させて営業力を強化し

た。同時に同社の増資を行い、販売・生産・技

術サービスの機能を持つ自立した会社として、

直販体制の強化、輸入品を含む販売体制の再

綱・整備などを進めた。

生産面では、ソウル市内に立地する九老工

場が生産能力の面で限界に近づき、この頃か

ら環境規制が次第に強められたことから、ソウ

ルから南へ110kmの大所工業団地に約4万

3000吋の用地を確保し、移設・増強をするこ

ととした。この「大所工場」は1992年7月に竣

工、生産能力は旧工場の2倍となった。

また、台湾でも、 1991年9月に台湾信越シリ

コーンがテクニカルセンターの業務を開始し、

顧客サービス機能を高めた。

その後、円高の進行につれ、シリコーンの国

内需要家はアジア地域への生産拠点の移転を

進め、シリコーン市場拡大の要はアジアとなっ

た。世界最大手のダウコーニングはいち早く各

地に拠点を設け、市場を開拓していた。そのた

め、当社もシェア確保に向けて、いっそう事業

体制の強化を図ることが急務となった。

欧州では、オランダのシンエッシリコーンズ

ヨーロッパで、 1990年10月に新事務所と工場

が完成した。竣工式には宮坂事業本部長、日

浦磯部工場長、伊藤邦雄シリコーン電子材料

技術研究所長のほか、現地からアルメーレ市

長、オランダ経済省幹部らが出席した。

事務所と工場合わせて約2000m'の建屋を

有する新工場ではシリコーンRTVゴムの生産

がスタートし、欧州各地の日系自動車メーカー

に供給を開始した。欧州も景気後退期に入り、

苦戦を強いられたが、日系企業をはじめとする

顧客への製品供給は着実に進められた。

米国拠点をアクロンに集約・強化

米国のシリコーン市場を開拓する当社グル

ープにとって、 1990年代前半はエポックメイキ

ングな時期となった。

1985年に設立されたシンエッシリコーンズ

オブアメリカは、 1990年8月にマサチューセッ

ツ州ボストンに東郎販売拠点を設置し、米国東

海岸へ進出した。

さらに1991年7月には米国の合成樹脂メー

カー、ノバコアケミカルズと合弁で、シンコアシ

リコーンズを設立した。シンエッシリコーンズ

オブアメリカとノバコアケミカルズの持つ、シリ

コーン熱加硫ゴム事業を統合するのが目的で

あった。

米国では、シンエッテクニカルサービスがカ

リフォルニア州トーランスでシリコーンRTV

ゴムの小規模な生産を行っていたが、シンコア

シリコーンズの設立で、シリコーン製品の本格
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的な生産がスタートすることとなった。

新会社設立に際しては、シンエッシリコーン

ズオブアメリカが資金と技術を提供し、ノバコア

ケミカルズがシリコーン熱加硫ゴムの生産設備

を現物出資するという役割分担が決められた。

シンコアシリコーンズの本社および工場は、

ノバコアケミカルズのあるオハイオ州アクロン

に置かれ、 50名の従業員がノバコアケミカルズ

から移籍した。新会社では、それまでノバコア

ケミカルズが生産・販売してきたシリコーン熱

加硫ゴムを中心に、米国の電子材料や自動車

業界に向けて販売を進めた。

なお、 1994年8月に、ノバコアケミカルズよ

り、同社が保有するシンコアシリコーンズ株を

当社に譲渡したいとの申し入れがあり、 1995年

7月、シンコアシリコーンズはシンエッシリコー

ンズオブアメリカの全額出資子会社となった。

1994年3月には、シンエッシリコーンズオブ

アメリカとシンエッテクニカルサービスのアク

ロンヘの移転と、同地でのシリコーンRTVゴ

ムの工場建設が決定された。

これは、第1に米国の需要家の要請に適合し

た製品をタイミングよく供給するには、現地に

生産拠点を有することが必須であり、現地の原

料を活用する必要があること、第2に円高で日

本からの輸出が採算上限界に達していたこと、

第3にカリフォルニア州は税制、環境などの規

制が全米でもっとも厳しい、といったことを考

慮したものであった。

これにより、マーケティングと販売のみを行

ってきたシンエッシリコーンズオブアメリカで

も、シリコーンRTVゴムの生産を手がけるこ



ととなった。アクロンヘの移転・拡張によって、

米国でも営業、製造、研究が一体となり、需要

家への対応を図っていった。

1995年3月に両社は、アクロンのシンコアシ

リコーンズ隣接地に移転した。シンエッシリ

コーンズオブアメリカはシンエッテクニカル

サービスを吸収合併し、新拠点と工場を建設

して新たなスタートを切った。

研究開発機能を松井田に集約

シリコーン事業にとって、新規顧客開拓、個々

の需要家の要求に合わせた製品の供給、コスト

ダウン、生産性の向上が重要なテーマとなって

いたが、それらの実現には技術的な裏づけが

不可欠であった。

その研究開発を支えたシリコーン電子材料

技術研究所は、 1991年4月、新研究棟が竣工

した松井田への全機能の集約を完了した。そ

れまで、工場の相次ぐ増設にともない磯部工場

の敷地内に分散していた研究開発機能が、 1カ

所に集中した。

新研究棟の延べ床面積は8200m'で、 4階建

ての研究棟、 2階建ての管理棟、動力設備、付

属棟からなっていた。レイアウトは先進的な開

放スタイルを基本として、それぞれの研究開発

チームが日常的に頻を合わせて交流できるよう

に配慮された。

シリコーン電子材料技術研究所にとって新

たなスタートの年となった1991年の年頭、伊藤

所長は経営陣に対して「シリコーン電子材料

技術研究所としてのほぽ全機能が松井田地区

への集約を完了してスタートを切る年であり、

担うべき責務への認識を新たに、シェアアップ、

中長期計画達成に寄与したい」として、分野別

に以下の方針を打ち出した。

現業製品については、①現有技術を軸に市

場動向を見据えて多角化、多層化を図り、技術

基盤の強化・拡大に取り組み、②コストダウン

技術の開発、海外の重点的技術のフォローをよ

り強化する。 一方、取り組み中の新規研究につ

いては早期戦力化を、顧客の要請に応える新

製品開発やテクニカルサービスでは、スピード

ァップの徹底を図るというものであった。

その後、シリコーン事業を取り巻く環境が厳

しくなり、海外市場での競争が激化していくな

かで、価格とともに品質、納期、テクニカルサー

ビスなどの総合的な競争力が求められた。この

ため、同研究所も特許を含む技術の質的向上

に努めるとともに、 G委員会やIプロジェクト委

員会と連携した既存製品や原料の合理化、さ

らにアジア地域のテクニカルサービスの強化な

どに力を入れた。

新製品開発についても積極的な取り組みが続

いた。シリコーン事業本部が販売促進のために

年4回発行している「シリコーンニューズ」にも、

新製品が毎号数点、ときには10点近く掲載さ

れ、需要家のシリコーン応用製品も多数紹介さ

れた。掲載商品を見ると、リンスインシャンプー

や化粧品など身近な日用品から、当時各地で登

場し始めた水族館の大型アクリル水槽や橋梁

といった大型建造物まで、シリコーンが活躍の

舞台を広げている様子がわかる。
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シリコーンゴムを活用した
新免需構造の松井田工場守衛所

1992年3月、松井田分工場の守衛所の竣工式が挙行さ

れた。その建物の基礎を支えているのは、シリコーン熱

加硫ゴムと鋼板を交互に20層以上重ねて硬化接着した

「シリコーン免震積層ゴム」で、地震の振動エネルギーを

吸収する機能を備えたもの。当社と清水建設、ブリヂス

トンの3社で共同開発した当時最新の免震構法だった。

3月27日の竣工式当日には、大型起振機でこの守衛所を

振動させて各部の振動を計る公開実験も行われ、その優

れた性能が披露された。

松井田工場の守衛所（上）と建物下に設置されたシリ

コーン免震積層ゴム

また、サンプルや小規模製品についても、納

品までの期間を短縮するため、松井田工場のP-

皿工場北側に、シリコーンゴム関連製品の試作

品・小規模品の専用工場を新設することを決

定、 1994年12月に着工した。

こうして、市場や顧客に密着して開発された

新製品や新技術のなかには、外部団体によっ

て評価され、表彰されたものも多かった。

1990年10月には当社の「剥離紙用放射線硬

化性シリコーンとその工業化」が日本ケイ素光

化学会（現・ケイ素化学協会）の「技術賞」を受

賞した。

1991年10月には「複合硬化型液状シリコー

ンゴム」の研究が同じく「技術賞」を受賞し、 2

年連続の受賞となった。

さらに1993年2月には、当社がメニコンと10

年以上にわたる年月をかけて共同開発した酸

素透過性ハードコンタクトレンズが評価され、

中日新聞社主催「第6回中日産業技術賞」の「中

日新聞社賞」を受賞した。

当社に入社以来、シリコーンの合成法の開発

や応用製品の研究開発に取り組んできた高見

澤稔コーポレートリサーチセンター所長は「付

加反応型離型紙用シリコーンの開発」を評価さ

れ、 1992年4月に科学技術庁長官賞の「科学

技術功労者表彰」を受け、 1993年5月には紫綬

褒章を受章した。

そのほか、外部との交流では通産省の「ケイ

素系高分子材料の研究開発」プロジェクトが

挙げられる。当社は1991年から2000年まで参

加、ほかに化学メーカー7社が参加した。シロ

キサン以外のケイ素含有ポリマーの研究開発



を行い、高強度材料、導電性材料、発光材料と

いった分野の研究プロジェクトであった。

学会、産業界が一堂に会するこのような国家

プロジェクトは、通常の事業活動では得られな

い情報に触れる機会であった。また、ケイ素化

学の基礎から進めたので、若手研究者にとって

非常によい教育の場ともなった。

1990年代後半の事業計画を検討

1994年11月、シリコーン事業本部は、事業の

今後の進め方を経営陣に報告した。

海外市場では、汎用製品を中心に、最終製品

に近い分野から現地生産体制を拡充し、円高

で低下した輸出収支の改善、消費地内での供

給体制の確立などを進めて、収益構造を確保

する方針が確認された。

同時に、伸長著しいアジア市場での事業拡

大を支えるシリコーンモノマーの供給問題が取

り上げられた。

松井田工場のシリコーンモノマー第2プラン

ト完成後、フル生産を目指して力を注いだこと

もあって、生産能力は限界に近づいていた。前

述のとおりアジア市場へのモノマー供給につい

ては、成長戦略と密接に関連した重要問題だっ

た。円高が進む状況下で、松井田工場が当初

の計画どおりにシリコーンモノマーの第2期増

設を実施し、製品を海外に送り出すことは、コ

スト競争力を損なうのではないかという懸念が

経営陣の一部にあった。

しかし、松井田工場のシリコーンモノマープ

ラントは、建設当初から第2期増設工事まで織

り込んで先行投資を行っており、増設を実施し

ても投資コストは低く抑えることができた。さら

に、数年来の生産性向上への取り組みと技術

的な進歩もあって、松井田の第2期増設実施が

そのまま競争力を損ねることにはならないとい

うのが最終的な見解であった。

そこで、長期的な視点に立てば消費地の近く

でシリコーンモノマーを生産することが不可避

ではあるが、第2期増設工事として予定してい

た年産9万3000tまでは、松井田工場からアジ

ア市場に供給することが投資効率の点からも

よいという判断が下された。しかし、その後の

対応については、最適な生産地、適正な生産規

模などの検討を行うこととした。

シリコーンモノマーの生産にあたっては、生

産規模が大きくないと投資効率上の問題があ

るため、海外で現地生産を行う場合、当社単独

でプラントを建設すると規模の利益を得られな

い可能性もあった。その場合のパートナー選定

なども含めて、総合的な判断を要する課題で

あった。このアジアでのモノマー生産構想は、

2000年代に入って実現することになる。

一方、国内のシリコーン市場は成熟化しつつ

あった。そのため、収益基盤であるスペシャル

ティ製品を一段と強化する必要があり、研究開

発とマーケティングの充実にいっそう力を入れ

ることが改めて確認された。

こうしてシリコーン事業は、 1990年代後半以

降、国内の地歩を固めながら世界市場でのシェ

ア拡大に取り組んだ。

第2章新たな挑戦の始まり (1990-1994) 163 



半導体磯部研究所に設置されたショーケース
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謹大口径化に向かう
半導体事業

8インチ量産と「次恨代」にらみ増設

1990 (平成2)年の初め、半導体磯部研究所

の玄関に新しいショーケースが設置された。そ

こには、単結晶シリコン、その原料となる多結

晶シリコン、そして単結晶生産に用いる石英る

つぼなどが展示されたが、ひときわ異彩を放っ

ていたのが、直胴部400mm、直径300mm(l2

インチ）のCZ法単結晶であった。

この頃、ようやく200mm(8インチ）ウエハー

が量産化の緒に就こうという時代であったが、

この300mm単結晶は信越半導体が試験的に

生産したもので、いわば先の先を行く技術で

あった。

ちなみに、当時、最先端の半導体デバイスで

あった16M(メガビット） DRAMの場合、 300

mmウエハー1枚から取れるチップ数は約440

個と、 8インチウエハーの2.4倍にのぼった。

ウエハー1枚から取れるチップ数の増大は、

歩留まりの改善にもつながり、半導休デバイス

の生産にとって大幅なコストダウンに直結す

る。このため、ウエハーの大口径化は、半導体

の世界では回路の線幅の微細化と並んで、常

に大きな命題だった。

1990年のDRAMの世界では、それまでの主

流であったlMから4Mへの移行が確実な情

勢になっていた。また、ウエハーは直径6イン



チが主流の座を占めてはいたものの、すでに日

米の大手半導体デバイスメーカーは、 8インチ

ウエハーの本格的な導入を前提とした技術開

発や設備増強を進めており、 6インチから8イ

ンチヘの交代が実現しようとしていた。

こうした半導体業界の動向に合わせ、世界

のシリコンウエハー市場でトップシェアを握る

信越半導体も、 8インチウエハーの量産体制を

整えていた。

すでに磯部工場、武生工場で8インチウエ

ハーの本格生産を始めていたが、白河工場で

もその第1次対応として、 1989年5月以降、 8

インチ生産ラインの導入を進めた。そして1990

年1月には、 8インチ単結晶の生産に使用する

新鋭の引き上げ機がテスト稼働を開始した。

これにより白河工場でも 8インチ対応が整

い、全社一丸となって、他社に先がけた安定供

給を目指した。

さらに白河工場では、既存の生産ラインの増

強に加え、既存工場の北側に、 8インチ以上の

大口径単結品を量産する専用棟を建設するこ

とを決定、 1990年12月に着工した。 1992年2

月には火入れ式が行われ、同棟の生産ライン

が稼働を始めた。生産能力は当初月産lOt、将

来は30tとする計画であった。

一方、信越半導体グループ各社も次世代半

導休への対応を図り、設備増強を進めた。

1990年6月には直江津電子工業で、次世代

PW工場となる「F工場」の建設を開始した。 F

工場とは「Future(未来）」の頭文字を取ったも

ので、半導体の高集積化に対応する最新鋭設

備を備えたウエハー加工工場であった。

工場内は、スーパークリーンルームの設置、

本社工場との自動搬送システム完備など、徹

底したクリーン化と省力化が図られた。

半導体の集積度は1970年代以降、ほば3年

に4倍というペースで進んだため、 1990年代前

半の主流であった4Mが、 1990年代後半には

16M、さらには64Mへと世代交代が進むと予

想されていた。集積度が上がるにつれて、ウエ

ハーに書き込まれる回路も微細になるため、よ

り高品位、高精度のウエハーが求められる。極

めて小さなほこりでも、デバイス生産の歩留ま

りに影響するため、ウエハーの生産設備にはよ

り高いクリーン度が求められた。

F工場は1991年5月に竣工して同年秋から

本格稼働を開始、当時主流であった6インチウ

工ハーはもとより 8インチウエハーの加工にも

取り組んだ。

この直江津電子工業の工場新設とほぼ同時

期に、長野電子工業も新工場を建設した。 1990

年7月に着工、 1991年5月に完成した新工場

は、既存工場の南側に建設され、 8インチPW

の生産設備と検査工程が設けられた。

1990年6月には半導体白河研究所が竣工

し、ウエハー加工技術の研究開発に取り組ん

だ。関連加工会社の長野電子工業、直江津電

子工業、三益半導体工業からも研究メンバー

が参加し、この分野の技術拠点という同研究

所の位置づけが定まった。

ここで研究されたウエハー加工技術や自動

化技術は、後述するマレーシアの新工場建設

を経て、のちの300mmウエハ一時代の基盤と

して生かされていった。
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マレーシアのSEHシャーラム
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1991年8月には、半導体磯部研究所に直径

300mmのCZ法単結晶まで生産できる大型

引き上げ機が導入された。この引き上げ機は超

伝導磁石を装備し、磁場を利用してCZ法単

結晶を生産する「MCZ法」にも対応した最新

鋭機であった。同研究所はこれを活用して、大

口径の単結晶引き上げにともなう種々の問題を

解明し、量産化時の生産性および品質の向上に

向けた研究を本格化させた。

米・欧でも現地需要に対応

SEHアメリカは、 1989年12月期に累積損失

を解消し、翌1990年12月期も好業績が続いた。

ちょうどその頃、米国でも 8インチウエハー

への移行が始まろうとしていた。日本からの輸

入で8インチをまかなっていたSEHアメリカ

は、現地生産に切り替えることを決定、オー

チャード工場を増設して、 1991年2月から生産

を開始した。

SEHアメリカでは、当面は月産1万枚を目

途とし、その後は需要家である半導体デバイス

メーカーの8インチヘの移行度合いに合わせ

て、さらに増強する計画を立てた。

一方、 ICの集積度が高まるなかで高品位ウ

工ハーの需給も引き締まった。 SEHアメリカ

は、これに対応して新たなEPW工場を建設し、

1993年3月に完成した。

業績も1991年以降、成長を重ねた。 1992年

12月期は、売上高、経常利益、当期純利益とも

前年比2ケタ増となった。好業績を上げたSE



Hアメリカは、 1993年3月、当社が1988年に欧

州でワラント債を起債して調達した、同社への

貸付金1億ドルを返済した。そして1994年12月

期も過去最高の業績を更新した。

欧州では、 1993年の欧州市場統合を控えて、

日系の半導体デバイスメーカーが現地生産化

の動きを強めていた。 SEHヨーロッパはこれ

に対応してIC用のPWプラント（第2期）の建

設工事を1989年後半から進め、 1991年4月に

完成、操業を開始した。月産13万枚の生産計

画でスタートし、需要の伸びとともに生産を拡

大していくこととした。

1993年以降は、世界規模でのパソコンの本

格的普及などを背景に、半導体産業は高い成

長率を示した。欧州市場でも日米欧の半導体

デバイスメーカーは設備投資を積極的に推進、

ウエハー需要も年率2ケタ増と急ピッチで高

まっていた。

こうした需要の拡大に応えるため、 1994年10

月、信越半導体はSEHヨーロッパの生産拡大

計画を対外発表した。

その第1段階は、 1995年1月を目標に、既存

プラント内に単結晶の切断やウエハーの研磨

装置を導入し、ウエハーの生産量を月産20万

枚に高めるものであった。また、最終的にはエ

場を増築して、 月産33万枚まで増産することも

あわせて発表された。

すでにこの時期、1言越半導体は欧州1市場で

15%以上のシェアを有しており、この増産計画

によってさらにシェア拡大を図った。

マレーシアに8インチ専用工場新設

1993年9月、信越半導体はマレーシアに8イ

ンチウエハー専用工場を新設することを発表

した。 SEHシャーラムを設立して、マレーシア

の首都クアラルンプールの南西約25kmにある

シャーラム工業団地に、月産13万枚の8インチ

ウエハー専用工場を建設する計画である。投

資額は約200億円であった。

信越半導体では、 1974年にSEHマレーシア

が操業を開始しており、このシャーラム工場は

マレーシアで第2の拠点となるものであった。

それまでSEHマレーシアをはじめ、シンエ

ツマレーシア、シンエッポリマーマレーシアと

いった拠戌を設置してきた当社グループにとっ

て、マレーシアは馴染み深い国であった。新エ

場建設にあたって、信越半導体では、いくつか

の候補地のなかからマレーシアの自由貿易加

工区であるシャーラム工業団地を選定し、そこ

に約20万州の上地を確保した。

第1期工事では、 1994年7月を目途に、 月産

6万5000枚の生産能力を持つ設備を建設する

ことになった。そして、引き続き第2期工事を行

い、 1995年4月を目標に月産13万枚体制を構

築する計画であった。 8インチウエハーで月産

13万枚という規模は、当時の世界最大であった。

シャーラム工場では、 8インチウエハーを生

産するために、新しい技術を大幅に取り入れ、

その技術で生産されたウエハーはNCW(ニュ

ー・コンセプト・ウエハー）と名づけられた。

新たな技術の注目すべき点は、単結晶の切

断の際に従来使われていた内周刃に代えて、ワ
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イヤソーを使うことだった。ワイヤソーの厚み

は内局刃の半分程度なので、それだけ切断時

のロスを少なくすることができた。

ワイヤソーで切断後、ウエハーの外周部を円

弧状に研削する面取り加工（ベベリング）、厚さ

のばらつきを小さくする両面粗研磨（ラッピン

グ）、表面の歪みや異物を除去するエッチング

の各工程を経たのち、 NCWでは、面取りした

部分に磨きをかける鏡面面取り、そしてウエ

ハーの背面も磨く背面研磨を行った。

NCWでは、従来はウエハーの表側だけが研

磨されていたものが、背面はもちろん、面取り

された側面まで研磨されるため、ウエハーから

の発塵が少なくなるというメリットを需要家に

提供できた。

1994年6月、シャーラム工場は予定どおりに

操業を開始した。当時、 6インチから8インチウ

工ハーヘの交代が急を告げており、韓国や台

湾の半導体デバイスメーカーでの採用をきっか

けに、次第に多くの需要家から求められるよう

になった。旺盛な需要に対し供給が追いつか

ず、工場はフル生産となった。

シリコンサイクルが避けられない半導体関

連事業では、投資のタイミングが極めて難しい

とされているが、 SEHシャーラムは幸運な船

出となった。

台湾に 「信越光電」を設立

発光ダイオード(LED)などの材料となる化

合物半導体についても、この時期、事業基盤の



拡充に取り組んだ。

1995年4月、信越半導体は台湾にLED用

化合物半導体の生産・販売を行う新会社、「信

越光電股扮有限公司」を設立した。

LEDを使用する世界の有カエレクトロニク

スメーカーが、台湾にこぞって生産・販売拠点

を設けていたためである。

信越光電は、化合物半導体部門では初の海

外進出となるもので、信越半導体が80%を出

資し、台湾の光昴科技股1分有限公司、崇越科

技股扮有限公司と合弁で設立した会社であ

る。 1995年末に工場を完成させ、 1996年1月

から事業を開始することとした。

光蒻科技は当時すでに世界でもトップクラ

スのLEDメーカーで、崇越科技は、シリコーン

や合成石英で当社グループと台湾で合弁事業

を行っていたというつながりがあった。

信越光電は、台湾政府が先端技術産業を育

成する目的で開発した政府直轄の工業団地「新

竹科学工業園区」に設置され、GaP(ガリウム・

リン）半導体の生産、販売を目指した。

LEDは、 GaP半導体の生産工程で微量に

添加するドープ剤の種類などをコントロールす

ることによって、赤や緑に発光させることがで

きる。信越光電では、まず、当時需要の大きかっ

た赤色用を中心に生産し、順次、緑色用も加え

ていくこととした。

その頃すでに各種のランプや標識、表示板、

デイスプレイなどに利用されていたLEDは、

輝度の向上や表現できる色数の増加といった

技術の進展につれ、 1990年代後半にはさらな

る用途の拡大が見込まれた。

信越光電は、成長著しい台湾で需要家に近

接する利点を生かし、市場の要請に迅速に応

えていった。

SOIウエハー、長野電子工業で生産

シリコンサイクルが上昇に転じる局面を捉

え、当社の半導体事業は、世界各地の拠点を

増強することで迅速に製品を提供し、ビジネス

チャンスの獲得に注力した。

同時に、次世代の事業を展望した技術開発

にも積極的に取り組んだ。その一つがSOI

(Silicon On Insulator)と呼ばれるウエハー加工

技術である。

SOIとは、ベースとなるシリコンウエハーの

上に絶縁酸化膜層、さらにその上に均ーなシリ

コン(si)膜層という 3層構造のウエハーをつ

くる技術で、 SOIウエハーは低消費電力、高

耐圧で、高集積度の半導体デバイスに適した

特長を備えている。

SOIウエハーが実用化すれば、さらなる高

集積化が実現でき、同等の性能なら従前より

チップサイズを30~50%小さくすることも可能

であった。このため世界の技術者は、さまざま

なSOI技術を考案していた。

信越半導体では、1988年からSOIウエハー

の開発に取り組んでおり、 1989年に開催された

IEEE(米国を本拠とする電気電子学会）の「S

0 I/ S OS Conference」で、世界で初めて貼り

合わせ技術によるSOIウエハーを発表した。

当時は酸素イオンを注入してSOIウエハー
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をつくるSIMOX技術が先行していたが、品

質の安定性という点では問題があった。その

点、貼り合わせ技術によるSOIウエハーでは、

表面欠陥の少ない優れた結晶性と、安定した

絶縁性を示す埋め込み酸化膜を実現すること

ができた。信越半導体では長野電子工業の協

力を得て、貼り合わせ技術によるSOIウエ

ハ一生産技術の実用化を目指した。

1990年3月には、長野電子工業が厚膜のS

ORウエハーの生産を始めた。この厚膜SOI

ウエハーは、優れた耐電圧特性などから、自動

車向けなどの用途が有望視された。また、低消

費電力でもあったため、 1990年代半ばから本

格的な普及期に入った移動体通信用の半導体

デバイスとしても注目を集めた。

信越半導体では、その後もさらにSOIの研

究開発を進め、 1990年代後半には薄膜SOI

ウエハー、すなわちsi膜層がlμm以下とい
う、より厳しい条件のSOIウエハーの生産技

術確立に取り組んだ。
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展示会で注目を集める当社グループの

製品群（「セミコンジャパン '92」)

園新分野への
ビジネスチャンス

精密材料事業部の設置

1990年代に入ると、レア・アースマグネット、

合成石英、セルロース誘導体が年間売上高100

億円規模となり、塩ビ、シリコーン、半導体シリ

コンに続く事業として着実に成長した。

とりわけ、情報・通信機器や各種電子機器の

いっそうの小型化や高機能化に、新たなビジネ

スチャンスが生まれていた。当社でも営業、製

造、研究の各部門が一体となって、新たな需要

を積極的に捉える努力が続けられた。

このようななか、半導体シリコン、酸化物単

結晶、合成石英、レア・アース、レア・アースマ

グネット、エポキシモールデイングコンパウンド

などで構成された当社の電子材料部門の売上

高（単独ベース）は、第114期(1991=平成3年3

月期）は1062億円と全体の37%を占め、1981(昭

和56)年から10年間の平均成長率は12%を超

えるという高成長を続けていた。

電子材料関連分野は、その後もさらなる成

長が予想されており、事業規模の拡大に対応

すべく1992年1月には、合成石英、酸化物単結

晶、無機材料、ファインセラミックスなどを担当

する精密材料事業部が新設された。

収益責任体制を明確にすると同時に、意思

決定をより迅速に進めることで、市場環境の変

化に即応した事業活動が可能になり、マーケ



ティング活動の強化や事務効率化にもつな

がった。

レア・アースマグネットの高品質化

1990年代初め、当社のレア・アースマグネッ

トは、すでに世界市場で25~30%のシェアを

占めていた。しかも、主原料がセリウム系、サ

マリウム系、ネオジム系のすべてのレア・アー

スマグネットを手がけ、さらに原料の分離・精

製からマグネット製品までを一貰生産する世界

で唯一のマグネットメーカーとして、特色ある

事業を展開してきた。

1980年代後半以降、エレクトロニクス製品

の小型化・軽量化が進められ、モータなどをよ

り小型化するための強力な磁石が求められた。

この要求を満たすネオジム系レア・アースマグ

ネット「Nシリーズ」は、 1990年代初めには、当

社マグネット製品の全売上高の約3分の2を占

める主力製品となっていた。

1991年には「二合金法」と呼ばれるマグネッ

ト生産技術を確立し、このNシリーズで、より

強力な磁気特性を有する磁石の開発・量産化

に成功、これを「N45」と名づけた。 N45は、磁

気特性を示す最大エネルギー積が45MGOe

（メガガウスエルステッド）と、当時の世界最高

レベルに達していた。 N45を利用することで従

来品よりも20%程度の高機能化、小型化・軽

量化が可能になった。

その一方で、 1989年にはネオジム系磁石の

弱点であった高温条件下での磁気特性劣化と

いう問題を改善し、耐熱性を向上させることに

成功した。その技術を生かした「N26UH」が、

1992年5月発売の本田技研工業の新型スポー

ツオートバイ「NR750」のエンジンの交流発電

機に採用された。

採用にあたっては、実際にエンジンに組み込

み、厳しい環境下でのテストが繰り返された。

それまで100℃以下でしか使用できないとされ

ていたネオジム磁石が、過酷な温度条件のエ

ンジン周りでも使用できると証明されたことは、

その用途を飛躍的に拡大させる画期的なこと

だった。

順調な事業推移を背漿に、武生工場ではネ

オジム磁石製造の各工程の能力増強を進めた。

武生工場のマグネット製遥部門では、 1980年

代後半から自動化・省力化を進め、品質と生産

性向上に努めてきたが、この期間の一連の増設

工事でも最新鋭設備を導入して、画期的な自

動化・省力化を実施した。

G委員会の委員長であった小柳副社長は、

1993年8月、自動化・省力化に関する報告を受

けて、「これだけの円高時代になると、現有事

業の国際競争力強化のために生産性の向上が

不可欠であり、 G委員会でも自動化・省力化に

役立つ投資を積極的に進めてきたが、特に武

生工場の小型VCM組立ラインの完全自動化

は、鹿島工場の分析自動化とともに画期的な技

術で、大幅な省力化を実現できた」と述べた。

金川社長も「武生工場のマグネットの自動化は

革命的ともいえる驚くべき技術」と高く評価した。
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VCM分野の成長と分業体制の構築

マグネット事業は1990年代に入って、さらに

事業基盤の拡充に取り組んだ。

VCM分野ではハードデイスクの直径が従

来の5インチから3.5インチヘと小型化が進ん

だことを受け、 VCMに使われるマグネットの

大きさも、従来の10分の1へと縮小することが

求められた。そのため、絶えず技術革新を重ね、

生産技術のいっそうの向上を図り、 VCMの小

型化を進めた。

VCMの世界市場で、当社は1990年代初め

に約35%のシェアを占めるトップメーカーとな

っていたが、さらなる拡大に向けて、営業、製造、

研究が一体となった取り組みを進めていた。

VCMの需要家の大半は外国企業であり、そ

の研究開発拠点は米国カリフォルニア州サンノ

ゼに集中していた。このため、それまでのロサ

ンゼルス駐在員事務所をサンノゼに移転し、

1992年9月にサンノゼ駐在員事務所を設置し

た。さらに1993年10月にはサンノゼ駐在員事

務所を現地法人化し、シンエツマグネティクス

を設立して、現地需要家に密着した事業展開

と新規顧客の獲得に努めた。

また、需要家の生産拠点の東南アジア展開

への対応を目的に1988年に設立したシンエッ

マレーシアは、組立工程だけでなく加工工程も

現地で行うこととなり、 1994年にはマグネット

の加工およびメッキ工場を増設した。

さらに、 1990年4月に当社シリコーン部門が

設立したシンエッシンガポールに駐在員を派

遣して、東南アジア市場での販売を強化した。



こうして1990年代後半に向かって、米国では

VCMの開発に注力し、マレーシアではVCM

の生産を中心とし、また、 VCM以外の一般用

マグネットの生産も行った。

さらに、新たな用途への挑戦も進められた。

1991年には大手医療機器メーカーと共同で、

医療用のMRI(磁気共鳴断層撮影装置）の開

発を開始し、 1997年に1号機が完成した。

また大手電機メーカーと、半導体の製造工

程で用いるエッチャー用磁気回路の基礎的開

発を開始した。 1993年からは半導体装置メー

カーとの共同開発となり、 1995年から本格的な

量産体制に入った。

EMCで通産大臣発明賞受賞

第1章第V節で触れたとおり、シリコーン変

性によるエポキシ樹脂を使ったEMCの開発で

は、 1991年6月に、社団法人発明協会主催の全

国発明表彰で「通商産業大臣発明賞」および

「発明実施功績賞」を受賞した。

この技術は、エポキシ樹脂に、元来これには

溶けにくいシリコーンを均ーに混ぜ込んで、応

力を吸収するようにしたもので、長年にわたる

シリコーン開発のなかで培った、当社ならでは

の技術であった。

開発を行ったシリコーン電子材料技術研究

所のメンバーが通商産業大臣発明賞を受賞し、

開発から実用化に至る尽力が評価され、金川

社長が発明実施功績賞を受賞した。

この低応力化技術を活用したEMCの生産

技術に関して、当杜は、スイスを本拠に置く医

薬品・ファインケミカル製品メーカーであるチ

バガイギーと、 1989年6月に技術供与契約を

締結した。

契約に基づき1990年12月から、同社の全額

出資子会社であるドイツ法人チバガイギーマ

リエンブルグ社は、ドイツのマンハイム市にある

ランペルトハイム事業所に工場を建設し、 1992

年4月に竣工した。

同工場では、当社が独自に開発したシリコー

ンによるエポキシ変性技術を生かしたEMCの

生産を行い、欧州市場で販売を進めた。当社の

EMC技術が欧州市場でも認知された証しで

あった。

光ファイバー用プリフォームの量産化

1990年代に入ると米国でインターネットが

普及し始め、より高速で大容量の情報通信を

可能にする光通信技術への期待が高まってい

た。国内においてもこの頃から光ファイバーの

生産は毎年2ケタ台の高水準で成長し、通産

省の調査によると、 1992年の国内市場規模は、

約230万kmに達していた。

次世代通信網の整備と光ファイバーヘの需

要拡大はさらに加速することが確実視されて

いたため、当社も光ファイバー用プリフォーム

の量産化に向けた動きを加速させた。

光ファイバー用プリフォームの生産は、すで

に1988年に研究開発部門から磯部工場光材料

課に移され、現業化が進められていた。 1989年
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展示会に出展された光ファイバー用プリフォーム

(1993年5月「新素材展」）

後半からは需要の急激な伸びに対応して、逐

次、増設工事を実施したが、磯部工場内には増

設のための場所がほとんどなくなった。

そのため、松井田での本格的な量産に備え

て、まず時間を必要とする建屋と空調設備など

の建設工事を先行させ、 1991年6月に、松井田

分工場第8工場の北側に製造棟が完成した。

第8工場内には大型テスト設備を導入し、プ

リフォームの大型化への対応と生産性向上の

ための研究開発も進められた。

光ファイバー用プリフォームの生産にあたっ

ては、さまざまな製法があったが、当社はNT

Tが進めていたVAD法を採用した。

これは密閉した容器内で、酸素と水素を混

合した炎の中で、四塩化ケイ素と四塩化ゲル

マニウムを燃焼させてガラス棒に軸付けし、純

度の高い石英ガラスを堆積させる方法で、プリ

フォームの大型化に適するとされていた。

当社はこのVAD法で独自の技術開発を進

めたが、製造装置やできあがった製品の評価

装置などは既製のものがなく、信越エンジニア

リングの協力を得ながら、すべて自社開発した。

まさにゼロからの取り組みであった。

このような努力の積み重ねによって設備能

カの向上と研究開発を進め、 1993年には直径

140mm、長さ1800mmという、世界でも最大

級のプリフォーム量産技術の確立に成功した。

このプリフォーム1本からは約1600kmものシ

ングルモード光ファイバーをつくることが可能

で、これは従前の2倍から3倍の長さであった。

実際には需要家の装置に合わせて小径化加

工されて出荷されるが、この世界最大級のプリ



フォームは1993年5月の展示会で公開され、関

係者の注目を集めた。

その後も松井田工場では光ファイバー用プ

リフォーム関連の設備投資を続け、本格的な量

産に入った。

液晶用大型フォトマスク基板の開発

合成石英のIC用フォトマスク基板は、直江

津工場で原料のシランからインゴットの生産ま

でを行い、直江津精密加工で研磨、加工を行う

一貫生産体制を整え、 1990年代の初めには、

当社製品で世界市場の約6割を占めていた。

この頃、 IC用フォトマスク基板はウエハー

の大口径化につれて大型化しており、 127mm

(5インチ）角、 152mm(6インチ）角が主力と

なっていた。

このIC用に加えて、当社では1990年代の初

めから液晶表示装置用フォトマスク基板の開

発に着手し、市場への供給を開始した。

液晶表示装置の回路パターンが精密化する

のにともない、それまで液品表示装置用フォト

マスク基板の主流であった低膨張ガラスに代

わり、熱による膨張が極めて少ないなどの高特

性を有する合成石英ガラスの需要が高まった。

その後も、液晶表示装置用合成石英フォトマス

ク基板の需要は徐々に伸びていった。

液晶表示装置は年々大型化しており、デイス

プレイパネルの生産性向上に向けてフォトマス

クの大型化も加速した。

当社では1995年2月に、直江津工場、合成

技術研究所、直江津精密加工が一体となって、

最大サイズで550X650mmのフォトマスク基

板を生産できる体制を確立した。

セルロース事業の基盤強化

医薬用と建材用を両輪として順調に成長して

きたセルロース事業は、 1990年には年間売上

高100億円規模となり、直江津工場の主力製品

となっていた。

1990年代前半のセルロース事業の成長を支

えたのが、押出成形セメント板の成形助剤とし

ての用途であった。押出成形セメント板自体は

1960年代に米国で開発されたものであったが、

1970年代に住宅やその他の建造物の外壁材と

して量産化したのは日本であった。

メトローズも早くから押出成形セメント板の

混和剤に用いられていたが、急速に市場を拡

大し始めたのは1990年前後の時期からであっ

た。その背景には、きめ細かく需要家の要望を

くみ取り、さまざまな機能性を付加していくと

いった地道な努力があった。

なかでも1991年に、世界で初めて押出成形

セメント板のアスベストフリー化に対応した新

しい混和剤を製品化したことは、画期的な成果

であった。

押出成形セメント板には、補強繊維として主

にアスベストが使用されてきたが、アスベスト

の安全性が欧州などで問題となり始め、さまざ

まな代替繊維が求められていた。

しかしアスベスト代替繊維を用いて保水性、
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“武蔵野”の真っ只中で
水中不分離性コンクリートが活躍
ところはJR武蔵野線・新小平駅。この駅が、未曾有

の水害に見舞われたのは1990年10月のこと。台風21号が

もたらした大雨で、駅周辺の地下水が異常に増水し、周

囲の土地より低い場所にあった同駅に流入して、とうと

う駅構内がほとんど水没してしまった。

迅速な復旧に向けて、地下水を抜きながら、地下水に

押し上げられてできた路盤の隙間をコンクリートで充填

することになり、当社の水中不分離性コンクリート用混

和剤アスカクリーンの出番となった。

すでに大規模な土木工事でも優れた性能が実証され

ていたアスカクリーンは、この工事でもまた一つ実績を

積み重ねた。

潤滑性などでアスベストと同等の機能を得るに

は、混和剤を増量する必要があり、コストがか

かる。これに対し、新たに開発した混和剤は、

代替繊維を使った場合でも増量せずに、従来

と同等の保水性や潤滑性を備えた押出成形セ

メント板を生産できるものであった。

押出成形セメント板用メトローズの好調な出

荷が、フル生産フル販売という好循環を生み出

し、直江津工場ではさらにメチルセルロースの

生産設備増強に取り組むことになった。

また、水中不分離性コンクリート用混和剤の

アスカクリーンも、前章で触れたように、明石海

峡大橋、関西国際空港連絡橋をはじめとする

大型公共投資に相次いで採用され、この時期、

飛躍的に販売を伸ばした。コンクリートを大量

に使う海洋や沿岸部の開発プロジェクトでは、

コンクリート材料の分離抑制とともに、エ期短

縮などのメリットをもたらすアスカクリーンが

歓迎された。

医薬用セルロース製品も順調に販売を拡大

していた。需要家の要求に応えて、製剤工場の

ファクトリーオートメーション化に適したコー

ティング剤の開発・改良や、徐放性製剤向け製

品の開発などに取り組んだ成果であった。

直江津工場は医薬品生産工場として、自主

的にGMP(Good Manufacturing Practice、医

薬品の製造管理および品質管理規則）を取り入

れ、品質管理の向上とともに、排水のBOD(Bio

chemical Oxygen Demand、生物化学的酸素要

求量）の軽減など環境対策も手がけた。

セルロース製品の生産技術の向上を全社的

に検討するため1989年4月に設置された「CD



（セルロース・デイベロップメント）プロジェクト

委員会」は、直江津工場のメチルセルロースエ

場を3期に分けて増強する計画を立案し、 MC-

II 工場と、 1988年に完成した最新鋭のMC—皿

工場の能力増強、生産性の向上、安全対策の

強化などを推進した。

1991年11月にはMC-II工場とMCー皿工場

の増強を完了させて生産能力を高めた。増強

分のほとんどが、需要が好調な押出成形セメン

ト板用メトローズの販売拡大に充てられた。

メトローズの事業化30周年を迎えた1992年

1月には、 30周年祝賀会とあわせて、これらの

増強工事の竣工式が執り行われた。

30周年祝賀会には、セルロース事業の創始・

発展に貢献した従業員やOBなど約150名が

参加し、事業化以来のあゆみを振り返るととも

に、将来の発展を期して決意を新たにした。

一方、研究開発部門でも、新製品開発ととも

に、品質や生産性の向上に向けた生産技術の

研究に力が注がれた。

1990年8月には、メチルセルロースの新たな

パイロットプラントである「Eパイロット」の起

工式が直江津工場で行われた。これは、パイ

ロットプラントの安全強化と研究促進を図るた

めに、新たな建屋を建設して機器の再配置や更

新を行い、研究体制を再構築するものだった。 E

パイロットは1990年末には戦力化して、 CDプ

ロジェクトによる増設工事、各種セルロース製

品の生産性向上や品質改善に大きく寄与した。

セルロース事業の成長とともに、当社は海外

進出やM&Aを含めた展開も視野に入れ始め

た。 1993年頃のメチルセルロース市場は世界

全体で年間約7万tの規模であったが、その大

節分を欧州と米国が占めていた。当社セルロー

ス事業の海外依存度は25~30%であったが、

海外市場への展開を進めていくには欧米の大

手化学メーカーとの競合が避けられず、国際競

争力の強化が大きな課題だった。

このようななかで1994年9月、国際競争力確

保に向けたメチルセルロース生産体制の再構

築を対外発表した。当時、年産9000tであった

メチルセルロースの生産能力を、新設備の導

入、老朽化した設備の廃棄、既存設備の生産

性増強によって、 1998年までに年産1万2000t

へと3割以上高める計画であった。

まず第1期として、 1995年夏の完成を目指し

て年産lOOOtの増設を行い、その後、さらに増

設を進めて1998年までに年産5000tの生産能

力拡大を図る一方、生産効率が低くなったMC-

I工場をスクラップし、年産3000tの増設を実

施することになった。

円高の進行で欧米大手メーカーによる日本

市場参入の動きも見られるなか、当社はこうし

た生産体制の再構築によってさらに競争力を

高め、直江津のセルロース工場を全世界への

供給基地とする地歩を固めた。

これらの取り組みによって、1990年から1994

年の5年間で、セルロース事業は利益を大幅に

増加させた。収益性を重視した営業展開を図

るとともに、生産現場と研究所が一体となって、

生産性の向上を図った成果であった。
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フェロモン事業、世界へ進出

環境問題への関心が高まるなかで、生態系

への影響が従来の農薬よりも圧倒的に少ない

フェロモン交信撹乱剤への注目が高まりつつ

あった。

1990年に、当社は米国農務省西部綿研究所

の指導のもと、米国アリゾナ州パーカーバレー

で、綿の害虫であるワタアカミムシを防除する

フェロモン交信撹乱剤「PB-ROPE」の大規

模な試験を開始した。

これは約1万haの綿花畑で、フェロモン製

剤の使い方や効果を実地で検証するもので、

翌年以降も継続して行われた。試験3年日にあ

たる1992年には害虫が激減し、実質的に問題

にならなくなるという効果が見られた。

また1991年2月には、リンゴなどの果樹の害

虫であるコドリンガを防除する 「Isomate-C」が

米国環境庁の認可を受け、 3月から米国で本

格的な販売を開始した。

コドリンガは幼虫が果実のなかに入り込むた

め、殺虫剤の散布では駆除が困難だった。また、

殺虫剤は、防除効果を高めるために散布回数

を増やすと、害虫はその殺虫剤への抵抗力を

強めてしまう。さらに殺虫剤は、害虫の天敵ま

で死滅させるので、自然の生態系が崩れ、新た

な害虫が繁殖するという問題があった。

目的の害虫以外には影響を与えないフェロ

モン交信撹乱剤は、こうした問題を避けながら、

コドリンガの発生を抑制できるという点で、そ

の性能に期待が寄せられた。

一方、国内では、 1990年から福島県、長野県



などの果樹試験場で、リンゴの主要害虫である

ハマキムシ類、モモシンクイガ、ナシヒメシンク

イ、キンモンホソガの4種のフェロモンを混合

した製剤の試験を進めた結果、効果が確認さ

れ、 1996年2月に「コンフューザーA」という商

品名で農薬登録をした。

1991年2月には、ドイツのBASF社と合成

性フェロモンの研究開発で提携に合意し、市

場規模がまだ大きくない当時の段階で、フェロ

モンの合成や製剤などの基礎研究や新製品開

発が効率的に行えるようになった。

フェロモン交信撹乱剤の販売は、実際に使用

する農場へ出向き、害虫の種類、発生時期、被

害面積、風向き、傾斜、周囲の状況、植物の多

さや密度などを調べ、設置場所などをきめ細か

く指導する、といったことの繰り返しであった。

それにより着実に需要家の信頼を得るととも

に、実際の使用環境での問題点を見つけ、持ち

帰って次の研究開発に結びつけた。そうした努

カの結果、 1990年以降、フェロモン交信撹乱

剤の販売量は着実に伸びた。これに対応して

直江津工場では、合成性フェロモンを生産する

F工場の増強などを進めた。

フェロモン交信撹乱剤の実用化に向けた取

り組みは外部からも評価され、1992年3月には、

「性フェロモンによる害虫防除」が社団法人日

本農芸化学会主催の「農芸化学技術賞」を受

賞した。すでに学問的には知られていだ性フェ

ロモンによる害虫防除を、当社が世界に先駆け

て実用化した点、そして、殺虫剤のみに頼る害

虫防除から、生物化学的な防除法への転換を

可能にした点が評価された。

フェロモン交信撹乱剤は、生物農薬や天敵

などを組み合わせて、生態系との調和を図りな

がら害虫の発生をコントロールする「総合防除

法(IPM:IntegratedPest Management)」の発

展に寄与することになった。

IPMは環境問題などの観点から、欧米を中

心に重要性が叫ばれ、 1970年代以降、環境へ

の影響が少ない製剤がいくつか開発されてい

た。しかし、幼虫が果実のなかにいるコドリン

ガ、ナシヒメシンクイ、モモシンクイガや、綿の

実の中にいるワタアカミムシなどの防除には成

功していなかった。

これに対し、フェロモン交信撹乱剤は、成虫

の段階で防除するので、これらの害虫の防除が

可能になった。この面でフェロモン交信撹乱剤

は、 IPMに大きな貢献をしている。

アドマテックスを設立

新たな取り組みでは、 1990年2月、トヨタ自

動車、信越石英との共同出資により、「株式会

社アドマテックス」を設立した。出資比率は、ト

ヨタ自動車55%、当社25%、信越石英20%。ト

ヨタ自動車が新たに開発した酸化物系セラミッ

クス微粒子を、高集積度ICの封止材に用いる

充填剤として事業化したものであった。

ICが急速に集積度を高めたことにともな

い、封止材用充填剤も高純度、高品質な製品が

求められた。新たに開発された技術は、 0.01~

lOμmの任意の大きさで、粒の揃ったセラミッ

クスの球状微粒子を生成するものであり、品質、
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純度に優れたIC封止材用充填剤に最適で

あった。

トヨタ自動車と当社グループは、この新材料

に、当社と信越石英の各種応用技術やノウハ

ウを加えて事業化することで合意した。

また、これまで研究所で取り組んでいた製品

の現業化も進められた。

その一つが、鹿島の塩ビ技術研究所で開発

を進めてきた塩ビ加工製品と塩ビ収縮フィルム

であった。本格的な事業化に向けて1991年10

月、鹿島工場波崎分工場を設置して、同工場で

生産する組織体制とした。

また、鹿島工場には、高分子機能性材料研

究所で開発したフレキシブル銅張積層板(FC

L)のパイロットプラントも設置されていた。F

CLは、高分子機能性材料研究所で開発した

プラズマ技術を応用し、ポリイミドフィルムに

当社独自の技術で銅箔を接着させた製品で、

コンピュータ、カメラ、音響映像機器などのプ

リント回路用として需要が拡大していた。

1992年4月には、鹿島工場に「新製品室」を

設置して、同部門で塩ビ加工製品、塩ビ収縮

フィルム、およびFCLの生産を担当すること

になった。FCLの生産設備は1992年7月に完

成し、竣工式が行われた。



B 
1995~1999 

次代と枇界を見据えて
～機敏な変化対応で躍進～

1996年、創立70周年を迎えた当社は連結決算で最高益を更新した。

しかし、改革の手を緩めることなく、欧州の塩ビ事業買収などM&A

も含め、市場変化を見据えた迅速な対応で事業基盤の強化を図った。

さらにフォトレジストなど新規分野の事業化も進め、好機を逃さず高

成長を実現した。
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決算説明会終了後も、アナリストの質問に応じる金川

社長(1997年5月）

＂泄界が注Hする
優良企業へ

創立70周年、最高益を更新

1993 (平成5)年後半から日本経済は緩やか

な景気回復傾向をたどり、 1994年6月27日に

東京外国為替市場で米ドルは100円を割り込

んだ。その後も円高の勢いは衰えることなく、

1995年4月19日には1ドル79.75円という史上

最高値を記録した。

これに加え1995年1月以降、阪神・淡路大震

災(1月17日）や地下鉄サリン事件(3月20日）

などの発生によって社会的な不安が高まり、金

融機関の不良債権処理問題とも相まって、日本

経済に再び先行き不透明感が広がった。

国内企業の多くは経営基盤の再構築に向け

て、経営資源の集中、人員整理などを本格化さ

せ、リストラクチャリングに由来する「リストラ」

が流行語ともなった。

また、多くの製造業が国際競争力を確保す

るため、生産拠点の東南アジア移転や事業提

携、 M&Aを進めるなど、わが国の産業構造

は大きく変化しつつあった。

当社はそのような多くの企業の事業再構築

に先んじて、 1990年以降、営業、製造、研究に

わたる業務の効率化とコスト削減、新規採用人

数の抑制、自動化・省力化への積極投資、新規

事業育成などに取り組み、企業体質の強化を

計画的に推進した。その努力が実り、 1990年



代半ばには成果が出始めていた。

第118期(1995年3月期）連結決算は、売上

高5229億円（前年比12.6%増）、営業利益

475億円（同59.3%増）、経常利益459億円（同

62.6%増）、当期純利益268億円（同53.1%増）

と大幅な増収増益となり、単独決算でも売上

高、営業利益、経常利益、当期純利益とも前年

度を上回った。

1995年6月、長年にわたり当社の経営にあ

たってきた小坂徳三郎代表取締役会長、小田

切新太郎取締役相談役が退任した。当社グ

ループは金川社長のもとで改革を加速させて、

社会や経済環境の変化に即応しながら業務に

邁進していった。

市況をはじめとする事業環境は、変化の速

度のみならず、振幅の大きさも増しており、金

川社長は、このような状況下では「朝令暮改は

当然」として、過去の経緯にとらわれず変化に

機敏に対応することを全従業員に求めた。

そして創立70周年にあたる1996年を迎え、

金川社長は社報『信越化学』1996年1月号の

「年頭メッセージ」で次のように語った。

「今年、 1996年に信越化学は創立70固年を

迎えます。この10年間に当社グループの連結売

上高は3800億円から5229億円に、当期純利益

は184億円から268億円に成長いたしました。

日本経済がバブルに浮かれ、そしてその崩壊

に苦しむなか、着実に業績を伸ばすことができ

ましたのは、会社の正しい施策と、その施策を

現実のものとされた皆さんの努力の賜物であ

ると考えます」。

また、小坂善太郎取締役相談役は、 1996年

1月の本社年賀式で、「明るい心持ち、人の輪、

努力の3つがどんな時代にあっても必要」と述

ベ悪条件を打ち破る「ファイティングスピリッ

ト」や社内融和の重要性を強調した。

企業体質の強化に向けた改革は、社内にお

ける長年の慣行や組織風土の変更さえも必要

とし、「痛みをともなう」面を避けて通ることは

できなかった。そのため、会社の施策が全社に

浸透するには時間を要した。

1990年以降、相次いで設置された営業資金

効率化委員会、経費効率化委員会、 G委員会

など、業務のあり方を根本から見直す複数の粘

り強い取り組みが、後述するように事業の効率

化、合理化のみならず、従業員一人ひとりの意

識改革を促す役割をも果たした。その結果、営

業、製造、研究のあらゆる現場で、施策を実現

しようとする従業員の真剣な努力を引き出し、

実効性のある改革を生み出した。

第119期(1996年3月期）においても厳しい

経営環境は依然として続いていたが、当社は

連結決算、単独決算ともに増収増益となり、連

結決算では売上高、営業利益、経常利益、当期

純利益とも過去最高となった。

さらに第120期(1997年3月期）連結決算で

も、前期に引き続き、売上高、営業利益、経常

利益、当期純利益ともに過去最高を更新し、日

本経済がデフレスパイラルの危機に直面して

いたにもかかわらず、ひときわ好調な業績を内

外に印象づけた。

こうしたなか小坂徳三郎最高顧問が、 1996

年2月23日、急性心不全のため、神奈川県川崎

市の虎の門病院分院で急逝した。 80歳であ
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った。

小坂最高顧問は1916(大正5)年、長野県長

野市に生まれ、東京帝国大学経済学部を卒業

後、朝日新聞社の記者を経て1949(昭和24)年

に当社に入社、 1956年7月に代表取締役社長

に就任した。シリコーンの事業化、塩ビ事業へ

の進出などを決断し、当社事業の基礎づくりに

大きな役割を果たした。

その後、政界転出によって1971年7月に代

表取締役社長を辞して取締役最高顧問に就

任、 1973年11月に取締役を辞任して翌年12月

に最高顧問となった。

一方、国政では、総理府総務長官・沖縄開発

庁長官、経済企画庁長官、運輸大臣と閣僚を

歴任し、 1988年11月には勲ー等旭日大綬章を

受章した。

3月26日、当社グループと信濃毎日新聞社、

信越放送の3社が主催する「有志によるお別

れ会」が東京都千代田区のパレスホテルで開

かれた。会場では土井たか子衆議院議長、豊

田章一郎経済団体連合会会長、作家の城山三

郎氏が故人の思い出を語るなど、小坂最高顧

問の幅広い交友関係が偲ばれた。

ー直江津工場を訪問する小坂徳三郎社長(1968年11月）

連結純利益10億ドルをH指して

1997年2月、新たに「PD(Profit Doubling) 

委員会」の設置が決定された。これは3年後の

第123期(2000年3月期）、遅くとも第124期を

目途に経常利益（単独ベース）を倍増させるこ

とを目標としたもので、金川社長を委員長とし
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て発足した。

当社グループには好業績の子会社が多く、

連単倍率が高いことで評価されていたが、この

PD委員会の取り組みを通じて、信越化学単体

の業績もいっそう高めていくこととなった。

また金川社長は、 PD委員会設置の趣旨説

明のなかで、「税引後利益10億ドルが世界の

優良企業と位置づけられる最低レベル」と述べ

て、連結純利益10億ドルという具体的な数値

目標を提示した。

1997年の日本経済は、円安による輸出企業

の業績回復が見られたが、 4月に実施された消

費税率の引き上げ(3%から 5%へ）にともな

う駆け込み需要の反動減や、金融機関の大型

破綻が相次いだことによる金融システム不安

などにより、再び下降線をたどった。

また海外に目を向けると、 7月にはタイの通

貨切り下げに端を発する東南アジアの通貨危

機が起こり、これが米国のハイテク産業にも影

響を及ぼし、それまで好調に推移してきた米国

経済に影を落とす結果となった。

このように国内外の経済環境が激しく揺れ

動くなか、金川杜長は1997年12月に、「東南ア

ジア通貨の暴落にあたって、緊急対策」および

「信用危機にあたって、緊急対策」を各事業部

門と経理部、社長室に宛てて発し、リスク管理

をより厳格に行うように指示するなど、変化に

即した対応を進めた。

この結果、当社および当社グループの業績は

売上高、利益とも好調に推移して、後述するよ

うにその成長性は国内外から注目された。

1998年1月、本社年賀式において金川社長

は連結売上高1兆円、当期純利益1000億円、

単独売上高5000億円、経常利益500億円とい

う目標数値を改めて提示した。それとともに、

内外の経済環境が厳しさを増すなかで「経営

に奇策はない」として、不況に強い企業体質づ

くりに向けて、次のような方針を示した。

・強力な財務体質をつくる。

・管理部門の縮小、本社機構の簡素化に向け

た取り組みを継続する。

・設備投資は原則としてキャッシュフロー内

にとどめる。

・ROE(自己資本当期純利益率）を高めて株

主に報いる。

1998年から1999年にかけて、国内では設備

投資の大幅な減少、個人消費や住宅着工の不

振の長期化といった需要の低迷により、経済環

境はさらに悪化した。一方、国際市場では競争

が一段と激化した。この頃からDRAMの世代

交代が始まり、メモリーの供給が過剰となりシ

リコンサイクルは下降線をたどった。

当社グループは、 1998年4月に始まる第122

期経営目標の「目標I」として、「現下の厳しい

事業環境を乗り切るとともに、単独売上高

5000億円、経常利益500億円、連結売上高

1兆円超、当期純利益1000億円を目指す基礎

をつくる」ことを掲げ、各事業の強化に取り組

んだ。

その結果、第122期(1999年3月期）連結決

算は、半導体関連分野が厳しい環境に置かれ

た影響もあって売上高は前年比減収となった

が、当期純利益は433億円で前年比3.2%増と

なり、 4期連続で最高益更新となった。また
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中国への塩ビ技術・プラント輸出実現に向けて訪中し

た小田切社長(1982年10月、左は中国側交渉責任者の関
毅氏）

信越半導体の全株式買収の調印を行う小田切社長 （左）

1株当たり当期純利益は109.36円で、主要化

学会社のなかでトップに立った。単独決算では

引き続き、売上高、営業利益、経常利益、当期

純利益ともに過去最高を更新した。

1999年4月から始まる第123期の経営目標

では、さらに一歩踏み込み、短・中期と長期に

分けた目標数値が掲げられた。短・中期目標は

「連結売上高1兆円、経常利益1000億円、税引

後利益700億円」、長期目標は「連結売上高

1兆5000億円、経常利益1500億円、税引後利

益1000億円Jであった。

さらに1999年7月、従来の販売計画に代わ

る新たな数値目標が作成された。この算出基

準は次のとおりであった。

く利益目標＞

①使用総資産からROI (投下資本利益率）

=20%を基準として利益額を算出。

②過去3年間の実績最高利益額を下回ら

ない。

③外部環境・市況を勘案して補正。

＜売上目標＞

前年比10%増を基準として一部補正。

社報「信越化学』1999年9月号では、この「売

上•利益目標」新設の趣旨を、金川社長自身の

言葉で全従業員に伝えた。

「マンネリで事業を続けても、経営目標は到

底達成できないため、思い切って刺激のある数

値目標を設定した。これをぜひ達成する努力を

お願いする。 8月の月例検討会から各部の実績

報告は、この目標値に対する増減と前年同期に

対する増減を示してもらいたい。この目標はか

なり高い数字だが、達成不可能なものではなく、



ROI=20%は当然の水準である。特に事業部

関係者には相当のプレッシャーがかかると思う

が、戦略的な発想の転換をして知恵を働かせ、

さまざまな対策を講じて目標数値を達成しても

らいたい」。

偉大な先達を相次いで失う

こうして当社は1997年以降も、新しい時代に

対応した改革を進めたが、この間に、当社事業

の発展に尽くした小田切相談役、シンテックの

ブランチ取締役の悲報が届けられた。

1997年4月17日、小田切新太郎相談役は呼

吸不全のため、東京都文京区の順天堂大学医

学部附属順天堂医院で急逝した。 89歳であ

った。

小田切相談役は1907(明治40)年、長野県須

坂市に生まれた。早稲田大学商学部を卒業後、

1936年に当社に入社。 1948年6月に取締役に

就任し、その後、常務取締役、専務取締役、代

表取締役副社長を歴任、第1次石油ショックが

起きた直後の1974年7月に代表取締役社長に

就任した。当時、当社の経営は極めて厳しい状

況にあったが、 1976年7月のシンテックの全株

式買収、 1979年6月の信越半導体の全株式買

収と、 2つの大きな決断を下した。

両社の株式買い取りに要した金額は、いず

れも当時の当社の規模や資金力から見て極め

て大きく、当社の浮沈にも関わる問題であった

ため、社内には反対論も強かった。しかし、将

来の発展のため、これらの買収は不可欠との判

断から、シンテックは金川取締役、信越半導体

は田村専務という、それまで両社の経営を執行

してきた責任者に全幅の信頼を寄せて一任。

全株式買収と、買収後の両社の経営を成功に

導いた。小田切社長のこの決断が、 1980年代

以降の当社の成長の礎となった。

1983年8月、当社の事業基盤の強化が進み、

業績が成長軌道に乗り始めたのを機に、小田

切社長は、「今日のように激しく揺れ動く経済

社会においてもっとも必要なことは経営の若返

りである」として社長を退き、小坂雄太郎社長、

田村、金川両副社長という新しい体制を選任

するや、自身は代表取締役会長として経営の

サポート役に回った。

その後、 1987年8月には代表取締役会長を

辞任して取締役相談役に、 1995年6月には取

締役を辞して相談役になったが、一貫して当社

経営陣を支え続けた。

1990年8月21日に小坂雄太郎社長が急逝し

た際、後任に選ばれた金川杜長の経営手腕に

信頼を寄せ、全社一丸となって成長•発展への

取り組みに専念できるよう尽力した。

なお、社長を退いた直後の1983年11月には、

優れた会社経営によってわが国化学産業の発

展に尽くした功績が認められ、勲二等瑞宝章を

受章。逝去後の1997年5月には、改めて生前の

功績を多として従四位に叙せられた。さらに同

月、東京国税局長から、丸の内法人会役員を務

めるなど多年にわたり税務行政に貢献したとし

て、感謝状が贈られた。

小田切相談役の通夜と告別式は、故人の遺

志により近親者のみの密葬として、東京都中央
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1997年までのシンテック役員（中央がブランチ取締役）
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区の築地本願寺で4月19日、 20日に執り行わ

れ、 5月28日には、東京都港区の増上寺で社葬

が行われた。

葬儀委員長を務めた金川社長は、弔辞のな

かでその業績と人柄を偲び、 「小田切相談役こ

そ、本当の意味での『当社中興の祖』として、当

社の歴史においてその名を永久に残され、最

大の栄誉をもって語り継がれるべき経営者で

あると確信しております」と語りかけた。そこに

は、小田切相談役の決断によって「日本のー地

方会社にすぎなかった当社が、今日、『国際優

良会社』と呼ばれるまでに発展した（社報「信

越化学」1997年4月号 「追悼J)」との思いが込

められていた。

小田切相談役急逝の悲しみもさめやらぬ

1997年10月4日、米国テキサス州からシンテッ

クのブランチ取締役逝去の報が届いた。 82歳

だった。テキサス州サンアントニオ市のSanta

Rosa Northwest Hospitalで肺炎の療養中で

あった。

ブランチ取締役は米国ネブラスカ州オマハ

市に生まれ、 1937年にオハイオ州クリーブラン

ド市のWesternReserve Universityを卒業後、

ダウケミカルに入社、同社の国際展開に大きく

貢献した。

1970年から1976年までダウケミカルの社長

(CEO)を務め、社長在任中の1975年には、ダ

ウケミカルが米国の『Dun'sReview』誌から

「FiveBest Managed Companies (優良経営5

社）」の1社として表彰された。また1976年には、

ブランチ杜長自身が、米国の『FinancialWorld』

誌の「ChiefExecutive of the Year (今年のもっ



とも優れた経営者）」に選ばれるなど、名経営

者として高く評価された。

1989年には、 同じく『FinancialWorld』誌の

「ChiefExecutive of the Decade (過去10年間

でもっとも優れた経営者）」にも、クライスラー社

のリー・アイアコッカ会長(LidoAnthony Iacocca)、

ウォルマートストア社のサム・ウォルトン会長

(Samuel Moore Walton)とともに選ばれた。

1980年、ダウケミカルを退職後、シンテック

の求めに応じて同社の取締役に就いた。また

1990年にはシンエツインターナショナルヨー

ロッパの会長に就任。さらに1997年、当社が米

国に持株会社を設立する際には、当社の将来

のあらゆる事業展開を包括する普遍的な名前

という観点から、「S-EInc.」という社名を考案

し、同社の社長に就任していた。

国際的な化学事業に精通していたブランチ

取締役は、亡くなる直前まで、シンテックや当

社の発展について的確な助言を行っていた。同

氏の逝去により、当社はもとより、当時、第2の

拠点づくりを進めていたシンテックにとって、

かけがえのない存在が失われた。

「経費効率化委員会」の設置

1995年から1999年にかけて、当社は強固な

企業体質づくりに向けて、引き続ぎ効率化、合

理化に力を注いだ。これらについては、営業資

金効率化小委員会、経費効率化小委員会の両

小委員会を委員会に昇格させ、 G委員会ととも

に継続的な取り組みを進めた。

1995年11月、間接部門の合理化、省力化を

さらに強化するため、 1993年4月に設置してい

た経費効率化小委員会を「経費効率化委員会」

に発展させた。委員長には金児昭常務が就任

し、委員は各事業部の担当役員など9名、事務

局は経理部とした。また小柳、若杉両副社長が

活動全般をアドバイスする体制をとった。

同委員会は「高い機能で小さな本社費を目

指す」とし、国際競争力を高めるために、当時、

年間約250億円だった本社費を50億円節減す

ることを目標に、以下の方針のもとで改革に着

手した。

①組織の簡素化・スリム化を図る。

②特に間接郎門（事業部の間接部門を含む）

の合理化・効率化に注力する。

③営業部門、支店•営業所についても同様に

合理化・効率化を進める。

④仕事のやり方について意識の改革を進

める。

⑤全部門とも公平に進める。

⑥担当部門のトップが責任をもって実行

する。

⑦雇用を守りつつ人件費の効率化に全社的

に取り組む。

1995年度後半から1996年度にかけて、組織

の簡素化のために思い切った組織の統廃合を

進めるとともにほ）、諸制度の見直し、業務の効

率化およびシステム化などを実施した。

当社の経費効率化活動についての基本的な

認識は、「国際競争力を高めていくには思い

切った効率化が必要だが、効率化によって必

要なものまで萎縮させ、成長の芽を摘むことが
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経費効率化の一環として 1フロアに集約した大阪支店

(1996年10月実施）

あってはならない」というものであった。そのた

め、場合によっては経費の増額や人員の増員を

認め、弾力的に進めることに留意した。

こうして第123期(2000年3月期）の本社費

は、第119期(1996年3月期）に比して約59億円

減少し、当初の目標を達成した。

（注）このとき、以下のような組織統廃合が実施された。

<1995年11月＞

・経理部と財務部→経理部

<1996年1月＞

・大阪支店シリコーン第1部と第2部→シリコーン部

<1996年4月＞

・研究開発部と特許部→研究特許部

・環境保安部と技術部→環境保安技術部

・秘書室と総務部と人事部→総務人事部

・社長室と広報部と関連事業部→社長室

・精密材料事業部事業部長室→廃止

・シリコーン事業本部3部門13部（室）制→4部制

「営業資金効率化委員会」と「G委員会」

営業資金効率化小委員会も「営業資金効率

化委貝会」と発展的に改められた。そして、引

き続き、在庫の圧縮、代金回収日数の短縮と

いったきめ細かな活動を積み重ねるとともに、

物流管理のコンピュータ化などにも取り組ん

だ。第121期(1998年3月期）には、改善額年間

200億円という大きな目標を達成し、その後も

継続して成果を維持することに努めた。

営業資金効率化活動は、手元資金の増加と

いう資金面での貢献だけでなく、従業員の意識

改革にも大きな役割を果たした。 1996年6月の

常務委員会における営業資金効率化委員会の

報告で、委員長の和田常務は「本運動の波及

効果」として「在庫、物流、資金のリードタイム、

手形、債権回収、売掛残、与信、担保などにつ

いての認識が全社に浸透した」ことを挙げた。



極めて地道な取り組みであるが、具体的な効

果が金額で確認できるため、在庫管理、デリバ

リーなどの業務の重要性を従業員が客観的に

捉え直すきっかけとなった。

この点については1999年12月、同委員会の

活動報告を受けた金川社長が次のように述べ

ている。

「（同委員会の活動は）金額としての成果も大

きいが、それ以上に関係者が事業の基本に関

わることを実務を通して理解したことが重要で

ある。これはOJTの一つであり、このような数

字に表れない効果も非常に大きい」。

一方、小柳副社長を委員長とするG委員会

は、原料単価の低減、生産工程の合理化、生産

性向上などに向けた技術革新をさらに進めた。

金川杜長は1996年12月、同委員会の活動報

告を受けて、「バブル後遺症による不況時に、

化学業界のなかでトップクラスの業績を上げる

ことができたのも、これらの活動によるところ

が大きい」と高く評価した。

この席上で小柳副社長も「合理化に終わり

なしというが、実際にG委員会に取り組んでい

ると、どこまでいってもテーマが尽きないと実

感した」と語ったように、 G委員会は、さらなる

コスト削減に向けて生産技術の改善と向上に

力を注いだ。

同委員会始動から5年が経過した第120期

(1997年3月期）までのG委員会による合理化

累積額は、第120期の当社単独ベースの経常利

益258億円を上回る数字であった。

その後も継続的な取り組みによって合理化

額は大きくなり、経済環境が激しく変動した

1990年代において、当社を支える重要な柱と

なった。設備投資計画の見直しを含めた合理

化を求める活動であるだけに、摩擦も起こりう

る難しい仕事であったが、その推進を通じて社

内の意識も変化していった。

この点について金川杜長は、 1996年12月の

G委員会の報告を受けて、次のように語った。

「G委員会発足当時、合理化などによって職

場が意気沈滞するとの誤った意見があったが、

自分たちのアイデアが合理化につながるので、

工場では逆にたいへん活気が出てきている。エ

場間の壁もなくなり、金額面以上の多くのプラ

スが出ていると思う」。

21世紀に向けた積極投資

効率化や合理化によって、経営の基礎とな

る企業休質を強化する一方で、成長に向けた

思い切った投資も進められた。

1996年2月に、当社はオーストラリアの金属

ケイ素メーカー「シムコア社」を買収した。金

属ケイ素は当社グループが展開するシリコー

ン、半導体シリコン、合成石英などのケイ素化

学事業の基礎原料であり、それまではブラジ

ル、ノルウェーなどからの輸入に顆っていた。

しかし、 1995年頃から世界的に金属ケイ素の

需給は逼迫しており、高品質な原料の安定確

保は重要な経営課題となっていた。

シムコアは西オーストラリア州のバンバリー

市近郊に位置し、年産3万tの金属ケイ素の生

産能力を有し、当社の金属ケイ素購入先の一
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つでもあった。

工場は1989年12月に操業を始めたが、操業

開始から赤字が続き、複数の銀行が債権者と

なり再建を目指すも経営不振が続いた。 1995

年3月から全株式をドイツ銀行が所有し、同銀

行は素材メーカーとしての経営ノウハウを持つ

企業への売却を望んでいた。

金属ケイ素の安定確保に向けてM&Aも選

択肢の一つであると考えていた当社は、ドイツ

銀行からの引き合いがあると早速検討に入っ

た。当時、金属ケイ素の産地のなかでもオース

トラリアは生産コストが欧米に比べると安く、

政治的にも安定しているという点で他の産地よ

り好環境であった。また、同社の設備は業界最

新のもので、金属ケイ素の品質は世界最高水

準との評価を得ていた。

シムコアの生産能力では当杜グループで使

用する金属ケイ素をすべて賄うことはできない

が、当社グループに金属ケイ素メーカーが加わ

れば、他の金属ケイ素メーカーとの価格交渉の

場で非常に有利となる。

ただしシムコアの経営を立て直し、継続して

利益を計上できる会社にするには困難が予想

された。1995年12月、この件の提案を受けた金

川社長は、「長期的に見て、川下で努力してマー

ケティングを行い川上の原料を単純に買う時

代は終わりに向かうと思う。この会社の経営は

容易ではないが、かかる戦略的見地から、あえ

てこれを推進したい」と述べ、承認した。

買収1年後の1997年2月、シムコアの経営効

率化と国際競争力の強化を図るため、以下の

施策を実行した。



まず社長の交代を行い、シンテックのシュ

レーダー (ErvinEdward Schroeder)副社長が

シムコアの社長を兼務する体制とした。これに

よりシンテックの工場運営ノウハウがシムコア

に導入され、労働生産性は買収直後に比べて

40%上昇し、作業環境も改善された。

また、工場の操業も格段に安定した。さらに、

買収当初は19名だった事務関係の人員を半分

以上削減し、管理部門の権限が強かった同杜

の経営体質を刷新した。

こうしてシムコアは、国際事業本部やシン

テック、シンエツインターナショナルヨーロッパ

などと連携して、オーストラリア、ニュージーラ

ンド以外の地域へも販路を拡大するとともに、

各郭門で合理化を進めた。また、借入金を早期

に返済し、財務体質の改善も推進した。その結

果、シムコアは、 1997年12月期には利益を計上

し、以後も毎年、連結決算に貢献している。

1998年には、 21世紀の事業基盤の強化に向

けて、いくつかの大きな投資計画に着手した。

これについて金川社長は、 1999年1月の本社

年賀式で次の5つを掲げた。

すなわち、①シンテックのルイジアナ計画（新

工場建設計画）とダウケミカルとの新契約の締

結、②日立製作所からEPWを含めた半導体シ

リコン事業の営業権の取得、 ③欧州における

シェルケミカルズ社、アクゾノーベル社からの

塩ビモノマー、塩ビポリマー事業の買収、 ④マ

グネット事業のフィリピンヘの進出、⑤Zテー

マの事業化、であった。

その最大のものが、①のシンテックの新工場

建設計画で、米国に塩素、か性ソーダ、塩ビモ

ノマー、塩ビポリマーを生産する第2の拠点を

つくるというものであった。この計画は1996年

の年明け早々に対外発表されたが、当時の米

国の社会情勢なども絡み、計画の実現までいく

つかの紆余曲折を経ることになった。

1998年9月、最終的にルイジアナ州アデイス

に塩ビポリマーの新工場を建設することが決

定し、 1999年10月に着工した。

また欧州では、1999年12月、上記③のとおり、

シェルケミカルズとアクゾノーベルとの合弁会

社である、オランダの「ロビン社」の塩ビモノ

マー事業と塩ビポリマー事業を買収した。この

買収は、当社が既存事業の海外展開に向けて

積極的に行った最初の事例といえる。これらの

具体的な経緯は本章第皿節で述べる。

シンテックの新工場建設と欧州での塩ビ事

業買収について、金川社長は社報『信越化学』

1998年11月号で次のように説明した。

「いままで信越が買収を行わなかったのは、

化学工場におけるプロセス選定の問題が大き

く関係している。つまり、劣ったプロセスの製

造工場を買えば、事実上、変更不可能で致命

的となる。今回、買収に踏み切った塩ビの工場

は信越プロセスを用いている。（日・米・ 欧の）

3つの拠点はそれぞれ大きな地元市場を持ち、

その需要に応えることを第一義とするが、競争

カのある3拠点から世界の全市場をカバーす

ることができる。3つの主要通貨圏内に生産拠

点を有することにより、時々の通貨変動に応じ

て収支にもっとも貢献するところから、全世界

に塩ビを供給するという柔軟性と選択肢が得

られる」。
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「米国における新工場建設とシェル・アクゾ

塩ビ事業の買収はともに、 1にも収支、 2にも収

支、 3にも収支という大方針のもとに決定した。

伸びるマーケット、世界をベースとした幅広い

販売網と経験、優れたプロセスと技術、そして

長期契約に基づく競争力のある原料の安定供

給という要素が整っている」。

「一貫工場はハイリスク・ハイリターン、単独

工場はローリスク・ローリターンという図式を振

り回す向きもあるが、これはこの事業の本質を

理解しない人の一般論で、当社のケースには

まったく当てはまらない。今回の買収で（塩ビ

事業で）世界一の地位を堅固にするが、それは

収支を重視した新工場の建設や買収を断行し

た結果であって、世界一になるために買収など

を行ったものではない。この点は特に強調して

おきたい」。

また、②で挙げたように、当社は1998年12月、

日立製作所との間で、半導体シリコン事業の営

業譲渡について合意に達した。これは日立製作

所と同社の子会社である日立東京エレクトロニ

クス（現・ルネサス東日本セミコンダクタ）が、

日立グループ向けに行っていた半導体シリコン

事業を、 1999年4月をもって当社に譲渡すると

いうものであった。

譲受の対象となったのは、日立製作所半導

体事業本部の甲府製造事業所結晶開発部、日

立東京エレクトロニクス柳井工場の結晶柳井

製造部と同社結晶製造本部結晶甲府製造部。

これにより日立グループは、CZ法単結晶、PW、

EPWなどすべての半導体シリコン事業から

撤退し、半導体デバイス事業に経営資源を集



中することになった。当社は、この営業譲受に

よって、半導体シリコン事業の強化と日立との

関係強化を図った。

同じく1998年12月には、④に挙げたマグネッ

トの新生産拠点をフィリピンに設置することを

決定した。これは、 VCMのほとんどの需要家

が東南アジアに生産拠点を移転し、特に日系

メーカーは全社がフィリピンに進出したことに

対応したものだった。

当社はすでに1997年に、フィリピンのIMI

社(IntegratedMicroelectronics, Inc.)とVCMの

組立工程の業務委託契約を締結し、同年9月

から組立ラインが操業を開始していた。この

フィリピンでの事業をさらに伸展させるために、

1999年3月、当社全額出資の新会社「シンエ

ツマグネティクスフィリピン社」を設立し、マニ

ラ市の南約40kmのラグナテクノパーク内に取

得した敷地約1万州に工場を建設し、組立工

程の前工程である加工工程を手がけることと

した。

⑤のZテーマの事業化では、エキシマレーザ

ー用フォトレジストとペリクルの事業化が1998

年1月に対外発表された。この頃、半導体デバ

イスの裔集積化にともない、回路の線幅は微細

化しており、回路パターンを転写する際の光源

には、より解像度の高いエキシマレーザーが使

われるようになっていた。

当社は線幅0.25~0.18μm(250~ 180 nm)に

使われるKrF(フッ化クリプトン）エキシマ

レーザーに対応したフォトレジスト（感光性樹

脂）の開発を進めた結果、他社に先駆けて事業

化に成功した。このため、 1997年12月には直江

津工場にフォトレジスト量産設備を完成させ、

1998年に本格操業を開始した。

また、 KrFエキシマレーザーに対応したペ

リクル（フォトマスク防塵カバー）の開発にも成

功しており、これにより、シリコンウエハーに回

路を書き込む「フォトリソグラフィ工程」で使わ

れるすべての素材を、当社グループで供給でき

ることとなった。

前述した一連の事業基盤強化を支えたの

は、 1996年8月払い込みの第6回無担保転換

社債500億円と、 2000年満期米貨建分離型新

株引受権付社債5億米ドル（ユーロドルワラン

卜債）を発行して調達した約1000億円の資金

であった。

これについて金川社長は、社報『信越化学』

1996年10月号の座談会「プロジェクト21の作

業を終えて」のなかで、以下のとおり説明して

いる。なお、この座談会は1996年9月12日に行

われた。

「先日、この5年間で全グループの投資の予

想を集計したら、約6200億円になるのです。そ

のなかでキャッシュフローが約4500億円。これ

はいまの恵まれた事業環境をベースにつくられ

ていますから、今後変わっていく可能性もあり

ますが、 1000億円以上の資金が足りないこと

になります。これを今度のエクイティファイナン

スでバランスを取ったわけです」。

当社がエクイティファイナンスを実施したの

は、 1990年2月払い込みの第5回無担保転換

社債発行以来6年半ぶりであった。金利上昇

の予測が出始めた時期を見逃さずに打った施

策であり、のちに「金利最安値圏での絶妙のタ
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イミング」と証券の専門家から評価された。ま

た、わが国経済全体が厳しい環境下にあるな

かでこのような資金調達が成功したのも、当社

グループが優れた業績を上げてきたためであ

った。

この資金は、国内における既存製品の生産

設備の更新・合理化・増設と研究開発設備の

拡充、および海外子会社への投融資に充てら

れた。

世界の優良企業として評価

このような一連の改革、そして成長に向けた

投資を推し進める一方で、株主への説明責任

の実行や利益還元にも取り組んだ。

1990年代に入ると、企業経営の実態を正確

に反映するものとして連結決算が重視された。

証券取引法関連の規則が改正され、連結対象

会社を決める際には、子会社•関連会社の量的

（売上高、当期純利益、総資産、剰余金の大き

さ）・質的（会社の規模は小さくても親会社と密

接な関係にある会社）重要性について総合的な

判断が求められた。このような流れに対応して、

当社は連結対象会社を拡大させた。

第118期(1995年3月期）の連結対象子会社

と関連会社数は54社となり、前期の20社に比

べて34社増えた。この連結対象拡大に合わせ

て、同年度には連結子会社や関連会社の経理

担当者、本社経理部や工場の経理担当者など

の関係者が集まり、連結決算実務に関する説

明・検討会を数度にわたり実施した。



これにより連結会社間で十分な意思疎通と

協議が行われ、相互に協力関係を築きつつ実

務を遂行できるようになった。また、各社の事

務負担が少なくなるよう、連結決算のために作

成する資料を可能な限り減らし、親会社である

当社が各社の資料作成に協力する体制をつ

くった。

1995年5月には、それまで6月に行っていた

連結決算の発表日を繰り上げ、単独決算と連

結決算の同時発表を開始した。この時期、連結

決算を単独決算と同時に、しかも正面に据えて

説明する国内企業の数はまだ少なく、証券会社

や機関投資家のアナリストから、その先進性が

高く評価された。

さらに1997年11月の第121期(1998年3月

期）中間決算発表に際して、当社としては初め

て連結中間決算の発表を行った。当時、連結中

間決算を発表している企業は、金融を除く全国

上場会社1794社中72社にすぎず、主要化学会

社のなかでは当社のみであった。

決算発表以外にも、 IR (Investor Relations 

＝投資家向け広報活動）の一環として、金川社

長が1998年9月にソロモンスミスバーニー証

券主催のトップセミナーで講演を行うなど、トッ

プ自ら証券会社や機関投資家のアナリストな

どへの広報活動を積極的に行った。

また、株主向けの事業報告書も、 1998年12

月発行の『第122期中間報告書』から、判型を

大きくするとともに、タイトルを「しんえつ・リ

ポート』として、読みやすさの改善と内容の充

実を図った。

1996年5月には、株主への利益還元と創立

70周年記念事業の一環として株式分割を実施

し、同年3月末日の株主に対し、株主の所有株

式l株につき1.05株を割り当てた。当社は第

120期(1997年3月期）の1株当たり配当金を前

年度と同額の7.50円としたため、株主にとって

は実質的に増配となり、歓迎された。

なおl株当たり配当金は、その後、第121期

8.50円、第122期9.00円、第123期10.00円、第

124期12.00円と続けて増配し、株主に報いる

努力を続けた。

当社の高い業績水準と IRの積極的な推進

などを背景に、資本市場やマスメデイアの間で

も当社の評価は高まった。

1997年には、米国の投資家向け雑誌「Worth』

誌6月号で発表された「TheWorld's Best Stocks」

（世界の優良株）50社中の1社に当社が選ばれ

た。これは市場占有率や現在の市場における

位置を今後も維持・改善する可能性や、その企

業の属する業界での成長性などの点から、長

期投資に適した企業を、米国のモルガンスタン

レー社が世界の1650社を超える企業のなかか

ら選定したものであった。

日本企業でこの50社に選ばれたのは、当社

と栗田工業、ソニーの3社だけであり、そのな

かでも当社の評価点は最高で、国際優良企業

として高く評価された。

さらに1999年4月には、モルガンスタンレー

が投資家向けに発行しているレポート『Equity

Research』で発表した「The40 Best Ideas」（特

別推奨40社）の1社に当社が選ばれた。このと

き化学会社で選ばれたのは、当社と米国のデュ

ポン社だけであった。
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講演を終えて参加者と懇談する金川社長（ソロモンス

ミスバーニー証券トップセミナー）

モルガンスタンレーは、企業が持続的に競争

優位に立っための必要条件として、事業規模、

ブランドカ、強力な財務力、コスト管理などに

着目。さらに中核事業が市場で1~3位のシェ

アを持ち、かつ、そのシェアが増加基調にある

企業を対象とした。同社ではまず、これらの基

準を満たす250社を選び、さらに今後12~18カ

月間に株価が上昇する可能性が極めて高い企

業40社を「The40 Best Ideas」とした。

米国のウォーバーグデイロンリード証券が集

計した1999年末時点の「世界の化学企業時価

総額ランキング」においても、当社は第5位と

なった。 1位はデュポン、 2位はバイエル、 3位

はBASF、4位はダウケミカルと、世界の代表

的な化学メーカーに伍しての第5位で、この結

果に多くの注目が集まった。

その要因として、株価がこれまでの目標株価

5000円を上回ったことに加え、シンテックの好

業績、 1999年末に買収した欧州塩ビ事業への

期待、信越半導体グループの業績回復、フォト

レジストや光ファイバー用プリフォーム、レア・

アースマグネットなど高付加価値製品の堅調

な伸びなどが挙げられた。

活力ある組織のために人事制度測新

経営改革の進展と並行して、従業員が自分

の力を生き生きと発揮できる活力の高い組織を

構築していくために、当社は1998年4月に人事

制度を一新した。

1990年代に入ると、企業間の国際競争が激



しくなる一方、個人の生活や仕事に対する価値

観は大きく変化し、かつて日本企業の成長の原

動力ともなっていた終身雇用、年功序列といっ

た体制にも見直しの機運が高まった。

当社は従業貝の継続的な雇用に最大限のカ

を注いできたが、経営環境が大きく変化するな

かで、年功序列による組織の硬直化といった弊

害をなくし、柔軟に変化に対応できる体制を確

立するためには、資格制度、人事考課制度、給

キラリと光る世界企業

ソロモンスミスバーニー証券主催のトップ

セミナーでは、「キラリと光る世界企業」と題

して、金川社長が当社グループの経営方針を

詳しく語った。要旨は次のとおりである。

・企業の経営にあたりもっとも重要なこと

は、安定成長を続けて最大限の利益を目

指し、株主に報いることである。そのため

に常々 、 5-10年先の事業環境を具体的

に想定して、そこからいま解決すべき問題

点を探り、その対応策を見出している。短

期目標の積み重ねが中長期目標であると

考え、中長期のために短期を犠牲にする

という考えは一切持っていない。

・トップシェアを確保することにはたいへん

重要な意味がある。トップシェア企業には

最新の市場情報が入ることや、原料調達

をはじめ、すべての面で規模の利益を十

分に生かせる利点がある。したがって、コ

ストでも、将来の市場見通しの把握でも、

他社より圧倒的に有利な立場に立つこと

ができ、その結果、高い利益率を達成できる。

•利益を拡大しながら成長を続けるには、

特定の需要業界だけに特化するのではな

与制度の改定を柱とする人事制度の改革が急

務であった。

人事制度の刷新に関しては、それまで人事

部内で検討した内容をもとに、 1994年から本

社、工場の人事担当者による検討が進められ

た。さらに1996年9月には、労働組合とともに

「新人事制度推進委員会」を設置し、資格、給

与、人事考課の各制度を、より成果や能力を重

視したものとする改定案がまとめられた。

く、事業を多様化させることが不可欠で

ある。たとえば、半導体関連業界といった

1つの業界に過度に依存すると、そこで市

況が悪化すると大きな傷を負ってしまう。

•投資に関しては、 4~5 年の期間で見た投

資とキャッシュフローで捉えて判断して

いるが、具体的な投資案件については市

場の成長力、コスト競争力に基づいて、何

にどれだけの投資を行うか判断している。

•投資にはリスクがつきものだが、絶対に回

避すべきリスクと、成長機会の確保のた

めには踏んでよいリスクとに分けて判断

している。回避すべきリスクの第1がカン

トリーリスクのある国に進出することで、

第2は、契約や特許、環境問題などで大

きな問題を起こす可能性のあるプロジェ

クトを進めることである。

•研究開発は、製品の競争力を高め、将来の

夢を与える。新規事業については、 Z委員

会を設置して研究開発テーマの選択を行

い、鋭意取り組んできた。その成果として、

エキシマレーザー用フォトレジストなどを、

1998年から事業化した。
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米国専門誌も当社経営に注目

当社の成長性に世界から注目が集まるなか、1999年4月

には、世界的に高い評価と信用を得ている米国の化学業

界誌 「chemicalweekj (4月14日号）の「coverstory」で、

3ページにわたり当社が取り上げられ、さらに表紙には

金川社長の写真が掲載された。これは1998年9月に同誌

の社長と編集長が来日した際、当社を訪れ、金川社長へ

インタビューを行ったときの内容を中心にまとめたもの。

日本企業のトップが同誌の表紙を飾り「coverstory」で

取り上げられるのは極めて異例のことである。

記事では金川社長の言葉を見出しに使いながら、投資

計画、既存事業の運営、新規事業の育成などに関する経

営方針を紹介するとともに、当時誤解が広まっていた塩

ビの環境問題についても、誤解を正す金川社長のメッ

セージが取り上げられた。

金川社長を表紙に掲載した『chemicalweek』誌

そして、 1998年2月に開催された労働組合

の中央臨時大会でこの案が了承され、 4月から

実施された。

具体的には、 1973年につくられた社員4級

から参事1級までの14段階の単線型資格制度

を根本から改めて、職務分野や責任範囲に応

じた複数の職群を設ける複線型資格制度とし

た。また従来、役職と資格は連動していたが、

これを分離した。

人事考課制度については、上司には部下と

年2回、面談することを義務づけ、組織の上下

間での意思疎通の向上を図った。

給与制度は、従来は本人給を基本とし、これ

に資格給、職務給が加えられていたが、本人

給は学歴や年齢、勤続年数などさまざまな要

素が加味され、定義づけが曖昧であった。新人

事制度では、この本人給を廃止して、年齢給（生

活費に対応）と職能給（能力、役割、責任に対応）

を柱とする給与体系に変更した。こうして学歴

や年齢よりも、生活保障の水準を維持しつつ成

果や能力、会社への貢献度を重視する制度の

確立を目指した。

また、 1997年には、取締役や従業員の労働

意欲や士気を高め、当社グループの業績向上

を図ることを目的として、ストックオプション制

度を導入した。

当時、米国では上場企業の約9割がこの制

度を導入していたが、国内では制度が整わず

検討段階にとどまっていた。しかし、ストックオ

プション制度は世界の趨勢でもあり、日本での

導入も確実であった。

1997年2月、金川杜長はストックオプション



制度の検討を指示した。その後、同年6月に商

法が改正され、日本でもストックオプション制

度が解禁になると、いち早く導入を決定し、 6

月の定時株主総会の承認を経て実施した。

将来の姿を描く「プロジェクト21」発足

1995年11月、「プロジェクト21」が発足した。

「将来の夢を持ちたい」という社内からの強い

要望と、「将来の当社の構想や事業展開につい

て、従業員とざっくばらんに話し合いたい」と

いう金川社長の希望から実現したものであっ

た。プロジェクト21は、 1996年に創立70周年を

迎えるにあたり、 21世紀に向かって「当社のあ

りたい姿（企業構想・目標）」を取りまとめること

を目的としたプロジェクトチームで、営業、製造、

研究を横断して31名のメンバーが選任された。

11月に行われた第1回の会合には金川社長、

小柳副社長のほか、プロジェクトのメンバー全

員と、事務局の社長室関係者が出席し、検討

課題や検討方法を決定した。その後、各部門

でメンバーを中心に適宜検討を進めて「21世

紀ビジョン」を総括し、 1996年8月の常務委員

会で承認された。

この21世紀ビジョンは、 2010年における当

社の姿を描き出したもので、塩ビ関連事業、シ

リコーン事業、電子材料（半導体と精密材料を

含む）事業、酢ビ・ポバール事業、セルロース

事業、香料・フェロモン事業、国際事業、そし

て研究開発について、それぞれの市場シェア

や生産体制、海外展開などの具体像に踏み込

んだ内容となった。投資額や収益性は未検討

ではあったが、 2010年度の当社グループの連

結売上高を1兆6000億円と試算した。

1997年に入ってからも創立70周年記念事業

の一環として、本社地区の若手社員と金川社

長との懇談会が行われた。 これは21世紀を担

う従業員が金川社長を囲んで、経営一般や将

来の事業展開から、各人が抱えている課題に

至るまで、特にテーマを設けずに語り合うもの

であった。

こうして次代を担う若い声も経営に生かし、

社内の垣根を取り払う努力を進めながら当社

グループは21世紀の扉を叩いたのである。
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PL法施行に際しての研修会(1995年10月）
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m企業の社会的責任を
果たすために

連結決算を重視して事業を再編

1990年代後半、当社は連結決算に大きな影

響力を持つ信越半導体について、安定した収

益を確保できる強固な経営基盤の確立を進め

た。シリコンウエハー市場は確実な成長が見込

まれたものの、この市場で世界トップシェアを

維持するには大規模な設備投資が必要であっ

た。このため1996(平成8)年6月、当社の電子

材料事業本部長であった和田正専務が信越半

導体の社長に就任し、経営基盤再構築の任に

あたった。

1996年7月、関連会社の概況報告を受けた

金川社長は次のように指示した。

「信越半導体のキャッシュフローのなかの利

益の見積りは、最近の絶頂期を基準にしたもの

であり、非常に楽観的すぎる。この計画実行に

あたっては思い切って設備投資を合理化する

必要があり、その第1の方法は、日・米・欧・マレー

シアで行っている設備投資の重複を避けるこ

とである」。

「設備投資を行う場合、信越化学ではG委員

会などで非常に努力して節減に努めているが、

信越半導体グループでも同様の努力を行い、

投資内容や金額を徹底的に調べて、最小限の

投資額で最大の効果が得られるよう取り組ん

でもらいたい」。



これを受けて信越半導体グループは、グルー

プ共通の事業方針に基づいて投資計画を見直

し、大規模な設備投資については、事前に当社

も親会社として十分な検討を行うこととした。

しかし1997年以降、半導体市場は在庫調整

期に入り、第121期(1998年3月期）の信越半導

体グループの利益は前年を大きく下回った。そ

こで1998年5月には、当社の小柳副社長が信

越半導体の会長を兼務し、和田社長とともに経

営強化に取り組んだ。

同年7月、「信越半導体G委員会」が設置さ

れ、信越半導体グループで年間100億円の合

理化目標を定めた。委員の人選は小柳副社長

に一任された。取り組みの結果、 1998年度には

150億円を超える合理化実績を上げ、以後も目

標達成を目指した。

1999年6月、小柳副社長が信越半導体の社

長に就任した。そして、当社と歩調を合わせて

改革に取り組み、役員の人数も削減し、効率的

な経営体制で迅速な意思決定を進めた。

信越半導体以外のグループ各社においても、

必要に応じて当社の人材を経営陣として充て

るなど、各社の経営強化とグループの結束強

化を図った。また、収益性や成長性の観点から

グループ各社の見直しを行い、成長分野に経

営資源を効率的に集中させた。

その一環として実施されたのが、信越金属

工業で行っていた鋳鉄用添加合金事業の撤退

で、 1999年4月、同事業は東洋電化工業に譲

渡された。

信越金属工業は、 1938年の磯部金属試験所

の設置以来続いていた磯部工場の金属部門を

引き継いで、群馬県安中市に1967年2月に設

立された当社全額出資子会社であった。主力

の鋳鉄用添加合金では国内市場でシェア約20

％、業界3位であったが、自動車向けを中心と

する需要が減少し、厳しい採算を強いられてい

た。 1999年10月には、信越金属工業の残りの

事業も東洋電化工業に譲渡し、当社の合金事

業は幕を閉じた。

海外では1997年8月、米国に持株会社「S-E

Inc.」を設立した。これは米国で新規事業を展

開する際、土地の取得や法律などにともなうリ

スクを排除し、事業に専念できる体制の確保を

目的とするものであった。

すでに米国で事業展開していたシンエッシ

リコーンズオブアメリカ、シンコアシリコーンズ、

マイクロサイ（現・シンエツマイクロサイ）、シン

エツマグネティクスなども、この持株会社グ

ループに入り、米国での事業のノウハウ獲得や

経営資源の効率化を図った。

製造物責任法への対応

1995年7月、国内における消費者保護意識

の高まりと、消費者保護を重視する欧米の動向

を背景に、製造物責任法(PL法）が施行された。

当社ではPL法施行に先立ち同年2月に「製

品安全推進指針」を制定、各事業部が、取り扱

う製品の安全に関する総括的責任を負うことを

決定していた。また、指針の制定と同時に、組

織を横断する「製品安全技術会議」も設置し、

製品安全確保に取り組んだ。
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群馬事業所のIS014001認証書

米国ではPL問題に関わる訴訟でダウコーニ

ングが経営上の苦境に立たされた例もあり、当

社はPL問題への対応をとりわけ重視してい

た。製品安全技術会議も形式的ではなく、テー

マごとに迅速な対応ができるよう、議長の技術・

環境保安担当役員がテーマに応じてメンバー

を指名し、機動的な運営を旨とした。

同会議は技術部を事務局として、①製造段

階における製品安全推進、②製品についての

警告・表示、③化学物質規制への対応、につい

ての全社的な取り組みを主導した。さらにPL

法施行直後の同年7月には、群馬、直江津、武

生、鹿島の各事業所・工場で、法務部と技術部

主催の 「製造物責任法と当社の製品安全推進J

をテーマとした説明会を開催した。

既存製品についてもPL法の観点から見直

しを進め、 一部製品の出荷停止を決断した。し

かし、そのなかに注射針のコーティングに使用

されるシリコーンオイルも含まれていたことで、

思わぬ波紋を呼ぶことになった。

注射針にシリコーンをコーティングするのは、

注射針の通りを滑らかにするためで、痛みを和

らげる効果があった。シリコーンの持つ潤滑性

や、生体に対する不活性といった特長を生かし

た用途だったが、当社は、その最終用途が直接

人体の血管に入り、血液に触れる点を重視し

た。素材メーカーである当社は、最終製品であ

る注射針の製造工程には関与できない。 一方、

米国では医療機器メーカーのみならず、医療機

器の素材を供給した会社までも訴訟の対象に

なる例が見られるようになっていた。

当杜はすでに1994年7月、需要家に対して



1年間の猶予期間をおいて出荷停止する旨を

通知していた。この間、新たな注射針の開発を

進めるメーカーもあった。

この注射針コーティング用シリコーンの出荷

停止が、 PL法施行と同時期の1995年7月に

報道された。しかも、シリコーンのコーティング

がなくなることで注射が痛くなる、という観点

からの記事だったため関Lを集めた。しかし、

報道された内容だけでは、製造物責任に関す

る当社の姿勢と出荷停止の真意が必ずしも伝

わらず、一部に波紋が広がった。

厚生省（現・厚生労働省）は注射器および針

のコーティング材に関するガイドラインを策定

し、当社にコーティング材の供給再開を求めた。

当社は需要家と新たな契約を取り交わすなど

の対策を講じたのち、品種を限定して出荷を再

開することとした。

製造物責任の問題に限らず、 1990年代後半

は、企業の危機管理が重要テーマとなり、契約

や法律などが一段と重視された。当社では、従

業員一人ひとりの意識を高めるために、法務部

が1997年2月に「取引基本契約対応マニュア

ル」を策定、同年7月には「秘密保持契約対応

マニュアル」を策定して啓発に努めた。

相次いで「IS014001」を取得

この時期、企業の社会的責任として、環境へ

の対応が大きな関心を集めるようになった。当

社も環境への配慮を強化しており、 1996年7月

には群馬事業所が、国内の大手化学メーカー

で初めて「IS014001」を取得した。

I S014001は国際標準化機構(ISO)が進

めている環境管理システムに関する国際規格

で、企業の環境管理活動が審査対象となって

いる。認証取得には、生産活動における環境負

荷の測定、環境負荷を軽減する計画の立案と

推進、全般的な環境保全管理システムの構築

が求められ、さらに設備や廃棄物の管理状況も

審査される。また、認証取得後も毎年、環境負

荷削減に向けた「継続的改善」の進捗状況につ

いて維持審査が続くという、継続した取り組み

を重視するものであった。

群馬事業所では、 1995年から全従業員を対

象に教育を実施するとともに、内部審査を行う

など、認証取得に向けた取り組みを進めた。生

産現場における環境負荷低減は、環境保全に

大きく貢献することはもちろんだが、生産現場

の合理化や効率化にもつながった。

また、この頃、海外企業のなかには、 ISO

14001の認証を取得した工場で生産した製品

であることを条件に取引をする会社も増えてお

り、 IS014001の認証取得は営業面でも重要

な課題となっていた。

その後、当社では武生工場が1998年12月、

直江津工場が1999年5月、鹿島工場が2000年

3月にIS014001の認証を取得した。信越半

導体では白河工場が1997年1月、国内シリコン

ウエハーメーカーとしては初めてIS014001 

の認証を取得したのを皮切りに、 1997年12月

までに国内全4工場で認証を取得。 1999年9

月までには、信越半導体グループの国内外の

全13工場が認証取得を果たした。
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直江津工場のTPM本審査

1998年 8 月には、全社的な環境への取り組~

みをさらに推進していくために「環境基本憲章」

を採択した。環境に対する取り組みを明文化し

て公表することで、杜内の意識を向上させると

同時に、地域住民や需要家をはじめすべての

関係者に、当社グループの環境に対する姿勢

を深く理解してもらうことが目的であった。

環境基本憲章は、当初、環境問題への対応は

企業の根幹に関わるという認識のもとに、 1998

年7月に環境保安部が「環境基本方針」として

起案したものであったが、小坂善太郎取締役

相談役の提案により「憲章」へ格上げされて、

同年8月1日付で公表された。

また、当社グループの環境保全への取り組

みを正しく伝えるために、 1998年11月に 「環境

報告書」の発行を開始した。環境対策を重要な

情報開示項目として捉え、データを提示して客

観的に1年間の環境対策の実績を報告するも

ので、毎年1回発行した。

全社レベルの環境対策を明確にするため、

本社環境保安部は1999年11月に環境問題に関

する全杜ヒアリングを実施、以後2001年まで

3カ年にわたりこれを継続した。

1996年6月には、信越半導体白河工場が「緑

化推進運動功労者内閣総理大臣表彰」を受賞

した。白河工場は建設当初から「インダストリ

アルパーク」を目指して緑化推進に取り組み、

工場の外観も周囲の環境や景観との調和を図

り、工場の中央部には造成前の丘陵部分を残

していた。緑地の維持管理については地元の

専門業者に依頼していたが、日常の管理はエ

場の従業員のなかから責任者を選び、工場自



身の手で行っていた。さらに毎月2回、 「クリー

ンデー」を定めて、従業員による工場内の清掃

や除草活動も行った。このような積極的な自然

保護と緑化推進が高く評価された。

群馬事業所では、新たな産業廃棄物焼却炉

が完成し、 1997年5月に竣工式を行った。この

新規焼却炉は、従来は個別に処理していた塵

芥、廃液巧泥を一括して焼却する「混焼方式」

を可能にするとともに、排熱を回収して焼却能

力を高める省エネ設備を備えていた。新規焼

却炉を活用することで、外部に委託して処理し

ていた廃棄物の量が大幅に削減され、地域に

おける廃棄物処理の効率化にも貢献した。

直江津工場、 TPM優秀賞受賞

1995年9月、直江津工場が日本プラントメン

テナンス協会のTPM優秀賞を受賞した。 TP

Mとは前章第II節で紹介したように、生産シス

テムの総合的効率化を追求する企業体質づく

りを目指し、小集団活動を重層的に展開しなが

ら、設備保全を通して生産性向上の仕組みを

構築する取り組みである。

直江津工場では1991年4月のTPM活動開

始にあたり、 4年後に優秀賞に応募する計画を

立てており、 1995年に応募することとなった。

優秀賞に応募する事業所は、本審査に先

立って、特別指導会で本審査受審の承認を得

る必要があった。このため同年2月に直江津工

場で特別指導会が開かれ、 3名の特別指導委

員を迎え、活動の概況説明、各分科会の進行

状況報告、現場指導が行われた。

その結果、本審査の受審が承認され、同年

8月には大学教授2名、日本プラントメンテナ

ンス協会の顧問l名からなる審査委員を迎え

て、「TPM優秀賞第1類（従業員500人以上

の事業所が対象）」の本審査が行われ、 9月に

直江津工場は同賞を受賞した。

疸江津NR工場事故と安全対策の強化

1997年8月12日午後11時30分頃、直江津工

場のNR工場グリニャール反応設備で爆発が

起こり、従業員1人がやけどを負う事故が発生

した。 NR工場は直江津工場のなかでもっとも

北側に位置し、周辺地域と近かったこともあり、

爆発によって工場近くの住宅の窓ガラスが割

れるなどの被害が出たが、住民には負傷などの

人的被害はなかった。

NR工場は直江津工場のシリコーン生産設

備の一つで、 1988年4月に竣工したもの。その

後1989年7月に、同工場内にグリニャール反応

設備が完成した。特殊シランおよび機能性シラ

ンの専門プラントで、シラン製品の品種の拡充

に大きく寄与していた。

爆発は容量500!、内径800mmの反応器で

起こり、 一瞬火炎が走ったが、火災には至らな

かった。反応器の制御担当者が爆発直前に異

常に気づき、現場に確認に行き被害にあった。

直江津工場の伊藤健一工場長から緊急連絡

を受けた金川社長は、即座に次の緊急指示事

項を、各工場長と関係会社の社長宛に通達した。
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•けがをした従業員が、最善最高の治療を受

けられるように、早急かつ万全の手配をす

ること（本件最重要）。

•消防署や警察署、その他の官庁に対して、

法令・規制を厳格に守って、事故の内容を

正直に、かつ正確に報告すること。

・事故の原因を十分に究明し、同種の事故が

直江津工場のみならず、当杜グループ全工

場で再発しないように、万全の対策をとる

こと。

負傷した従業員は、 9月にはリハビリを開始

し、 1998年1月に職場復帰した。

直江津工場は事故直後から地域の被害状況

の把握と付近住民への陳謝を行うとともに、本

杜と緊密に連絡をとりながら、情報開示、事故

原因究明、再発防止に全力で取り組んだ。

調査の結果、判明した事故原因は以下のよ

うなものであった。

①操業前の洗浄作業が不十分で、有機塩化

物とマグネシウムの反応を阻害する物質

が反応工程に混入した結果、反応開始が

阻害された。

②反応が開始しないため、反応開始作業を

繰り返したところ、反応器内に発泡が認め

られた。この発泡により反応が開始したと

判断して原料の連続供給を行ったが、実

際には反応は開始していなかった。

③反応器内に多量の原料が存在する環境下

で、反応阻害物質が消滅した結果、急激

に反応が起こり、暴走反応となった。

④反応の途中で反応の有無を確認する作業

指図がなかったので、事故を大きくした。



このような事故原因を踏まえ直江津工場は、

安全管理体制の強化、安全教育の徹底、専門

職による安全審脊機能の充実、 NR工場で事

故を起こした反応器およびその周辺機器の撤

去という対策を直ちにとった。

8月22日に関係官庁に事故報告書を提出し

て指導を受け、 9月2日には事故当日に発令さ

れた「消防法に基づく製造所等の使用停止命

令」が解除された。 9月17日に復1日工事が完了

し、消防本部による復旧工事完成検査や地域

住民への操業再開説明会を経て、 NR工場は

9月26日に操業を再開した。

この間、当社では、小柳副社長を委員長とし

た専門技術グループの社内検討会が開かれ

た。検討結果に基づき直江津工場は、操業再

開にあたって、設備や操作面からの安全対策、

作業マニュアルの見直し・改定と安全教育、当

直人員体制の見直しなどを実施した。

当社では、毎年、全工場で実施している環

境保安監査をはじめ、各工場、各製造部門は

安全確保にとりわけ力を注いできた。それだけ

に、この爆発事故は大きな衝撃を与えた。

再発防止のために全社的に設備の見直しを

行い、反応の開始と進行を監視できるシステム

の設置、緊急放出システムや反応停止システム

の設置、民家に面した側の工場建屋の強度を

強化する、といった対策が講じられた。

また、安全技術スタ ッフや安全審査委員会

などの組織の充実、操業異常についての技術・

研究部門の連携強化、マニュアルの充実と教

育の強化といったソフト面の改善も行った。

阪神・淡路大霙災に迅速に対応

1995年1月17日午前5時46分、兵庫県内を

中心に近畿地方一帯を強い地震が襲った。神

戸市および淡路島北部で、気象庁観測史上空

前の震度7の揺れが観測された阪神・淡路大

震災である。人、建物、交通網をはじめとした

被害は戦後最大の規模となり、都市直下型地

震の恐ろしさを改めて見せつけられた。

当社グループは関西圏に、大阪支店、武生工

場、信越酢酸ビニルなどがあったが、事業所や

工場の設備などに大きな被害はなかった。神戸

市、宝塚市、明石市などに住む従業員のなかに

は、自宅が損傷するなどの被害にあった人もい

たが、翌1月18日には、当社グループ従業員と

その家族に、直接的に人命に関わる被害がな

いことが確認された。

1月18日に開かれた定例の常務委員会では、

この大規模な災害を受け、冒頭に金川社長が

次の事項を指示した。

•被害を受けた従業員の安全、安心を最優先

とし、業務については本社はじめ、関係各

部門が協力してカバーする。まず、従業員

には自身および家族の生活の平常回復に専

念してもらうこと。

•取引先、金融機関などへのお見舞いなど遅

滞のないこと。

•本社、工場、関連会社各社を含め、地震対

策を「もし、いま直下型地震が起きたら」と

いう想定に基づいて検討し直すこと。

1月19日には、大阪支店や信越酢酸ビニルな

どの従業員に向けて社長メッセージが送られ
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た。 1月20日には、「兵庫県南部地震対策チー

ム（以下、対策チーム）」が本社に設置された。

リーダーの市村浩信人事部長と、総務部、人

事部、社長室、秘書室から参画した対策チーム

のメンバーは、従業員の被災状況の把握、被災

従業員への支援、当社事業への影響の把握、

経営陣との連絡・調整など、全社的な震災対応

の中心となって活動した。

当社グループの有志各社は、被災地への義

援金寄付を決定し、 1月23日に日本赤十字社

へ1000万円を届けた。あわせて対策チームは、

従業員による「被災者見舞金およびカンパ活

動」を労働組合と連携して進めることを決定し

た。この募金活動は1月31日まで続けられ、総

額674万円の寄付金が集められた。

また、「阪神大震災被災者への見舞金およ

び貸付金」の実施要綱を定め、 1月30日に発表

した。これは、災害の甚大さに鑑み、当社と当

社共済会の見舞金と貸付金制度の一部を拡

大、もしくは新設したものであった。

一方、大阪支店は地震発生翌日の1月18日

から、全力を挙げて支援活動に取り組み、被災

地で孤立した従業員の家族の救援を行った。

近畿地区の交通網がまだ停止状態にあった1月

23日には、早くも大阪支店に全員が揃い、業務

正常化に向かった。

堺市の信越酢酸ビニルでは、一時的にプラ

ントを全面停止したが、数時間の設備点検のの

ち、順調に操業を再開した。

その後、当社グループが被害を受けた大規

模な自然災害としては、 1998年8月の福島県と

栃木県を中心とした集中豪雨がある。信越半



導体白河工場が被災地域内にあったが、軽微

な被害にとどまった。しかし家屋の倒壊によっ

て親族を亡くした従業員があった。このほかに

も、家屋の損傷や床上・床下浸水、士砂侵入な

どの被害を受けた従業員が多く出た。このため

当社は、特別弔慰金の支給など全面的な支援

体制を敷いて被災者を支援した。

全社に根づくボランティア精神

1997年1月2日、大しけの日本海でロシア船

籍のタンカー「ナホトカ号」が船首破断、船体

部分の沈没という事故を起こした。海面に流出

した重油が、秋田県から島根県に至る1府8県

の日本海沿岸に流れ着き、漁業に大きな影響を

与えたばかりか、当該地域の生活や自然環境を

破壊し、住民に健康被害までもたらした。

この様子を目の当たりにして、被災地域には

全国からボランティアが集まり、海岸に漂着し

た重油の回収などにあたった。このようななか

で、回収した重油を入れるドラム缶の不足が報

じられると、支援方法を検討していた群馬事業

所は1997年2月、 260本のドラム缶を新潟県柏

崎市に寄贈した。

武生工場とグループ各社は義援金を募り、

被害を受けた自治体に寄付するとともに、多く

の従業員がボランティア活動に参加した。

当社グループの福井環境分析センターでは、

労働省（現・厚生労働省）からの要請に基づき、

阪神・淡路大震災で送った社長メッセージ

1995年1月17日早朝に起きた阪神・淡路大

震災の報を受け、金川社長は1月19日に当該

地区の従業員に以下のメッセージを送った。

大阪支店・堺地区の皆様へ

このたびの想像を絶する大地震により被害

を受けられた従業員の皆様に、心よりお見舞

いを申し上げます。

家屋、家財の損壊を余儀なくされた方々、

ご家族やご親戚に被害を受けられた方々のご

心痛をお察しいたし、申し上げる言葉もござ

いません。 1日も早い復旧、ご回復を心よりお

祈り申し上げます。

いまは皆様の安全、安心が最優先であり、

業務については、しばらくは本社をはじめ、関

係各部門が一致協力してカバーしてまいりま

すので、まずはご自身、ご家族の生活の平常

を取り戻すことに専念してください。

会社といたしましても、被害を受けられた

方々の日常生活ならびに復旧への支援を考え

ております。

何かと不自由も多いかと存じますが、どう

かお力落としなく、頑張っていただきたいと

存じます。

なお、今後も余震が続く可能性があると報

じられておりますので、十分に警戒し、何か

変わったことや困ったことがありましたら、ご

遠慮なく本社の人事部あるいは総務部へご連

絡、ご相談ください。

皆様の安全を重ねてお祈り申し上げます。

第3章 次代と世界を見据えて(1995-1999) 213 



214 

シンテックが参加したハビタット・フォー・ヒューマニ

ティの住宅建設プロジェクト

重油回収現場の環境中の有害物質濃度測定

や、回収作業者の暴露濃度測定などを連日行っ

た。直江津工場からもボランティアが参加した。

重油回収作業は、海岸の砂利に付着した重

油を手作業でぬぐいとるという地道な作業で

あったが、地元住民やボランティアの活動に

よって、元のきれいな海岸へと戻っていった。

1997年5月、当社武生工場グループに対して、

福井県丹生郡越前町から、義援金寄付ならび

に重油回収の熱心なボランティア活動に対し

て感謝状が贈られた。

一方、米国では1998年6月、「ハビタット・

フォー・ヒューマニティ(Habitatfor Humanity)」

のプロジェクトに、シンテックの従業員がボラ

ンティアとして参加した。

ハビタット・フォー・ヒューマニティは、貧困

住宅をなくしホームレス問題を解決するため、

世界中で住宅建設を行っている非営利の国際

的NGOで、ジミー・カーター元米国大統領

(James Earl Carter, Jr.)も率先して参加してい

る。 6月14日から30日間、米国で行われたハビ

タット・フォー・ヒューマニティの住宅建設プロ

ジェクトは、米国で過去最大のもので、シンテッ

クは配管、窓枠、電線、床板など塩ビ製の住宅

資材を寄付した。

またシンテックは、同プロジェクトの共同パー

トナーとして住宅7戸のスポンサーとしても協

力し、シュレーダー副社長はじめシンテックの

従業員が、本職の建設作業員とともに猛暑の

なかで住宅建設に従事した。

1998年7月には、各事業所・工場のサッカー

部でつくる全信越サッカ一部が、アフリカ南部



のザンビア共和国の学校にスポーツ用具を寄

付した。きっかけは、青年海外協力隊員として

ザンビアのペンバ中等学校で物理を教えてい

た当社の元従業員が、深刻なスポーツ用具不

足を伝えたことであった。要請を受けた各事業

所のサッカ一部は連絡を取り合い、中古のサッ

カー用具を集めるとともに、バスケットボール

部やバレーボール部にも協力を呼びかけて中

古のボールを集め、輸送に必要な資金を募金

で賄うなどして寄付を行った。

社会に目を向けた70周年記念事業

1996年に創立70周年を迎えた当社は、創立

70周年記念事業の展開に向けて同年3月、市

村取締役を委員長とするプロジェクトチームを

発足させた。本社各部門のほか、各事業所・工

場、主要グループ会社による横断チームで、労

働組合もオブザーバーとして参加した。

同年10月、記念事業の実施案の骨子が確定

した。基本方針は、①お祭り的なものは避け、

後に残るものを基本に、②問題・テーマの本質

を見極め、実効の上がるものに取り組み、③当

社グループの国際化に対応しつつ、④地域社

会に十分配慮し、⑤活性化、熱意、情熱を喚起

する一助とする、というものだった。このなかか

ら特記すべき事業を以下に紹介する。

●東京大学「地球環境工学寄付講座」への支援

この講座は1991年4月に発足し、東京大学

大学院工学系研究科地球環境工学研究共同

体が運営していた。研究テーマは、太陽エネル

ギー総合利用システムの開発、海洋・陸上の二

酸化炭素吸収促進法の検討、資源有効利用シ

ステムの開発、太陽電池・燃料電池の開発など、

地球環境問題に対応する諸技術の開発であっ

た。当社は1997年4月から5年間支援を続けた。

●信越奨学金制度の新設

当社グループの海外拠点がある各国の学生

を対象に、国際社会を担う人材育成を目的に創

設。元本200万米ドルの基金を当社が運用し、

その運用益を奨学金に充てる。奨学金は米ド

ル建てで支給し、奨学生の義務は当社が開催

する授与式とパーティーに参加することのみ。

奨学金の返済や、卒業後に当社グループ各社

に入社する義務はない。

第1期は当社グループと特に結びつきが強

いマレーシアを対象固とし、日本の大学・大学

院に留学しているマレーシアの学生を対象とし

た「日本奨学生」と、マレーシア国内で学んで

いる学生を対象とする「マレーシア奨学生」の

2コースを実施した。授与式は、日本奨学生は

1999年4月、マレーシア奨学生は同年7月に開

催した。その後もマレーシアを対象国として、

奨学生の選考と奨学金の授与が続けられた。

●マグネットアイデアコンテスト

マグネットの用途の独創性を競うもので、福

井工業高等専門学校（以下、福井高専）が主催

し、武生工場が後援している。武生工場の従

業員が母校の福井高専を訪れた際、当社のネ

オジム磁石が話題になったことがきっかけで始

まった。第1回は、 1995年10月からアイデア募

集を始め、 1996年1月に審査結果発表と表彰
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式を行った。

武生工場ではこのコンテストを、一般の人た

ちがマグネットに興味を持ち、理解を深める機

会として捉え、毎年支援を継続している。

●鹿島多目的ホール

鹿島工場ではアリーナ、会議室、厚生施設を

備えた多目的ホールの建設を計画し、 1998年

8月に着工、翌1999年4月に竣工式を行った。

同ホールは3階建てで、体育館として使うア

リーナはバドミントンコート3面分の広さがあ

る。クラブ活動や球技大会のほか、工場内とい

う利便性を生かし、年賀式などの行事に幅広く

利用されている。
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創立70周年記念事業で地元小学校にシャクナゲを寄贈

（信越半導体白河工場）

このほか、直江津工場では1997年3月、地元
くびき

の上越市および頸城村（現・上越市頸城区）へ

福祉機材などを寄贈した。また、鹿島工場では

1997年3月、鹿島警察署にパトロールカーを寄

贈した。信越半導体白河工場は1997年5月、

工場発展の感謝の意を込めて、地元の西白河

郡西郷村の小・中学校および文化センターに、

図書とシャクナゲの成木などを寄贈した。

ほかにも前節で触れたとおり、 1995年11月に

プロジェクト21を発足させて、同プロジェクト

チームによる21世紀ビジョンを策定したほか、

1997年には金川社長と若手従業員との懇談会

が創立70周年記念事業として行われ、社内の

情報交流の促進を図った。福利厚生関係では、

1998年6月に軽井沢契約保養所利用補助制度

を新設した。

一方、 1996年5月に株式分割を実施、 1996

年10月には当社ホームページを開設した。さら

216 



に主要顧客には1996年11月から3カ月間、毎

月、鉢植えのフラワーギフトを宅配して感謝の

意を表した。

このように創立70周年記念事業は、株主、顧

客、地域社会、従業員など、当社と関わる人々

との結びつきを重視して行われた。

コンピュータ2000年問題への対応

1998年8月、宮地敏次専務を委員長とする

「2000年問題対策委員会」が設置された。

2000年問題とは、コンピュータのメモリーが

高価だった頃に、プログラム上の西暦年の表記

を下2ケタで行っていたため、西暦2000年を

迎えると1900年と2000年の判断がつかなくな

り、日付を使った計算で誤作動が生じる可能性

を指摘するものであった。

メインフレームやサーバー、パソコンなどの

情報システムの分野では、 1996年頃から対応

が始まっていたが、すでにデジタル制御技術

は、産業機械から家庭用電化製品に至るまで

幅広い機器に取り入れられており、誤作動が発

生するとその影響は極めて広範囲にわたること

が懸念された。

しかも、どの機器でどのような問題が起こる

のか事前に把握できないため、各企業では機

器やプログラムを一つひとつ調査して、必要に

応じて対策を施さなければならなかった。この

ため、対策完了までには相当の時間を要するこ

とが予想された。

当社でも1996年10月から、当杜グループの

情報システム部門を担当する子会社「スカイ

ワードインフォメーションシステム」が取り組み

を開始し、 1998年から本格的な活動をスタート

させた。同年12月には各工場にも委員会を設置

し、本社と連携して全社的な対応を図った。具

体的には、社報などによる従業員への啓発を

繰り返し行うとともに、経営陣とも連絡を密に

しながら、テスト方法の標準化、対策完了ラベ

ルの導入、誤作動が生じた場合の緊急対応計

画の策定などを進めた。

その結果、 1999年6月に、情報システム、生

産設備、資材調達の各分野で対応を終え、緊

急対応計画も完成し、ー通りの対策が終了した。

その後も1999年末まで、緊急時対応体制と

して、マニュアル類の整備、組織表や連絡網の

確認、原料や部品、製品の備蓄計画の確認、

2000年問題に起因する受注増への対応などに

ついて見直しを重ねた。

1999年12月31日から2000年1月1日にかけ

ては、 2000年問題対策委員会をはじめとした

一部従業員が出社し緊急時に備えた。このよう

な対策を実施した結果、国内事業所、関係会社、

海外拠点とも、大きなトラブルもなく乗り切るこ

とができた。

続いて、問題が起こる可能性を指摘されて

いた2000年2月29日に向けて警戒を続けた

が、ここでも問題は起こらず、2000年3月をもっ

て2000年問題対策委員会を解散した。
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ミシシッピ川を航行する大型船（背景はニューオリンズ

市街、提供：Donn Young/ Port of New Orleans) 

皿B米欧3極体制を
実現した塩ビ事業

シンテック新工場建設計画、始動

1996 (平成8)年1月、シンテックは米国にお

ける新工場建設計画を対外発表した。建設地

は巨大な石油化学コンビナートが展開するメキ

シコ湾岸で、原料の塩素を生産する電解設備、

塩素とエチレンを反応させる塩ビモノマー生産

設備、そして塩ビポリマー生産設備を備える一

貫生産体制の構築が計画された。塩ビポリマー

の生産能力は第1段階を年産40万tとして、

1998年中旬の完成を予定していた。

当時すでに当社グループは世界最大の塩ビ

メーカーとなっていたが、新工場が完成すると

その生産能力は、世界の塩ビ需要の1割を超え

る年産約250万tに達することが見込まれた。

さらにこの計画では、その後の塩ビ市場の順

調な拡大を前提に、 2、3年ごとに20万tずつ

塩ビポリマーの増設を行い、 2004年もしくは

2005年には年産100万tとし、これに必要な電

解設備と塩ビモノマー設備の増設を並行して

行う計画であった。

テキサス州フリーボートのシンテックの生産

拠点では、 1994年4月に第7次増設工事を終

え、生産能力は年産127万tに達していた。世

界的に見て塩ビは将来にわたり着実な成長を

期待できる製品であり、需要の伸びに対応する

には、シンテックが新たな生産拠点を立ち上げ



ることが不可欠であった。そのため、安定的で

国際競争力のある原料確保を考慮した、一貫

生産体制の工場建設計画が立案された。

この点について金川杜長は、社報『信越化学』

1996年2月号で次のように述べた。

「私は21世紀に向けて、塩ビにとどまらず、

資金や採算が許すかぎり、すべての分野で長

期安定的に原料源を確保することが大事にな

るだろうと再三皆さんに申し上げてきました。

塩ビの製造においては、今後、主要な原料の塩

素の入手が困難になることも予想されていま

す。もしそうなれば、原料面で当社の塩ビ事業

は大きな問題を抱えることになってしまいます。

今回の計画は原料までさかのぼって投資する

ことで、事業の基礎を固めるとともに、長期的

な発展をも考えたものです」。

新工場建設に要する投資額は7億ドルと大

規模であったが、シンテックは1995年12月期も

過去最高の業績を上げており、シンテックと当

社の手元資金で賄える見通しだった。

1996年1月の発表とともに、新工場建設の

プロジェクトチームが工場の立地選定を行っ

た。テキサス、ルイジアナ、アラバマの31'1-Iにわ

たり、 10カ所以上が検討に付され、有力な場所

には金川社長自身も視察に訪れた。

だが、大型外航船の出入りができ、十分な広

さがあり、電力や工業用水、物流などの生産基

盤が整っているという条件に適合する場所は

少なく、最終的に候補地は、ルイジアナ州の州

都バトンルージュ市の南約60kmに位置する

セントジェームスに絞られた。同地はミシシッ

ピ川に面し、大型外航船も出入りでき、競争力

のある価格で原料を安定確保できる。また、原

料および製品の輸送に有利である。これらの点

から、国際競争力を持つ塩ビの生産が可能と

の判断によるものであった。

シンテックは同地に約1500万州の広大な工

業用地の購入権（オプション）を確保した。オ

プション取得の背景には、将来はこの場所を当

社グループのさまざまな製品の生産拠点とする

という構想があった。金川社長は1997年1月、

経営陣を前に、「今回の塩ビ工場は50年先を

にらんだ将来構想の第1段階である」と述べた。

シンテックは塩ビ新工場建設に必要な許可

（パーミット：permit)を、 1997年3月までにルイ

ジアナ州から取得することができた。ルイジア

ナ州およびセントジェームス郡は、新工場建設

が雇用や投資の拡大に結びつくことを歓迎し、

さまざまな支援を惜しまない意向をシンテック

に伝えていた。

米国ルイジアナ州アデイスに新工場

ところが、 1997年初め頃から、国際的な環境

団体「グリーンピース」が工場建設反対運動を

展開し始めた。同団体の主な反対理由は、「環

境汚染物質を出す石油精製および石油化学工

場の大部分は、アフリカ系やヒスパニック系の

米国人が住む地域に存在しており、人種差別

である」、「シンテックが、アフリカ系米国人が

多く住むセントジェームスに塩ビ工場を建設す

るのは人種差別(EnvironmentalRacism)に加

わるものである」という点であった。
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｀ シンテックのアディス工場建設地（手前）
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同団体は、ルイジアナ州や米国連邦政府環

境庁(EPA)に対して、シンテックヘパーミッ

トを発行しないように要請するとともに、広範

な市民に呼びかけてパーミット発行に反対す

る運動を展開した。

シンテックはセントジェームスでの工場建設

を、前述のとおり経済的な理由で決定したので

あり、人種の問題とはまったく無関係であった。

新工場は当然のことながら連邦政府、州、郡の

環境基準はもとより、あらゆる法令や規制に適

合した設計になっていた。このためシンテック

は徹底的な反論を行った。

このような情勢下、金川社長は世界市場で

の競争力強化に向けて工場建設を実現する方

針を示した。次いで、操業開始まで3年を目途

に計画を進めるよう指示した。

米国で大規模な工場を新設する場合、通常、

さまざまなパーミットの取得や地域からの同意

の取りつけなどに3年、建設工事に2年を必要

とし、工場建設の決定から操業開始まで5年は

かかるといわれていた。

シンテックは不退転の決意で新工場建設に

臨み、 1997年半ばまでには工場建設と操業に

必要なパーミットのうち、主要なものを取得し

た。ところが、グリーンピースなど反対派がE

PAにパーミット発行の異議を申し立て、 1997

年9月、 EPAはルイジアナ州にパーミットの再

審査をするよう要求した。ルイジアナ州には連

邦政府レベルの環境法による管理と取り締まり

の権限が与えられていて、 EPAの再審査要求

はまったく前例がなかった。

こうしたなかで、シンテックは、立地をセント



ジェームス以外の地に求めることも視野に入れ

て検討を進めていた。 1997年後半、金川社長

とダウケミカルの社長の間で電話会談が行わ

れた。そのなかで、ルイジアナ州プラクマンに

あるダウケミカルの工場隣接地に塩ビポリマー

工場を建設する計画が提案された。

その後、この計画について両社は、トップ同

士の直接会談を含む交渉を半年以上にわたっ

て重ね、 1998年5月に合意、同年9月に正式決

定、対外発表となった。

その内容は、ダウケミカルのプラクマン工場

に隣接するルイジアナ州アデイスに、シンテッ

クが年産59万tの塩ビポリマー工場を建設し、

原料となる塩ビモノマーはダウケミカルからパ

イプラインで供給を受けるというものだった。

原料からの一貰生産体制ではなかったが、迅

速さが求められる新工場建設という懸案解決

に向けて、両社のトップ同士が決断した結果で

あった。

1998年12月には、シンテックとダウケミカル

の間で、塩ビモノマー供給に関する新しい契約

が調印された。この契約について金川社長は

1999年1月、本社年賀式で次のように述べた。

「この契約はダウケミカルおよびシンテック

双方にとって、もっとも理想的な条件で合意に

達したものです。もしわれわれがセントジェー

ムスの計画をそのまま進めれば、いずれはシン

テックがダウケミカルの競争相手になる。それ

では困る、とのダウケミカルトップの大局的見

地に基づく、正しい判断によるものと思います。

これはシンテック25年の歴史上、エポックメー

キングなことです」。

なお、セントジェームス計画は中止されたが、

土地については、すべてのパーミットを取得し

て工場建設を開始する際に購入するというオ

プションを取得しただけの状態にあったため、

資金への影響はなかった。

シンテック操業25周年を迎える

シンテックでは1997年8月、フリーポートエ

場の第8次増設工事が完成し、生産能力は年

産145万tとなっていた。また、シンテックの子

会社のK-Binは、パイプ、サイデイング材、窓

枠、フェンスなど建築分野の硬質塩ビの需要

拡大に対応するため、 1998年7月、硬質塩ビコ

ンパウンドの第2工場の操業を開始していた。

1999年10月、シンテックはルイジアナ州から

アデイス工場建設に必要なパーミットを取得す

ると、直ちに年産59万t設備に着工した。投資

額は2億5000万ドル、 2001年秋の完成予定と

した。

当時、米国の塩ビ業界では合併や買収など

による統合により寡占化が進んでいたが、同エ

場が完成すると、シンテックの生産能力は年産

204万tとなり、全米最大の塩ビメーカーとな

ることは確実であった。

1999年に入ると米国の塩ビ市況は好転した

が、他社には目立った増設計画がなく、シンテッ

クは新工場の早期完成を目指した。

アデイス工場の新設がシンテックにもたらす

利点は大きかった。フリーポート工場は独立し

た3つのプラントで構成されているとはいえ、
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新たな場所に生産拠点ができれば、よりいっそ

うリスク分散が図られ、顧客に安定的に製品を

供給することができる。また、ルイジアナ州は

テキサス州より米国東海岸に近いので、需要家

が多い東海岸向けの運送費を下げることがで

きる。さらに、最新鋭の塩ビ製造プロセスを備

えた工場が複数できたことで、高い生産性を保

ちながら多くの品種を生産でき、顧客の要望に

柔軟に対応できる。

1999年はシンテックの操業25周年の年でも

あり、アデイス工場建設に着工した同年10月に

は、フリーポート工場で25周年パーティーが開

催された。

1974年のフリーポート工場操業開始時は年

産10万tだったが、 1976年に全額出資子会社

として以降、積極的に生産増強を重ねた結果、

25年間で生産能力は14.5倍の年産145万tに

なっていた。 1999年12月期は最高益を更新し、

1人当たり生産量は1976年の7.3倍になってお

り、経営努力の成果が表れていた。

シンテックは、環境保全のための設備改善、

会社や従業員によるボランティア活動、地元の

病院や学校への経済的支援など、地域に貢献

する活動も積極的に進めてきた。このような25

年にわたるよき企業市民としての実績とセント

ジェームスでの経験が、アデイス工場でのパー

ミット取得の大きな力となった。

欧州塩ビ事業を拡充

1998年春、ちょうどシンテックの新工場の計



画についてダウケミカルと検討に入っていた

頃、欧州から塩ビ事業売却の話が持ち込まれ

た。それが本章第I節で触れた、シェルケミカ

ルズとアクゾノーベルが保有する塩ビポリマー

と塩ビモノマー事業の買収の始まりであった。

この頃、日本国内では環境問題における誤っ

た認識から、塩ビは逆風のなかにあったが、世

界的に、そして長期的に見れば確かな需要の

伸びが見込まれていた。米国や欧州の需要は

底堅く、中南米や中近東、アフリカでも伸びる

と予想された。通貨危機による経済混乱のため

成長が鈍化した中国や東南アジアも、数年のう

ちに高い成長に戻ると見られていた。

しかし、特に先進国では塩素や塩素誘導体

の工場を新設することが困難であるうえ、塩ビ

は市況に大きく影響されるため、塩ビ事業で収

益を安定的に確保するには高度な経営力が必

要であった。その頃、塩ビ事業は世界的な再編

期に入り、塩ビ事業からの撤退や設備廃棄に

踏み切る企業も出ていた。

そのようななかで親会社が石油会社である

シェルケミカルズは、塩ビ事業を整理して、石

油製品へ経営資源の集中を図ろうとしていた。

シェルケミカルズは塩ビの主原料であるエ

チレンを生産・販売しており、アクゾノーベル

は塩ビのもう一つの主原料である塩素を手が

けていた。堅実に塩ビ事業の拡大を続け、世界

でも高い信頼と評価を受けている当社が、原料

としてシェルケミカルズのエチレン、アクゾノー

ベルの塩素を購入して両社の塩ビ事業を引き

継ぐことは、両社にとって安定した需要先を確

保することにつながった。

買収対象となったロビンは、シェルケミカル

ズとアクゾノーベルの合弁会社で、オランダで

年産50万tの塩ビモノマーを生産し、オランダ

の自社工場とフィンランドの委託工場の合計で

年産40万tの塩ビポリマーを生産していた。買

収の案件にはロビンのほか、シェルケミカルズ

のフランスの塩ビ事業も含まれていた。オラン

ダとフランスの塩ビポリマー工場は、両方とも

当社が技術供与したものであった。

シェルケミカルズ、アクゾノーベルと当社の

間で予備的合意書(Letterof Intent : L O I)が

取り交わされ、買収交渉に入るという双方の意

思が確認されたのは、 1998年10月であった。 L

OIの調印は英国で行われた。

これを受けて3社は、日本と欧州の時差を考

慮して、時間調整を慎重に行って対外発表し

た。それはど発表に気をつかったのは、欧州の

両社が従業員の反応を危惧したためであるが、

発表内容に対する反響は極めて好意的だった。

その後、直ちに双方が必要事項を開示し、

1998年中の買収契約調印を目標として、 Due

Diligence (技術、会計、税務、労務、人事、環境

問題などの詳細調査）が弁護士や公認会計士

などを交えて進められた。それまでは得られな

かった内部資料も入手でき、詳細に検討した結

果、 1998年12月、金川社長は条件の再交渉を

指示した。

この点について金川社長は、 1999年1月の

本社年賀式で、「（昨年、仮契約に調印し、新聞

発表した欧州塩ビ事業買収については）その

後の詳細調査の結果を踏まえて、われわれの

具体的な新提案を作成し、近日中に相手に出
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す予定です」、「戦略的に見れば、私はユーロ

の市場にぜひとも大きな拠点をつくりたいと考

えております。しかし、やはり事業は収支、収

益に関わる問題を正確に把握しながら進めな

くてはなりません」と述べた。

最終的な買収契約に向けてさらに交渉が重

ねられ、 1999年12月、シェルケミカルズ、アク

ゾノーベルと買収契約に調印した。

LOI締結後、困難な交渉が1年以上続いた

のは、エチレンと塩素の購入価格をはじめとす

る解決すべき課題が数多くあったためであっ

た。そこで金川社長が直接指導し、シンテック、

国際事業本部、鹿島工場、経理部、法務部など、

総力を挙げて交渉に取り組んだ。

原料の供給については最終的には、前述の

シンテックとダウケミカルの場合と同様に、双

方にとって理想的な条件で合意した。

また、当社独自の投資基準で買収対象事業

の評価をきめ細かく行い、最終的にはフランス

における塩ビ事業を買収対象からはずすこと

とした。オランダとフランスに投資先を分散す

るよりも、オランダの事業に集中して規模の利

益を追求したほうが、競争力の強化に有効で

あるという判断に基づくものであった。

ロビンの塩ビポリマーおよび塩ビモノマー事

業を引き継ぐために、当社はオランダのシンエ

ツインターナショナルヨーロッパの子会社とし

て、 「シンエッPVC社」および 「シンエッvc

M社」を設立した。新会社の経営にあたっては、

欧州独自の労務制度などもあるため、シレスの

オルタ(RicardoManuel Simoes Bayao Horta) 

社長にも参画してもらい、工場の操業に関して



はシンテックのシュレーダー副社長がバック

アップするなど、新会社の経営には当社グルー

プの力を結集して取り組んだ。

この買収により欧州における当社グループの

塩ビ生産体制は、シンエツPVCが年産40万t、

ポルトガルのシレスが年産13万tとなった。こ

れに鹿島工場の年産55万t、シンテックの年産

145万tを加えると、当社グループは2位を大

きく引き離して世界最大の塩ビメーカーとして

の地歩を固めた。加えて2001年に前述のシン

テックのアデイス工場が完成すると、 21世紀初

頭の当社グループの塩ビ生産能力は年産

300万tを上回ることとなった。

塩ビ環境問題で“いわれなき逆風”

国内の塩ビ事業に日を転じると、この頃、塩

ビをめぐる環境問題への誤解はますます強

まっていた。なかでも第2章第III節で触れた、

塩ビがダイオキシンの主要な発生源であると

する一部の学者や環境団体は、引き続き社会

に大きな影響をもたらしていた。

このため、塩ビポリマーおよび塩ビモノマー

メーカー17社は1998年1月、「塩ビ環境協会」

を設立し、①塩ビに関する広報の積極的展開、

②塩ビに関するリサイクルの推進、③上記①、

②に関する調査研究活動を進めることとした。

初代会長には、請われて当社の金川社長が

就任した。塩ビ環境協会は同年1月、記者会見

を開き、金川会長が挨拶に立った。

挨拶のなかで金川会長は、都市ごみに含ま

れる塩ビの量は全体の1%にすぎないこと、都

市ごみには塩ビ以外にも塩素源が数多くあるこ

と、塩素を含む都市ごみを不適切な条件で焼

却すればダイオキシンは発生するが、現在は焼

却技術が進歩して約850℃という高温で焼却

しているので、この条件では焼却炉からダイオ

キシンはほとんど発生しないことなど、科学的

に実証された事実を改めて強調した。

さらに、塩ビは生産工程での二酸化炭素の

発生量が他のプラスチックに比較して少ない

こと、建築材料として木材の代替となるため森

林伐採の抑制に寄与すること、他のプラスチッ

クは原料のすべてが石油であるのに対し、原料

の6割が工業塩に由来する塩ビは石油資源の

節減に寄与していることなどを挙げ、塩ビが環

境負荷の低減や省資源に貢献していることを

報道機関は正確に伝えるように要請した。

また、 1998年4月からは、各都道府県の会員

会社（塩ビポリマー、塩ビモノマーメーカー）、

および塩ビ加工メーカーで担当者を任命して、

当時、全国で3302あった地方自治体や地元の

報道機関を直接訪問して、塩ビに対する正しい

認識を持ってもらう活動を展開した。

同1998年5月、塩ビ環境協会は、それまで

塩ビの業界団体として活動してきた塩化ビニ

ル工業協会と組織統合を行い、新たに「塩ビエ

業環境協会(VEC)」が発足した。初代会長

には金川社長が就任した。

VECは、塩ビ工業に関する環境•安全に関

わる諸問題の調査・研究や、塩ビに関する正し

い理解の普及を目指すとともに、塩ビの生産・

技術・流通・消費などの調査や研究を行い、塩
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塩ビの環境問題

ダイオキシンおよび環境ホルモン問題で、塩ビ業界は

大きな損害をこうむった。いずれも、その後の研究で、塩

ビを主原因とする見方には科学的な根拠がないことが明

らかになったが、 一般消費者などには誤った認識が根強

く残ったからである。

金川社長は、塩ビを取り巻く誤解の広がりを「塩ビ事

業の存亡の危機」として深刻に受け止め、「誤解」の最盛

期にVECの会長を引き受け、陣頭に立って塩ビヘのい

われなき疑いを晴らす活動を進めた。

マスコミの取材など、機会あるごとに金川社長は「塩

ビの焼却量とダイオキシン発生量の相関関係はない」、

「科学的なデータに基づく正確な情報の発信をお願いし

たい」と訴え続けた。

また、物性や加工性、経済性に優れ、環境負荷低減に

寄与し、省エネや省資源に貢献する塩ビの優れた特性を

積極的に訴えることで、世論の啓発に力を尽くした。

そのような啓発を続けた結果、ダイオキシンや環境ホ

ルモンと塩ビを関連づける論謂を枇判する科学者の声も

聞かれるようになり、 2000年代に入ると、この問題はほ

とんど聞かれなくなった。

塩ビの正しい理解促進のために作成されたパンフレッ

トとビデオ

ビ工業の健全な発展に寄与することを目的とし

で活動を進めた。

広報活動については、 VEC幹部がテレビや

新聞、雑誌などの報道機関、大学などの研究

機関、スーパーマーケットなど塩ビ製品の需要

家、環境団体、消費者団体などを精力的に訪問

した。金川会長自らも各所を訪問し、塩ビに関

する正確な知識の普及と環境問題における誤

解の是正に力を注いだ。また、米国のVI(Vinyl 

Institute)、欧州のECVM (European Council 

of Vinyl Manufacturers)といった海外の塩ビ

業界団体と連携して、国際的な広報活動にも努

めた。

リサイクルの推進では、分別回収された廃塩

ビを物理的手法によって再び塩ビ製品に戻す

「マテリアルリサイクル」、廃塩ビを熱や圧力ま

たは化学的手法によって他の製品の原料に変

える「フィードストックリサイクル」、廃塩ビを

燃焼したときに発生する熱エネルギーを回収

利用する 「サーマルリサイクル」という3つのリ

サイクル手法に取り組んだ。

フィードストックリサイクルについては1998

年3月、塩ビを含む廃プラスチックの「高炉原

料化技術」の試験プラントが竣工した。

また、当時、科学的な根拠が十分に検証され

ないままに、塩ビ製品に含まれる添加剤（可塑

剤）が「環境ホルモン」（内分泌撹乱化学物質）

ではないかと疑われ、塩ビ製の食器や玩具を

忌避する動きが起こった。VECでは、環境ホ

ルモンと塩ビ製品の相関関係の研究や安全対

策の検討などの取り組みを進めた。

その後、環境ホルモンに関する科学的な検



討を進めた環境庁（現・環境省）は、塩ビの可

朔剤には内分泌撹乱作用は認められないとす

る研究成果を発表しており、この当時の塩ビ製

品を環境ホルモンに関連づけた議論が、根拠

のないものであったことが明らかにされた。

競争力確保をH指す国内塩ビ

この頃、日本国内の塩ビ市況は低迷を続け、

国内塩ビ業界では競争力の強化に向けて、事

業の統合や再編が進んだ。

1995年には14年間続いてきた共販体制が崩

れ、新たな販売休制への転換が始まった。共

販会社は1980年代初頭の塩ビ不況に際し、過

当競争の解消と国際競争力強化の一環として、

通産省の要請に基づいて塩ビ業界が合意した

もので、 1982年に4社が設立された。当杜は旭

硝子、化成ビニル（注）とともに、 1982年7月に中

央塩ビ販売を設立していた。

その後、国際的な競争がいっそう厳しさを増

すなかで、各塩ビメーカーは独自の機動的な事

業展開を進める必要が生じた。すでに1995年

末までには、中央塩ビ販売を除く 3共販会社が

解散しており、中央塩ビ販売も親会社3社の同

意に基づき、 1996年7月に解散した。

当社は、これを機にいっそう国内販売を強化

するとともに、有利な原料確保、生産性の向上、

組織の簡素化などに取り組み、収益力の改善

に力を注いだ。

鹿島工場は、単一工場としては国内最大の

塩ビ生産能力を持っていたが、工程改善を積

極的に進めた結果、 1996年には生産能力が年

産55万tとなった。

循環型社会に向けた塩ビのリサイクルシステム

塩ビ製品のリサイクルの歴史は古い。1960

年代には、農業用塩ビフィルムや電線被覆材、

下水道パイプなどの産業廃棄物の再資源化

がスタートしている。1990年代以降、リサイ

クルが社会的課題となるなかで、上記のよう

なマテリアルリサイクルだけでなく、廃塩ビ

を高炉還元剤、セメントや化学製品などの原

料・燃料などに変えるフィードストックリサイ

クルヘの取り組みが相次いで始まった。

1998年、塩ビ業界はNKK(現・JFE環境）

と共同で、塩ビを含む廃プラスチックの高炉

原料化の実証試験を開始し、同年3月に試験

プラントが竣工した。同じ頃、新潟市の新潟

プラスチック油化センターでは、塩ビを含む

廃プラスチックから石油を得る技術の実証実

験が完了した。

さらに同年5月には、トクヤマと共同で、塩

ビを含む廃プラスチックをセメントの原料・

燃料として再利用するシステムと、廃塩ビか

ら取り出した塩素を再度、塩ビの原料として

利用するシステムの開発をスタート。1999年

7月にはセメント原燃料化の実証設備が完成

し、実用化に向けた試験を実施した。

このような取り組みが基礎となって、塩ビ

のフィードストックリサイクル技術は大き く

進歩していった。
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EDCを積戟した大型船第1号が入港した鹿島工場の
バース
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これに合わせて、塩ビモノマーの能力増強も

進められた。鹿島塩ビモノマーでは1995年9月

には新分解炉が竣工し、 1997年10月には、最

新型の塩ビモノマー生産設備「KM-7」が竣

工した。これにより、塩ビモノマーの生産能力

は年産60万tとなった。

1998年、鹿島工場では大型係留設備（バー

ス）および陸上設備建設工事の実施が決まり、

同年9月に起工式が行われた。これは原料の安

定確保と搬入コスト低減を目的として、鹿島工

場敷地内のバースを大型化し、大型船から直

接原料を陸揚げできるようにする計画で、 1990

年代初めから検討されていたものであった。バ

ースは1999年12月に完成し、翌年1月、大型船

の第1号が二塩化エチレン(EDC)を積載して

入港した。

（注）化成ビニル：三菱化成の全額出資子会社。中央塩ビ販売の

解散時には三菱化学が当社、旭硝子とともに出資会社となって

いた。現・ヴイテック。





シリコーン新製品室の竣工式（松井田工場）
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隕 シリコーン、
8米で着実に地固め

情報収集力でシリコーン拡販ヘ

1996 (平成8)年1月、シリコーン事業本部の

宮坂事業本部長は、「依然として鼠的拡大基

調にある世界市場で、生き残りをかけて競争に

打ち勝つ努力をする」として、①基本に忠実な

姿勢、②営業力の強化、③海外拠点のさらなる

充実と収支改善、④シリコーンモノマープラン

トの将来計画の確立、⑤組織の見直しと実行、

という5つの目標を明示した。

1990年代半ばの国内シリコーン事業は、自

動車や電気・電子など幅広い分野で売上げを

伸ばすとともに、化粧品用変性シリコーンオイ

ルのように、特色のある製品が販売実績を伸ば

していた。いずれも需要家の要望にいち早く応

えて製品をつくり上げることが不可欠で、需要

家との関係をより密接にして、情報収集力の強

化に力を注いだ。

市場への迅速な対応を強化するため、シリ

コーンの主力生産拠点である群馬事業所では、

1995年6月、松井田工場に「シリコーン新製品

室」を新設した。シリコーン新製品室はシリコー

ン熱加硫ゴム、シリコーンRTVゴム、 LIMS

材料など、シリコーンゴム関連の試作品や小規

模品の専用工場で、多品種少量生産のシリコー

ンゴム製品にきめ細かく対応した。

磯部工場に従来から設置されていた新製品



室は、「機能材料新製品室」と改称された。

1997年10月にはシリコーン事業本部の組織

改定を実施し、産業別組織から製品別組織に

再編成した。これは製品を軸に、営業、製造、

研究を一体化した体制であり、市場への対応

力強化を図ったものであった。

1997年11月にシリコーン事業本部が経営陣

に行った事業報告では、コモデイティ製品とス

ペシャルティ製品のバランスをとり、収益増を

図る手段として、次の方針を描き出した。

コモデイティ製品については、販路を拡大し

て稼働率を上げることにより、さらに生産コス

トを下げるという好循環を目指す。また、スペ

シャルティ製品は、需要家に密着した営業活動

の展開と研究開発の強化によって、需要家の満

足する高性能・高機能製品を開発して収益向

上を目指す、というものであった。

シリコーン製品の需要の伸びに対応しつつ

収益性を裔めるには、コスト競争力に優れたシ

リコーンモノマーの安定供給が不可欠であ

った。

このため、1997年に松井田工場のシリコーン

モノマー第2期増強工事の実施が決定された。

これはシリコーンモノマーの生産能力を段階的

に引き上げて、最終的には従来の1.6倍に高め

るものであった。 1998年1月に松井田工場東地

区で起工式を行い、工事は2段階に分けて進

められた。第1段階は1998年10月、第2段階は

1999年9月に完成した。これにより群馬事業所

の粗メチルシラン生産能力は年産18万6000t

となった。

また、松井EB工場のシリコーンモノマープラ

ント増強にともない、群馬事業所では、シリコー

ンモノマーの次工程である環状シロキサン(D

MC)生産設備の増強工事(1998年8月完成）

や、シリコーンモノマーの原料となる金属ケイ

素粉砕設備の増強工事(1999年5月完成）など

を実施した。

このようにシリコーンモノマーの段階から増

強を行うことで、シリコーン拡販の基盤強化を

進めた。

米国のシリコーン事業を強化

世界市場でダウコーニング、 GEに次ぐ第3

位の地位を占めてきた当社のシリコーン事業

は、国内では売上高の約3割が輸出であった。

1995年から1996年にかけて円高が予想を超

える水準まで進み、日本から進出した多くの東

南アジアの需要家に対して、国内で生産した製

品を供給していては、競争力が維持できない状

況であった。

当社のシリコーン事業は、全体としては増収

増益を続けていた。しかし輸出については予想

を上匝る円高の影響を受け、合理化努力や円

建て取引を進めても採算を確保するのが厳し

い状況で、早急に海外の生産拠点を強化する

必要に迫られていた。

米国ではシンエッシリコーンズオブアメリカ

が1995年3月に米国西海岸からオハイオ州ア

クロン市への移転を完了し、同年7月にシンコ

アシリコーンズを同社の全額出資子会社と

した。
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圏
シンエッシリコーンズオブアメリカ設立10周年記念式
典当日、新工場を見学する来賓

1997年11月、日浦致シリコーン事業本部長

は経営陣に対して、米国でのシリコーン事業の

経緯について、「シンエッシリコーンズオブア

メリカおよびシンコアシリコーンズは、これまで

順調に売上げを伸ばしてきたが、シェアはまだ

小さく、さまざまな制約から販売の重点をスペ

シャルティ分野に絞らざるをえなかった」と述

べ、 「米国の市場は巨大でシェアを広げるチャ

ンスは大きい。また現在、松井田工場でシリコー

ンモノマーの増設を進めているが、次は米国で

モノマー設備を建設することを検討している」

と、さらなる販売拡大に向けた具体策を示した。

しかし、米国に新工場を設置して採算を確

保するには、米国における当時の実績の5~6

倍以上を販売する必要があり、アジアヘの輸出

や米国でのいっそうの拡販が求められた。この

ため、当初、スペシャルティ分野に絞った営業

展開を進めてきたシンエッシリコーンズオブア

メリカは、コモデイティやセミコモデイティ分野

の販売拡大にも力を注いだ。

顧客満足度の向上に向けて

1997年7月、タイの通貨バーツ急落に始まっ

たアジア通貨危機は、その年の後半にかけて

東南アジア諸国にとどまらず、香港、韓国にま

で広がった。また、国内でも不良債権問題から

金融システム不安が広がり、先行き不透明感

が強まるなど不況が深刻化した。

この国内外の経済変動は、シリコーン事業に

も大きな影響を与えた。 1997年には世界第2



位のシリコーンメーカーであるGEが、バイエ

ルのシリコーン部門を統合して合弁会社を設

立し、欧州事業を強化してシェア拡大を実現し

た。これに対してトップシェアを持つダウコー

ニングも生産拠点の増設を進めて、世界市場

における優位性確保に努めた。

この上位2社は、米・欧・アジアの3極で事

業体制を整えつつあった。また、 1997年頃に当

社と並んで世界シェア第3位であったドイツの

ワッカーケミー社も米国事業を強化していた。

国際的な再編・統合を含む激動期を迎えたシリ

コーン事業は、従来どおりの事業を続けていて

は成長を期待できなくなっていた。

1999年には松井田工場のシリコーンモノ

マー第2期増強工事の完成を控えており、操業

開始直後から高稼働率を確保するという当社

グループの基本方針を実現するためには、販

売拡大が不可欠であった。

1998年年頭、日浦事業本部長は「今年は同

業各社とのシリコーン事業の将来の生き残りを

かけた競争が、ますます激化してくると予想さ

れる。これまで急成長を遂げてきたアジア地域

が経済的な大混乱に見舞われ、事業戦略の見

直しを迫られている」として、①営業力の強化、

②海外展開の見直しと再構築、③デリバリー

業務の効率化推進、④人材育成、という方針を

示した。

営業力強化の面では、前年にシリコーン事業

本部を製品別組織に改組しており、製品別グ

ループの目標と責任の明確化と、客先訪問頻

度や有効面談回数の向上とあわせて、顧客対

応力を高めることを目指した。

また、第3に掲げたデリバリー業務の効率化

とは、「PDQS (P = Production、D=Delivery、

Q=Quality、S=Service、Sales)計画」の推進

であった。この計画は増大するデリバリー業務

の効率化のために始まったものだが、それにと

どまらず、営業業務の改善、生産工程管理の効

率化、コストダウン、顧客満足度の向上を目指

していた。

これらの実現のために、社内だけでなく販売

代理店など外部の協力も仰いでネットワークを

構築して、受注から出荷までを一元管理するこ

とで、大幅な効率化とともに、納期回答の迅速

化などにより顧客満足度の向上を図るもので

あった。

1997年4月に「PDQSプロジェクト委員会J

を設置。 1998年には同システムの一部を稼働

させ、 1999年4月に本格稼働した。これにより

各支店や営業所で行っていた受注業務は、徐々

に群馬事業所に統合された。

販売拡大と利益成長に向けて、このような

種々の対策をとったにもかかわらず、 1998年か

ら1999年にかけて国内市場では量的拡大が頭

打ちとなり、さらにアジアの需要も落ち込むな

ど、シリコーンをめぐる環境は依然として厳し

かった。

こうしたなかで1999年9月、松井田工場のシ

リコーンモノマー増強工事が完成した。同年11

月、シリコーン事業本部は事業報告のなかで、

今後取り組むべき第一の課題として「収益増

を目指した拡販の推進」を掲げ、収益性の向上

を図るべく、高付加価値品の拡販、コストダウ

ンの推進、新製品の開発などを目標とした。
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シリコーン海外子会社の成長

韓国信越シリコーンは三星物産との折半出

資による合弁会社であったが、三星グループの

再編・集約にともない、当社は三星物産から、

同社所有の韓国信越シリコーン株を買い取る

こととなった。 1995年12月に発行済み株式の

40%、1997年12月には残り10%を三星物産か

ら買い取り、韓国信越シリコーンを当社の全額

出資子会社とした。

韓国信越シリコーンは、高い成長が見込まれ

るアジア市場の重要拠点として、化粧品や電

気・電子分野などで販売拡大に取り組むととも

に、テクニカルサービス機能を強化して、需要

家への迅速な対応を図った。また、シリコーン

RTVゴムやシーラント、シリコーンエマルジョ

ンの現地生産の拡大も進めた。

1998年に創立10周年を迎えた台湾信越シリ

コーンは、キーパッド用シリコーン熱加硫ゴム

を東南アジアと中国に供給する中心拠点となっ

ていた。しかし、キーパッド用シリコーン熱加

硫ゴムとLIMS材料の需要増によって、工場

の生産能力が限界に達しており、新たな設備

増強に向けて土地を確保するなどの投資も進

められた。また、シリコーンオイル系製品の販

売も強化し、収益力の強化を目指した。

台湾や東南アジアでは、この頃からスペシャ

ルティ製品の市場が拡大し始めており、台湾信

越シリコーンのテクニカルサービスセンターに

シリコーン電子材料技術研究所のスタッフを

派遣して、現地のレベルアップに努めた。

アジア市場では欧米の有カシリコーンメー



カーも市場獲得に努めていた。当社はアジアで

はトップシェアを占めており、引き続きスペシャ

ルティ製品、コモデイティ製品ともに販売拡大

を図り、優位性を確保する方針をとった。

シンエッシリコーンズオブアメリカでは1998

年12月、シリコーンRTVゴムの増強工事が完

成した。それまで15品種だった現地生産製品

は100品種となり、同社のシリコーンRTVゴム

の売上高に占める自社生産品の割合は大きく

高まった。

同社は設立以来、米国市場できめ細かな市

場開拓を続けてきたが、松井田工場のシリコー

ンモノマー増強や、この当時計画されていた米

国でのシリコーンモノマー生産に備えて、より

いっそうの販売拡大に取り組んだ。

このはかのシリコーンの海外子会社では、米

国のシンコアシリコーンズは、シリコーン熱加

世界のシリコーンメーカーが8本に集合

シリコーンの国際競争が激化する一方で、

社会的な関心が高まった製造物責任や環境問

題などでは、メーカー各社が世界規模で協力

体制を構築し、情報共有化を図った。

1993年6月に、ドイツのミュンヘン市で開

催された臨時特別会議で発足した「世界シリ

コーン工業会」(GlobalSilicone Council: GS 

C)は、欧州、米国、日本の3地域のシリコー

ン工業会を傘下に置き、この3地域に関わる

環境、健康、安全、法規制対応に関して、個別

企業では対応が困難な調壺や研究、試験など

の活動を討議し、方針を決定している。これ

ら3地域のシリコーン工業会は、 GSCの方

硫ゴムのコンパウンドメーカーとして高い評価

を得て、碍子用コンパウンドやLIMS材料に

も取り組んで収益向上を目指した。また、オラ

ンダのシンエッシリコーンズヨーロッパは、シリ

コーンRTVゴムの生産設備の増強を進めると

ともに、現地スタッフによる営業休制づくりを

行った。同時に、化粧品向け変性シリコーンオ

イルなどの販売拡大にも力を注いだ。

シラン類の成長と生産拡充

1990年代後半、シリコーン事業の一角を占

めるCFシラン、機能性シラン、特殊シランな

どのシラン類は、幅広い分野で順調に販売を

伸ばしていた。

1995年には直江津工場に「CF—皿工場」を

針に従って、協力して活動を実施している。

1999年7月にはGSCの年次総会が初めて

日本で開催され、当時、 GSCの会長であった

当社の柴田富雄取締役待遇が議長を務めた。

欧・米・日のシリコーン工業会の代表、各シリ

コーンメーカーの代表、 GSCメンバーなど世

界各国から25名が参加して、環境や健康など

に関するシリコーンの技術情報を活発に交換

して、 GSCの活動に新たなページを開いた。

当社は1993年のGSC発足以来、 GSCの

メンバーとして、世界のシリコーンメーカー共

通の課題解決に向けて重要な役割を果たし、

現在に至っている。
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樹木延命にも恐竜の化石発掘にもシリコーン
多彩な機能を持つシリ コーンは産業分野だけでなく、

1990年代には環境、学術など、さまざまな分野で利用さ

れる機会が増えていった。

たとえば1995年には、埼玉県大宮市（現・さいたま市）

の清河寺にある樹齢650年、県の天然記念物でもある大

ケヤキの延命治療が行われたが、ここでは殺菌処理した

部分をシリコーンシーリング材で覆って保護している。

また、 1996年に三重県鳥羽市の海岸で発見された大型

恐竜の化石の発掘では、発掘時の衝撃からの保護と化石

の型取りのために、型取り用シリコーンゴムが使われた。

延命治療が行われたケヤキ

新設することを決定し、 8月に起工式を行った。

同工場はCF-II工場の東側に置かれ、延べ床

面積1932m'、地上3階建てで、既存の生産能

力を約50%増強するものであった。あわせて、

工程の自動化と設備の大型化によって大幅に

生産性を向上させて、コストダウンを図った。

同工場は翌1996年3月に完成、それまでC

F-II工場で生産してきた有機機能性シラン、

シロキサンオリゴマーなどを集中して生産し、

上木、建築、自動車、電気・電子などの分野で

の需要の伸びに対応した。

これを受けて営業部門は、シラン類の積極的

な販売推進に努めたが、この間、 1997年8月に

は本章第II節で触れたように、特殊シランを生

産していた直江津工場のNR工場グリニャー

ル反応設備で爆発事故が発生した。シランの

品揃えを進めてきた最中の出来事であった。事

故後、特殊シランのグリニャール反応は外部委

託することとし、販売量を拡大して収益力の回

復を目指した。直江津工場は1998年11月に、シ

ラン製造部門のCF-III工場の増設工事を完成

させた。
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讀 改革に取り組む

半導体事業

海外でも拡大する半導体事業

1993 (平成5)年、 1994年の世界の半導体デ

バイス市場は急速に伸展し、 1995年には過熱

状態に達した。

この間、信越半導体は、結晶引き上げ技術の

進歩による生産性向上や、マレーシアのシャー

ラム工場の早期戦力化、さらには海外拠点間の

効率的な流通によって、設備投資を最小限に

抑えながら需要増に柔軟に対応した。

また、信越半導体グループ全体としては、世

界のシリコンウエハー市場の25%を占めるトッ

プシェア企業としての優位性を維持すべく、迅

速な納品を求める需要家のためにリードタイム

を一段と短縮するとともに、日・米・欧・アジア

に展開するグループ各社の連携によって効率

を高めた。

米国では、日本向け製品の生産を行ってエ

場の稼働率を維持する状況が続いていたSE

Hアメリカで変化が生じた。同社のEPWがイ

ンテル社のMPUに採用され、インテルがその

事業を拡大したため、業績が好転した。

SEHアメリカは1995年1月、 1995年から

2000年までの6年間の投資額を7億ドルとす

る設備投資計画を対外発表した。 8インチウエ

ハーを中心とする旺盛な需要に対応するため、

生産能力が月産50tのCZ法単結晶工場と、



8インチウエハー換算で月産25万枚のウエハ

ー加工工場を新設すると同時に、既存工場の

設備更新を行うものであった。

SEHアメリカは1996年7月に8インチCZ

法単結晶の新工場棟、 1997年6月に8インチウ

工ハー新工場棟を完成させた。しかし、これが

のちに、半導体市況の急変と米国市場の構造

変化によって、当社グループの半導体シリコン

事業に大きな課題をもたらした。

アジアでは、 1995年9月にマレーシアのSE

Hシャーラムで8インチ専用一貰工場の第2期

工事が竣工し、月産13万枚の能力を持つ新鋭

工場が完成した。 9月9日、シャーラム工場の

完成とSEHマレーシアの創立22周年を記念

して、 SEHシャーラムで記念式典を挙行した。

台湾では1995年11月、 崇越科技など現地資

本と合弁（信越半導体グループ70%、現地資

本30%)で「台湾信越半導体股1分有限公司」(S

EH台湾）を設立し、翌1996年3月に、新竹科

学工業園区で8インチウエハーの工場建設に

着工した。生産能力は、操業開始当初は月産

5万枚、将来的には月産15万枚まで増強する

計画であった。同工場は1997年に完成、 7月に

オープニングセレモニーを開催して本格生産に

入った。

台湾では、 LED用化合物半導体を生産、販

売する信越光電も1995年11月に社屋と設備を

完成させ、 1996年1月から生産を開始した。

欧州では、米国や日本、アジアより後れて、

1997年から1998年にかけて8インチウエハー

対応の半導体デバイス工場が完成し、 DRA

Mは4M(メガビット）から16M、64Mへと世代

交代が進んだ。シリコンウエハー市場も、 6イ

ンチから8インチヘの交代、 PWからEPWへ

のシフトが加速した。

SEHヨーロッパは、 1990年代に入ってから

大規模な設備投資を実施した。しかし同社は日

系半導体デバイスメーカーヘの依存度が高く、

また生産設備は6インチウエハーにとどまり、

EPWの生産能力も不足し、苦戦を強いられて

いた。そのため、市場の変化に対応するには新

たな設備投資が不可避であり、信越半導体グ

ループは全杜的な支援体制を敷いた。

1997年7月には、リビングストン工場で進め

ていた第3期工場の建設工事が完成し、記念

式典が行われた。この工場では8インチPWに

加えて、新たに8インチEPWの生産も開始さ

れた。

こうした米国、アジア、欧州における設備投

資と並行して、国内では信越半導体磯部工場

で、 1996年9月、隣接する横野平工業団地（群

馬県安中市）に、新たな出荷センター「横野平

PWセンター」が完成した。ここには、急増して

いた8インチウエハーの出荷業務の効率化と

納期の短縮を図るため、製品の種類や数量を

一括してコンピュータ管理する自動倉庫がつく

られた。

1997年6月には、磯部工場で新2号館が完

成し、手狭となっていた工場スペースを確保す

るとともに、単結晶の切断や加工など結晶加工

工程の自動化を実施した。

犀潟工場（新潟県上越市）では1998年7月、

FZ室増築工事が完了した。これはデイスク

リート（注）ウエハー事業の拡大を目指して、 1996
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年3月に始まった「Endeavor-2000(E-2000) 

プロジェクト」の一環であった。増築されたFZ

室には、大D径、長尺に対応する新型FZ機が

導入され、火入れ式が行われた。その後、犀潟

工場は、直江津電子工業の拡散ウエハーエ程

と一体となって、直江津地区をデイスクリート

ウエハーの生産拠点とすべく増強を進めた。

（注）ディスクリート：ダイオード、トランジスタ、サイリスタなど

単一の機能を持った半導体デバイスのこと（個別半導体）。これ

に対して、複数の機能を統合して慟かせる半濤体デバイスが IC

（集積回路）。 FZ法単結晶は高耐圧、大電力が要求されるパワー

トランジスタやサイリスタなどに広く利用されている。

信越半導体G委員会が始動

信越半導体グループは世界規模で積極的な

設備投資を展開し、 1996年7月の段階で報告

された信越半導体グループの設備投資5カ年

計画(1996~2000年）では、総額3000億円を

上回る規模に達していた。シリコンウエハー市

場で世界トップシェアを維持し、さらに拡大す

るためには必要な投資であった。

計画では、設備投資に要する資金の大半は

キャッシュフローの範囲内で賄えると見込まれ

ていたが、投資規模が巨額なだけに、需要の振

幅が激しい半導体市場にあって収益の予想に

読み違いがあれば、信越半導体だけでなく、当

社グループ全体にとっても大きな負担となる危

険をはらんでいた。

1996年に入るとDRAMを中心とするメモ

リーの供給過剰感が出始め、市場の先行きが

不透明となった。 1996年6月に当社の電子材

料事業本部長から信越半導体社長に転じた和



田正専務は、当社をはじめグループ各社との緊

密な情報共有のもとに、状況の変化に即応した

迅速な意思決定を行い、設備投資を進めた。同

時に、最小の投資で最大の効果を上げるべく、

日・米・欧・アジアで重複した投資を避け、割高

な設備投資の見直しなどを行った。

1996年の世界の半導体デバイス市場は前年

比減少に転じたものの、信越半導体グループ

は好業績となり、当社の第120期(1997年3月

期）連結決算に大きく貢献した。しかし、 1997

年から1998年にかけては、パソコン需要の低

迷や携帯電話の普及が一巡したことなどから

調整局面に入り、一部の半導体デバイスメー

カーでは設備投資の見直し、減産、ライン閉鎖、

撤退などの動きも出始めた。

1998年4月、第122期(1999年3月期）上期

の収支予算の報告を受けた金川社長は、「信

越化学では小柳副社長をはじめG委員会が献

身的に合理化を進め、もはや合理化の余地が

ないように見えても続々と合理化が実現し、こ

の6年間で1年分の経常利益に相当する合理

化を行うことができた。信越半導体もまだ合理

化の余地があるのではないか」と、いっそうの

合理化に取り組むよう指示した。

このような環境のなか、 1998年5月の時点

で、 1999年3月期の信越半導体グループの業

績は大幅減益となる見通しとなった。これは信

越半導体グループだけにとどまらず、当社グ

ループ全体にとって大きな問題であった。当社

の連結決算に対する信越半導体グループの寄

与率は、信越化学、シンテックとともに大ぎい

からである。そのため、合理化によって経営体

質をいっそう強化して、市場環境が変化するな

かでも着実に利益を上げる基盤づくりが喫緊

の課題となった。

1998年5月には、当社の小柳副社長が信越

半導体の代表取締役会長に就任し、同年7月

からは信越半導体G委員会のもとで、合理化を

進めながら設備投資を行っていくよう、根本的

に投資の進め方を改めた。

1998年の半導体デバイス市場は厳しい環境

で推移し、シリコンウエハーは供給過剰の状態

が解消されないままであった。かつてはスペ

シャルティ製品であったシリコンウエハーも、

その一部は、需要家の値下げ要求に対応しな

ければ競合品に変えられてしまうようなコモ

デイティ製品化しており、容易に価格競争に巻

き込まれてしまうおそれがあった。

こうした市場の変化や、シリコンウエハーに

対する需要家の位置づけの変化を認識しつつ

経営を見直さなければ、利益を上げることがで

きない環境であった。

改革を本格化させた信越半導体グループ

は、1998年には日本とアジアでシェアを伸ばし、

信越半導体グループの世界シェアの低下傾向

に歯止めをかけることができた。

しかし、シリコンウエハーの供給過剰と市況

の悪化は依然として続き、 1999年3月期の信

越半導体グループの業績は前年比大幅減益と

なった。 1990年代前半の設備投資が、 1997年

以降の市況の悪化で大きな負担となって影響

を及ぼしていた。

1999年6月、金川社長は、当社グループの設

備投資について 「信越半導体グループの今後
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の投資が最重要課題である。投資を行わない

と半導体事業を続けられないが、投資のタイミ

ングと方法を誤れば当社グループ全体に大き

な影響をもたらす」として、経営判断の持つ重

みと責任について改めて経営陣に注意を促

した。

1999年6月には、小柳信越半導体会長が同

社の社長に就任し、新しい経営陣は「小さな本

社」を目指し、簡潔で効率的な経営体制のもと

で、緊密なコミュニケーションと迅速な意思決

定によって機動力に優れた経営を追求した。そ

して、当社への求心力を高めるとともに、グルー

プ各社といっそうの連携強化を図り、基礎体力

の強化を目指した。

同年8月には、東京・丸の内の東銀ビル8階

と9階にあった本社機構を8階に集約、事務効

率化と事務所関連経費の大幅な削減を行った。

同時に組織の見直しも進めた。

このような経営改革に向けた経営陣の真剣

な取り組みに触発され、生産現場も日々の業務

の改革に立ち上がった。それが1998年7月に、

信越半導体白河工場で組織された「TRY-S

（白河コストダウン委員会）」である。

TRY-Sは、若手の目で工場のムリ・ムダ・

ムラをなくす提案を行い、コストダウンを実現

することを目的とした。工場内の各職場から有

志が集まり、組織の垣根を越えた自主的な活動

を進めることで、コストダウンと意識改革に取

り組んだ。委員会の名称と、スローガン「できる

ことから始めよう！」は、ともに工場全体から募

集し、決定したものであった。同委員会では、

さまざまなテーマのコストダウンを推進すると



ともに、個別提案も募り、経理の勉強会を開催

するなどの活動を展開した。

300mmウエハーの新工場棟完成

8インチウエハーがようやく半導体市場の主

役の座に躍り出た1990年代の半ば、水面下で

はすでに次世代ウエハーに向けての動きが活

発化していた。 1994年10月には、日本電子機

械工業会（現・電子情報技術産業協会）などが

「大口径シリコンウェーハ5団体連絡会」を設

置し、 12インチ(300mm)ウエハーが8インチ

に次ぐ次世代ウエハーとなることで、業界の合

意が得られつつあった。

信越半導体ではこのような流れを受けて、

300mm単結品製造（半導体磯部研究所）、300

mmウエハー加工（半導体白河研究所）技術の

完成を目指し、研究開発に拍車をかけた。

1995年7月、半導体磯部研究所に300mm

単結晶の引き上げ機が導入され、 300mm単

結晶の生産技術の完成に大きく近づいた。

1990年代後半になり、 300mmウエハーの

仕様や製造・加工工程の標準化が進んでくる

と、需要家からサンプルが要求されるようにな

り、量産化への機運が次第に高まった。信越半

導体にも顧客から供給の前倒しを求める声が

出始めていた。

信越半導体は、他社に先行して300mm単

結晶やウエハーの生産技術を開発していたが、

量産設備の建設という点では優位性が確立で

きていなかった。信越半導体にとっては、開発

した300mm単結晶製造とウエハー加工技術

をベースに、設備投資を早急に進めなければな

らないことは明らかだったが、そのためには巨

額の資金が必要であった。

そこで信越半導体は1997年、総額180億円

の社債（私募債）を発行した。 180億円という調

達額は私募債としては非常に大型で、資本市

場の注目を集めた。この社債は、国内格付機関

である日本インベスターズサービス（現・格付

投資情報センター）によって、当社グループの

高い信用力を背景にAAーに格付けされた。

信越半導体は1999年10月、白河工場に300

mmウエハーの量産化に向けて新工場棟を完

成させた。翌2000年には、 300mmウエハーの

量産計画を対外発表するが、これについては

次章で詳述する。

この間にも、 300mmのさらに上を目標とす

る研究開発が進められた。 1996年3月、信越半

導体をはじめとする国内シリコンウエハーメー

カー7社と特殊法人「甚盤技術研究促進セン

ター」の共同出資による「株式会社スーパーシ

リコン研究所」が設立された。 1996年3月から

2001年1月までを研究開発期間として、 300

mmウエハーの後継世代と目された16インチ

(400mm)ウエハーの生産技術の確立を目指

すプロジェクトであった。

日本のシリコンウエハーメーカーは世界を

リードしてきたが、大口径化をはじめとする市

場の大きな変動のなかで将来にわたり優位性

を確保するには、巨額な研究開発費をはじめ解

決すべき課題が多く、一企業で負担できる範囲

を超えるものと見られていた。そこで、官民共
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同のスーパーシリコン研究所が設立され、世界

に先駆けて400mmウエハーの技術の確立に

取り組むこととなった。

このプロジェクトのために信越半導体は、

1997年5月に横野平工業団地内に研究棟を新

設し、スーパーシリコン研究所に貸与して、同

研究所ではそこを拠点として研究開発に取り

組んだ。

同研究所は直径400mm、重量438kgの単

結晶と、 400mmPWおよびEPWの生産に成

功するとともに、 300件に及ぶ特許を取得。

1999年10月に成果報告を行って、研究開発活

動を終了した。

新製品については1997年4月、薄膜SOI生

産技術「SmartC叫法の特許を持つフランス

のソイテック社と提携した。

前章V節で触れたように、信越半導体は、す

でに厚膜SOIウエハーでは市場の主導権を

確保していた。しかし、シリコン活性膜の厚さ

が0.lμm以下で、高速MPUなどに使われる

薄膜SOIウエハーでは、水素イオンを打ち込

んでSOIウエハーをつくる「SmartCut」法の

ほうが膜厚コントロールに優れ、高品質のウエ

ハーを低コストで生産することができた。

信越半導体は薄膜SOIに関しても、独自に

さまざまな製造方法の研究を進めていたが、

「SmartCut」法が1995年に発表されると、さっ

そく、その基本技術を有するソイテックと契約

交渉に入り、提携した。

少ない消費電力で高速なデバイスをつくる

ことができる薄膜SOIウエハーは、飛躍的な

市場拡大が期待され、この提携によって両社



は、研究開発や市場動向などの技術情報を交

換しながら、協力して量産技術の確立を目指す

こととなった。

信越半導体から技術者数名がフランスのグ

ルノーブル市にあるソイテックの生産拠点に出

向き、技術開示を受けたが、ベンチャー企業で

ある同社の技術には、まだ解決すべき課題が

残されていた。信越半導体では、これらの課題

の解決に取り組み、8インチ薄膜SOIウエハー

の安定生産の実現を目指した。
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mz委員会の成果と
多彩な事業の成長

エキシマレーザー用フォトレジスト開花

当社の次代を担う新規製品の開発を期して、

1992 (平成4)年4月に10テーマで始まったZ

テーマからは、 1990年代後半に入ると量産化

される製品が生まれるようになった。

1997年9月、第121期(1998年3月期）下期の

研究計画の報告を受けた金川社長は、 Zテー

マの事業化方針を次のように述べた。

「z委員会は発足以来6年が経過し、いよい

よ事業として立ち上げる時期を迎えた。この段

階で重要なことは、第一に資金と人材を集中し

て投入すること。また、研究と事業化の間には

さなぎと蝶ほどの大きな差がある。この段階で

は必ず私も関与して、事業化の観咲から方向を

誤らないようにしたい」。

Zテーマのなかでも特に大きく開花したのは

エキシマレーザー用フォトレジストであった。

半導体デバイスは、高集積化が進むとともに

回路パターンが微細になり、この頃主流であっ

た64M(メガビット）DRAMでは線幅0.25μm

(250nm)が要求された。そのため、フォトマス

クに描かれた回路パターンをシリコンウエハー

に転写する「リソグラフィエ程」でも、非常に裔

い解像度が求められた。

この工程では、露光装置の光源の波長が短

いほど高い解像度が得られるため、光源は



1990年代初めのg線（波長436nm)、それに続

< i線（波長365nm)と短波長になっていった。
1990年代後半には、さらに波長の短いKrF

エキシマレーザー （波長248nm)が次代の主

流と目されるようになり、同時にリソグラフィエ

程でシリコンウエハーの表面に塗布するフォト

レジスト（感光材料）も、従来の材料に代わるも

のが求められた。

当社が取り組んだエキシマレーザー用フォト

レジストは、この要求に応えるものであった。 z

委員会では、 1990年代初頭に合成技術研究所

が研究を進めていた、リビング重合によるポリ

ヒドロキシスチレンをベースとする、次世代の

レジストの開発を決定した。

一般に塩ビなどの樹脂の工業生産では、ラ

ジカル重合と呼ばれる反応を利用する。これに

対してリビング重合は、分子量を制御して、光

の透過性に優れた分子量分布の狭い樹脂をつ

くることができる。このことは、より感応度の高

い素材を求める需要家の要求を実現するもの

であった。

しかしリビング重合は高度な技術を要する

ため、工業生産に使用するのは難しいとされて

いた。その困難を克服して量産化に成功すれ

ば、いままでにない特長を備えたフォトレジス

トを市場に出せるため、当社はこの新たなテー

マに挑戦した。

当社グループは、すでにシリコンウエハーや

IC用フォトマスク基板、 EMCをはじめ、半導

体デバイスの生産工程に必要な材料を幅広く

手がけていた。これらの製品群にフォトレジス

トが加われば、当社グループは世界でも類のな

い半導体材料の総合メーカーとして、将来にわ

たって成長を続けることが期待できた。

しかし、試作品の性能の評価を行うには、エ

キシマレーザーの露光装置をはじめとする、高

価な評価装置を揃えなければならず、研究開

発費は通常の研究テーマとは比べものになら

ないほど高額になると見込まれた。

そのうえ、半導体デバイス市場の変化は加

速しており、そのなかでフォトレジストを事業

化させるには、需要家が満足する製品をタイミ

ングよく生み出し、供給し続けなければならな

い。したがって、設備投資や人員などについて

迅速な意思決定が必要であった。

「設備投資や人員の投入には果断な経営判

断を要するが、明確な方針のもとで金川社長が

迅速に決断を下したことが事業化の成功につ

ながった」と、フォトレジストの責任者はのちに

語っている。

開発が進むにつれて、実際の半導体デバイ

スメーカーによる専門的な評価が不可欠となっ

た。しかし、新規参入の当社にはフォトレジス

トの既存の取引先はなく、サンプルを持ってデ

バイスメーカーの門を叩き、評価に応じてもら

うという地道な活動を行った。

こうしたなかで、当社はフォトレジストの実

用化に向けて、デバイスメーカーとの共同開発

を重ねた。デバイスメーカーにとっても、半導

体市場の激しい競争を勝ち抜くためにはフォト

レジストの性能は重要であり、信頼できるフォ

トレジストメーカーを得て、半導体市場の要求

を満たす製品を迅速に送り出す必要があった。

こうして需要家の声を直接聞きながら研究

第3章 次代と世界を見据えて(1995-1999) 247 



直江津工場のフォトレジスト量産設備

248 

開発を進めて築いた信頼関係は、当社と需要

家の双方にとって大きな財産となった。

たとえば、ある台湾の需要家はKrFエキシマ

レーザーの露光装置をまだ持っていなかった。

このため、需要家の開発担当者が台湾から直

江津の合成技術研究所まで訪れ、当社の設備

を使ってレジストの評価を行うまでの親密な関

係を築いた。

この頃から急速に台頭した韓国、台湾のデ

バイスメーカーヘのシェアを高めたことが、当

社のレジスト事業拡大の道を開いた。こうした

動きにともない、合成技術研究所のパイロット

プラントを増強し、出荷量を増やした。

1997年に入り量産化の目途がつくと、直江

津工場では本プラントの建設工事に着手した。

ベースポリマーであるポリヒドロキシスチレン

の合成から始まり、置換基の導入やブレンドな

どの工程を経て、フォトレジストに至る量産設

備を建設し、あわせて最新の評価設備を導入

するもので、 1997年12月に完成した。

フォトレジスト、ペリクルに新規参入

1997年10月には、直江津工場に第六製造部

が新設され、フォトレジストの生産が製造部門

に移管された。フォトレジストの事業化に向け

た生産体制は急ピッチで整えられた。

研究や製造部門の動きに合わせて、営業活

動も活発に進められた。ここでは需要家に、当

社が「不退転の決意でフォトレジストの事業化

に取り組んでいる」ことを認めてもらうところか



ら始まった。

前述のとおりデバイスメーカーから見れば、

フォトレジストはレジストメーカーとともに自社

のプロセスに合うように育て上げることが必要

な材料であった。それだけに、途中でレジスト

メーカーが撤退すると、開発をやり直さなけれ

ばならないリスクがあった。

そこでフォトレジストに新規参入した当社

は、ときには研究開発全般の責任者であった小

柳副社長が需要家を直接訪問して、フォトレジ

ストの事業化に全杜的な体制で取り組んでい

ることを強調した。

また、営業担当者の所属部門が「研究所」で

は誤解を招くため、 1994年10月に本社に「光

機能材料部」を設置し、同部は1996年4月に「新

機能材料部」と改称した。

1997年12月にはフォトレジストの量産設備

が完成したことを受け、翌1998年1月に、その

事業化を対外発表したほ）。

このフォトレジストの性能と品質は高く評価

され、販売量は急速に伸びた。需要家である韓

国、台湾のデバイスメーカーの急成長もあって、

当社のフォトレジストは線幅250nm以降の半

導体デバイス生産における事実上の業界標準

となっていった。

当社は直江津工場の生産設備の増設を重ね

る一方、フォトレジストの解像度が線幅250nm

対応から、 180nm、150nm、130nmへと微細

化が進んだため、新たなベースポリマーの開発

にも取り組んだ。

半導体業界では、早くもKrFエキシマレー

ザーよりも波長が短く解像度が高い、 ArF

（フッ化アルゴン）エキシマレーザー（波長193

nm)が次世代の光源としで注目され、各デバイ

スメーカーは、これを用いた生産工程の検討を

始めていた。当社もKrFエキシマレーザー用

フォトレジストが事業化の端緒に就くとほぼ同

時に、 ArFエキシマレーザー用フォトレジスト

の開発を始動させた。

1998年1月に行われたKrFエキシマレー

ザー用フォトレジストの事業化の対外発表で

は、同時にKrFエキシマレーザー用ペリクルの

事業化も発表した。

ペリクルとはフォトマスクの防塵カバーで、

フォトレジストと同様に半導体のリソグラフィ

工程で用いられる。高さ約5mmのアルミニウ

ム製フレームに、ペリクル膜を貼りつけた構造

だが、従来のペリクル膜ではKrFエキシマレー

ザーに対応できなかった。このため、精密機能

材料研究所では、 KrFエキシマレーザーに対

応できるペリクルの開発に取り組んだ。

新しいペリクルは、ペリクル膜にフッ素ポリ

マーを使い、さらに当社が開発したフッ素系接

着剤で、それまで弱点であったフッ素ポリマー

とアルミニウム製フレームの接着性を改善し

た。また、ペリクルをフォトマスクに固定する際

に用いる粘着剤にも、独自に開発したシリコー

ン系粘着剤を採用した。

KrFエキシマレーザー対応のフォトレジス

トとともにペリクルの事業化を発表することで、

KrFエキシマレーザーを用いたリソグラフィ

工程での技術の広がりを、需要家にいっそう印

象づけることになった。
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（注） 1998年1月の対外発表資料に、製品（エキシマレーザー用

フォトレジスト）の概要として以下の4点を挙げている。

①当社が独自に開発した化学合成技術や量産化技術により、

ベースポリマーとして他社に先駆けて単分散ポリヒドロキシ

スチレンを使用し、さらに独自の置換基を導入。エキシマレー

ザーに対応できる高解像度と高感度を備えた、化学増幅型ポ

ジティブフォトレジストを開発し、量産化に成功した。

②当レジストの感度は、次世代の露光機であるスキャン方式に

も対応できるレベル。また、解像度は、 64MDRAMで導入され

た線幅0.25μmのプロセスだけでなく、さらに線幅の狭い256

MDRAMや1G(ギガビット）DRAMのプロセスにも対応できる

レベルである。

③国内•海外の大手デバイスメーカーで、線幅0.25µm に対応し

たレジストとして当レジストの採用が相次いでいる。すでにデ

バイスメーカーからは0.20~0.18μmにも適用できるレジスト

として期待が寄せられており、今後、需要増が確実である。

④ 1997年12月に、直江津工場内にベースポリマーから製品に至

る本格的な量産設備か完成し、最新の評価設備も拡充された。

これらの投資額は約40億円となる。今後も需要に応じて増設

を計画している。

量産化が進むzテーマ

■液状フッ素エラストマー
「SHIN-ETSUSIFEL」の構造
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エキシマレーザー用フォトレジストとペリク

ルの量産化に続き、シリコーン電子材料技術研

究所で取り組んでいたZテーマの一つ、フッ素

ポリマーも量産化された。

フッ素ポリマーについては1985年5月にPF

委員会（フッ素ポリマー開発委員会）を設置、

1992年からはZテーマとして引き続き開発が

進められていた。

フッ素ポリマーは各種の合成ゴムのなかでも

最高レベルの耐久性を持ち、自動車や航空機、

半導体製造などの過酷な使用環境下でも優れ

た効果を発揮できる素材として、すでに市場を

形成していた。

しかし、さらなる高機能化、安全性や信頼性

の向上といった市場の新たな要求に対応する

には、従来のフッ素ポリマーを超える性能が必

要とされた。特に、低温でもゴムの柔らかさを

失わず、耐油性、耐溶剤性、耐薬品性に優れた
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素材が望まれていた。

当社は、シリコーンとフッ素の優れた特長を

兼ね備えると同時に、双方の欠点を補い合い、

高い機能を発揮する液状フッ素エラストマー

の開発に取り組んだ。これはフッ素化ポリエー

テルを骨格とするポリマーの末端に、微量のケ

イ素原子を結合させたもので、それまで技術的

に生産が困難とされていた。

だが、当社はシリコーンなどで蓄積した技術

を背景に研究を重ね、次第に成果を上げていっ

た。このシリコーンの技術を使った液状フッ素

エラストマーは、他社には類のない新製品で

あった。多数の特許を取得して技術の保護に

努める一方、 1995年には松井田工場内に設備

を完成させて、積極的に用途開発やサンプル

出荷を進めた。

その結果、「製品設計が容易になった」、「製

品の信頼性が格段に向上した」などの高い評

価を得た。また量産技術の確立にも成功し、

1998年9月に増設工事を完成させた。

1999年春、この液状フッ素エラストマーを

「SHIN-ETSU SIFEL」の商品名で上市するこ

とを決定し、 1999年5月に対外発表を行った。

その後、 SHIN-ETSU SIFELは、成形材料や

接着剤、コーティング剤、ポッティング用ゲル

として、自動車、航空機、電子機器、光学など

の幅広い用途に使用された。

また、シリコーン電子材料技術研究所では、

zテーマとして、厚膜フォトレジストの開発にも

取り組んでいた。 1ギガバイト以上の記憶容量

のHDDで必要とされる「GMR(Giant Magneto 

Resistive)ヘッド」の生産に使われるフォトレジ

ストである。

GMRヘッドを生産するには、半導体用の10

倍に相当するlOμmという厚みでフォトレジス

トを塗布する必要があり、同時にそのフォトレ

ジストには、 lμm未満の線幅に対応できる高

い解像度が要求された。

当社はこれらの要求を満たすフォトレジスト

を世界に先駆けて開発し、 1995年にパイロット

プラントを完成させた。この厚膜フォトレジスト

は、 1998年1月に行われたエキシマレーザー用

フォトレジスト事業化の対外発表時に同時発

表された。その後、厚膜フォトレジストは予想

以上の速さで進んだGMRヘッドの厚膜微細

化に対応して、順調に出荷量を伸ばした。

群馬事業所がZテーマとして取り組んでい

たフュームドシリカの量産化も進んだ。これは、

群馬事業所で生産しているシランを原料とし

てシリカを生産し、主にシリコーンゴムの充填

剤に用いることを目的としたものであった。当

初は海外メーカーからの技術導入も検討され

たが、最終的には、すべて当社独自の技術に拠

ることとなった。パイロットプラントが1996年7

月に完成し、品質の評価や工場の安全•安定操

業技術およびノウハウの確立などに取り組み、

1999年には量産設備が完成した。

急拡大する光ファイバー市場に対応

1995年1月に発生した阪神・淡路大震災で

は、情報伝達手段がことごとく失われたなかで、

デジタルカメラで写された被害の様子が、イン
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新規製品の値決め

1990年代後半に入り、Zテーマをはじめとした新規製

品が相次いで量産化されるようになると、金）II社長はそ

の価格の設定や販売方法について、きめ細かな指導を

行った。

特に注意を促したのは、新規製品を上市する際の価格

設定で、価格は製品の機能を表示するというものであっ

た。製造原価を基準にして単価を設定するのではなく、

その製品が需要家にもたらす価値や利点によって価格を

決めることを繰り返し強謂した。

それは、企業が研究開発活動を続けながら、継続的に

社会に役立つ製品を送り出すためには、適正な利益の確

保が不可欠であるという認識に基づくもので、社内の意

識改革も促された。

ターネットで発信された。インターネッ トは被

災地の映像を同時刻に世界中に伝え、その威

力を鮮烈に印象づけた。

この頃から国内でも急速にインターネットが

普及し始め、伝送するデータの量が飛躍的に

増大し、回線の大容量化が求められた。

このような情報通信の動向や情報技術の革

新を背景に、光ファイバー網の整備が進めら

れ、光ファイバー市場は活況を呈した。旺盛な

需要に応えて、当社は光ファイバー用プリ

フォームの生産体制を急ピッチで増強した。

1991年から光ファイバー用プリフォームを生

産してきた松井田工場の設備が手狭になった

ため、増設を図ることを決定し、 1995年1月か

ら工事に取りかかった。この増設工事は1996

年5月に完成したが、建設途中の1995年11月

には、松井田工場に光ファイバー用プリフォー

ムの第2工場を新設することが決定され、順次

工事に着手した。

1996年に入っても業界では「今後5年間に

世界の光ファイバー市場は5~10倍に拡大す

る」と見込むほどの急激な市場拡大が続き、電

線メーカーはこぞって光ファイバーの大幅な増

設を続けた。当社は市場の大きな伸びに後れを

とらないように、迅速な設備投資を進めた。

この頃になると、当社グループの事業は半導

体分野と密接に関係するものが多くなってお

り、シリコンサイクルと直接関連しないプリ

フォーム事業の拡大は、安定した事業構造を

確立するうえで重要であった。

1997年に入っても、引き続き光ファイバーの

需給は逼迫した状況にあり、当社は増設を続け



て需要の拡大に応えた。

1997年の半ば、光ファイバーの市場はまだ

活況を呈していたが、次第に市場の過熱を危

惧する空気が出始めていた。

1997年6月、精密材料事業部の事業報告を

受けた金川社長は、「この事業には会社の総合

体力を強めながら積極的に投資を行っていく

が、市況の常として必ず反落する時期が来る。

特にプリフォームは需要を電線業界にのみ依

存しており、需給が逆転したときの逃げ場がな

い」と指摘した。続けて、「市況が逆転したとき

に備え、市況の強いいまこそ全力を挙げて需要

家から長期のコミットメントをとってほしい」と、

需要家と長期契約を結んで事業に取り組むよ

うに指示した。

1997年4月に建屋が完成した松井田工場の

光ファイバー用プリフォーム第2工場では、生

産設備の設置と増強工事が行われ、 1998年2

月に竣工式を迎えた。生産能力は一段と高まっ

たが、この頃になると松井田工場には増設の余

地がなくなり、さらに増設を進めるには第2立

地も視野に入れる必要が出てきた。

プリフォームは需要家である電線メーカーが

自社でも内製しているため、品質、価格、原料

など、あらゆる面で電線メーカーを上回る体制

を構築しなければ取引が難しい。 1998年から

は金川社長がプリフォーム事業に直接関与し

て、事業基盤の強化を進めた。

1998年に入ると需要が一旦後退したが、そ

れも1999年には再度回復に転じた。当社はエ

場でフル生産を行うとともに、大幅な値上げを

実施した。

また、従来、海外需要家との取引は商社に

頼っていたが、市場動向にいっそう迅速に対応

していくため、金川社長の指示により、営業担

当者および技術者が直接、海外の需要家を回っ

で情報収集や商機の獲得、販売拡大に努めた。

さらに需要家と長期契約を結び、安定した収益

構造の確立を図った。

情報通信技術は、この間もデータ伝送の大

容量化を求めて急速に技術革新が進んでおり、

1990年代後半には1波長の光だけでデータを

送るTDM (Time Division Multiplexing: 時分

割多重）技術では限界に達し、 1本の光ファイ

バーに複数の波長の光を伝送させるWDM

(Wavelength Division Multiplexing: 波長分割

多重）技術が用いられるようになった。

当社は増設を進める一方で、このような技術

革新の動向に注意を払い、 WDM方式に対応

したプリフォームの開発など市場への適切な対

応に努めた。同時に、営業、製造、研究の各部

門の努力によって、プリフォーム事業は収益力

を高めた。そして、伸び続ける需要に対応する

ため、第2立地の検討を本格化させた。

虹江津工場の合成石英増強

一方、直江津工場で生産を行ってきた合成

石英製品は、 IC用フォトマスク基板、ステッ

パー用レンズ材料ともに順調に生産を伸ばし

ていた。特に半導体デバイスの高集積化にとも

ない、ステッパー （注）の光源にKrFエキシマレー

ザーが用いられるようになったため、ステッパー
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用レンズ材料として、高純度で光の透過性に

優れる合成石英ガラスが多く使われた。

こうした急激な需要の伸びに対応するため、

直江津工場では設備増強を続けた。1998年3月

には合成石英第2工場を完成。また、相次ぐ合

成石英製品の増産を背景に、合成石英の原料

となるクロロシランの増強工事も実施し、 1998

年11月に完成した。

その一方で当社は1997年4月、米国に全額

出資子会社「シリカプロダクツ社」を設立し、

同年10月、テキサス州フリーポートのシンテッ

クの隣接地に、直江津工場と同じくステッパー

用レンズ材料とフォトマスク基板用合成石英を

生産する新工場の建設を開始した。工場の建

設は極めて迅速に進められ、着工から半年後

の1998年3月に工場を稼働させた。

（注）ステッパー：フォ トマスクに描かれた回路パターンをシリコ

ンウエハーに転写する縮小投影露光装置(Stepand Repeat 

Projector)。

大型フォトマスク碁板の展開

液晶表示装置用フォトマスク基板の分野で

は、引き続き大型化が進んだ。当時、液品表示

装置の需要を牽引していたノート型パソコン

は、 1990年代初めは10インチ台のパネルが主

流だったが、 1990年代半ばには12インチ台、そ

して1997年には13インチ台、 1998年には14イ

ンチ台と大型化していった。また、パネルの大

型化とともにデイスプレイフォーマット（画面の

画素数の規格）も、 640X480(VG A)、800X

600 (S VGA)、1024X768(X GA)と、次々 と



高精細化した。

液晶パネルが大型化すると、液晶パネルの

生産工程でつくられる「マザーガラス基板」

1枚から取れるパネルの枚数が減少する。そこ

で業界では、生産性向上のため、マザーガラス

基板の大型化を進めた。

同時に、マザーガラス基板の表面にTFT

(Thin Film Transistor: 薄膜トランジスタ）と呼

ばれる画素駆動回路を描く工程や、カラーフィ

ルターをつくる工程で使われる合成石英フォト

マスク基板も大型化していった。

マザーガラス基板のサイズは1991年の300

X350mmクラスの第1世代から、 1994年には

360X465mmクラスの第2世代に移り、 1996

年には550X650mmクラスの第3世代へと

移った。

当社では1990年に、合成技術研究所が液晶

表示装置用フォトマスク基板の生産設備を完

成させ、最大440X520mmのフォトマスク基

板の生産を開始した。その後、市場動向に迅速

に対応し、 1995年2月には最大550X650mm

のフォトマスク基板の生産を開始した。

この液晶表示装置用フォトマスク基板の生

産は第119期(1996年3月期）から直江津工場

に移管され、 1996年には第4世代まで展望し

た最大800X920mmサイズの碁板の生産が

可能な新設備が導入された。

1990年代後半には、デスクトップ型パソコン

でも、従来のブラウン管式表示装置から液晶表

示装置への切り替えが始まった。液晶画面は消

費電力が少なく省スペース、平面画面で見や

すいなどの特色を備えており、液晶パネルの大

型化と高精細化によって、デスクトップ型パソ

コンヘの対応が可能になったためである。

このため当社は、1997年には700X800mm、

1999年には800X920mmサイズのフォトマス

ク基板の供給を開始した。

質、量ともに世界トップとなったLT

1995年1月、群馬事業所で、同事業所新製

品室が担当するLT(リチウムタンタレート）単

結品の増設工事が完了した。

LTとは、電波をふるい分けて特定の周波数

の信号だけを取り出す「SAWフィルター(Surface

Acoustic Wave Filter: 弾性表面波フィルタ

ー）」の基板として用いられる材料である。 SA

Wフィルターは、当初はテレビやビデオの画質

改善素子の用途が中心であったが、 1990年代

半ばになると、携帯電話など移動体通信機器

向けの用途が急速に拡大した。

当社では1982年から精密機能材料研究所

でLTの開発を進め、 1990年代に入ってからも

磯部工場内の研究棟で生産を続けていたが、

携帯電話の急激な普及によるLT需要の急増

は、予測を上回る勢いであった。「研究所が突

然、製造現場になった」と、当時の今井聖精密

機能材料研究所長はのちに語っている。

1990年代後半の国内経済は極めて厳しい環

境にあり、総務省の家計調壺でも可処分所得

は1997年をピークに下降線をたどっていた。そ

のなかにあって通信に対する支出は伸び続け、

携帯電話は急激に大きな市場を形成した。
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このため、 LTの需要も右肩上がりに伸びて

いった。群馬事業所では、製品の安定供給に向

けて増設を繰り返し、 LTの世界市場における

当社のシェアは7割を超えた。さらに、 1999年

7月にはLT製造用新棟の増設工事に着手した。

マグネット事業、アジア市場に積極対応

マグネット事業は好調なVCM分野が中心

となって順調に業績を伸ばした。

マグネットの国内需要家が、国際競争力強

化に向けて東南アジアに生産拠点を移したの

に合わせて、当社は製品特性の決定に大きな

影響がある研究開発や基本工程（マグネットの

製造工程）は国内で行い、加工・組立工程は海

外で行うという方針をとった。すなわち、国内

では武生工場の増設を継続的に進める一方、

海外の生産体制増強に取り組んだ。

まず、マグネットの加工およびメッキ能力の

不足が見込まれたため、シンエツマレーシアで

増設工事を行った。

また、 1995年11月には、シンガポールに 「シ

ンエツエレクトロニクスマテリアルズシンガ

ポール社」を設立し、急速に市場が拡大してい

る東南アジアにおける営業力強化とテクニカル

サービスの充実、資材の現地調達体制の確立

を図った。

さらに、シンエツマレーシアの生産能力を補

完するために、インドネシアのバタム島にvc

Mの組立工場を新設することを決定し、 1996

年5月、シンエツエレクトロニクスマテリアルズ



シンガポールの子会社「シンエツマグネティク

スインドネシア社」を設立した。

武生工場では1997年3月と1998年7月の2

度にわたり増設工事を完成させ、シェアの維持

と拡大を図った。また、生産能力増強と同時に、

自動化や省力化による製造原価低減にも力を

注いで、競争力の向上に取り組んだ。

この時期、当社がVCM分野で優位に立っ

た背景には、当社独自の技術開発によって需要

家の要求に応えた点も見逃せない。 1991年に

当社が確立した二合金法は、優れた特性を有

するネオジム磁石の量産に力を発揮し、 VCM

のいっそうの小型化を可能とした。これが、そ

の後の主役となる3.5インチHDDに適合して、

シェアを大きく拡大した。

VCM市場がますます活況を呈するなかで、

当社は全世界のHDDメーカーヘ販売を伸ば

し、世界のVCM市場における当社のシェアは

40%を超えて、トップメーカーとしての地位を

強固なものとした。また、当社のマグネット事業

全体におけるVCMの比率も高まった。

しかしVCMという 1分野の比率が高くなり

すぎた場合、同分野が不況となるとマグネット

事業全体が落ち込んでしまうため、 VCM以外

の「一般品」の用途開発が求められた。このた

め磁性材料研究所と協力し、新規用途の開発

に注力して、一般品の売上げも高める目標を立

てた。

取り組みの一例を挙げると、前章で紹介した

大手医療機器メーカーとの共同開発による医

療用MRIは、 1997年に1号機を完成させたの

ち、 1998年から量産休制に入った。また、半導

体のエッチャー用磁気回路も、 1995年から量

産を本格化させ、成果を上げた。

一方、武生工場では、全自動レア・アースマ

グネット製造工場が1998年12月に試運転を開

始し、 1999年6月から本格稼働を始めた。この

新工場は磁性材料研究所の試行ラインの成果

をもとに、大幅な生産性の向上を目指して設計

されたもので、自動化が拡大され、生産情報を

リアルタイムで把握できるシステムが導入さ

れた。

さらに武生工場では、当時、次世代と目され

ていた、最大エネルギー積50MGOeの特性を

持つ「N50」の量産体制を整備する増設工事

に着工した。

こうしてコンピュータや家電製品の小型化、

高性能化、省エネ化に応える高特性マグネット

の生産に力を注ぎ、新規分野への積極的な参

入を図った。同時にマグネット事業を牽引して

きたVCM分野にもいっそう力を注ぎ、販売拡

大とシェア向上に努めた。

1990年代後半になると、 1995年にはVCM

の世界市場で1%を占めるのみであったフィリ

ピン市場が急激に拡大した。日本のHDDメー

カー各社がフィリピンに生産拠点を構え、当社

と競合するマグネットメーカーもフィリピンに

進出した。

当社は対応策として、 1997年にフィリピンの

IMI社へVCMの組立工程を委託することを

決定し、同年9月には、マニラの南、約40km

に位置するラグナテクノパーク内にあるIMI

の工場の組立ラインが操業を開始した。

1999年3月には、フィリピンに当社全額出資
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子会社のシンエツマグネティクスフィリピンを

設立した。当社がVCM分野で他社に先行し

てきた背景には、他社に先駆けて需要家に近い

東南アジアで生産に取り組み、国内の製造や

研究部門と一体となって、需要家の要望に応え

てきたことが挙げられる。この点を踏まえ、成

長著しいフィリピン市場においても自社の生産

拠咲の設置を決定した。

同社の工場はラグナテクノパーク内に建設

され、 2000年6月から本格操業を開始した。こ

れにより、フィリピンにおける加工から組み立

てまでのVCMの一貫生産体制が確立された。

こうしてVCMについては、武生、マレーシ

ア、インドネシア、フィリピンの4極体制で旺盛

な需要に応えていった。

EMC、海外生産をスタート

EMCは低応力化技術を生かして、ダイオー

ド、トランジスタなどの個別半導体（デイスク

リート）に加え、品質の要求水準が裔いICやL

SIなどにも採用され、順調に販売を拡大した。

1990年代半ばになると、需要家である半導

体デバイスメーカーの間では生産拠点の東南

アジアヘの展開が趨勢となり、 半導体封止材に

ついても現地調達の要請が高まった。当社はこ

れに応えて1995年4月、マレーシアに全額出資

子会社 「シンエツエレクトロニクスマレーシア

社」を設立した。

同杜は、レア・アースマグネット製品の生産を

手がけるシンエツマレーシアの敷地内に、月産



300tの生産能力を持つEMCプラントを建設

した。これにより、群馬とマレーシアの2極体制

で生産能力を増強するとともに、生産拠点を複

数とすることでリスクの分散を図った。

当社は1989年から、スイスのチバガイギーと

協力して海外市場の開拓に努めてきたが、マ

レーシアに拠点を設置することによって、海外

需要家への供給能力がさらに高まった。その後

も海外での販売を拡大し、 1997年には国内販

売を上回るようになった。

このような需要の伸びに対応するため、群馬

事業所ではEMCの設備増強を続けるととも

に、 1998年3月には液状EMC生産設備を完

成させた。液状EMCとは、 10~20μmの狭い

隙間にも封止材を充填しやすくするために開発

されたもので、半導体デバイスの微細化にとも

なって、製造が求められていた。

当社の液状EMCはCPU(Central Processing 

Unit: 中央演算処理装置）用に採用され、 EM

C事業の発展に大きく寄与した。液状EMCは

外部から高い評価を受け、 1999年11月には 「高

性能アンダーフィル材料の開発」でケイ素化学

協会の「技術賞」を受賞した。

この頃になるとデバイスメーカーは新製品の

市場投入サイクルを加速させており、それに合

わせてEMCも新規製品を迅速に供給する必

要が高まった。

このような市場動向を的確に把握するため

に、技術系の営業担当者を増員するとともに、

技術会議なども積極的に実施した。そして、こ

れらの営業活動から得た技術情報をもとに、需

要家の要求にかなった新規製品をいち早く上

市することで優位性を確保し、シェアの拡大と

安定した収益構造の確立を図った。

こうした取り組みは需要家からも高く評価さ

れ、テキサスインスツルメンツやインテル、フィ

リップスといった大手デバイスメーカーから、

優れたサプライヤーとして表彰を受けた。

EMCには、難燃剤としてアンチモンや臭素

が用いられていたが、 1990年代後半になると

環境問題に対する社会的な関心の高まりを背

景に、デバイスメーカーはアンチモンや臭素を

使わない「グリーンEMC」への指向を強めた。

シリコーン電子材料技術研究所ではこれに応

えて、アンチモンや臭素を使わない難燃技術の

開発に取り組み、当杜独自の「シリコーン難燃

システム」を確立した。

1999年7月に対外発表されたシリコーン難

燃システムは、アンチモンや臭素を使わずに国

際難燃規格「UL」の最高レベルを達成し、さ

らに半導体デバイスの耐湿性や高温放置耐性

を大幅に高めることができた。この新しい難燃

システムは、すべてのEMCに適用可能で、群

馬事業所の既存設備で生産できるため、直ち

に量産体制が整えられた。

なお1999年にはチバガイギーとのOEM契

約が終了し、海外需要家との直接取引が可能

となった。このためマイクロサイ（現・シンエッ

マイクロサイ）、シンエッィンターナショナル

ヨーロッパ、シンエッシンガポールといった当

社グループ各杜と連携をとりながら、海外営業

にいっそう力を注いだ。また、シンエツエレクト

ロニクスマレーシアの生産能力を増強して、東

南アジア市場への迅速な対応を進めた。
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レア・アースの球状微粒子

レア・アース事業は、酸化イットリウムを中心

に、 1990年代半ば頃まではカラーテレビのブラ

ウン管や3波長蛍光灯に用いられる蛍光体用

途を中心に販売を拡大した。そして1997年に

は、武生工場でイットリウム製造設備の増設工

事を完成させた。

しかし、この頃になるとレア・アースの原料

生産国である中国が、自国でレア・アースの分

離、精製を行うようになり、価格の安い中国品

が蛍光体の国際市場におけるシェアを拡大し、

価格競争が激化した。そのため、国内のレア・

アースメーカー各社は撤退を余儀なくされた。

当社は、国内に分離、精製プラントを有する

唯一のレア・アースメーカーとして、品質、納期

などの非価格競争力を高めるとともに、医療用

などの新たな用途開発を進めた。

蛍光体市場でも、高純度、高品質の製品を

安定供給できることを生かして、この頃から急

速に市場が拡大した液晶バックライト用の蛍

光体など、高品質が求められる用途に活路を

見出していった。

レア・アースのもう一つの重要な用途として、

ファインセラミックスの焼結助剤、積層セラミッ

クコンデンサー用の添加剤といったセラミック

ス用途があった。

セラミックコンデンサーは、飛躍的に普及し

始めた携帯電話をはじめ、エレクトロニクス機

器の部品として数多く使われている。それらの

小型化や高性能化が進むなかで、レア・アース

も粒径がlμm未満と極めて小さく、形状が均
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ーで、微細な部分まで均等に分散するものが

求められた。

しかし従来の微粒子タイプは、数μmの粒

子を粉砕して生産するため、形状にばらつきが

あり、分散性に劣っていた。そのため当社は、

球状微粒子タイプのレア・アースの開発に取り

組み、独自の生産技術により世界で初めてその

量産化に成功、 1998年3月に本格販売を開始

した。その後も、粒径をさらに微細化するとと

もに、粉体の形状を制御する技術を確立し、最

先端用途への対応を図った。

1997年以降のレア・アース事業は、新規用

途や新技術の開発を積極的に進めるとともに、

品質保証部門と製造部門の連携によって品質

の安定に努めることで、セラミックス用など高

付加価値品を中心とする事業構造へと再編を

進めた。

右肩上がりのセルロース事業

1990年代全般を通じて、セルロース誘導体

は、押出成形セメント板の成形助剤など建材用

や、錠剤のコーティング剤をはじめとした医薬

用などで販売量を伸長させた。

直江津工場では1990年代前半、メチルセル

ロースの生産設備を順次増強した。さらに1995

年8月には、 MC-III工場の反応器の増設工事

が竣工し、生産能力を年産1万2000tに高めた。

その後も反応器以降の後工程など、一連の増

強工事を実施した。

1997年9月には、メチルセルロースの生産能

力は年産1万5000tまで増強された。また、独

立した建屋の計器室も新設され、いっそうの自

動化や省力化を推進した。セルロース事業は

1990年代後半に、一段の成長を遂げた。

この時期、建材用とともにセルロース事業を

牽引していたのが医薬用である。

医薬品に関しては各国ともさまざまな規制を

設けており、需要家からの特性や品質に対する

要求も厳しかった。なかでも日本の需要家の要

求水準は極めて高く、品質や特性から荷姿や

表示に至るまで、厳格な検査を経なければなら

なかった。

需要家の要求する特性を実現して、新たな

医薬品添加剤として採用されるには、長い準備

期間を要した。当社では、営業、製造、研究、品

質保証が「四位一体」となって顧客に対応する

ことで、付加価値の高い製品を送り出すととも

に、テクニカルサービスなど需要家へのフォ

ロ一体制も整えた。

医薬用セルロースで、当社は国内で独占的な

シェアを確保し、 1990年代後半には急速に輸

出を拡大した。

海外での販売活動では、各地域の専門商社

から当社医薬用セルロースの販売代理店を選

定していたが、この頃から代理店との連携を

いっそう緊密にして、代理店と一体となって拡

販にあたる体制を築いた。 1990年代後半は、

従来の米国市場に加え、欧州市場における販

売拡大にも力を入れ、実績を上げた。

1990年代後半の医薬用セルロースの成長に

寄与した製品では、第1にフィルムコーティン

グや結合剤などに用いられる低粘度製品群が

第3章 次代と世界を見据えて(1995-1999) 261 



「コ ンフューザ— P 」 発売の記者会見

262 

挙げられ、この頃から医薬用カプセルの材科と

しても使われ始めた。

従来はゼラチンがカプセル材料として幅広

く利用されていたが、薬物に対する品質安定性

（薬物との接触による相互反応が極めて少な

い）では、これらの製品がまさっていた。 1998

年にはBSE(牛海綿状脳症）が世界的な関心

を集め、牛の骨や皮を原料とするゼラチンに代

わるカプセル材料としても、急速に市場を拡大

した。

このほか、プレミックスと呼ばれ、あらかじめ

添加剤の調合を済ませた形で需要家に提供す

る用途でもシェアを拡大した。

錠剤や顆粒剤の崩壊剤、結合剤であるL-H

PCも販売最を伸ばしており、 1998年からは需

要家の要望に積極的に対応して、新たに工業

用にも用途を広げた。

水系の腸溶性・徐放性コーティング剤「信越

AQOAT」は、 1998年に米国で本格販売を開

始し、海外での使用実績を高めた。

1990年代後半を通じて医薬用セルロースは

右肩上がりの成長を続け、セルロース事業全

体の増収増益に貢献した。

1998年5月、セルロース事業の報告を受け

た金川社長は、その順調な成長を高く評価して

「セルロース事業は当社の柱に成長した」と述

べた。しかし、「工場が（直江津） 1カ所のみと

いうのは危険である。ますますグローバル化し

ていくなか、 2カ所以上の生産拠点が必要であ

る。欧州などでのM&Aについて、メチルセル

ロースと同系統の他の製品も含めて考えた方

がよいだろう。これまで手堅く進めてきたが、



次の飛躍のためには戦略的に見て、この方向

が一番効率的であると思う」として、 M&Aに

よる新たな生産拠点確保の検討に着手した。

そのうえで、 1999年には欧州の同業他社の

社長に、金川社長名でセルロース事業を売却

する意向がないか直接問い合わせた。このとき

は、これに応じる会社はなかったが、欧州セル

ロース事業におけるM&Aは、 2003年に実現

することになる。

評価高まるフェロモン交信撹乱剤

フェロモン事業は順調な市場拡大を続け、

1996年にはフェロモンを生産する直江津工場

F工場の増設工事が行われた。

1990年代後半になると、フェロモン交信撹

乱剤の認知度も高まり、 1997年11月には「フェ

ロモンによる害虫防除とIPMの実現」で「日本

化学工業協会技術賞」を受賞した。

同賞は優れた化学技術を毎年表彰するもの

で、当社の受賞は1981年の「大型重合器によ

る塩ビ重合技術の工業化」に続き2回目であっ

た。これは、フェロモン交信撹乱剤による害虫

防除法を世界に先駆けて確立し、 IPMの実用

化に道を開いた功績が認められたものであった。

国内、海外を問わず、需要家と一体となって

フェロモン交信撹乱剤による害虫防除に努め

た当社の地道な活動は、次第に社会的に評価

されるようになった。 1998年には、モモ、ナシな

どの害虫であるモモシンクイガやナシヒメシン

クイ、ハマキムシ類、モモハモグリガを同時に

防除するフェロモン交信撹乱剤の開発に成功

し、同年4月に「コンフューザーP」の商品名で

販売を開始した。

1996年4月のコンフューザーAに引き続き、

コンフューザーPを上市したことで、複数の害

虫を同時に防除するコンフューザー系の交信

撹乱剤が国内市場で認められた。このことは

1999年以降、当社のフェロモン事業が順調に

拡大する一つの契機となった。
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枇界市場への新たな布爪
～大型投資を進め国際競争力を強化～

米国を中心としたITバブルの崩壊など、経済環境の変動がますま

す激しくなるなか、当社グループは最高益更新を続けた。さらに、優

れた財務体質を背景に、半導体、塩ビ、シリコーン、セルロースなど各

事業分野で相次いで大型投資を実施。激化する国際競争のなかで、

営業・製造・研究が一体となって、将来の発展を目指して世界各地

で事業を進めた。
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Dスピードと大胆さで
変化の大波に挑む

300mmウエハーはじめ大型投資を推進

20世紀最後の年を迎えた2000(平成12)年

1月、国内経済は情報技術関連の設備投資や

公共投資の増加により、景気が回復したかに見

えたが、企業業績には業種や企業によってばら

つきがあり、個人消費も所得の伸び悩みや雇用

不安により足踏み状態が続いていた。

当社は第123期(2000年3月期）の第3四半

期を終えたところであった。1999年12月期に最

高益を更新したシンテック、当社の光ファイバ

ー用プリフォームやエキシマレーザー用フォト

レジスト、 LTなどの事業の成長、 G委員会に

よる製造部門の生産性向上などを背景に、連

結当期純利益は5期連続で最閥益更新となる

見込みだった。

金川社長は経営陣を前に、新年の抱負を次

のように述べた。

「経営目標で定めた連結当期純利益1000億

円は、世界で優良企業として認められる最低

水準である。これを達成するための具体的な時

期や内容を、各事業部や関連会社とともに作成

したい。ただし机上の計画ではなく、具体的な

実行案を作成したい」。

その目標達成に向けて、拡大成長に向けた

設備投資を国内外で積極的に進めた。 2000年

には相次いで大型投資計画の対外発表を行っ



たが、そのD火を切ったのが7月に発表した

300mmウエハーの量産化計画であった。

1999年からシリコンサイクルは需要拡大期

に入り、 8インチウエハーの販売が伸びていた。

信越半導体は1997年以降の厳しい時期に社内

改革を進め、企業体質の強化に取り組んだが、

この取り組みが功を奏し、市場環境が好転す

ると業績は急速に回復に向かった。

この時期を逃さず、いち早く次憔代への対応

を図り、今後の優位性を確保することが半導体

シリコン事業の安定成長にとって不可欠で

あった。そのため、 300mmウエハーの量産化

を決定し、単結晶引き上げからウエハー加工ま

での一貫生産体制を完成する計画を発表した。

このとき、すでに信越半導体白河工場では、

300mm単結晶引き上げ棟、 300mmウエハー

加工棟とも建屋は完成しており、設備の導入が

始まっていた。

この新建屋では月産30万枚までの生産が可

能であり、第1段階として月産10万枚の設備を

導入する計画であった。並行して信越半導体

磯部工場では、 300mmエピタキシャルウエ

ハー(EPW)の生産設備を設置することになっ

た。投資額700億円のこの設備投資計画の発

表によって、当社グループは300mmウエハー

事業への本格的進出に、どこよりも早く名乗り

を上げた。

2000年8月には光ファイバー用プリフォーム

の生産増強に向け、新工場を建設する計画を

発表した。第3章第VI節で紹介したように、プ

リフォーム事業は需要の急拡大に対応するた

めに、従来の松井田工場に加え、新たな生産拠

点の建設が課題となっていたが、これを鹿島に

建設することとした。

新工場は鹿島工場近隣に購入した工業用地

に建設され、 2001年10月に完成した。その生

産能力は光ファイバー換算で年産1200万km

であった。この結果、松井田工場との2拠点体

制によるプリフォーム生産能力は合計で2400

万kmと従来の2倍になった。

さらに2000年10月、 GEと東南アジアに合

弁会社を設立し、シリコーンモノマー生産工場

を建設する計画を発表した。シロキサン換算で

年産7万tと世界最大級の生産能力を持つシ

リコーンモノマー工場であった。

2001年1月にGEとの間でタイのラヨン県に

工場を建設することで最終合意に達し、 2月に

「アジアシリコーンズモノマー社」を同地に設立

した。出資比率は当社50%、GE側50%(GE

25.5%、東芝24.5%)であった。

塩ビ事業では2000年1月、オランダでシン

ェッPVCがスタートを切った。これは第3章

第III節で触れたとおり、ロビンの塩ビ事業買収

にともない設立した新会社である。

2000年12月には、シンテックが米国ルイジ

アナ州で建設を進めてきたアデイス工場の第

1期分が完成し、操業を開始した。同工場は年

産59万tの生産能力を予定しており、第1期分

は年産30万tであった。 2001年11月には第2期

工事が完成した。

これにより、シンテックの生産能力は年産

204万tとなり、全米第1位の塩ビメーカーとし

ての地位を確立した。同時に、当社グループの

生産能力も年産319万tに達し、 2位以下を引
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き離して、世界最大の塩ビメーカーとしての地

位をさらに強固なものとした。

2003年10月には、スイスの化学メーカーの

クラリアント社との間で、同社のセルロース部

門を買収する交渉がまとまり、契約に調印し、

11月に対外発表した。

当社ではセルロース事業の成長にともない、

1990年代後半から第2の生産拠点づくりが課

題となっており、その迅速な実現のためにM&

Aも視野に入れて検討していた。このM&Aに

よってセルロース事業で日本と欧朴Iの2拠点体

制を築いて、欧州市場への拡大を目指した。

こうして各事業の基盤を強化したが、いずれ

の事業においても市場の変化が一段と加速し

ており、迅速な対応で成長機会を捉えることが

不可欠であった。それぞれの事業の取り組み

については、本章各節で詳述する。

また、世界市場はこの間も激しく変化し続け

たが、なかでも中国は高度経済成長を続けてお

り、その台頭には目を見張るものがあった。

2001年には、 WTO(世界貿易機関）加盟に続

き北京オリンピックの2008年開催も決定し、欧

米および日本の有力企業は競って中国に進出

した。人口約13億人という巨大市場における

シェア確保、原料や労働力など豊富な経営資

源の活用によって、世界市場における優位性を

確保することが大きな狙いであった。

当社は従来、カントリーリスクの回避という

観点から、製品の輸出や小規模な投資に限定

して中国での事業を進めてきた。しかし中国を

めぐる経済情勢の変化を踏まえ、 2002年1月、

金川社長は本社年賀式において、中国への投



資について、従来認めてきた小規模なものに加

えて、「知的所有権ほかに注意を十分払いつ

つ、中規模なものまでの投資を大いに進めてい

きたい」と述べた。

zテーマなど新規事業へ投資

Zテーマでは、 1990年代後半にKrFエキシ

マレーザー用フォトレジスト、液状フッ素エラ

ストマーなどが量産に入った。なかでもKrFエ

キシマレーザー用フォトレジストは、市場参入

が最後発だったにもかかわらず、世界市場にお

いてトップシェアを獲得するという好業績を上

げた。 2000年9月には、その迅速な事業化の

功績に対して、 KrFエキシマレーザー用フォト

レジスト事業に関わった研究、製造、営業の各

部門の功労者への社長特別表彰が行われた。

zテーマに続く新たな事業育成に向けた

「ニューZ委員会」も2000年には軌道に乗った。

同委員会では、 Z委員会での経験を踏まえ、

「ニューZテーマ」の選定にあたっては多数決

ではなく、委員長である金川社長が責任をもっ

て最終決定し、事業化に向けて指揮を執ること

とした。そして、研究段階は研究者に任せるが、

市場動向の把握や価格の決定など、経営力を

要する事業化の段階では金川社長も積極的に

参画して、その成功を期した。

また、ベンチャーキャピタルヘの投資も行っ

た。これは投資活動を通して得られるベン

チャー企業の最先端技術の情報が、当杜の研

究開発に有益であるという観点から実施され

たものであった。

1999年10月、当社は日本ベンチャーキャピタ

ルのファンド 「NVCC2号投資事業組合」に

出資した。同社は次世代を担う成長企業に出

資する目的で、 1996年2月に設立された会社

である。金川社長は同社の非常勤取締役の一

人であり、 2000年3月には、当社は同社の株式

400株を取得した。さらに2001年1月に「NV

CC3号投資事業組合」、 2002年11月に「NV

CC4号投資事業組合」への出資を行った。

2002年12月には国際的なバイオベンチャー

企業への投資クラブ「コスモス・アライアンス」

に参加した。コスモス・アライアンスは2002年

8月に設立された投資クラブで、本部を米国ワ

シントン市に置き、元米国医薬食品局長官のフ

ランク・ヤング(FrankE. Young)博士が会長

兼CEOであった。

同クラブは、革新的なバイオ技術を持つベン

チャー企業（技術メンバー）を資本力のある有

力企業（企業メンバー）に紹介し、両社間で共

同開発、技術提携、資本提携などを進めて、バ

イオ産業を発展させることを目的とした。

当社は同クラブの企業メンバーとして入会

し、 2002年12月、米国のバイオベンチャー企業

3社へ投資を行った。

経営効率化の推進

営業資金効率化委員会、経費効率化委員会、

G委員会といった経営改革を支えてきた取り

組みは、開始してからおよそ10年を迎えようと
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新会計システム導入に際しての説明会

しており、それぞれ新たな段階にあった。

経費効率化委員会は、少数精鋭化の推進、

業務の統合と集約、社宅や寮の集約、諸経費

の削減、営業所立地の見直し、福利厚生制度

の見直しを継続的に進めることで、基準とした

第119期(1996年3月期）の本社費に対して、年

間50億円前後の削減効果を上げていた。

営業所の見直しでは2002年3月、同委員会

の決定に基づき、新潟、北陸、広島、仙台の4営

業所が閉鎖された。各営業所の業務は本社や

各支店に引き継がれるとともに、顧客サービス

についてはホームページの充実を図るな

ど、電子媒体の拡充によって対応を強化した。

また、超低金利政策の長期化によって維持が

困難となっていた社内預金制度も、労働組合と

の協議のうえ、 2002年3月に廃止した。

なお2002年6月、経費効率化委員会の委員

長であった秋谷文男常務は、「当面の大型課

題が完了し、本社費の削減が進んだことから、

今後はG委員会の一分野として活動すること

としたい」と報告し、第126期(2003年3月期）

下期以降はG委員会の活動に合流した。

G委員会は、製造部門を中心に自動化・省力

化技術の導入や生産効率の向上などによって、

継続的にコストダウンを実施した。

1992年5月のG委員会の発足から1999年

6月まで委員長を務めた小柳副社長は、 2000年

6月、 G委員会の報告を受けて、 「活動開始か

ら長時間が経ち、次第に合理化の余地がなく

なってきたにもかかわらず、工場の大変な努力

により大きな成果が上がっていることは喜ばし

い」と高く評価するとともに、「いままでのやり



方では、いずれは先細りとなるので、新しい抜

本的なコスト削減に、時間をかけてでも取り組

まなければならない」とさらなる前進に向けて

G委員会のいっそうの努力を求めた。

G委員会は2000年代に入ると、物流費の節

減にも力を入れるとともに、後述する生産技術

の改革や向上に向けたシックスシグマ活動を

積極的に取り入れながら、実効性の高い合理

化を進めた。 2003年6月、委員長の秋谷専務は

「127期(2004年3月期）より開始の3カ年30%

コスト削減計画の実行」を目標として掲げ、そ

の達成に向けて「①課題の発掘と具体化のた

めのロードマップの作成、②シックスシグマ手

法の積極的活用」を進める、と報告した。

営業資金効率化委員会は第124期(2001年

3月期）に入ると、第123期を基準とする新しい

目標を設定し、代金回収や在庫の適正化、販

売直接費の合理化に取り組んだ。経済全般に

デフレ傾向が続くなか、在庫が増加すると含

み損が増えて大きな負担となるため、同委員会

は在庫の厳しい見直しを行った。販売直接費

についてはG委員会と連携して削減努力を続

けた。

2003年12月、委員長の坪倉弘明専務の報告

を受けた金川社長は、「営業資金の効率化は地

味な仕事であり、取引先との摩擦などもあると

思うが、毎年続けることで大きな成果を上げて

いる。坪倉専務と関係者の皆さんにお礼申し上

げる」と述べ、同委員会の活動を高く評価した。

また、IT技術による業務の効率化も進んだ。

2001年12月から本社のイントラネットが稼働

し、当社グループのイントラネット導入が始まっ

た。これはインターネットと同じWeb技術を

使ってグループ共通のネットワークをつくるも

ので、従業員の情報感度の向上、グループ内の

情報共有化、業務の効率化が目的であった。

2001年10月には全社統一の会計システムの

第1段階が稼働した。これは、経理業務を抜本

的に見直す「経理業務改革プロジェクト」の一

環であった。同プロジェクトは、経理業務量の

削減と月次締切日程の短縮を実現して、効率

化を図るものであった。そのため新しいシステ

ムを構築して、会計情報の全社一元化と共有

化、データのさらなる活用を進めた。

第1段階では出納業務の本社集中、全社レ

ベルでの勘定科目コード体系の簡素化、会計

データ入力操作の簡素化、帳票類の統一など

を行った。この新システムは、 2003年7月から

群馬事業所、 2003年10月から直江津工場、武

生工場、鹿島工場に相次いで導入された。

大手化学会社初の外国人取締役

2000年代に入ると経営体制の強化の一環と

して、海外の当社グループ各社で力を発揮し

た外国人を当社の経営陣に登用した。2000年

6月には、シンテックのシュレーダー副社長とシ

レスのオルタ社長を取締役待遇として迎えた。

シュレーダー副社長は1980年にシンテック

に入社、フリーポート工場長として、工場の合

理化や迅速な増設工事などに手腕を発揮し

た。オルタ社長はポルトガル共和国産業エネル

ギー大臣など政府の要職を歴任したのち、1988
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訪中使節団長として周恩来首相と会談する小坂善太郎

（左、 1972年9月）

年にシレス社に入社し、同杜の発展に尽力した。

2人はシンテック、シレスというそれぞれが

所属する企業で実績を上げたばかりでなく、塩

ビ事業の海外展開など、当社グループの国際

化に大きく貢献していた。

2001年6月には、ダウケミカルのポポフ前会

長を社外取締役に迎えた。ポポフ取締役は、

1987年から1995年までダウケミカルの最高経

営責任者(ChiefExecutive Officer: CEO) 

を務め、 1992年から2000年までは同社の会長

(Chairman)であった。さらに2001年1月に、

当社顧問とシンテック取締役に就任した。

ポポフ氏を当社の取締役に迎え入れること

で、同氏の世界的な経営者としての卓見や貴

重な経験を生かして、当社グループの国際展

開が一段と加速することが期待された。国内大

手化学会社としては、外国人の取締役起用は

初めてのことであった。

小坂善太郎相談役の逝去

2000年11月26日、小坂善太郎相談役が腎

不全のため逝去した。88歳であった。小坂相談

役は1912年、長野県長野市に生まれた。東京

商科大学（現・一橋大学）を卒業後、三菱銀行

（現・三菱東京UFJ銀行）を経て1939年に当

社に入社、 1940年9月に直江津工場長に就任

した。その後、取締役、代表取締役常務を経て、

1948年6月に代表取締役専務に就任。戦前か

ら終戦直後の当社経営に携わり、その後の発

展の礎を築いた。



また、 1946年の衆議院選挙で初当選して、

1990年に政界を引退するまでの間、労働大臣、

国家公安委員長、外務大臣、経済企画庁長官

などを歴任した。日中国交正常化協議会会長と

「創業家」の自戒

小坂善太郎相談役は、創業期に経営基盤の

確立に努めた小坂順造の長男であり、戦前に

は自身も直江津工場の強化などに努め、その

後も役員として経営に携わったため、政界だ

けでなく、当社への功績も小さくなかった。こ

のような経歴にもかかわらず、政界引退後、

取締役相談役として当社の役員に復帰してか

らは、現経営陣に会社の舵取りを任せ、大所

高所に立って経営を見守ることに徹した点は

特筆に値する。

株式会社は言うまでもなく株主のものであ

る。しかし、優れた創業者が「会社は自分の

分身である」との思いから、晩節に至って一

族の私的利害を経営に持ち込むなどして、社

内を混乱させてしまうということも、日本の経

営史上にはしばしば見受けられる。

小坂家は、順造、徳三郎、雄太郎が社長を

務めた経緯もあって、社内では「実質的創業

家」として遇されてきた。このような背景もあっ

て小坂相談役は、社内で大きな影響力を行使

しうる立場にあったため、公私混同すること

のないよう、ことさら厳しく自らを律した。

一方、金川社長も日頃から「会社は株主の

ものであり、経営者は株主の委託のもとで経

営を進めている」、「私のボスは株主」と明言

し、経営の透明性の確保に力を注いだ。あら

ゆる意思決定が合理的に行われるように社内

改革を進め、公私のけじめをはっきりとつけ

して1972年の日中国交回復に寄与するなど、

議員外交でも大きな役割を果たした。 1982年

5月には勲ー等旭日大綬章を受章した。

政界進出にともない1949年6月に代表取締

た近代的な経営体制の確立を図った。

しかし、時代の変化にいち早く対応して会

杜の改革を進める際には、旧来の発想から抜

け出すことができず、「株主の期待に応える」

という経営の究極的な目的を阻害しかねない

抵抗がつきものである。会社を発展させるた

めには、こうした晒習や抵抗と戦うという確

固とした意思をもって、金川社長は改革を推

進した。そして、このような金川社長の経営

姿勢に全幅の信頼を寄せていたのが小坂相

談役であり、また、越壽三郎初代社長の生家

の小田切家出身で、社長や会長を歴任した小

田切新太郎相談役であった。

小坂相談役は、「株主に選任された経営者

が立派に経営を行っているのだから、小坂家

は経営の意思決定に直接介人せず、グループ

の求心力強化という象徴的な役割を果たすこ

とで経営を支える」という立場で一貫してい

た。こうして1990年代以降、金川社長のもと

で経営改革が急速に進展し、グループの求心

力が高まっていった。この間、小坂相談役は、

経営の透明性確保に向け、実質的創業家の衿

持を胸に、経営への直接介入を自戒した。

経営者としての金川社長の手腕を高く評価

し、金川社長のもとでの経営を一貫して支え

続けた小坂相談役と小田切相談役の見識の

高さは、いまも関係者が等しく認めるところ

である。
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役専務を辞任したが、その後も、当社の監査役

や特別顧問を務めた。政界引退後の1991年

6月に取締役相談役に就任し、 2000年6月に

は相談役となり、大所高所から経営への助言を

続けた。

小坂相談役の通夜・密葬は東京都中央区の

築地本願寺で11月30日に行われた。通夜には

弔問の勅使が訪れ、従三位に叙せられたこと

が伝えられた。これは、小坂相談役の長年にわ

たる国政および産業界における功績を顕彰す

るものであった。

本葬は12月20日、長野市の長野県県民文化

会館で行われた。小坂相談役の一周忌にあ

たって、 2001年10月22日には東京都港区のホ

テルオークラで「偲ぶ会」が開催された。

セカンドライフ支援制度を導入

2000年代に入ると中固が低コストを武器に

「世界の工場」として本格的に国際市場へ参入

してきたこともあり、世界規模で企業間競争が

激化した。そのため国内製造業には、効率化や

合理化を進めて国際競争力を高めることが強

く求められた。

シンテックで少数精鋭による合理的な経営

に徹してきた金川社長は、当社にはまだ合理化

の余地があると考えていた。そこで当社の取締

役待遇となっていたシンテックのシュレーダー

副社長に国内各工場の視察を求め、このように

依頼した。「あなたの目で日本の工場を見て、

仮に同じ工場を新しくつくり、あなたが運営を



担当した場合、どういう組織と人員にするか、

その結論を報告してもらいたい」。

シュレーダー副社長は2001年10月から11月

にかけて、群馬事業所、直江津工場、武生工場

を訪問し、シンテックのフリーポート工場長と

して実践している方法や経験に基づいて、各

工場の適正な組織と人員に関する提案をまと

めた。その内容は、研究開発部門を除く信越化

学の群馬、直江津、武生の3工場の当社従業員、

関係会社の独自採用者などの人員のうち、省力

化投資などの設備投資を行わなくても23%が

削減可能で、設備投資を行えば36%を削減で

きるというものであった。

この数字算出の根拠となった考え方は以下

の11項目であった。

①総務部門の廃止

②工場製造部門の管理職の大幅削減

③原動部門の簡素化

④工場技術部門の廃止

⑤工場原価計算の簡素化

⑥コントロールルームの統合

⑦人事考課の評価が明確にわかるような給

与制度

⑧多人数のエキスパートを養成して工場や

子会社に派遣して合理化を進める

⑨多重チェックの廃止

⑩シリコーン、マグネット、セルロースなど少

量多品種製品の品種の統合

⑪ボールベアリングやファスナーメーカーな

ど、多品種あるいはオーダーメイド製品を

つくる会社の事例の研究

2001年11月、この報告を受けた金川社長は、

「（当社グループは）これまではいくつかの事業

を成功させてこれらの無駄を補い、何とかやっ

てきたが、現在の未曾有の世界大不況下では、

これを続けられない」として、至急、組織およ

び人員の適正化を図るよう指示した。

こうした強い危機感のもとで小柳副社長、森

専務、秋谷常務を中心に検討が進められ、 2002

年1月、適正人員体制構築に関する基本構想

が人事部から提案された。一定年齢以上の従

業員を対象とする既存の早期退職優遇制度

（「進路選択加算金制度」）を拡充した「セカン

ドライフ支援制度」を設けて、これを原則とし

て60歳未満の全従業員に適用するという内容

であった。

その目的は、事業環境の大幅な変化に柔軟

に対応するために、人員を固定的に捉えず、可

能な限り流動化した体制を構築することにあっ

た。労働組合は2002年2月の中央臨時大会で、

退職強要を認めないことを前提に、自己の人生

設計を考えるための啓発活動の一環として、セ

カンドライフ支援制度を了承した。

実施に際しては、上司が対象者全員と個別

面談を行い、それぞれの意志を確認したうえ

で、 3月末までに制度に応じた従業員に対して

は、進路選択加算金を増額した特別退職加算

金を支給した。この制度に応じて退職した従業

員数は連結ベースで1559名、そのうち当社は

370名であった。特別退職加算金の総額80億

円は、第125期(2002年3月期）連結決算の特

別損失に計上された。

2002年3月末現在の連結従業員数は1万

6456人となり、セカンドライフ支援制度の実施
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連結中心の情報開示に向けた当社グルーブ経理担当者

の実務検討会議(2000年7月）

などによって前年比2942名減となった。

2002年7月、この報告を受けた金川社長は、

「安易に従業員を採用し、製品需要が減少した

からといって、安易に人員整理をすることは絶

対に許されない」として、「本社、支店、 工場、

関連会社などは、国内外を問わずすべて、従業

員の採用もしくは従業員の削減を行う場合は、

必ず事前に人事担当役員および人事部長の許

可を得ること」を指示した。

また、セカンドライフ支援制度実施後の生産

体制については、 2002年4月の月例検討会の

席上、小柳副社長が次のように報告した。

「森専務、秋谷常務と直江津工場と群馬事業

所を訪問し、セカンドライフ支援制度実施後の

生産体制について打ち合わせを行った。各エ

場とも十分な検討を重ね、生産体制を確立して

いる説明を受けて安心した。安全に対しては十

分な注意と対策をお願いする」。

終身雇用を尊重し、採用した人材は大切に

育成していかなければならないが、そのために

は採用人数を絞り込むことが必要であった。そ

の原点はシンテックの経営にあり、シンテック

は「はじめからリストラされた会社」と呼ばれる

スリムな会社であった。こうして当社およびグ

ループ各社は、さらなる少数精鋭化を目指した。

連結決算中心の情報開示を開始

経済のグローバル化が進展するなかで、わ

が国の会計基準の見直しが進められ、 1999年

から順次、新たな制度が導入された。その第1



の柱は連結決算を重視しだ情報開示制度で

あった。 2000年3月期から連結決算の発表が

義務づけられ、多くの企業が2000年9月中間

決算から連結中間決算の発表を開始した。ま

た、 2003年4月1日以降に始まる事業年度から

は、四半期決算の開示が求められた。

当社は、このような流れのなかで、第123期

(2000年3月期）から有価証券報告書と決算短

信を、連結決算を中心とする内容に改めた。中

間連結決算については第3章第I節に述べた

とおり、すでに1997年11月発表の第121期

(1998年3月期）中間決算から開示していた。四

半期決算（連結決算）は2003年7月発表の第

127期(2004年3月期）第1四半期から発表を

開始した。

また、証券市場の機能を十分に発揮させる

には、多様な投資判断を持つ幅広い投資者層、

特に個人投資家の取引機会を拡大することが

必要であるため、上場会社には投資単位(1株

当たりの株価X市場における売買単位）の引き

下げが求められた。当社もこれに応じて2001年

6月に定款を変更し、同年8月から1単元の株

式数を1000株から100株に引き下げた。

こうした背景もあり、引き続き IR活動にカ

を注いだ。まず2000年8月には、連結業績予

想の発表を開始した。当社の連結決算の業績

は、当社グループの事業領域を取り巻く経済清

勢、市場の動向、対米ドルをはじめとする円の

為替レートなどの影響を大きく受けるため予測

が難しく、それまで発表を控えてきた。しかし、

アナリストなどからの強い要望を受けて発表に

踏み切った。さらに2002年からは連結業績予

想の発表時期を繰り上げて、決算発表と同時

に行っている。

2000年12月には広報部を設置した。広報業

務はそれまで社長室広報グループで行ってい

たが、独立した組織とすることで、情報開示の

担当部署を明確にした。広報部はIRとPR活

動を強化して、株主、投資家、顧客、地域社会

などに向けて的確な情報発信を行い、経営の

実態を正確に理解してもらうように努めた。

また、 2001年5月の第124期(2001年3月期）

決算説明会以降、シンテックと信越半導体グ

ループの業績を開示している。これも情報開示

の強化・拡充策の一環で行ったものである。

このような取り組みが評価され、2001年9月、

日本証券アナリスト協会による2001年「リサー

チ・アナリストによるデイスクロージャー優良企

業選定」で、当社は「デイスクロージャーの改

善が著しい企業」 4社のなかの1社に選ばれ

た。その選考理由を同協会は、「経営者による

投資家・アナリストとの積極的対話姿勢が高く

評価（得点率トップの82%)されたほか、 IR部

門を専任化して、セグメント情報の開示、英文

情報の遅滞ない作成とその内容充実を図るな

ど情報提供を積極化して、デイスクロージャー

の著しい改善を図った」とした。

当社のIRに対する基本姿勢は、①安定して

株主の期待に報いることが経営の基本方針で

ある、②業績で株主に応えることができて初め

てIRが意味あるものになる、③事実をありの

ままに過大でもなく過小でもなく正確に説明す

る、というものであった。

金川社長は2002年には、 1年間で延べ700
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人のアナリストや機関投資家と直接面談し、ア

ナリストや機関投資家とのスモールミーティン

グやセミナーなどへの出席同数は合計18回で

あった。

「リサーチ・アナリストによるデイスクロ

ージャー優良企業選定」は2003年にも行われ

たが、当社の総合評価は2001年の化学部門

16社中6位から、 2003年は18社中3位へ上昇、

「経営者のIRに対する姿勢」ではトップを維持

した。

2003年8月には、金川社長は経済広報セン

ター（日本経済団体連合会の広報部門）が主

催する2003年度「企業広報賞」の「企業広報

経営者賞」を受賞した。同賞は1984年に創設さ

れ、その年度に優れた広報活動を実施してい

る企業や個人に贈られるもので、 2003年度は

第19回目であった。金川社長の受賞理由は「メ

デイアを通じて自らの経営哲学を強く発信して

当社の認知度と理解度を高めたこと、率先して

IR活動や社内広報活動に取り組んだこと」で

あった。

「東洋経済賞」「財界・経営者賞」受賞

先行き不透明な経済動向のなかで継続して

好業績を上げた結果、当社への社会的な注目

度は高まっていった。

2002年6月、経済産業省所管の独立行政法

人経済産業研究所が、内閣府の経済財政諮問

会議に提出した報告書『日本の優秀企業研究J

のなかで、世界に通用するビジネスモデルを持



つ優秀企業の一社として当社が紹介された。

この研究プロジェクトは、厳しい経済環境下

でも良好な成果を上げている日本企業を選択

し、そこに特長として見出せる共通項を明らか

にすることにより、日本企業再生の方向を探る

視座を得ることを目的に行われた。

この報告書は、「日本企業の将来像を考える

研究会」（経済産業省主催）によってまとめられ

た。同研究会では日本のエクセレントカンパ

ニー10社を選定し、 10社の社長へのヒアリング

などを実施した。金川社長は、その第1回ヒア

リングの講師として招かれた。

2002年12月、当社は東洋経済新報社主催の

2002年度「東洋経済賞」の「カンパニー・オブ・

ザ・イヤー」を受賞した。同賞は、日本の産業・

経済の発展に功績のあった企業を選定し、表

彰するもので、 1990年に創設された。当社の受

賞理由は、化学産業という厳しい業界で、いち

早く経営改革を進め、第125期(2002年3月期）

まで7期連続で最高益を更新するという好業

績を達成したことであった。また、金川社長の

経営力、トップシェアの事業を多く擁する堅実

な経営体質などが高く評価された。

2003年1月には、金川社長が財界研究所主

催の2002年度「経営者賞」を受賞した。これは

月刊誌『財界』を発行する財界研究所が、その

年度に活躍した経営者を表彰するもので、2002

年度はその第43回目であった。金川社長の受

賞理由は、優れた先見性をもって当社を世界に

通用する企業に育て上げたことであった。

また金川社長は2001年6月に、 FEC国際親

善協会（現・民間外交推進協会）の第5代会長

に就任した。

同協会は、固際理解と多面的交流を深める

ために1983年に創立された非営利の国際交流

機関で、法人・個人合わせて約1500の会員で

構成されている。民間の活力を基盤に、官界や

外国政府代表などの参画を得ながら、経済・文

化交流、国際協力事業などを通じた対外交流

の推進や、民意の外交への反映、政府外交の

支援などの役割を担っている。

経営の選択と集中

2000年以降、市場環境の変化に合わせて、

事業の選択と集中に向けたグループの再編が

加速した。

2000年10月、当社は信越金属工業を吸収合

併した。信越金属工業は、主力の鋳鉄用添加

合金事業を東洋電化工業に営業譲渡しており

（第3章第Il節）、 2000年3月には設備の撤去と

従業員の当社グループヘの移籍も完了した。

2002年6月には、当社設立以来取り組んで

きた肥料事業から撤退した。肥料分野は1990

年代後半以来、事業環境が悪化しており、かね

てからさまざまな対策を講じてきたが、経営の

選択と集中を図るため撤退を決断した。

これにともない、当社全額出資子会社のシン

ェッ化成が行っていた石灰窒素などの肥料事

業は、コープケミカルに譲渡された。譲渡先の

コープケミカルは1938年に設立された肥料メ

ーカーで、幅広い品揃えを持ち、肥料分野では

優れたブランドカを有していた。
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肥料事業76年の歴史を顕彰して記念碑を建立
2002年9月、シンエツ化成は肥料事業をコープケミカ

ルに譲渡したことにともない、シンエツ化成直江津工場

の解体工事に藩手した。 同工場には当社設立当時からの

建物も残っていたが、 2002年末までにすべて解体撤去さ

れることとなった。そこで、 当社発展の礎となった肥料

事業に携わった多くの人々の努力を顕彰するとともに、

76年にわたったその歴史を長く後世に伝えるため、同社

は直江津工場に記念碑を建立した。

シンエツ化成の記念碑（上）と肥料製品倉庫

2002年2月25日、当社はコープケミカルとの

間で肥料事業譲渡に関する契約に調印し、創

業時の主軸であった肥料事業の幕を閉じた。

また、 2002年5月には、酢ビ・ポバール事業

の強化に向けた新会社「日本酢ビ・ポバール株

式会社」を設立した。

当社は1968年12月に、ニチボーと共同で、信

越酢酸ビニルとニチボーケミカルの生産子会

社2社を設立、両社が生産した製品を親会社

で販売する体制をとった。しかし市場の国際化

などを背景に、技術やコスト競争力の強化、営

業力の強化、迅速な経営判断が求められたた

め、 2社の生産子会社と、当社とユニチカの酢

ビ・ポバール販売部門を統合して、営業、製造、

研究が一体となった体制に改めた。

新会社は当社とユニチカが各50%を出資し、

本社は大阪府堺市に置いた。この統合で日本

酢ビ・ポバールは、酢酸ビニル年産12万t、ポ

バール年産4万tの生産能力を有する会社とし

て、新たな成長を期した。

8期連続で最高益更新

これまで本節で見てきたように、 2000年から

2003年にかけて、経営資源の集中と有効活用

を進め、世界を舞台に事業の積極展開を図っ

た。 2000年代前半、国内経済は回復への確か

な道筋をなかなか見出せない状況にあったが、

当社グループは上述の経営努力を背景に業績

を伸ばした。

第124期(2001年3月期）連結決算は、売上



高前年比18.9%増、営業利益同28.8%増、経

常利益同37.2%増、当期純利益同33.7%増と、

前年を大きく上回った。オランダのシンエッp

VCが買収後初年度から収益に貢献し、シン

テックも前年に続いて過去最高の業績となっ

た。半導体シリコンやエキシマレーザー用フォ

トレジストも、国内外の半導体デバイス市況が

活況を呈したことを背景に、出荷が好調に推移

した。また光ファイバー用プリフォーム、液晶表

示装置用フォトマスク基板、酸化物単結晶(L

T)なども、情報通信分野の急成長と相まって

順調に伸びた。

2001年に入ると、それまで高成長を続けて

きた米国などのIT関連企業が、 一転して急激

な業績不振に見舞われた。いわゆるITバブル

の崩壊である。その結果、景気は世界規模で

後退した。

このようななかで金川社長は、 2001年9月、

「取締役の責務は、おのおのの担当分野・部門

の収益もさることながら、信越のボードメン

バーとして信越グループ全体の収支改善（増

収・増益）にある」として、①第125期(2002年

3月期）下期、②第126期(2003年3月期）通期、

③第127期以降(2003年4月以降）の3~5年

の中期について、担当部門だけでなく、当社グ

ループ全体を視野に入れた増収増益策を提出

するように、当社取締役および主要関係会社社

長に指示した。

こうしてグループが一丸となって増収増益

に力を注いだ結果、第125期連結決算は営業利

益、経常利益、当期純利益が前年を上回り、当

期純利益は7期連続で最裔益を更新した。

2002年4月から始まった第126期は、各部門

が毎月、目標売上•利益に向けた具体策を報告

し、特定の事業分野に頻ることなく全部門で増

収増益を実現することで、当杜グループ全体の

業績向上を目指した。このようなきめ細かな対

応によって、第126期連結決算は増収増益とな

り、 8期連続の最高益更新となった。
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m安全と信頼を
求めて

リスク管理強化策を実施

2000(平成12)年6月、大手乳業メーカーに

よる食中毒事件が大きな社会問題となり、その

後も2001年にかけて牛海綿状脳症(BSE)問

題、米国同時多発テロなど、社会を揺るがす事

件が続発した。国民の間には、社会全般に対す

る信頼や安全を求める声が高まった。企業に

対しても説明責任や情報開示がこれまで以上

に強く求められるようになり、適切な企業活動

を支えるコーポレートガバナンスやリスク管理

の強化が求められた。

当社は前述の乳製品の食中毒事件が起こる

と、事件発生直後の2000年7月、金川社長が

従業員に向けて緊急メッセージを発し、「今回

の（乳業メーカーの）事故の重大性に鑑みて、

安全および品質（製造物責任）などの危機管理

の観点から、操業管理をはじめとする企業活動

全般について見直しをお願いします」と呼びか

けた。

2000年7月の常務委員会における環境保安

部の報告に際して、環境保安関係担当の秋谷

常務は、「マニュアルなどを含めたハード面は

できていても、その運用など基本的事項が軽視

されてはならない。マニュアルの運用状況や、

全従業員が安全に対して敏感になっているか、

本当に危機感を持っているかというソフト面の



見直しを、初心に返って進めていきたい」と述

べた。

さらに金川社長は、 2002年2月に「法令遵

守徹底の再確認について」メッセージを発し

て、「法令遵守第一、法令違反のないように周

知徹底を強く要請いたします」と、社会規範に

則った企業活動の推進を求めた。

このような流れを踏まえて、 2002年4月から

始まる第126期(2003年3月期）経営目標では、

その冒頭に「全信越グループが遵法精神に徹

し、公正な企業行動を行い、地域社会を含む

全社会に貢献する」との文言を掲げ、遵法精神

が企業活動を進めるうえで最優先であること

を強調した。

2002年8月にはリスクマネジメント委員会を

再構築し、委員長は秋谷専務、委員は各事業

部長および各工場長として、法務部、総務部、

経理部、技術部、環境保安部が事務局を補佐

する体制とした。

同委員会はpL (製造物責任）リスク、不正

行為・法令違反、安全・危機管理、資産・与信

リスク、知的財産リスクなど、潜在する各種リ

スクの発生防止に取り組んだ。また、社長室と

スカイワードインフォメーションシステムが

行っている情報リスク対応、広報部が行ってい

る広報リスク対応にも協力した。

特に巨額な損害のおそれのあるPLリスクに

ついては、金川社長の方針により品質管理の責

任体制を明確化し、品質管理の責任は第一義

的に工場長、そして事業部長も共同して負うも

のとした。さらに売買契約書の条件改正、製品

規格の見直しも進められた。

また、当社グループの一人ひとりが諸法令や

社内諸規程などを遵守して適切に業務を遂行

することを再確認するために、 2003年2月、当

社は全役員および従業員との間で「コンプライ

アンス誓約書」を取り交わした。 2003年3月に

は「コンプライアンス相談室」を開設し、企業

活動を進める際に、組織あるいは個人として、

諸法令や社会倫理上の規準を満たしているか

判断に迷ったときの相談窓口とした。

2000年代に入ると自然災害への危機意識が

高まり、地域ごとにハザードマップが作成され

るなどの動きが盛んになった。こうしたなかで

首都圏直下型地震への対応を強化するため、

本社地区の『信越非常災害対策マニュアル』を

2003年8月に改定した。

大きな改定点は、首都圏に震度6弱以上の

地震が発生した場合、12時間以内に「群馬バッ

クアップセンター」を設置して、群馬事業所長

が「センター長」となり、群馬事業所事務部長

の指揮のもとで、在京従業員の安否の確認と

救援物資の搬送を行うとした。また、在京の従

業員全員に「緊急連絡カード」を配布し、首都

圏で大地震が発生した場合にはカード記載の

手順に従い、自身の安否を上司または群馬バッ

クアップセンターに連絡することとした。

「安全・環境第一」の環境保安活動

当社は従来「安全・環境第一」として、職場

の安全確保や労働災害防止に積極的に取り組

んできた。環境保安に関する必要な設備投資
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日信化学工業の環境対応型

ホットメルト接着剤

2000年以降、循環型社会の形成に向けた法律が相次

いで施行されるなど、リサイクルが大きな社会的課題と

なった。そうしたなかで日信化学工業は2002年、雑誌の

艘本に使われる環境対応型ホットメルト接着剤「日信

ホットメルトBRシリーズ」を開発、 9月に対外発表を

行って本格販売を開始した。

従来のホットメルト接着剤は、リサイクルの際に紙再

生処理設備のフィルターを通過して再生パルプに混入し

てしまうため、リサイクルの障害になっていた。「日信ホッ

トメルトBRシリーズ」は、紙再生処理設備のフィルター

を通過しない「難細裂化型ホットメルト」であるため、こ

の問題を解決できる。また金具を使わないためリサイク

ルが可能な「エコカレンダー」の糊としても使われている。

ホットメルト接着剤

は優先的に実施するという方針のもと、各事業

所・工場では2000年以降も、環境保安活動を

着実に推進した。

2000年5月には群馬事業所が長谷津最終

処分場の第3期工事を完成させた。同処分場

は将来を展望して1993年に拡張工事に着手し

たもので、計画的に第1期、第2期と工事を進

めた。第3期工事の竣工によって面積5万7000

m¥容量51万9000m'の規模を持つ長谷津最

終処分場が完成した。

2001年10月には直江津工場で新鋭の廃棄

物処理設備（焼却炉）が完成した。これにより

工場内での廃油、汚泥、雑芥の処理も可能とな

り、処理費用も大幅に削減された。

なお直江津工場では、この廃棄物処理設備

の完成に先立ち、処理設備への負担減とISO

14001の一環として、同年4月から工場全部門

とグループ会社が「リサイクル化」を開始した。

一般廃棄物のリサイクル推進、ごみの削減、分

別収集の徹底、収集日の設定のほか、新たにリ

サイクルセンターを設置して、プレス機能付き

シュレッダー、ダンボールとミックス紙用圧縮

梱包機を導入した。

2002年から環境保安部は「災害ゼロ3カ年

計画」を開始し、同年2月から群馬、直江津、武

生、鹿島の各事業所および工場でキックオフ大

会を行った。

当社グループの労働災害件数は化学業界平

均を下回る良好な水準にあり、 1994年までは減

少傾向にあった。しかし、その後は改善が見ら

れず、労働災害件数が前年より増える年も見ら

れた。そこで重大災害に至る前に、全従業員の



自覚と協力によって生産現場から不安全行動

や不安全状態を一掃し、 3カ年計画で「災害ゼ

ロ」を目指す運動に取り組んだ。

2003年に入ると、設備の保安点検不正の発

覚により大手化学メーカー3社が操業停止処

分を受けたほか、鉄鋼メーカーのガス爆発事

故、タイヤメーカーの火災事故など、生産現場

における事件や事故が続発した。このような事

態に鑑み、金川社長は2003年9月、 各事業所

長、工場長、関係会社社長に向けて「工場の安

定操業および安全確保について」というメッ

セージを発信し、次のように求めた。

「信越グループは、多くの産業および社会に

とって重要な種々の製品を製遥・供給しており、

さらに半導体関連をはじめとして、高稼働の部

門が多くなっております。今回、他社で起きた

事故や不正事件を他山の石として、経営の基

本事項である、

①法令違反を絶対に起こさないように法令

を遵守する

②「安全・環境第一」の鉄則の遵守と「リス

クや危険に対する感性」の向上

③「物づくり」における知識、技能のさらな

る研鑽と次世代への伝承

の観点から、各工場の操業管理および安全対

応を再確認するとともに、企業の社会的責任の

再徹底をお願いいたします」。

シックスシグマによる品質管理

G委員会が10年にわたり、さまざまな効率化

への取り組みを重ねるなかで、いっそうの成果

を上げていくには、新たな手法を取り入れるこ

とが不可欠であった。

1999年10月、金川杜長はGEのジャック・

ウェルチ会長(JohnF. Welch, Jr.)の訪問を受

けた折に、シックスシグマの手法と効果を聞き、

直ちに技術部に同手法の検討を進めるように

指示した。

同年12月の常務委員会で、金川社長はシック

スシグマについて、「これまで当社は独自の発

想で経営を進めることが多く、これは大変貴重

なことだが、その一方で他社の優れた事例を

検討するなかで、今まで気づかなかった発想

が生まれる可能性もある。 GEで非常に成功し

ているシックスシグマ活動のような、他社の優

れた概念を検討することも必要だ」と述べた。

シックスシグマ活動とは、米国モトローラ社

のマイケル・ハリー氏(MikelJ. Harry)らが日

本のTQCを研究して編み出した手法であった。

シグマという言葉は、もともと統計用語の標準

偏差のことで、シックスシグマとは100万回のう

ち3、4回の不具合しか許さない極めて高度な

品質管理を意味している。これを1990年代半

ばに、 GEが経営改善のために取り入れて成果

を上げた。 1998年にGEがその成果を公表す

ると、世界的な注目が集まり、この手法を導入

する企業が相次いだ。

シックスシグマは現状を定量的に把握し、統

計的なデータ分析によって改善策を見出し、持

続性のある活動の形成を目指すものである。そ

して、その活動は「チャンピオン」と呼ばれるトッ

プ、そして「ブラックベルト」、「グリーンベルト」
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■信越シックスシグマの実施プログラム
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■ TQM(TQC)とシックスシグマ
項目 TQM(TQC) シックスシグマ

方針決定 ボトムアップ トップダウン

目標 定性的・抽象的 定盤的・具体的

適用範囲 部分最適化 全体最適化

活動単位 職場の小集団 部門横断小集団

担当者 兼任 専任

手順 PDCA D-MAIC 

利益追求 努力目標 前提
注）c.-: 部分が信越シックスシグマ

などの資格者で編成されたプロジェクトチーム

が推進する。このような体制からもわかるよう

に、従来のTQCではボトムアップで問題解決

にあたっていたが、シックスシグマはトップダ

ウンで活動が進められる点に特色がある。

2000年にはシックスシグマの導入に向けて、

技術部と各工場から選ばれた合計約20人のメ

ンバーが、モトローラ日本法人から派遣された

講師による「シックスシグマ手法研修」を受講

した。このときのメンバーが各事業所・工場に

おいて講師となり、シックスシグマ活動の中核

を形成した。

当社では戦後の早い時期から品質管理およ

び小集団活動の蓄積があった。その蓄積を取

り入れながら、従来欠けていた部分を新たに加

える形で、当社独自の「信越シックスシグマ（実

践SBC=統計的品質管理のShin-Etsu Basic 

Course)」を形成した。信越シックスシグマで

は「チャンピオン」、［ブラックベルト」、「グリー

ンベルト」といった称号は用いないが、各テー

マの責任者がチャンピオン、実行責任者がブ

ラックベルトの役割をするように位置づけた。

また、部課長クラスを主な対象として信越

シックスシグマの研修を進めた。技術部でシッ

クスシグマ導入に当初から携わった担当者が

講師となり、独自のテキストを作成して各工場

を回った。

シックスシグマの活動を始めるにあたって、

その仕組みと手法を習得するために、各工場

でモデルプロジェクトに取り組むこととなった。

モデルプロジェクトは工場長がトップとなって

工場単位のテーマを決め、部課長クラスを主体
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としたプロジェクトチームを編成し、2000年

4月にキックオフした。その成果は2001年2月、

本社で開催された 「第1回実践SBC活動発表

会」で4工場から6テーマが発表された。

2001年4月からは、テーマの範囲を工場単

位から部単位まで広げて、シックスシグマの仕

組みの普及と戦力化を図った。さらに2002年

4月からは課単位まで広げ、シックスシグマを

収益向上の行動規範や意識改革の新手法とし

て、全社的に定着させた。

2003年2月に開催された第3固成果報告会

の時点では、プロジェクト数は年間約300件、

合理化額は年間約50億円に達した。報告会の

講評のなかで秋谷専務は、「このシックスシグ

マ活動を、テーマ発掘や問題解決に向けて有

効に活用して、当社全体のコストを下げ、技術

力を上げ、全員一致の活動によってモラールの

向上に資するものにしたい」と述べた。

こうして、シックスシグマのトップダウン方

式と、従来の小集団活動や改善活動のボトム

ァップ方式が融合した、独自の信越シックスシ

グマが育っていった。

なお、信越シックスシグマの活動範囲が小集

団の単位にまで広がったことから、各工場で従

来から行っていた小集団活動は、 2003年4月

から信越シックスシグマに統合された。

確定拠出年金制度を導人

企業が将来、従業員に支払う退職金や年金

については、従来の会計制度では債務として

扱われていなかった。しかし2001年3月期から

適用された新会計基準では、将来支払う予定

の退職金や企業年金の金額（退職給付債務）を

算出して、 これを年金資産や引当金などで賄い

きれない場合は、 積立不足分を退職給付引当

金として負債に計上し、償却していくことが義

務づけられた。

当社は第124期(2001年3月期）決算におい

て、退職給付会計基準変更時差異を一括して

費用処理することとして、 275億円（連結ベー

ス）の退職給付引当金繰入額を特別損失に計

上した。しかし、その後も低金利が続くなど金

融情勢は不透明で、決算期ごとに退職給付引

当金と特別損失を計上しなければならない可

能性が高いことが予見された。

このリスクを同避するには、従来の税制適格

退職年金制度を改めて、確定拠出年金制度を

導入することが不可欠であった。毎月、従業員

に掛金を支払う確定拠出年金に移行すれば、

企業会計上、退職給付債務が発生しないため

である。

このため当社は、 2003年3月から確定拠出

年金制度を導入した。なお、確定拠出年金には

掛金限度額があるため、従来の退職金水準を

維持するために、退職一時金制度と組み合わ

せることとした。

よき企業市民として

寄付やボランティア活動にも、引き続き積極

的に取り組んだ。 2000年12月、オーストラリア
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「9.11」と当社グループの対応
2001年9月11日に発生した米国同時多発テロ事件で

は、当社は事件発生直後に当社グループの従業員と家族

の無事を確認するとともに、海外出張に関して通達を出

すなど危機管理対応を行った。また、 9月20日、米国赤

十字社に対し、米国の当社グループ各社とともに義援金

3万6000ドルを寄付し、同時に金川社長のメッセージも

届けた。さらに10月2日には、全米の当社グループ各社

の従業員あてに、 「米国再建のために」と題する金川社

長の激励のメッセージを送った。
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米国赤十字社からの感謝状

のシムコアが、同社のあるバンバリー市に新設

された総合病院に日本庭園を寄贈した。この庭

園は 「シムコア・テイエン」と名づけられた。シ

ムコアでは、ほかにも地域の行事への協賛や、

バンバリー市と姉妹都市である東京都世田谷

区との交流活動の支援などを行っている。

2001年3月には、同年1月に開設50周年を

迎えた大阪支店が、その記念行事の一環とし

て、大阪市と芦屋市の社会福祉法人にそれぞ

れ300万円ずつ、計600万円の寄付を行った。

これは「記念パーティーを開くのではなく、それ

に要する費用で社会に役立つ事業を実施した

い」という、従業員の総意に基づいて決定した

ものであった。

2002年4月には、当社が創立70周年事業の

一環として1997年から5年間にわたって実施

した、東京大学「地球環境工学寄付講座」への

支援が完了した。それを記念して「環境問題に

おける産学連携を目指して」と題するシンポジ

ウムが東京大学山上会館で開催され、成果が

発表された。





第2期工事完成間近のシンテック・アディス工場
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皿枇界市場をリード
する塩ビ事業

シンテック、アデイス工場完成

1999 (平成11)年10月に着工したシンテック

のルイジアナ州アデイスの新工場は、 2000年

12月に第1期工事を完了し、 1系列年産30万t

の操業を開始した。化学プラントのように複数

の工事が同時進行する大型工事では、工事一

式をゼネコンに依頼することが多い。しかし、

シンテックは自らがゼネコンの立場に立ち、複

数の業者と工事発注契約を結び、自社で工事

全体のとりまとめを行った。これにより工事が

大幅に効率化され、 1年2カ月という極めて短

工期で完成した。

新工場が操業を開始した2000年の米国の

塩ビ市場は、 5月までは史上空前ともいえる好

況であったが、 6月以降は一転して住宅向けの

パイプ、サイデイング材などの需要が落ち込み、

多くの塩ビメーカーが稼働率を落とした。

そのなかでシンテックは、需要家ごとにきめ

細かな増販策を実施するとともに、輸出に注力

して、フル生産フル販売を継続した。アデイス

工場の操業開始後は、同工場も含めてフル生

産フル販売を続けた結果、 2000年12月期のシ

ンテックの業績は売上高、経常利益、当期純利

益ともに過去最高となった。

2001年上半期も米国の塩ビ市況は低迷し、

同業他社は赤字転落を余儀なくされ、なかには



米国連邦破産法第11章の適用を申請して会社

更生手続をとる企業もあった。世界的に見ても、

この時期に利益を上げていた塩ビメーカーはほ

とんど見当たらなかったが、シンテックだけは

稼働率を落とさず、利益を上げ続けた。

2001年11月にはアデイス工場の第2期分、

年産29万tの工事が予定より 1カ月早く完成し

た。ここに第1期分と合わせて年産59万tのア

デイス工場が完成し、フル生産に入った。金川

社長は社報「信越化学』2002年1月号の「年頭

メッセージ」のなかで、塩ビ事業に触れて次の

ように述べた。

「現在の米国塩ビ市況は、会社更生法を適用

する会社が出たほど、たいへん厳しい状態が

続いております。そのなかでフル生産フル販売

を続けたシンテックの営業力をもってしても、

さらなる29万tの販売は容易なことではありま

せん。米国の市況があまりにも悪いので、私は

当初数力月の操業延期を考えておりましたが、

当社グループの現在の激しい落ち込みを少し

でも取り返そうと、あえて無謀とも思えるこの

困難な繰り上げ操業に挑戦することを決断い

たしました」。

さらに2001年12月には、米国のボーデンケミ

カル＆プラスチックス・オペレイティング・パー

トナーシップ社(BCP)との間で、同社保有の

ルイジアナ州アデイスの塩ビ工場を買収するこ

とで合意した。この工場は1979年に当社の塩

ビ生産技術を導入して建設されたもので、年

産27万tの能力を有していた。 BCPは2000年

後半からの塩ビ需要の落ち込みのなかで経営

不振に陥り、会社更生手続を申請していた。

シンテックは2002年以降もフル生産、フル

販売に取り組み、それを実現し続けた。シンテッ

クは2002年12月期、 2003年12月期と、売上高、

経常利益、当期純利益ともに過去最高の業績

となった。 2003年12月の時点で、シンテックの

塩ビ生産能力は米国全体の32%を占め、 2位

以下を大きく引き離した。 2000年代初頭、日本

経済が厳しい環境にあるなか、当社は連結決

算で最高益を更新し続けたが、シンテックの貢

献は特筆に値するものであった。

欧州市場で業績伸ばすシンエッPVC

2000年に入ると、ロビンの塩ビ事業を引き

継いだオランダのシンエッPVCとシンエッv

CMが新たなスタートを切った。契約調印直後

の2000年1月、金川社長は両社の従業員に向

けて、当杜グループヘの歓迎の意を表するとと

もに、「塩ビの明るい未来へ向けてともに歩も

う」という趣旨のメッセージを送った。

シンエッPVCの塩ビ工場は、ロッテルダム

市のペルニスに立地している。同社はフィンラ

ンドのポルボー市にあるネステ社の工場に塩ビ

生産の一部を委託しており、これを含めた生産

能力は年産40万tであった。一方、シンエッv

CMの塩ビモノマー工場はロッテルダム市のボ

トレックにあり、生産能力は年産50万tであった。

ペルニスとボトレックはロッテルダム港に面し

た巨大な石油化学コンビナートのなかにあり、

両工場間の距離は約7kmである。

2000年4月には、日蘭友好関係400年記念
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行事で来日したロッテルダム市長をはじめ同市

の要人が、金川社長を表敬訪問した。同市長は、

世界最大の塩ビメーカーである当社グループ

が、新たにロッテルダム市の産業界の一員と

なったことに歓迎の意を表した。これに対して

金川社長は、「当社がこれまで世界各地で実践

してきたように、企業市民の模範としてオラン

ダの事業を拡大し、地域社会に貢献していきた

い」と応えた。

操業開始後、シンエッPVCはフル生産、フ

ル販売の実現に取り組んだ。その結果、買収前

は赤字だった事業が、買収後初年度の2000年

12月期から黒字に転換し、 2001年、 2002年と

も利益を上げ、連結決算に貢献した。買収時に

締結した金川社長独自の発想に基づく原料購

入契約が、買収後の収益に大きく貢献した。

また、シンエツPVCは安全を第一としなが

ら、安定した品質の確保と最大量の生産に取り

組み、増産とコスト削減を達成して利益率を向

上させた。

シンエツPVCの欧州塩ビ市場におけるシェ

アは、 1999年のロビン時代の5.5%から、 2002

年には6.5%へと拡大した。この好業績を背景

に、シンエツPVCは借入金の返済を進めた。

2003年10月、シンエツPVCの報告を受け

た金川社長は次のように述べた。

「買収以前の3年間は赤字を計上していた

が、買収後は直ちに利益を計上するという奇跡

に近いような実績を残し、連結決算の収益に大

きく貢献している。特築すべきことは、買収費

用のほとんどを賄った借入金の返済が順調に

進み、完済が近いことだ」。



この時期、欧州の塩ビ市場は、 上下水道用

パイプや窓枠などの用途が好調で、堅調な伸

びが見込まれた。シンエツPVCは販売の拡大

を背景に、 2002年9月、塩ビモノマーの増設工

事に着手し2003年11月に完成、生産能力は年

産62万tとなった。

同時にペルニスの塩ビポリマー工場では生

産工程の改良を行い、同工場の生産能力を年

産35万tに増強した。これによりシンエツPV

Cの塩ビ生産能力は、ネステヘの委託分年産

9万tを合わせると年産44万tとなったが、こ

の工事の間もさらなる販売拡大に向けて、第2

次増強の検討に入った。

ポルトガルのシレスも順調に事業を伸ばし、

2001年1月に生産能力を年産20万tに高めた。

厳しい環境が続く国内塩ビ市場

国内の塩ビ事業は厳しい環境が続いていた。

塩ビの国内向け出荷量は1996年度の205万t

をピークに、2000年度は167万tまで減少した。

これに対し、 2000年末における国内塩ビメー

カーの生産能力は合計257万tであった。その

ため販売先としては輸出が、それも特に経済

成長が著しい中国への輸出が大きな割合を占

めた。

このような環境下で、当社は年産55万tの鹿

島工場のフル生産フル販売を期して販売拡大

に努めたが、当社においても中国への輸出比率

が高まっていた。しかし中国市場の先行きは不

透明であったため、収支の改善を図るには、国

内で値上げをするとともに販売量を増やし、鹿

島工場で生産した全量を国内で売り切る体制

を構築する必要があった。

収支を改善するには生産の合理化という方

法も考えられるが、鹿島工場はすでに合理化に

徹した工場だった。 生産性の向上を図った最

新鋭の設備を取り入れ、 G委員会の取り組みな

どを通じで恒常的に合理化実績を上げ、人員

も必要最小限であった。したがって、これ以上

のコスト削減は望めないと見られたが、鹿島工

場では国内塩ビ事業の収支改善に向けて、さ

らなる合理化に取り組んだ。

2002年になると、 ITバブルの崩壊によって

国内景気は冷え込み、住宅着工の低迷や公共

投資の抑制などにより、塩ビの国内需要は落ち

込んだ。その一方で原料価格は高騰し、国内塩

ビ事業の収支改善に向けた取り組みは厳しい

状況を迎えた。

当社は塩ビ事業の存続と塩ビの安定供給を

図るために値上げを打ち出して、 6月から需要

家との交渉に入ったが、価格後決め方式（第2

章第皿節参照）のため、価格は2003年3月まで

確定しなかった。そして4月以降の新年度に入

ると、再び値崩れを起こした。

このような商慣行を続けていては、健全な事

業構造が確立できないことは明らかであった。

しかも価格後決め方式は、パイプメーカーなど

需要家にとっても、自社の塩ビ製品の適正な価

格形成を困難にする要因となっていた。また、

企業を取り巻く環境を見ると、四半期決算や減

損会計の導入などが始まり、価格後決め方式

は時代にそぐわなくなった。
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「新環境展2000」で塩ビ理解の促進を図るVEC (2000 

年5月、東京）

国内の塩ビ業界は1992年度から業界全体と

して赤字を続けており、 2003年までの累計で、

およそ1500億円の経常損失を計上していた。

当社の国内塩ビ事業も厳しい状況にあり、第

126期(2003年3月期）に続き、第127期(2004

年3月期）も赤字が予想された。このため2003

年6月からは、金川社長が国内塩ビ事業に直接

関与して、具体的な指示を出した。特に大手需

要家には、金川社長がそのトップと直接面談し

て、当社の考え方を伝えた。

その結果、需要家の姿勢も変わっていった。

このような商慣行是正の気運を高めるため、

2003年4~9月分の価格交渉が終了した2003

年12月、当社は「2004年1月1日以降、全面的

に価格先決め方式への移行」および 「1kg当

たり15円の値上げ」を発表した。

塩ビヘの 「逆風」収まる兆し

2000年5月、金川社長は2年半にわたり務

めた塩ビ工業・環境協会(VEC)の会長を退

任した。 1990年代後半、塩ビがダイオキシンや

環境ホルモンに関連づけられ「逆風」に見舞わ

れた際、誤解を解き、塩ビの優れだ性能、とり

わけ省エネや環境保護に役立つ性能を社会に

広く伝えるため、塩ビ業界はVECを設立し、

塩ビに関する正しい情報の発信に努めた。

金川社長はその初代会長としてVECの活

動を推進した。 2000年前後の時期、金川社長

はマスコミのインタビューなど、機会あるたび

に塩ビは優れた材料であることを強調し、 「塩



ビは物性、加工性、経済性に優れており、環境

保護に対しても役立つ。このような性能がある

からこそ、世界全体で見れば需要が毎年3~

4%伸びている」と述べた。

任期を終えた金川会長の後任には、東ソー

の田代園社長が就任した。また、当社の市村常

務がVECの理事に選任され、引き続き同協会

の活動に取り組んだ。
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団 シリコーン50周年、
悔外展開を加速

タイにシリコーンモノマー工場建設

2000(平成12)年10月、当社とGEは共同記

者会見を開き、両社が合弁で東南アジアに、シ

リコーンの中間原料であるシリコーンモノマー

の生産・販売会社を設立することを発表した。

この計画は1999年にGEの呼びかけで、両

社の事業提携の可能性を探るところから始まっ

た。シリコーン市場ではダウコーニングが世界

最大のシェアを有し、それにGE、当社が続い

ていた。前章でも触れたとおり、世界のシリコー

ン市場のなかでもアジアがとりわけ著しい成長

を続けており、アジア市場への対応が、各社の

シリコーン事業を左右する鍵となっていた。

当社とGEは米国や日本で会合を重ね、提携

による相乗効果などに関して議論を交わした。

その結果、合弁で東南アジア地域にシリコーン

モノマー工場を建設することで意見がまとまっ

た。アジア地域でシリコーン事業を有利に展開

していくには、現地にシリコーンモノマー工場

を設置することが不可欠であった。

シリコーンモノマーの生産で採算をとるに

は、シロキサン換算で年産10万t規模の能力を

持つ工場を建設する必要があった。しかし、そ

のための投資額は巨額であり、また1社の力で

その工場でフル生産を行い、生産量を売り切る

のは困難であった。



当時、詳馬事業所のシリコーン生産設備は高

稼働を続け、松井田工場ではシリコーンモノ

マー第3期増強工事を進めていたが、シリコー

ンの海外展開を抗大するには、新たなシリコー

ンモノマー工場の建設が必要であった。上記

のリスクを回避しつつ工場を建設するには、 G

Eとの合弁事業が合理的な選択であった。

2000年に入ると合弁会社設立に向けて具体

的な話し合いが進められた。担当者レベルでは

なかなか一致を見ない点もあったが、金川社長

とGEのウェルチ会長によるトップ会談によっ

て、折半出資で合弁会社を設立することで合

意した。両トップとも世界市場の変化に対応し

た迅速な事業展開を望んでおり、トップ会談で

は個々の議題にすばやく判断を下した。

工場の建設地もシンガポール、マレーシア、

タイが候補に挙がった。これもトップ会談で金

川社長がタイを提案したところ、ウェルチ会長

も同意見であったため、タイに決定した。

2001年2月、タイの首都バンコクで、当社と

GEは合弁会社のアジアシリコーンズモノマー

(ASM)設立の調印を行ったあと、記者会見を

開いた。東南アジア通貨危機からの立ち直りを

図っていたタイ政府は産業誘致を積極的に進

めており、同工場が通貨危機後最大の投資と

なることもあって極めて協力的であった。記者

会見には同国の投資奨励庁長官が出席し、

2001年5月には同国のクーン・スタポーン・カビ

タノン総理府投資委員会長官(KhunStaporn 

Kavitanon)が来日し、金川社長を訪問して謝

意を伝えた。

ASMのシリコーンモノマー工場は、当杜と

GEの最新鋭の技術を導入してバンコクの南、

約200kmのラヨン県に建設されることとなり、

2001年10月に起工式が行われた。この工場は

シロキサン換算で年産7万tの生産能力を有

するアジア最大規模の工場で、投資額は2億

5000万ドルであった。ここで生産されるシリコ

ーンモノマーをGEと当社が50%ずつ引き取り、

両社はこのモノマーを利用して、それぞれ独自

の判断で各種シリコーン製品を生産、販売する

こととなった。

そのため当社は、 ASMと同時に、当社の全

額出資子会社「シンエッシリコーンズタイラン

ド社」(SEST)を設立した。 ASMの工場の隣

接地に約70億円を投資してSESTの工場を

建設し、 ASMからシリコーンモノマーの供給

を受けて各種のシリコーン製品を生産、販売す

ることとした。また、 2002年4月にはSESTの

バンコク事務所を開設して、工場の稼働に備え

た営業活動を開始した。

ASMとSESTの工場は2003年末に完成

し、タイの伝統的な工場完成式典「入魂式」を

行った。 SESTの入魂式は2003年11月、 AS

Mの入魂式は同年12月であった。こうして両工

場は2004年3月の製品の本格出荷を目指して、

2004年初めから試運転に入った。

初めて中国に工場を設置

2000年代に入ると、シリコーン事業において

も、急成長する中国市場への販売拡大が大き

な課題となった。上述したタイ工場の新設も中
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国市場を強く意識したものであった。

当社は1995年11月に香港駐在員事務所を開

設して、地元の代理店育成と新規販路の開拓

を進めてきたが、 2000年前後になると上海市

を核とした経済圏の発展が著しく、世界の有力

シリコーンメーカーが拠点を設けた。このため

上海に駐在員を常駐させて代理店を育成する

ことが急務となり、 2000年7月、上海駐在員事

務所を開設した。同時に香港駐在員事務所は、

その役割を終えて閉鎖された。

さらに、浙江省嘉善県の工業団地に、シリコ

ーン製品の生産、販売を行う現地法人の設立

を決定し、 2002年5月に「浙江信越精細化工

有限公司」を設立、同年6月に工場の起工式を

行った。当社としては初の中国への工場進出で

あった。同社は、台湾で当社のシリコーン製品

を取り扱う崇越貿易の米国子会杜、 TOPCO

International Companyと当社との合弁会社

で、出資比率は当社が90%、TOPCOInter-

nationalが10%とした。

浙江信越精細化工の工場は上海から約90

kmの場所に建設され、アミノシリコーンオイル、

シリコーンエマルジョン、一液型シリコーンR

TVゴムを生産、販売することが決まった。

工場は2003年5月から本格操業を開始した。

中国市場の地域性を勘案して、華東地区はアミ

ノシリコーンオイルとシリコーンエマルジョン、

華南地区はシリコーンRTVゴムを中心に販路

を拡大し、その後は市場の要請に応じて生産、

販売品種を拡大する方針をとった。

さらに2003年8月には上海市に、シリコーン

製品の販売を行う当社全額出資子会社「信越



有机珪国際貿易（上海）有限公司」を設立した。

これにより中国におけるシリコーン事業は生産

と販売の両輪が揃い、急成長する中国市場で

販売拡大を図った。また、シリコーン事業本部

は2003年1月に中国語版ホームページを開設

し、広大な中国市場に向けて幅広く情報発信を

開始した。なお、上海駐在員事務所は従来の業

務を新会社に引き継ぎ閉鎖された。

こうして2003年末における中国および台湾

の当社グループのシリコーン事業拠点は、信越

ポリマーの子会社である蘇州信越緊合有限公

司、信越緊合物（上海）有限公司を含めると

6拠点となった。シリコーンの国際競争は激化

の一途をたどっており、コスト競争力に優れる

アジア地域での生産拠点づくりは、販売競争を

有利に進めることに直結していた。

米国に機能性シラン新工場を建設

2001年8月、当社は米国における機能性シ

ランの新工場建設計画を対外発表した。

機能性シランは、接着剤、コーティング剤、

ガラス繊維、タイヤ、ゴム、電子部品など幅広

い分野に使用されるとともに、熱可塑性プラス

チックの接着促進剤や架橋剤にも使われてい

た。なかでも自動車の低燃費を実現して環境

対策に貢献するシリカ配合タイヤ向け用途の

伸びが著しく、注目されていた。

当社は直江津工場にシラン類の生産設備を

擁しており、売上げ、利益とも順調に推移して

いた。 2000年3月、シリコーン事業本部の事業

報告で日浦シリコーン事業本部長は、「最近は

シリカを配合したタイヤ向けの用途が伸び、将

来性があるため、各社とも大きな投資を計画す

るなど展開を図っている。当社でも大きく伸ば

すチャンスだと考えている」と述べた。

そして1960年代からシラン類の生産に取り

組んできた強みを生かして、世界シェアの拡大

を図る方針であったが、直江津工場における能

力増強の限界に備えて、新たな生産拠点を確

保する必要があった。そこで世界市場を視野

に入れて検討を進めた結果、米国における新

工場建設を決定するに至った。

工場の建設地は、テキサス州のシンテックの

フリーポート工場北側に隣接する当社の所有

地とし、そこに原料から製品までを一貫生産す

る工場の建設を進めた。工場の建設と運営は

シンエッシリコーンズオブアメリカが行うこと

となり、同杜のフリーポート工場となった。

2001年10月に着工した同工場は、建設にあ

たって、 1998年11月完成の直江津工場CF-III

工場の建設で培った技術やノウハウなどが生

かされた。そして2002年12月からは試運転を

行い、 2003年2月に本格操業を開始した。

生産能力は年産l万tで、生産品種はアミノ

シラン（接着剤、ガラス繊維、複合材、塗料、樹

脂改質用など）とポリスルフィドシラン（シリカ

配合タイヤ用）の2品種を中心とした。このエ

場の稼働により、当社グループの機能性シラン

の生産能力は倍増した。これに備えて工場の

完成前から営業活動を世界中で展開して、販

路の確立に努めた。
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＇ 
シリコーン新製品記者発表会で行われた使用実験(2001

年3月）

シリコーン事業化50周年

シリコーンはシリコンウエハーや塩ビなどに

比べると市況の波が小さく、安定した収益を確

保して、当社の業績に大きく貢献してきた。し

かし、シリコーン事業の国際化が進展するなか

で、シリコーン製品の一部は汎用品となり、激

しい価格競争に巻き込まれた。 2000年以後、

特にその傾向が強まり、当社のシリコーン事業

も、価格競争に打ち勝ちながら利益を確保す

るという課題に取り組んだ。

第123期(2000年3月期）のシリコーン事業

は、海外市場が順調に伸びて、数量ベースの売

上げで見ると海外が国内を上回った。需要家の

生産拠点の海外移転などに積極的に対応した

結果だった。しかし金額で見ると国内販売の役

割は大きかった。これは国内需要家の要望にき

め細かく対応した製品の開発などを通じて、他

社にはない独自の製品を提供して、利益を高め

る努力を続けたことの表れであった。

2000年に始まった松井田工場のシリコーン

モノマー第3期増強工事は、2001年4月に完成

し、当社の粗メチルシラン生産能力は年産21万

5000tとなった。また2001年には、タイにおけ

るGEとの合弁事業と、米国における機能性シ

ラン工場の建設計画が具体化した。

それとともに拡販のためのプロジェクトチー

ムをつくり、アジアを中心に積極的な販路の拡

大に努めて新工場の稼働に備えた。国内では、

シェアの拡大と高付加価値品による利益確保

に取り組んだ。

しかし2001年後半は、世界的なIT関連需



要の減少などにより景気は後退局面を迎えた。

シリコーンもその影響を受け、第125期(2002

年3月期）連結決算では、シリコーン系事業の

売上高と営業利益は前年を下回った。

2002年4月、第126期(2003年3月期）の売

上げ•利益目標達成に向けて、シリコーン事業

担当の坪倉弘明専務は、国内は「積極的シェア

向上策の推進」、海外は「米国、タイ、中国の新

工場の立ち上げをにらんだ対応」、そして 「大

幅コストダウンの実現」と方針を掲げ、「（目標

の）一日でも早い達成を目指して、事業本部『製・

販・研』一丸となってあらゆる手段を講じ、全

力を尽くして挑戦する」と述べた。

第126期のシリコーン事業は、国内では自動

車関連をはじめとする多くの分野で需要が上

向き、海外も東南アジアの電気・電子産業が好

調で順調に推移した。その結果、第126期連結

決算のシリコーン系事業の売上高と営業利益

は前年を上回った。

また2003年は、当社シリコーン事業にとって

事業化50周年にあたる節目の年であった。社

報『信越化学』2003年10月号では「シリコーン

事業化50周年特集」を組み、営業、製造、研究

の各部門および海外法人でシリコーンに携わ

る従業員の声を掲載するとともに、金川社長と

坪倉専務がメッセージを寄せた。

シリコーン事業本部では記念行事として、国

内の主要取引先と代理店に感謝状とフラワー

ギフトを贈呈し、海外には感謝楯を贈った。ま

た、小野義昭シリコーン電子材料技術研究所

長の編著による『シリコーン—広がる応用分

野と技術動向』を化学工業日報社より発刊した。

発展を支える新技術

この時期、シリコーン事業は、新製品開発で

も多くの成果を上げた。シリコーン事業全体の

利益のうち約4分の1は、過去5年間で開発さ

れた新製品によるものであった。半世紀を越え

る歴史を有するなかで、なおも新製品が生み出

され、売上げ、利益の両面で寄与していた。

その優れた研究開発の成果は外部からも高

い評価を得た。 2001年11月には、当杜が開発、

実用化した「導電性粉体の開発と導電性シリ

コーンゴムヘの応用」が第6固ケイ素化学協会

「技術賞」を受賞した。これはポリシランの性質

を利用して独自の導電性シリコーンゴムを開発

したもので、高耐熱性を発揮する低抵抗ゴムと

して、高度な信頼性を求められる電子音貼品など

に幅広く応用できると評価された。

また2003年10月には、シリコーン電子材料

技術研究所の「液状シリコーンゴムとプラス

チックの接着」が、第8回ケイ素化学協会「技

術賞」を受賞した。これは金型を使うゴム成形

の際に、接着助剤を用いずに、液状シリコーン

ゴムを他のプラスチックに接着できるとともに、

液状シリコーンゴムが金型に付着しない技術

であった。エ程を短縮できるため、携帯電話の

押しボタン部分のシリコーンゴムをはじめ、多

くの用途に応用された。
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謹他の追随を許さぬ
半導体事業

300mmウエハーで世界をリード

本章第I節で触れたように2000(平成12)年

7月、信越半導体は300mmウエハーの量産化

を対外発表した。計画どおりに信越半導体白

河工場は生産設備の設置を進め、 2001年2月

に月産2万枚で量産を開始した。

2000年4月、半導体事業部の報告を受けた

金川杜長は、「半導体事業の最大の課題は300

mmウエハーの立ち上げ時期と、（回路線幅）

0.13μmという次世代に対応した品質の早期

達成Jと述べた。半導体の市場は急速かつ大幅

に変化しており、設備投資には極めて綿密な状

況判断を要した。

2001年に入ると、米国を中心に続いてきた

IT景気が急速に下降線をたどり、 2001年の

半導体デバイスの出荷量は前年を大幅に下

回った。これにともないシリコンウエハー市場

も大きく落ち込み、当社も2001年年初からシリ

コンウエハー販売量の減少を余儀なくされた。

このようななかで、当社は300mmウエハー

の販売拡大によって、この落ち込みを補う方針

をとった。景気回復後、 300mmウエハーは競

争がますます激しくなると予想されたため、先

んじて市場を確保することを目指した。

白河工場では、 300mmウエハー生産ライン

の増強を迅速に進めた。 2001年5月には月産



5万枚、 2003年3月には月産10万枚へと生産

能力を高めた。

また、信越半導体では300mmEPWの生産

設備を磯部工場に建設し、 2000年8月から生

産していたが、 2001年7月から、この設備の白

河工場への移設を開始し、 2002年1月、白河エ

場で300mmEPWの量産を開始した。信越半

導体は300mmEPWにおいても、いち早く量

産化に取り組みシェア確保を図った。

これら一連の生産ライン建設や増強におい

ては、市場の変化に迅速に対応するためにエ

期の短縮が求められた。工事の実施が決まる

と、工場は文字どおり突貰工事で設備増強を

進めた。

熱処理ウエハーヘの本格進出

シリコンウエハー市場では2000年以降、価

格競争が顕著になった。このような市場環境の

なかで、信越半導体グループは高品質化による

非価格競争力の確保に力を注ぎ、価格競争に

巻き込まれずに半導体シリコン事業を強化する

方針を堅持した。

ICチップは常にチップサイズの縮小が求め

られており、そのためチップに書き込む回路の

線幅を決めるデザインルールも、 2000年以降、

0.18μmカヽら0.15μm、さらに0.13μmへと形

勢は微細化に進んでいた。同時に、チップの歩

留まりを高めるため、ゲッタリング技術（ウエ

ハーの内部に金属不純物を吸着する「ゲッタリ

ング層」をつくる技術）の向上も求められた。

2000年11月、信越半導体は熱処理ウエハー

への本格進出を対外発表した。熱処理ウエ

ハーとは、シリコンウエハーを熱処理してゲッ

タリング能力を高め、ウエハー表面の欠陥を減

らしたものである。信越半導体は独自の技術

でアルゴンガスを用いた熱処理ウエハー「IG-

NANA」の開発に成功していた。

I G-NANAの名は、 IntrinsicGettering 

（内部ゲッタリング）と窒素の原子番号〔7〕に由

来するもので、単結品の製造時に微量の窒素

を添加して、シリコンウエハー内部にゲッタリ

ング層を形成する技術を表している。ゲッタリ

ング能力を左右するシリコンウエハー内の酸素

析出核の大きさや量、およびその分布を決める

窒素の量を制御することが、この技術のポイン

トとなった。

I G-NANAはEPWよりも低価格で、かつ

EPWをしのぐ特性を発揮する可能性を秘め

たウエハーであった。信越半導体は1999年か

らIG-NANAのサンプル出荷を開始し、2000

年から本格生産を開始して、150mm径から300

mm径までの品種を揃えた。その後、磯部工場

で行っていたIG-NANAの生産は、 2002年

5月に三益半導体工業に移管された。三益半

導体工業は2003年7月、 IG-NANAの月産

10万枚の生産体制を確立した。

なお2000年11月には、東芝セラミックス（現・

コバレントマテリアル）が生産、販売する水素

処理ウエハーのセカンドベンダー（需要家が

安定供給を確保するために選定する第2の供

給者）を引き受けることを発表した。

水素処理ウエハーは、シリコンウエハーを水
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素中で熱処理してゲッタリング能力を高めたも

のである。その市場拡大のためには安定供給

体制を構築する必要があり、需要家からはセカ

ンドベンダーの確保が求められていた。信越半

導体はこうした要望を踏まえて、水素処理ウエ

ハーのセカンドベンダーとなることを決め、東

芝セラミックスと契約を交わした。

一方、 SOIウエハーでは、 8インチ薄膜SOI

ウエハーが長野電子工業で量産化されること

となり、 2002年7月から生産を開始した。これ

は、同社が1990年3月から、厚膜SOIウエハー

を生産していたためであった。また、需要の拡

大が期待された300mm薄膜SOIウエハー

は、横野平工業団地（群馬県安中市）にある信

越半導体磯部工場の設備で生産されることと

なり、 2003年7月から生産を開始した。

これらの新製品について、信越半導体は早

い段階からサンプル出荷に力を注ぎ、需要家の

声に応えながら品質の改善を進め、需要家の

「認定」を取り付けた。こうして新製品の量産開

始前から市場の確保に努め、着実に事業の成

功に結びつけることを目指した。

ウエハ一生産拠点を集約、強化

信越半導体は1990年代後半から経営の効

率化と体質強化に取り組んできたが、 2000年

以降も引き続き強固な経営体質づくりに力を注

いだ。その第1の課題は、 300mmウエハーの

量産化と微細化に対応した付加価値の向上に

よって、収益力をいっそう高めることであった



が、さらには生産拠棋の集約も進めた。

300mmウエハーの量産化はすでに述べた

とおりであるが、微細化に対応した付加価値の

向上については、回路線幅0.13μm以下に対応

する平垣度、パーティクル、不純物など、ウエ

ハー表面の品質向上を図った。

また、結晶中の微小欠陥を極力低減させた

「NPC (Nearly Perfect Crystal)」の販売拡

大を図り、世界トップシェアの確保とさらなる

シェア向上を目指した。NearlyPerfect Crystal 

とは、完全結晶を目指す信越半導体の技術者

の謙虚さによる命名であった。

生産拠点の見直しでは、 6インチ以下のCZ

法単結晶の生産を武生工場に集約し、 8インチ

以下のウエハー加工はSEHマレーシアと加工

3社（直江津電子工業、長野電子工業、三益半

導体工業）へ集約した。さらにSEHマレーシ

アは2002年8月、 8インチウエハーの生産能力

を、それまでの月産24万枚から月産30万枚に

増強した。

一方、 FZ法単結晶の生産を行う犀潟工場

では、 2001年3月に結晶加工棟が完成した。こ

れにより、 FZ法単結晶生産の大幅な効率化と

能力増強が実現した。この結晶加工棟では自

動倉庫の増設、検査設備の移設も実施され、

FZ法単結晶工場としての機能が充実した。

半導体グループ、世界市場に挑戦

SEHアメリカは、 1990年代後半にCZ法単

結晶、 PW、EPWの増強を行い、信越半導体

グループの一大拠点に成長していた。 1990年

代末はシリコンサイクルの影響もあって苦戦を

強いられたが、 2000年に入るとほぼフル生産

となって業績を好転させた。これには米国市場

におけるシリコンウエハーの需要増大に加え、

同社の販売拡大と価格適正化の努力が貢献し

ていた。

2001年は米国の半導体デバイス市場が急

速に縮小したため、シリコンウエハー市場も大

きく落ち込み、 2001年8月の米国のシリコンウ

工ハー市場は、数量ベースで2000年10月のピ

ーク時の約半分となった。このような厳しい経

営環境下で、 SEHアメリカは事業の再構築に

取り組んだ。これは、生産の統合、品質の向上、

組織の簡素化、製造原価の低減を骨子とした

ものであった。

2002年になると一転してシリコンウエハー

の需要は上昇に転じたが、その回復状況には

製品分野や企業ごとに格差が生じた。 2003年

に入るとパソコン、携帯電話、デジタル家電な

どの分野が堅調に推移したため、主力の8イン

チウエハー出荷量は順調に拡大した。

このような環境下でSEHアメリカは、販路

の拡大などに取り組み増収を実現するととも

に、合理化努力によって財務体質を強化した。

しかし、 1990年代後半の設備投資が依然とし

て大きな負担となり、同社の優れた技術力を最

大限に生かして業績向上を図るには、さらに一

段の営業力の強化と合理化によって、企業体

質を強化することが課題となった。

SEHヨーロッパは半導体市場の大きな変動

のなかにあって、 2000年以降、着実に利益率
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を高めた。同社は、直江津電子工業からの技術

支援もあり、製造原価を削減し、販売直接費や

一般管理費の合理化も進めて、財務体質を大

きく改善させた。

アジア地域では2000年以降も市場規模が着

実に拡大しており、アジア地域における優位性

の確保は、シリコンウエハーの国際展開におい

て極めて重要な課題であった。

このような情勢を踏まえて信越半導体は、

1999年前半から、長野電子工業の技術支援に

よるSEHマレーシアの技術力強化を進めた。

2000年2月、 SEHマレーシアの報告に際して

小柳信越半導体社長は、「長野電子工業に大

変熱心に指導していただき、非常に大きな効果

を上げた。歩留まりは大きく向上し、原価も非

常に安くなり、加工単価では信越半導体グルー

プのなかでもナンバーワンとなった」と述べ、こ

の取り組みを高く評価した。

さらにSEHマレーシアは、 前述の8インチ

および6インチ以下のウエハーの生産集約化に

対応し、 2002年以降、 8インチウエハーの生産

能力増強を進めた。当時すでに国内の加工3社

はフル生産の状態にあり、コストなどの観点か

ら、 SEHマレーシアで増強投資を行うのが最

適と判断されたためであった。

SEHマレーシアは世界でトップクラスの

8インチウエハー生産能力を擁していたが、こ

の増強によって、その地位をさらに強固なもの

とした。同社は国際競争力に優れたコストと品

質を背景に、需要の回復期を捉えて台湾、韓国、

米国などに出荷を伸ばし、工場はフル生産と

なった。



SEH台湾は、成長を続ける台湾市場におけ

る信越半導体グループの拠点として、業績を

順調に伸長させた。自社生産による8インチウ

工ハーのほか、信越半導体グループの国内エ

場で生産された300mmウエハー、回路線幅

0.13μm以下対応の高品位ウエハー、 NPC、

I G-NANAといった高付加価値品の販売拠

点として、大きな役割を担うようになった。 SE

H台湾では、自社工場のフル生産と歩留まり向

上に努めるとともに、台湾での300mmウエハー

の販売拡大に積極的に取り組んだ。
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団枇界中でチャンスに
挑む成長事業

スピードが奏功したプリフォーム事業

1990年代後半、当社は光ファイバー用プリ

フォームの急激な需要増に対応すべく生産能

カの増強を図ったが、引き続き需要は伸び続け、

すでに松井田工場には増設の余地がなくなっ

ていた。このため鹿島臨海工業地帯の東部東

地区、当社の鹿島工場近隣に土地を確保して、

2000(平成12)年9月、光ファイバー換算で年

産1200万kmの生産能力を持つ光ファイバー

用プリフォームの新工場建設に着工した。

光ファイバー用プリフォームは、需要家であ

る電線メーカーでも生産していた。電線メーカ

ーは、需給が緩むと自社工場の稼働率を維持

すべく外部からの購入量を絞り込むため、当社

の販売量が急落する危険性があった。

この点に関し金川社長は2000年8月、光ファ

イバー用プリフォーム新工場の投資計画決定

に際して次のように述べた。

「需要が強いので新工場建設をすばやく決断

したが、リスクはある。現在できうるあらゆる手

を打っているが、需要が落ちて相場が崩れたら

まったく売れなくなる」、「設計、建設に対しては

非常に無理を言うが、平凡なことをやっていて

は、この種の（市況が大きく変化する）事業を成

功させられないことを理解してもらいたい」。

そして、新工場の建設が始まった2000年10



月には、金川社長は、「鹿島の新工場は、現在

の市況が続くうちにできるだけ早く完成させて

もらいたい。このことが新工場の将来を大きく

左右する」と述べた。

新工場は通常の半分のエ期で完成するよう

に日程が組まれ、将来の市場動向に合わせて、

生産能力を2~3倍に増強できる体制をあらか

じめ組み入れた設計とした。フル生産が続く松

井田工場では生産技術の改善が進められたが、

鹿島の新工場でも、そのような最新の技術成果

を取り入れた生産ラインが構築された。

精密材料事業部長の秋谷常務は、 2001年1

月、経営陣に対する新年の抱負のなかで、「鹿

島で建設中のプリフォーム新工場を早期に立

ち上げ、品質のよい製品を生産して利益に貢献

したい」と述べた。

こうして工場の建設は突貫工事で進められ、

2001年9月に試運転を終え、 10月から本格生

産を開始した。わずか1年で、これほどの規模

と内容を持った工場が完成したのは、驚異的な

出来事といえた。この新工場の完成で光ファイ

バー用プリフォームの生産能力は倍増し、世界

の約25%のシェアを占めるに至った。

一方、新工場建設にともなうリスクを最小限

に抑えるために、営業部門では新工場建設に

先立って需要家と長期の売買契約を締結する

など、安定した収益を確保するためのさまざま

な対策を実行した。もちろんこれには粘り強い

交渉が不可欠であった。

光ファイバー市場は2002年に入ると、 ITバ

ブルの崩壊によって急激に縮小した。数年にわ

たって高成長を続けた光ファイバー市場がマ

イナス成長に転じた影響は大きかった。

しかし当社は、長期売買契約を生かして、こ

のときまで鹿島の新工場でフル生産を行い、国

内、海外ともに販売を拡大して利益を確保し

た。このため、 市況変動による損失を回避する

ことができ、光ファイバー用プリフォーム事業

で赤字を計上することはなかった。

大型フォトマスク基板で市場をリード

合成石英関係では、液晶表示装置用フォト

マスク基板の市場が、拡大を続けていた。液晶

表示装置は、 1990年代後半からデスクトップ

型パソコン用モニターの用途が急拡大を遂げ、

さらに2000年代に入ると、大型液晶テレビ向

けの需要が立ち上がり始めていた。このような

流れのなかで、液品表示装置用フォトマスク基

板も大型化し、新品種の追加が加速した。

2000年には第4世代のマザーガラス680X

880mmに対して、これを一括露光できる800

X920mmのフォトマスク基板の生産、販売を

開始した。その2年後には第5世代のマザーガ

ラス(1100Xl200mm)が登場し、これに対応

するフォトマスク基板のサイズは700Xll00

mmとなった。初めて1辺の長さがlmを超え

る大型のフォトマスク基板であったが、他社に

先駆けて生産、販売を開始した。

大型化に際しては、生産設備を改めなけれ

ばならないが、市販の機器類を使用できるわけ

でなく、信越エンジニアリングなどと連携して、

独自に装置を開発する必要があった。世代交
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代の加速によって、このような設備投資を毎年

のように実施しなければならなかった。同時に、

次世代や次々世代の基板のサイズや品質など

に関する情報を収集し、他社と差別化できる製

品を開発することも不可欠であった。

また、この分野も半導体と同様に、 3年ほど

のサイクルで好不況の波が訪れ、シリコンサイ

クルになぞらえて「クリスタルサイクル」と呼ば

れるようになっていた。技術革新によって液晶

表示装置が大型化して、世代交代が頻繁に起

こるようになったためであった。

厳しい競争のなか、当社は液晶表示装置用

フォトマスク基板で約70%のシェアを占めてい

た。そして、さらなるシェアの拡大に向けて、既

存の顧客への販売拡大や新規顧客の開拓など

にいっそうの力を注ぐとともに、大型化や高精

細化の要求に応える技術を確立した。こうした

努力もあって、液晶表示装置用フォトマスク基

板は、順調に売上げと利益を伸ばした。

携帯電話需要に応えるLT

携帯電話用途の需要の伸びに対応するため

に、 1999年7月に着工した磯部工場のLT製造

用新棟の増設工事は、 2000年4月までに主要

設備が稼働し、 2001年3月に工事が完了した。

2000年代に入ると、携帯電話には絶えず小

型化、高機能化が求められており、 SAWフィ

ルターも小型化が必要不可欠であった。これに

対応するため、当社は単結晶の高品質化やSA

Wフィルターの微細化に対応したウエハーの



生産に取り組んだ。

KrFエキシマレーザー用フォトレジスト

でトップシェア

2000年7月、直江津工場でエキシマレーザ

ー用フォトレジストの増設工事の竣工式が行わ

れた。 KrFエキシマレーザー用フォトレジスト

では、最後発ながら優れた品質で多数の需要

家に採用されてトップシェアを確保した。エキ

シマレーザー用フォトレジストは、将来にわたっ

て着実な需要増が見込まれたため、直江津工

場では供給体制の強化を続けた。

2000年12月、 KrFエキシマレーザー用フォ

トレジストの開発を中心になって進めてきた合

成技術研究所の石原俊信所長代理の報告を受

けた金川社長は、次のように高く評価した。

「当社にとって画期的かつ歴史的であり、 Z

委員長として私は非常に誇りに思っている。

KrFエキシマレーザー用フォトレジストがここ

まで成功した理由は、着眼点や発想が優れて

いたことと、短期間に集中して、それを実現さ

せたことである」。

2000年代に入るとICチップの微細化は加

速して、 2003年には回路線幅O.llμmのデバ

イスが量産化に入った。

当社のフォトレジストは韓国、台湾市場で優

位な位置を占めていた。これら既存顧客向けの

拡販を進めるとともに、欧米の新規需要家の開

拓に注力した。また、新たにエレクトロニクス

産業の一大拠点として台頭した中国市場を開

拓して、高いシェアを確保した。

2001年6月には、フォトレジストの研究の効

率化と迅速化を図るため、それまで合成技術

研究所を中心に行ってきたフォトレジストなど

電子機能性材料に関する研究開発を、新設の

新機能材料技術研究所に移管した。同研究所

は積極的に設備投資を進め、熾烈な開発競争

が続くフォトレジスト分野で世界に先駆けた成

果を上げるべく、所長の石原取締役をはじめと

する全員の力を結集させた。

KrFエキシマレーザー用フォトレジストの

シェア拡大は、営業と研究が一体となり、各社

の最先端製品で確実に当社のレジストが採用

されるよう、需要家と密接な関係を築いたこと

による大きな成果であった。

zテーマの展開

液状フッ素エラストマーは、フッ素樹脂とシ

リコーンの特性を兼ね備えた素材として用途

が拡大し、需要家数も増加した。自動車関連を

中心とする既存の用途に加え、新規用途の開

発に力を注ぐとともに、国内、米国、欧州、アジ

アの各市場で販売拡大に努めた。

ペリクルは国内フォトマスクメーカー向けの

販売拡大とともに、韓国、米国、欧州では拡販に、

台湾では新規需要家の開拓に取り組んだ。ま

た研究開発においては、液晶表示装置用の大

型ペリクルの開発を進めた。

シリカについては2000年11月、群馬事業所

にフュームドシリカに表面処理を加えた処理シ
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リカの量産設備が完成した。シリカはシリコー

ンゴムの充填剤を主な用途としていたが、その

他の新規用途の開拓にも努めた。

また、 2000年11月には、 Zテーマの一つであ

る光アイソレータの事業化も発表した。

zテーマなど研究開発については、 Z委員会

発足後10年を経た2001年5月、研究所の報告

を受けた金川社長は、今後の方針を次のように

述べた。

「zテーマも10年が経過し、よい面と問題点

がはっきりしてきた。ニューZでは大きく成長し

て利益に貢献する大型テーマに集中し、もっと

も効率的な方法で進めている。これまでのZ

テーマの経験から見て、テーマを厳選しなけれ

ばならない」、「事業化は一種のベンチャーで

あり、高度な事業的センスが必要である。研究

段階を終えて市場に出るときには、それまでと

は違う視点や対策がなければ成功しない」。

ニューZ委員会では重要テーマを厳選して、

事業化に直結する研究開発を進めた。

世界にはばたくセルロース事業

セルロース事業は着実な成長を続け、安定

的な収益源として重要な役割を果たしていた。

押出成形セメント板などの建材・土木分野、錠

剤や顆粒剤のコーティングや結合剤、崩壊剤な

どの医薬材料分野で順調に事業を展開した。

さらなる成長を期していくために、工業用で

は、自動車排ガス浄化装置の触媒担体として

使われるセラミックハニカム用途に注力した。



これは、触媒担体を成形する結合剤としてセル

ロース誘導体を用いるもので、排ガス規制が強

化されるなかで急速に販売実績を伸ばした。

医薬用では、第3章でも触れたカプセル用途

が成長した。さらに2003年6月には、厚生労働

省がセルロース誘導体（「メトローズSH」)を新

規の食品添加物として認可した。これにより保

健機能食品のカプセル剤や錠剤にも、セルロー

ス誘導体が使用できることになり、サプリメン

ト市場への販売機会が広がった。

このようななかで、積極的な販売拡大に対応

するため、直江津工場ではメチルセルロースを

生産する「MC-N工場」の新設工事を実施し、

2002年1月に竣工式を行った。 MC-N工場に

は最新鋭の反応器が導入され、生産能力は従

来の2割増の年産l万8000tとなった。

生産量の増加に対応して直江津工場では、

2001年2月にセルロース製品倉庫を竣工させ、

それまで工場内に点在していた工業用セル

ロース製品の倉庫を1カ所に集約、受注・出荷

郭門を統合し、業務の効率化とコスト削減を果

たした。さらに2002年9月には、セルロース製

品の原料パルプの倉庫を完成させた。

セルロース事業は、こうして生産能力増強と

全量販売の努力を積み重ね、国内市場におけ

る圧倒的なシェアの確保に努めるとともに、医

薬材料などの高付加価値分野で独創性のある

技術開発を進めて、主要事業の一つとして着

実に成長した。

だが、セルロース事業を一段と拡大させるに

は、国内市場だけでなく、本格的な海外の工業

用市場への展開が必須であった。とりわけメチ

ルセルロースの最大の市場である欧米の建材

市場への進出が、その鍵を握っていた。

そのためには海外に生産拠点を確保するこ

とが不可欠であったが、海外に新たに工場を

建設して市場を開拓していくには制約があり、

時間を要する。市場環境の変化が加速するな

かで、時間をかけていては競争に取り残されて

しまう危険性もあった。

この点に関して金川杜長は、セルロース事

業を迅速に大きく伸ばす有力な手段として、

M&Aの実施も視野に入れていた。このため

1990年代末から、金川社長はセルロース事業

を擁する世界各国の企業に対して、事業売却

の意向がないか打診し続けてきた。このような

なかで2003年8月、事業の見直しを進めてい

たスイスのクラリアントが、セルロース事業の

売却を決定したという情報がもたらされた。

当社は折衝の末、 2003年10月31日に買収契

約を締結し、ドイツのフランクフルト近郊の

ヴィーズバーデン市にある工場をはじめとする

クラリアントのセルロース事業を、オランダの

シンエツインターナショナルヨーロッパを通じ

て買い取ることとなった。買収手続きは2003年

12月末に完了した。クラリアントのセルロース

事業は、シンエツインターナショナルヨーロッ

パの全額出資子会社として新たに設立した「S

Eタイローズ社」が引き継いだ。

世界的に見るとセルロースの生産拠点は欧

州に多く存在し、そのなかでもクラリアントはメ

チルセルロース年産2万7000t、ヒドロキシェ

チルセルロース年産1万tの生産能力を有する

欧州最大手メーカーであった。クラリアントの
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セルロース工場は、ドイツの旧ヘキスト社が所

有していたもので、クラリアントの前身である

スイスのサンド社がそれを買収していた。

クラリアントは欧州の建材や塗料用途に強

みを持っていた。そのため、この買収によって

当社は欧州市場への足がかりを得ただけでな

く、これまで得意としてきた建材や医薬用途に

加え、クラリアントの優れた製品や技術もあわ

せ持つこととなった。

SEタイローズの経営は、金川社長の指揮の

もと、組織と技術の両面から工場の合理化を

進めるとともに、当社グループが全面的に協力

して販売の拡大を図った。工場の合理化は、シ

ムコアやシンエツPVCの工場運営で実績を持

つ、シンテックのシュレーダー副社長を中心に

進められた。

フェロモン開発で農林水産大臣賞

2000年11月、当社フェロモン剤研究開発グ

ループは、 2000年度の「民間部門農林水産研

究開発功績者表彰」で最高位の農林水産大臣

賞を受賞した。この表彰は、農林水産分野で官

民がともに協力し合いその発展に資するため、

また研究者の意欲向上を図ることを目的に創設

されたもので、 2000年度が第1回目であった。

当社の受賞理由は、害虫の性フェロモンの大

量合成法と、長期間にわたりフェロモン放出の

均一性を保つ製剤の開発に多大な功績を残し

たことであった。



海外展開が進む電子材料事業

マグネット事業では第3章第VI節で触れたよ

うに、1999年3月にシンエツマグネティクスフィ

リピンを設立し、同社のマグネット加工工場は

2000年6月に本格操業に入った。これにより武

生、マレーシア、インドネシア、フィリピンの4

極体制で、大手需要家が集中するアジア市場

に製品を供給することとなり、需要家の要請に

いっそう迅速に対応することが可能になった。

VCM以外の用途を広げる努力も続け、環

境への配慮の高まりを捉え、省エネモータ用途

の開発などに力を注いだ。新規用途である省

エネルームエアコンのコンプレッサー用モータ

やエレベーターのモータ、産業用リニアモータ

向けなどの販売に取り組み、また、ハイブリッ

ド車の駆動用モータや発電機用モータなどの

次世代分野にも着実に用途を拡大した。

レア・アースマグネットでは、原料の供給国

である中国のマグネットメーカーが生産に意欲

を見せ始めており、安価な中国製品と市場で競

争を余儀なくされることが予見された。このた

め価格競争に巻き込まれることがないように、

高機能、高品質という当社が得意とする高付加

価値品で市場を確保する方針をとった。

EMCは2000年以降もシンエッェレクトロ

ニクスマレーシアの設備を拡充して、海外生産

を強化した。 EMCの生産量は2000年以降、

海外が国内を上回るようになり、 2002年春に

は、 EMCの生産は、全面的に磯部工場からシ

ンエツエレクトロニクスマレーシアに移管され

た。そして磯部工場では、液状EMCを中心に

生産することとなった。

2000年代に入ると、米国で2004年以降の鉛

使用禁止、欧州で2008年以降の臭素含有化合

物の使用禁止が決まるなど、世界的に環境規

制が強化され、これがEMC分野にも影響をも

たらした。ハンダに鉛が使えなくなってハンダ

付けに要する温度が上昇する一方で、臭素を

含む従来の難燃剤が使えなくなることから、グ

リーンEMCへの需要が高まった。そこで、こ

の動きを新たな成長の機会と捉え、グリーンE

MCの拡販に力を注いだ。

また、 ICチップのサイズ縮小に対応した液

状EMCも順調に出荷を伸ばし、高収益製品と

してEMC事業の成長に貢献した。当社は、特

にアジア市場への拡販に注力するとともに、新

規分野の開拓を進めてシェア向上を図った。
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挑戦を続ける信越化学
～攻めの経営方針、いっそう鮮明に～

2004年、さらなる成長に向けてシンテック、信越半溝体などの大型投

資を相次いで決定、シリコーン事業ではタイの工場が本格稼働した。

また、レア・アースマグネット、合成石英、セルロース誘導体、フォトレジ

ストなど各事業とも拡大した。こうして2008年3月期連結決算は13期

連続で最高益更新となった。「永遠の成長」に向けた当社グループ

の挑戦はいまも続いている。
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2004年1月の当社賀詞交歓会
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D「永遠の成長」に向け
力強く前進

大型投資で、強い分野をより強く

2004(平成16)年1月、本社年賀式において

金川社長は、年頭挨拶に続いて従業員との質

疑応答に時間を割いた。そのなかで当杜の将

来像について問われ、次のように答えた。

「私は信越化学を永遠に伸び続ける会社に

したいと思っております。永遠に伸び続けるた

めにまず必要なことは、最近の例でいえばシン

テックの第2工場や300mmウエハーのように、

適切な投資を行っていくことです。もう一つは、

最適と思われる研究テーマを選択して、それに

基づく新規事業を進め、収益に結びつけること

であると考えています」。

実際に投資案件の一つであったクラリアント

のセルロース部門の買収は、 2003年12月に手

続きが完了し、同事業を引き継ぐSEタイロー

ズが設立された。さらに、当社とGEおよび東

芝との合弁で2001年2月に設立されたタイの

アジアシリコーンズモノマーでは、 2003年末か

ら工場の試運転が始まり、 2004年5月にはタイ

政府関係者ら来賓を招いてグランドオープニン

グセレモニーを開催した。

こうして2004年は、当杜グループがそれま

で数年間建設を進めてきた海外の大型設備が

稼働し、シンテックと信越半導体における大規

模な増強計画とともに、世界市場をにらんだ大



きな一歩を踏み出す年となった。

2004年初めの世界の経済環境は、 ITバブ

ル崩壊の影響が払拭されておらず、米国経済

は堅調ながらドル、株価、債券のトリプル安が

懸念されていた。また、国内経済は緩やかな回

復基調にあるといわれながら、個人消費が依

然として低迷を続け、デフレ傾向から脱却しき

れず、力強さを欠く状態であった。

先行きに不安が残る状況ではあったが、当

社は売上高、利益ともに高い目標を掲げ、その

実現に取り組んだ。その結果、第127期(2004

年3月期）連結決算では、売上裔、利益とも前

年を上回り、連結当期純利益は9期連続で最

高益更新となった。

国内塩ビ事業で長年懸案であった価格後決

め方式に関しては、当社は2003年12月に、同

方式の廃止と塩ビ樹脂1kg当たり15円の値上

げを発表し、需要家と粘り強く交渉を進めた（第

4章第III節参照）。その結果、需要家の理解が

得られ価格先決め方式となり、値上げを実施し

た。これにより赤字が続いていた国内塩ビ事業

の収支は改善された。

合成石英は液晶表示装置用フォトマスク基

板が健闘したものの、光ファイバー市場が急激

に縮小し、光ファイバー用プリフォームが大幅

に落ち込んだ。そのため第127期の合成石英事

業は売上高、利益ともに前年を下回った。

シリコーン系事業の第127期の売上高は、堅

調な国内販売と中国・東南アジア地域の需要拡

大により前年を上回ったが、輸出の収支が悪化

して減益を余儀なくされた。このため2004年

の年初から、シリコーンの輸出の収益改善に向

けた取り組みを進めた。

2004年4月に始まった第128期は、各事業と

も成長力の確保にいっそう注力した。とりわけ

シンテックや300mmウエハーといった国際競

争力を有する事業は、大規模な設備投資を実

施して競争力の強化に努めた。

2004年9月の第128期中間決算では、売上

高が前年同期比15%増となり、営業利益、経

常利益、当期純利益はともに前年同期比20%

を超える高い伸びを示した。

各事業を見ると、シンテックと300mmウエ

ハーの両事業が世界市場で順調に販売を拡大

し、液品表示装置用フォトマスク基板も大幅に

収益を伸ばした。一方、国内塩ビ事業とシリコー

ンの輸出では収支の改善が進んだ。また、 SE

タイローズは順調な業績推移となり、早くも連

結決算に寄与した。

この結果、期初の予想を大きく上回る好業績

となり、第128期(2005年3月期）通期の業績予

想についても、 2004年10月の中間決算発表時

に、期初の予想を大幅に上方修正した。

設備投資の面では、 9期にわたる最高益更

新によって生み出された豊富な自己資金を活

用して、国際競争力を強化する思い切った大

型投資が可能になっていた。

2004年12月、シンテックはかねてから準備

を進めてきた大規模な設備投資計画を発表し

た。フリーポート工場が操業を開始して30周年

を迎えたシンテックは、それまで塩ビポリマー

のみを生産してきたが、この設備投資によって

原料の塩素から塩ビモノマー、塩ビポリマーま

での一貰生産体制を確立することとなった。必
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大きく報道された塩ビ一貫生産工場建設計画

(2004年12月7日、日本経済新聞1面）

要な投資額約1000億円は、全額をシンテック

の自己資金で賄う計画であった。

この計画は2段階に分かれており、その第

l段階は塩素30万t、か性ソーダ33万t、塩ビモ

ノマー50万t、塩ビポリマー30万tの工場を建

設する。その後、第2段階として増強工事を行

い、完成時には塩素45万t、が性ソーダ50万t、

塩ビモノマー75万t、塩ビポリマー60万tの生

産能力を持つ、塩ビ一貫生産工場を完成させ

るものである（生産能力はいずれも年産）。

立地については、発表段階ではシンテックの

塩ビポリマー工場があるテキサス州またはルイ

ジアナ州とされたが、その後、ルイジアナ州の

同社アデイス工場近くのプラクマンに建設され

ることが決まった。

塩ビの世界市場は年率3~4%の成長を続

けており、とりわけ米国市場は建材分野などを

中心に堅調に推移していた。シンテックは当社

グループの中核として、米国をはじめ全世界の

塩ビ需要の伸びに迅速に対応した。当社グルー

プは世界市場においてトップシェアを確保して

きたが、大型設備投資によって、さらに基盤を

強化することになった。

同じく2004年12月、信越半導体が300mm

ウエハーの生産能力増強計画を発表した。信

越半導体は2001年2月に、白河工場で世界に

先枢けて300mmウエハーを量産化し、その後

も設備増強を続けて、 2004年12月には月産30

万枚の生産能力を有していた。

この増強計画では、白河工場とSEHアメリ

カで大規模な設備投資を行い、 2005月9月ま

でに月産40万枚、 2006年秋までに月産50万枚
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に生産能力を高めることとして、計1000億円の

投資額を見込んだ。

この計画の実施により、 SEHアメリカは当

社グループで初の300mmウエハーの海外生

産拠点となった。

300mmウエハーの生産拠点を白河工場と

SEHアメリカの2カ所に設けたのは、生産規

模を拡大すると同時に、地震や風水害といった

自然災害などのあらゆるリスクを分散し、安定

供給を図るためであった。

z委員会による新規事業テーマ(Zテーマ）

については2004年11月、新機能材料二部と新

機能材料三部を統合して「新規製品部」を新設

し、同部が液状フッ素エラストマー、ペリクル、

シリカなどを担当した。また、新機能材料一部

は新機能材料部と改称し、エキシマレーザー用

フォトレジストと厚膜フォトレジストを取り扱う

こととなった。

「成長神話」の復活へ

2004年後半も好調な業績推移が続いた。

2005年1月の年頭挨拶で金川社長は、第128

期(2005年3月期）以降、前年比2ケタの増益

を毎年続けて達成することを、「成長神話の復

活」という言業を用いて強く訴えた。その具体

的方策として「現業の強化」、「新規事業の育

成」、「大型投資案件の実施」の3点を挙げた。

2005年3月には、業績が好調なSEタイロー

ズと、当社直江津工場におけるメチルセルロー

スの増強計画を発表した。 SEタイローズでは

年産2万7000tから4万tに、直江津工場では

同2万tから2万3000tに増強する計画で、投

資額は約200億円であった。

同じく 3月には、ユニチカとの折半出資で

あった日本酢ビ・ポバールのユニチカ保有株式

275万株を約70億円で買い取り、日本酢ビ・ポ

バールを当社全額出資子会社とした。日本酢

ビ・ポバールの経営を一元的に行うことで意思

決定の迅速化を図り、市場の変化に対応しな

がら、当社グループの有機化学品部門の一翼

を担う存在として拡大成長を目指した。

前述のとおり、 2004年9月の第128期中間決

算で大幅な増収増益を果たしており、継続して

第128期決算においても売上高、利益とも2ケ

タの伸びを達成し、連結当期純利益は10期連

続で最高益更新となった。連結売上高9674億

円、連結当期純利益931億円で、それぞれ1兆

円、 1000億円の大台が目前となった。

2005年4月に始まった第129期の世界経済

は、原油をはじめとした原材料の価格上昇基調

が続く一方で、BRICsと呼ばれるブラジル、ロ

シア、インド、中国の4カ国が、世界経済の新

たな牽引役として注目された。こうした国際的

市場環境を踏まえて、第129期経営目標に「世

界中の既存顧客および潜在顧客に拡販を推進

する」を掲げ、具休的には「中国・ロシアなどへ

の販売を大幅に増やす。ただし与信リスクは厳

に排除する」とした。

また、当社グループ間の連携については「当

社グループ、部門間の垣根を取り、グループの

総合力を生かし、販売を増やす」と、踏み込ん

だ表現をした。グループ間の協力関係は年々強
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三益半導体工業の半導体事業部・上郊（かみさと）工場

（群馬県高崎市）

化されており、設備投資や販売など、さまざま

な経営上の課題について、グループ各社が協

力する体制がつくられた。

2005年8月には、シリコンウエハーの加工を

手がける三益半導体工業が実施した第三者割

当増資を、当社が全額引き受けて、三益半導体

工業における持株比率を第三者割当増資前の

5%から28%に高めた。この結果、三益半導

体工業は当社の関連会社となった。

さらに2005年12月には、三益半導体工業の

株式を、公開買付け(TOB)によって追加取得

することを決定した。この公開買付けは、三益

半導体工業の同意のもとに2005年12月から

2006年2月まで行われ、当社は三益半導体工

業の株式600万株を買い付けた。買付け後の

三益半導体工業における当社の持株比率は

40%を上回った。

三益半導体工業は、シリコンウエハーの加

工を行う「加工3社」の一角を占め、長年にわ

たり優れた加工技術を培ってきた。当社の関連

会社となったあとも技術交流を促進し、新たな

加工技術の共同開発などを進めた。

半導体市場の拡大のなかで、シリコンウエ

ハーの加工技術は重要性を増した。当社と三

益半導体工業の関係強化は、当社グループに

とっては高度な技術を有する加工拠点の確保

の点から不可欠であり、三益半導体工業にとっ

ては安定した経営基盤の確保により、機動的な

設備投資など迅速な事業展開が可能になり、

双方に利点をもたらすものであった。

とりわけこの時期、資本市場では、企業の資

産価値のみに着目した投機的な企業買収がし



きりに行われており、優れた業績を上げる企業

にとって安定株主の確保は重要性を増してい

た。三益半導体工業との資本関係の強化は、こ

の点にも貢献するものであった。

第129期(2006年3月期）決算は、連結売上

高1兆1279億円、連結当期純利益1150億円と

なり、連結売上高 l兆円、連結当期純利益

1000億円の大台を超えた。連結売上高は前年

比16.6%増、連結当期純利益は同23.5%増と

前期に引き続き高い伸び率を示し、連結当期純

利益は11期連続で最高益を更新した。

シンテックは米国の旺盛な住宅建設需要を

背景に、フリーポート、アデイスの2工場でフル

生産を続けるとともに、原料費高騰にともなう

価格改定を実施し、 2005年12月期も業績を大

幅に向上させ、過去最高の業績となった。

シリコーン系事業は国内の需要増と輸出の

収支改善が奏功して、前年を大きく上回る業績

となり連結決算に貢献した。

半導体シリコン事業は300mmウエハーの

「成長神話」をめぐる指摘

2005年の年頭挨拶で、金川社長が「成長神

話」という言葉を用いたのには理由があった。

2003年5月に当社はアナリストから、「成

長株としての役割が終わったことを示してい

るようにも感じられる」とレポートされた。

9月に行われた投資家向け説明会でも、「成

長を続けているが伸び率は下がっている。再

び高成長を達成することは可能なのか」とい

う質問を受けた。

その当時、当社はすでに10年近くにわたっ

需要増に対応するとともに、 200mmウエハー

(8インチウエハー）、 SOIウエハーなども好調

で、売上げ、利益とも2ケタの伸びとなった。

そのほか、電子材料ではマグネットのVCM

用途が高い伸びを示し、エキシマレーザー用

フォトレジストも収益を伸ばした。また、合成石

英事業では、液晶表示装置用フォトマスク基板

が好調だった。セルロース事業は国内市場が

堅調に推移し、 2005年12月に直江津工場の増

設を完了した一方、 SEタイローズは欧州の建

材市場で販売を伸ばした。

こうして当社グループは2期連続で売上げ、

利益とも2ケタ成長を達成し、ここに「成長神

話の復活」が実現した。

2006年度の事業動向

2006年4月から始まる第130期も、国内経済

は企業の設備投資などに支えられて緩やかな

て最高益更新を続けており、前年比10%を超

える成長を続けるには、毎年100億円規模の

利益増を続けなければならなかった。金川社

長は、これを「優良会社を毎年1社つくり続け

ることに匹敵する」と表現している。当時の経

済環境では、極めて困難なことであった。

それでも、指摘を受けた金川社長は、容易

ではない2ケタ成長の持続にあえて挑戦する

決意を新たにした。それが「成長神話の復活」

という年頭挨拶に込められていた。
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オランダのシンエッPVC
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回復を見せ、東南アジアや中国経済も拡大が

続いた。また米国では、エネルギー価格の高騰

や個人消費の動向などが懸念されたが、総じ

て底堅く推移した。

このような事業環境のもと、当社は3期連続

の2ケタ成長を目指し、世界市場における積極

的な販売拡大、原料価格高騰にともなう販売

価格改定、将来の発展に向けた設備投資、新

製品の開発や事業化などにいっそう注力した。

2007年1月、金川社長は本社年賀式におい

て、当社の将来について次のように述べた。

「私が新年に見た夢は、当社が世界の化学企

業のなかで時価総額でトップの地位について

いるという将来像です。時価総額は、市場が当

社をどう評価するかという一つの尺度であり、

非常に大切なものだと思います」。

そして、世界の化学企業でトップになるのは

容易ではないが、この目標達成に向けて、現業

製品の強化、新規製品の早期育成、さらに各部

門で原材料の安定的確保に向けた対策を進

め、当社としての強い「根」を張ることを従業員

に求めた。

第130期(2007年3月期）決算は連結売上高

1兆3046億円、連結当期純利益1540億円とな

り、連結売上高は前年比15.7%増、連結当期

純利益は33.9%増となった。連結当期純利益

は、 12期連続の最高益更新となった。

連結決算に大きく貢献しているシンテック

は、きめ細かい拡販努力により高水準の出荷を

続ける一方、ルイジアナ州プラクマンの新工場

建設工事を着実に進めた。 2006年10月以降、

米国の住宅着工件数は低迷したが、シンテック



の業績は2006年12月期も引き続き増収増益と

なり、過去最高の業績となった。

2006年9月には、オランダのシンエッPVC

とドイツのSEタイローズで増設工事が完成し

た。両社とも欧州市場を中心に生産と販売を伸

ばし、当社グループの収益に着実に貢献する

事業へと成長した。

需要の急拡大が続く300mmウエハーは第

130期も旺盛な出荷が続いた。信越半導体グ

ループは顧客の要望に対応するため、複数の

300mmウエハー生産拠点で迅速な増強投資

を進めると同時に、優れた品質を備えた製品の

供給を続け、シリコンウエハー市場で引き続き

優位性を確保するよう努めた。さらに200mm

ウエハーも好調に推移した。

このほか、国内と輸出がともに好調だったシ

リコーン、先端デバイスで本格採用が始まった

ArFエキシマレーザー用フォトレジスト、 vc

Mおよび一般用レア・アースマグネット、医薬

用セルロース誘導体などが売上げ、利益を伸

ばし、業績に寄与した。

2007年3月には、凸版印刷との共同開発に

よる、線幅45nm、32nmの最先端半導休デバ

イスに対応するフォトマスクブランクスの開発

成功を対外発表した。

フォトマスクブランクスは、フォトマスク用合

成石英ガラス基板の上に遮光性藩膜を形成し

たものである。共同開発では当社がフォトマス

クブランクスの開発を担当し、凸版印刷が開発

品の評価とフォトマスク生産の新プロセス開発

を担当した。

その結果、優れたエッチング特性を持つフォ

トマスクブランクスの開発に成功し、フォトマ

スクの微細加工精度が大幅に高まり、高精度

で信頼性の高いフォトマスクの供給が可能に

なった。

直江津工場セルロース設備爆発事故

第130期末を間近に控えた2007年3月20日

午後4時25分頃、直江津工場第3製造部のセ

ルロース製造設備(MC-II工場）で、粉塵爆発

と思われる爆発火災事故が発生した。現場で

作業中の17名が負傷した（重体3名、重傷5名、

軽傷9名）。事故にともない近隣住民の一部は

緊急避難を行った。鎮火を確認したのは、同日

午後11時11分であった。

金川社長は事故直後から、現地対応につい

ては森俊三専務に全権を与え、負傷者や近隣

住民への対応、当局への対応にあたらせた。

直江津工場は事故の翌朝から工場周辺を戸

別訪問し、お詫びと被害状況の調査を行った。

その結果、判明した被害は軽傷l名、物損被害

は民家の窓ガラスやサッシなどの破損で22件

であった。

当社は事故発生と同時に災害対策本部を設

置して、負傷者が最高の治療を受けられるよう

に最善を尽くすことと、負傷者の家族や近隣住

民への対応を最優先事項とした。

翌21日には警察、消防など関係当局による実

況検分が行われ、本格的な事故原因の調査が

始まった。当社も3月23日、事故原因の調査と

安全対策の見直しを目的として、災害対策本
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部内に、秋谷文男専務と幅田紀一常務を責任

者とする「事故原因究明・安全対策委員会」を

設置した。

当社グループは経営目標に「安全・環境第一」

を鉄則として掲げ、製造設備の環境保安対策、

環境保安に関する教育、安全管理体制の整備

などを行い、その徹底を図ってきた。それにも

かかわらず事故が発生したことを厳粛に受け

止めた。

直江津工場、セルロース部、広報部は事故

に関する状況が判明し次第、すみやかな情報

開示に努めた。また金川社長は3月22日に本

社、 23日に上越市で謝罪の記者会見を行った。

会見のなかで金川社長は、最高責任者として

事故の全責任を負うとして、 2007年3月以降

半年間にわたり、自らの報酬の50%を返上す

る処分を発表した。

現地で会見を行った3月23日には、金川社長、

森専務、桐祗崇直江津工場長が上越市長、上

越市議会議長、上越地域消防事務組合消防長、

上越警察署長、上越労働基準監督署長を訪れ

謝罪した。

直江津工場内の設備は事故発生で使用を停

止したが、セルロース製造設備以外は安全確

認が完了し、当局からの使用許可と近隣住民

の理解が得られたため、 3月25日午前9時から

逐次、操業を再開した。

3月26日、金川社長は、当社各工場およびグ

ループ各社に対して 「工場安全の徹底につい

て」通達を発し、原点に戻って工場の安全につ

いて大至急点検・確認しで必要な改善を実施

し、その結果を報告することを指示した。



4月5日には、金川社長と幅田常務、桐工場長

が新潟県知事、新潟県警察本部本部長を訪れ、

謝罪した。直江津工場のセルロース製造設備

は5月22日から、その一部が操業を再開した。

このときの泉田裕彦新潟県知事の助言も受

けて、当社は生産現場の小さな危険も含めた

安全対策をいっそう推進するため、「ヒャリ

ハット（ヒャリあるいはハッとして、あわや事故

になりかねない危険な事例）」について緊急ア

ンケートを社内で実施。その回答内容を当社グ

ループ全体で共有するとともに、 5月1日にホー

ムページに掲載して、社外に公表した。

2007年度の事業動向

2007年4月に始まった第131期は、日本経済

は持続的な景気拡大にあり、民間設備投資や

輸出が堅調に推移して確かな足取りを見せて

いた。ただし、世界経済には懸念材料がないわ

けではなかった。一つは前年度から続いている

原油価格の高騰が一向に収まらず、原料や燃

料価格が高騰したこと。そしてもう一つは、米

国の景気拡大にかげりが見え、住宅需要が減

速した点であった。

このような状況下で金川社長は、 4月に行わ

れた入社式の席上、増益を継続していくための

基本として、他社との差別化を図ることの重要

性について、このように述べた。「製品はコモ

デイティとスペシャルティに大別されますが、

スペャルティ製品でも希望する価格で買ってい

ただける製品はそう多くありません。現在、ス

ペシャルティ製品である300mmウエハーでも、

コモデイティ化が進んでいます。それでも（価

格競争ではない）差別化を図ることが可能で

す。たとえば、 1カ月間に数十万枚のウエハー

をつくっても不良品ゼロを維持していれば、需

要家の信頼を勝ち取れます」。

さらに、コモデイティ製品では経営力が業績

に大きな影響を与える点について、こう語った。

「経営における重要な決断の一つは設備投資

です。規模のメリットを生かしコスト競争力を

確保しておけば、不況で価格競争に陥ったとき

も勝ち残ることができるのです。当社グループ

が世界トップのシェアを持つ塩ビ事業では、

『塩ビのようなコモデイティ製品は利益が上が

らない』というのが世界の常識のように言われ

ますが、それは誤りで、経営力次第で大きな利

益を上げられることを実証しています」。

こうした経営方針のもと、塩ビ事業ではシン

テックが、米国内の需要低迷のなかでフル生

産・フル販売を堅持した。長年にわたり培って

きた米国内外の販売網を最大限に生かすとと

もに、新規顧客の開拓にも注力。この積極的な

取り組みが奏功し、米国の塩ビメーカーが軒並

み大幅減益や赤字転落を余儀なくされるなか、

シンテックは高水準の利益を確保した。

半導体事業では、 300mmウエハーの需要

が本格化するなかで、その早期増産とリスク分

散を図り、国内および米国で設備増強を実施。

当初計画を前倒して2007年夏に月産100万枚

の生産体制を確立し、世界最大のシリコンウエ

ハーメーカーとして需要家の信頼に応えた。さ

らに、 200mm以下のウエハーについては、高
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■ ROEと配当の推移

期
連結ROE 1株当たり配当
（％） （円）

1998.3 96 8.5 

1999.3 82 9.0 

2000.3 7.9 10.0 

2001.3 9.4 12.0 

2002.3 9.0 12.0 

2003 3 8.8 14.0 

20043 8.6 16.0 

2005 3 9.8 200 

2006 3 10.6 350 

2007 3 12.4 70.0 

20083 133 90.0 

ム
． 

順位

イ
デ

＇ 
．． 
ス

界
世
る
け
お
IJ 

会社名

1 信越化学工業

1 BASF(AG) 

3 Air Products and 
Chemicals.Inc. 

3 旭化成

付
格
の
社
会
学
ヒ‘ー

格付 見通し

Aa3 Stable 

Aa3 Negative 

A2 Stable 

A2 Stable 

＇ t 
9,' 2 

国

日本

ドイツ

米国

日本

3 E.I. Du pont de 
Nemours and Company A2 Negative 米国

3 カネカ A2 Positive 日本

3 PPG Industnes, 
Inc 

A2 Stable 米国

3 Praxair,Inc A2 Stable 米国

3 Royal DSM N.V A2 Stable オランダ

3 Sigma-Aldnch Corporation 
A2 Stable 米国

3 Solvay SA. A2 Stable ベルギー

印高＇ 格付けレベル

ロ□ニーAaAa-iBa→B_3＿ー―彗一l-Ca_3一ー―C_3-゜

※当社絹ベ

品質化、特殊用途向けなどの差別化を積極的

に進めることで競争力の強化に力を注いだ。

セルロース事業については、生産拠点の複

数化による安定供給の強化を図るため、これま

で直江津工場のみで行っていた医薬用セル

ロース製品の生産を、 SEタイローズでも行う

こととし、ドイツで医薬用セルロース生産設備

の建設に着手した。

またレア・アースマグネットは、ハイブリッド

車や省エネエアコン向けなどの需要が急速に

伸びた。これに対応して生産拡大を図るため

に、 2007年7月、武生工場と一体運営できる距

離にあり、産業基盤が整備された「テクノポー

ト福井」（福井県坂井市）内に、レア・アースの分

離精製設備を新設することを決定した。

2007年秋以降、米国では「サブプライムロー

ン」問題が顕在化し、世界的なドル安•株安と

なった。また、原油や原材料の価格高騰も収束

する兆しが見えず、世界経済は大きな転換点

を迎えた。このようななかで当社グループは、

世界の幅広い顧客への積極的な販売活動を展

開するとともに、生産能力の拡大や新規製品の

開発・事業化、安全管理と環境保全の徹底な

どに努めた。

こうした経営努力が功を奏して、第131期の

業績は連結売上高1兆3763億円（前期比5.5%

増）、同・営業利益2871億円（前期比19.1%増）、

同・経常利益3000億円（前期比21.5%増）、同・

当期純利益1835億円（前期比19.2%増）と2ケ

タの増益を達成。連結当期純利益では13期連

続の最高益更新を実現した。



福井前日銀総裁、特別顧問に就任

枇界で最も優れた中央銀行総裁

2008年11月1日、当社は福井俊彦氏を特別

顧問に迎えた。福井氏は2003年3月から2008

年3月まで日本銀行総裁として、強い信念を

持って金融政策を推進され、広く内外から絶

大な信頼を寄せられた。在任中には、デフレ

状況からの離脱、量的規制緩和の解除、利上

げの実行など、いずれもわが国経済の立て直

しに欠かせない金融政策を果敢に実行し、成

功裏に導いた。また、 2004年には、権威ある

英国の経済誌『エコノミスト』により「最も優

れた中央銀行総裁」に選ばれ、その卓越した

見識とゆるぎない信念に裏打ちされた指導力

は、 世界的に高く評価されている。

金川社長と福井氏の出会い

福井氏と金川社長の出会いは、福井氏が総

裁在任中に金川社長を招いて、経営観などを

尋ねる機会を設けたのが始まりであった。「イ言

越化学を途切れることのない成長に導いてき

た金川社長の優れた経営手腕については、さ

まざまな資料やデータから早くから注目して

いましたが、資料を調べるだけでは飽き足り

なくなって直接お話を承りたいと金川社長に

お願いしたところ、快く引き受けてくださった

ことは望外の喜びでした」と福井氏はのちに

当社での懇談会で語っている。

また、当社との出会いは、福井氏が日銀に

入行された翌年に新潟支店に赴任された頃に

さかのぼる。福井氏は入行当初から、日本銀

行は一般の金融機関に比べると産業界の人々

と出会う機会が少ないため、自ら積極的に出

かけていき、現実の産業界の動向をきめ細か

＜捉えることに意を用いてこられた。そのた

福井俊彦特別顧問

め、新潟支店勤務のときに、当社の直江津工

場にも訪れ、話を聞く機会があった。

特別顧問就任に招聘

福井氏の傑出した見識と指導力にかねてか

ら注目してきた金川社長は、福井氏が総裁を

退任すると、当社の経営全般に関して大所高

所から助言いただくために、特別顧問として

招聘することを決意した。金川社長は2008年

11月に開催された福井氏と当社役員の懇談会

の席上、その経緯を次のように語った。「厳し

い経済環境下にあっても、当社グループは世

界を舞台に発展を目指しています。福井前総

裁の傑出した見識を生かしていただき、大所

高所からご意見をいただくことを願って、あ

えて当社特別顧問ご就任を懇請いたしまし

た」。

折しも世界経済が大きな転換期を迎えるな

かで、当社は福井特別顧問を迎え、厳しい経

済状況下でも果敢に難局に立ち向かい、さら

なる発展を目指して決意を新たにした。
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継続的な改革・効率化

2004年以降も経営の合理化、効率化は一貫

して進められた。 G委員会は10年以上継続して

成果を上げたが、 2003年4月に始まった第127

期には、「第127期より開始の3カ年30%コス

ト削減計画の実行」を基本方針として掲げた。

その後、各工場では「工場のあるべき姿（ビジョ

ン）」を策定して、安全、品質、コストとも国際競

争力のある「ものづくり」の達成を目指した。こ

うして毎年100億円規模の合理化を実現した。

営業資金効率化委員会は、 2004年以降も引

き続き、代金回収日数の短縮や在庫の適正化

などによる改善額200億円以上の達成を目指し

て、日常の営業活動におけるきめ細かな活動に

取り組んだ。さらに販売直接費の合理化でも成

果を上げて、着実に収益向上に寄与した。

本業に集中し増益で株主に報いる

当社は、かねてから株主を重視した経営を

進めてきたが、 2004年以降、さらにROE(自

己資本当期純利益率）や配当性向の向上に注

力した。

ROEは投資家が注目し、株価に影響を与え

る経営指標の一つである。 ROEの上昇要因は

分母である自已資本の減少と、分子である当期

純利益の増加である。当社グループの自己資

本は大幅に増加しており、 ROE向上のために

は潤沢な資金を活用した自社株の買入消却も

選択肢の一つであった。しかし、これを行わず



に、大幅な増益を達成して、分子である当期純

利益を増やすことでROEの向上を図り、株主

の期待に応えることを目指した。

当社は第128期(2005年3月期）から第131

期(2008年3月期）まで、連続して前年比2ケタ

の増益を達成した。その結果、第128期以降の

連結決算におけるROEは各期とも前年を上回

り、第127期の8.6%に対して、第131期は13.3

％となった。

配当については2004年10月の第128期中間

決算発表時に、第128期通期業績予想を上方

修正すると同時に、 1株当たり年間配当金の予

想も20円に上方修正した。これは期初の予想

より2円増額、前年より4円の増配であった。

実際に第128期の1株当たり年間配当金は

20円となり、さらに第129期は35円となった。こ

れは長期的な観点に空って収益の拡大と企業

体質の強化を図りながら、株主への利益還元

を進めた結果であった。

そして第130期の1株当たり年間配当金は70

円、第131期は90円となった。これにより 1株当

たり年間配当金は、 10年前の第121期(1998年

3月期）の8.5円の10.5倍となった。

このような、好調な業績推移と強固な財務構

造を背景とした信用力は、従来にもまして高く

評価された。

国際的な格付会社のムーデイーズインベス

ターズサービスは、当社の格付けを2005年1月

に「A2」から「Al」に引き上げ、 2007年4月

に「Aa3」へと引き上げた。「Aa3」は、国内

化学会社はもとより、世界の化学会杜のなかで

もドイツのBASFと並びトップランクであっ

た。これは事業の成長性や安定した財務内容

が認められたものであった。

「挑戦」を評価する新人事制度を導入

こうした高い成長を継続するには、常に困難

なことへ挑戦し、これを成し遂げなければなら

ない。そのためにはこれまで以上に、従業員一

人ひとりが、それぞれの立場で持てる能力をい

かんなく発揮することが求められた。

当社は人事制度を1998年に抜本的に改定し

ており、年功や学歴ではなく、個々人の能力や

成果に基づいて処遇する制度を取り入れてい

た。しかし、国内の慢性的な景気低迷、日本企

業の急速な海外生産拠点の拡大、世界経済に

おける中国の影響力増大など、その後の企業を

取り巻く環境は予想以上に急速かつ大きく変

化しているとの時代認識のもと、 2004年4月に

人事制度の改定を実施した。

社報『信越化学』2004年4月号に掲載され

た人事制度改定に関する特集記事では、次の

ように説明した。会社は「これまでの延長線上

ではなく新たな発想をもって困難な課題に取り

組んでいかなければ、これからの成長はない」。

そのためには、従業員一人ひとりが「自分の持

ち場、立場において困難な課題に積極的に挑

戦」してほしい。そして「困難な課題に挑戦して、

それを成し遂げたならば高く評価し正当に処

遇する仕組み」であり、「困難な課題に果敢に

挑戦し、たとえ失敗したとしてもその過程を公

正に評価し、リカバリーが可能な制度」とする
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ための改定であった。

そのキーワードとなる「成果」については、毎

期の目標の達成度と目標の難易度によって評

価するとし、求められる成果は、量的拡大だけ

ではなく質的進歩が必要であるとした。「目標」

は「各人が果たすべき業務＋新たに挑戦する

課題」と定義された。

資格制度については全資格において自動昇

格を廃止し、困難な課題を達成した場合には、

これまで以上に昇格のスピードを速める一方、

降格の仕組みも初めて導入した。給与制度で

は、全資格同ーだった給与項目を2本立てとし

て、下位の資格では能力主義とし、上位資格に

なるほど成果主義が強まるものとした。また仕

事での頑張りに関係なく昇給する「年齢給Jを

廃止した。

このように資格制度と給与制度の変更を行

うことにより、年功や学歴ではなく、各人の成

果や努力に報いた制度へと移行した。

さらに高まる外部からの注Hと評価
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・・幽乎心'
「日経ものづくり大賞」の表彰状とブロンズ像

1990年代以降の好調な業績推移は、外部か

ら大きな注目を集めた。 2004年1月、日本経済

新聞社が実施した 「平成の名経営者」調査で、

金川社長が第6位に選ばれた。この調査は年

号が平成に変わって15年経過したのを機に、

平成の名経営者の群像を探るために同紙の読

者、企業トップ、市場関係者、同紙記者などに

幅広くアンケート調査を行ったものであった。

金川社長は市場関係者の回答で第3位、企
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業トップの回答で第5位に選ばれ、総合で第6

位となった。評価項目のなかでは「先見性」、「統

率力」、「業績」が高く評価され、特に「先見性」

では最高評価の「A」ランクであった。一般消

費者に馴染みのある最終消費財メーカーや流

通業のトップが名を連ねるなか、素材メーカー

の経営者では金川社長が唯一、上位に選ば

れた。

2005年8月、日経金融新聞に掲載された長

期の株価騰落率ランキングで、当社の株価上

昇率が36.38倍と算出され、第3位となった。こ

れは日本経済新聞社が、戦後60年の節目の年

にあたり金融・証券市場の変遷を振り返るため、

1977年12月28日の終値に対して、 2005年8月

12日終値の株価騰落率を算出したものであっ

た。比較の定点である1977年12月28日と2005

年8月12日に東京証券取引所第1部に上場し

ていた723社を対象とした。

この調査では、バブル崩壊後の不況時を含

め着実に成長を続けた企業が株価を高めて、

上位にランクされる結果となった。

2005年10月には、日本経済新聞社主催の第

2同「日経ものづくり大賞」で、シンテックが大

賞に選ばれた。同賞は国内外の「ものづくり」

に関わる優秀な工場、事業所、研究所や、そこ

で採用されるシステムを表彰するもので、 2004

年に創設された。シンテックの受賞理由は、「徹

底的に生産性を高めるとともに、排水処理など

環境対策を適切に行っており、化学工場の社

会的使命を認識している」ことであった。

金川社長が外務大臣表彰ほか受賞

2005年7月、金）II社長が「外務大臣表彰（平

成17年度個人の部）」を受賞した。表彰式は東

京都港区の外務省飯倉公館で行われた。

外務省による表彰理由は、「シンテックの

社長として米国経済の発展に多大に貢献し、

テキサス州名誉州民、ヒューストン市名誉市

民として賞され、またルイジアナ州名誉代表、

同州名誉州務長官にも州政府から任命され

た。また、 2001年の米国同時多発テロに際し

ては米国赤十字社に義援金を贈ったほか、米

国経済の発展および日米交流に長年にわたり

大きく貢献した」というものであった。

また、金川社長は2001年以来、 FEC国際親

善協会（現・民間外交推進協会）会長を務めて

おり、民間レベルでの国際親善に寄与してきた
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ことも高く評価された。企業経営者が外務大臣

表彰を受けるのは極めて異例のことであった。

さらに金川社長は、同会の会長として、2007

年6月にエジプトから「外務大臣表彰」、 2008

年5月にはベトナムから「友好勲章」を授与さ

れた。
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また、 2007年1月4日の日本経済新聞の紙面

では「時価総額増加ランキング」が発表され、

金川社長が9位にランクされた。これは国内の

全上場企業を対象に、社長就任時の月末と

2006年12月末の時価総額を比較し、その増加

額を評価したものであった。 2006年12月末の

当社の時価総額は3兆4439億円であり、金川

社長の就任月の1990年8月末と比較すると、

時価総額の増加額は2兆9882億円、伸び率は

7.6倍に達していた。

2007年後半になると、米国経済が失速して

世界的に経済の先行き不透明感が高まり、輸

出の好調を背景に業績拡大を続けてきたわが

国の産業界にとって厳しい環境が到来した。

そのようななかで『週刊東洋経済』は、 2008

年6月7日号の特集 「新・成長の鍵」で、 「総合

ランキング」上位200社を発表し、そのトップ

に当社を位置づけた。これは最高益更新、営業

利益率、増収・増益・増配、 1人当たり営業利

益、研究開発効率、設備投資収益性、アジア売

上高伸び率の7項目で各企業の業績を評価し

たもので、当社は全項目で高い評価を得た。

「社会的責任」に応え取り組みを拡充

外部からの評価が高まるなかで、企業市民

としての社会的責任を果たすため、当社は環

境、安全、法令遵守、社会貢献などを真摯に進

めるとともに、広報やIR活動などを通じて、説

明責任を果たすことにも力を注いだ。

企業の社会的責任(CSR)に関しては、当社



グループは従来よき企業市民として、社会へ貢

献する活動を進めてきたが、これをいっそう着

実に、組織立てて進めていくため、 2005年4月

に「CSR推進委員会」を設置した。同時に幅

田紀一常務がCSR担当役員となり、 CSR推

進委員会の委員長に就任した。

小柳俊一特別顧問が逝去

2004年7月7日、小柳俊一特別顧問が東京

都文京区の順天堂大学医学部附属順天堂医

院で逝去した。 77歳であった。

小柳特別顧問は1952年に東京工業大学工

学部化学科を卒業後、当社に入社し、主に研

究開発と生産技術の分野で手腕を発揮した。

特に日本でも後発であった当社の塩ビ生産技

術を、世界トップにまで引き上げた。

1981年に取締役に就任。その後、常務、専

務を経て、 1990年8月に金川社長が就任する

と、同年9月に代表取締役副社長に就任した。

その後、 1998年5月に信越半導体代表取締役

会長、1999年6月には同社の社長に就任した。

1979年の第2次オイルショック後、 1980年

代前半における当社の国内塩ビ事業立て直し

の際には、当時の金川塩ビ事業本部長を全面

的に支えて、鹿島工場の合理化と生産コスト

の低減に目覚ましい実績を上げ、同事業の収

支改善に多大な貢献をした。

1992年5月にG委員会が発足すると、委員

長に就任し、新たな生産技術などを積極的に

取り入れて生産、物流などの合理化や生産性

の向上を進めた。

信越半導体では、当社G委員会の手法も取

り入れた合理化を進めて信越半導体グループ

の経営体質の強化を図り、 300mmウエハー

同委員会は「CSRとは企業活動そのもので

ある」という認識に立ち、これまで企業として

行ってぎたことを見直して、よい点は継続し、

改善すべき点があれば修正することにより、当

社グループの企業価値をさらに高める活動に

取り組んだ。具体的には「CSR基本方針」を

’ 
小柳特別顧問の「お別れの会」

事業の発展に力を尽くした。

研究開発や生産技術の分野における実績

は外部からも高く評価され、 1987年5月には

紫綬褒章、 1997年5月には勲三等旭日中綬章

を受章するなど、多数の表彰を受けた。

2003年11月から体調を崩し、 2004年6月に

は当社副社長と信越半導体社長を退き、病気

療養に専念していた。

小柳特別顧問の通夜と密葬は2004年7月

11日、 12日、東京都杉並区の築地本願寺和田

堀廟所で執り行われた。また同年9月13日に

は、当社と信越半導体の主催により、東京都

千代田区のパレスホテルで「お別れの会」が

行われ、各界から1000人を超える参列者が集

まり故人を偲んだ。
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直江津工場のメチルクロライド輸送のモーダルシフト

による初荷コンテナ (JR黒井駅）

福井県北部集中豪雨の被災世帯でボランティア活動に

取り組む従業員 (2004年7月）

策定し、その実行状況を総括した。

また、 1998年から毎年度「環境報告書」を発

行してきたが、 2004年度からはCSRの視点を

取り入れ、社会や従業員との関わりなどの情報

を盛り込んで内容を刷新し、名称を「環境・社

会報告書」と改めた。

環境保全に関する具体的な取り組みとして

は、直江津工場や鹿島工場などで進めた 「モー

ダルシフト」がある。これは幹線貨物輸送を、ト

ラック輸送から、環境負荷の小さい鉄道や海運

へと切り替えるものである。

その一例は、直江津工場から香川県までタ

ンクローリーを使っていたメチルクロライドの

輸送を、直江津工場近くのJR黒井駅から高松

貨物ターミナル駅までの鉄道輸送に切り替え

たもので、 2004年2月から実施した。

この事業は、当社と、当社全額出資子会社の

直江津産業、日本貨物鉄道(JR貨物）、日本通

運によって国土交通省に共同提案され、その結

果、同省による2003年度第1次認定事業21件

の一つとなった。この取り組みによって、タンク

ローリーによる輸送に比べて、二酸化炭素の排

出量が年間191バ咸、 85.3%削減できると試算

された。

各工場では、新たな技術を取り入れながら、

環境負荷の低減や資源・エネルギーの有効利

用の推進を図った。2005年7月には、直江津工

場のメチルセルロース製造工程で、新しいリサ

イクルシステムが本格稼働した。メチルセル

ロース製造工程で発生する排ガスと排水を一

括して燃焼処理し、その過程で派生する塩水

を回収して電解工程に再投入し、が性ソーダや



メチルクロライドの原料として活用するもので

ある。このシステムの導入により、直江津工場

におけるメチルクロライドと有機化合物の排出

量は大幅に削減された。

2005年10月には、当社グループの環境保全

への取り組み強化に向けて、環境基本憲章が

改定された。新しい環境基本憲章は、地球温

暖化防止や地球環境の継続的改善に取り組む

ことが盛り込まれるなど、より具体的な内容と

なった。

法令遵守については、「信越グループの企業

理念」の冒頭に「遵法に徹し公正な企業活動を

行う」ことを掲げて、従業員全員への徹底を

図った。また2005年4月に施行された「個人情

報の保護に関する法律」への対応も図り、 2005

年3月に「個人情報保護ポリシー」を制定して、

ホームページで公開した。

また、コーポレートガバナンス体制を充実さ

せて、業務監査担当部門の機能の拡充を図る

ため、 2005年5月、それまでの担当部門であっ

た監査室を改めて「業務監査部」とした。

2006年6月には金融商品取引法が公布さ

れ、全上場企業に対して2008年4月1日から

始まる事業年度（当社は第132期）から、「内郭

統制報告書」の作成が義務づけられた。

これは各企業において、財務諸表の数字が

正しいことを担保・保証する内部統制システム

を構築・整備するとともに、その整備・運用状

況を評価した内部統制報告書の作成と公表を

求めるものであった。さらに財務諸表を監査す

る同一の監査法人が、その内部統制の監査を

行って、「内部統制監査報告書」を作成、公表

することも義務づけられた。

これに対応するため、当社は2006年12月、

業務監査部、経理部、社長室のメンバーからな

る「内部統制推進チーム」を設置して、 2007年

4月にキックオフミーティングを開催した。また

信越半導体、信越ポリマーでも同様の組織を

設置した。

地域や従業員との絆を深める

当社グループの社会貢献活動の一例として

は災害支援活動が挙げられる。 2004年7月18

日未明から、福井県北部が集中豪雨に見舞わ

れた際、武生工場およびグループ会社の設備

には被害がなかったものの、各所で河川が氾

濫して、自宅が床下・床上浸水の被害を受けた

従業員は60世帯にのぼった。その被災世帯に

は職場の同僚が駆けつけ、泥土の撤去などを

手伝った。さらに100人を超える武生工場の従

業員が被災地域の復旧に向けたボランティア

活動に参加して、道路や民家の土砂を撤去す

るなどの作業に従事した。

2004年10月23日には、新潟県中部でマグニ

チュード6.8、最大震度7の「新潟県中越地震」

が発生し、避難者約10万人の大きな被害をも

たらした。新渇県上越市にある直江津工場で

は、本震直後にいったん操業を停止し、安全確

認を実施したが大きな被害はなく、その後は通

常どおり操業を続けた。

当社グループは地震の翌11月に、被災地へ

の義援金1000万円を新潟県に贈るとともに、
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フリーポート市長からシンテックに寄

せられた感謝状(2004年9月）

「SEH-KanagawaWay」と「KanagawaAvenue」の
標識

グループ会社の信愛産業が電気、上越ガス

サービスがガスと水道の復旧工事に協力した。

また、個人としてボランティア活動に参加した

従業員も数多く、直江津工場では有志が義援

金を募り、日本赤十字社を通じて被災地に

60万円を寄贈した。

海外でも2005年8月に米固南部がハリケー

ン「カトリーナ」に襲われた際に、その直後の9

月にシンテックが、アデイス工場のあるルイジ

アナ州に200万ドルの寄付を行った。 2006年2

月には、これに対して同州選出の米国上院議員

と下院議員から、金川社長に感謝の手紙が届

けられた。文中では、「カトリーナ」の災害支援

の寄付に限らず、アデイス工場建設以来のシン

テックのさまざまな活動は、 「企業責任の輝か

しい代表例」と高く評価された。

ほかにもシンテックは、 2004年にテキサス州

フリーポート市に新しいコミュニティハウス建

設のための資材を寄贈し、 9月1日付でフリー

ポート市長より感謝状が贈られた。さらに2006

年9月には、フリーポート市を含むテキサス州

ブラゾスポート地区の商業会議所に10万ドル

を寄付した。これは同会議所の新事務所建設

のためのもので、現金による寄付ではシンテッ

クが最高額であった。 2007年12月には、ブラ

ゾスポート・ メモリアル病院のガン治療セン

ターに5万ドルを寄付した。

また、シンテックのアデイス工場の社会貢献

活動も高く評価された。 2007年1月には、地元

のイバビル郡から 「大手企業としての卓越した

ビジネスパートナー賞(TheLarge Company 

Outstanding Business Partner Award)」を



受賞し、ルイジアナ州選出の上院議員から祝辞

が寄せられた。

一方、 2007年3月には、当社グループの日本

人従業員の子女で、米国の大学に留学する学

生を対象とした「BAKER-KANAG A WA日米

奨学金制度」を設立した。選ばれた奨学生には、

2007年9月に始まる新年度から奨学金の支給

が開始される。元ダウジャパン社長のベーカー

氏(RobertBaker)と金川社長が、国際的に活

躍できる人材の育成と日米交流のいっそうの進

展を願う思いで一致して、奨学基金を出資した。

ベーカー氏は、在日中は日本のアメリカ商工

会議所会頭を務め、ダウケミカルを退職後は日

米教育委員会の委員として日米交流に力を注

いだ。金川社長はニカラグアのポリカサを経営

していた1969年に、ダウケミカルの中南米プラ

スチック部門の責任者であったベーカー氏と知

り合い、それ以来の交流が続いている。奨学金

制度設立には、国際社会の平和な発展を願う

2人の強い思いが込められていた。

SEHアメリカの工場が置かれている米国ワ

シントン州バンクーバー市では2008年3月、 S

EHアメリカと金川社長の地域への貢献を顕

彰して、同市の市長の提案により SEHアメリ

カの工場入口がある「Northeast39th Street」

を「SEH-KanagawaWay」と改称し、工場内

を横断する道路を「KanagawaA venue」と命

名した。 3月5日に開催された記念式典には、

市長をはじめ行政担当者や地元有力者が出席

し、新名称を表示した標識の除幕式などが行

われた。なお、同市は2007年11月、金川社長に

名誉市民の称号を授けている。
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プラクマン新工場の出発原料となる塩水井戸掘削現場

訪日した米国ルイジアナ州ブランコ知事との会談（右か

ら3人目がブランコ知事）

m今8の需要に応え、
新たな市場を開く

成長続ける海外塩ビ事業

前節で触れたように、 2004年12月、シンテッ

クは大規模な設備投資計画を発表した。その

後、原料となる塩素から塩ビポリマーまでの一

貫生産体制を備えた新工場を、米国ルイジア

ナ州のアデイス工場近くのプラクマンに建設す

ることを決定した。第1期、第2期に分けてエ

事を行い、完成時には塩素45万t、か性ソーダ

50万t、塩ビモノマー75万t、塩ビポリマー

60万t(いずれも年産）とする計画である。さら

に、塩ビのもう一つの主原料であるエチレンの

自社生産も将来の選択肢の一つとして掲げ、そ

の経済性を慎重に検討することとした。

このような大規模な設備投資を米国で行う

ことにした理由は、米国はカントリーリスクが

低いこと、米国では今後とも堅調な塩ビ需要の

伸びが見込めること、長期的に見て競争力のあ

る価格で原料を調達できることなどであった。

この投資計画を説明するために、金川社長

はシンテックの幹部とともに2005年1月にルイ

ジアナ州知事公邸を訪れ、ブランコ州知事

(Kathleen Babineaux Blanco)ほか、州政府

幹部と会談を行った。席上、ブランコ知事は、

アデイス工場の環境面での卓越した実績を高

く評価した。そして、工場建設を進めるにあたっ

てのパーミットの迅速な発行や電力供給に関



するシンテックの要望に対し、州政府側は公正

で速やかな協力を約束した。

さらに2006年11月、ブランコ知事訪日の際に

は、州政府からの要請により金川社長とブラン

コ知事との会談が再度、実現した。また「当社

グループの最先端の工場を視察したい」との知

事の希望により、信越半導体白河工場の見学

が行われ、いっそう密接な関係が築かれた。

米国の塩ビ市場は2005年も住宅着工件数

の増加などを背景に需要が伸び、シンテックの

業績も過去最高の水準で推移した。そのような

なか8月と9月に、好調な米国経済に水をさす

かのように2つの大型ハリケーンが相次いで上

陸し、シンテックの工場があるテキサス州やル

イジアナ州をはじめ、米国南郎のメキシコ湾岸

諸州に甚大な被害をもたらした。

特に9月に上陸したハリケーン「リタ」は、事

前の進路予測でシンテックのフリーポート工場

を直撃する可能性があった。周辺の住民には

避難命令が出されたが、シンテックでは従業員

39人が自主的に工場に残り、工場の巡回安全

点検を行った。すぐにこのことを知った金川社

長は、一人ひとりに感謝状を送った。

フリーポート工場は幸いにもハリケーンの直

撃をまぬがれ軽微な被害にとどまり、全員が無

事であった。ハリケーンに備えて操業を停止し

ていた同工場は操業を再開し、災害復興期の

建材需要の急増に応えた。

また、ハリケーンは、天然ガスや電力といっ

たエネルギー価格の高騰をもたらした。このた

め米国の同業他社は、 2005年10月、11月と相

次いで値上げを行った。しかしシンテックは、

10月は他社に追随して値上げを行ったものの、

他社より少ない上げ幅であった。そして11月は

値上げを見送った。これは顧客に与える影響を

考慮して金川社長が決定した措置だった。

このように思いがけない波乱があったもの

の、 2004年12月期から2006年12月期までのシ

ンテックの業績は、米国の旺盛な住宅投資など

に支えられて、売上高、経常利益、当期純利益

とも連続して過去最高の業績となった。

欧州では、シンエツPVCが2005年1月、塩

ビポリマーの増強計画を対外発表した。同社の

オランダ・ペルニス工場の生産能力は年産

35万tであったが、これを45万tに高める計画

で、工事は第1期と第2期に分けて実施すると

した。すべての工事が完了したのは、対外発表

時の完成予定より 1カ月早い2006年9月で

あった。この能力増強に要した投資額は約

5000万ユーロであった。

同社は2000年1月の発足直後からフル生

産、フル販売を実践して順調に業績を伸ばし、

当社グループの収益向上に寄与した。 2003年

11月には、この順調な販売拡大を背景に塩ビモ

ノマー設備の増強工事を完成させて、生産能

力を年産50万tから62万tに引き上げていた。

欧州の塩ビ市場は、上下水道管や建材、自

動車部品、窓枠などの需要増によって安定成

長を続けていた。とりわけ塩ビ製窓枠は、断熱

性に優れ、省エネ効果を発揮できる点が高く評

価されて急速に普及しており、塩ビ製品のなか

でも大きな伸びを見せていた。

このような市場環境を捉え、シンエッPVC

は積極的な販売拡大に取り組むとともに、製造
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ダウケミカルとのパートナーシップ祝賀会

ダウケミカルに贈った七宝焼の「二羽鶴」（右はダウケミ
カルのリバリス社長）

原価を当社グループに入る前に比べて大幅に

低減させた。そして2005年6月までに買収当

初の借入金を完済し、先に挙げたペルニスエ

場の増設工事も自己資金で実施した。

ダウケミカルと半世紀にわたる

パートナーシップ構築ヘ

世界的に不透明感を増す経済環境のなかで

迎えた2008年1月、シンテックはダウケミカル

との間で、塩ビモノマー購入に関する長期契約

更新に合意したと発表した。

シンテックは前述のとおり、ルイジアナ州で

電解から塩ビポリマーまでの一貰工場の建設

を進めていた。これに加えて、従来からシンテッ

クに塩ビモノマーを供給してきたダウケミカル

との間の契約更新によって、原料をよりいっそ

う安定的に調達できるようになり、シンテックの

事業基盤はさらに強固となった。

ダウケミカルと当社の関係は、 1969年に当社

がニカラグアで塩ビ事業を始めた際に、当時、

ダウケミカルの中南米のプラスチック部門の責

任者であったロバート・ベーカー氏の尽力によ

り、同社から塩ビモノマーの供給を受けたこと

に始まる。それ以来、 40年近くパートナーシッ

プを継続し、 1990年にはシンテックがダウケミ

カルの最大の取引先となったとして、同社から

表彰されるにいたった。

また、ダウケミカルの故ブランチ元社長、ポ

ポフ元社長が、ダウケミカルの経営を退いたあ

とにシンテックや当社の経営に参画するなど、



相互に尊敬と信頼の関係を築き上げた。そし

て、今回の長期契約更新によって、両社のパー

トナーシップは半世紀を超えることが確実と

なった詮肖長の激しいビジネスの世界において、

このような長期にわたる友好関係が持続する

のは極めてまれなことであった。

今回の契約更新に際して、ダウケミカルのア

ンドリュー・リバリス社長(AndrewLiveris) 

から一つの提案があった。それは、当社および

シンテックと、ダウケミカルの経営陣が一堂に

会して、両社のパートナーシップを祝おうとい

うものであった。当社はこの提案に歓迎の意を

表し、 2008年4月30日、東京都内のホテルを

会場に祝賀会が開催された。

歴史に残る会合

2008年4月30日に開催された当社グループ

とダウケミカルの祝賀会は、両社の長い歴史の

なかでも記念すべき会合となった。

祝賀会当日には多忙なスケジュールの合間

を縫って、ダウケミカルのリバリス社長、同社

の歴代の社長や塩ビモノマー事業担当者、そ

して現経営陣が顔を揃えた。十数年ぶりに再会

した人たちもあって和気あいあいとした雰囲気

の会合となった。

金川社長は、ダウケミカルとの関係の端緒と

なったニカラグアの塩ビ事業の責任者であり、

以来、当社グループの塩ビ事業の責任者とし

て、同社との関係を支えてきた。その経験を背

娯に、祝賀会のスピーチでは、この信頼関係の

歴史を築いたダウケミカル経営幹部の名前を

一人ひとり挙げながら謝意を述べた。その心の

こもったスピーチは、ダウケミカル側の出席者

を深く感動させるものとなった。

ダウケミカルのリバリス社長は、そのスピー

チで、両社の長きにわたる歴史に改めて敬意を

表するとともに、米国内で後発メーカーだった

シンテックを「偉大な会社」に育て上げた金川

社長の経営を称えた。

祝賀会の最後に、当社はダウケミカルに七宝

焼の絵画を贈呈した。長寿の象徴である鶴が

2羽、大空に飛び立つ姿を描いたもので、両社

の発展と絆が永遠に続くようにという願いが込

められたものであった。

祝賀会のなかで主催者の金川社長が行った

スピーチは以下のとおりであった（実際のス

ピーチは英語で行われた）。

「本日は皆様ご多忙のなか、太平洋を渡り日

本までお越しいただきましたことに深く感謝申

し上げます。リバリス社長は極めてご多忙のな

か、アメリカでの会議のあとに、休む暇もなく

駆けつけていただきましたことに、心から感謝

申し上げます。今夜のパーティーはリバリス社

長のご提案によるもので、温かいお心遣いに重

ねて感謝申し上げます。

リバリス社長のご決断により、このたびダウ

とシンテックは原料調達の契約更新に至りまし

た。今回の契約更新は、両社の歴史において重

要なーページとして永遠に刻まれることでしょう。

リバリス社長はおそらく長旅でお疲れのこと

と思いますが、十分にくつろがれてパーティー
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を楽しんでいただきたいと思います。本日はご

出席いただきありがとうございます。

1969年に始まりましたダウと信越化学の歴

史について簡単に振り返りたいと思います。

この年に、私は塩ビモノマー購入の可能性に

ついて話し合うため、ロバート・ベーカーさんと

マイアミで初めてお会いしました。そして私た

ちは、ニカラグアの塩ビ合弁事業の原料をダウ

から購入することで合意しました。その後、ベー

カーさんは1974年8月にダウ・ジャパンを設立

され、日本だけでなくアジア市場においてダウ

の事業拡大にご貢献されました。ベーカーさん

は私の親友中の親友です。

ベン・ブランチさんは20世紀後半における偉

大な世界的経営者のお一人でした。在任中に

ダウをアメリカの一企業から世界的なエクセレ

ントカンパニーヘと変えられました。ブランチ

さんには1980年にダウを離れられたのち、シン

テックに役員として加わっていただきました。

信越化学の社長・会長を歴任された小田切さ

んとともに、シンテックの成功に貢献していた

だきました。ブランチさんは私にとりまして特

別な友人でもありました。

ポポフさんは1987年にダウのCEOになられ

ました。初めてお会いしたときから、その温か

いお人柄にひかれてしまいました。またダウに

働く人の一人ひとりの心を掌握されながら、ダ

ウという巨大な組織をさらなる発展に導かれて

いるポポフさんの卓越した指導力にも敬服して

おりました。現在はシンテックと信越化学の取

締役にご就任いただいており、たいへん貴重な

ご意見やご助言をいただいています。心から感



謝しています。

スタブロポラスさんは1995年からダウのCE

0として同社を率いてこられました。 21世紀を

迎える激動の時代でしたが、適切なご判断を

積み重ねられダウを導いていらっしゃいまし

た。重要な買収を指揮され、ダウを世界的なオ

レフィン会社へと導かれました。スタブロポラ

スさんは、たいへん先見性に富まれ、ダウとシ

ンテックにとり何がよいかを常にお考えになら

れていらっしゃいました。忌憚のない意見交換

を重ねながら、何度もお話し合いをさせていた

だいたことを思い出します。

モールマンさんはシンテックの成長を温かく

支えてくれました。モールマンさんがダウの電

解、塩ビモノマー事業に注がれた熱意と幅広

い知識に深い感銘を受けています。

両社の歴史に刻まれる今回の契約更新の時

期に、ダウの塩ビモノマー事業を担当された

ギャンブレルさん、シップさん、レイノード・デ・

フィットさん、シャーさんに深く感謝申し上げ

ます。

ホーラーさん、お忙しいなか、ダウと信越の

記念すべきパーティーにご出席いただきありが

とうございます。

サイクスさん、 2月の社長ご就任パーティー

での力強い決意に感銘を受けました。神永さん

には、長年にわたりましてダウ・ジャパンの代

表として、ダウと当社の絆をより強めるために

ご尽力いただき、ありがとうございました。

先ほど申し上げましたとおり、ダウと信越と

の結びつきは1969年に始まりましたが、すばら

しい思い出がたくさんあります。

私が強調したいことは、ダウとシンテックは

力を合わせてさまざまな難局を乗り越えてきた

という、まぎれもない事実です。今後、半世紀、

1世紀とこのパートナーシップを強めていき、

大空に向けて一緒に飛翔したいと思います。

本日お集まりいただきましたことに再び御礼

申し上げます。本日はお食事をお楽しみいただ

き、旧交を温めていただけましたら幸いです。

ご清聴ありがとうございました。どうかくつろ

いでパーティーをお楽しみください」。

改革で利益改善した国内塩ビ事業

国内塩ビ事業は、 2004年初めに価格先決め

方式の実施と価格改定に関して需要家との交

渉が成立したことで、長年懸案となっていた収

益体質の改善が進んだ。 1992年度以来、赤字

を続けていた国内塩ビ業界は、 2004年度に黒

字に転じ、当杜の国内塩ビ事業も、同時期の第

128期(2005年3月期）に黒字となった。

しかし2004年以降も原油や天然ガスの価格

は高騰を続けた。その影響から塩ビの原料や

燃料価格も上昇した。このため、需要家と価格

改定交渉を重ねて行い、収支の改善に努めた。

国内市場が低迷するなかで、国内で生産さ

れる塩ビの出荷先として重要性を増したのが、

中国をはじめとしたアジア市場であった。しか

し、主要輸入国の中国は、 2005年以降、カーバ

イド法による塩ビ工場を数多く建設して世界

市場への参入を図っており、国内塩ビ事業に

とって新たな懸念材料となった。
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当社は、このような情勢のなかで、鹿島工場

で生産した塩ビの供給先としてアジア地域へ

の輸出に頼らず、国内市場での販売増を目指し

た。また、塩ビ工業・環境協会(VEC)とともに、

塩ビ窓枠やサイデイング材などの新たな市場

開拓に努めた。

なお、国内塩ビ市場の伸び悩みの背景には、

一般消費者の間に「塩ビはダイオキシンの主要

な発生源である」、「塩ビ製品に使用される可

塑剤は環境ホルモンである」という誤った認識

が根強く残っていることがあった。

VECでは、塩ビに関する正確な情報を伝え

るために種々の取り組みを続けていたが、その

一環として2003年11月に「塩ビファクトブック

2003』を発行し、 2005年2月にはその改訂版

を発行した。塩ビファクトブックでは、塩ビの

特性、塩ビと環境問題、塩ビ製品のリサイクル、

可塑剤の安全性などについて詳細な解説を施

して、塩ビに関する啓発の一助とした。

塩ビ製品のリサイクルも継続して推進されて

おり、 2005年には農業用塩ビフィルムのマテリ

アルリサイクル率は68%となった。また、 1998

年12月に全国10カ所で始まった塩ビパイプの

リサイクル拠点は、 2006年には65拠点となり、

1998年当時約35%だった塩ビパイプのマテリ

アルリサイクル率は、 2006年度には約60%に

高まった。

こうして塩ビ製品のリサイクルが進み、塩ビ

製品の評価が徐々に改善されていくなかで、 V

ECおよびJPEC(塩化ビニル環境対策協議

会）は2007年春、「リサイクルビジョン 私

たちはこう考えます」を対外発表した。このリ



サイクルビジョンでは、塩ビ製品の優れた環境

性と、塩ビ業界がリサイクルシステムの構築を

推進していくことを主張するとともに、塩ビ製

品がいっそう評価されるように、塩ビ業界挙げ

ての努力目標を提示した。

基盤強化を進めた半導体事業

2004年3月、信越半導休は、当時月産20万

枚であった白河工場の300mmウエハー生産

能力を50%高め、 2004年末までに30万枚にす

る計画を発表した。 2004年以降、同業他社も

300mmウエハーの生産増強を対外発表し、

激しい設備投資競争が始まった。

このような環境下で信越半導体グループは、

300mmウエハーでは新規需要家獲得を含む

販売拡大を進めるとともに、 200mm以下のウ

工ハーにおける高品質要求への対応、厚膜so

Iウエハーや薄膜SOIウエハーをはじめとす

る特殊ウエハー、および化合物半導体の販売

拡大に取り組み、世界最大メーカーとしての基

盤強化を図った。

2004年は、本格的な立ち上がり期を迎えた

300mmウエハー市場の帰趨を占ううえで、極

めて重要な時期であった。このため信越半導体

グループは、金川社長の指導のもと、需要家と

300mmウエハーの販売契約交渉を進めた。同

時に200mmウエハーも、パソコンやデジタル

家電などの需要増大を受けて高水準の出荷が

続き、他界市場に逼迫感が生じた。

2004年6月、当社の秋谷文男専務が信越半

導体の社長に就任した。また同年8月、信越半

導体は杜外監査役として、三菱倉庫の社長・

会長を歴任した同社の宮崎毅相談役を迎えた。

2004年12月、信越半導体は白河工場の300

mmウエハーの生産能力を月産30万枚に高め

るとともに、前節で触れたように、白河工場お

よびSEHアメリカで300mmウエハーの設備

投資を行い、信越半導体グループの300mm

ウエハー生産能力を2005年9月までに月産

40万枚、 2006年秋までに月産50万枚とする計

画を対外発表した。

2005年3月期の信越半導体グループは、

300mmウエハーの販売量を大幅に伸ばした。

200mm以下のウエハーでは期後半から生産、

在庫調整の影響を受けたが、 SOIウエハーや

熱処理ウエハーなどの特殊ウエハーが堅調に

推移した。

2005年の半導休デバイス市場は、パソコン、

携帯電話、デジタル家電、自動車など幅広い分

野で需要が伸びたため、過去最高を記録した

前年を上回る急拡大を遂げ、なかでもアジア地

域で大きく伸びた。

2005年の信越半導体グループは、 300mm

ウエハーの需要増を的確に捉えて増設を行い、

白河工場の生産能力を9月に月産40万枚と高

めるとともに、 5月からSEHアメリカで300mm

単結晶の生産を開始した。さらに前節で触れた

とおり、 300mmウエハーの加工委託先の三益

半導体工業との資本提携を強化した。

また、信越半導体グループは2006年3月期

に、主に10年としていた海外子会社における半

導体シリコン製造設備の減価償却における耐
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日本経済新聞の1面トップ（題字横）に掲載された

300mmウエハーの増強計画(2006年9月20日）

用年数を、国内設備と同じ5年に短縮した。こ

れは300mmウエハーヘの移行といった事業

構造の急激な変化による設備の陳腐化を勘案

して、経営体質の強化を図ったものであった。

さらに2007年3月期からは耐用年数を国内、海

外ともに主として3年に短縮した。

2006年3月期の信越半導体グループは、

300mmウエハーの積極的な増強投資が需要

の伸びに対応して大幅に収益を伸ばすととも

に、 200mmウエハーも期後半から需要が大き

く拡大し、特殊ウエハーも好調に推移した。

2006年9月には、 2007年秋を目途に、 300

mmウエハーの生産能力を月産100万枚に増

強する計画を対外発表した。信越半導体グ

ループは300mmウエハーの旺盛な需要に応

えて、 2004年12月に発表した増強計画を前倒

しで進め、 2006年9月の時点で、 300mmウエ

ハー生産能力は月産70万枚に達していた。発

表された計画は、さらに30万枚を増設するもの

で、投資額は約1200億円であった。

また、地震や風水害などの自然災害、その他

のあらゆるリスクを勘案して、300mmウエハー

の生産拠点を増やすこととした。ウエハー加工

については白河工場、 SEHアメリカ、三益半

導体工業に加えて、新たに長野電子工業に設

備を導入した。単結晶については白河工場、 S

EHアメリカに加えて、武生工場でも生産する

こととなった。

信越半導体グループの300mmウエハーの

生産能力は、当初予定より早く、 2007年夏に月

産100万枚に増強された。



タイでシリコーン工場が稼働

2004年5月、タイでアジアシリコーンズモノ

マー (ASM)のグランドオープニングセレモ

ニーが挙行された。当社とGEの最新の技術を

投入したASMの工場は、 2004年4月に操業

を開始した。この工場の建設と操業にあたって

は、群馬事業所から多くの技術者が派遣され、

群馬事業所のシリコーンモノマープラントの技

術改善で得られた成果が生かされた。国内の

技術者にとってASMの事業は、 GEの手法や

考え方を学ぶ機会ともなった。

ASMからシリコーンモノマーの供給を受け

て、シリコーンオイルやシリコーンRTVゴム、

シリコーン熱加硫ゴムなど各種シリコーン製品

を生産・販売するシンエッシリコーンズタイラ

ンド(SEST)は、 ASMの操業に先立って

2004年3月に操業を開始した。 SESTでは同

年6月にオープニングセレモニーを行ったが、

式典を簡素にし、その分の費用を工場近隣の

学校6校に寄付した。

当社のシリコーン事業は、数量ベースでは海

外向けの販売量が国内を大幅に上回っており、

特に中国市場が重要度を増し、タイの工場が

本格稼働する頃には、中国が当社シリコーンの

最大の輸出先となっていた。

中国、台湾、韓国、東南アジアといったアジ

アのシリコーン市場は、さらに成長していくこと

が見込まれた一方で、欧米のシリコーンメー

カーや、台頭著しいアジアの新興メーカーとの

価格競争が激化した。

そのようななかで、アジア向げ汎用品の割合

が大きかった当杜のシリコーン海外事業は採

算が悪化した。そのため2004年1月から、シリ

コーン事業本部は、金川社長の指導のもと、シ

リコーンの輸出について、海外子会社向けの製

品や中間原料の輸出も含めて、収支改善の取り

組みを進めたが、第127期(2004年3月期）連

結決算におけるシリコーン系事業の営業利益

は、前年を下回る結果となった。

当社はシリコーン輸出の収支改善にいっそう

注力し、汎用品については価格改定や販売直

接費の削減を行うとともに、高付加価値品の海

外販売の拡大を進めた。

中国市場におけるきめ細かい対応が功を奏

して、シリコーン輸出の収支は改善された。た

だし、中国への一極集中を避けるために、欧米

市場への販売拡大が進められた。連結決算の

シリコーン系事業の連結営業利益は、第128期

(2005年3月期）は前年比10.5%増の294億円、

第129期(2006年3月期）は前年比31.6%増の

387億円と大幅増益となった。これにはシリコー

ンの輸出が大きく寄与した。

一方、 2004年以降の国内シリコーン市場は、

電気・電子、自動車、化粧品、事務機など総じ

て堅調に推移した。当社はこうした好調な分野

での販売拡大を図るために、営業、製造、研究

が一体となって、シリコーンの持つ製品特性を

生かして、新たな開発テーマの創出、新規用途

の開発、品質の向上に努めた。

また2004年9月には、国内市場において、

10月1日出荷分から10%の値上げを対外発表

して需要家と価格交渉に入り、国内シリコーン

事業のいっそうの収益向上を図った。これは、
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オイルショック並みの原油価格上昇によるユー

ティリティや運賃の価格上昇、シリコーンの主

原料である金属ケイ素やメタノールの価格上

昇、鋼板の値上がりによるドラム缶など出荷梱

包容器の価格上昇に直面したことにともなう措

置であった。このようなシリコーン製品全般に

わたる値上げは、シリコーンの事業化以来初め

てのことであった。

この市場開拓と収支改善にとって重要な役

割を果たすのが、高付加価値品の開発である。

シリコーン電子材料技術研究所は、地球環境

保全の動きの高まりに応じて大きな伸びが見

込まれるハイブリッド車や燃料電池のほか、貝

殻付着防止効果のある船底塗料、自動車のエ

アバッグ用コーティング材などの各種新規テー

マに取り組み、成果を上げた。

新たな市場を創出した電子材料事業

マグネット事業は2004年以降、大きな伸び

を示した。 HDD用VCMが好調に推移してマ

グネット事業を牽引したのが、その理由の一つ

であった。従来からHDDの主用途であったパ

ソコンに加え、 DVDレコーダーや携帯用音楽

プレーヤー、カーナビゲーションなど、デジタル

家電でHDDの搭載が急速に進み、これらに使

われる1.8インチ、 2.5インチに加え、 3.5インチ

の高容量HDDが急成長を遂げたことが背景

にあった。

当社はこのようなHDDの需要増に応じて、

VCM分野での圧倒的なシェアを確保するた



めに営業や研究体制を強化するとともに、生産

面でもVCMの組立工程の組立精度や生産性

の向上を図った。

その一方で、マグネットの事業基盤の拡充と

安定化に向けて、 VCM以外の一般品用途の

販売拡大にも力を注いだ。当社が積極的に対

応を図ってきた省エネモータ用マグネットは、

2004年以降も、省エネルームエアコンのコンプ

レッサー用モータを中心に需要が拡大した。ま

た、自動車分野でも新たな需要の創出に努め、

FA機器用モータ向けも堅調であった。

研究開発関係では2005年3月に、ネオジム

系レア・アースマグネットの新高性能化技術「粒

界拡散合金法」を対外発表した。これは、当社

がネオジム磁石の生産において独自に培った

二合金法（第2章第VI節参照）を発展させたも

ので、耐熱グレードのネオジム磁石で、世界最

高の磁気特性（残留磁束密度）を実現した。

ネオジム磁石はハイブリッド車の駆動用モー

タならびに発電機や、省エネルームエアコンの

コンプレッサー用モータなど、自動車や家電用

途での高成長が期待された。これらの分野で

は高い残留磁束密度と同時に、熱や外部磁界

に対する耐力（保磁力）が求められた。従来、ネ

オジム磁石の保磁力を高めるためには、ジスプ

ロシウム(Dy)やテルビウム (Tb)などのレア・

アース元素を多量に添加する必要があったが、

これらの元素は供給量にも限界があった。また

Dyなどを添加すると、残留磁束密度が低下し

てしまう問題もあった。

粒界拡散合金法は、二合金法に新たな工程

を加えることで、残留磁束密度を維持したまま

保磁力を30%以上高めることができ、こうした

問題点を解決するものである。当社は自動車や

家電などの需要家の要請に応えて、この新技

術による高性能マグネットを市場に投入し、量

産体制を整えていった。

このように好調な販売拡大を背景に、当社グ

ループは国内外で生産設備の増強を積極的に

進めたが、レア・アースマグネットの主原料の

レア・アースは主に中国からの輸入であり、

2004年以降、価格の高騰が続いた。このため

マグネット製品の価格改定を進めるとともに、

中国以外の原料供給源の確保にも注力した。

EMC分野では、前章でも触れた環境問題

への対応から、難燃材料に臭素を含まないグ

リーンEMCが汎用デバイスでも使われるよう

になり、販売量を伸ばした。また液状EMCは、

高性能が要求されるCPUやLSIなど最先端

デバイス向けに採用が進んだ。当社はこれら高

付加価値EMCの販売拡大に努めた。

一方、この時期から新規製品として、 LED

用封止材が実績を上げるようになった。これは

営業と研究が一体となって顧客の要望を捉え、

いち早く製品化に取り組んだ成果であった。

LEDは消費電力が小さく寿命が長いという

利点がある。特に高輝度の白色LEDは、パソ

コンや液晶テレビのバックライトなどに加え、

車載向けや一般照明への応用が進み、市場は

引き続き急速に拡大することが見込まれた。当

社は独自の技術を背景に、耐候性に優れ経年

変化の少ないシリコーン系封止材の開発に成

功し、成長著しい高輝度LED分野へ製品を送

り出した。
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合成石英、液晶の大型化に対応

2004年以降、液晶表示装置は大型化が急速

に進んだ。 2006年にかけて、第5世代から第

8世代までの大型サイズの需要が急増した。第

8世代になるとマザーガラスのサイズは両辺と

も2mを超えるまでになった。

液晶表示装置用フォトマスク基板も、これに

呼応して大型化が要求され、外形サイズは

1220Xl400Xl3mmとなった。また重量も48kg

となり、従来の最大の2倍以上に達した。

このような液晶表示装置の大型化に対応し

て、主力製品の量産化と次世代への対応の両

面から、フォトマスク基板の素材である合成石

英を生産する直江津工場と、切断や研磨など

加工を担当する直江津精密加工で大規模な設

備投資を実施した。また、フォトマスク基板の

面積が大きくなるほど、平坦度や欠陥を管理す

る技術が難しくなるが、優れた品質の製品を安

定供給して需要家の信頼を得て、高いシェアを

確保した。

なお液晶関連では、信越エンジニアリングが

独自の技術で液晶表示装置の自動重ね合わせ

装置を開発し、 1988年の上市以来、 100台以上

の納入実績を上げていた。さらに同社は、液晶

表示装置の大型化に対応した真空重ね合わせ

装置を開発し、 2002年以降、これも100台以上

の納入実績を上げた。当社はこの部門と密接に

情報交換を行い、当社グループの液晶関連事

業の拡大に努めた。



世界シェア拡大を目指すセルロース事業

セルロース事業では、本章第I節で触れたよ

うにドイツでSEタイローズが発足し、 2004年

から年産2万7000tのメチルセルロース工場

が当社グループに加わった。これにより当杜グ

ループのメチルセルロース生産能力は年産

4万7000tと世界第1位となった。 SEタイロー

ズは発足直後からフル生産、フル販売に取り組

むとともに、製造原価の低減を進めた。

こうしてSEタイローズは、買収後初年度の

2004年12月期から、的確な品質対応と強力な

販売力によってフル生産、フル販売を達成し、

クラリアントが経営していた前年度に対して大

幅な増収増益となった。一方、国内事業は、医

薬用をはじめとする高付加価値分野にいっそ

う注力して、販売を伸ばした。

このような成果を踏まえて2005年3月に発

表したのが、日本とドイツの両拠裁での増設計

画であった。年産2万7000tのSEタイローズ

のメチルセルロース生産能力を、 2006年第3四

半期に同4万tに引き上げ、年産2万tの直江

津工場の生産能力を、 2005年12月に同2万

3000tとするものであった。

SEタイローズは2005年12月期も、建材用

途を中心に販売拡大を果たして利益を伸ばし、

第129期(2006年3月期）当社連結決算に貢献

した。また、製造原価の低減もさらに進んだ。

2006年9月には、当初の計画どおりメチルセ

ルロースの生産能力を年産4万tとする増設工

事が完了し、本格稼働を始めた。 SEタイロー

ズは従来の建材用途に加え、国内のセルロース

部門と連携して建材以外の用途開発を進める

など、シェア拡大を目指した。

また、 SEタイローズはメチルセルロースエ

場のほかに、年産l万tのヒドロキシエチルセ

ルロース工場も擁しており、塗料や建築用を中

心に順調に販売を伸ばしていた。この分野でも

国内セルロース部門と技術協力を進め、市場開

拓とシェア向上を図った。

一方国内では、当社セルロース製品の主要

用途であった医薬材料、押出成形セメント板に

加え、自動車排ガス浄化装置のセラミックハニ

カム用途が急速に拡大した。従来のガソリン車

用のセラミックハニカム用途に加え、ディーゼ

ル車用DPF (Diesel Particulate Filter: 

ディーゼル微粒子除去装置）用途においても、

立ち上がり時期から需要家と共同開発を進め

るなど力を注いだ結果、市場で優位に立つこと

ができた。

直江津工場のMC-N工場の増設工事は予

定どおり完成し、 2005年12月には年産能力

2万3000tに高まった。この工事の完成によっ

て、少量多品種生産への対応、 GMP(医薬品

の製造管理および品質管理規則）管理の強化、

品質の向上など、高付加価値分野の要請に合

致した生産体制が整備された。

環境•生態系への関心の高まりで

拡大するフェロモン事業

フェロモン事業は2004年以降も着実に成長

した。
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世界的に環境や生態系との調和に関する意

識が高まり、従来の殺虫剤を中心とした害虫防

除は、環境負荷の増大や殺虫剤の残留、害虫

の殺虫剤に対する抵抗性の発現、害虫の天敵

の減少といった問題点が指摘されていた。

このため、フェロモン交信撹乱剤を中心とす

るIPM(総合防除法）が、特に欧州や米国など

先進国で主流になると期待された。当社では、

このような傾向を捉えて、さらなるフェロモン

交信撹乱剤の市場拡大に力を注いだ。

フェロモン交信撹乱剤の施用試験は、 2006

年には国内で50カ所以上、海外では100カ所以

上で実施されており、フェロモン交信撹乱剤を

いっそう普及させるために、行政機関や研究機

関との連携の強化、湘外市場拡大に向けた普

及要員の育成などを図った。

さらに、フェロモン交信撹乱剤の使用の集団

化による効果や天敵への影響などの利点を発

揮すべく、東欧諸国などでフェロモン交信撹乱

剤の大圃場での使用に努めた。

また、スプレータイプの散布製剤や、長期間

効果が持続するロングライフ製剤の開発など

にも取り組んだ。

成長著しいフォトレジストと

液状フッ素エラストマー

エキシマレーザー用フォトレジストは、 KrF

エキシマレーザー用でトップシェアを確保した

のに引き続き、次世代のArFエキシマレーザー

用でもトップシェア獲得を目指した。変化が速



いフォトレジスト分野でトップシェアを維持す

るのは困難といわれるなか、当社は営業、製造、

研究ともに顧客の要請に応えた。

2004年以降、半導体デバイスの微細化はま

すます進み、回路の線幅はO.lμmを切り、 90

nm、65nmと狭くなった。この微細化に対応す

るArFエキシマレーザー用フォトレジストにつ

いて、当社は90nm世代のデバイスの量産が

本格化する機会を捉えて、アジアや欧米の主

要顧客への販売拡大に注力した。

こうした努力が実り、 2004年以降、エキシマ

レーザー用フォトレジストは順調に事業を伸ば

した。特に第129期(2006年3月期）からは、

ArFエキシマレーザー用フォトレジストが本格

的に採用されるようになり、フォトレジスト事業

の成長に貢献した。

液状フッ素エラストマーは、フッ素に由来す

る耐油性のほかに、マイナス50℃になってもゴ

ム弾性を失わない低温特性を有することや、耐

薬品性に優れてエンジンオイルに長期間浸し

ても安定した特性を発揮することから、成形品

などの形で自動車に多く用いられ、順調に販売

を伸ばした。さらにこの時期、自動車では電装

化が急速に進み、膨大な半導体デバイスが用

いられるようになったことから、自動車の電装

部品の保護材としての用途が拡大した。

また、自動車以外の高付加価値用途の開発

にも積極的に取り組んだ。営業、製造、研究が

一体となって需要家の要求に応えていくなか

から、眼鏡レンズ用防汚コート材などの新規用

途が生まれた。

ペリクルは従来のLSI用フォトマスク基板

の防塵カバーとしての用途に加え、液晶表示装

置用フォトマスク基板の防塵カバーとして採用

された。液晶表示装置の大型化にともなう顧客

の要請をいち早く捉えて、この用途における販

売拡大を目指した。

創立80周年を迎えた当社の事業領域

2006年9月、当社は創立80周年を迎えた。

当社グループの主要な事業分野と、手がけて

いる主な製品は、以下のとおりとなった。なお

事業分野については、当社が経営情報の開示

において使用している事業区分に合わせた。

く有機・無機化学品＞

塩化ビニル樹脂、シリコーン、セルロース誘

導体、フェロモン交信撹乱剤、合成香料、メタ

ノール、クロロメタン、か性ソーダ、金属ケイ素、

ポバール

く電子材料＞

半導体シリコン、電子産業用レア・アースマ

グネット、フォトレジスト、エポキシモールデイ

ングコンパウンド、半導体・電子部品用コーティ

ングレジン

く機能材料その他＞

レア・アース、 一般産業用レア・アースマグ

ネット、合成石英、光ファイバーコート材、酸化

物単結晶(LT入超高純度窒化ホウ素(PBN)、

高純度有機金属化合物、高純度シリコン部品、

液状フッ素エラストマー、光アイソレータ、ペリ

クル、フレキシブル銅張積層板、技術・プラン

卜輸出
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グループ各社の連携を強化

当社グループは2008年3月末現在で、子会

社96社、関連会社16社となった。

グループ各社の事業分野は多岐にわたるが、

いずれも当社事業と密接な関わりのもとで成長

を遂げた。グループ内の連携を強めると同時に、

各社がそれぞれ収益力を高めることでグルー

プとしての力を強化し、激変する世界市場にお

ける競争に打ち勝つ方針を採ってきた。

連結決算においてグループ各社の占める比

重は1990年代以降高まっている。連結売上高

や利益面では、シンテックと信越半導体グルー

プが大きな割合を占めてきたが、東京証券取

引所第一部に上場している信越ポリマーをは

じめ、その他のグループ各社の業績伸長も著し

く、第131期(2008年3月期）までの13期連続最

高益更新に寄与している。

グループ各社は近年、営業や技術情報の交

流といっだ情報の共有化を進めるなど連携を

深めており、グループ一体となって成長力の強

化に努めている。



~ 
泄界のエクセレントカンパニーへ

1987年から2008年に至る当社の足跡は、世界規模の大きな変化

のなかで成長力を確保するための絶え間ない改革であり、同時

に国際優良企業へのあゆみであった。この到達点を当社グルー

プの未来への出発点とするため、20年間を「改革」の視点から

改めて通観することで、本社史のむすびとしたい。
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■連結売上高と連結営業利益の推移

期
売上高 営業利益

（百万円） （百万円）

101 145,091 9,757 

102 156,130 14,519 

103 210,111 21,868 

104 215,542 14,804 

105 237,026 16.170 

106 261,433 23,148 

107 323.454 37,007 

108 379,993 44,148 

109 341,889 21,907 

llO 323,900 25,984 

111 298,447 31,771 

112 403,436 50,721 

113 425,089 48,739 

114 466,992 49,876 

115 478,351 45,659 

116 460,929 32,101 

117 464,448 29,850 

118 522,917 47,562 

119 575,175 67,802 

120 624,405 74,820 

121 693,274 82,079 

122 642,795 86,322 

123 678,858 87,465 

124 807,484 112,677 

125 775,096 114,723 

126 797,523 122,149 

127 832,804 125,625 

128 967,486 151,734 

129 1,127,915 185.320 

130 1,304.695 241,028 

131 1,376,364 287,145 
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売上高営業

利益率

6.7% 

9.3% 

10.4% 

6.8% 

6.8% 

88% 

115% 

116% 

64% 

8.0% 

106% 

12.6% 

11.5% 

10.7% 

9.5% 

7.0% 

64% 

91% 

11.8% 

12.0% 

11.8% 

13.4% 

12.9% 

14.0% 

14.8% 

15.3% 

15.1% 

15.7% 

16.4% 

18.5% 

209% 

むすび

13期連続の最高益更新

ここまで本社史は、「信越化学工業社史」

(1993年刊行）のあとを受け、 1987年から2007

年の20年間を中心に、全5章にわたって経営

全般および各事業の主な動向に触れた。この

期間に当社グループは抜本的な改革を進め、そ

の成果は着実に業績に反映された。これを継

続した流れとして捉えるため、この間の経営の

特質を総括する。

この20年間は、当社の決算期では、第111期

(1988年3月期）から第131期(2008年3月期）

にあたる（第111期は決算期を第110期までの

5月末から3月末に変更したため10カ月決算）。

この間の業績推移を見ると、連結決算では1990

年代半ば以降、持続的に増益を遂げている。

連結当期純利益は第117期(1994年3月期）

から第131期まで連続15期、連結営業利益は

第118期(1995年3月期）から連続14期増益を

続けている。また、連結当期純利益は第119期

(1996年3月期）以降、 13期連続で最高益を更

新している。

この間、収益力も高まった。売上高営業利益

率を取り上げると、第121期(1998年3月期）か

ら第130期(2007年3月期）までの10期は平均

で15.2%となった(lo期の営業利益合計額を売

上高合計額で除して算出した加重平均値、以

下同様）。さらに第131期は、過去最高の20.9%



となった。 10%超が高収益企業の目安とされ

るなか、これを大きく上回った。

ちなみに1987年以前の10年間、第101期

(1978年5月期）から第llO期(1987年5月期）

の売上高営業利益率は平均8.8%、第lll期か

ら第120期は平均10.1%であった。 1990年代

半ば以降、当社グループの収益力は大きく向上

している。

組織・人事改革から

抜本的な改革を始動

この持続的な利益成長や収益力の向上をも

たらしたのが、 1990年代以降に進められた、さ

まざまな改革である。

1980年代半ば以降、当社グループはシリコ

ンサイクルに代表される景気変動に左右され

ない安定した企業体質づくりと、海外市場への

積極的な展開に力を注いだ。小坂雄太郎社長

の「全天候型企業」構想である。しかし小坂社

長は志半ばにして1990年8月に急逝した。

あとを引き継いだ金川社長も、徹底した改革

を推進した。その第一歩は、組織と人事の改革

であった。

国際化、高度情報化、諸種の規制緩和によ

る競争の激化など、企業を取り巻く環境変化

が激しくなるなか、経営の基本はもとより日々

の業務においても、迅速な意思決定と変化へ

の柔軟な対応が求められた。それを可能にする

には、組織を簡素化して意思決定までに要する

時間を短縮すると同時に、意思決定の透明性を

高める必要があった。

しかし当社には長年の社内慣行によって、部

門特有の既得権が存在する傾向があった。こ

うした慣行を打破する一環として、新規採用人

数実質ゼロという方針を打ち出し、実行に移し

た（第2章第I節）。これは、その後の本格的な

改革の始動を告げるものであった。

バブル崩壊後、国内の多くの企業は効率化

を図るために人員削減を実施した。いわゆるリ

ストラである。しかし、当社は解雇による人員

削減という意味でのリストラは行わなかった。

従業員の雇用を守ることは経営者の重要な責

務である、という金川社長の理念によるもので

あった。そのため、新規採用を本当に必要な人

数に絞り込むことは、効率化の重要課題の一つ

であった。

またグループの求心力強化のために、従業

員から信頼される透明性の高い経営と、高い成

長性の確保が不可欠であった。このためグルー

プ各社の経営陣に、当社の改革を支えた人材

を配し、グループー丸となって変化に即応でき

る体制を整えた。

現場の活気を生み出した

合理化・効率化

続いて順次開始したのが、営業、製造、間接

部門における効率化である。まず、 1990年12月

には和田修一常務を委員長とする営業資金効

率化小委員会が活動を開始した。同委員会は

在庫圧縮や代金回収日数の短縮など、きめ細
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■シンテックの生産能力の推移（年産）

230万ド

200万トン

175万トン

145万トン

璽ヽ
127万トノ

llO万トン

~ ~ 

90万トン

68万トン

忍忍途釜羨虚感惑感拿拿壽

建設中のシンテック・プラクマン工場

かな営業資金効率化に取り組んだ。

1992年5月には小柳俊一副社長を委員長と

するG委員会が発足した。これは製造部門にお

ける自動化の推進、設備投資の合理化、製造

技術の革新を加速させることで、生産の効率

化を図るものであった。市場が国際化するなか、

あらゆる分野で競争が激化したが、 G委員会

は製造現場の技術革新を促進し、品質安定性

の向上などを実現して競争力の強化に貢献

した。

さらに1993年4月には、渡辺康彦取締役を

委員長とする経費効率化小委員会が、総固定

費の1割以上の圧縮を目標として発足した。そ

して目標達成に向けて、部門別業務内容と人員

体制の見直し、オフィス面積の有効活用、情報

システムの統合など、間接部門の大幅な合理

化に取り組んだ（第2~4章各第I節）。

この3委員会（営業資金効率化小委員会お

よび経費効率化小委員会はのちに「委員会」に

昇格）は息の長い取り組みを続けた。 2002年

6月にG委員会へ発展的に合流した経費効率

化委員会を除く2委員会は、現在に至るまで活

動を続け、成果を上げている。

これらの効率化や合理化の特長は、単に経

費を節約するだけでなく、技術革新、組織改革

などを促すことで、積極的に競争力を高めるこ

とに主眼を置いた点である。これらの活動を総

覧する立場にあった金川社長は、機会あるごと

に現場の士気をそぐような経費節減や合理化

を否定した。組織間の垣根をなくし、新しいア

イデアを出し合って進めるという、社内に活気

が生まれてくるような合理化を求めた。



改革の原点にある

シンテックの高効率経営

これらの改革の原点といえるものがシンテッ

クである。当社グループの連結当期純利益は

第119期から第131期まで13期連続で最高益を

更新した。この間の当期純利益の累計は1兆円

を超えるが、この約20%がシンテックの当期純

利益である。シンテックは当社連結子会社のな

かで最大の貢献を続けている。

金川社長は1976年に当社がシンテックを全

額出資子会社化したのち、 1978年から同社の

社長に就任し経営を主導している。同社は「は

じめからリストラされた会社」と呼ばれ、少数

精鋭主義に徹した。

シンテックは1976年以降、フリーポート工場

の8回の増設と、アデイス工場建設という設備

増強を続けた。この結果、生産能力は1976年

の年産10万tに対して、 2001年のアデイスエ

場完成により200万tと20倍に達した一方、人

員の増加は多くない。

さらにプラクマンでは、原料からの塩ビー貰

生産工場建設に取り組んでいる。 2008年には、

その第1期工事が完成し、これによりシンテッ

ク生産能力は年産230万tとなった。

同時にシンテックはフル生産、フル販売を鉄

則とした。優良需要家の確保や新規需要家の

開拓に絶え間なく取り組み、販売の拡大に合わ

せて増設を実施した。そして新設備の稼働直

後からフル生産を目指し、増強工事の進行中か

ら新たな販路の確保に取り組み、増設と販売

拡大を持続的に推進した。

この成長に資したのが、安定した原料と需要

家の確保である。そして、 この両面を支えたの

が、契約を重視した事業活動であった。現在進

行している塩ビ一貫生産工場の建設に際して

も、原料のエチレンの確保にあたっては、エチ

レンメーカーと長期安定供給の契約を結ぶこと

を基本とした。

塩ビは需要家から見れば製品の生産に欠か

せない原料であり、塩ビの安定供給は塩ビメー

カーの使命である。品質の安定した塩ビを安定

供給するには、工場の稼働率を高め、常に安定

した品質と数量を生産し続けることが必要であ

る。市況変動の影響を強く受ける塩ビ事業で

安定した生産を続けることが、経営の最重要

課題である。

契約が力を発揮した

プリフォーム事業

供給と品質の安定が重要であることは、当社

のあらゆる製品についていえる。金川社長は経

営方針の基本をフル生産、フル販売として、長

期契約による安定的な原料と需要家の確保に

力を注いだ。この長期契約で大きな成果を上げ

た一つの例が、光ファイバー用プリフォーム事

業である。

1990年代後半に起こったIT分野の爆発的

な市場拡大のなかで、光ファイバーの需要は飛

躍的に増大した。このため、世界の多くの電線

メーカーが光ファイバー分野に参入した。当社

は急速な需要増に応えて、 2000年9月、鹿島で
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光ファイバー
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新工場の建設に着手した（第4章第VI節）。この

工場建設にあたっても、需要家と長期契約を結

んで増産分の販売先確保を固り、新工場のフ

ル生産、フル販売を実践した。

光ファイバー用プリフォームは、当社の需要

家である電線メーカーでも自社生産を行ってい

る。当時は需給が逼迫していたが、需給が緩め

ば各杜とも、まずは外部からの調達を絞り込む

ことが予想された。このような状況下で需要家

の要望に応えて設備増強を実施するには、需

給関係が緩んだときの販売先を確保すること

が不可欠であった。

金川社長はこの事業の担当者に対し、「需要

家も光ファイバー用プリフォームを生産してい

るなかで当社が増設を実施するのは、需要家に

代わって当社がリスクを負って設備投資を行う

ことであるといえる。この点を需要家に十分に

ご理解いただき、増設後の販売を確保すること

が不可欠だ」と説明した。

その後、 ITバブルの崩壊とともに、世界中

の光ファイバー市場は壊滅的というべき打撃を

被った。しかし、当社は需要急落のリスクを想

定し、極めて短期間の工場建設と長期契約に

よって、市場の混乱による影響を最小限に抑え

ることができた。

投資額を十分に回収できただけでなく、世界

中の光ファイバー関連企業が大幅な赤字を計

上するなかで、その後当社は、この事業で一度

も赤字を計上することはなかった。



合理的な視点で

国内塩ビ事業の懸案解決

金川社長は、専務で海外事業本部長および

シンテック社長であった1982年7月、小田切新

太郎社長の命を受けて塩ビ事業本部長を兼任

した。そして当時の経営の最重要課題であった

国内塩ビ事業の収支改善を図るために、懸案

の鹿島コンビナート基本契約の改定に取り組

むとともに、生産と販売の徹底的な合理化を進

めた。

その結果、 1983年7月に新しい基本契約が

締結され、優先塩素枠の廃止とエチレン価格

決定方式の改定が実現した。当社の国内塩ビ

事業は、金川専務が塩ビ事業本部長に就任し

て1年4カ月後の第107期上期(1983年6~11

月）に黒字に転換した。

1980年代後半は、国内塩ビ業界はおおむね

順調に推移した。そして1990年度に日本の塩

ビ生産量は初めて200万tを上回り、 1996年度

の塩ビの国内向け出荷量は過去最高となった。

ただし収益面では、業界全体として1992年度

から毎年度赤字を計上した。

その要因には、塩ビ市場における古い商慣

行や過剰なメーカー数による過当競争に加え

て、塩ビの環境問題があった。特に1990年代

後半は、一部の学者や環境団体が塩ビをダイ

オキシンや環境ホルモンの主要な発生源とす

る論調を展開した。これがマスコミなどを通じ

て広まり社会問題となった。塩ビ業界は組織的

に広報活動を行い、塩ビに関する正確な情報

を、産業界や一般消費者に普及しなければなら

なかった。

金川社長は、塩ビヘの逆風がもっとも激し

かった1998年から2000年まで、関係者からの

強い要請で塩ビ工業・環境協会(VEC)の会

長を務め、先頭に立って誤解の払拭にあたると

ともに、塩ビの優れだ性能を強調した。そして

2000年代以降、歴代の会長はじめ関係各社の

努力により、塩ビの環境問題はほぱ沈静化

した。

それでも2000年度以降、国内塩ビ業界は赤

字が続き、 1992年度から2003年度までの塩ビ

業界の累積赤字は約1500億円にのぼった。塩

ビメーカー各社は事業の存続と安定供給の確

保に向けて値上げを行ってきたものの、業界特

有の価格後決め方式のために値上げ後の価格

が守られず、収支の改善を妨げていた。

そこで当杜は2003年12月、他社に先駆けて

価格後決め方式の廃止と値上げを発表した。

大手需要家も当社の方針に賛同するようにな

り、長年の懸案であった商慣行是正問題は解

決し、合理的な商取引である価格先決め方式

へ移行した。 12期連続で赤字を計上した国内

塩ビ業界は、 2004年度に黒字転換した。

価格交渉力を生み出す

「価値」の追求

半導体シリコン事業でも、長期安定的な収益

確保に向けた取り組みを進めた。

半導体シリコン事業は、顧客が大手の半導

体・電気メーカーに限られ、また、 10社ほどの
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■信越半導体グループの連結業績推移
（信越半導体・SEHアメリカ・SEHマレーシア・SEHヨーロyパ・SEH台湾）

期
売上高 経常利益 当期純利益
（億円） （億円） （億円）

20013 1,967 176 90 

2002 3 1,701 174 93 

2003 3 1,904 210 116 

2004.3 2,067 236 147 

2005.3 2,504 361 231 

2006.3 3,012 400 252 

2007 3 3,999 810 500 

2008 3 4,757 1,330 857 

SEHアメリカ
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シリコンウエハーメーカーが価格対応を中心と

する過当競争と、将来の需要予測を基にした設

備投資を行ってきたため、収益はシリコンサイ

クルと呼ばれる需要の変動に左右され、絶えず

大きな波があった。

さらに製品の仕様なども顧客ごとに個別対応

する必要があって、顧客の意向によって変更を

余儀なくされることもしばしばあり、計画的に

適正な再投資を実施することが極めて難しい

事業であった。

しかし、事業の継続的な成長を図るには、次

世代の品質要求に応えるための研究開発や、需

要の拡大に対応した設備投資を推進していかな

ければならず、そのためには健全な収益構造を

保って成長を図ることが不可欠だった。

2000年代に入って、この収益構造の健全化

が急務になったのは、 SEHアメリカであった。

2003年11月の常務委員会でSEHアメリカの

報告を受けた金川社長は、同社が抱える構造

的問題の解決には、販売の根本的な立て直し

と同時に、品質と生産性の改善が早急に必要

である点を指摘した。

この問題の解決に向け、翌2004年1月には、

半導体シリコン事業に精通している長野電子工

業の市川和成社長に、 SEHアメリカの技術上

の問題点を精査するように求めた。こうして市

川社長と長野電子工業の技術者の全面的な協

カのもと、 SEHアメリカの品質や製品の歩留ま

りは大きく改善された。

また組織面では、2004年4月に当社の斉藤恭

彦常務をSEHアメリカの社長、信越半導体の

伊藤辰夫常務を副社長とする経営体制を発足



させ、技術と経営の両面から同社の改革に全力

を傾注した。この結果、 2004年度にはSEHア

メリカは実質的に黒字に転換した。

一方、次世代の300mmウエハー事業でも、

金川社長の指揮下で画期的な施策が進めら

れた。

2001年2月に世界に先駆けて量産を開始し

た300mmウエハーは、 2003年には月産10万

枚へと成長を遂げたが、収益力は脆弱であっ

た。早い時期から、 300mmウエハーの需要が

拡大し、半導体シリコン事業を牽引する存在に

なると確信を得ていた金川社長は、需要家の要

求する高品質化と安定供給の実現には、収益

基盤の強化が急務であると考えていた。

このとき打ち出された方針は、価格是正をと

もなう長期契約締結であった。これは競合メー

カーが依然として価格対応によってシェア拡

大を目指すなかで、半導体シリコン事業では過

去に例を見ない大きな決断であった。もとより

需要家にとっては従来の商慣行にない提案で

あっただけに、交渉は当初難航を極めた。

しかし、品質の高度化への対応や安定供給を

行うために、継続的な設備投資が必要であるこ

とを誠実に粘り強く説いた結果、次第に需要家

の理解を得られるようになった。この施策の推

進により、半導体シリコン事業は2004年7月を

転換点として、収益力の大幅な改善が図られる

こととなった。

収益構造の健全化には、従来の商慣行に変更

を加えるような改革も避けては通れない。それ

には強力な改革の推進力が必要であった。こう

して金川社長は、2004年より半導体シリコン事

業に関しても、陣頭に立って指揮を執ることと

なった。

2004年12月には、需要家の要求に応えるべ

く、 300mmウエハーの生産能力を当時の月産

30万枚から、 2006年秋までに月産50万枚とす

る計画を対外発表した。金川社長はこの増強に

あたって、地震や自然災害、その他あらゆるリ

スクの分散化と安定供給体制の強化を図るた

め、信越半導体白河工場に加え、 SEHアメリ

カでの設備投資も決断した。これらが奏功し、

2006年9月には月産70万枚と、当初計画を上

回る増強が完了した。

さらに、 300mmウエハーの堅調な需要の伸

びに確信を得たことから、 2006年9月、 2007年

秋を目途とした月産100万枚体制の構築を対外

発表した。その内容は既存の白河工場とSEH

アメリカ、三益半導体工業の設備増強に加え、

単結晶の生産は信越半導体武生工場に設備を

新設し、加工は新たに長野電子工業でも実施

するというものであった。

これらは、複数拠点化によるいっそうのリス

ク分散と、早期立ち上げによる安定供給確保と

いう需要家の要望に応えるものであった。この

一連の設備増強に要する投資額は、数千億円

という大規模なものであるが、経営体質が改善

されたことにより全額自己資金で賄うことが可

能であった。

信越半導体グループ（信越半導体、 SEHア

メリカ、 SEHマレーシア、 SEHヨーロッパ、

SEH台湾）の業績を見ると、第127期(2004年

3月期）に2067億円だった売上高は、第131期

(2008年3月期）には4757億円となり、経常利
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■連結設備投資額とキャッシュフローの推移

期
連結設備投資額 連結キャッシュフロー

（百万円） （百万円）

llO 23,729 38,417 

111 29.103 39.671 

112 50,012 58.719 

113 44,081 58.958 

114 65,444 60,412 

115 69,875 61,493 

116 41,292 53,664 

117 34,421 57,897 

118 67,689 69,848 

119 66,790 83,741 

120 92,844 92,804 

121 136,383 104,170 

122 73,641 99,558 

123 80,003 109,613 

124 96,770 135,272 

125 81,543 139,396 

126 75,220 139,581 

127 113,591 148,387 

128 110,277 184,035 

129 145,329 226,682 

130 210,613 292.472 

131 268,479 324,849 

※キャッシュフローは当期純利益＋減価1賞却費
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益も第127期の236億円から第131期の1330億

円へと大幅に拡大した。

従来の慣習にとらわれず、あるべき姿を追求

した金川社長の経営方針によって、半導体シリ

コン事業の収益基盤は確実に強化された。信越

半導体グループは第130期(2007年3月期）に

は創業以来40年にして初めての実質無借金会

社となり、自己資本比率も向上、減価償却年数

の短縮を実行するなど財務体質の改善に努め、

さらなる成長を目指している。

シリコーン事業においても、アジア市場では

世界の有カメーカーが激しい価格競争を展開

して、収支が悪化した。このため2004年以降、

汎用品においても安定した品質や供給能力な

ど、当社独自の価値を強く打ち出して価格交渉

力を高めた。この結果、第128期(2005年3月期）

以降、 シリコーンの輸出は収支が改善し、シリ

コーン系事業全体の大幅増益に大きく貢献し

た（第5章第II節）。

将来を見据えた投資と

迅速な市場対応

次世代を展望した新規事業の育成と、市場

の変化に即応した設備投資による事業の拡大

という長短両様の積極的な展開も、この間の経

営の特長である。

フル生産、フル販売を実現するには、常に販

路の開拓に努め、新規需要を掘り起こすことが

不可欠である。それを可能にするのは営業力と

ともに、優れた研究開発力である。研究開発に



ついて金川社長は、どのような経営環境下でも

当社グループの将来のために必要な研究費は

十分に投下すると明言し続けた。

研究開発には、日常的な営業活動に直結す

る現業研究と、次代の主力製品を生み出すた

めの新規研究があるが、この両面に力を注い

だ。特に新規研究については、 1991年に金川

社長自身が委員長となってZ委員会を組織し、

次代の柱となる研究テーマを絞り込んだ。そこ

からエキシマレーザー用フォトレジストが1990

年代後半に事業化されて、最後発で世界トッ

プシェアを確保するという成功を収めた。

新規製品の事業化にあたって金川社長は、

いかに優れた研究成果があっても、事業として

必ずモノにする意気込みと経営能力を持つ人

が推進しなければ成功しないとして、身を賭し

て事業化に取り組む重要性を指摘している。当

社の歴史を振り返れば、シリコーンや半導体シ

リコン事業の確立に心血を注いだ田村喜八副

社長をはじめとする何人もの先達を見出すこと

ができる。

このように長期的な展望を持った新規研究

の一方で、市場動向に合わせた設備投資を迅

速かつ果断に決定し、実行に移した。この20年

間に行った大規模な設備投資は、シンテックの

アデイス工場とプラクマンにおける新工場建

設、 300mmウエハー生産設備の建設とその

後の増強、 GEとの合弁によるタイのシリコー

ンモノマープラント、松井田工場のシリコーン

モノマープラントのはか多数が挙げられる。

当社グループには多くの技術・プラント輸出

をはじめ、国内各工場やグループ会社での新

増設、および多くの海外での工場建設や増設

などの実績がある。当該事業本部や信越エン

ジニアリングには、これらを通して培われた独

自のエンジニアリング能力が蓄積されている。

このことが、通常では考えられない迅速で効

率的な工事を可能にし、製品の市況が変化す

るなかで工場をタイミングよく立ち上げて、次

なる発展へとつなげた。

連結設備投資額は年によって増減はあるも

のの、この20年間で大きく拡大した。第110期

に237億円であった連結設備投資額は、第131

期には2684億円と約11倍になった。これら積

極的な設備投資の背景には、利益の増加によ

るキャッシュフローの拡大があった。

第110期のキャッシュフロー（当期純利益＋

減価償却費）は384億円であったが、第131期

は3248億円と約8倍に達した。「投資はキャッ

シュフローの範囲内」という原則を守りつつ、各

事業からもたらされた利益を原資に設備投資

を進めた結果である。

こうした既存事菓における設備増強に加え

て、欧州の塩ビ事業やセルロース事業の買収な

どM&Aも積極的に行った。 1990年代後半以

降、事業環境の変化は加速しており、世界市場

で優位性を確立するには、自社内での事業育

成だけでなく、M&Aも重要な選択肢となった。

そしてM&Aにおいては、量的拡大だけを追

求するのではなく、買収した事業の収益をいか

に向上させるかという「質の向上」を重視した。

その結果、シンエツPVCが買収後初年度から

黒字に転じて連結決算に貢献するなど、M&A

は当社グループの収益力向上に大きく寄与し
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■第131期末(2008年3月31日）における
世界化学会社の時価総額

企業名

リライアンス

BASF 

バイエル

デュポン

エア・リキード

ダウケミカル

サソル

プラックスエア

アクゾノーベル

信越化学工業

エアプロダクッ

南亜プラスチックス

台湾プラスチック
（フォルモサプラスチックス）

フォルモサケミカルアンドファイバー

住友化学

ロームアンドハース

三菱ケミカルHD

PPGインダストリーズ

東レ

DSM 

時価総額
（百万ドル）

82,048 

64,189 

61,526 

42,053 

36,116 

34,624 

30,270 

26,385 

23,043 

22,357 

19,729 

18,940 

17,299 

14,325 

10,611 

10,593 

9,973 

9,913 

9,110 

8,782 

当社調べ

ている（第3章第I節、第4章第I節）。

このような各事業における積極的な取り組

みにより、塩ビ、半導体シリコン、合成石英な

どが、競争の激化した世界市場でトップシェア

を確保し続けている。トップシェアを占めるこ

とで優良需要家との交流が活発になり、市場

情報の収集力の向上にもつながっている。

世界が認める企業へ

この20年間に、当社グループは世界市場へ

の進出を積極的に拡大した。連結海外売上高

比率は第114期(1991年3月期）は28.3%であっ

たが、第121期(1998年3月期）に50%を超え、

第131期(2008年3月期）は68.3%となった。

国内と海外の比率が逆転した要因の一つに

は、シンテックの事業規模拡大や信越半導体

グループの海外子会社の発展、欧州の塩ビや

セルロースの拠点の獲得、レア・アースマグネッ

トの東南アジアでの事業展開など、 主力事業の

国際化の進展がある。

従業員数でも、連結ベースの期末従業員数

が第125期(2002年3月期）に海外が国内を上

回り、その後も海外の比率が高まっている。

主力事業における世界シェア向上や、海外

売上高や海外従業員比率の上昇を踏まえて、

当社グループはこの20年間に、国内の有力化

学メーカーから国際的な素材メーカーヘと脱皮

した。 1990年代後半以来、当社が多くの海外

メデイアから注目されるようになったという事

象は、このことの反映であるといえる。



また、この20年間で、株式市場が評価する

当社の企業価値も大きく高まった。東京証券取

引所の月末終値に基づく時価総額の推移を見

ると、 20年前の1987年1月末は3401億円で

あった。

これが1995年頃から増加傾向に転じ、第121

期末(1998年3月末）は1兆394億円と1兆円を

上回った。さらに2ケタ成長が続く第128期以降

は、時価総額も増加し、第129期末(2006年

3月末）は2兆7612億円と2兆円を超えた。

そして、第130期末(2007年3月末）は3兆

1068億円と3兆円を上回った。これは世界の化

学会社で第6位、 2007年3月末の東京証券取

引所第一部上場企業1748社の第31位で、国

内主要化学会社では、 2位を約1兆3000億円

引き離してトップであった。さらに2007年7月

13日には4兆1050億円となり、初めて4兆円を

上回った。

株価は、 2008年3月末の終値は5150円で、

1987年1月末の終値1150円の4.5倍であった。

国際的な格付会社のムーデイーズインベス

ターズサービスは、当社の格付けを2005年1月

に「A2」から「Al」に引き上げ、さらに2007

年4月には「Aa3」まで引き上げている。

1990年8月に就任した金川社長は、経営基

盤の強化を図り、多くの経営改革を実行した。

その結果、当社グループは真の国際企業への

脱皮を果たしただけでなく、エクセレントカン

パニーとしての地位を固めた。経営の実質的な

変革によって得られた成果は、世界の化学会

社のトップを目指す当社グループの成長力の基

盤となっている。
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信越グループのあゆみ 連結決算開始年度(1978年5月期）から2008年3月期まで

億円（売上高）

円（株価）

13,000 

12,000 

11,000 

10,000 

9,000 

8,000 

7,000 

6,000 

5,000 

4,000 

3,000 

2,000 

1,000 

1978年5月期 2008年3月期 増加率

連結売上高
145,091 1,376,364 9.5倍

（百万円）

連結当期純利益
1,931 183,580 95倍（百万円）

時価総額（期末）
38,800 2,225,349 57.3倍（百万円）
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① 悉
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（注）株価は各決算期が属する年度（例えば1978年5月期は1977年6月-1978年5月が対象、1988年3月期は1987年6月-1988年3月）の最高値～最安値、その他の指標は決算期ベース。
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連結売上高 1兆3,763億円

連結当期純利益 1,835億円

株価 9,580円

｛名円（利益）

1.800 

1,600 

1,400 

1,200 

時価総額 2兆2,253億円

＿ド
31a§
蕊

1,000 

連結売上闇（左目盛）

兆円

（時価総額）

3.5 

株価（左目盛）

最高値

＼ 

最安値

-、t!
時価総額（右目盛）
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現役員 (2008年6月27B現在）

代表取締役社長 金川 千尋

! べ

務

~

[ 
専役締取表代

常務取締役

代表取締役専務斉藤恭彦

取締役 フランク・ピーター・ボポフ

常務取締役幅田紀一
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取締役金子昌資 取締役宮暗毅 取締役石原俊信 取締役宮島正紀

取締役中村敦 取締役荒井文男 取締役笠原俊幸 取締役小根澤英徳

取締役轟正彦 取締役中村健 取締役秋本俊哉 常勤監査役岡田理

rJ 

監査役渡瀬昌彦 監査役福井琢 監査役小坂義人 監査役永野紀吉
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歴代役員任期表(2008年6月27日現在）

1926 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 

精亨 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 

越壽三郎
， 6 

野口 遵
， 3 

小田切磐太郎
,1 I 1 

小林 暢
,I Is 

榎並直三郎
,I I 3 

I I 

七沢清助
， 3 

横田文五郎
， I 3 

岩橋 勇
,I I 13 

島田 鹿三
， 11 

米村 貞雄 ピ°
市川 誠次

， 3 . . . . . . .・... ・..... . " ... 
丸山 盛雄

， I 7 .......... ・....... ・..... ・.・.. ・... . . . . . . ,• .. •...••........ ・........ , • ..... ・....... ・... ・........ ・... ・.・.... ,• ........... ・..... ・ ~ 

西沢喜太郎
， I 3 

·.• , •, •, • ・.・. ・.・. ・.・.・.. ・... ·.• ・.・ 
飯島 正一

, I 3 6 2 .・......... , •, ...... ・..... ,'. ,• ... . ・... ・..... ・..... ・..... ・... ・........... ・. ・....... ・........ ・. 

荻生 伝
， I 3 

•,• ,• •,•. ・.・. ・. ・. , • ・.・... ・.・.. ・ ・-・. ・.・ •,• . ・.・. ・.・ 

名 取和作 :f 3 10 7 6 

諏訪棉庄左衡門
I I 11 

花岡 俊夫 1 3 I I 4 .... ・.・. ・......... ・..... ・... ・. ・.. , • ......... ・..... ・... ・.... ・.. 
小坂順造 5 9 6 10 7 7 

母袋 甕雄 已
I 

金田栄太郎 金田栄太郎 3 
3 

近藤 鋏次 近藤鋏次 3
3 10 12 

小坂武雄 小坂武雄
， I 6 

大岩復一郎 大岩復一郎
,cJ I 1, 

大久保清松 大久保清松
12 ,; 

II 

今井 文平
I I I 12 I 

122 
今井文平 ・.・.・.・.・ ・·.·.·.·.·.•.•,•.•.•,•.·.·······

小林 周蔵 6 6 26 7 7 

小林周蔵
一

．． 

小坂善太郎 6 1 

:.1 小坂善太郎

三島 文治 三島文治 門J久保田才次郎 7 7 

久保田才次郎

一
.·.·.·.·.·.·.·.·.·.·.·.• ·.·.·.·.•. 

I I : 戸美濃部亮吉 美濃部亮吉

米持重太郎 米持重太郎
12 

竹田 正 竹田 正 :tt 熊谷太三郎 熊谷太三郎

丸山 重助 丸且重3/J

石塚俊三
I I 12 I 
石塚俊三

穂苅太治郎
, I , 6 7 I I 7 

穂苅太治郎 .....'............ 

小田切新太郎
s I I I 

小田切新太郎

越 六郎
, I I I I I 

越 六郎 . . ........ ...............'........ ・........ .'. 

工藤 善助 工藤 善助I 
12 I I I • 

I 
6 1 7 

小坂徳三郎 小坂徳三郎 ...... ・... ・......... ・... ・.・... ・.・... •, 

平井 義計 平井義計 ビ
折戸 勇

1 1 
折戸 勇 ........... 

辻 謹吾
7 I I 

辻 謹吾 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .. . 
小出 隆

,1 I 
小出 隆 .·.•.·.•,•.·.•. ·, • ·,• ·.•,•.·.·.· ·.•.•.•,•.·.•.·,•,•.·.·.·.·.• 

小林 秀雄
I I I 7 
小林秀雄

佐藤 尚邦
7 I 

佐I藤I 尚I邦I I 
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-ヨ取締役会長 し二ニ］取締役副会長 一 取締役社長区蕊蕊3取締役副社長 ロニニ］専務取締役
一常務取締役仁二二］取締役相談役 亡~取締役 区蕊蕊〗 監査役
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1932 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 

昭沢 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 

奥井桂一郎 奥井桂一郎
7 1 

佐 島 敬愛 佐島敬愛
1 I I 

井上 敏夫 井上敏夫
7 I 

村田 英麿 村田英暦
7 I 

山口 英治
7 I 

山口英治 . . . . . . . ....... ..I .. ..  

瀬下 貞夫
I I I, 

瀬下貞夫

中川 充 中川
充 1 I 

七沢得三 七沢得三
1 

田村 喜八 田村喜八 ~ 小林 文雄 小林文I雄

田中 久元
I 

I已田中久元

古沢正明 古沢 正明 l:: 
小坂雄太郎 小坂雄太郎 l: 
瓜生 敏三 瓜生 敏三

値賀 駿一 値賀駿一

戸田 和男 戸田 和男

井深 大 井深 大

五島 昇 五島 昇

竹中 活彦 竹中活彦

中沢 忠蔵 中沢忠蔵

藤 田 桂夫

吉川 善郎

西川荘二郎

金川 千尋

相原 照彦

田中 貞弘

木村 桂造

羽田 邦彦

相賀頌一郎

鳥居 恒夫

橋本 正身

若杉 史夫

小柳 俊一

和田 正

芹口 賢二

菅原 太郎

宮坂勝郎

正戸信次

武城 昭夫

遠藤 良治

太田 四郎

日浦 致

本田 博

和田 修一

小柳 道男

松崎 浩

栗原 正
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~ 取締役会長 こニニコ 取締役副会長 一 取締役社長 図翌翌罰取締役副社長 しニニコ専務取締役

一常務取締役 ビニニ］取締役相談役 亡~ 区塁翌百 監査役
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瓢璽璽 取締役会長 亡□~ ．．． ＇取締役社長 区蕊蕊］取締役副社長 に二ニ］専務取締役
一 常務取締役 Eこ二］ 取締役相談役 仁二二］ 取締役 区蕊翌3監査役

阿山勝彦

宮地敏次

五十嵐邁

近藤八郎

渡辺康彦

伊藤邦雄

金児 昭

石田和夫

小菅 勝

坪倉弘明

森 俊三

市村浩信

岩下 功

伊藤健一

小林春男

岡崎 真雄

南 隆

今田 潔

三木良英

幅田紀一

山田二郎

高木正紀

今井 ： 耳

渡瀬昌彦

北村 薔

秋谷文男

須田哲雄

高垣 佑

F.P. ポポフ
石原俊信

宮島正紀

斉藤恭彦

新井浩之

中村 敦

河野俊二

小野義昭

岡田 理

荒井文男

高杉晃司

笠原俊幸

小根澤英徳

福井 琢

金子昌資

轟 正彦

小坂義人

宮暗 毅

中村 健

永野紀吉

秋本俊哉
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主なグループ会社 (2008年3月末現在） 出資比率のカッコ内の数字は、当社の子会社・関連会社などの出資比率を

内数で表したもの。

米国

シンテック INC. 1973年3月設立／資本金18.75US$/出資比率100%
塩化ビニル樹脂の製造・販売 テキサス州

SEHアメリカ INC. 1979年3月設立／資本金150百万US$/出資比率(100%)
半端体シリコンの製造・販売 ワシントン州

シンエッポリマーアメリカ INC. 1981年2月設立／資本金7百万US$/出資比率(100%)
キーパッド、インターコネクターの販売 カリフォルニア州

K-Bin INC. 1985年8月設立／資本金4.500US$/出資比率(100%)
塩化ビニルコンパウンドの製造・販売 テキサス州

シンエッシリコーンズオプアメリカ INC. 1985年12月設立／資本金32,810千US$/出資比率(100%)
シリコーン製品の製造・販売 オハイオ州

パシフィックバイオコントロール CORP. 1985年12月設立／資本金2千US$/出資比率(100%)
フェロモン製剤の開発・販売 ワシントン州

シンエツマイクロサイ INC. 1989年9月設立／資本金3.400千US$/出資比率(100%)
エレクトロニクス材料の販売 アリゾナ州

シンコアシリコーンズINC. 1991年7月設立／資本金12,200千US$/出資比率(100%)
シリコーン製品の製造・販売 オハイオ州

シンエツマグネティクス INC. 1993年10月設立／資本金700千US$/出資比率(100%)
レア・アースマグネット製品の販売 カリフォルニア州

ヘレウスシンエツアメリカ INC. 1990年10月設立／資本金400千US$/出資比率(75%)
石英るつぽの製造・販売 ワシントン州

ヘムロックセミコンダクター CORP. 1979年 1月設立(1984年6月資本参加）／資本金46百万US$/出資比率(24.5%)
半導体シリコンの製造・販売 ミシガン州

メキシコ

シンエッポリマーメヒコ S.A.de C.V 

オランダ

1996年7月設立／資本金36百万メキシコペソ／出資比率(100%)
キーパッドの製造

シンエッシリコーンズヨーロッパ B.V. 1989年11月設立／資本金4,810千EUR/出資比率100%
シリコーン製品の製造・販売

シンエツインターナショナルヨーロッパ B.V. 1990年3月設立／資本金281,840千EUR/出資比率100%
各種化学品、電子材料の販売

シンエッポリマーヨーロッパ B.V. 1986年6月設立／資本金3,640千EUR/出資比率(100%)
キーパッド、インターコネクターの製造・販売

シンエツ PVCB.V. 1999年11月設立／資本金18千EUR/出資比率(100%)

ドイツ

SEタイローズGmbH& Co.KG 

イギリス

SEHヨーロッパ LTD.

塩化ビニルモノマー、塩化ビニル樹脂の製造・販売

2003年12月設立／資本金500千EUR/出資比率(100%)
セルロース誘禅体の製造・販売

1984年5月設立／資本金73百万UKポンド／出資比率(100%)
半導体シリコンの加工・販売

タマウリパス州

アルメーレ市

アムステルダム市

フェンロー市

ヒルバーサム市

ヴィーズバーデン市

リビングストン市
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ポルトガル

シレス S.A.

ハンガリー

シンエッポリマーハンガリー KFT

1960年11月設立／資本金15.000千EUR/出資比率(26.1%)
塩化ビニル樹脂の製造・販売

2003年10月設立／資本金700百万フォリント／出資比率(100%)
キーパッドの製造

アヴェイロ県

ギョール市

~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 

アジア・オセアニア

マレーシア

シンエツマレーシア SDN.BHD. 1988年10月設立／資本金33.100千リンギット／出資比率100%
レア・アースマグネット製品の製造 セランゴール州

シンエツエレクトロニクスマレーシア SDN.BHD. 1995年 4月設立／資本金35,071千リンギット／出資比率100%
エポキシモールディングコンパウンドの製造 セランゴール州

SEHマレーシア SDN.BHD. 1973年 7月設立／資本金181,500千リンギット／出資比率(98.3%)
半郡体シリコンの加工・販売 セランゴール州

シンエッポリマーマレーシア SDN.BHD. 1988年10月設立／資本金41,500千リンギット／出資比率(100%)
キーパッド、インターコネクター、OA機器用部品、キャリアテープ、
シリコーンゴム成形品の製造 セランゴール州

SEHシャーラム SDN.BHD. 1993年 6月設立／資本金140百万リンギット／出資比率(100%)

オーストラリア

シムコアオペレーションズ PTY.LTD.

マイクロシリカ PTY.LTD.

インドネシア

PTシンエツマグネティクスインドネシア

PTシンエッポリマーインドネシア

フィリピン

シンエツマグネティクスフィリピン INC.

シンガポール

シンエッシンガポール PTE.LTD.

半禅体シリコンの加工・販売 セランゴール州

1983年4月設立(1996年2月資本参加）／資本金32,005千オーストラリア＄／出資比率(100%)
金属ケイ素の製造・販売 西オーストラリア州

1988年 1月設立(1996年2月資本参加）／資本金100オーストラリア＄／出資比率(100%)
フュームドシリカの販売 西オーストラリア州

1996年 5月設立／資本金900千US$/出資比率(100%)
レア・アースマグネット製品の組立

1997年11月設立／資本金5百万US$/出資比率(100%)
ウエハーケースの製造

1999年 3月設立/60百万フィリピンペソ／出資比率100%
レア・アースマグネット製品の加工・組立

1990年 4月設立／資本金300千シンガポール＄／出資比率100%
シリコーン製品の販売

バタム州

西ジャワ州

ラグナ州

シンガポール市

シンエツエレ外ロニクスマテリアルズシンガボー）v PTE.LTD. 1995年11月設立／資本金2,800千シンガポール＄／出資比率100%
レア・アースマグネット製品などの販売 シンガポール市

シンエッポリマーシンガポール PTE.LTD. 2005年 8月設立／資本金6,682千シンガポール＄／出資比率(100%)
キーパッド、インターコネクター、OA機器用部品、シリコーンゴム成形品、

ウエハーケース、キャリアテープの販売 シンガポール市

ヘレウスシンエックォーツシンガポール PTE.LTD. 1997年 3月設立／資本金3,800千シンガポール＄／出資比率(50%)

タイ

シンエッシリコーンズタイランド LTD.

アジアシリコーンズモノマー LTD.

石英ガラス製品の販売 シンガポール市

2001年2月設立／資本金1,300百万バーツ／出資比率100%
シリコーン製品の製造・販売

2001年 2月設立／資本金3,393百万バーツ／出資比率(50%)
シリコーンモノマーの製造・販売

バンコク市

ラヨン県



韓国

韓国信越シリコーン（掬

永信石英（梱

中国

1986年8月設立／資本金5,800百万ウォン／出資比率100%
シリコーン製品の製造・販売

1985年 2月設立／資本金1.344百万ウォン／出資比率(50%)

石英ガラス製品の製造・販売

ソウル特別市

鎮川郡

信越有机娃国際貿易（上海）有限公司 2003年8月設立／資本金490千US$/出資比率100%
シリコーン製品の販売 上海市

浙江信越精細化工有限公司 2002年5月設立／資本金3百万US$/出資比率90%
シリコーン製品の製造・販売 浙江省

信越緊合物（上海）有限公司 1999年 1月設立／資本金300千US$/出資比率(100%)
キーパッド、インターコネクター、キャリアテープの販売 上海市

信越緊合物（香港）有限公司 2005年7月設立／資本金14,414千香港＄／出資比率(100%)
キーパッド、インターコネクター、OA機器用部品の販売 香港特別行政区

群州信越緊合有限公司 1993年10月設立／資本金15,300千US$/出資比率(84.7%)
キーパッド、インターコネクター、OA機器用部品の製造 江蘇省

ヘレウスシンエックォーツチャイナ INC. 1995年12月設立／資本金67.400千人民元／出資比率(33.3%)

台湾

台湾信越砂利光股1分有限公司

信越光電股1分有限公司

台湾信越半禅体股イ分有限公司

崇越石英製造廠股イ分有限公司

日本

日信化学工業聡

信愛産業（樹

信越半尊体（株

日本酢ビ・ポバール（株

味福井環境分析センター

信越フィルム（株

信越エンジニアリング（樹

味シンコーモールド

昧産業情報センター

石英ガラス製品の製造・販売 藩陽市

1986年8月設立(1987年7月資本参加）／資本金228百万NT$/出資比率93.3%(6.7%) 
シリコーン製品の製造・販売 台北市

1995年4月設立／資本金200百万NT$/出資比率(80%)
化合物半導体の製造・販売

1995年11月設立／資本金1,500百万NT$/出資比率(70%)
半端体シリコンの加工・販売

1984年12月設立／資本金320百万NT$/出資比率(60%)
石英ガラス製品の製造・販売

1955年3月設立／資本金500百万円／出資比率100%

新竹市

新竹市

新竹市

合成樹脂エマルジョンなどの製造・販売 福井県越前市

1960年10月設立(1964年10月資本参加）／資本金20百万円／出資比率100%
電気設備の設計・施工、ボイラーほか各種機器の整備・据付 新潟県上越市

1967年3月設立／資本金10,000百万円／出資比率100%
半導体シリコン、化合物半尊体の製造・販売 東京都千代田区

1968年12月設立／資本金2,000百万円／出資比率100%
酢酸ビニルモノマー、ポバールの製造・販売 大阪府堺市

1968年12月設立(1971年7月資本参加）／資本金10百万円／出資比率100%

計量証明事業、作業環境測定、土壌汚染調資および各種消防防災器具の販売 福井県越前市

1973年12月設立／資本金200百万円／出資比率100%
コンデンサー用ほか各種フィルム、ソーラーウエハーなどの製造・販売 福井県越前市

1976年4月設立／資本金200百万円／出資比率100%
化学プラントなどの設計・建設、液晶パネル・PDPなとフラットパネルディスプレイ製造装置の製造・販売 東：京都千・f-¥';田区

1977年7月設立／資本金30百万円／出資比率100%
シリコーンの成形・加工

1977年12月設立／資本金10百万円／出資比率100%
産業技術、企業経営に関する情報収集

群馬県安中市

東京都中央区
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直江津産業昧

昧信越シリカ

疇井プラントメンテ

誅シンユウ

（株｝信越マグネット

信越シーラント（梯

1978年2月設立／資本金30百万円／出資比率100%
製品包装・充填業、運送取扱業、計最証明事業

1978年2月設立／資本金30百万円／出資比率100%

無機および有機化学製品などの製造加工

1980年 3月設立／資本金10百万円／出資比率100%

用水、下水施設およぴ廃棄物焼却施設の運転維持管理

1981年2月設立／資本金10百万円／出資比率100%
金属ケイ素の粉砕

1985年 1月設立／資本金10百万円／出資比率100%

レア・アースマグネット製品の製造・加工

1986年3月設立／資本金20百万円／出資比率100%

シリコーン製品の販売

新潟県上越市

新潟県上越市

福井県越前市

群馬県安中市

福井県越前市

東京都千代田区

鹿島サービス掬 1988年7月設立／資本金10百万円／出資比率100%

電子材料関連の製造加工の請負など 茨城県神栖市

上越ガスサービス（掬 1975年3月設立／資本金20百万円／出資比率100%(7.5%)

ガス・水道・下水道および空調関連機器の販売・施工 新潟県上越市

直江津電子工業昧 1969年9月設立／資本金200百万円／出資比率100%(10%)

半尊体シリコンの加工 新渇県上越市

信越アステック昧 1962年12月設立／資本金495百万円／出資比率99.6%(1.8%)

化学製品などの販売、建築事業 東京都千代田区

長野電子工業味 1964年8月設立／資本金80百万円／出資比率90%

半導体シリコンの加工 長野県千曲市

直江津精密加工昧 1986年2月設立／資本金80百万円／出資比率100%(10%) 

合成石英、リチウムタンタレートの加工 新潟県上越市

スカイワードインフォメーションシステム柑j 1988年 4月設立／資本金200百万円／出資比率100%(20%)

コンピュータによる情報処理およびこれに関する業務 東京都千代田区

侑部サービス 1978年 2月設立／資本金10百万円／出資比率100%(30%)

建設業、警備業、ビルメンテナンス、緑化の請負・施工管理 群馬県安中市

昧ヒューマンクリエイト 1987年2月設立／資本金10百万円／出資比率100%(30%)
人材開発のサポート、人材派遣業 東京都千代田区

信越機T昧 1979年4月設立／資本金10百万円／出資比率100%(40%)

各種機械器具の製造・メンテナンス 新潟県上越市

信濃電気製錬（梱 1921年12月設立(1965年7月資本参加）／資本金200百万円／出資比率77.4%

炭化ケイ素製品の製造・販売 東京都千代田区

昧シンエッテクノサービス 1961年8月設立(1965年11月資本参加）／資本金26百万円／出資比率76.9%(11.5%) 

自動車運送業、各種製品の加工梱包および機械設備の補修 福井県越前市

信越ポリマー卸 1960年 9月設立／資本金11,635百万円／出資比率53.1%(0.1%)

塩化ビニル樹脂、シリコーンゴムなどを主原料とした製品の製造・販売 東京都中央区

鹿島塩ビモノマー昧 1968年2月設立／資本金1.500百万円／出資比率50%

塩化ビニルモノマーの製造・販売 茨城県神栖市

信越石英昧 1972年2月設立／資本金1,000百万円／出資比率50%

石英ガラス製品の製造・販売 東京都新宿区

卸タツノ化学 1953年7月設立(1971年8月資本参加）／資本金100百万円／出資比率44%

各種合成樹脂の製造・加工および販売 東京都墨田区

三益半導体工業卸 1969年6月設立(1984年5月資本参加）／資本金17,835百万円／出資比率42.1%(1.1%)

半導体シリコンの加工、精密機器の販売、自動化装置の設計・製造・販売 群馬県高崎市



直江津アセチレン昧 1962年7月設立／資本金20百万円／出資比率40%(5%)
溶解アセチレンの製造・販売 新潟県上越市

朦アドマテックス 1990年2月設立／資本金305百万円／出資比率412%055%)
セラミックス原料の製造・販売 愛知県西加茂郡

日本プラスチック工業昧 1952年11月設立(1959年8月資本参加）／資本金175百万円／出資比率24.5%
硬質塩化ビニル管の製造・販売 愛知県小牧市

鹿島電解昧 1968年 2月設立／資本金3,500百万円／出資比率23%
か性ソーダ、塩素の製造・販売 茨城県神栖市

富士システムズ（採 1963年 5月設立(1985年4月資本参加）／資本金90百万円／出資比率20%
医療用ゴム製品などの製造・販売 東京都文京区

浦和ポリマー昧 1969年12月設立／資本金30百万円／出資比率(100%)

キャリアテープの製造 埼玉県北窮飾郡

（株）サンエース 1971年9月設立／資本金15百万円／出資比率(100%)

生産工程の検査・仕上げおよび梱包の請負 埼玉県さいたま市

信越ユニット味 1972年7月設立／資本金70百万円／出資比率(100%)
建築内・外装工事などの設計・施工および請負 東京都中央区

信越ファインテック味 1972年11月設立／資本金310百万円／出資比率(100%)
キーパッド、インターコネクター、キャリアテープ、シリコーンゴム成形品、包装材料などの販売 東京都中央区

しなのポリマー（株 1973年12月設立／資本金50百万円／出資比率(100%)
キーパッド、インターコネクター、医療・工業用シリコーンゴム加工品の製造 長野県塩尻市

新潟ポリマー（掬 1974年 1月設立／資本金50百万円／出資比率(100%)
ウエハーケースの製造 新潟県糸魚川市

磯部機工（梯 1978年2月設立／資本金10百万円／出資比率(100%)
管工事、製缶、鉄鋼構造物の製造・修理 群馬県安中市

昧山形信越石英 1971年 8月設立(1979年12月資本参加）／資本金50百万円／出資比率(100%)
石英ガラス製品の製造・加工 山形県天童市

信武磁エ（掬 1980年12月設立／資本金6百万円／出資比率(100%)
レア・アースマグネット製品の加工 福井県越前市

エスアイセミコンサービス（樹 1982年 1月設立／資本金19百万円／出資比率(100%)

半導体シリコンの製造・加工の請負 福島県白河市

（掬福井信越石英 1983年12月設立／資本金30百万円／出資比率(100%)
石英ガラス製品の製造・加工 福井県越前市

信建総合設備味 1985年 1月設立／資本金20百万円／出資比率000%)
冷暖房空調工事の設計・施工 群馬県焉崎市

信建土木（株 1987年 8月設立／資本金20百万円／出資比率(100%)
土木建設・造園工事などの設計・施工 新渇県上越市

昧埼玉シンコーモールド 1988年4月設立／資本金30百万円／出資比率(100%)
シリコーンの成形・充填 埼玉県東松山市

日本レジン（掬 1983年7月設立(1988年4月資本参加）／資本金50百万円／出資比率(100%)

合成樹脂などの販売 東京都港区

いわき半導体誅 1990年3月設立／資本金60百万円／出資比率(50%)
化合物半導体の製造・販売 福島県いわき市
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本社(2008年3月末現在）

〒100-0004 東京都千代田区大手町2-6-1(朝日生命大手町ビル）

塩ビ事業本部

塩ビ部

化成品部

シリコーン事業本部

電子材料事業本部

新金属部

マグネット部

有機材料部

精密材料事業部

半導体事業部

有機合成事業部

スレートPVC、低重合度PVC、高重合度PVC、つや消しPVC

か性ソーダ、メタノール、クロロメタン（メチルクロライド、メチレンクロライド、クロロホルム）、シンエッソリーナ

オイル、変性オイル、消泡剤、離型剤、剥離紙用離型剤、繊維処理剤、 塗料添加剤、整泡剤、ワニス、粘着剤、シラン、

シランカップリング剤、ゴムコンパウンド、フロロシリコーンゴム、SEPラバー、LIMS、一液型RTVゴム、二液型RTVゴム、

グリース・オイルコンパウンド、建築・土木用シーリング材・コーティング材・ライニング材、熱収縮ゴムチューブ、放熱ゴム加工品、

琳電ゴム加工品、その他加工品

レア・アース酸化物（高純度品・微粒子・球状粒子等）、レア・アース化合物（塩化物・硝酸塩・溶液等）、レア・アースメタル、

その他レア・アース応用製品

ネオジム・鉄・ボロン磁石、サマリウム・コバルト磁石、磁石応用製品（ボイスコイルモータ等）

半導体封止用樹脂（エポキシモールデインゲコンパウンド／固形・液状）、LED用シリコーン系封止樹脂、半禅体・電子部品用

コーティングレジン、光ファイバーコート材、高純度シラン（ジクロロシラン、トリクロロシロン、四塩化ケイ素等、KAシリーズ）

LSI用合成石英フォトマスク基板、液晶用合成石英フォトマスク基板、合成石英ウエハー、バイオ・MEMS用合成石英基板、

光学レンズ用合成石英インゴット、光ファイバー用プリフォーム、酸化物単結晶 (LT)、超謁純度窒化ホウ素(PBN)、

高純度有機金属化合物(TMG、TMA、TMI、TEG、DMZ、DEZ、TBP)、高純度シリコン部品

高純度半導体シリコン、ラップドウエハー、ポリッシュドウエハー、拡散ウエハー、熱処理ウエハー、エピタキシャルウエハー、

埋込拡散エピタキシャルウエハー、SOIウエハー、発光ダイオード用基板

セルロース部 メトローズ、 hi—メトローズ、アスカクリーン、ナトムクリーン、シアノレジン、 TC-5、 HPMCP、 L-HPC、信越AQOAT

ファインケミカル部 フェロモン製剤、フェロモン原体、シス-3-ヘキセノール、シスふヘキセニルエステル類、アルファ・イロン

新機能材料部

フォトレジスト

新規製品部

液状フッ素エラストマー SHIN-ETSUSIFEL、ペリクル、光アイソレータ、シリカ

国際事業本部

技術・プラント輸出、単体機器・製品・輸出入業務、スケール防止剤、フレキシブル銅張積層板、金属ケイ素



支店／工場／研究所(2008年3月末現在）

大阪支店

〒550-0002 大阪府大阪市西区江戸堀1-11-4(日本典亜肥後橋ビル）

名古屋支店

〒450-0002 愛知県名古屋市中村区名駅4-5-28(近鉄新名古屋ビル）

福岡支店

〒810-0001 福岡県福岡市中央区天神1-12-20(日之出天神ビル）

直江津工場

〒942-8601 新潟県上越市頸城区西福島28-1

武生工場

〒915-8515 福井県越前市北府2-1-5

群馬事業所磯部工場

〒379-0195 群馬県安中市磯部2-13-1

群馬事業所松井田工場

〒379-0224 群馬県安中市松井田町人見1-10

鹿島工場

〒314-0102 茨城県神栖市東和田l

研究所

塩ビ・高分子材料研究所

〒314-0102 茨城県神栖市東和田1

シリコーン電子材料技術研究所

〒379-0224 群馬県安中市松井田町人見1-10

精密機能材料研究所

〒379-0195 群馬県安中市磯部2-13-1

合成技術研究所

〒942-8601 新潟県上越市頸城区西福島28-1

新機能材料技術研究所

〒942-8601 新潟県上越市頸城区西福島28-1

磁性材料研究所

〒915-8515 福井県越前市北府2-1-5
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コーポレート・ガバナンス体制 (2008年6月末現在）

株主総会

選任／解任 選任／解任 選任／解任

報告
報告 会計監査人

監査役会
監査役5名
うち社外監査役3名

靡II~ 11 mW・ 選定／解職 -
↓監資

報告

代表取締役
報告

悶
誓

常務委員会 冒
業務執行案件の審議など

• 報告
重要な経営課題ごとの委員会 業務監査部

指示・監督 調査・指導 指示・監督 監査

営業・製造・研究・管理各部門

環境基本憲章(2005年10月18改定）

I. 基本理念

倍越化学グループは、地球環境を保全することが全人類にとって最重要な課題のひとつである

ことを認識し、企業活動のあらゆる面で環境保全に配慮して、地球温暖化防止や持続的発展

が可能な社会の構築を目指します。

II. 行動指針

I)企業活動によって生じる環境影響を的確に把握し、化学物質管理、省エネルギー、省資源及び

リサイク恥廃棄物の削減などについて方針を定め、地域及び地球環境の継続的改善を図ります。

2)国内外の環境関連の法律・規則などを順守すると共に地域との共生を図り、環境汚染の防止

に努めます。

3)新製品・新技術の開発にあたり、基礎研究・基本設計の段階から生産、流通、使用、廃棄に至る

まで環境への影響を評価し、環境負荷の低減に努めます。

4)環境保全についての教育・社内広報活動などの実施により、全従業員の環境意識の高揚に努

めると共に地域及び地球環境に目を向け、幅広い環境保全活動に努めます。

5)環境保全活動を推進するために、環境管理組織を整備します。



最近20年の主な指標
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売上高
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経常利益
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1株当たり指標
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設備投資額・キャッシュフロー
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従業員数
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※海外売上高は当社および連結子会社の日本以外の国または地域における売上裔
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連結財務指標の推移

1978年5月期 1979年5月期 1980年5月期 1981年5月期 1982年5月期 1983年5月期 1984年5月期 1985年5月期

第101期 第102期 第103期 第104期 第105期 第106期 第107期 第108期

貸借対照表

流動資産 79,666 88,985 114,858 129,030 143,857 149,602 181,120 221,734 

現金及び預金 25,346 25,088 27,375 28,554 37,510 37,087 38,749 58,655 

受取手形及び売掛金 31,065 37,876 54,006 52,814 56.839 64,830 89,530 103,840 

有価証券 3,207 4,665 1,626 2,768 4,332 3,595 2,333 3,806 

棚卸資産 14,959 16,685 24,745 30,912 32,816 34,211 40,893 46,368 

貸倒引当金 -719 -897 -1,014 -960 -910 -773 -970 -1,073 

固定資産 56,856 54,920 64,997 74,653 82,062 87,252 101,089 161,077 

有形固定資産 40,196 39,231 47,940 57,953 66,633 70,453 80,571 137,710 

建物及び構築物 10,373 10,384 10,828 12.103 15,236 17,833 20.458 44,243 

機械装置及び運搬具 21,951 20,628 21.914 36,907 39,899 40,996 43,183 71,320 

土地 4.812 4,916 5,084 5,226 6,148 6,484 8,103 11,211 

建設仮勘定 909 1,095 7,931 1,465 2,686 2,138 5,567 6,778 

無形固定資産 698 495 303 112 llO 105 102 175 

投資その他の資産 15,962 15,194 16,754 16,588 15,319 16,693 20.415 23,191 

投資有価証券 8,562 6,742 7,802 7,505 7,605 7,779 7,916 10,256 

長期貸付金 2,128 2,258 2,658 2,340 1,395 1,313 1,765 2,144 

貸倒引当金 28 30 34 27 16 13 11 18 

資産合計 137,668 144,221 182,207 205,417 228,234 237,733 283,054 384,155 

流動負債 74,697 85,582 111,891 116,283 128,604 134.484 168,430 199,331 

支払手形及び買掛金 19,581 26,811 39,557 39,384 36,572 41.479 54,010 65,912 

短期借入金※1 43,902 44,049 47,299 56,880 63,241 64,773 63,992 75,648 

未払費用 4,648 4,368 7,144 6,835 8,051 7,844 10,417 13,395 

固定負債 38,139 32,161 36,919 45,487 50,490 48,014 42,719 88,846 

社債 2,550 2,250 4,999 6,379 7,878 7,300 6,360 5,347 

転換社債 25,698 

長期借入金 34,792 28,819 30,619 37,379 40,260 36,329 29,509 46,059 

退職給付引当金※2 335 332 295 183 172 725 1,470 1,563 

負債合計 ※3 115,628 120,801 150,543 164,131 181,168 183,948 215,013 293,916 

（少数株主持分） 1.752 1,972 582 1,237 1,348 1,449 3,863 5,738 

資本金 10.424 10.424 10,946 12,577 13,319 13,377 13,504 15,281 

資本剰余金 ※4 1,574 1,574 4,004 8,426 8,262 8,503 9,808 11,929 

利益剰余金※5 10,042 11,422 16,714 20,283 25,485 31,903 44,734 63,116 

負債及び純資産合計※7 137,668 144,221 182,207 205,417 228,234 237,733 283,054 384,155 

損益計算書

売上高 145,091 156,130 210,111 215,542 237,026 261,433 323,454 379,993 

売上原価 116,678 122,008 163,500 176,236 190,783 206,903 248.493 290,639 

売上総利益 28,413 34,122 46,611 39,306 46,243 54,529 74,961 89,354 

販売費及び一般管理費 18,656 19,603 24,743 24,502 30,073 31,381 37,953 45,205 

営業利益 9,757 14,519 21,868 14,804 16.170 23,148 37,007 44,148 

営業外収益 2,647 2,113 3,033 4,860 5,216 4,081 4,583 6,382 

受取利息 1,361 790 1,701 2,425 3,221 2,554 2,523 2,484 

受取配当金 528 556 609 665 626 603 568 585 

営業外費用 8,860 8,254 9,319 10,577 11,098 10,789 10.148 11,698 

支払利息 ※6 6,839 5.495 7,400 9,578 10,323 9,711 8,386 9,743 

経常利益 3,544 8,378 15,582 9,087 10,288 16,440 31,442 38,832 

特別利益 1,284 353 321 702 415 81 3,223 95 

特別損失 1,447 1,835 1,314 728 1,469 339 640 322 

税金等調整前当期純利益 3,381 6,896 14,589 9,061 9,234 16,182 34,025 38,605 

当期純利益 1,931 3,002 6.416 5,160 4.143 8,214 14,361 18,492 

※1 2003年3月期からCPを含む。 ※2 2000年3月期まで退職給与引当金。 ※3 1998年3月期まで負債合計に少数株主持分を含む。
※4 2003年3月期まで資本禅備金。 ※5 1998年3月期まで利益準備金とその他の剰余金の合計。1999年3月期から2002年3月期まで連結剰余金。
※6 1998年3月期まで支払利息及び割引料。以降の支払利息は新基準。 ※7負債については※3と同様。2007年3月期から資本が純資産に変更。
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単位：百万円

1986年5月期 1987年5月期 1988年3月期 1989年3月期 1990年3月期 1991年3月期 1992年3月期 1993年3月期

第109期 第110期 第111期 第112期 第113期 第114期 第115期 第116期

貸借対照表

198,713 217,084 229,095 269,262 317,624 310,332 302,642 294,783 流動資産

47,366 61,394 60,111 84,660 108,611 81,765 95,741 96.413 現金及び預金

91,632 88,931 97,511 111,957 132,113 149,793 131,215 126,621 受取手形及び売掛金

4,351 14,359 12,620 9,674 10,565 7,618 6,219 4,818 有価証券

49,000 45,757 49,701 53,694 57,406 60,831 56,675 53,856 棚卸資産

-1,518 -1,602 -1,222 -1,340 -2,251 -2,961 -3,071 -2,198 貸倒引当金

161,433 161.907 172,278 199,170 225,251 275,034 310,295 306,921 固定資産

134,754 130,051 133,723 150,996 161,333 191,068 223,553 224,371 有形固定資産

45,508 45,466 45,561 50,989 55,424 64,733 75,346 76,443 建物及び構築物

69,533 62,409 60,110 69,585 71,143 83,316 90,290 104,772 機械装置及び運撤具

12,091 15,935 16,276 18,501 20,830 20,271 22,864 22,265 土地

3,380 2,275 7,624 7,346 8,962 17,155 28,845 15,192 建設仮勘定

174 520 557 1,250 1,118 992 869 848 無形固定資産

26,504 31,335 37,996 46,923 62.799 82,973 85,872 81,701 投資その他の資産

13,268 13,846 29,803 37,263 51,659 65,762 68,585 65,508 投資有価証券

2,506 2,415 2,933 3,105 2,968 7,604 6.457 5,272 長期貸付金

-14 -16 -18 -15 -13 -56 -33 -37 貸倒引当金

360,345 379,141 401.472 468.482 545,957 587,691 614.489 602,482 資産合計

178,994 183,687 179,792 193,285 204,787 224,620 243,787 211,748 流動負債

47,191 45,519 51,944 58,553 67,055 79,447 68,749 66,188 支払手形及び買掛金

91,489 95,578 79,997 75.122 73,523 77,048 79,731 79,031 短期借入金※1

12,945 11,752 10,995 12,610 16.448 18,578 20,759 19,801 未払費用

78,549 78,372 74,462 96,390 124,980 121,435 108,926 116,569 固定負債

4,345 3,905 28,164 33,932 33,492 31,574 8,875 2,427 社債

19,400 31,150 15,542 34,095 66,078 63,533 62,698 62,662 転換社債

42.498 32,194 18,922 15,254 12,655 12,837 22,476 36,345 長期借入金

2,878 3.183 3,389 4,091 4,380 4,693 5,103 5,578 退賊給付引当金※2

267,273 270,336 266,543 303,201 345,442 362,975 370,759 345,424 負債合計※3

5,578 5,772 6,991 10.182 14,386 14,625 15,370 15,735 （少数株主持分）

18,368 22,304 29,363 31,607 33,783 35,417 35,781 35,799 資本金

15,141 19,080 26,783 30.130 35,346 37,034 37,623 37,642 資本剰余金※4

59,567 67,424 78,787 103,588 131,388 152,264 170,325 183,617 利益剰余金※5

360,345 379,141 401,472 468,482 545,957 587,691 614.489 602,482 負債及び純資産合計※7

損益計算書

341,889 323,900 298.447 403,436 425,089 466,992 478,351 460,929 売上高

275,210 253,815 225,998 298,403 314,499 349,432 358,351 360,602 売上原価

66,679 70,084 72,449 105,032 110,590 117,560 119,999 100,327 売上総利益

44,771 44.100 40,677 54,311 61,850 67,684 74,340 68,226 販売費及び一般管理費

21,907 25,984 31,771 50,721 48,739 49,876 45,659 32,101 営業利益

6,557 5,044 4,123 6,788 9,921 10,854 9,833 7,313 営業外収益

2,724 2,731 2,557 3,847 5,881 7,346 6,042 4,340 受取利息

535 1,134 754 1,089 1,301 1,438 1,250 1,461 受取配当金

11,925 10,092 7,995 8,629 10,048 11,967 10,674 9,017 営業外費用

10,946 8,785 6.462 6,141 7,352 9,466 9,105 7,688 支払利息※6

16,540 20,936 27,899 48,880 48,613 48,763 44,818 30,397 経常利益

297 69 215 20 43 52 141 特別利益

300 483 686 723 350 298 333 253 特別損失

16,537 20,521 27,428 48.157 48,283 48,507 44,538 30,286 税金等調整前当期純利益

6,523 10,980 14,898 27,893 27,747 26,528 24,581 15,989 当期純利益
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連結財務指標の推移（つづき）

1994年3月期 1995年3月期 1996年3月期 1997年3月期 1998年3月期 1999年3月期 2000年3月期 2001年3月期

第117期 第118期 第119期 第120期 第121期 第122期 第123期 第124期

貸借対照表

流動資産 301,915 334.152 377,933 519,127 546,568 523,750 610,603 705,278 

現金及び預金 98,612 119,408 137,649 234,151 197,967 184,020 209,057 221,222 

受取手形及び売掛金 130,490 142,241 162,326 164,557 176,285 151,519 182.433 221,276 

有価証券 9,491 10,712 7,881 36,839 71,227 76,335 85,066 99,781 

棚卸資産 49.410 54.143 62,825 73,933 87,148 94,421 97,455 118,279 

貸倒引当金 -2,119 -1,982 -2,326 -3,156 -3,778 -2,778 -2.268 -4,222 

固定資産 298,834 309,783 323,937 406,217 533,142 530,078 525,754 560,521 

有形固定資産 216,757 240,110 248,830 319,954 390,259 391.464 378,272 422,243 

建物及び構築物 76,951 87,039 86,290 118,733 152,154 149,509 141,887 155,674 

機械装置及び運搬具 101.492 108,877 114,795 139,421 175,020 172,809 160,377 194,804 

土地 23,251 26,839 26.443 27,179 29,552 29,462 29.484 33,375 

建設仮勘定 9,627 10,867 14,131 25,968 23,685 29.484 33,222 25,139 

無形固定資産 680 557 462 423 517 489 5,751 3,416 

投資その他の資産 81,397 69,115 74,644 85,839 142,365 138,124 141,730 134,861 

投資有価証券 65,103 55,851 62,536 72,058 121.073 119,422 112,267 108,891 

長期貸付金 5,003 1,230 1,326 2,925 6,226 6,246 13,391 1,766 

貸倒引当金 -303 -11 -11 -23 -49 -80 -72 -41 

資産合計 600,754 643,936 708,636 931.158 1,083,780 1,060,973 1,168,729 1,265,799 

流動負債 204,234 222.414 258,748 322,961 323,996 261,630 337,100 354,412 

支払手形及び買掛金 65,403 76,034 87,948 95,227 104,099 82,115 90,531 111,900 

短期借入金※l 74,863 70,567 75,157 83,345 65,100 81,805 87,727 82,422 

未払費用 19,055 22,479 26,805 34,141 37,995 37,526 39,277 51,439 

固定負債 114,222 118,795 111,660 201,547 221,271 214,953 157,067 172,109 

社債 2,527 2,511 2,432 55,870 105,064 102,462 44,884 42,910 

転換社債 62,601 61,486 61,371 77,769 21.181 21,152 18,965 18,340 

長期借入金 33.312 37,533 32,904 34,551 50,028 45,640 50,594 44,090 

退職給付引当金※2 5,778 5,941 5,891 6,033 5,859 5,201 7,221 27,967 

負債合計※3 335,724 358,575 387,649 556,432 586,469 476,584 494.167 526,522 

（少数株主持分） 15,675 17,052 17,240 18,227 19,024 20,322 23,299 24,280 

資本金 35,828 36,384 36,440 44,255 83,956 98,242 107,663 110,247 

資本剰余金※4 37,672 38,272 38,330 46,180 89,975 104,323 115,856 ll9,016 

利益剰余金 ※5 191,528 210,705 246,217 284,293 325,498 365,252 433,460 493,169 

負債及び純資産合計※7 600,754 643,936 708,636 931,158 1,083,780 1,060,973 1,168,729 1,265,799 

損益計算書

売上高 464,448 522,917 575.175 624,405 693,274 642,795 678,858 807,484 

売上原価 365,416 396,723 420,817 452,974 515,727 471,666 507.193 603,560 

売上総利益 99,032 126.193 154,358 171,430 177,547 171,128 171,665 203,924 

販売費及び一般管理費 69,181 78,631 86,555 96,609 95,467 84,805 84,200 91,247 

営業利益 29,850 47,562 67,802 74,820 82,079 86,322 87.465 112,677 

営業外収益 5,488 6,322 7,169 13,931 15,694 17,637 18,032 21,560 

受取利息 3,138 3,467 3,289 5,732 9,317 12,635 9,097 8,455 

受取配当金 1,333 1,640 1,366 1,563 758 637 481 774 

営業外費用 7,075 7,919 8,255 13,624 17,031 26,408 21,074 18,439 

支払利息 ※6 6,215 6,196 5,369 7,668 9,220 10,855 8,982 7,841 

経常利益 28,262 45,965 66,716 75,127 80,742 77,551 84.423 115,797 

特別利益 111 28 3,503 1.413 25,765 

特別損失 381 513 465 632 884 3,847 2,932 32,762 

税金等調整前当期純利益 27,992 45,451 66,280 74.494 79,858 77,207 82,904 108,800 

当期純利益 17,546 26,862 37,825 40,614 42,027 43,362 48,229 64,505 

※1 2003年3月期からCPを含む。 ※2 2000年3月期まで退職給与引当金。 ※3 1998年3月期まで負債合計に少数株主持分を含む。
※4 2003年3月期まで資本準備金。 ※5 1998年3月期まで利益準備金とその他の剰余金の合計。1999年3月期から2002年3月期まで連結剰余金。
※6 1998年3月期まで支払利息及び割引料。以降の支払利息は新基準。 ※7負債については※3と同様。2007年3月期から資本が純資産に変更。
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単位：百万円

2002年3月期 2003年3月期 2004年3月期 2005年3月期 2006年3月期 2007年3月期 2008年3月期

第125期 第126期 第127期 第12雌月 第129期 第130期 第131期

貸借対照表

692,563 707,778 730,546 780,833 926,987 1,063,499 1,017,325 流動資産

233,865 235,647 210,322 246,7413 262,145 296,851 217,265 現金及び預金

193,057 197,967 221,996 236,3663 277,874 315,710 313,943 受取手形及び売掛金

107,472 115,323 131,215 105,8393 178,555 207,178 184,519 有価証券

119,618 119,360 117,728 135.2253 147,367 169,177 204,336 棚卸資産

-4,211 -5,193 -4.727 -4,784 -5,233 -5,998 -4,726 貸倒引当金

595,868 603,096 655,670 695,415 744,293 796,496 901,219 固定資産

455,846 441,472 434,888 448,184 468,783 545,408 654,643 有形固定資産

166,403 158,985 153,380 154,920 158,298 174,413 180,566 建物及び構築物

207,517 196,529 200,854 213,238 208,213 217,685 240,671 機械装置及び運搬具

34,111 33,285 39,922 48,662 57,237 62,221 62,919 士地

35,187 41,836 30,645 21,072 34,524 79,351 159,016 建設仮勘定

3,509 4,292 24,378 28,637 25,347 25,964 25,859 無形固定資産

136,512 157,331 196,402 218,593 250.162 225,123 220,716 投資その他の資産

111.005 133,390 171,527 180,588 216,227 176,150 150,492 投資有価証券

1,717 957 1,188 1.213 1,029 1,062 941 長期貸付金

-25 -17 -18 -19 -25 -22 -19 貸倒引当金

1,288.432 1,310,874 1,386,216 1,476,248 1,671,280 1,859,995 1,918,544 資産合計

328,519 298,104 321,747 331,179 352,889 432,893 376,648 流動負債

97,280 110,649 107,041 114,667 132,673 155.463 149,304 支払手形及び買掛金

84,556 73,511 58,281 37,616 18,168 24,490 11,826 短期借入金※1

59,267 53,442 61,982 76,869 77,314 85,378 62,794 未払費用

123,972 140,290 137,235 119,697 110,491 66,786 58,226 固定負債

16,000 21,796 23,285 27,000 8,000 社債

18,315 18,291 17,849 転換社債

29,590 48,763 55,751 49,905 49,670 20,652 22,132 長期借入金

15,214 6,238 6,008 7,677 10,397 10,943 11,522 退職給付引当金※2

452.492 438,395 458,982 450,876 463,381 499,680 434,875 負債合計※3

23,871 25,517 26,508 29,065 34,219 39,407 43,257 （少数株主持分）

110,259 110,271 110,493 117,513 119.419 119,419 119,419 資本金

119,028 119,040 119,261 126,274 128,178 128.177 128,177 資本剰余金※4

556,465 626,141 694,996 780,198 882.412 1,017,260 1,163,680 利益剰余金※5

1,288,432 1,310,874 1,386,216 1,476,248 1,671,280 1,859,995 1,918,544 負債及び純資産合計※7

損益計算書

775,096 797,523 832,804 967,486 1,127,915 1,304,695 1,376,364 売上高

572,365 585,220 619,085 715,143 831,333 933,199 946,940 売上原価

202,730 212,302 213,719 252,343 296,582 371.496 429.424 売上総利益

88,007 90,152 88,094 100,608 111,262 130,467 142,278 販売費及び一般管理費

114,723 122,149 125,625 151,734 185,320 241,028 287,145 営業利益

15,238 10,583 7,594 9,075 12,906 20,618 30,440 営業外収益

5,649 3,655 3,389 3,852 5,572 8,545 9,107 受取利息

694 474 407 773 1.199 1,112 1,365 受取配当金

12,930 10,613 7,608 9,305 13,186 14,629 17,546 営業外費用

6.124 4,955 4,167 3,014 2,706 2,572 2,323 支払利息※6

117,031 122,119 125,612 151,503 185,040 247,018 300,040 経常利益

5,106 10,605 2,055 8,227 特別利益

9,046 12,222 2,050 7,197 特別損失

ll3,091 120,502 125,616 151,503 185,040 247,018 301.069 税金等調整前当期純利益

68,518 73,015 74,805 93,160 115,045 154,010 183,580 当期純利益
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創業以来の主要指標の推移（単独決算）
単位：第38期まで千円、第39期以降百万円

期 期間 総資産 純資産 資本金 自己資（％本）比率 売上高 経常利益 当期純利益 配1当株金当（た円り・錢）

1 1926年9月16s-1926年10月318 5,003 5,003 5,000 100.0 

゜
3 

2 1926年11月1日-1927年4月308 5,070 5,011 5,000 98.8 

゜
7 7 

3 1927年5月ls-1927年10月31日 7,605 5,0ll 5,000 65.9 

゜ ゜ ゜4 1927年11月1日ヘ-1928年4月308 8,549 5,011 5,000 58.6 846 1 1 

5 1928年5月1日-1928年10月31B 9,265 4,951 5,000 53.4 1,404 -60 -60 

6 1928年11月ls~、1929年6月308 8,758 5,001 5,000 57.1 1,891 49 49 

7 1929年7月lBヘ-1929年12月31日 9,699 4,938 5,000 50.9 1,281 -62 -62 

8 1930年1月ls-1930年6月308 9,296 4,635 5,000 49.9 1,343 -303 -303 ， 1930年7月lsへ、1930年12月31日 9,965 3,824 5,000 38.4 864 -811 -811 

10 1931年1月1日-1931年6月30B 6,674 2,942 5,000 44.1 167 -881 -881 

11 1931年7月1日-1932年1月318 6,809 2,564 5,000 37.7 177 -378 -378 

12 1932年281日-1932年7月31日 6,013 2,447 5,000 40.7 997 -116 -116 

13 1932年7月ls-1933年1月31日 6,092 2,434 5,000 40.0 549 -13 -13 

14 1933年2月Js-1933年7月31日 6,035 2,389 5,000 39.6 987 -44 -44 

15 1933年8月1日-1934年1月31日 5,785 2,362 5,000 40.8 

゜
-26 -26 

16 193絆2月1日-1934年7月318 5,816 2,337 5,000 40.2 

゜
-24 -24 

17 193絆8月ls-1935年1月3]B 5,729 2,314 5,000 40.4 

゜
-23 -23 

18 1935年2月ls-1935年7月31日 5,813 2,298 5,000 39.5 

゜19 1935年8月18へ、1936年1月31日 5,761 2,298 5,000 39.9 

゜20 1936年2月ls-1936年7月31日 5,901 2,298 5,000 38.9 

゜21 1936年8月1日-1937年1月31日 5,670 2,298 5,000 40.5 

゜22 1937年2月1日-1937年5月318 5,751 2,298 5,000 40.0 

゜23 1937年度(1937年11月期） 5,657 4,311 4,300 76.2 254 

24 1937年度(1938年 5月期） 5,445 4,532 4,300 83.2 1,647 220 220 1.75 

25 1938年度(1938年11月期） 6,696 4,611 4,300 68.9 928 251 251 2.00 

26 1938年度(1939年 5月期） 6,123 4,677 4,300 76.4 2,573 254 254 2.00 

27 1939年度(1939年11月期） 6,703 4,747 4,300 70.8 2,113 259 259 2.00 

28 1939年度(1940年 5月期） 8,788 4,832 4,300 55.0 2,007 259 259 2.00 

29 1940年度(1940年11月期） 16,201 10,694 10,000 660 2,790 350 350 2.00 

30 1940年度(1941年 5月期） 17,429 10,879 10,000 62.4 3,297 446 446 2.00 

31 1941年度(1941年11月期） 18,510 11,099 10,000 60.0 3,995 544 544 2.00 

32 1941年度(1942年 5月期） 19,770 11,386 10,QOO 576 5,116 644 644 2.00 

33 1942年度(1942年11月期） 20,506 11,634 10,000 56.7 5,609 669 669 200 

34 1942年度(1943年 5月期） 21,744 11,854 10,000 54.5 5,880 616 616 200 

35 1943年度(1943年11月期） 21,337 12,809 10,000 60.0 7,424 1.336 1.336 200 

36 1943年度(1944年 5月期） 23,324 13,541 10,000 58.1 6,956 1.153 1,153 2.00 

37 1944年度(1944年11月期） 27,250 14,620 10,000 53.7 10,459 1,521 1,521 2.00 

38 1944年度(1945年 5月期） 45,880 25,931 20,000 56.5 10,694 1,762 1,762 200 

39 1945年度 1945年11月期 44 28 22 64.2 7 1 1 1.25 

49 1945年度(1946年 5月期） 59 29 22 49.6 17 1 1 1.25 
41 1946年度(1946年11月期） 76 29 22 38.2 53 2 2 125 
42 1946年度(1947年 5月期） 106 27 22 25.6 70 1 1 1.25 
43 1947年度(1947年11月期） 216 26 22 12.0 143 

゜ ゜44 1947年度(1948年 5月期） 235 20 22 8 .. 7 207 -5 -l, 

45 1948年度(1948年11月期） 451 62 50 14.1 545 15 15 200 
46 1948年度(1949年 5月期） 443 90 50 20.3 750 34 34 3.00 
41 1949年度(1949年11月期） 545 204 120 37.5 849 68 68 375 
48 1949年度(1950年 5月期） 831 441 120 53.1 808 63 63 375 

49 1950年度(1950年11月期） 1.421 482 120 34.0 772 71 71 3.75 

50 1950年度(1951年 5月期） 1,893 528 120 27.9 1,174 94 94 7.50 

51 1951年度(1951年11月期） 1,960 563 120 28.7 1.227 131 131 750 

52 1951年度(1952年 5月期） 2,417 793 240 32.8 1,509 181 181 750 

53 1952年度(1952年11月期） 2.490 855 240 34.3 1,531 172 172 7.50 

54 1952年度(1953年 5月期） 2,890 1,147 480 39.7 1,634 152 152 625 

55 1953年度(1953年11月期） 3,200 1,171 480 36.6 1,315 111 111 5.00 

56 1953年度(1954年 5月期） 3,074 1.139 480 37.0 1,672 71 71 3.75 

57 1954年度(1954年11月期） 3,087 1,157 480 37.5 1,283 71 71 3.75 

58 1954年度(1955年 5月期） 3.491 1,529 480 43.8 1,680 86 86 3.75 

59 1955年度(1955年11月期） 3,685 1,550 480 42.1 1,520 82 82 3.75 

60 1955年度(1956年 5月期） 4,200 1,607 480 38.3 2,261 114 114 375 

61 1956年度(1956年11月期） 5,995 1,639 480 27.3 2.110 109 109 375 

62 1956年度(1957年 5月期） 7,502 2.136 980 28.5 2,750 158 158 3.75 

63 1957年度(1957年11月期） 7,669 2,176 980 28.4 2,615 156 156 3.75 

64 1957年度(1958年 5月期） 7,564 2,166 980 28.6 2,863 120 120 3.00 

65 1958年度(1958年11月期） 7,709 2,127 980 27.6 2,526 60 60 1.50 

66 1958年度(1959年 5月期） 8,000 2,139 1,009 26.7 3,342 61 61 1.50 
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単位：百万円

期 期間 総資産 純資産 資本金 自己資本比率 売上高 経常利益 当期純利益 1当株金当（たり
(%) 配 円銭）

67 1959年度(1959年11月期） 9,174 2,228 l,D40, 243 3,312 138 ' 138 3.00 

68 1959年度(1960年 5月期） 11,545 3,610 2,200 313 4,724 215, 215 
＇ 
300 

69 1960年度(1960年11月期） 14,872 3,723 2,200, 25.0 , .. 4.461 303 303 300 

70 1960年度(1961年 5月期） 18,929 5,362, 3,600 28.3 5,754 401 401 300 

71 1961年度(1961年11月期） 22,033 5,411 3,600 , .. 24.6 5,731, 410 し.... 410 ＇ ~ ~ ~ 300 

72 1961年度(1962年 5月期） 24,072 5,263 
＇ 
3,600 , .... 21.9 5,905 215 

' 
215 

~ ~ 

150 

73 1962年度(1962年11月期） 26,897 5,281 3,672 19.6 5,825 212 212 
'・・・・・ 
150 

74 1962年度(1963年 5月期） 28,023 5,319 3,745 19.0 6,456 229 229 150 

75 1963年度(1963年11月期） 29,960 5,271 , ... 3,820 17.6 6,691, ... 265 155 150 

76 1963年度(1964年 5月期） 32,785 7,342 I 5,845 22.4 8,530 412 236 2.00 

77 1964年度(1964年11月期） ， 33,983 7,476 , .......... 5,845 22.0 8,717 520 I 308, .. 2.00 

78 1964年度(1965年 5月期） 32,773 7,545 5,845 23.0 9,061 485 307 2.00 

79 1965年度(1965年11月期） 33,721 7.603 5,845 22.5 8,969 487 296 2.00 

80 1965年度(1966年 5月期） 34,409 7,686 5,845, 22.3 10,664 494 322 2.00 

81 1966年度(1966年11月期） 36,045 7.788 5,845 21.6 11,361 573 340 2.00 

82 1966年度(1967年 5月期） 38,841 7.950 5,845 205 12,905 713 398 2.50 

83 1967年度(1967年11月期） 41,003 8,082 5,845 197 13,470 757 432 250 

84 1967年度(1968年 5月期） 42,469 8,220 5,845 ..... 194 13,832 795 437 250 

85 1.968年度(1968年11月期） 44,638 8,360 5,845 187 14,675 792 440 250 

86 19.68年度(1969年 5月期） 46,492 8,567 5,845 18.4 16,204 921 .. 507 250 

87 1969年度(1969年11月期） 52,881 11,850 5,845 224 17,373 976 547 250 

88 1969年度(1970年 5月期） I ~ ~ ~ 58,712 12,318 9,100 21.0 19,649 1,389 772 250 

89 1970年度(1970年1.1月期） 65,131 12,690 ,. 9,100 19.5 21,810 , 1,529 838 250 

90 1970年度(1971年' 5月期） 64,183 12,992 9,100 20.2 21,073 1,107 769 250 

91 1971年度(1971年11月期） 66,005 13,182 9,100 20.0 21,781 905 656 250 

92 1971年度(1972年 5月期） 67,526 13,250 9,100 19.6 22,071 691 534 250 

93 1972年度(1972年11月期） 67,999 13,433 9,100 19.8 24,425 1,177 650 250 

94 1972年度(1973年 5月期） 74,255 16,697 9,100 22.5 28,957 2,636 915 250 

95 1973年度(1973年11月期） 76,178 17,240 9,928 22.6 33,326 3,218 1,016 250 

96 1973年度(1974年 5月期） 87,628 18,227 10,424 208 42,776 3,600 1,501 250 

97 1974年度(1974年11月期） 82,618 18,666 10,424 226 40,178 1,653 982 2.50 

98 1974年度(1975年 5月期） 86,552 18,780 10.424 21 7 37,240 607 656 250 

99 1975年度(1976年 5月期） 97,333 19,506 10,424 200 83,656 823 1,269 500 

100 1976年度(1977年 5月期） 100,874 19,210 10,424 190 96,442 2,039 1,306 500 

101 1977年度(1978年 5月期） 99,908 19,854 10,424 199 95,595 1,691 1,205 500 

102 1978年度(1979年 5月期） 104,307 19,894 10,424 191 101,455 4,173 1,643 500 

103 1979年度(1980年 5月期） 127.578 25,328 10,945 199 137,502 7,854 3,567 500 

104 1980年度(1981年 5月期） 139.668 32,375 12,577 232 138,966 4,192 2.444 500 

105 1981年度(1982年 5月期） 141.675 33,529 13,319 237 149,830 3,668 1,889 500 

106 1982年度(1983年 5月期） 144.074 36,905 13,377 256 157,604 7,638 4,347 500 

1.07 1983年度(1984年 5月JYJ) 170.116 43,930 13,504 258 206,091 14,969 7,772 550 

108 1984年度(1985年 5月1り1) 200.147 53,544 15,281 268 238,470 18,928 8,678 600 

109 1985年度(1986年 5月期） 195,587 65,729 18,368 336 216,396 16,757 7,701 6.00 

llO 1986年度(1987年 5月期） 214,435 80,634 22,304 376 207,028 17,846 8,879 6.00 

111 1987年度(1988年 3月期） 247,207 102,698 29,363 41.5 185,090 18,184 8,944 6.00 

112 1988年度(1989年 3月期） 283,762 115,204 31,607 40.6 247,279 22,551 10,931 650 

113 1989年度(1990年 3月期） 339,514 128,961 33,783 38.0 260,202 23,336 11,706 725 

114 1990年度(1991年 3月期） 356,487 142,265 35.417 399 283,593 24,133 12,553 750 

115 1991年度(1992年 3月期） 366,809 153.655 35,781 419 289,968 24,627 13,187 750 

116 1992年度(1993年 3月期） 342,151 160,805 35,799 470 275,616 17,626 9,643 750 

117 1993年度(1994年 3月期） 339,687 165,408 35,828 487 276,169 13,021 7,077 7.50 

118 1994年度(1995年 3月期） 355,100 172,490 36,384 48.6 290,083 16,524 8,504 750 

119 1995年度(1996年 3月期） 377,679 181,119 36,440 480 303,548 22,153 11,083 750 

120 1996年度(1997年 3月期） 508,737 207,491 44,255 408 321,202 25,803 13,323 750 

121 1997年度(1998年 3月期） 573,105 303,911 83,956 530 372,304 35,542 15,972 850 

122 1998年度(1999年 3月期） 581,632 353,305 98,242 607 381,069 42,231 24,322 9.00 

123 1999年度(2000年 3月期） 663,813 412,216 107,663 62.1 422,508 47,040 27,141 1000 

124 2000年度(2001年 3月期） 675,403 I 457,786 110,247 , 678 461,008 62,224 34,307 1200 

125 2001年度(2002年 3月期） 659,852 478,180 110,259 725 465,333 67,032 39,888 1200 

126 2002年度(2003年 3月期） 679,380 502,912 110,271 740 480,243 62,011 37,028 14.00 

127 2003年度(2004年 3月期） 758,820 544,266 110,493 71.7 482,580 58,065 34,725 16.00 

128 2004年度(2005年 3月期） 777,928 588,048 117,513 75.6 520,289 62,030 39,020 2000 

129 2005年度(2006年 3月期） 874.186 647,050 119,419 74.0 582,426 72,115 45,065 3500 

130 2006年度(2007年 3月期） 898,412 672,299 119,419 748 697,248 80,075 51,085 7000 

131 2007年度(2008年 3月期） 853,936 669,105 119,419 782 708,580 92,528 50,229 9000 

（注1)第99期から年次決算に移行、第111期から決算期を3月に移行(lll期は10カ月の変則決算） （注2)第130期から資本が純資産に変更
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特許出願および登録件数の推移
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月・日 当社関連事項

1巳 9フ（明治30年）

5.17 長野電燈設立（取締役会長小坂善之助）

1803(明治36年）

5.12 信濃電気設立（取締役会長越褥三郎）

1812(明治45・大正元年）

12.17 越壽三郎、信濃電気取締役社長に就任

181巳（大正4年）

12.21 小坂善之助死去(60歳）

1日2:ヨ（大正12年）

9.28 小坂順造、長野電燈取締役社長に就任

1日24(大正13年）

12.15 梓川電力設立（出資比率長野電燈50%、信濃電気50%、

取締役社長小坂順造）

18~ ヨ巳（大正15・昭和元年）

月・日 一般事項

7.30 明治天皇崩御、大正と改元

9. 1 関東大霙災発生

8. 1 信越窒素肥料の設立発起人会、信濃電気吉田営業所 9. ー 為替高騰、貿易不振で株式•生糸・綿糸相場暴落

で開催 12.25 大正天皇崩御、昭和と改元

9.16 信越窒素肥料設立（本社長野市大字吉田857番地1、

資本金500万円、出資比率信濃電気60%、日本窒素肥

料40%、決算期10月末、 4月末、取締役社長越壽三郎）

10.15 直江津工場用地取得（登記面積7万8989坪）

11.12 直江津工場で地鎮祭

182フ（昭和2年）

4.30 親不知の石灰石採掘について契約締結

8. ー 親不知採石所設置

10.15 直江津工場、工場完成。カーバイドの製造開始

11. 1 直江津工場、石灰窒素の製造開始

1日2Bc昭和3年）

1.14 直江津工場、電極の製造開始

11. 1 第6期(1928.11-1929.6)より決算期を 6月末、 12月末

に変更

3.15 金融恐慌始まる

12.30 上野一浅草間に国内初の地下鉄開通

2.20 第1回普通選挙実施

6. 4 張作揉燥死事件発生



月・日 当社関連事項 月・日 一般事項

182日（昭和4年）

7.11 小坂順造、長野電燈取締役社長を辞任（拓務政務次官 7. 2 濱口雄幸内閣成立

に就任のため） 10.24 ニューヨーク株式大暴落、世界恐慌に拡大

8.21 親不知で石灰石の採掘開始

1日こ30(昭和5年）

4. 一 越褥：：：：：郎社長、信越窒素肥料および信濃電気の経営

権を小坂順造に委譲

4.30 名取和作、信濃電気取締役社長に就任

5.11 親不知採石所、親不知出張所に改称

6. 2 越壽三郎、取締役社長を辞任

7.26 名取和作、取締役社長に就任

11. 4 東京、大阪、長野に営業所設置

11.24 石灰窒素生産の4割操業短縮と従業員整理決定

12.10 第1次人員整理実施

1831 c昭和6年）

2. ー 第2次人員整理実施

5.25 小坂順造、取締役社長に就任

5.25 小坂順造、信濃電気取締役社長に就任

5.25 本社移転（東京府東京市麹町区丸ノ内2丁目 2番地1

丸ビル）

7. 1 第11期(1931.7-1932.1)より決算期を 1月末、 7月末

に変更

7.17 小坂順造、長野電燈取締役社長に就任

8. ー 第3次人員整理実施

12.20 直江津工場の全操業中止

12.20 親不知出張所閉鎖

12.25 工場20人、本社7人の従業員を残し全員解扉

1 a: ヨ巨れ昭和7年）
3.11 元社長越壽三郎死去(68歳）

4. 1 信濃電気、理化学典業と合弁で理研マグネシウム設立

4.10 直江津工場の一部を日本曹達に賃貸

6. 1 直江津工場の一部を理研マグネシウムに賃貸

10. 1 理研マグネシウムと金属マグネシウム製造請負契約

締結

10. 1 直江津工場の肥料部門を電気化学工業に賃貸

10. 1 直江津工場管理所設置（総務部、電気部、肥料部、マ

グネシウム部、合金鉄部で構成）

1日 3:ヨ（昭和8年）

10.21 理研マグネシウム解散、 H満マグネシウム設立。工場

賃借権は日満マグネシウムが継承

1.11 金輸出解禁実施

1. 一 世界恐慌、日本に波及

4.22 ロンドン海軍軍縮条約調印

9. ー 米価、生糸暴落、農村恐慌深刻に

4. 1 重要産業統制法公布

4.13 濱口雄幸内閣総辞職

9.18 満州事変始まる

10.24 国際連盟、満州撤兵勧告案可決

12.13 金輸出を再禁止（株式、商品相場高騰）

1.28 第1次上海事変始まる

3. 1 満朴1国建国宜言

1.30 独でヒットラー連立内閣成立
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月・日 当社関連事項 月・日 一般事項
ー・―----鼻-―-

1 a: ヨ巳（昭和11年）
10.30 志久見川水系北野川と釜川の水利権取得 5.29 重要肥料業統制法公布

12. 1 石灰窒素肥料製造業組合設立

193フ（昭和12年）

2. 1 第22期(1937.2-1937.5)より決算期を5月末、 11月末 7. 7 旗溝橋事件発生（日中戦争始まる）

に変更 8.13 第2次上海事変始まる

3. 6 日本窒素肥料側の当社役員全員辞任 9.10 臨時資金調整法など戦時統制3法公布

3.31 信濃電気と長野電燈が対等合併し長野電気設立（取

締役社長小坂順造）

6.22 資本金を60万円に減資

7.14 資本金を430万円に増資

8.31 日満マグネシウムヘの直江津工場一部賃貸契約解約

9.30 電気化学工業への直江津工場一部賃貸契約の期間

満了

10. 1 直江津工場、自営操業再開

18~ ヨ巳（昭和13年）

6.24 第24期(1937.12-1938.5)株主配当実施（当社初） 4. 1 国家総動員法公布

6. ー 直江津工場、金属マグネシウムの試験生産開始 4. 6 電力管理法、日本発送電株式会社法公布

7. 一 直江津工場、金属マンガンの試験生産開始 5. 4 工場事業場管理令公布

8.10 長野電気保有の当社株の一部を同社株主に公開譲渡

10.21 10月1日を当社創立記念日に制定

12. 1 磯部金属試験所設置

12.24 磯部金属試験所、第1工場完成

183~ ヨ（昭和14年）

1.12 磯部金属試験所、金属マンガンの製造開始 4. 1 日本発送電設立

3.24 直江津工場、金属マグネシウムの製造開始 5.12 満州とモンゴル国境で軍事衝突（ノモンハン事件の発

4. ー 直江津工場、金属ケイ素の試験生産開始 端）

8. ー 直江津工場、ケイ素鉄の製造開始 7. 8 国民徴用令公布

9.24 磯部金属試験所、第2工場完成 9. 1 第2次世界大戦始まる

10.30 日本曹達への直江津工場一部賃貸契約の期間満了

1日40(昭和15年）

3.25 信越窒素肥料の社名を信越化学工業に変更 5. ー 米E.G.ロコウ博士がメチルシラン直接合成法発明

4.16 磯部金属試験所、有機実験室完成 7. 6 奢1多品等製造販売制限規則公布
9. 一 直江津工場、ケイ化石灰の製造開始 9.23 日本軍、北部仏印に進駐

ll.13 志久見川第2発電所完成 9.27 日独伊3国同盟締結

12.21 親不知出張所再開

1日41c昭和16年）

1.15 磯部金属試験所、陸軍の監督工場の指定受ける 4. 1 国民学校発足

1.21 朝鮮重化学工業設立（長野電気、梓川電力と共同出資、 4. 1 生活必需物資統制令公布（配給制開始）

当社出資比率20%) 4.13 日ソ中立条約調印
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月・日 当社関連事項 月・日 一般事項

4. ー 直江津工場、マンガン鉄の製造開始 8.30 重要産業団体令、配電統制令公布

10. 1 長野電気、発電設備の一部および梓川電力の全設備 12. 8 太平洋戦争始まる

を日本発送電に出資 12.16 物資統制令公布

10. 2 志久見川第1発電所完成

11. ー 磯部金属試験所、第3工場完成

184巨れ昭和17年）

2. 2 直江津工場、合金炉増設工事完成 2. 1 衣料配給切符制実施

3.10 直江津工場、カーバイド2・3号炉改造工事完成 2.21 食糧管理法公布

5. 1 長野電気、全設備を日本発送電および中部配電に出資 4. 1 配電統制令に基づく 9配電会社設立

して解散 6. 5 ミッドウェー海戦

5.11 直江津工場、カーバイド1号炉改造工事完成 10.30 化学工業統制会、カーバイド配給統制会発足

10. 8 朝鮮重化学工業、一部操業開始

12.23 朝鮮重化学工業の全株式を日本化成工業に譲渡

184: ヨ（昭和18年）

3. 1 直江津工場、金属マグネシウム電解炉完成 10.31 軍需会社法公布

5.15 京都出張所設置（ケイ石採掘） 11. 1 軍需省、運輸通信省、農商省設置

6. ー 大正電気製錬所に資本参加（当社出資比率25.36%) 12. 1 学徒出陣始まる

10.27 福島出張所設置（ケイ石採掘）

12.15 磯部金属試験所、金属マンガン設備増強工事完成

1日44(昭和19年）

1.17 軍需会社の指定を受け、直江津工場のマグネシウムお 1.18 軍需会社第1次指定（第2次4.27、第3次12.29)

よびカーバイド部門が軍需工場に 8.23 学徒勤労令公布

4.20 直江津工場の残部門、磯部金属試験所、福島出張所が

軍需工場に追加指定

9.11 軍需大臣より大同化学工業の合金鉄生産への協力命

令受ける

9.12 磯部金属試験所、軍需大臣より超低炭素マンガン鉄の

製造試験を命じられる

10.31 軍需大臣より大同化学工業の電極生産への協力命令

受ける

12.28 志久見川発電所の全施設を日本発送電へ譲渡

1日4巨;(昭和20年）

3.27 軍需大臣より大同化学工業の吸収合併を命ぜられる 3. 6 国民勤労動員令公布

5. 1 大同化学工業を吸収合併、当社武生工場として発足 3. 9 米軍機、東京大空襲

6.15 磯部金属試験所、超低炭素マンガン鉄電炉完成 4. 1 米軍が沖縄本島に上陸

8.15 終戦により軍需会社の指定解除 8. 6 広島に原子爆弾投下(9日に長崎に投下）

8.31 福島出張所閉鎖 8. 8 ソ連が対日参戦

8. ー 磯部金属試験所、金属マンガンの製造休止。従業員約 8.15 終戦

半数を帰休 10.24 国際連合発足

10. 1 磯部金属試験所、磯部工場に改称
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月・日 当社関連事項 月・日 一般事項

184巳（昭和21年）

2.18 磯部工場、マンガン鉄の製造再開 3.28 政府、化学肥料生産維持緊急対策発表

6. ー 直江津工場と武生工場、化学肥料緊急増産に関する 5.17 GHQ、化学肥料の緊急増産を命令

重要工場の指定受ける 8.12 経済安定本部、物価庁設置

8.22 直江津工場、窒化炉16基の増設認可受ける 8.16 経済団体連合会（経団連、現・日本経済団体連合会＝

9.10 小坂順造、代表取締役社長を辞任（枢密顧問官に親任 日本経団連）発足

のため） 12.27 政府、石炭・鉄鋼中心の傾斜生産方式採用

9.14 親不知出張所、増設工事着工

11. 1 磯部工場、医薬品スルファチアゾールの試験生産開始

1日 4フ（昭和22年）

1.11 直江津工場、窒化炉4基増設工事完成 4. 7 労働基準法公布

2.20 信越化学労働組合連合会発足 4.14 独占禁止法公布

2. ー 技術委員会設置 4. ー 文部省学術研究会議内に珪素樹脂研究班設置

5.10 直江津工場、窒化炉12基増設工事完成 5. 3 日本国憲法施行

6.24 小坂順造、代表取締役社長に就任 7.15 肥料配給公団発足

7.13 武生工場の石灰窒素低成分問題が報道される 11.19 重要肥料業統制法廃止

10. 3 関西事務所設置（京都市中京区西ノ京北聖町） 12.18 過度経済力集中排除法公布

10.12 昭和天皇、直江津工場をご視察

184巳（昭和23年）

2.20 石灰窒素低成分事件で起訴される 5.14 イスラエル独立宜言、第1次中東戦争始まる

6.28 磯部工場、スルファチアゾールの本格生産開始 6.28 福井大地震発生

6.28 福井大地鹿で武生工場の生産設備被災（窒化炉12基 6.30 米ベル研究所、トランジスタ発明を発表

破損など） 12.18 GHQ、経済安定9原則発表

8. 4 武生工場、ケイ素鉄の製造再開

12.19 関西事務所移転（大阪市東区北久太郎町）

1848(昭和24年）

3.18 石灰窒素低成分事件で第一審有罪判決、控訴 3. 7 ドッジ公使が経済安定政策に関し声明

4.30 武生工場、窒化炉再建工事完成 4. 4 北大西洋条約機構(NATO)発足

5.12 東京証券取引所に株式上場 4.25 1ドル360円の単一為替レート実施

6. 1 本社に東京研究所設置 5.25 通商産業省設置

6. 4 武生工場、カーバイド3号電炉の改造工事完成 9.15 GHQ、シャウプ税制改革勧告の全文発表

8.20 直江津工場、荷役設備の合理化工事完成 10. 1 中華人民共和国成立

10. 1 磯部工場、シリコーンの基礎研究開始

10. ー 直江津工場、ケイ化マンガンの製造開始

11. 1 本社に研究部設置

1日巴〇（昭和25年）

4. 5 武生工場、窒化炉増設工事完成 4.15 公職選挙法公布

4. 5 武生工場、電極工場の合理化および移設工事完成 6.25 朝鮮戦争始まる

4.15 直江津工場、 z-1建設工事完成 8. 1 肥料の統制を撤廃（肥料配給公団廃止）

5. 1 研究部に中央研究所設置（東京都港区赤坂青山南町） 10. ー 鉱工業生産指数、初めて戦前基準時を超える

5.10 中央研究所磯部分室設置（シリコーンの本格研究開始） 11.10 NHK、テレビの定期実験放送開始
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月・日 当社関連事項

6. ー 事務能率刷新委員会設置

7. ー 文部省学術研究会議「珪素樹脂委員会」に加盟

8. ー ヤマエスマークを商標登録

9. ー 経営能率刷新委員会設置

10.13 小坂順造、代表取締役社長を辞任（日本発送電総裁に

就任のため）

10.24 大阪証券取引所に株式上場

11.30 米アメリカンシアナミド社と粒状石灰窒素の特許実施

権導入契約締結

12. 一 直江津工場、よう成燐肥の試験生産開始

12. 一 直江津工場、製袋工場でQC手法による作業工程分

析実施(1951.5まで）

1851 c昭和26年）

1. 1 関西事務所、大阪支社に昇格

2.10 大正電気製錬所、信濃電気製錬に社名変更

4. 9 直江津工場、 z-2建設工事完成
4.11 武生工場、 Z-2建設工事完成

4. ー 第1次QC5カ年計画スタート

4. 一 本社に管理室設置

5. 1直江津工場、管理室設置

5.24 珪素樹脂委員会でシラン製造撹拌流動法発表

6. 2 武生工場、管理室設置

6.11 大阪支社移転（大阪市北区宗是町大阪ビル）

6.19 磯部工場、メチルクロロシラン製造設備完成

7.25 小坂順造、代表取締役社長に就任

10. 8 従業員永年勤続者表彰規定制定

11. 1 磯部工場、管理室設置

11. ー 日立製作所との第1回珪素樹脂打ち合わせ会実施

12. 1 臨時珪素樹脂部設置

12. 8 直江津工場、よう成燐肥の製造開始

1日 5巨（昭和27年）

1. 1 研究部中央研究所を廃止し、第1、第2研究部設置

2.10 直江津工場、粒状石灰窒素製造設備完成

2.22 礎部工場、低炭素マンガン鉄の製造再開

2. ー 改善提案制度制定

4. 1 磯部工場、スルファチアゾールの製造中止

6. 2 磯部工場、シリコンマグネシウム合金の試験生産開始

9. ー シリコーンオイルの試験販売開始

10. 1 親不知出張所、親不知鉱業所に改称

10.31 磯部工場、シラン蒸留塔完成

10. ー 米ダウコーニング社バス博士、当社視察

12. ー 共済会発足

1日ビ又ヨ（昭和28年）

1. 1 研究貝制度制定

月・日 一般事項

2.- 「リーダーズダイジェストJにシリコーンの紹介記事初見
5. 1 電力再絹成による 9電力会社発足

6. 7 高圧ガス取締法公布

9. 1 民間ラジオ放送開始

9. 8 サンフランシスコで対日平和条約、日米安全保障条約

調印

9.22 デミング賞創設

4. 1 琉球政府発足

7.21 破壊活動防止法公布

8. 1 B本電信電話公社発足

8.13 日本、国際通貨基金(IMF)に加盟

2. 1 NHK、テレビ放送開始
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月・日 当社関連事項 月・日 一般事項

1.17 米ゼネラルエレクトリック (GE)社とシリコーン製造 3. 5 ソ連の最高指導者スターリン死去

特許実施権導入契約締結 7.27 朝鮮戦争の休戦協定成立

4. 1 作業指図書、作業標準書制定 8.28 民放テレビ放送開始

4.13 武生工場、よう成燐肥の製造開始 9. 1 改正独占禁止法公布（不況カルテル等承認）

4.25 本社に中央管理委員会、各工場に工場管理委員会設置

10. 1 臨時珪素樹脂部を珪素樹脂部に昇格

10. 1 磯部工場に化成課設置

10. 1 本社に中央研究所設置（第1、第2研究部、調査部で

再発足）

11. 4 シリコーンサービスショップ開設（銀座・全国物産館）

11.24 磯部工場、メチルクロライドの製造開始

11.28 第3回デミング賞実施賞受賞

1日54(昭和29年）

2.15 磯部工場、シリコンマグネシウム合金の本格生産開始 3. 1 米、ビキニ環礁で核実験実施（第五福竜丸が被爆）

3.15 武生工場、配合肥料の製造開始 7. 1 防衛庁設置。自衛隊発足

4.20 社報 「信越化学」創刊 12. ー 神武景気始まる（以後31カ月好況続く）

6. 3 進学適性試験制度制定

6.10 中央研究所、アセチレン系有機合成について調査開始

7. 1 技術員制度制定

7.16 小坂順造、代表取締役社長を辞任（電源開発総裁に就

任のため）

8. 1 信越化学労働組合発足（単一組織となる）

8. 6 西独バイエル社とシリコーンの技術協定締結

11.22 日立製作所とシリコーン製品供給について協定締結

12.16 磯部工場、不況によりシラン製造を一時停止(1955.2

まで）

185巳（昭和30年）

1. 1 日信化学工業設立に関し新日本窒素肥料と契約締結 2.14 日本生産性本部発足

1. 1 社友制度制定 7.20 経済企画庁設置

2.11 直江津工場、粗粒状石灰窒素の製造開始 8. 7 東京通信工業（現・ソニー）、わが国初のトランジスタ

3. 1 中央研究所、本社機構より独立し第3研究部設置 ラジオを発売

3. 1 日信化学工業設立（新日本窒素肥料と共同出資、当社 9.10 日本、関税および貿易に関する一般協定(GATT)に

出資比率40%) 加盟

3.31 中央研究所移転（東京都大田区入新井）

5. 1 特許連絡会議設置

5. ー シリコーンマークを商標登録

7. 1 直江津工場、天然ガスの利用開始（よう成燐肥乾燥炉

の熱源）

9.14 教育訓練会議設置

9.25 武生工場、粗粒状石灰窒素の製造開始

12.28 デミング博士が直江津工場のQC実施状況視察

18! ラ巳（昭和31年）

1.11 日信化学工業、武生工場で塩ビの製造開始 3. ー 富士写真フイルム（現・富士フイルム）、国産初のコン

1.11 武生工場、日信化学工業向けアセチレン発生器操業 ピュータ (FUJIC)完成
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月・日 当社関連事項 月・日 一般事項

開始 5.19 科学技術庁設置

3.15 新研究総合委員会設置 7.13 通産省、石油化学工業の育成対策発表

4. ー 第2次QC5カ年計画スタート 7.17 経済白書「もはや戦後ではない」と発表

7.24 小坂順造、最高顧問に就任。小坂徳三郎、代表取締役 10.19 Bソ国交回復共同宣言調印

社長に就任 10.29 第2次中東戦争始まる

9. 1 中央研究所、研究部制廃止 12.18 日本、国際連合に加盟

9.20 磯部工場、 シリコーンゴム工場完成

10. 1 日本ソーダ工業会に加入

10. 1 現行営業部を第1営業部に改称し、第2営業部（シリ

コーン、塩ビ、か性ソーダ）設置。珪素樹脂部廃止

10.22 日本石灰石開発設立（昭和電工、日本カーバイド工業

と共同出資、当社出資比率33.3%)

185フ（昭和32年）

1. ー 塩化ビニール協会に加入 3.25 欧州経済共同体(EEC)条約調印

3. 1 直江津工場、電解工場完成 6.19 政府、 国際収支改善緊急対策発表（神武景気からなべ

3.27 直江津工場、塩ビモノマー工場完成 底不況へ）

4. 4 直江津工場、塩ビポリマー工場完成 8.27 東海村の原子炉に「原子の火」灯る

5.16 米ダウコーニング社バス博士、磯部工場視察 10. 4 ソ連、世界初の人工衛星「スプートニク1号」打ち上げ

5.21 直江津工場、新有機合成（塩ビ・電解）工場竣工式

5. ー シリコーンサービスショップ移転（銀座・木挽館）

6.13 米ダウコーニング社とシリコーン製造特許実施権導入

契約締結

6. ー 磯部工場、メチルシラン合成設備(MR-1)およびフェ

ニルシラン合成設備完成

8. 2 シリコーンを初輸出（オーストラリア向けシリコーン

オイル）

10. 3 磯部工場、シリコーン設備増強工事(K-1第1期）完成

11. 1 技術研究委員会設置

11. 5 珪素樹脂部設置（第2営業部から分離）

185巳（昭和33年）

5.17 明星セメント設立（昭和電工、日本カーバイド工業と 7. ー 岩戸景気始まる（以後42カ月間好況続く）

共同出資、当社出資比率33.3%) 11.18 塩ビ業界、不況カルテル結成(1959.3.31まで）

6. 1 開発本部、塩化ビニール技術部、珪素樹脂技術部設置 12.23 東京タワー完成(333m)

6. 1 中央研究所改組（コーデイネーター、基礎研究班、開 12. ー 米テキサスインスツルメンツ社、集積回路(IC)を開発

発室、化学工学研究室など設置）

12.12 中央研究所に第2研究班設置（高純度シリコンの研究）

12.23 常務委員会設置

1日58c昭和34年）

1. 1 機能別事業部制を導入。営業部門を肥科部、カーバイ 9. 4 通産省、塩ビ樹脂第1次増設認可

ド金属部、化成部、珪素樹脂部に再編。 3部門に技術 9.26 伊勢湾台風襲来

部併設。社長室、資材部設置。企画部、管理室廃止

2. 1 各工場の管理室改組、工場長室設置

4. 1 名古屋営業所設置（名古屋市中村区広小路新名古屋

ビル）
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月・日 当社関連事項 月・日 一般事項

4. 6 直江津工場、天然ガス塩素化(G)工事完成

4.14 土壌改良剤“ソイラック"販売開始

4. ー 塩ビ酢ビ共重合樹脂販売開始

6. 4 元社長名取和作死去(87歳）

8. 1 半導体部設置

8. 1 日本プラスチック工業に資本参加

8.17 磯部工場、メチルシラン合成設備(MR-2)完成

9.30 米ダウケミカル社とメチルセルロース製造技術導入契

約締結

9. 一 武生工場、カルシウムシリコンの製造開始

10.20 西独シーメンス社と高純度シリコン製造技術導入契

約締結

10. ー 磯部工場、シリコーン設備増強工事(K-1第2期）完成

11. ー 中央研究所にプラスチックスサービスセンター設置

12.27 磯部工場、タンタルの製造開始

186口（昭和35年）

2. 1 酢ビ部および酢ビ技術部設置 2.20 東証ダウ平均1000円の大台を突破

3. ー 直江津工場、塩ビペーストの製造開始 4.30 ソニー、世界初のトランジスタテレビ発売

4.25 本社移転（東京都千代田区丸ノ内1丁目 2番地東銀 6.19 新安保条約自然成立

ビル） 7. 4 通産省、塩ビ樹脂第2次増設認可

6.10 武生工場、メタルセンター完成 9.10 カラーテレビ本放送開始

6.23 磯部工場、シリコーン設備増強工事(K-2)完成 9.14 イランなど5カ国、石油輸出国機構(OPEC)結成

7. 1 磯部工場、高純度シリコン工場(1号館）完成 12.27 政府、国民所得倍増計画決定

7. ー 磯部工場、シリコーン技術センター完成

8. 1 武生工場、金属研究室設置（カーバイド金属部所属）

8. 1 特許室設置

8. 1 信越化学健康保険組合発足

9.10 伊モンテカテイニ社と天然ガスからアセチレン (OA)

およびメタノール製造技術導入契約締結

9.15 信越ポリマー設立

9. ー 中央安全委員会設置

9. 一 日信化学工業が増資し出資比率変更（当社出資比率

47.5%) 

10.16 最高顧問小坂順造死去(79歳）

10. 一 高純度シリコン“スーパーシリコン"初出荷

11.23 ポルトガルにシレス社設立（現地法人、三井物産との

共同出資、当社出資比率25%)

12. 1 社長室に海外事業班設置

12.20 直江津工場、酢酸ビニル、ポリビニルアルコール（ポ

バール）の製造開始

1861 c昭和36年）

2. 1 直江津工場に臨時建設部設置（酢ビ、セルロース、 0 4.12 ソ連、世界初の有人宇宙船「ボストーク1号」打ち上げ

Aなど新増設） 5. ー 政府、技術導入の大幅緩和決定

3.10 研究開発委員会、化学工学会議設置 9.26 政府、貿易自由化計画の繰り上げを決定

3.27 インドのDCM社への塩ビ・電解の製造技術輸出契約 9.30 経済協力開発機構(OECD)発足

締結
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月・日 当社関連事項 月・日 一般事項
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3.27 フィリピンのマブハイラバー社への塩ビ・電解の製造

技術輸出契約締結

4.13 武生工場、メラミンの製造開始

5. 1 直江津、武生、磯部の各工場に営業所併設

5. 1 福岡営業所設置（福岡市下西町福岡第1ビル）

6. 1 安全審議会設置

7.19 信越ポリマー、東京工場操業開始

8. 1 半導体技術部設置

8. ー 磯部工場、シリコーン設備増強工事(K-3)完成

10. ー 第1回安全監壺実施

10. ー 磯部工場、メチルシラン合成設備(MR-3)完成

11. 1 中央研究所廃止。高分子研究所および化学工学研究

所設置

18E迂2c昭和37年）

1. 1 海外事業部設置 2.27 日本電気(NEC)、国産初の大型電子計算機開発

3. ー 直江津工場、メチルセルロースの製造開始 3. 1 テレビ受像契約台数、 1000万台突破

4. 7 直江津工場、メタノール蒸留設備の操業開始 10.22 キューバ危機発生

4. 一 聴講生制度制定 10. ー 通産省、塩ビ第3次増設計画認可

7. 4 土壌改良剤‘‘ソイラック”の販売中止

7.20 直江津アセチレン設立

8. 1 工務部設置。半導体部に電子材料研究所、肥料部に土

壌肥料研究所設置。酢ビ部廃止（珪素樹脂部へ移管）

8. 6 直江津工場、 OA工場完成

8.24 信越石油化学工業設立（帝国石油と共同出資、当社出

資比率80%)

9.12 メラミンの製造中止決定

10.24 信越石油化学工業、天然ガスアセチレンの圧送開始

11.12 信越石油化学工業、火力発電所の操業開始

12. 1 シレス社、塩ビの生産開始

12.24 信越協同建設設立（信越ポリマーと共同出資、当社出

資比率80%)

12. ー 磯部工場、高純度シリコンの加工開始

1日a:ヨ（昭和38年）

3. 1 信越石油化学工業増資、出資比率変更（当社出資比率 11.22 米ケネディ大統領暗殺される

66.7%) 11.22 米の通信衛星による日米間のテレビ中継に成功

6. 一 磯部工場、 CZ法単結晶シリコンの製造開始

9.27 皇太子殿下、信越ポリマー東京工場をご見学

12.14 三益産商設立

1日巳4c昭和39年）

2. ー ベルーのペループラスト社へ資本参加、プラスチック 3.18 早川電機（現・シャープ）とソニーが卓上電子計算機

フィルムの技術輸出契約締結 発表

2. ー パキスタンのアロケイケミカル社への塩ビ製造加工技 4. 1 日本、 IMF8条国に移行

術輸出契約締結 4.28 日本、 OECDに加盟

5. 1 肥料部、化成部廃止、 第1化成部、第2化成部、農業 6.16 新湯地震発生
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月・日 当社関連事項 月・日 一般事項
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資材部設置 10. 1 東海道新幹線（東京一新大阪間）開業

5. 1 電子材料研究所と金属研究室を統合し、金属材料研 10.10 オリンピック東京大会開幕(10.24閉幕）

究所設置。土壌肥料研究所を高分子研究所に統合 10. ー 通産省、塩ビ第4次増設計画認可

5.12 インドのDCM社への塩ビ関連技術輸出契約締結

6. 1 企画部設置

7.20 財務部設置

8.31 長野電子工業設立（不二越機械工業と共同出資、当社

出資比率60%)

10. 1 カーバイド金属部廃止、金属半導体部設置

10. 1 高分子研究所、金属材料研究所廃止。直江津工場に

化学技術部、工学技術部設置

10. 7 信愛産業に資本参加

10.30 伊モンテカティニ社とOA技術援助の新契約締結

11. 2 水島合金鉄設立（川崎製鉄などと共同出資、当社出資

比率15%)

12. 1 出退勤タイムカード制度廃止

186~ ラ（昭和40年）

1.25 台湾のチャイナプラスチックス社への塩ビ・電解の製 2. 7 米軍、北ベトナム爆撃開始

造加工プラント輸出契約締結 6.26 米テキサスインスツルメンツ社のIC特許が公告

2.27 信越協同建設、信建産業に社名変更 10. 1 完成自動車の輸入自由化

4. 1 新潟営業所設置 10. ー いざなぎ景気始まる（以後57カ月好況続く）

4. 1 人事部、経理部予算課設置 11.19 政府、不況対策で戦後初の赤字国債発行を決定

4. ー 直江津工場、高重合度塩ビの製造開始

6. ー 武生工場、シリコンマグネシウム合金の製造開始

6. ー 各工場の業務部門の業務を信建産業に移管

7.22 韓国の共栄ビニール工業への塩ビ・電解の製造技術・

プラント輸出契約締結

7. ー 医薬用セルロース誘導体"TC-5"の販売開始

8. ー 建築用シリコーンシーラントの販売開始

9.25 調査部設置

10. ー 昭和電工と金属ケイ素製造技術導入契約締結

11. 1 中日本運送に資本参加

11.27 日信化学工業の全株式取得（当社全額出資子会社となる）

1日巳巳（昭和41年）

1.21 三益産商、シリコンウエハー加工工場完成 1.31 ソ連の無人探査機（ルナ9号）が初の月面軟着陸成功

3. 1 農業資材部廃止、肥料部設置 3.31 日本の総人口1億人を突破

6.18 信越半導体の設立認可申請提出 5.16 中国で文化大革命始まる

7. 1 信越ポリマー、信越ユニット設立

7. 7 シリコーンの売上高倍増計画決定

7. 一 日標管理制度の導入実施

8.20 磯部工場、シリコーンRTVゴム製造設備完成

10.30 直江津工場、酢ビ重合工場で爆発火災事故発生

11. 1 ダイヤモンド社よりポケット社史「信越化学」発刊

11. ー 磯部工場、メチルシラン合成設備(MR-4)完成

11. ー 安全衛生委員会設置

12. ー 武生工場、高純度酸化イットリウムのパイロットプラ
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月・日 当社関連事項

ント完成

186フ（昭和42年）

2. 1 信越金属工業設立（磯部工場の合金部門分離）

2. ー マンガン鉄の製造、水島合金鉄へ譲渡

3. 1 名古屋支店の武生駐在、北陸出張所に昇格

3. 1 新資格制度、新賃金体系へ移行実施

3. 1 信越半導体設立（資本金3億円、米ダウコーニング社

と共同出資、当社出資比率55%)

3. ー 磯部工場、 EP課設置

3.15 磯部工場、合金部門の操業中止

4. 1 金属半導体部に新金属課設置

4. 1 信越石油化学工業を吸収合併

5.31 武生工場、よう成燐肥の製造中止

5. ー 鹿島コンビナートヘの参加について最終合意

6. 1 金属半導体部を二分し金属部、半導体部設置。特許室

廃止

6. 一 武生工場、高純度酸化イットリウムの製造開始

8. ー 信越半導体磯部工場、 CZ用多結晶シリコン製造設備

完成

9. 8 独バイエル社とエチレン法酢酸ビニルの製造技術導

入契約締結

9.18 磯部工場、シリコーンゴム製造設備(G-1工場）完成

9.27 ニカラグアにポリカサ社設立（三井物産などと共同出

資、当社出資比率33.75%) 

10. 1 当社グループのシンボルマーク「ベンゼン核」決定

10.14 直江津工場、トリクロロシラン製造設備完成

11.28 磯部工場、シリコーン研究棟(1・2号館）完成

186Bc昭和43年）

1. 1 工務本部、技術部設置。化学工学研究所廃止

2.15 鹿島塩ビモノマー設立（三菱油化、錐淵化学工業、旭

硝子、旭電化工業と共同出資、当社出資比率50%)

2.15 鹿島電解設立（旭硝子、旭電化工業、 三菱油化、鐘淵

化学工業と共同出資、当社出資比率23%)

5.20 鹿島事務所設置（茨城県鹿島郡神栖村知手）

5.25 武生工場、タンタルの製造開始（磯部工場は製造中止）

6. 1 事業本部制導入を決定（現業部門を化学、有機合成、

珪素、海外の4事業本部に再編。準備期間6カ月）

7.21 南陽工場完成

7.30 K (鹿島）工事臨時建設本部設置

8. 5 常務取締役小林文雄死去(53歳）

8.30 鹿島塩ビモノマー、米B.F.グッドリッチ社とオキシ

クロリネーション法塩ビモノマーの製造技術導入契約

締結

9.20 第1回従業員殉職者および物故者合同慰霊祭実施

10.31 労働協約改定で「完全雇用」に関する条項を明文化

11. 5 ニチボーと酢ビ・ポバール合弁会社設立に関する契約

月・日 一般事項

6. 5 第3次中東戦争始まる

6.30 関税一括引き下げ交渉（ケネデイラウンド）最終文書

調印

7. 1 欧州共同体(EC)発足

7. 1 第1次資本自由化実施

8. 3 公害対策基本法公布

8. 8 東南アジア諸国連合(ASEAN)結成

4.12 国内初の超高層ビル「霞が関ビル」完成

4.15 ソニー、トリニトロン方式カラーテレビ発表

6. 1 政府、技術導入の自由化実施

6.10 大気汚染防止法、騒音規制法公布

413 



414 

月・日 当社関連事項

締結

11.27 鹿島塩ビモノマーと鹿島電解の基本契約締結

12. 3 信越酢酸ビニル設立（ニチボーと共同出資、当社出資

比率51%)

12. 3 ニチボーケミカル設立（ニチボーと共同出資、当社出

資比率10%)

12. 3 しんえつマート設立

12.16 大阪支社移転（大阪市北区小松原町大阪富国生命ビル）

12. ー 磯部工場、メチルシラン合成設備(MR-5)完成

1日E只ヨ（昭和44年）

3.14 信越半導体磯部工場、 FZ法単結晶シリコン工場完成

4.21 信越酢酸ビニル、西独ルルギ社とエチレン法酢酸ビニ

ルの製造技術導入契約締結

5.23 鹿島東部コンビナート (11社）合同起工式

6. 4 三益産商、三益半導体工業を設立（シリコンウエハー

加工部門を独立）

7.15 磯部工場、熱収縮ゴムチューブ工場完成

8. 1 本社の課制廃止。各事業部に本部長室および技術室

設置。人事部を二分し人事第1部、 2部に設置。化学

事業本部に新金属部設置

9.29 直江津電子工業設立（長野電子工業と共同出資、当社

出資比率90%)

12. 8 信越ポリマー、浦和ポリマー設立

12.25 磯部工場、モールデイングコンパウンド (MC)製造設

備完成

18フロ（昭和45年）

1. 1 ニチボーケミカル、ユニチカケミカルに社名変更

1.14 ポリカサ社、塩ビプラント完工式

2. 6 直江津電子工業、工場完成

3. ー シリコーン“シーラント70"'の本格販売開始

5. 1 信越ポリマー南陽工場、操業開始

5.20 武生工場、石灰窒素の製造中止（直江津工場で集中生産）

5.26 磯部工場、シリコーン新エマルジョン工場(E工場）完成

7. 5 鹿島電解、試運転開始

7.19 鹿島塩ビモノマー、試運転開始

7.23 信越酢酸ビニル、ユニチカケミカル合同完工式

7.27 信越半導体武生工場、 CZ法単結晶シリコンの製造開始

8.23 鹿島工場、操業開始

8.26 鹿島工場合同完工式（当社と鹿島塩ビモノマーの合同）

9.10 信越半導体直江津工場、多結晶シリコンの製造開始

10. 1 70年代開発委員会、テーマ選択委員会設置

10. 1 人事、安全担当組織を再編、人事部、給与部、環境保

安部設置。これらを統括する人材環境開発本部設置

11.17 磯部工場、シリコーン生ゴム、 RTVゴムなどの製造

設備完成

11.17 礎部工場、シリコーンゴムコンパウンド工場完成

月・日 一般事項

3. 1 第2次資本自由化実施

4. 4 日本電信電話公社、光通信の研究開始

5.26 東名裔速道路が全線開通

7.20 米アポロ11号が初の人類月面着陸に成功

2. ー 通産省、塩ビ第5次増設計画認可

3.14 日本万国博覧会（大阪）開幕(9.13閉幕）

9. 1 第3次資本自由化実施

12.15 公害対策基本法改正、水質汚濁防止法など公害関係

法令公布



月・日 当社関連事項

11. 一 日信化学工業、塩ビモノマーおよび硫酸カリウムの製

造中止

12.26 信越半導体磯部工場、研究棟完成（開発部を設置）

12.30 鹿島工場、塩ビ重合設備の完全自動化運転開始

12. ー 磯部工場、メチルシラン合成設備(MR-6)完成

1日フ1(昭和46年）

月・日 一般事項

2. 1 磯部工場、排水処理設備完成 7. 1 環境庁設置

3.15 有機合成事業本部に塩化ビニル事業部設置 8. 4 第4次資本自由化実施

3.15 北陸出張所、営業所に昇格 8.15 米ニクソン大統領、ドル防衛策発表（ニクソンショック）

4. 6 礎部工場、シリコーン研究所（西研究棟）完成 8.28 政府、円の変動相場制移行を決定

5. ー 磯部工場、柳瀬川改修工事完成 12.20 スミソニアン合意により 1ドル=308円の固定相場に

5. 8 武生工場、レア・アース溶媒抽出法パイロットプラン 戻る

ト完成

6. 1 磯部工場、シリコーンワニス工場完成

7. 1 スウェーデンのケマノルド社およびスイスのロンザ社

への塩ビ製造新技術輸出契約締結

7.21 武生工場、カーバイドの製造中止

7.30 小坂徳三郎、取締役最高顧問に就任。小林周蔵、代表

取締役社長に就任

8.11 タッノ化学に資本参加

7.21 本社移転（東京都千代田区大手町2丁目 6番1号朝日

東海ビル）

9. 6 信越ポリマー、サンエース設立

10. 8 武生対策委員会設置

10. ー 米GE社とOPPフィルム輸入販売契約締結

11. 1 関連事業部設置

12. 1 広島出張所設置

12.28 明星セメントおよび日本石灰石開発の保有全株式を

日本セメントヘ譲渡

18フ？ヨ（昭和47年）

2. 2 信越石英設立（西独ヘレウス社と共同出資、当社出資

比率50%)

2. ー 信越ポリマー、キーパッドの製造販売開始

3. 1 塩化ビニル事業部を塩ビ事業本部に、有機合成事業

本部を有機事業本部に改称。各事業本部に開発部、珪

素事業本部に新製品室、有機事業本部に酢ビ・ポバー

ル部とセルロース部設置

3. 8 鹿島塩ビモノマー、塩酸回収設備完成

3.20 総合開発センター、特許部、開発コーデイネーター会

議設置。開発会議、 70年代開発委員会、テーマ選択委

員会廃止

3.21 しんえつマートが武生工場分析部門を吸収、福井環境

分析センターに社名変更

3.28 直江津対策委員会設置

4. 1 直江津工場、医薬用セルロース誘導体"HPMCP'"設

備操業開始

1. 1 塩ビ業界、不況カルテル結成 (1972.9.30まで）

z. 3 冬季オリンピック札幌大会開幕(2.13閉幕）
3.21 通産省、 PCBの使用中止を通達

5.15 沖縄の施政権返還、沖縄県発足

6. 8 労働安全衛生法公布

6.11 田中角栄通産相、 H本列島改造論を発表

9.11 塩ビ業界、通産省の指導により23%の設備廃棄決定

9.29 日中共同声明調印、国交回復
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月・日 当社関連事項 月・日 一般寧項
_,.". . .... 一.. . ., ■ ー・・

4. 3 仙台および札幌に出張所設置

6. 9 直江津工場、メタノールの製造中止

6.29 松下電器産業とレア・アースマグネットの基本特許実

施権導入契約締結

6. ー 武生工場、アランダム（研磨材）の製造開始

7. 1 電子計算室、企画部から独立

7. ー 交替勤務職場の4班3交替制度を実施

8. ー 信越石英、加工工場操業開始

9. 一 日信化学工業が塩ビ生産中止、当社に生産委託

11.13 信越ポリマー、旭建商設立

11. ー 武生工場、グラスウールの製造中止

11. ー 信越石英、武生工場完成

1日フ3c昭和48年）

2.21 武生工場、レア・アースマグネットのパイロットプラン 1.27 ベトナム和平協定成立

ト完成 2.14 日本と欧州各国、変動相場制へ移行

2. ー 信越石英、埼玉工場完成 10. 6 第4次中東戦争始まる

3. 1 珪素事業本部をシリコーン事業本部に改称。半導体事 10.17 ペルシャ湾岸産油6カ国、石油公示価格引き上げを宣

業部および新金属事業部設置 言（石油戦略発動）

3.23 米にシンテック社設立（米ロビンテック社と共同出資、 10.25 石油メジャー、サウジアラビア、原油供給量10%削減

当社出資比率50%) を通告（第1次オイルショック発生）

4. 4 米テネコケミカルズ社への塩ビ製造新技術・プラント 10.31 通産省、化学工場の爆発事故多発で総点検を指示

輸出契約締結

7.22 信越半導体、 SEHマレーシア社設立

7.30 常務取締役古沢正明死去(57歳）

8. ー 信越半導体磯部工場、エピタキシャルウエハー (EP

W)工場完成

9.30 武生工場、シリコーン一液型RTVゴムおよびオイル

コンパウンド製造開始

10.22 ハンガリーのケモコンプレックス公団への塩ビ製造新

技術・プラント輸出契約締結

10.28 直江津工場、塩ビ工場燥発事故発生

10.29 直江津工場、全プラントの操業停止

10. ー 韓固の大成メタノール工業に資本参加

11.15 保安対策本部設置

12.11 偏越ポリマー、しなのポリマー設立

12.15 信越フィルム設立(GE社と共同出資、当社出資比率

50%) 

12.20 直江津工場、カーバイド、肥料、金属ケイ素など操業

再開

12. ー 信越半導体磯部工場、 CZ法単結晶シリコンの製造中

止（武生工場で集中生産）

1874(昭和49年）

1. 1 従業員遺児育英年金制度制定 1.12 通産省、電力使用制限を告示

1.23 新潟ポリマー設立 2. ー 消費者物価暴騰（前年同月比26.3%上昇）

1.29 直江津工場、セルロース、クロロメタンなど操業再開 8.16 石湘製品の指導価格撤廃、価格統制解除

1.31 親不知鉱業所廃止 12. 1 ICの資本・輸人自由化
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月・日 当社関連事項

2.20 各工場の環境保安担当部課を工場長直轄組織に改定

2.20 電子計算室をシステム部に改称

2.25 直江津工場、酢ビ・ポバール、 OAなど操業再開

3. ー 直江津工場の塩ビモノマー工場再建中止決定

4. ー 電算機「IBM-370」を導入

5.23 直江津工場、建築用セルロース誘導体"hiーメトロー

ズ＂製造設備完成

5.28 名古屋営業所移転（名古屋市中村区広小路新名古屋

ビル東館）

6.15 信越半導体、西独シーメンス社と化合物半導体の製

造技術導入契約締結

7.30 小林周蔵、代表取締役会長に就任。小田切新太郎、代

表取締役社長に就任

8. ー 鹿島塩ビモノマー、設備増強工事完成

8. - S EHマレーシア社、工場完成

9. 5 鹿島工場、塩ビモノマー専用バース完成

10. 8 緊急対策会議設置

10.17 シンテック社、フリーポート工場操業開始（年産10万t)

12. 6 シンテック社、フリーポート工場竣工式

12. ー 鹿島工場、塩ビ重合設備ほか増強工事完成

187巳（昭和50年）

1. 1 社長室に経営調査部、企画室設置。技術本部を新設し

本部長室、環境保安部、技術部設置。人材環境開発本

部を人材開発本部に改称

2. ー 事業部会議、関連会社会議設置

3.26 上越ガスサービス設立

3. - SEHマレーシア社、スライスおよびエッチング部門

操業開始

4. 1 研究開発本部を新設し開発管理部、開発企画部、研究

開発部、特許部設置。総合開発センター廃止

5.29 「塩ビ懸濁重合のノンスケール技術」で全国発明表彰

の経団連会長賞受賞

6. 1 第99期(1975.6-1976.5)より 1カ年決算に変更（決算

期5月末）

6. 1 高松出張所設置

7. ー 直江津工場、 OAおよび酢ビモノマーの製造中止

8.19 環境保安管理規程および緊急事態措置規程制定

8.20 直江津自立化推進チーム設置

9. 4 ポーランドのポリメックスセコプ公団への塩ビ製造新

技術・プラント輸出契約締結

9.17 直江津工場、電解工場の水銀法から隔膜法への転換

完了

9.20 ポリカサ社への塩ビ製造新技術・プラント輸出契約締結

11.25 信越ポリマー、ポリマー化成品設立

11. 一 直江津工場、医薬用セルロース誘導体"TC-5"製造

設備完成

12. 9 信越半導体磯部工場、化合物半導体のエピタキシャ

ルウエハー設備完成

月・日 一般事項

3.10 山陽新幹線（岡山一博多間）開業

4.30 ベトナム戦争終結

5. 一 家庭用VTR発売

7.19 沖縄国際海洋博覧会開幕(1976.1.18閉幕）

7. ー 塩ビ業界、通産省のガイドラインによる生産調整実施

11.15 第1回先進国首脳会議（サミット）、仏で開催

12.17 石油コンビナート等災害防止法公布
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月・日 当社関連事項 月・日 一般事項
"""'■  ................ _ 

12.25 経営会議設置、緊急対策会議廃止

187巳（昭和51年）

1. 1 直江津工場、小集団活動「PAIR-N」発足 2. 4 米国上院でロッキード事件表面化

1. ー 合成香料‘‘アルファ・イロン”の販売開始 5. 1 農林水産業など例外4業種を除き資本自由化

1. 一 信越フィルム、出資比率変更（当社42.5%、三菱レイヨ 9. 9 中国の毛沢東主席死去

ン42.5%、GE15%) 7.27 ロッキード事件で田中角栄前首相逮捕

2.28 磯部工場、ジャンクションコーティングレジン製造設

備完成

2. ー 直江津工場の塩ビポリマー（特殊品）再建計画中止

4. 1 信越エンジニアリング設立（エ務本部を独立）

4. 1 大阪支社を支店に改称。名古屋営業所を支店に、広島、

仙台、札幌、高松の各出張所を営業所に昇格

5.14 シレス社への塩ビ製造新技術およびプラント輸出契

約締結

5.18 武生工場、タンタルの製造中止

6. 1 新金属事業部にマグネット部設置

6. ー 武生工場、レア・アースマグネットの製造開始

7. 1 信越フィルム武生工場、操業開始

7. 8 シンテック社の全株式取得（当社全額出資子会社となる）

8.30 直江津工場、ポバールの製造中止

8. 一 直江津電子工業、拡散ウエハーの製造開始

9. 1 事業部組織を再編し、塩ビ、シリコーン、海外の3事

業本部と電子材料、セルロース、化学品、化成品の4

事業部設置

9. 1 シリコーン電子材料技術研究所、塩ビ技術研究所設置

9. 1 直江津工場、セルロース設備(MC-II)完成

12. 1 直江津工場、 CFシラン製造設備完成

12. 1 長野および高崎に営業所設置

12. ー 武生工場、シリコーンゴムコンパウンドの製造開始

1日フフ（昭和52年）

2. 1 従業員持株制度発足 5.13 塩ビ業界、不況カルテル結成(1978.8.31まで）

3. 1 米ファイアストンタイヤ＆ラバー社への塩ビ製造技 6. 3 改正独占禁止法公布

術・プラント輸出契約締結 8.11 中国、 4つの近代化政策発表

3. 1 合成技術研究所設置 10.30 日本の外貨準備裔、史上最高(195億ドル）を記録

4.30 ユニチカケミカルの出資比率変更（当社出資比率30%)

4. ー シリコーン事業本部、 「シリコーンニューズ」創刊

6. 1 磁性材料研究所設置

6. ー 武生工場、モールデイングコンパウンド(MC)製造開始

7. 1 シンコーモールド設立

7.28 塩ビ技術研究所、第2研究棟完成

7. ー 武生工場、カルシウムシリコンの製造中止

8. 1 仏シェルシミー社への塩ビ製造新技術・プラント輸出

契約締結

8. 1 シリコーン事業本部にシーラント部設置

8.22 直江津工場、青葉アルコール製造設備完成

8. ー 信越フィルムの全株式取得（当社全額出資子会社となる）
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念

月・日 当社関連事項

10.25 「非常事態打開のための緊急対策」決定(11.1労働組合

に提案、 12.24労働組合了承）

11. 1 社長室の経営調査部、企画部を統合し、社長室とする。

人材開発本部、技術本部、研究開発本部廃止。人事部、

技術部、環境保安部、研究開発部、特許部設置。セル

ロース事業部廃止。ファインケミカル事業部（セルロー

ス部、合成香料部、開発部）設置

11. 1 福岡営業所を支店に昇格

12. 1 産業情報センター設立

12. ー 武生工場、シリコンマグネシウム合金の製造中止

12. ー 信越半導体磯部工場、ガリウム・リン単結晶製造開始

187Bc昭和53年）

1.23 希望退職者の募集締め切り（合計602人）

1.26 磯部工場、エポキシモールデイングコンパウンド(E

MC)試験生産設備完成

1.31 直江津工場、金属ケイ素の製造中止

1.31 武生工場、ケイ素鉄、 SGシリコン、アランダムの製造

中止

2. 1 化学品事業部を廃止し、肥料部、化学品部設置。塩ビ

事業本部の開発部廃止

2. 1 シンエツ化成設立（直江津工場の肥料部門独立）

2. 1 直江津産業設立（直江津工場の業務部門独立）

2. 1 信越包装設立（磯部工場の包装出荷部門独立）

2. 1 信越電炉設立（武生工場のアランダム製造部門独立）

2. 1 直江津警備、武生警備、磯部警備設立（各工場の守衛

所独立）

2. ー シリコーン電子材料技術研究所、合成石英の試験生

産開始

3. 9 直江津塩ビ工場爆発事故裁判、一審で有罪判決（控訴

せず）

3. 一 日偏化学工業の塩ビ事業を吸収

4.22 シリコーン電子材料技術研究所、東研究棟完成

4. ー ロンドン駐在貝事務所設置

7. ー シンテック社、フリーボート工場第1次増設工事完成

（年産15万t)

8.10 武生工場、マグネット加工工場完成

10. 1 新商品開発委員会設置

10. ー 信越半導体磯部工場、多結晶シリ コンの製造中止（直

江津工場で集中生産）

11.24 シリコーン発売25周年記念「全国販売店経営者会議」

開催

11.30 武生工場、レア・アース製造設備完成（溶媒抽出法）

12.29 中国技術進口総公司への塩ビ製造新技術・プラント輸

出契約締結

12. ー 信越フィルム、 中国技術進口総公司へのOPPフィル

ムプラント輸出契約締結

月・日 一般事項

5.15 特定不況産業安定臨時措置法（特安法）公布

5.20 新東京国際空港（成田空港）開港

6.12 宮城県沖地震発生

8.12 日中平和友好条約調印
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月・日 当社関連事項 月・日 一般事項

187曰（昭和54年）

1. 1 鹿島工場、塩ビの受託生産開始 1.17 イラン革命により石油メジャー、対日石油供給削減を

1.20 海外事業本部に業務部、中国部、米国カナダ部、中南 通告（第2次オイルショック発生）

米部、欧州部設置 3.14 全国で電話ダイヤル即時通話実現

1. ー 倍越電炉解散 3.28 米スリーマイル島で原発事故発生

2.16 磯部工場、メチルシラン合成設備(MR-7A)完成 6.29 東京サミットで「石油危機に対処する宣言」採択

2. ー ソウル駐在員事務所設置 7.19 ニカラグアのソモサ大統領が米国へ逃亡（サンデイニ

3. 8 中日本運送、武生産業に社名変更 スタ革命）

3.14 信越半導体、 SEHアメリカ社設立 12.27 ソ連、アフガニスタンに侵攻

4. 2 信越機工設立

4. ー 直江津電子工業、合成石英フォトマスク基板の加工開始

5.15 メキシコのプリメックス社への塩ビ製造新技術輸出契

約締結

5. 一 台北駐在員事務所設置

6. 1 信越半導体の全株式取得（当社全額出資子会社と

なる）

6. 1 酢ビ・ポバール事業部設置。塩ビ事業本部に化成品部

設置（化成品事業部廃止）

6.13 第1回転換社債(60億円）発行

9.20 信越半導体、仏にSEHヨーロッパ社設立

9. ー 信越半導体磯部工場、 CZ法単結晶シリコンの製造再開

10.23 直江津工場、塩ビ重合用ノンスケール剤製造設備完成

10. ー 合成技術研究所、合成石英設備増強工事完成

12.25 信越石英、正英石英硝子に資本参加

18B□c昭和55年）
1.29 塩ビ検討チーム、シリコーン長期計画検討チーム設置 4. 1 原池の高騰が続き、電気・ガス料金大幅値上げ実施

1. ー 合成技術研究所、合成石英フォトマスク基板の量産開始 9. 9 イラン・イラク戦争始まる

1. ー 信越石英、正英石英硝子の全株式を取得 9.10 日本電信電話公社、超高純度光ファイバー開発に成功

3. 1 福井プラントメンテ設立

3.10 「セルロース誘導体の水系コーティング技術」で大河

内記念生産賞受賞

3.13 磯部工場、メチルシラン合成設備(MR-7B)完成

3. ー 合成技術研究所、合成性フェロモンの試験生産開始

4.- 「連続低温プラズマ表面処理技術」で科学技術庁長官

賞受賞

4. ー 直江津工場、ビニルシラン製造設備完成

5.29 武生工場、熱収縮ゴムチューブ製造設備完成

5. ー 直江津電子工業、合成石英の加工開始

10.14 合成技術研究所、第2研究棟完成

12. 1 時価公募増資完了（新資本金125億円）

12.15 武生産業、信武磁工設立

12. ー 磯部工場、金属ケイ素を全量輸入品に切り替え

18B1 c昭和56年）

1. 1 合成石英の製造を合成技術研究所から直江津工場へ 3.20 神戸ポートアイランド博覧会開幕(9.15閉幕）

移管 4.12 米スペースシャトル、初打ち上げ
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月・日 当社関連事項 月・日 一般事項
ー唸 ,•• • - " ,re寇-~・.,.,,:,.墨墨 ''""'".  

1. 7 鹿島効率化特別委員会設置 5. 1 日米、乗用車対米輸出自主規制で合意

1. ー 鹿島工場グループ、小集団活動 「DASH-K」発足 5. 1 塩ビ業界、不況カルテル結成(1982.2.28まで）

2. 5 信越金属工業、シンユウ設立（金属ケイ素粉砕部門を 10. ー 塩ビ業界、 4共販会社設立などの構造改善で基本合意

独立）

2.10 電子材料事業部に精密材料部設置

2.26 信越ポリマー、シンエッポリマーアメリカ社設立

2.- SEHアメリカ社、イヤーアウト工場操業開始

2.- SEHマレーシア社、第2工場操業開始

3. ー シンテック社、フリーポート工場第2次増設工事完成

（年産33万t)

4. 1 直江津工場、火力発電所の操業中止

5.19 「大型重合器による塩ビ重合技術の工業化」で日本化

学工業協会技術賞受賞

6.26 塩ビ再構築委貝会設置

10. 2 磯部工場、安中工業団地（郷原地区）取得

10.12 シンエツ化成、カーバイドの製造中止

10.14 韓国（ソウル）駐在員事務所設置

10. ー 鹿島コンビナート再構築委員会発足（三菱油化、旭硝

子、旭電化工業、鐘淵化学工業、当社で構成）

11. ー 南陽工場、小集団活動「3C」発足

12. ー 信越半導体、磯部工場開発部を半導体研究所に改組

1日E妬2c昭和57年）

2. 4 信越半導1本、ピーダブリューセンター設立 6.23 東北新幹線（大宮一盛岡間）開業

3.31 武生工場、マグネット第2工場完成 6. ー 塩ビ共販会社設立で、通産省、公正取引委員会が合意

4. 2 直江津工場、セルロース誘導体"HEMC"(ヒドロキ 11.15 上越新幹線（大宮一新潟間）開業

シエチルメチルセルロース）製造設備完成

5.22 磯部工場グループの小集団活動を再編し「JUMP-I」

と命名

6. 1 新定年制度（満58歳）、信越年金制度制定

6. 3 「脱アセトンタイプシリコーン一液型RTVゴムの開

発」で全国発明表彰の発明協会発明賞受賞

7.15 中央塩ビ販売設立（旭硝子、化成ビニルと共同出資、

当社出資比率33.3%)

7.26 直江津工場、ジクロロシラン製造設備完成

8.17 磯部工場、メチルシラン合成設備(MR-8)完成

10. 1 ロサンゼルス駐在員事務所設置

10.18 武生工場グループの小集団活動を「3T」と命名

11. 1 倍越半導体、いわき半尊体設立

18B3c昭和58年）

4.- 「腸内溶解性化合物製造法の開発」で科学技術庁長官 5.24 特定産業構造改善臨時措置法（産構法）公布

賞受賞 5.26 日本海中部（秋田沖）地震発生

6. 1 有機合成事業部設置（酢ビ・ポバール、ファインケミカ 6.21 塩ビが産構法に基づく特定業種に指定

ル両事業部を統合） 9. 1 ソ連空軍機、大韓航空機を撃墜

6. 1 南陽工場の小集団活動を「TPU」に改称

6.17 磯部工場、特殊・変性シリコーン製造設備完成

7. 1 鹿島電解と鹿島塩ビモノマーの新基本契約締結
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月・日 当社関連事項

7.21 磯部工場、 EMC設備増強工事完成

7.29 磯部工場郷原分工場、シリコーン一液型RTVゴム

製造設備完成

7. 一 水中不分離性コンクリート用混和剤“アスカクリーン”

販売開始

8.30 小田切新太郎、代表取締役会長に就任。小坂雄太郎、

代表取締役社長に就任

8. ー 信越石英、福島信越石英設立

10. 1 エスアイ加工設立

10. 1 信越半導体、白河工場建設本部設置

10.28 10月28日を「信越グループの防災のH」と決定

11.13 シンエツ化成、よう成燐肥工場で爆発事故発生

11.30 シリコーン電子材料技術研究所、第3研究棟完成

12.12 信越ポリマー、東京証券取引所第2部に上場

12.16 信越石英、福井信越石英設立

18B4c昭和59年）

1.31 南陽工場の重合器2基を廃棄処分、鹿島工場の重合

器1基を休止処分

1. ー 信越電炉解散

2.- SEHアメリカ社オーチャード工場、 CZ法単結晶シ

リコン製造開始

3. 1 化学品部を無機材料部に改称

3.24 信越半導体、白河工場着工

5. 8 福島信越石英、郡山工場完成

5. 9 信越半導体、英にSEHヨーロッパ社設立

5.22 武生工場朝日分工場、操業開始

5.26 直江津工場、 CFシラン第2工場完成

5. ー 武生工場のMC製造をシンエツ化成に移管

5. ー 三益半導体工業に資本参加

6.12 第2回転換社債(70億円）および外貨建転換社債

(3000万スイスフラン）発行

6.20 福井信越石英、工場完成

6.28 米のヘムロックセミコンダクターに資本参加

6.- S EHアメリカ社オーチャード工場、 PW工程操業

開始

7. 6 合成技術研究所、新研究棟完成

7.23 シンガポール駐在員事務所設置

7. ー 鹿島電解、水銀法からイオン交換膜法への転換完了

8.17 ノルウェーのノルスクハイドロ社への塩ビ新技術・プ

ラント輸出契約締結

8. ー シンテック社、フリーポート工場第3次増設工事完成

（年産45万t)

8. ー ロンドン駐在貝事務所閉鎖

8. ー 正英石英硝子、山形倍越石英に社名変更

9. 1 海外事業本部を国際事業本部に改称

9. ー 直江津電子工業、石英加工部門を大潟工場に移転

10. 3 信越半導体、白河工場完成

10. 9 元社長小林周蔵死去(85歳）
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月・日 一般事項

5.12 NHK、衛星テレビ放送開始

6.30 日本、平均寿命世界一となる（女79.78歳、男74.20歳）

12. - CDプレーヤー普及



月・日 当社関連事項 月・日 一般事項
ー........

11.26 直江津工場、医薬用セルロース誘導体"L-HPC"製造

設備完成

12. 8 信越石英、台湾に崇越石英設立

12.14 信越半導体、白河工場操業開始

12. ー 信越半導体、犀潟工場操業開始

188巴（昭和60年）

1.10 信越マグネット設立 1.28 OP EC、基準原油価格制度廃止

1.24 信建産業、信建総合設備設立 3.17 国際科学技術博覧会（つくば'85)開幕(9.16閉幕）

1.- SEHヨーロッパ社、操業開始 3.31 塩ビ樹脂各社、構造改善基本計画に基づく設備処理

2. 5 信越石英、韓国に永信石英設立 完了

2. ー 信越石英、石英技術研究所設置 4. 1 日本電信電話(NTT)、日本たばこ産業(JT)開業

3. 4 外貨建転換社債(3000万ユーロドル、 8000万スイスフ 6. 1 男女雇用機会均等法公布

ラン）発行 9.22 先進5カ国蔵相・中央銀行総裁会議(G5)でプラザ合意

3.25 合成技術研究所、フェロモン交信撹乱剤“ハマキコン” 10. 2 関越自動車道（東京一新潟間）が全線開通

を開発、初出荷 10.15 ソ連のゴルバチョフ書記長、ペレストロイカを発表

3.30 シリコーン電子材料技術研究所、超高純度窒化ホウ素

(PBN)製造設備完成

4. 1 有機合成事業部に医薬材料部設置

4. 1 塩ビ技術研究所を高分子機能性材料研究所に改称

4. 2 富士システムズに資本参加

5.10 磯部工場、メチルシラン合成設備(MR-9)完成

5.15 フッ素ポリマー開発委員会(PF委員会）設置

6. 5 「メルカプト基含有シリコーンゴム組成物(SEPラ

バー）の開発」で全国発明表彰の発明協会発明賞受賞

7.10 鹿島工場、ノンスケール剤製造設備完成

7.23 磯部工場郷原分工場、シリコーンニ液型RTVゴム

製造設備完成

8.21 シンテック社、 K-Bin社設立

9. 2 信越ポリマー、東京証券取引所第1部に上場

9.18 信越ポリマー、東京工場内に研究開発センター完成

12. 1 C I推進委員会設置

12.12 直江津工場、電解工場の隔膜法からイオン交換膜法

への転換完了

12.17 シンエッシリコーンズオブアメリカ社設立

18B巳（昭和67年）

2. 1 直江津精密加工設立 （直江津電子工業の合成石英加 4.26 ソ連でチェルノブイリ原発事故発生

工部門を独立） 6.10 臨時行政改革推進審議会、増税なき財政再建を答申

2. 4 フェロモン交信撹乱剤“ハマキコン"が日本経済新聞 7.30 東北自動車道（浦和一青森間）が全線開通

社「日経・年間優秀製品賞」最優秀賞受賞 9. ー 日米半樽体協定締結

3. 1 信越シーラント設立

4.12 副社長田村喜八死去(69歳）

4.14 「脱アセトン型シリコーンRTVゴムの開発」で科学

技術庁長官賞受賞

4.30 住友特殊金属からネオジム磁石の特許実施権取得

5.13 半導体事業部設置（電子材料事業部半導体部を独立）

6. 1 満60歳定年制実施
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月・日 当社関連事項 月・日 一般事項
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6.25 信越ポリマー、オランダにシンエッポリマーヨーロッ

パ社設立

8.19 韓国信越シリコーン社設立（韓国・三星物産と共同出

資、当社出資比率50%)

10. 1 創立60周年社報記念号 「未来への軌跡・昭和とともに

60年」発行

10. 1 研究開発部を二分し研究開発部、開発企画部設置。シ

ステム部をシステムセンターに改称

12.16 第3回無担保転換社債(150億円）発行

19Bフ（昭和62年）

1. ー 直江津工場、 N・P-UP委員会設置 4. 1 国鉄分割民営化により「JR」グループ6社発足

2. 4 ヒューマンクリエイト設立 9.16 オゾン層保護条約、モントリオール議定書採択

3.24 米にシンエッテクニカルサービス社設立 10.19 ニューヨーク株式大暴落（プラックマンデー）

3.27 松井田工業団地を一括取得 11.20 全日本民間労働組合連合会（連合）結成

3. ー 信越半導体磯部工場、 FZ法単結晶シリコン製造中止

（犀潟工場で集中生産）

3. ー 鹿島工場、波崎第2工業団地に工場用地取得

4. 1 島崎営業所が移転し、北関東営業所に改称

4. 8 武生工場、レア・アース設備増強工事完成

4.12 磯部工場、磯部城址城山公園完成

4. ー 韓国信越シリコーン、九老工場操業開始

5.23 直江津工場、新品質保証棟完成

6. 1 第111期(1987.6-1988.3)より決算期を3月末に変更

6.23 第1回ユーロドル建ワラント債(1億ドル）発行

7. 3 合成技術研究所、特殊シラン製造多目的設備(Aパイ

ロットプラント）完成

7.25 直江津工場、メトローズ総合自動倉庫完成

7.27 台湾の崇信シリコーンに資本参加（崇越貿易、信建産

業と共同出資、当社出資比率20%)

8.18 信建上木設立

8.28 小田切新太郎、取締役相談役に就任

10. 9 武生工場、日本経済新聞社「全国優秀先端事業所賞」

受賞

10.20 崇信シリコーン、工場完成

11. 1 戦略物資等管理委員会設置

11. ー 福岡支店移転（福岡市中央区天神 H之出東京海上ビル）

18BBc昭和63年）

1. ー アムステルダム駐在員事務所設置 3. 1 塩ビ樹脂製造業など産構法に基づく業種指定（不況産

3. 9 第2回ユーロドル建ワラント債(1億ドル）発行 業）を解除

3. ー 磯部工場、 EMC設備増強工事完成 3.13 青函トンネル開通

4. 1 スカイワードインフォメーションシステム設立 4.10 瀬戸大橋開通

4. 1 システムセンター廃止、システム管理室設置 8.20 イラン・イラク戦争停戦

4. 1 精密機能材料研究所設置（シリコーン電子材料技術

研究所の無機部門が独立）

4. 1 磯部工場、光材料課設置

4. 1 埼至シンコーモールド設立
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月・日 当社関連事項 月・日 一般事項
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4. 1 日本レジンに資本参加

4.14 信越半導体白河工場、コージェネレーション設備完成

4.18 直江津工場、シラン製造設備(NR工場）完成

4.20 常務取締役芹口賢二死去(61歳）

4.20 信越酢酸ビニル、「カルボン酸ビニルの工業化技術の

育成とその用途開発の成功」で科学技術庁長官賞受賞

4.21 シンテック社、 K-Sun社設立

4. ー 崇信シリコーン増資、出資比率変更（当社出資比率

86.6%) 

5.12 磯部工場、シリコーン試作品製造工場完成

7. 1 鹿島サービス設立

7.15 南陽工場、塩ビの生産中止

7.28 鹿島塩ビモノマー、EDC分解炉増設工事完成

7. ー 鹿島工場、塩ビ第2工場(K-IIプラント）完成

7. 一 高分子機能性材料研究所、塩ビ重合パイロットプラン

ト増強工事完成

8.15 「鹿島グループ20年の歩み』刊行

8.18 磁性材料研究所、新研究棟完成

8.22 磯部工場、メチルシラン合成設備(MR-10)完成

9. 1 企業開発部設置

9. 2 武生市と池ノ上工業団地の立地協定調印

9.10 信越半導体、直江津工場閉鎖（多結晶シリコン製造中止）

9.10 崇信シリコーン、台湾信越シリコーンに社名変更

9.20 広報室設置

9. 一 直江津工場、医薬用セルロース誘導体"HPC"製造設

備完成

9. ー 英文社内報 「シンエッコネクションJ創刊（季刊）
10. 1 C I導入、コーポレートシンボル使用開始

10. 4 磯部工場松井田分工場、光通信用合成石英加工工場

（第8工場）完成

10. 8 シンエツマレーシア社設立

10.11 信越ポリマー、シンエッポリマーマレーシア社設立

10. - シンテック社、フリーポート工場第4次増設工事完成

（年産68万t)

11.29 信越半導体磯部工場、新1号館完成

12. 1 S EHヨーロッパ社、リビングストン工場完成

12. 8 シンエッシリコーンズオプアメリカ社、新社屋完成

12. 5 第4回無担保転換社債(250億円）発行

12.15 鹿島工場、波崎分室第1期工事完成

18B8c平成元年）

2. 7 直江津工場、セルロース設備 (MC —皿）完成 1. 7 昭和天皇崩御、平成と改元

3. ー 福島信越石英、 信越石英郡山工場となる 1. ー 通産省、 「特定フロンの排出・使用合理化指針」発表

4. 1 シリコーン事業本部の組織を管理、国内営業、海外営 4. 1 消費税実施(3%)

業の3部門に再絹 6. 4 中国で天安門事件発生

4. 7 オーストラリアのバイオコントロール社に資本参加 9. 4 日米経済構造協議開始

（当社出資比率77%) 11.10 ベルリンの壁崩壊

4.20 オランダのシェルネーデルランド社への塩ビ新技術・ 12. 2 米ソ首脳会談で「東西冷戦の終結と新時代の到来」確認

プラント輸出契約締結 12.29 日経平均株価3万8915円、史上最高値を記録
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月・日 当社関連事項 月・日 一般事項

4.21 磯部警備、磯部サービスに社名変更

4. ー エグゼクティブチーフリサーチャー制度制定

5. 1 有機合成事業部の開発部廃止、事業部長室設置

5. 8 武生工場、池ノ上分工場完成

6. 1 本社、新幹線通勤を認める

6.23 スイスのチバガイギー社へのEMC製造技術供与契

約締結

7. 1 電子材料事業部を電子材料事業本部に改組し、無機

材料部を編入。事業部長室を本音闘長室に改称

7. 1 研究開発部と開発企画部を改組し、研究開発部と研

究管理部設置

7. 1 コーポレートリサーチセンター設置（神奈川県川崎市）

7. 1 塩ビ技術研究所設置（高分子機能性材料研究所の塩

ビ研究部門が独立）

7.20 高分子機能性材料研究所・塩ビ技術研究所、波崎分

室研究棟完成

7.20 直江津工場、 NR工場にグリニャール設備完成

8. 1 国際事業本部業務部、開発部廃止。業務第1部、 2部、

開発第1部、 2部設置

8. 1 シリコーン第2プラント推進委員会(Mプロジェクト

委員会）設置

8.30 磯部工場、コージェネレーション設備完成

9. 8 米にマイクロサイ社設立

9.27 磯部工場松井田分工場、シリコーンオイル(P-I)エ
場完成

10. 1 フロン規制対策委貝会設置

10. 1 信越半導体、半導体白河研究所設置

11. 1 オランダにシンエッシリコーンズヨーロッパ社設立

11. ー シンエツマレーシア社、操業開始

12.12 オランダにシンエッファイナンスアムステルダム社設立

12. ー シレス社、塩ビ設備増強工事完成（年産8万5000t) 

188口（平成2年）

2. 1 アドマテックス設立（トヨタ自動車、 1言越石英と共同 4. 1 固際花と緑の博覧会（大阪）開幕(9.30閉幕）

出資、出資比率当社25%、信越石英20%) 6.29 モントリオール議定書締約国会議、オゾン層破壊物質

2.13 第5回無担保転換社債発行(400億円） 全廃を決議

2.13 大阪支店移転（大阪市西区江戸堀日本火災大阪ビル） 8. 2 イラク軍、クウェートに侵攻

3. 1 信越半導体、化合物半導体設立 10. 3 東西ドイツ統一

3.30 オランダにシンエツインターナショナルヨーロッパ社
舌w<.几.lL→ 

3. ー 長野電子工業、厚膜SOIウエハー生産開始

4. 1 半導体事業部営業管理部廃止。事業部長室、営業第3

部設置

4. 1 「磯部工場グループ50年史」刊行

4. 4 シンエッシンガポール社設立

5. 1 開発企画部設置

5.18 地球環境問題対策委員会設置（フロン規制対策委員

会を改組）

6. 5 信越半導体、半導体白河研究所完成
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月・日 当社関連事項 月・日 一般事項
-------

6. ー 直江津工場、 TQC/TPM推進室設置

7. 5 直江津工場、コージェネレーション設備完成

8. 1 国際事業本部の中国部と技術管理部統合、中国部廃止

8. 1 M建設本部設置

8.21 社長小坂雄太郎死去(70歳）

8.25 金川千尋、代表取締役社長に就任

8. 一 磯部工場松井田分工場、シリコーンゴム (P-II)工場

完成

10. 2 シンエッシリコーンズヨーロッパ社、 工場完成

10.31 信越石英、ヘレウスシンエツアメリカ社設立

12. 1 営業資金効率化小委貝会設置

12. ー シンテック社、フリーポート工場第5次増設工事完成

（年産90万t)

1日日1(平成3年）

2. - SEHアメリカ社、 8インチウエハー生産開始 1.16 湾岸戦争始まる

3.28 合成石英フォトマスク基板、全量品質達成でIBMよ 2.28 湾岸戦争、多国籍軍勝利で終結

り受賞 4.26 再生資源の利用の促進に関する法律（リサイクル法）

3.31 韓国駐在員事務所閉鎖（従業貝は翰国信越シリコーン 公布

に移籍） 6. 3 雲仙普賢岳火砕流発生

3. ー フェロモン交信撹乱剤「Isomate-C」、米国で販売開始 9. 6 バルト3国独立

4. 1 シリコーン事業本部に市場開発部設置 12.21 独立国家共同体(CIS)成立、ソビエト連邦解体

4.19 シリコーン電子材料技術研究所、松井田分工場内に

新研究棟完成

4. ー 信越半導体グループ地球環境対策委員会設置

4. - SEHヨーロッパ社、第2期工場完成

5.17 直江津電子工業、F工場完成

5. ー 長野電子工業、新工場完成

6.13 「エポキシ樹脂の低応力化技術の発明」で全国発明表

彰の通商産業大臣発明賞および発明実施功績賞受賞

6. ー 群馬事業所松井田分工場、光材料製造棟建設工事完成

7.19 直江津工場、直燃式焼却炉完成

7.30 米にシンコアシリコーンズ社設立

8. 1 半尊体事業部に営業第4部設置

9. 1 武生産業、シンエッテクノサービスに社名変更

9.16 台湾信越シリコーン、テクニカルサービスセンター完成

9. - Z委員会設置

10. 1 法務部設置、広報室を広報部に改称

10. 1 鹿島工場、波崎分工場設置

10.15 独占禁止法遵守指針制定

11. ー 直江津工場、メチルセルロース設備増強工事完成

12. 一 磯部工場、試作品小規模品工場(A工場）再編増強工

事完成

12.18 磯部工場郷原分工場、 B-I工場増強工事完成

188~ ヨ（平成4年）

1.10 精密材料事業部設置、 同事業部に事業部長室、精密材 2. 7 マースト リヒト条約（欧州連合創設条約）調印

料部、無機材料部設置 3.26 公示地価、 17年ぶりに下落
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月・日 当社関連事項

2. 1 リーガルリスクマネジメント委員会設置

2. 8 信越半導体白河工場、大口径ウエハー専用棟完成

2. ー シレス社、塩ビ設備増強工事完成（年産13万t)

3.31 「性フェロモンによる害虫防除」で日本農芸化学会「農

芸化学技術賞」受賞

4. 1 鹿島工場、新製品室設置

4. 7 「付加反応型離型紙用シリコーンの開発」で科学技術

庁長官賞受賞

4. ー ヘレウスシンエツアメリカ社、工場完成

5.20 G委員会設置

5.28 磯部工場松井田分工場、シリコーンモノマープラント

建設工事（第1期）完成

7. 7 韓国信越シリコーン、大所工場完成

7.29 鹿島工場、フレキシブル銅張積層板(FCL)設備増強

工事完成

8. 1 松井田分工場を松井田工場に改称。礎部工場と松井

田工場を総括する群馬事業所設置

9.21 信越半導体白河工場、緑化優良工場として通商産業

大臣表彰受賞

9.28 米にサンノゼ駐在員事務所設置

9. ー シンテック社、フリーポート工場第6次増設工事完成

（年産110万t)

10. 1 信建産業、信越アステックに社名変更

12.10 国際事業本部の技術管理部廃止、塩ビ技術研究所に

技術管理部設置

188: ヨ（平成5年）

1. - 「信越化学工業社史j刊行

2. 3 ハードコンタクトレンズ「メニコンスーパーEX」（当

社とメニコンの共同開発）が中日新聞社 「中日産業技

術賞」中日新聞社賞受賞

3.10 金川千尋社長、毎日新聞社「毎日経済人賞」受賞

3. - S EHアメリカ社、 EPW工場完成

4. 1 シリコーン事業本部に総括部門設置、同部門に本部長

室と企画部設置、営業部門をフルイド部門とエラスト

マ一部門に分け、各部門の下に製品別営業部と業務部

設置、海外推進部設置、国内営業第4部を開発製品部

に改称

4.23 経費効率化小委員会設置

5.18 PR紙 「LIVE」創刊

5. ー ムーディーズ、当社社債を「A2」に格付け

6.10 信越半導体、マレーシアにSEHシャーラム社設立

6.29 最高顧問小坂徳三郎、代表取締役会長に就任

7. 1 研究管理部と開発企画部を統合、研究開発部設置

10. 5 米にシンエツマグネティクス社設立（サンノゼ駐在員

事務所を現地法人化）

10.16 信越ポリマー、 中国に蘇州信越棗合有限公司設立

10. 一 給与支給日を毎月28日から25日に変更

月・日 一般事項

6. 3 環境と開発に関する国際連合会議（地球サミット）開催

6.15 PKO協力法成立

7. 1 山形新幹線（福島一山形間）開業

8.12 米国、メキシコ、カナダが北米自由貿易協定(NAFT

A)に合意

1. 1 EC12カ国、市場統合

5.15 日本プロサッカーリーグ(Jリーグ）開幕

7.12 北海道南西沖地震発生

12.14 コメ市場の部分開放決まる



月・日 当社関連事項

1日84(平成6年）

1.14 群馬事業所、長谷津最終処分場の第1期工事完成

3. ー 群馬事業所、エマルジョン工場(E工場）第1期再編増

強工事完成

4. 1 塩ビ事業本部の塩ビ第1部、 2部を統合し塩ビ部とす

る。開発部を廃止し、その業務を本部長室、塩ビ部、

化成品部に移管

4. ー シンテック社、フリーポート工場第7次増設工事完成

（年産127万t)

6. - SEHシャーラム社、 8インチウエハー生産開始

7. ー 監査役会設置

8. 1 国際事業本部の業務第1部、 2部、開発第1部、 2部

廃止。営業第1部、 2部、 3部設置

8. 1 企業開発部廃止

10. 1 光機能材料部設置

18日巳（平成7年）

1.24 群馬事業所磯部工場、リチウムタンタレート設備増強

工事完成

2.24 製品安全推進指針制定、製品安全技術会議設置

3. ー シンエッシリコーンズオブアメリカ社、オハイオ州ア

クロンヘの移転完了

4. 4 シンエツエレクトロニクスマレーシア社設立

4.17 信越半導体、台湾に信越光電股扮有限公司設立

5.26 連結決算と単独決算の同時発表開始

6.13 群馬事業所松井田工場、シリコーン新製品室完成（試

作品・小規模品工場）

6.29 代表取締役会長小坂徳三郎、最高顧問に就任。取締

役相談役小田切新太郎、相談役に就任

7. 7 信越半導体、半導体磯部研究所に300mmシリコン単

結晶引上げ機沿入

7.14 シンエッシリコーンズオブアメリカ社、シンコアシリ

コーンズ社の全株式取得

8. 9 直江津工場、セルロース設備 (MC-Ill工場）増強工事

完成（年産1万2000t) 

8.19 前副社長・信越石英社長菅原太郎死去(68歳）

9. 4 鹿島塩ビモノマー、新分解炉完成

9. 9 S EHシャーラム社、 8インチウエハー工場竣工式

9.28 直江津工場、 H本プラントメンテナンス協会「TPM

俊秀賞第1類」受賞

10. 1 塩ビ技術研究所と高分子機能材料研究所を統合し、

塩ビ技術研究所とする

11. 1 経費効率化委員会設置（経費効率化小委員会を昇格）

11. 1 香港駐在員事務所設置

11. 2 シンエッシリコーンズオブアメリカ社、工場完成

11. 8 信越半導体、台湾信越半導体股扮有限公司 (SEH台

湾）設立

11. 8 偏越光電、社屋と工場完成

月・日 一般事項

1.17 ロサンゼルス大地震発生

5. 6 英仏間のユーロトンネル開通

7. 1 製造物責任法(PL法）公布

9. 4 関西国際空港開港

10.17 流動性預金金利の完全自由化実施

1. 1 泄界貿易機関 (WTO)発足(GATTを発展的解消）

1.17 阪神・淡路大震災発生

3.20 地下鉄サリン事件発生

4.19 円相場、 1ドル=79.75円の史上最高値を記録

6.16 容器包装リサイクル法公布

12.19 ボスニア・ヘルツェゴビナ紛争の包括和平協定調印
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月・日 当社関連事項

11.15 経理部と財務部を統合し、経理部とする

11.22 シンエツエレクトロニクスマテリアルズシンガポール

社設立

11.- 「プロジェクト21」発足

12.14 韓国倍越シリコーン社の出資比率変更（当社出資比率

90%) 

12.14 信越石英、中国にヘレウスシンエックォーツチャイナ

社設立

18日巳（平成8年）

1. 1 辞令の交付廃止

1. 1 塩ビ事業本部の本部長室を廃止し、その業務を塩ビ

部と化成品部に移管

1. ー シンテック社、米メキシコ湾岸地区に塩素、か性ソー

ダ、塩ビモノマー、塩ビポリマーを生産する新工場建

設計画発表

1. ー 群馬事業所郷原分工場、シーラント充填包装設備更

新増強工事完成

1. ー 信越光電、化合物半導体の生産開始

2.20 オーストラリアの金属ケイ素メーカー、シムコア社買収

2.20 群馬事業所、長谷津最終処分場の第2期工事完成

2.23 最高顧問小坂徳三郎死去(80歳）

3.29 スーパーシリコン研究所設立

3. ー 直江津工場、 CF-ill工場完成

4. 1 精密材料事業部の事業部長室を廃止し、その業務お

よび無機材料部のファインセラミックス関係業務を精

密材料部に移管。無機材料部を精密材料事業部から

分離して肥料部と統合し、肥料金属部とする

4. 1 シリコーン事業本部の本部長室、企画部を統合し、総

括部とする。国内営業部門を産業別組織に改組し、営

業第 1部、 2部とする。企画部内の海外関連業務を海

外推進部に移管し、海外推進部を海外部とする。市場

開発部を廃止し、その業務を各営業部門に移管。開発

製品部を廃止し、その業務を営業第2部に移管

4. 1 環境保安部と技術部を統合し、環境保安技術部とする

4. 1 社長室、広報部、関連事業部を統合し、社長室とする

4. 1 研究開発部と特許部を統合し、研究特許部とする

4. 1 秘書室、総務部、人事部を統合し、総務人事部とする

4. 1 光機能材料部を新機能材料部に改称

5. 2 シンエツマグネティクスインドネシア社設立

5.20 額面普通株式1株を1.05株に分割

5.30 金川千尋社長、酢ビ・ポバール工業会会長に就任

5.31 シンエツインターナショナルヨーロッパ社、シンエッ

ファイナンスアムステルダム社を吸収合併

5. ー 群馬事業所松井田工場、光ファイバー用プリフォーム

設備増強工事完成

6.21 専務取締役和田正、信越半導体社長に就任

6.21 信越半導体白河工場、緑化推進運動功労者内閣総理

大臣表彰受賞

月・日 一般事項

4. 1 三菱銀行と東京銀行が合併、東京三菱銀行発足

7.13 大阪府堺市で0157による集団食中毒発生

10.20 小選挙区比例代表並立制で初の選挙（第41回衆議院

議貝選挙）

12.17 ペルー日本大使館公邸人質事件発生(1997.4.22解決）



月・日 当社関連事項

7.31 中央塩ビ販売解散

7.31 信越ポリマー、メキシコにシンエッポリマーメヒコ社

設立

7. - SEHアメリカ社、 8インチCZ法単結晶棟完成

8. 8 第6回無担保転換社債(500億円）とユーロドルワラン

卜債(5億ドル）発行

8.23 「プロジェクト21」による「21世紀ビジョン」 決定

8. ー セメント押出成形用セルロース誘導体“メトローズS

HV"販売開始

9. 5 信越半群体磯部工場、横野平PWセンター完成

9. 一 新人事制度推進委員会設置

10. 1 国際事業本部の本部長室を業務部に改称

10. 1 半導体事業部の営業第4部廃止

10. 1 システム管理室を廃止し、その業務を社長室に移管

10. 1 インターネット上にホームページ開設

10. ー シンテック社、新工場の立地をルイジアナ州セント

ジェームス郡と発表

11. 1 有機合成事業部のセルロース部と医薬材料部を統合

し、セルロース部とする

18日フ（平成9年）

1. 1 有機合成事業部の本部長室を廃止し、その業務を酢

ビ・ポバール部、セルロース部、ファインケミカル部に

移管

2.26 PD委員会設置

3.19 信越石英、ヘレウスシンエックォーツシンガポール社

設立

3. 一 武生工場、マグネット設備増強工事完成

4. 1 本社、支店、営業所でフレックスタイム制実施

4.14 東京大学「地球環境工学寄付講座」への支援開始

(5年間支援）

4.17 相談役小田切新太郎死去(89歳）

4.21 三益半導体工業、東京証券取引所第2部に上場

4.24 米にシリカプロダクツ社設立

4. 一 信越半尊体、薄膜SOIウエハー製造で仏ソイテック

社と提携

5. 8 群馬事業所、産業廃棄物焼却炉完成

5.14 信越半導体、横野平研究棟完成

6. 5 信越半導体磯部工場、新2号館完成

6.27 ストックオプション制度導入

6. - SEHアメリカ社、 8インチウエハー加工棟完成

7. 1 コーポレートリサーチセンターを廃止し、その業務の

一部をシリコーン電子材料技術研究所に移管

7. 1 SE H台湾、工場完成

7.10 信越石英武生工場、大口径シリコン単結晶引き上げ用

石英ガラスるつぽ溶融設備の火入式実施

7.11 S EHヨーロッパ社、第3期工場完成

8.12 直江津工場、 NR工場グリニャール反応設備で爆発事

故発生

月・日 一般事項

3.22 秋田新幹線（盛岡一秋田間）開業

4. 1 消費税率、 5%に引き上げ

5.23 改正外国為替法公布

7. 1 英国、香港を中国に返還

7. 2 タイ・バーツ急落、東南アジア通貨危機発生

10. 1 長野新幹線（高崎一長野間）開業

12.11 地球温暖化防止京都会議で京都議定書を採択

12.17 介護保険法公布

12.18 東京湾アクアライン開通
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月・日 当社関連事項 月・日 一般事項

8. 7 米にS-EInc. 設立

8. ー シンテック社、フリーポート工場第8次増設工事完成

（年産145万t)

9.25 直江津工場、セルロース設備増強工事完成（年産

1万5000t) 

9. ー フィリピンIMI社、当社VCM(ボイスコイルモータ）

の受託生産開始

10. 1 シリコーン事業本部を産業別から製品別組織に再編

成し、業務分掌の一部改定

10. 1 環境保安技術部を二分し、技術部と環境保安部設置

10. 1 高松営業所を廃止し、その業務を大阪支店に移管

10. 1 直江津工場、第6製造部（フォトレジスト生産部門）

設置

10. 4 シンテック社取締役ベン・プランチ死去(82歳）

10.22 鹿島塩ビモノマー、塩ビモノマー設備(KM-7)完成

（年産60万t)

11.10 「フェロモンによる害虫防除と IPMの実現」で日本

化学工業協会技術賞受賞

11.13 シンエッポリマーメヒコ社、工場完成

11.14 信越ポリマー、シンエッポリマーインドネシア社設立

11.17 連結中間決算の発表開始

12. ー 直江津工場、 KrFエキシマレーザー用フォトレジスト

の最産設備完成

12. ー 韓国信越シリコーン社の全株式取得（当社全額出資子

会社となる）

188Bc平成70年）

1. 1 金川千尋社長、塩ビ環境協会会長に就任 2. 7 冬季オリンピック長野大会開幕(2.22閉幕）

1.- KrFエキシマレーザー用フォトレジストとペリクル 4. 5 明石海峡大橋開通

の事業化発表 5.11 インド、パキスタンが核実験実施

2. 5 群馬事業所松井田工場、光ファイバー用プリフォーム 6.22 金融監督庁設置

第2工場完成

3. 7 シリカプロダクツ社、工場完成

3.16 直江津警備、信越シリカに社名変更

3. ー 球状微粒子タイプレア・アースの本格販売開始

3. ー 直江津工場、合成石英第2工場完成

3. ー 群馬事業所、液状EMC製造設備完成

4. 1 人事制度を全面改定（成果主義、能力主義）

5.15 当社グループ海外拠点所在国の学生を対象とする「信

越奨学金制度」創設

5.25 副社長小柳俊一、信越半導体会長に就任

5.26 金川千尋社長、塩ビ工業・環境協会会長に就任（塩ビ

環境協会と塩化ビニル工業協会合併）

7. 1 信越半溝体G委員会設置

7. 1 国際事業本部の米国カナダ部を廃止し、その業務を業

務部へ移管

7.15 信越半導体白河工場、 TRY-S(白河コストダウン委

員会）設置

7. ー 武生工場、マグネット設備増強工事完成
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月・日 当社関連事項 月・日 一般事項
し更に
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7. ー 偏越半導体犀潟工場、 FZ室増築工事完成

7.- K-Brn社、第2工場操業開始

8. 1 「環境基本憲章」採択

8. 1 2000年問題対策委員会設置

8. 一 群馬事業所、環状シロキサン (DMC)設備増強工事

完成

9. ー シンテック社、米）レイジアナ州アデイスでの塩ビ新エ

場建設計画発表

9. ー 群馬事業所、液状フッ素エラストマーの量産設備完成

10. 7 英シェルケミカルズ社、オランダのアクゾノーベル社

と塩ビ事業買収の予備的合意書(Letterof Intent) 

調印

11. 2 三益半導体工業、東京証券取引所第1部に上場

11. ー 直江津工場、クロロシラン設備増強工事完成

11. ー 直江津工場、 CF-ID工場増強工事完成

11. 一 環境報告書の発行開始

12. ー 武生工場、全自動レア・アースマグネット製造工場完成

12. ー シンエッシリコーンズオブアメリカ社、シリコーンR

TVゴム設備増強工事完成

188日（平成11年）

1.15 信越ポリマー、信越緊合物（上海）有限公司設立 1. 1 欧州連合の単一通貨 「ユーロ」導入

3. 2 シンエツマグネティクスフィリピン社設立 3.24 NATO軍、ユーゴスラビア空爆開始

4. 1 日立製作所から半導体シリコン事業の譲渡を受ける 7.13 化学物質排出把握管理促進法(PRTR法）公布

4. 1 信越金属工業、鋳鉄用添加合金事業を東洋電化工業 9.21 台湾中部で大地震発生

へ譲渡 10.12 世界の人口が60億人を突破

4.14 鹿島工場、多目的ホール完成

4. ー シリコーンPDQSシステム、本格稼働

5. ー 液状フッ素エラストマー「SHIN-ETSUSIFEL」の

事業化発表

5. ー 群馬事業所、金属ケイ素粉砕設備増強工事完成

6.24 副社長小柳俊一、信越半導体社長に就任

7.27 EMCの「シリコーン難燃システム」発表

9. ー 群馬事業所松井田工場、シリコーンモノマープラント

建設工事（第2期）完成（粗メチルシラン年産18万6000t) 

10.25 倍越石英、佐世保工場完成

10. ー 信越半導体白河工場、 300mmウエハー棟完成

11.24 オランダにシンエッPVC社設立

11. - 「高性能アンダーフィル材料の開発」（液状EMC)で

ケイ素化学協会技術賞受賞

12.23 オランダのロビン社（シェルケミカルズ社とアクゾ

ノーベル社の合弁会社）の塩ビ事業買収契約調印

12.24 鹿島工場、大型船接岸バース完成

200口（平成12年）

1.18 電話相談窓口「ダイヤルShin-Etsu」設置 4. 1 介護保険制度スタート

3.31 2000年問題対策委員会解散 7.19 九州・沖縄サミットと西暦2000年を記念して2000円

4. 1 有機合成事業部ファインケミカル部と肥料金属部を 札発行
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月・日 当社関連事項 月・日 一般事項
".''●  ● ● ● ● ● , .....  , ......  

統合し、ファイン・アグロ部とする 8.18 三宅島の雄山、最大級の噴火(9.2、全島民に避難命令）

4. 1 シリコーン事業本部営業第1部のCFシラン関係の業 9.29 第一勧業銀行、富士銀行、日本典業銀行が、みずほホー

務を、新設する営業第3部に移管 ルデイングス設立（国内初の銀行持株会社）

5.17 群馬事業所、長谷津最終処分場の第3期工事完成

5.25 金川千尋社長、経済団体連合会常任理事に就任

6.29 シンテック社シュレーダー副社長とシレス社オルタ社

長、取締役待遇に就任（外国人初）

6. ー シンエツマグネティクスフィリピン社、本格操業開始

7. 1 上海駐在員事務所設置（香港駐在貝事務所閉鎖）

7.27 直江津工場、フォトレジスト設備増強工事完成

8.30 連結業績予想の発表開始

8. ー 信越半導体磯部工場、 300mmEPW生産開始

10. 1 信越金属工業を吸収合併

11. 1 戦略物資等管理委員会を安全保障輸出管理委員会に

改称

11. 7 信越半導体、熱処理ウエハーヘの本格参入発表

11.15 光通侶用部品事業への参入発表

11.26 相談役小坂善太郎死去(88歳）

11.30 フェロモン剤研究開発グループ、民間部門農林水産研

究開発功労者表彰の「農林水産大臣賞」受賞

11. ー 群馬事業所、処理シリカ量産設備完成

12. 1 広報部設置

12.10 シンテック社、アデイス工場第1期完成（年産30万t)

巨｛口口1(平成13年）

1. 1 半導体事業部事業部長室を業務部に改称、半導体事 1. 6 中央省庁再編実施(1府22省庁から 1府12省庁へ）

業部営業第1部、 2郁、 3部を統合し営業部を設置 4. 1 住友銀行とさくら銀行が合併、三井住友銀行発足

1. 1 新機能材料部を二分し、新機能材料1部、新機能材料 9.11 米国で同時多発テロ発生

2部設置 9.12 日経平均株価、終値9610円で17年ぶり 1万円割れ

1. ー シレス社、塩ビ設備増強工事完成（年産20万t) 10. 7 米英軍、アフガニスタン空爆開始

2. 5 タイにアジアシリコーンズモノマー社設立(GE社、東 12.11 中国が世界貿易機関(WTO)に加盟

芝との共同出資、当社出資比率50%)

2. 5 シンエッシリコーンズタイランド社設立

2. 5 直江津工場、メトローズ製品倉庫完成

2. 9 第1回実践SBC(シックスシグマ）活動発表会開催

2. ー 信越半導体白河工場、 300mmウエハーの量産開始

3.22 信越半導体犀潟工場、結晶加工棟完成

3. ー 群馬事業所磯部工場、リチウムタンタレート設備増強

工事完成

4. ー 群馬事業所松井田工場、シリコーンモノマープラント建

設工事（第3期）完成（粗メチルシラン年産21万5000t) 

5.17 シンテック社と信越半導体グループの業績開示開始

5.21 シリコーン事業本部の総括部、営業第1部、 2部、 3部、

海外部を廃止し、業務総括部、営業第1部、 2部、 3部、

4部、海外業務部、市場開発部を設置

6. 1 新機能材料技術研究所設置

6.12 金川千尋社長、 FEC国際親善協会会長に就任

6.22 米アボットラボラトリーズ社より15年連続品質優秀賞

受賞で「特別賞」受賞（腸溶性フィルムコーティング
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月・日 当社関連事項

剤"HPMCP")

6.28 米ダウケミカル社ポポフ前会長、取締役に就任（外国

人初）

8. 1 1単元の株式数を1000株から100株に変更

10. 1 鹿島工場、光ファイバー用プリフォーム工場完成（光

ファイバー換算年産1200万km)

10. 2 直江津工場、廃棄物処理設備完成

11.16 総務人事部を二分し、総務部と人事部設置

11.19 シンテック社、アデイス工場完成（年産59万t)

11.15 「導電性粉体の開発と導電性シリコーンゴムヘの応

用」でケイ素化学協会技術賞受賞

12. 3 シンテック社、米ボーデンケミカル社の塩ビ事業買収

契約調印

12. 3 本社でイントラネット導入

200巨！（平成14年）

1.24 直江津工場、セルロース設備(MC-N)完成（年産1万

8000 t) 

1. ー 信越半導体白河工場、 300mmEPW生産開始

3.31 新潟、北陸、広島、 仙台の4営業所廃止

3.31 社内預金制度廃止

3. ー セカンドライフ支援制度実施

3. 一 信越石英、米コーニング社ヘエキシマレーザーリソグ

ラフィ ー用合成シリカガラスの特許ライセンス供与

4. 1 シリコーン事業本部の海外業務部を廃止し海外部を

設置、業務総括部を総括部に改称

4.24 シンエッシリコーンズタイランド社、バンコク事務所

開設

5. 1 ユニチカと酢ビ・ポバール事業を統合、日本酢ビ・ポ

バール設立（当社出資比率50%)

5. 1 有機合成事業部酢ビ・ポバール部廃止

5. 1 国際事業本部の営業第2部を営業第1部に改称、営業

第1部と 3部を統合し営業第2部を設置、中南米部お

よび欧州部を廃止、欧州部の業務を業務部に移管

5. 1 新機能材料1部の半導体用レジスト以外の製品に関

する業務を新機能材料2部と新設する新機能材料3

部に移管

5.15 中国に浙江信越精細化工有限公司設立

5. ー 信越半導体、熱処理ウエハー"IG-NANA"の生産を

三益半導体工業に移管

6.30 肥料事業をコープケミカルに譲渡

7. 1 有機合成事業部ファイン・アグロ部をファインケミカ

ル部に改称

7. ー 長野電子工業、 8インチ薄膜SOIウエハー生産開始

8.- SEHマレーシア、 8インチウエハー設備増強工事完

成（月産30万枚）

8.31 南陽工場廃止

9.30 直江津工場、セルロース原料パルプ倉庫完成

9. 一 日信化学工業、環境対応型ホットメル ト接着剤の本格

月・日 一般事項

1. 1 EU圏内でユーロ紙幣と硬貨が流通開始

5.28 日本経済団体連合会発足（経団連と日経連が合併）

5.31 日韓共同開催のFIFAワールドカップ開幕(6.30閉幕）

8. 5 住民基本台帳ネッ トワーク稼働

9.17 平壌で日朝首脳会談開催

10. 8 小柴昌俊氏、田中耕一氏にノーベル賞（日本人同時受

賞は初）

10.15 北朝鮮の拉致被害者5名が帰国
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月・日 当社関連事項

販売開始

11. 1 塩ビ技術研究所を塩ビ・高分子材料研究所に改称

12. 5 東洋経済新報社「東洋経済賞」のカンパニー・オブ・ザ・

イヤー受賞

己003(平成15年）

1.14 金川千尋社長、財界研究所 「経営者賞」受賞

2.17 シンエッシリコーンズオブアメ リカ社、フリ ーポー ト

工場完成

3.10 確定拠出年金制度と社内退職金制度導入

3.28 コンプライアンス相談室設置

4. ー 各工場の小集団活動をシックスシグマに統合

5. 一 浙江信越精細化工、工場完成

6.26 ヒドロキシプロピルメチルセルロースが厚生労働省か

ら食品添加物として認可

7.11 三益半導体工業、 "IG-NANA"月産10万枚生産体制

確立

7.22 四半期連結決算の発表開始

7. ー 信越半導体磯部工場、 300mm痺膜SOIウエハー生

産開始

8.26 金川千尋社長、経済広報センター 「企業広報賞」の企

業広報経営者賞受賞

8.26 信越有机娃国際貿易（上海）有限公司設立（上海駐在

員事務所閉鎖）

8. ー 災害対策マニュアル（本社地区）改定

9.30 化学工業日報社より『シ リコーン広がる応用分野と

技術動向j発刊

10.17 信越ポリマー、シンエッポリマーハンガリー社設立

10.18 「液状シリコーンゴムとプラスチックの接着」でケイ素

化学協会技術賞受賞

10.31 スイスのクラリアント社のセルロース事業買収契約

調印

11.19 シンエッシリコーンズタイラン ド社、工場完成

ll. ー シンエッPVC社、塩ビモノマー設備増強工事完成（年

産62万t)

12. 2 アジアシリコーンズモノマー社、工場完成（シロキサ

ン換算年産7万t)

12.22 国内塩ビの商慣行変更発表(2004年1月1日以降「価

格先決め方式」）

12.30 独にSEタイローズ社設立

2□ 04(平成16年）

月・日 一般事項

3.19 米英軍、バクダッド空燥開始（イラク戦争始まる）

4. 1 日本郵政公社発足

4. 9 イラク戦争、バクダッド陥落でフセイン政権崩壊

4.16 産業再生機構設立

4.28 日経平均株価、7607円とバブル後最安値更新

5.30 個人情報保護法公布

8.18 B経平均株価、 1年ぶりに終値1万円台を回復

12. 9 政府が自衛隊のイラク派遣決定

1. 1 シリコーン事業本部の企画部設置、海外部廃止 3.12 日本とメキシコが自由貿易協定(FTA)締結合意

4. 1 人事制度改定（成果主義を強化） 3.13 九州新幹線開業（新八代ー鹿児島中央間）

4. 1 信越ポリマー、ポリマー東日本とポリマー化成品を合 4. 1 成田空港、営団地下鉄が民営化

併し信越ファインテックとする 7.18 福井集中豪雨発生

5.28 アジアシリコーンズモノマー社、グランドオープニン 10.23 新潟県中越地震発生

グセレモニー開催 11.11 パレスチナ解放機構のアラファト議長死去



月・日 当社関連事項 月・日 一般事項

6.10 シンエッシリコーンズタイランド社、オープニングセ 12.26 スマトラ島沖地震発生

レモニー開催

6.29 専務取締役秋谷文男、信越半導体社長に就任

7. 1 精密材料事業部精密材料部を二分し営業第1部、営

業第2部設置

7. 7 前副社長•特別顧問小柳俊一死去 (77歳）

7.15 シリコーン事業本部に業務部設置

11. 1 企業開発部設置

11. 1 新機能材料2部と新機能材料3部を統合して新規製

品部設置。新機能材料1部を新機能材料部に改称

11. - 「環境報告書」を「環境・社会報告書」に改称

12. 7 シンテック社、塩素年産45万t、か性ソーダ年産50万t、

塩ビモノマー年産75万t、塩ビポリマー年産60万tの

塩ビ一貫工場建設計画発表

巨口05(平成17年）

1.26 ムーデイーズインベスターズサービス、当社格付をA

2からAlに格上げ

3.14 信越石英武生工場、 300mmシリコン単結晶引き上げ

用石英ガラスるつぽ溶融設備の火入式実施

3.24 ネオジム系レア・アースマグネットの高特性化技術「粒

界拡散合金法」開発を発表

3.25 個人情報保護ポリシー制定

3.31 日本酢ビ・ポバールの全株式を取得（当社全額出資子

会社となる）

3.31 長野営業所廃止

4. 1 CSR推進委員会設置

5.15 業務監査部設置

5.- SEHアメリカ社、 300mmシリコン単結晶製造開始

7. 8 金川千尋社長、外務大臣表彰受賞

7.26 信越ポリマー、信越緊合物（香港）有限公司設立

7. ー 直江津工場、メチルセルロース製造工程の排ガス・排

水リサイクルシステム完成

8. 1 信越ポリマー、 シンエッポリマーシンガポール社設立

8. 4 三益半導体工業の第三者割当増資を全額引き受け

10. 1 環境基本憲章改定

10.19 シンテック社、日本経済新聞社「日経ものづくり大賞」

受賞

12. ー 直江津工場、セルロース設備(MC-N)増強工事完成

（年産2万3000t) 

2口0巳（平成18年）

2. 1 三益半導体工業の株式公開買付 (TOE)完了

4. 1 磯部セミコン、エスアイセミコンサービスに社名変更

7.20 独占禁止法遵守指針改定

9.20 信越半導体、 300mmシリコンウエハーの生産能力を

2007年秋をめどに月産100万枚とする計画発表

9. ー シンエッPVC社、塩ビ設備増強工事完成（年産45万t)

2.16 京都議定書発効

3.25 愛知万博「愛・地球博」開幕(9.25閉幕）

4. 1 公益通報者保護法公布

4.27 改正独占禁止法公布

7.26 会社法公布

8.29 米国で大型ハリケーン「カトリーナ」上陸

9.24 米国で大型ハリケーン「リタ」上陸

10. 1 道路4公団が民営化

10.14 郵政民営化関連法案成立

1.23 日本郵政株式会社発足

2.16 神戸空港開港

6.14 金融商品取引法公布

6.21 改正男女雇用機会均等法公布

12.22 改正教育基本法公布
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月・日 当社関連事項

9.- SEタイローズ社、メチルセルロース設備増強工事完

成（年産4万t)

12. 1 内部統制推進チーム設置

巨Iコロフ（平成19年）

3. 8 凸版印刷とのフォトマスクブランクス共同開発を発表

3.20 直江津工場、セルロース設備(MC-JI)爆発火災事故

発生

3. - 「BAKER-KANAGAWA日米奨学金制度」創設
4.12 ムーデイ ーズインベスターズサービス、当社格付をA

1からAa3に格上げ

9. 1 人事部（秘書室）廃止、秘書室設置

9. 6 SEタイローズ社、医薬用メチルセルロースの生産計

画を発表

10. 1 札幌営業所廃止、札幌駐在所設置

12. 1 研究特許部廃止、研究開発部と特許部設置

200巳 （平成20年）

1.30 シンテック社、ダウケミカル社との原料調達長期契約

更新を発表

6.30 北関東営業所鹿止

月・日

1. 9 防衛庁が防衛省に移行

5.18 国民投票法公布

7.16 新潟県中越沖地震発生

10. 1 日本郵政公社が民営化

一般事項







あとがき

『信越化学工業80年史』は1986年の創立60周年を機に編纂され

た『信越化学工業社史』を引き継ぎ、1987年から2008年までを中心

にまとめました。編纂にあたりましては、当社グループの足跡をできる

かぎりわかりやすく記録することに意を注ぎました。諸先輩や現従業

員はもとより、当社グループと関わりを持たれた多くの方々にご高覧い

ただければ幸いです。

本社史の制作は東洋経済リサーチセンターに委託しました。東洋

経済新報社の社長と会長を歴任され、現在、経済倶楽部理事長の

浅野純次様をはじめ、東洋経済リサーチセンターの袴田啓一様、樋

口勇様、赤峰みどり様、柴崎悦子様ほか多くの関係者の方々よりご

尽力を頂戴しました。

執筆をお願いしたライターの清田勝哉様には、本文のほかにも、さ

まざまな形で本社史の制作にご協力いただきました。

さらに、当社およびグループ各社の社史編纂協力委員、関係各部

門や当社顧問・OBほか、多くの皆様からご助力とご教示を賜りました。

企業を取り巻く環境の変化はますます激しくなっております。今後、

企業がさらなる成長を図るには、いっそうの挑戦と改革が不可欠です。

このような時にあたり本社史を通じて、多くの皆様が、当社グループの

歩みを検証し、理解を深めていただければ幸甚です。

最後になりましたが、本社史の制作にご協力くださいましたすべて

の方々に、この場を借りて心より御礼申し上げます。

2009年3月

信越化学工業株式会社広報部
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